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1. 序論 

1.1 事業目的 

 運転開始後 30 年を超えて運転する経年プラントの健全性評価を確かなものとする

ため、高経年化技術評価に対して最新知見を取り入れて、材料の経年劣化進展に伴う

安全裕度の低下に係る予測手法の導入や予測精度の改善を図る。また、プラントの型

式やシステム設計に付随した安全裕度の考え方、プラントシステムを構成する機器、

構造物、計装系等の点検・補修・取替に係るプラント固有の保全履歴等も考慮して、

経年プラントの管理のあり方を定量的に検証できる評価体系の整備に資する。 

 

1.2  事業項目 

 以下の項目について実施する。 

 

(1) 技術情報基盤の整備 

(2) 経年劣化事象に係る安全基盤研究の実施 

(3) 事業進捗の管理と成果総括に係る活動の実施 

 

1.3  事業遂行体制 

 本事業は、三菱総合研究所が受託機関代表となり、国立大学法人北海道大学（以下、北

海道大学）、国立大学法人東北大学（以下、東北大学）、国立大学法人長岡技術科学大学（以

下、長岡技術科学大学）、国立大学法人東京大学（以下、東京大学）、国立大学法人東京工

業大学（以下、東京工業大学）、国立大学法人名古屋大学（以下、名古屋大学）、国立大学

法人福井大学（以下、福井大学）、国立大学法人京都大学（以下、京都大学）、国立大学法

人大阪大学（以下、大阪大学）、公立大学法人首都大学東京（以下、首都大学東京）、国立

高等専門学校機構福島工業高等専門学校（以下、福島工業高等専門学校）、学校法人早稲田

大学（以下、早稲田大学）、学校法人立命館-立命館大学（以下、立命館大学）、財団法人発

電設備技術検査協会（以下、発電設備技術検査協会）、株式会社原子力安全システム研究所

（以下、原子力安全システム研究所）、及び日本核燃料開発株式会社（以下、日本核燃料開

発）とコンソーシアムを組み、業務を遂行した。図 1.3-1 に事業遂行体制図を記す。 

なお、本事業で実施した各研究の遂行体制については、1.5 の事業概要に記載した。 
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図 1.3-1 事業遂行体制 

 

1.4  実施スケジュール 

 実施スケジュールは以下の通りである。 

平成 25 年 7 月 5日から、平成 26 年 3 月 31 日まで 

 

1.5  事業概要 

高経年化技術評価を高度化し、経年プラントの健全性を検証する総合的な安全評価体系

を構築するため、技術情報基盤の整備を進め、安全基盤を確実なものとする上で重要な経

年劣化事象に係る安全研究を実施する。また、国内外の最新情報や知見の収集、外部から

の評価の仕組みを取り入れ、先進性や信頼性を有した事業を推進する。 

1.3 に記載した事業遂行体制に加え、関係各所の協力を仰ぐ形での研究実施体制を構築

し、1.2 に示した 3項目の研究を実施する。この(1)～(3)が、2章～4章に対応する。各研

究の実施概要を以下に示す。 

 

(1) 技術情報基盤の整備 

1) 実施内容 

(a)経年プラントの安全評価の体系化および安全評価手法開発に関する調査研究 

経年プラントの安全評価を定量的かつ総合的に実施できる解析評価体系を構築する。

プラント全体をシステムとして捉えた評価指標と評価手法、放射性物質漏えいのハザ

ードとしての燃料に関し、使用済燃料プールの健全性評価も含めた燃料安全の評価手

法、およびトラブル・事故時の各種バウンダリからの漏えい評価手法を整備し、体系

化する。 

 

(b)機器の機能劣化に基づくシステム安全評価に関する調査研究 

環境省 原子力規制委員会 原子力規制庁 

株式会社三菱総合研究所

委託

再委託

東京大学

首都大学東京

日本核燃料開発 

長岡技術科学大学 名古屋大学北海道大学

福井大学 

原子力安全システム研究所 

東京工業大学東北大学 

京都大学 大阪大学

発電設備技術検査協会 早稲田大学 立命館大学 

福島工業高等専門学校 
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原子力プラントの安全上の主要機器を構造的に支持するコンクリート構造物の強度

劣化や、当該主要機器の作動や状態把握を行う電気・計装システムのケーブルについ

ての絶縁劣化が、それぞれプラントのシステム安全に及ぼす影響度を定量化するため

の評価方法を提案する。 

 

(c)システム安全評価に資する知識ベース構築 

a)知識ベースシステムの機能要件実現に係る調査研究 

規制文書、規格基準類、技術文書などを対象とした知識基盤について、機能要件の

整理を行うと共に、知識基盤構築上の課題を明確化する。そして、知識基盤のプロト

タイプシステムを構築し、具体的なユーザーの視点からユーザビリティについての検

証を行う。また、安全性確保に向けた規制当局の取り組みの国民理解に資するため、

知識基盤を核としたステイクホルダーコミュニケーションに資する知識モデルを検討

する。 

 

b)プロアクティブ潜在事象評価 

プラントの高経年化進行に伴い時間とともに変化する材料特性を考慮し、工学的に

予見し難い部位で新たに発現する可能性のある経年劣化事象および事象の複合作用と

して発現する可能性のある経年劣化事象（以下「潜在的事象」という）をあらかじめ

抽出する手法を検討する。そして、抽出された潜在的事象について実機構成機器にお

ける発現可能性についてその検証方法を検討する。検討結果を規制の高度化へ反映す

ることを念頭に、検討プロセスを透明化し、得られた知見をさらに深めるため、本研

究に関する専門知識と実績を有する研究機関、大学等の専門家の間で広く共有する。 

 

2) 実施方法 

(a)経年プラントの安全評価の体系化および安全評価手法開発に関する調査研究 

平成２４年度に実施した経年プラントの安全評価の体系化及び安全評価手法開発に関す

る調査研究の結果を踏まえ、経年プラントの安全評価に導入されるべきシステム安全の考

え方を構築するため、新規制基準（平成２５年７月中旬施行予定の改正原子炉等規制法関

係規則、内規等）を含む安全規制体系を分析し、経年プラントに対する原子力安全の向上

を目指した規制体系のあり方を整理する。加えて、経年プラントにおける規制基準として

求められる、炉心・燃料（燃料プールも含む）の取扱いやシビアアクシデントに関連する

事項、および各種漏えいに係る領域などのリスク評価を含む、運用基準を定めるための課

題を抽出して、当該課題に係る今後の対応策をまとめる。 

また、設置許可申請時に実施される設計基準事象に対する安全評価の指標や、過酷事故

に対する炉心損傷頻度というリスク指標に加えて、経年プラントの経年劣化管理を適正化

するための評価指標を具体化し、当該指標に基づき検査や管理の在り方を定量的に検証で
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きる安全評価体系の整備に資する。加えて、当該安全評価体系において、個々の経年プラ

ントに応じて異なる運転履歴や、検査・補修・取替の履歴等の個々のプラントの評価指標

の情報（以下「プラントカルテ」という。）の標準化の枠組みを具体化する。 

さらに、当該安全評価体系及び枠組みを具体化したプラントカルテに基づいて、経年プ

ラントシステムの堅牢性や脆弱性を多様な観点から定量評価できる解析環境を整備する。 

上記を踏まえ、(2)経年劣化事象に係る安全基盤研究の実施の成果として整備する解析コー

ドや評価ツールに加え、経年プラントシステム全体について評価可能な解析コードや評価

ツールの整備に必要な詳細仕様を取りまとめる。ここで整備しようとする解析コードや評

価ツールは、設計基準事象を超えるプラント状態も含めて、システム安全の観点から実機

適用性の基礎検討を行うためのものとする。 

また、経年プラントシステム全体のリスク評価解析のために、プラントカルテの中で検

討する炉心損傷頻度以外の評価指標の取扱いを可能とするシステム構築に向けた整備計画

を策定する。 

 

(b)機器の機能劣化に基づくシステム安全評価に関する調査研究 

コンクリート建屋構造物の評価法確立に向け、平成２４年度高経年化技術評価高度化事

業にて策定したコンクリート建屋・システム安全ロードマップに基づき、システム安全評

価に資する構造物の評価項目を提案する。また、外乱シナリオや構造物の損傷・劣化を考

慮して、コンクリート構造物単体とプラント施設全体を対象とした長期性能評価手法整備

のための検討を行う。検討の場として、建築、土木、コンクリート材料の研究者とシステ

ム安全の研究者が合同で議論し、評価する会議体を設置・運営する。 

また、原子力プラントの安全上の主要機器の作動や状態把握を行う電気・計装システム

のケーブルについての絶縁劣化が、プラントのシステム安全に及ぼす影響度を定量化する

ための評価方法を提案し、解析的評価を行う。評価にあたっては、(2)③電気・計装システ

ムの長期健全性評価に係る調査研究や国内外の研究成果を調査すると共に、電気・計装シ

ステムの劣化管理の研究者とシステム安全の研究者が議論する会議体を設置・運営し、評

価方法の検討を行う。 

 

(c)システム安全評価に資する知識ベース構築 

a)知識ベースシステムの機能要件実現に係る調査研究 

知識基盤の既存システムに関して、国内外の事例（対象分野は原子力に限定しない）を

対象とした調査を実施する。ウェブ調査を基本とし、電子メールなどによる問合せや国内

事例の場合にはヒアリング調査などを必要に応じて実施する。調査内容は、システムの名

称、目的、基本的な機能、主なユーザー、システムの公開状況、運用プラットフォーム、

格納しているデータの概要と所有者・著作権、システムの運営体制（費用負担方法）、等と

し、本システム構築のための検討に資することを目的として適宜選定する。 
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 また、平成２４年度高経年化技術評価高度化事業での知識基盤の基本的な機能要件検討

結果を踏まえ、ユーザーを想定した上で、ヒアリング調査などによって知識基盤の機能要

件について補強を行う。ヒアリング調査は複数の想定ユーザー区分（原子力関係機関、民

間企業、一般市民、等）を設定する。ヒアリングの結果は、知識基盤の要件設計の検討資

料とする（システム設計における最終的なユーザー想定はその他の条件も含めて総合的に

判断する）。なお、ヒアリング調査の規模は、知識基盤の要件設計の検討に資するために十

分な規模とする。 

 知識基盤データの著作権等に関する調査として、知識基盤が格納するデータ（規制文書、

規格基準類、技術文書などの情報）の所有者や著作権者に対するヒアリング調査を実施す

る。具体的には、原子力関係行政機関のほか、原子力に関する規格基準類を対象として日

本原子力学会、日本機械学会、日本電気協会、また、火力原子力発電技術協会および日本

溶接協会の 5 つの学協会を想定する。ヒアリング調査を踏まえて、知識基盤構築のための

課題を明確化し、その解決のための方法または使用方法などの制約について検討する。 

 実システムを想定ユーザーに試用させ、知識基盤システムのユーザビリティを検証する。

GUI（Graphical User Interface）を中心としたプロトタイピングを実施し、今後の知識基

盤構築の検討資料とする。プロトタイプシステムが実装するデータは、限定されたデータ

（規制文書などデータ利用面で制約の少ない公的な資料を想定）とする。プロトタイプシ

ステムの詳細な設計要件については、本目的および各種制約を踏まえて本業務にて検討す

る。 

また、一般国民における原子力プラントの安全性確保の理解に向けて、知識基盤を核と

したステイクホルダーコミュニケーションに資する知識モデルを検討するため、技術情報

やデータの相互関係を抽出・把握するための知識工学的手法と、インタビュー、アンケー

ト、ワークショップなどによる市民や専門家の認知構造を抽出する手法を組み合わせて、

有効な知識モデルを導出する。 

 

b)プロアクティブ潜在事象評価 

本事業を効果的、効率的に進めるため国内外の専門知識と実績を有する研究機関、大学

等の連携の下に、プロアクテイブ専門家会議および国内検討会を開催する。それぞれの委

員は、各会議の主査が国内外関係者から適切な専門家を選定する。また、国際的な情報共

有化を図るため IFRAM (International Forum for Reactor Aging Management)へ参画する。 

プロアクテイブ潜在事象の抽出手法の検討においては、プロアクテイブ専門家会議等を通

じた自由な議論を通して専門家の潜在知識を顕在化・深化させ、新たな潜在事象、未経験

事象を抽出する。また、現在の研究コミュニテイー内での主な意見の相違を抽出し、それ

ぞれの意見の相違の背景を調査し、意見の相違と認知バイアスの関係に関する知見を得る。

得られた知見から、プロアクテイブな視点での研究推進上の留意点を明らかにする。そし

て、これらの検討結果に基づき、総合的に評価して新たな潜在事象、未経験事象の抽出を
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可能とする方法論を提案する。また、提示された潜在的経年劣化事象に対し PIRT（A 

Phenomena Identification and Ranking Table）手法を適用して点数付けを行い、プロア

クテイブ経年劣化事象としての発現可能性を評価する。その上で国内検討会において抽出

されたプロアクテイブ潜在事象の規制基準への反映を検討する。 

 

3) 研究体制 

図 1.5-1 に研究実施体制を示す。 

 

 

 

図 1.5-1 研究実施体制 

三菱総合研究所 

 全体取りまとめ 

・ 成果とりまとめ、事務局運営、工程・経費管理 
・ 総合調整およびシステム安全評価体系の整備 
・ 経年プラント安全評価手法整備 
・ データベース・知識ベース構築 
・ 機器の機能劣化に基づくシステム安全評価の検討 

東京大学 （(a)、(c)-a)） 

京都大学 （(a)） 

北海道大学（(a)） 

大阪大学 （(a)） 

名古屋大学（(a)） 

東北大学 （(c)-b）） 
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(2) 経年劣化事象に係る安全基盤研究の実施 

1) 実施内容 

(a)炉内構造物の経年劣化に係る評価手法の高度化 

a)中性子照射材の破壊強度予測法の検討 

国内で炉内構造物の高経年化評価に統一的に使用できるステンレス鋼照射材のデータベ

ースと中性子照射による機械的性質などの経時変化の予測式を整備し、確率論的評価を念

頭においた材料特性のばらつきの設定法を検討するとともに、照射材特有の局所変形の影

響などの予測の合理性の根拠となる劣化機構の解明を行う。 

 

ｂ)中性子照射材の破壊評価法に検討 

中性子照射材特有の低延性状態に適した破壊評価法を検討し、中性子照射材を対象とし

た破壊解析を行い照射材への適用性の確認を行うとともに、材料特性や評価法に起因する

ばらつきの感度解析等を行い、破壊評価におけるばらつきの取扱い方法を検討する。 

 

(a)疲労に伴う圧力バウンダリの構造健全性評価と劣化対策の高度化 

a)疲労評価グランドデザインの検討 

疲労に関する最新の研究成果、実機評価事例、国外規格改定動向を踏まえ、環境疲労お

よび熱疲労のメカニズムに基づく評価の体系化に向けた知識ベースの集約と技術基盤の構

築を行う。さらに、疲労劣化の適切な予測評価や、より高度な疲労損傷評価体系構築を実

現するための疲労評価グランドデザインを構築し、システム安全評価や保全計画を取り込

んで一体化した体系について検討を行う。 

 

b)環境疲労メカニズム解明と評価手法高度化 

 環境疲労グランドデザインにおいて必要とされている環境疲労き裂発生ならびに微小き

裂進展、破壊力学き裂進展の各プロセスにおけるメカニズム解明のためのデータ取得を行

い、環境疲労評価手法の高度化を図る。 

 

c)非破壊評価スキームの構築 

疲労評価グランドデザインに基づき、機器の疲労割れ状態を把握するために実施する非

破壊検査の性能を見極めるために必要なデータを取得し、併せて国際的な動向を把握した

上で、信頼性の高い効果的な疲労評価スキームを構築するためのアプローチについて非破

壊評価の観点から調査・検討する。 

 

d)熱疲労に関する定量予測法の開発 

疲労に係る高経年化技術評価の高度化を図るため、荷重および破損メカニズムの解明を

図ると共に、シミュレーション技術の知識ベースを構築し、システム安全評価のための劣
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化予測式を導出する。 

 

(c)電気・計装システムの長期健全性評価に係る調査研究 

システム安全上重要なケーブルについて、全長に亘って健全性を確認できる状態監視技

術のうち、現状最も実機適用性が有望と判断される非破壊劣化診断法を選定し、環境認定

試験（EQ 試験）により確認されている長期健全性の継続的な確認（Condition-based EQ）

への同法の適用性を検証する。さらに、原子力環境下での高分子絶縁材料の劣化が、高分

子構造や電気的・機械的特性に与える影響を明確にして、絶縁機能低下メカニズムを明ら

かにすることにより、非破壊劣化診断法の適用可能な劣化度の範囲に係る判断根拠を得る。 

 

(d)コンクリート構造物の長期健全性評価に係る調査研究 

a)コンクリート構造物の複合劣化メカニズム解明と長期健全性評価手法の高度化 

複合劣化因子によるコンクリート構造物の材料劣化、構造性能の低下が、原子力発電プ

ラントの長期健全性に及ぼす影響の定量評価手法を導出する。複合劣化に関する既往の研

究結果に基づき、中性化、塩害、熱等の複合劣化を受けたコンクリートの強度低下および

ひび割れ発生、ならびにコンクリート中の鉄筋の腐食進展および強度低下などのメカニズ

ムを実験等により明らかにするとともに、複合劣化因子の作用量と材料劣化の関係を定式

化し推定方法を確立する。さらに、複合劣化作用を受けた鉄筋コンクリート部材の強度低

下および剛性劣化を評価するための材料モデルを実験等に基づき提案し、構造の解析手法

への適用を図る。これらの検討結果に基づき、現行のコンクリート構造物の長期健全性評

価手法を高度化する。 

 

b)放射線照射を伴うコンクリート構造物の長期健全性評価手法の検討 

安全上重要なコンクリート構造物に対して、多様な供用環境、形状、組成等の違いの影

響を考慮できる放射線照射劣化に関する汎用的な健全性評価法を確立することを目的に、

現状の高経年化技術評価での累積照射量の制限値の設定根拠の妥当性検証や放射線がコン

クリートの強度特性に及ぼす影響を把握するため、ガンマ線ならびに中性子線の照射試験

条件や試験方法を選定して照射試験を実施する。ガンマ線については，長期間の照射がコ

ンクリートやペーストの物性に及ぼす影響を評価するためのデータ取得とデータ解析を行

い、劣化モデルの妥当性について検証し、累積照射量と劣化の関係評価への適用性向上を

図る。中性子線については、研究目的を満たす累積照射量データの取得を開始する。その

他、照射劣化メカニズム解明を可能とするための加熱試験データ（非照射で照射試験と同

一温度条件）の取得とデータ解析により、設定した照射後試験についてのデータを評価す

るための技術的基盤を明確にする。合わせて、照射試験の結果を実部材の健全性評価に繋

げ、将来にわたる部材性能予測を可能とする解析コードの開発を行う。 

これにより、生体遮蔽コンクリート壁、ペデスタル部材、その他放射線の影響を受ける
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原子炉構造物中の鉄筋コンクリート部材に対する長期健全性評価手法を確立する。 

 

2) 実施方法 

(a)炉内構造物の経年劣化に係る評価手法の高度化 

ａ)中性子照射材の破壊強度予測法の検討 

炉内構造物材料のステンレス鋼の中性子照射による性質変化に関するデータ（機械的性

質、照射誘起型応力腐食割れ（IASCC）発生進展、破壊靭性、応力緩和等）を国内外の文献

等から収集し、スクリーニングを行い、データベースとして整備する。また、文献等の経

験式や半機構論式を調査し、予測パラメータや式の形式等を検討し、上記で整備する照射

材のデータベースに当てはめ、定式化を行う。加えて、ばらつきの当該式の中での設定法

の検討を行う。さらに、照射材特性の予測に不可欠であるが現在データがほとんどない照

射材の真応力真歪関係を把握するため、歪を正確に測定する手法を用いて照射量の異なる

中性子照射材の引張試験を実施しデータを採取する。そして、中性子照射材の破壊強度の

劣化やばらつきの機構を検討するため、局所応力に関して冷間加工材の電子線後方散乱に

よる局所応力測定と有限要素法による結晶塑性解析を行うと共に、き裂先端の延性破壊挙

動について画像相関法による測定と有限要素法解析を比較検討する。 

 

ｂ)中性子照射材の破壊評価法の検討 

破壊強度に対する機械的性質変化の影響を把握するため、低延性を模擬して加工度を変

えた冷間加工材の引張試験と破壊靭性試験を行うとともに、結果を用いて単純形状である

円筒構造物について J積分値等による破壊評価を行い材料特性変化の影響を検討する。ま

た、照射材の材料特性予測式を用いて単純形状構造での破壊評価を行い、照射材に適した

評価法とその妥当性の確認を行う。さらに、構成則等の照射材の材料特性にばらつきを与

えて破壊評価を行い、破壊評価に対する材料特性のばらつきの影響度を把握する。 

 

(b)疲労に伴う圧力バウンダリの構造健全性評価と劣化対策の高度化 

ａ)疲労評価グランドデザインの検討 

疲労に関する米国機械学会の規格改訂動向や米国機械学会（ASME）の PVP（Pressure 

Vessels & Piping）国際会議での情報収集、国内外の関連会合への参加により最新の研究

動向を調査し、疲労グランドデザインへの反映項目を抽出する。また、実機疲労損傷事例

や最新の研究成果をもとに、疲労劣化やトラブルの発生要因の詳細な分析を行い、疲労劣

化管理のための知識ベースを構築する。さらに、き裂成長予測モデルを取り入れた疲労評

価体系を構築するため、疲労劣化メカニズムやき裂成長予測モデルに関する最新の知見や

シミュレーション技術を取り入れた疲労評価体系について検討する。そして、システム安

全評価や保全計画を取り込み体系化した疲労評価グランドデザインを、安全機能要求、構

造規格体系、国際規格体系等との整合性を評価して取りまとめる。 
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 実機に近い荷重条件でき裂成長予測を行うために、切欠きを導入したステンレス鋼板で

の切欠き底でのき裂成長を実験的に調べ、その成長挙動を予測するためのモデルを構築す

る。そして、実機での応力集中部を模擬した応力勾配下でのき裂発生・成長を予測する手

法を検討する。また、疲労劣化に対するシステム安全評価を行うため、運転時間と微小な

き裂サイズの変化を統計的に予測する手法を検討する。試験片において発生する微小なき

裂の発生と成長挙動を詳細に観察することで、き裂挙動の統計モデルを構築する。そして、

モンテカルロシミュレーションによって、運転年数とともに進行する劣化（き裂成長）の

予測を行う。 

 

ｂ)環境疲労メカニズム解明と評価手法高度化 

 環境疲労き裂発生ならびに微小き裂進展、破壊力学き裂進展の各プロセスにおけるメカ

ニズムについては、環境の影響が関わる各プロセスに対して力学因子(疲労)が影響するメ

カノケミカルプロセスとして捉え、酸化動力学曲線とひずみ速度あるいは等価パラメータ

に基づいたメカニズムの遷移を考慮した調査を行う。特に PWR 模擬環境中のオーステナイ

ト系ステンレス鋼において観察されている大きな寿命低下および低電位効果について、水

素加速酸化の視点を含めて調査する。環境・材料条件の時空間解析、累積疲労損傷係数ご

との表面皮膜の損傷度および拡散障壁特性、微小き裂の成長速度および合体挙動の評価、

ならびに他の材料/環境の組み合わせ条件への適用性等について検討する。 

 

c)非破壊評価スキームの構築 

 疲労感受性を有すると考えられるシステム全体の疲労状態を概略把握し、比較的疲労感

受性の高い個所をスクリーニングするとともに、スクリーニングされた機器の疲労状態を

詳細把握して全体管理するという２段階方式を想定し、それを実現できるモニタリング技

術を含む非破壊検査方法とリスク評価を含む解析評価方法とについて調査する。また、疲

労評価グランドデザインに基づく高度な疲労評価管理において、不可欠な非破壊検査技術

の性能（欠陥サイジング精度や欠陥検出率など）の現状を知るため、重要と考えられるそ

の影響因子に関するデータを採取し、疲労評価グランドデザインの策定と信頼性の高い効

果的な疲労評価スキームの構築に資する知見を得る。さらに、信頼性の高い効果的な疲労

評価スキームを構築するために不可欠な非破壊検査技術の性能（欠陥サイジング精度や欠

陥検出率など）に関する客観的な情報（検査精度に関するデータおよびその評価など）を

得るため、その国内外動向を調査し、その結果を踏まえて必要に応じて疲労評価スキーム

の構築に反映する知見を整理する。調査対象は、米国 NRC による国際ラウンドロビン試験

PARENT および他産業とする。 

 

d)熱疲労劣化に関する定量予測法の開発 

荷重および破損メカニズムの解明を目的として、熱成層界面変動による熱応力発生のメ
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カニズムの分析、および多軸応力場と高低サイクル疲労荷重重畳下の疲労強度試験を実施

する。また、シミュレーション技術の知識ベース構築を目的として、計算流体力学（CFD：

Computational Fluid Dynamics）による熱流動解析手法と流体－構造熱連成解析手法の検

討を行う。さらに、システム安全評価のための破損予測式の提示を目的として、機能損失

確率評価を可能とするための破損確率評価法の提案と、上記における破損確率の主要パラ

メータの摘出を行う。これらを複数機関で分担実施し、得られた知見を共有可能な形式で

知識ベース化する。 

 

(c)電気・計装システムの長期健全性評価に係る調査研究 

実ケーブル布設状態を模擬したラック上に設置した熱・放射線同時劣化ケーブルについ

て、広帯域インピーダンス分光(Broadband Impedance Spectroscopy: BIS)法により劣化位

置の標定を行い、BIS 法により検出できる劣化度を明確にする。なお、Condition-based EQ

試験としての妥当性の検証については、JNES による原子力プラントのケーブル経年変化評

価技術調査によって確立しているケーブル絶縁材料の引張り破断伸びとの比較によって行

う。 

絶縁機能低下のメカニズム解明にあたっては、文献調査等により得られる絶縁材料の劣

化基礎特性を踏まえ、一定の条件下での熱•放射線同時劣化を付与した材料の物性変化と絶

縁機能低下を明確にする。これに基づき、限界酸化防止剤濃度理論に基づき絶縁機能低下

メカニズムを明らかにする。また、定常運転条件下における BIS 法等の適用性検証の支援

のために、上記の材料物性変化と機能特性の関係を実験的に明らかにする。さらに、加速

劣化試験／実環境の両条件下での絶縁体劣化挙動を統一的に説明する材料劣化モデルを構

築する。 

 

(d)コンクリート構造物の長期健全性評価に係る調査研究 

a)コンクリート構造物の複合劣化メカニズム解明と長期健全性評価手法の高度化 

コンクリート構造物の材料劣化ならびに構造性能の低下に及ぼす中性化、塩化物、温度

等の複合劣化の影響を文献調査し、複合劣化での劣化評価ダイアグラムによる健全性評価

方法の枠組みを構築する。 

中性化、塩化物、温度等の影響を受けた鉄筋コンクリートを想定し、コンクリート内部

の鉄筋腐食に伴うコンクリート表面のひび割れ発生、腐食した鉄筋の強度変化について検

討を行う。鉄筋をコンクリートに埋め込んだ供試体を作製し、高温環境下で塩水噴霧を行

い、コンクリート中の鉄筋の促進劣化を行なう。一定期間ごとに X線透過画像および表面

ひび割れの測定を行い、内部鉄筋の腐食と表面ひび割れの関係性について検討する。同時

に、塩水噴霧による腐食鉄筋の降伏点残存率、ヤング係数残存率などについて検討する。 

原子炉建屋特有の環境下で、加熱の作用を受けたコンクリートを想定し、それらのコンク

リートにひび割れが発生・進展するメカニズムを明らかにする。また、短期間に高温加熱
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の影響を受けた場合の検討も併せて実施する。コンクリート強度、骨材種類を変化させ、

加熱環境下に一定期間曝し、破壊靭性試験を実施し、そのひび割れ発生強度およびひび割

れ進展抵抗性などを実験および解析により明らかにする。 

鉄筋腐食が鉄筋コンクリート部材の強度低下および剛性低下に及ぼす影響では、付着割

裂破壊に対する横補強筋による拘束効果を部材実験や三次元有限要素法解析で明らかにす

る。また、鉄筋腐食が付着強度および付着割裂強度に及ぼす影響では、コンクリート表面

の腐食ひび割れ幅から RC 部材の健全性評価を高精度化するために、適切な腐食膨張モデル

に基づいた材料モデルを実験等に基づき提案し、構造の解析手法への適用を図る。 

 

b)放射線照射を伴うコンクリート構造物の健全性評価手法の検討 

b-1) コンクリートの中性子照射影響に関する研究 

 放射線分解により発生する水素ガス・酸素ガスの発生量や発熱により放出される水分量

を計測し、中性子がコンクリート中の水分に及ぼす影響を把握するとともに、ガンマ線照

射による相互作用試験結果と比較することにより、中性子とガンマ線の影響の程度につい

て検討する。中性子による照射試験では、供試体の中心と表面の温度差を抑えるために、

適切な形状の供試体を用いる。 

 高速中性子とコンクリートおよびコンクリートの構成材料との相互作用に着目したコン

クリートの照射試験を実施し、物性に関するデータを取得して、健全性評価に資する技術

基盤の拡大を図る。照射後試験については、さまざまな実験条件が重なるため、その実験

条件が物性評価に及ぼす影響についても予備実験により明確にする。   

中性子照射量の試験水準については、国内の軽水炉における運転期間 60 年の累積照射量

の最大値を担保できる範囲で実施し、さらに当該水準に対して複数の短期水準を設定しデ

ータを取得する。また、骨材の影響を把握するために、砂利と砕石を用いた数種類の供試

体を用いる。 

 

b-2）コンクリートのガンマ線照射影響に関する研究 

 ガンマ線とコンクリートの相互作用に着目したコンクリートの照射試験を実施し、ガン

マ線がコンクリートの物理特性に及ぼす影響を把握するとともに、健全性評価に資する実

験データを取得する。 

 ガンマ線照射量の試験水準については、現状の高経年化技術評価における健全性の判断

基準であるガンマ線の累積照射量の目安値を最大照射量とする。さらに、当該水準に対し

て複数の短期水準を設定する。また、骨材の影響を把握するために、砂利と砕石を用いた

数種類の供試体を用いる。供試体のサイズについては、試験結果を直性比較できるように、

中性子照射試験と同様のサイズの供試体を用いる。 

 

b-3) 照射影響下にあるコンクリートの強度評価プログラムの開発研究 



1-13 

 セメントの水和反応、乾燥・加熱によるコンクリートの変質、部材内部でのエネルギー

移動、および放射線によるエネルギー沈着コードを連成させた評価プログラムの精度向上

を図ると共に、強度評価プログラムにおいて必要となるコンクリートの物性値に関する基

盤的データの蓄積を行う。 

 

3) 研究体制 

 図 1.5-2 に研究実施体制を示す。 

 

 
 

図 1.5-2 研究実施体制 

三菱総合研究所 

 全体取りまとめ 

・ 成果とりまとめ、事務局運営、工程・経費管理 
・ 総合調整 
・ 放射線照射に対するコンクリート構造物の汎用的

な健全性評価法の検討 
・ 照射試験環境整備、照射試験によるデータ取得 

早稲田大学 （(c) ） 

大阪大学 （(a)、(b) ） 

首都大学東京（(d)-a）） 

東京工業大学（(d)-a）） 

名古屋大学 （(d)-b）） 

日本核燃料開発 （(a)-a）） 

福島工業高等専門学校 （(a)-a）） 

長岡技術科学大学 （(b)-d）） 

原子力安全システム研究所（(a)、(b)-a）、(b)-d)） 

福井大学 （(a)-b）） 

東北大学 （(b)-b）、(b)-c）） 

東京大学 （(b)-d））） 

発電設備技術検査協会 （(b)-c）） 

立命館大学 （(b)-d））） 
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(3) 事業進捗の管理と成果総括に係る活動の実施 

本事業で実施するシステム安全および安全基盤研究の各テーマに対して、研究計画の確

認や進捗度の把握、研究目標に対する実施内容の妥当性の確認等を行う会議体を設置・運

営する。設置会議体の数は 10 程度を想定し、事業開始、中間とりまとめならびに最終成果

取りまとめといった主要な時期にマイルストンを設定し、全体を統括する総括検討会を開

催する。 

また個別研究テーマの会議体は、適宜進捗の確認等、必要に応じて開催する。 

加えて、年度途中に中間報告会および年度末に成果報告会を開催し、全ての研究テーマ

について、進捗確認ならびに成果確認を行う場を設置・運営する。その際、別途実施され

る平成２５年度高経年化技術評価高度化事業（原子炉圧力容器の健全性評価方法の高度化）

の事業計画、進捗状況、成果の報告を受けるなど、連携を図る。 

さらに、本事業の活動の一環として国際シンポジウムをオーガナイズし、開催・運営を

行う。海外から講演者を複数名招聘して講演を依頼すると共に、本事業の活動も含めてわ

が国の関連研究分野の取り組み状況についても報告し、国際的な最新情報の共有と本事業

の活動の国際発信を行う。 
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2 技術情報基盤の整備 

2.1 経年プラントの安全評価の体系化および安全評価手法開発に関する調査研究 

  

本研究の全体構成を以下に示す。 

 

 

図 2.1-1 経年プラントの安全評価手法開発に関する研究開発体制 

 

原子力発電所の全体のシステムとしての安全を評価する手法の開発は、上図の体制で進

める。その体系は、下記である。 

①体系化において「システム安全」を定義し、その仕組みを構築する。②体系化の取り

組みが社会システムとの関係で妥当なものかを評価する。③運転プラントのシステム安全

を定量化する評価プログラムの具体化、開発を行う。④この評価に必要な燃料の評価基準、

および様々な漏えい事象の基準化を行い取り込む。⑤特に経年プラントとして重要な劣化

事象の定式化および充実されたデータを評価プログラムに取り込み、⑥新たにシステムと

して重要な要素となったケーブルやコンクリートおよび高サイクル疲労の評価などの強度

評価事象をシステム評価に取り込む手法を開発する。⑦これらの成果やデータベースは、

有効に活用すべく最適なデータベース化を検討する。⑧その上で、これらの開発した評価

プログラムはもとより、全てのデータや研究成果、およびプラントの運転データ、世界で

公開されている経験などを、活用できるようにデータベースとして情報基盤を構築し、成

果の活用が有効に活用できるものとする。 

 

以下、それぞれの成果を報告する。 

安全評価体系統合

知識ベース構築・活用

高経年化技術評価手法

予測式解析コード

モデルプラントでの検証

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞとｼｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ
の融合 ＊ 検査最適化

システム安全評価要素

専門家ﾊﾟﾈﾙ
（ﾌﾟﾛｱｸﾃｨﾌﾞ）

データベースの構築

知見（世界の経験、研究成果、運転ﾃﾞｰﾀなど）
データベース

システム安全評価要素の検討

ケーブル コンクリート 強度評価法

熱疲労

圧力容器・ノズル配管・ノズル

環境疲労減肉 照射脆化

＊ において
研究を進める。

炉心・燃料

IASCC

コンクリート構造物ケーブル

絶縁劣化 強度劣化

安全基盤研究

照射劣化疲労

経年劣化対策

劣化の評価式・グラフ・データベース

異常状態(事故時）の評価式・グラフ・データベース

評価プログラム

○社会との整合
○安全評価との整合

○データベースの構成法

○重要劣化事象の評価法と最新のデータベース

○検査・監視の取り込み

○運転プラントのシステム安全評法の構築

基準化・体系化

燃料評価基準

漏えい基準化

○劣化・異常の基礎データ

○システム連成として新たな要素の組み込み

知識ベース構築・活用 専門家ﾊﾟﾈﾙ
（ﾌﾟﾛｱｸﾃｨﾌﾞ）

必要な現象解明

新たな研究のニーズ

データベースの構築法（Data Jacket)

データベースの構築

○データベースの構成法
○現象解明のニース

○ システム評価の考え方構築

○データベースの構築・成果の集約

○規格・基準との整合

ＩＧＡＬＬデータ

ＰＬＭ標準との整合

ＰＳＲ標準の再構築

新規制基準との整合

安全基盤研究
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2.1.1 システム安全体系化 

(1) 原子力安全の考え方 

1) 「原子力安全」と「安全」について 

「安全（あんぜん）」は定義の難しい抽象的な概念であるが、一般に「安全(Safety)」

は、危険がないこと、被害（有形・無形を問わず）を受ける可能性がないことを示してい

る。危険が一つ一つ指摘できるのに対して，安全はどんな危険も存在しないという否定形

で表される。安全を具体的に指定できないために，大変難しい概念になっている。「安

全・安心懇談会」の報告書(1)には，「安全とは，人とその共同体への損傷，ならびに人，

組織，公共の所有物に損害がないと客観的に判断されることである（ここでいう所有物に

は無形のものも含む）」と述べられている。社会の安全を強く意識した定義になっている。 

この「安全」という言葉は、交通安全（交通という行為の安全）、食の安全（食という

行為の安全、又は食品という対象物の安全＜食品安全＞）、環境の安全（環境という危険

源からの安全）、職場の安全（職場という場の安全）、医療の安全（医療という行為の安

全＜医療安全＞）、国家の安全（国家という場の安全＜安全保障＞）など、特有な行為、

対象物、場、危険源など色々な目的物を伴って色々な分野にその分野特有のものとして使

われる。「原子力の安全」という用語も、一般的に「原子力分野における安全」、「原子

力技術の安全」という意味で使われることが多いが、明確な定義がなされているわけでは

ない。この中で、従来、「原子力安全（Nuclear Safety)」という言葉が明確な定義もな

く、広い概念である「原子力の安全」と半ば混同する形で使用されており、その対象とす

る所が不明確である。 

従って、ここに「原子力安全」の定義を明確化するものであるが、これは前述のように

「原子力分野における安全」、「原子力技術の安全」というような広義の産業活動におけ

る安全も含む概念というより、原子力特有の危険源からの安全という意味で定義されるも

のである。産業活動におけるこれ以外の一般的な危険源からの安全については当然、産業

界においても別の安全管理の枠組みの中で担保されている。 

また、木下富雄や向殿政男の言うように現在、「安全」ということで測定されているも

のは、「安全」の程度ではなく、「リスク」に過ぎない。日本学術会議人間と工学研究連

絡委員会安全工学専門委員会報告「安全・安心な社会構築への安全工学の果たすべき役

割」（平成 17 年 8 月 31 日）における以下の安全の定義の説明が参考になる。 

『安全を“絶対に事故が起きないこと”と解釈している人がいるが，これは間違いであ

る。無論，絶対に事故が起きないことは理想ではあるが，これは，「何もしない」こと以

外，確実な実現は不可能だからである。「何かする」以上，安全を脅かす何か．．は必ず

存在する。問題はその何か．．を人知を尽くしてコントロールすることにある。具体的に

いえば，リスクという考え方が必要となる。機械やシステムの分野では，絶対安全はあり

得ないとして，安全は，「人への危害または損傷の危険性が，許容可能な水準に抑えられ

ている状態」，または，「受け入れ不可能なリスクが存在しないこと（受け入れることの
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出来ないリスクからの開放）」と定義されている。前者は，ISO8402 （品質管理及び品質

保証－用語）に出てくる定義であり，後者は，ISO/IEC ガイド 51（規格に安全面を導入す

るためのガイド）にある定義である。安全と言っても，どちらも絶対安全を意味している

のではなく，“常に危険性（リスク）は残されており，それが許容可能，または受け入れ

可能なもののみになっていること”としている。ガイド 51 の安全の定義にはリスク

(risk)という用語が出てきていて，安全はリスクを経由して定義されている。ISO8402 の

安全の定義にある「人への危害または損傷の危険性」とは，まさにリスクのことである。 

リスクとは，「危害の発生する確率及び危害のひどさの組み合せ」と定義されている。

ここで“組み合せ”とは，危害の発生確率の大きさと危害の大きさとの両方を勘案して，

リスクの大きさを決めることを意味し，発生確率が大きいほど，また危害が大きいほど，

リスクは大きく設定しなければならない。機械やシステムの分野では，そう簡単には片付

けておらず，柔軟性を持たせて，ただ単に“組み合せ”と定義している。ここで，危害

（Harm）とは，「人体の受ける物理的傷害若しくは健康障害又は財産若しくは環境の受け

る害」としている。更に，許容可能なリスク（Tolerable risk）とは，「その時代の社会

の価値観に基づく所与の状況下で，受け入れられるリスク」と定義されている（図 2.1.1-

1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.1-1 許容可能なリスク 

 

このように，安全とは，受け入れ不可能なリスクが存在しないという意味で理解すべき

ことであるが，図に示すように，誰でもが認めるような広く受け入れられるリスク以下の

みが残されている状態が理想であろう。しかし，現実には，コスト，受ける利便性等を考

慮して，許容可能なリスク（仕方がないから我慢できるリスク）以下のみとなったときに，

安全としようという定義である。したがって，常に残余のリスクが存在する。これまで事

故がなかったからただ単に安全であると考えるのも間違えである。前もって，すべての危

険源に対してリスクが評価され，必要ならば対策が施されて，許容可能なリスクしか残っ
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ていないようになっている時，初めて安全であると言う。その時，受ける利益，そのため

にかけるコスト等を考慮して，残っているリスクについて受け入れることを合意し，覚悟

し，納得した上で，利用し，生活していることを認識しなければならない。ここで一つの

問題が生ずる。何を以って許容可能なリスクに達したかを判断するかである。第一がリス

クの評価であり，これが安全目標の問題である。許容可能なリスクの具体的な内容は，機

械ごとに，システムごとに異なっており，その機械やシステムの使われ方，その時代の社

会の価値観と共に，被害者の意見や心情，及びそれから受ける恩恵等を考慮しながら決め

るべきであるとされている。例えば，終戦直後に許された労働現場のリスクは，今では許

されないかもしれない。また，自主的な冒険活動をしている人の安全目標と，自己責任で

車を運転している人の安全目標と，運転を専門家に任せている列車の乗客の安全目標では，

自ずと異なるはずである。この議論を深めるためには，安全を裨益する生活者との対話が

必要であり，そのためにも人文分野・社会分野との共同作業も必要となる。』 

 

2) 原子力安全の範囲 

原子力安全の目的、及び原子力安全の基本原則は、「平和目的に使用される（既存及び

新規の）全ての原子力の施設とそれに係る活動」（以下、「施設と活動」と略す。）の、

計画立案、立地、設計、製造、建設、試運転及び運転、更には廃止措置や閉鎖までを含

む、原子力の施設又は放射線源の存続期間の全ての段階に対するものであり、現存する

放射線リスクを低減するための防護活動に適用されるものである。 

 

基本原則を適用する施設は、原子力施設、照射施設、採鉱及び核原料加工施設、廃棄物

処理施設などであり、多種多様である。また、既に運転中若しくは建設中であるか、計画

段階の施設かといった多様性もある。そこで、これらの多様な原子力施設に対しての基本

原則の適用を具現化するときに、施設の多様性をどのように考慮するべきかについて考察

が必要である。換言すれば、原子力安全の確保において、その骨格となる基本原則を厳守

するべきという厳格性の観点と、施設に応じたきめ細かな実践を行うべきという柔軟性の

観点に対して解釈を適切に行う必要がある。 

先ず指摘すべき点は、これらの施設の種類及び運用段階の多様性についてこの基本原則

においては特段の区別を行わないことである。例えば、新規の原子炉施設と既設の原子炉

施設を想定する。それぞれの施設への適用において、異なった原則を定める必要性はない

と考えている。基本原則は、相当に普遍性の高いものでなければならないし、そうである

ことによって原則を具体的方策に展開したときに全体として調和のとれた安全が確保され

るからである。 

一方、それぞれの施設にはその役割、長所や短所、つまり個性がある。従って、個別の

施設毎の固有の特性を踏まえなければ適切で合理的な原子力安全は確保されるものではな

いことは明らかである。その点は基本原則においても斟酌されるべき点であり、実効的な
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安全確保を達成するためのもっとも重要な観点の一つである。 

原子力の施設と活動に係わる原子力事業者、規制機関やその関係者は、原子力安全の目

的に沿って基本原則を遵守するべきである。同時に、基本原則に適う具体的方策を個別の

施設毎に工夫し、実践しなければならない。具体的方策を実践するためには個別の施設の

特性に応じた配慮を行うべきである。例えば、新設の原子炉施設と既設の原子炉施設では，

それぞれの具体的方策に多様性があることは必然であり、原子力の施設と活動に関わる関

係者は、そのための実効的な方策の検討に真摯に取り組むべきである。 

それらは、放射線リスクに対する人と環境の防護のため、並びに、放射線リスクを引

き起こす原子力の施設とその活動（特に原子力の施設及び放射線と放射線源の利用、放

射性物質の輸送及び放射性廃棄物の管理）の安全のための要件と対策の根拠となるもの

である。 

安全は、通常の環境における放射線リスク並びに原子炉の炉心、核連鎖反応、放射性線

源またはその他の放射線発生源の制御の喪失などによる直接的な結果と、異常事象の結

果として発生する放射線リスクの両者に関係するものである。また、原子力安全とは放

射線に関連する安全を指すものであり、放射性廃棄物の最終処分や核セキュリティその

ものの問題はそれぞれあるが、それらの原子力安全に係るところは基本原則の示すとこ

ろと同じと考える。 

3) 原子力安全の基本原則とその考え方 

(a) 経緯 

2011 年 3 月 11 日の福島第一原子力発電所の事故（3.11 震災）を踏まえ、原子力安全の

基準の妥当性について、より根本的な考え方まで立ち帰り、原子力安全の考え方をまとめ

た。 

原子力安全の基本的な考え方については、国際的には各国における原子力の安全確保の

経験に基づき国際原子力機関（IAEA）が取りまとめた INSAG-12 およびその INSAG-12 を安

全の基本原則に展開した Safety Fundamentals-1 （SF-1）が基本となる。この SF-1 は、

IAEA が個別の技術分野について整備した原子力安全基準の体系を背景として、それらを包

括する上位の安全思想を文書化したものである。 

わが国では、これまで個別技術課題についての詳細な検討を行ってきた一方で、このよ

うな上位の安全思想を規制制度において位置づけることは行ってこなかった。しかし、原

子力安全委員会は原子力安全の基本的考え方を提示することの重要性を認識し、2011 年の

2 月に原子力安全の基本原則の明文化に向けての検討を開始した。この検討は福島第一事

故によって中断されたが、日本原子力学会が主体となりこの検討を再開し、原子力安全の

基本的考え方を取りまとめた。 

これらの原子力安全の基本原則の概要を説明するとともに事故との関係を議論する。福

島第一原子力発電所の事故が明瞭に示したように、原子力の利用はリスクを伴うものであ

る。これは他の工学分野と共通するが原子力のリスクは、他分野と比べて特に大きいと認



2-6 

 

識されている。従って、このリスクの評価が従来どのように行われ、リスクが規制サイド

でどのように認識されてきたかを整理することは、今後の原子力安全を考える上で重要で

あると考えられ、原子力発電所のリスク評価とリスク情報活用について検討した。 

原子力の利用はリスクを伴うものであるから、どの程度のリスクであれば社会に受け入

れられる（“How safe is safe enough?”）に対して定量性を持った目標を示し、これを

社会と合意する必要がある。この安全目標とリスク抑制の考え方を示す。 

 

(b) 原子力安全の基本原則 

 原子力安全の基本的な目的は、「人と環境を、原子力の施設とその活動に起因する放射

線の有害な影響から防護すること」である。この目的を達成するための基本原則は、「誰

が（主体）」「何のために（目的）」「どのように（手段）」という観点から展開するこ

とができる。 

主体については、「責任とマネジメント」に関する基本原則であるとまとめることがで

きる。IAEA SF-1 においては、 

Principle 1: Responsibility for safety 

Principle 2: Role of Government 

Principle 3: Leadership and management for safety 

の三つの原則にまとめられ、日本原子力学会の基本安全原則（学会基本安全原則）におい

ては、 

原則 1: 安全に対する責務 

原則 2: 政府の役割 

原則 3: 規制機関の役割 

原則 4: 安全に対するリーダシップとマネジメント 

原則 5: 安全文化の醸成 

の 5 つの原則に取りまとめられた。これらの原則においては、安全に対して責務を有する

組織や人、安全に関して関係機関が果たすべき役割、また、発揮されるべきリーダシップ、

行われるべきマネジメント、原子力安全の基盤とも言える安全文化に関して言及がなされ

ている。福島第一事故の教訓の一つが不十分な安全文化の醸成という議論がされているこ

とから、原子力学会の基本安全原則では、これを明示的に原則に取り入れている。なお、

主体に関する基本安全原則では責務（responsibility）について述べているが、原子力施

設を運営する事業者に安全確保に対する最も大きな責務があることを前提として、広く原

子力安全に関係する組織や個人が、その能力を発揮すべきと期待される場面でそのつとめ

を果たすことを意味することに注意が必要である。 

原子力安全の目的は、「人および環境を放射線リスクから防護すること」であると言え

る。IAEA SF-1 においては、以下のようにまとめられている。 

Principle 4: Justification of facilities and activities  
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Principle 5: Optimization of protection  

Principle 6: Limitations of risks to individuals 

Principle 7: Protection of present and future generation 

学会基本安全原則では、 

原則 6: 原子力の施設と活動の正当性の説明 

原則 7: 人および環境へのリスク抑制とその継続的取り組み 

にこれらの原則が取りまとめられている。原子力施設は潜在的なリスク源であることから、

原子力施設によるリスクと便益を広範囲に比較検討し、その正当性を合理的に説明できる

必要性があること、原子力施設のリスクは合理的に達成可能な限り低減（As Low As 

Reasonably Achievable、 ALARA）されている必要があることが述べられている。福島第

一事故の教訓の大きな教訓の一つは最新知見の取り入れと継続的改善、つまり、継続的な

リスク抑制であることから、学会基本安全原則では、ALARA の原則に基づき、リスク抑制

の取り組みを継続的に行うことを明示的に示している。 

手段については、「放射線リスクの顕在化を防ぐこと」すなわち、事故の発生防止と緊

急事態への対応である。IAEA SF-1 においては、以下のようにまとめられている。 

Principle 8: Prevention of accidents 

Principle 9: Emergency preparedness and response 

Principle 10: Protective action to reduce existing or unregulated radiation 

risks、 

一方、学会基本安全原則では、 

原則 8: 事故の発生防止と影響緩和 

原則 9: 緊急時の準備と対応 

原則 10: 現存する放射線リスク又は規制されていない放射線リスクの低減のための防護

措置 

にまとめられている。これらの原則においては、深層防護の考え方に基づいて事故の発生

を防止すること、また、事故が発生した際の影響を緩和すること、また、事故発生時のア

クシデントマネジメント策や緊急時対応計画をあらかじめ準備しておくことなどが述べら

れている。 

原子力安全の目的である人と環境の防護を達成するにあたっては、技術的・ハードウエ

ア的に事故発生防止とその影響緩和を達成しようと考えがちである。しかし、基本安全原

則は、深層防護の考え方の適切な取り入れ、マネジメントやリーダシップ、安全文化、ア

クシデントマネジメント策といったソフトウエア的側面が不可欠であることを示している。

わが国において、原子力安全の確保がハードウエア的側面に偏りがちで、それゆえ安全の

本質を見逃されることが福島第一事故の教訓として挙げられているが、基本安全原則は、

このような過ちを避けるための羅針盤として活用することも可能である。 
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4) リスク評価とリスク情報の活用 

 

今回の 3.11 震災においては、海溝型地震動による津波が大きな災害をもたらした。耐

震設計審査指針では、活断層については 10 万年前に活動したものまで考慮することとし

ている。一方、三陸沖で発生した貞観地震による津波は 869 年であり、東北地方太平洋沖

地震後の評価では、600 年に一度程度の頻度で発生すると考えられている。つまり、敷地

直下で発生する地殻内地震と、プレート境界で発生するプレート境界地震で、考慮された

発生頻度が 100 倍以上異なっていることになる。これは、海溝型地震では過去 200 年程度

に発生した大地震の履歴に基づき、固有の地震が繰り返し発生するという考え方が、当時

は主流であり、それゆえ、過去 200 年より以前に発生した海溝型地震に関しては、それほ

ど関心が持たれていなかった。 

設計基準ハザードについては、国際的にも 10-3／年から 10-4／年程度の発生頻度の自然

現象までを設計で考慮することを求めている国は多い。わが国でも 2006 年の耐震設計審

査指針の改定を受けて、基準地震動の設定にこの考え方が試験的に導入された。それに対

して津波など他の自然災害では同様の考え方が導入されていなかった。設計基準ハザード

の設定にこのように確率論的な考え方が導入されていれば、設計基準ハザードの超過頻度

が大きく評価される場合に、システム側に大き目の余裕を持たせることで対応するなど合

理的な対応を行うことができる。わが国で、このような影響度や事象進展に関する分析が

十分になされていなかったことは反省すべき点である。また、さまざまな自然現象などに

ついて、バランスよく体系的にリスク分析をするという視点に欠けていた点も指摘される。 

以上のように、外的事象については、米国の IPEEE(Individual Plant Examination of 

External Events)のようなプログラムがわが国で行われなかった。その理由の一つは、外

的事象については評価手法が十分に成熟していない、あるいは信頼できるデータがないと

いうものである。従って、評価結果の信頼性が低いので外的事象の確率論的リスク評価

（PRA）は時期尚早であるということが盛んに議論される。しかし、上述したような PRA

の目的を踏まえれば、評価手法やデータに改良すべき点があったとしても、評価手法の成

熟を待つという姿勢はその意義と果たすべき役割を損なうものであった。未熟な評価手法

で何らかの評価を実施した上で、評価手法の改善やデータの収集を継続的に実施するとい

う姿勢が求められていた。 

一方、PRA を用いて「既に安全な原子力発電所についてリスクが十分に低い」というこ

とを示すことを目的と考える場合には、評価手法やデータが完備されなければ PRA を実施

しないというのは正当な理由になる。 
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炉心損傷頻度
支配因子に関する知見
(重要なシステム／機器等）

格納容器破損頻度
ソースターム
支配因子に関する知見
（重要な物理現象等）

被曝線量
経済影響
支配因子に関する知見
（重要な防護対策等）

PRAから得られる情報

安全余裕の総合的、定量的理解
アクシデントマネージメントの充実化
効果的な保守／点検計画
新型炉安全設計の最適化

安全余裕の総合的、定量的理解

確率論的安全目標の活用

各種のエネルギー源や産業の
リスク比較

PRAの応用分野例

レベル 1 PRA レベル 2 PRA レベル 3 PRA

事象の分類

内的事象
ランダムな故障や誤操作による
- LOCA
- 電源喪失
- 給水喪失、等

外的事象
地震、火災等による
- LOCA
- 電源喪失
- 給水喪失、等

起因事象の分類 炉心損傷事故の分類

A B

格納容器破損事故の分類 環境条件の分類

(ETAP) (ETAP)

入力情報
- 設計情報
- 運転手順書
- 機器故障率
- 事象発生率

- 立地条件

安全系A機能喪失

システム信頼性解析 ソースターム評価 環境影響評価

放射性物質移行解析、
被曝線量解析

時刻１
時刻２

事象の発生頻度と

影響の定量化

LOCA

緩和機能・設備の
成功・失敗起因事象

(F)

事故進展解析、

放射性物質移行解析

条件１
条件２

FB-a

機器の損傷確率評価

外乱の強度

機
能
喪

失
確
率

（外的事象
の場合）

(OSCAAR)

...

...FAB
FAB-a

健全

FAB-b
FAB-c

回復操作／
物理現象等

安全終息

炉心損傷

炉心損傷

炉心損傷

気象条件／
防護対策等

ハザード評価

超
過

頻
度

外乱の強度

新たに発生した事象や課題のリスク影響の分析

防災計画の充実化

 
図 2.1.1-2 PRA の分類 

 

原子力安全委員会の安全目標中間とりまとめでは、シビアアクシデントのリスクの評価

がわが国でも行われ、その結果、わが国の発電用原子炉施設におけるシビアアクシデント

のリスクの抑制水準は国際的に遜色のないものと判断、と述べている。しかし、レベル 1 

PRA の結果を持って、リスク抑制水準を語っていたにすぎないのである。図 2.1.1-2 には、

PRA のレベル毎の目的の関係を示している。 

シビアアクシデントとは、きわめて確率の低いプラント状態であって、設計基準事故条

件を超えたものである。安全系の多重故障により生起し、重大な炉心損傷に至り、放射性

物質放出の障壁の多くまたは全ての脅威となる可能性のあるものである。 「設計で想定

した事象を大幅に超えて炉心の重大な損傷に至る事象（シビアアクシデント）のリスクを

抑制することが重要と認識した」と述べながら、炉心損傷発生頻度をもってリスク抑制水

準は国際的に遜色ないと判断するところに論理的な不整合がある。しかも、内的事象だけ

を考慮し、包括的な視点を欠いていたにすぎなかった。 

外部事象については、過去に発生した自然現象や人的事象を網羅的に抽出し、発電所に

おける発生頻度、物理的距離、時間的余裕、影響度の観点からリスクの要因として考慮す

べきか否かを判断するとともに、利用可能な評価手法を勘案して適切な評価手法を選択す

る。このような、網羅的でかつ体系的な方法を確立する必要がある。 

原子力施設で考慮すべきハザードとしては、内的事象、外的事象、人的事象がある。そ

の内容は多様である。ハザードとは安全上、実害がもたらされる可能性である。工学施設

は、その本来の役割を果たすための設備の設計のみでなく、あらゆるハザードが実害をも
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たらさぬように安全設計がなされる。従って、広範に包括的にハザードを考慮して対応す

る、安全要求をするという観点で設計基準を構築することが必要である。従来、原子力安

全委員会が安全設計審査指針を定め、必要な要求事項を定めていた。しかし、その内容と

して、全電源喪失に対する考慮、外的事象に対する考慮などの不備が各所より指摘される

こととなった。安全設計審査指針は、シビアアクシデントの考慮に関する指針に拡張され

るべきであった。そのための活動は、原子力安全委員会のアクシデントマネジメントに関

する決定文書であった。しかし、この安全委員会の決定文書は、他の指針類と同様、安全

委員会の位置づけと権限との関係で、その効力が曖昧なままであったことに重要な問題で

あった。それは、わが国のシビアアクシデントに対する取り組みの姿勢をそのまま反映し

ているとも言える。 

設計基準は、原子炉保護を目的とし、シビアアクシデントの発生を防止することが目的

である。これが達成されていれば、自ずと国民と環境は放射線から防護される。一方、設

計基準を逸脱し原子炉保護がなされない状態になっても、シビアアクシデントへの進展あ

るいは拡大を防止し、格納機能の喪失を防止、放射性物質の拡散抑制をすることにより敷

地外への放射性物質の拡大が防止される。これがシビアアクシデント対策基準である。こ

の目的は、敷地外へ放射性物質が放出されることを防止することである。従って、シビア

アクシデントに繋がる事象進展だけでなく、放出形態と規模を考えながら対策を用意する

必要がある。 

その上で、放射性物質が施設外に放出される場合を想定して原子力災害対策をとる。こ

のために、原子力災害対策指針が用意される。リスクとは、ハザードにより人と環境に実

害がもたらされる可能性である。そのリスクを定性的安全目標と定量的安全目標を定め、

参照しつつ抑え込む必要がある。 

手法や整備が完備していないとしても、包括的なリスク評価を実施すれば、福島第一事

故のような、事象進展シナリオを抽出できていたと考えられる。その発生頻度は低いとい

う評価になったとしても、共通原因故障に至る蓋然性、シビアアクシデント拡大防止の困

難さ、対策設備の簡明さなどから、事故を防ぐ対策をとり、その効果をリスク評価で確認

し、実効的ならしめるために適切な教育・訓練を行うという選択も取ることは可能であっ

た。 

確率論的リスク評価（PRA）は目的に応じて 3つのレベルに分けられる。レベル 1 PRA

は、原子力施設をハザードから防護する性能を評価するもので炉心損傷発生頻度と事故シ

ーケンス、炉心損傷状態を定量化する。レベル 2 PRA は、炉心損傷状態において放射性物

質の放出を防止する性能を評価するもので、格納機能喪失頻度、放射性物質放出形態、放

出量を定量化する。レベル 3 PRA は、放射性物質が放出されたときに人の生命と健康及び

財産への影響、環境の保全に対する影響を評価する。従って、外的事象はあまねく考慮さ

れなければならないし、レベル 3 PRA まで実施する必要がある。 
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5) 安全目標とリスクの抑制 

(a)  背景 

従来、わが国では、原子炉施設に係る安全確保については、異常の発生防止、異常拡大

防止、事故影響緩和の 3 つのレベルまでの深層防護に拠っていた。安全上重要な系統を単

一故障基準に基づき構成し、設計基準において想定した外的事象（地震、津波等）への考

慮という基本的な考え方に基づき、設計基準事故への対応が行われてきた。 

しかし、米国の TMI 事故、旧ソ連のチェルノブイリ事故以降、設計基準事故を越える事

故を過酷事故（シビアアクシデント）として、各国で、その対応がとられるようになり、

わが国においても、その対応に関し原子力安全委員会で議論された。そして、深層防護の

第 4 のレベル（第 4 層）に相当する「設計基準事故を超える事象」に関して、平成 4 年 5

月当時の原子力安全委員会が、原子炉設置者において効果的なアクシデントマネジメント

（過酷事故を防止し、また、万一、発生した場合にはその影響を緩和すること、ＡＭ ）

を自主的に整備し、万一の場合にこれを的確に実施できるようにすることを強く奨励した。

すなわち、シビアアクシデントへの拡大を防止するとともにシビアアクシデントに至った

時の影響を緩和するために、施設の設計に含まれる安全余裕や当初の安全設計上想定した

本来の機能以外にも期待しうる機能、またはそうした事態に備えて新たに設置した機器等

を有効に活用することとした。そして、その対応を事業者及び通産省（その後の原子力安

全・保安院）に任せ、報告することを求めた。 

当時、通産省はその方針に従って行政指導により過酷事故対策を進め事業者に整備報告

を求めたが、事業者の自主的保安措置であったため、「設計基準事故を超える事象」、す

なわち、シビアアクシデントに至る可能性のある事故を明確な規制対象としては位置づけ

なかった。この方針は、新規プラントでは設計時に対応するという方向が出されるなど、

当時としては世界の潮流から遅れたものではなかった。しかし、その後、諸外国では規制

要件化していったのに対し、日本では事業者の自主的保安措置のままとされた。 

 

表 2.1.1-1 IAEA の深層防護 

防護
レベル

目的・プラント状態 目的達成に
不可欠な手段

レベル 1 異常運転や故障の防止 保守的設計及び建設
運転における高い品質

レベル 2 異常運転の制御及び故
障の検知 (異常の検知）

制御、制限及び防護系 、
並びにその他のサーベ
ランス特性

レベル 3 設計基準内への事故の
制御

工学的安全施設及び事
故時手順

レベル 4 事故の進展防止及びシ
ビアアクシデントの影
響緩和を含む 、苛酷な
プラント状態の制御

補完的手段及び格納容
器の防護を含めた
アクシデント(過酷事故）

マネジメント
（AM/SAM)

レベル 5 放射性物質の大規模な
放出による放射線影響
の緩和

サイト外の緊急時対応

（防災）

プ
ラ
ン
ト
の

当
初
設
計

設
計
基
準
外

緊
急
時

計
画

（通常運転）

（設計基準事故）

第1層

第2層

第3層

第4層

第5層
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(b) 深層防護とシビアアクシデントのリスクの抑制 

原子力安全委員会は、平成 15 年に安全目標に関する中間とりまとめを行った。その序

文には、「原子力を利用する事業活動には、将来を含めた人類のエネルギー源の確保や、

医療、工業、農業など幅広い分野の放射線利用等による便益がある一方、広範囲にわたる

放 射性物質の放散等を伴う事故が発生する可能性という、国民の健康や社会環境に大き

な影響を及ぼすリスクが潜在することは否定できない」という文言が記載された。そして、

そのリスクを抑制するため、原子炉施設の場合には、異常発生の防止、異常の拡大防止と

事故への発展防止、放射性物質の異常な放出の防止、の三段階の安全対策を講じるという

多重防護の考え方を基本と指摘した。 

東京電力福島第一原子力発電所事故を受け、平成 24 年 6 月に成立した「原子力規制委

員会設置法」には、大規模な自然災害及びテロリズムの発生も想定した安全規制に転換す

るための改正が含まれている。また、設計基準事故を超えてシビアアクシデントへ進展す

ることを防止する、シビアアクシデントに至った場合の影響緩和対策を求めている。ここ

に、ＩＡＥＡの深層防護の三段階（第 1 層－第 3 層）の安全対策に加えてレベル４(第 4

層)の対応が明確に位置付けられることになり、原子力安全委員会が指摘したシビアアク

シデントによる国民や社会環境へのリスクを抑制することを、原子力規制の枠組みで明示

した。 

東北地方太平洋沖地震に続く津波は、設計想定を大きく上回るものであった。国民の健

康や社会環境に大きな影響を及ぼすリスクが潜在する原子力施設は、それを「想定外」と

して危機管理の外に置くことは認められず、敷地境界付近の公衆及び環境に放射性物質に

よる重大な影響を与えることは許容されない。従って、適切なリスク管理、リスク抑制状

態の適切さを評価するにあたり参照される安全目標が原子力規制には必須である。そして、

新たな知見や研究成果、内外の運転経験をリスク管理や原子力規制に継続的にとり入れる

仕組みが肝要である。 

 

(c) リスクを抑制する目安（ 安全目標 ） 

国民の健康や社会環境に大きな影響を及ぼすリスクを抑制するため、深層防護にもとづ

き適切なリスク管理がなされる。そのリスク管理状態をどのように認知するべきかについ

て、国際的に議論されてきた。多くの国で確率論的な数値として定量的な安全目標が定め

られ、決定論的な安全規制を補う形で活用されつつある。前項に述べたようにわが国でも、

旧原子力安全委員会が安全目標を提案した。原子力安全規制活動によって達成し得るリス

クの抑制水準として、確率論的なリスクの考え方を用いて安全目標を定め、安全規制活動

等に関する判断に活用することが、一層効果的な安全確保活動を可能とするとの判断によ

るものである。 

安全目標は、国の安全規制活動が事業者に対してどの程度発生確率の低いリスクにまで
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管理を求めるのかという、原子力利用活動に対して求めるリスクの程度を定量的に明らか

にする。公衆のリスクを尺度として安全目標を定めることにより、規制活動の透明性、予

見性、合理性、整合性を高めることに寄与し、規制基準の策定など国の原子力規制活動の

あり方について国民との意見交換をより効果的かつ効率的に行うことが可能となる。 

定性的安全目標はリスクの抑制水準を示すものであり、「原子力利用活動に伴って放射

線や放射性物質の放散により公衆の健康被害が発生する可能性は、公衆の日常生活に伴う

健康リスクを有意には増加させない水準に抑制されるべきである。」とされた。定量的目

標は安全の水準を示すものであり、定性的安全目標の達成度を客観的に測るものでなけれ

ばならない。そこで、施設の敷地境界付近の公衆の個人の平均急性死亡リスクと事故に起

因する放射線被ばくによって生じ得るがんによる、施設からある範囲の距離にある公衆の

個人の平均死亡リスクをそれぞれ年当たり 100 万分の 1（10-6／（人・年））程度を超えな

いように抑制されるべきとした。定量的安全目標を、安全確保活動の内容を決めるために

用いられるため、定量的目標に適合するような、施設における重大事故の発生確率が性能

目標として策定された。性能目標は、内的及び外的起因事象の全体（ただし意図的人為事

象を除く）を含めた事故シナリオについて、炉心損傷頻度 10-4／（炉年）及び格納容器破

損頻度 10-5／（炉年）程度とされた。なお、この数値については、上記の頻度が目標値を

下回るかどうかということよりも、合理的に実行可能な限りのリスク低減策が計画・実施

されていることを求めるものであるという点が重要である。 

福島第一事故を受けて、原子力規制委員会は、発足当初から性能目標に関する議論を行

うことを表明していたが、諸外国の性能目標などについて調査を進め、平成 25 年 4 月に

以下の性能目標を示した（表 2.1.1-2）。 

 

 

 

 

表 2.1.1-2 原子力規制委員会でまとめられた性能目標 

（平成 25 年 4 月 3日） 

 参照値 

炉心損傷頻度（CDF） 10-4[1/(炉年)] 

格納容器隔離機能喪失（管理

放出）頻度（CFF-1） 
10-5[1/(炉年)] 

格納容器隔離機能喪失（非管

理放出）頻度（CFF-2） 
10-6[1/(炉年)] 

* 管理放出の際の放射性物質放出量制限値は 100TBq（Cs137） 

（福島第一事故の際に、環境に放出された放射性物質のおおよそ 100 分の 1） 
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CFF-1 は、フィルタードベントなどを用いた管理放出を含めたものであり、CFF-2 は非

管理放出を念頭に置いたものである。また、放射性物質の管理放出に関しては、100TBq の

制限値を示した。 

ここに、定量的安全目標とそれに付随する性能目標が提示されたが、定性的安全目標は

私たちが受容しうるリスク水準を共有するための基礎となるものであり、定性的安全目標

についての十分な議論こそ重要である。原子力規制委員会の提示した目標が、どのような

定性的安全目標に基づくのかを明快に示し、国民、社会に浸透されることが重要である。

原子力利用活動に伴う公衆と環境へのリスクを合理的に実行可能な限り低くする努力、リ

スクの抑制水準を定めることの重要性を共有するためには、策定される安全目標が社会に

広く受け入れられ関係者に尊重されなければならない。安全目標の策定及び適用に至る各

段階で、安全目標の目的や内容、適用法等について、広く国民、社会と対話を続けていか

なければならない。 

福島第一事故においては、大量に放出された放射性物質により、広い範囲で土地汚染が

生じ、結果として長期にわたる避難という極めて大きな負担を周辺住民に強いることとな

っている。福島第一事故では、このような長期にわたる避難に代表される社会的リスクの

重要性が顕在化する形となった。社会的リスクについては、原子力安全委員会の報告書は

以下のように述べている。 

 

「大きな事故が発生した際に生ずる影響には、放射性物質の放散による、集団への健

康影響のほかに、土地が汚染して人々の生活空間が制限されるなどの影響があり、こ

れを社会的影響という。社会的影響は、事故による公衆の個人の健康に対する放射線

影響という直接的な影響と比べて、定量化が困難である上に、目標とすべきリスクの

抑制水準についての議論が進んでいない。そこで、今回の案ではこれを属性とする目

標は定めていない。このことは勿論、本専門部会がそうした影響の考察が重要でない

と判断した結果ではない。」 

 

日本原子力学会の原子力基本安全原則においては、社会的リスクに着目し、重大な土地

汚染が生じる放射性物質の放出を制限することをリスク抑制の要素の一つとして掲げてい

る。また、チェルノブイリ事故を経験した欧州の主要国の安全目標では、放射性物質の放

出量の制限を性能目標の一つとして掲げている。安全目標は、公衆の健康リスクのみでは

不十分であり、社会的リスクにどのように向き合うかは重大な課題である。 

 

6) 原子力発電の安全と安全確保の仕組み 

 

(a)  原子力安全の意味 

原子力発電所をはじめ、原子力施設には放射性物質（放射能を持つ物質）が内蔵されて
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おり、それが放出されるという“潜在的危険”がある。それを顕在化させないようにするこ

とが、“原子力安全”であり、“原子力安全”の基本である。すなわち、原子力施設による放

射線・放射能の障害・災害の防止が原子力安全の目標であり、それを設計、製造、建設、

運転管理、保守とあらゆるフェーズで安全の確保のための活動を継続して進めるというこ

とである。また、原子力発電所の運転は、生活、社会、経済、環境等への影響も考慮する

ことが必要であり、これも原子力安全の範疇と言う認識が定着つつある。そういう意味で、

「原子力安全とは」もしくは「原子力安全の確保とは」どういう意味であり、そのために

何をすべきか、ということを、検討の過程も公開して公表し、一般公衆の理解を得るとと

もに、意見を聴く、相互理解が重要となっている。 

福島第一原子力発電所の事故により、わが国においても原子力発電の危険性は仮想のも

のではなく、現実のものであることが認識された。その結果、原子力安全の確保について

は様々な意見が出されている。ここでは、原子力発電所の安全確保の視点で、どのように

原子力安全が確保されているのか、技術的な側面から分析を試みる。 

 

(b) 安全確保のための技術 

①固有安全（事故制御性） 

軽水炉の核燃料には、核反応に寄与するウラン 235 が 2-4%程度含まれており、残りは、

ウラン 238 である。原子炉の出力が上昇すると、燃料の温度が上昇する。温度が上昇する

とウラン原子の熱運動はウラン 238 の中性子吸収を促進させ、核分裂連鎖反応は抑制され

ることになる。軽水炉の燃料は、上記のように大部分がウラン 238 であるため、温度上昇

に伴って核分裂の連鎖反応が起きにくくなり、大規模な爆発的反応に至ることはない。ま

た、運転状態において、出力が上昇し、冷却材である水の温度が高くなると気泡が発生し

（あるいは密度が減少し）、核分裂連鎖反応が抑制される。このように、炉心の出力が上

昇した場合、物理的なメカニズムによって核分裂の連鎖反応が抑制される性質は自己制御

性と呼ばれ、原子炉の安全設計における基本的な要件である。 

②安全設計の基本 

原子炉施設の安全設計の基本は、国際的に共通の原則、すなわち、深層防護に則り、多

重障壁、グレーデッドアプローチ（リスクの程度に合わせて対応方法を選択して実行し、

目標を達成する方法）、単一故障基準等による異常事象や事故の発生の防止、拡大の防止、

影響の緩和の方策を、具体化することである。 

その実現には、機器・設備等を高い品質で作り上げること、信頼できる運転管理が行わ

れること、すなわち設備の製造者と運転を管理する事業者による設計、製造・建設・運

転・保守管理の直接的な対応はもちろんのこと、安全規制の各分野に係る規制者の全てを

含めて、安全意識を共有し、原子力安全の確保に取り組むことが重要である。 

③放射性物質の管理の基本 

原子力のハザード源は、放射性物質とそれに起因する放射線である。放射性物質を利用
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するにあたっては、基本的にこれを物理的な障壁や区画内に閉じ込めることによって管理

を行う。閉じ込めと管理の厳重さは対象とする放射性物質のリスクに依存する。 

原子力発電所では、安全確保の原則の一つとして、放射性物質の閉じ込め機能が求めら

れており、格納容器内に閉じ込める、外に漏らさないことが基本とされる。福島第一の事

故では、事故の進展により想定されていない個所からの漏えいが発生したこと、また閉じ

込め機能と炉心の冷却機能が相反する事態に遭遇し、結果として冷却できず炉心溶融、大

量の放射性物質の放出の事態を招くこととなった。 

④設計による具体的対応 

 原子炉における安全の確保は、反応度事故や異常な反応の防止、燃料体の健全性確保、

放射性物質の閉じ込め、によって達成される。そのために取られる基本的方策は以下の通

りである。 

a）深層防護：効果の異なる多層の安全対策である。i) 異常事象の発生を防止する設計概

念の展開からはじまり、ii) 通常の運用における欠陥の発生から異常事態への拡大、事

故への発展を防ぐ設計を具体化し、iii) 事故時の拡大防止・影響緩和・事故後の処

置・放射性物質の放出防止と、展開される考え方である。 

b）多重障壁：多重の物理的障壁による放射性物質の漏えいや流出の防止である。一般的

な軽水炉の場合、燃料ペレット、燃料被覆管、原子炉容器、格納容器、原子炉建屋など

により、放射性物質の漏えいを防止あるいは抑制する。 

c）立地時の隔離：立地時には、公衆から一定の距離を置くこと（離隔距離）で、放射線

災害を防止しているとされてきた。なお、福島第一の事故では、深層防護、多重障壁の

機能は効果を十分に発揮することはなかったが、立地時の隔離に関する要件については、

課題はあったものの一定の効果はあった。しかし、福島第一の事故を踏まえ、シビアア

クシデント時の放射性物質放出量の制限、格納容器隔離機能喪失確率などの性能目標、

原子力防災を含めて再検討が必要である。 

⑤設計基準事象 

 発生があると仮定しても原子炉施設の安全を損なうことのない事象を設計基準事象

（Design Basis Event）と言う。原子力発電所の各設備や機器の設計において、その機能

が適切に作動し、原子力施設の安全が確保されることを確認する条件である。様々な機器

やシステムの故障、あるいは運転員の誤操作等によって引き起こされることを想定する事

象であり、これに加え、安全機器の故障や電源喪失を仮定して評価を行っても、原子炉施

設の安全性を阻害しない設計であることが求められる。 

DBE が生じた場合でも、炉心は著しい損傷に至ることなく、かつ事象の過程において他

の異常状態の原因となる二次的損傷を生じないこと、放射性物質の放散に対する障壁の設

計が妥当であることが求められ、”原子力事故”に至ることはないように設計される。 

⑥アクシデントマネジメント（AM）とシビアアクシデント対策（Severe Accident 

Management、 SAM） 
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 設計基準を超える事態には、アクシデントマネジメント（AM）として、設備や運転員の

信頼度、外的ハザードの影響と発生確率などを考慮して、前項（(c)項）で述べた性能目

標と整合する形で、あらゆる手段で対応する。基準事象を超える事象の発生は当然ながら

ゼロにはならない。設計基準を超える事象は、多重の故障・異常事象や多重の誤操作など

により発生が想定され、その確率は極まれであると考えられるものの、一度発生すれば炉

心に重大な損傷を起こし、放射性物質が異常な水準で放出に至る、もしくは至るおそれが

ある（一般に過酷事故あるいはシビアアクシデント（SA）と言う）。このような事態では、

炉心溶融から圧力容器破損、格納容器過圧・過温破損、そして場合によっては水素爆発、

最終的に放射線物質の大量放出に至ることが想定される。 

原子力安全確保の観点からは、シビアアクシデントの発生を防ぐことが極めて重要であ

る。福島第一事故の前までは、設計基準を超える事象を「起こらない」ものとしており、

「念のため」これらの事象に対する対策が取られていたものの、不十分であった。様々な

事態を真摯に想定し、対応策を検討しておくことは安全確保上、極めて重要である。 

 

(c) 潜在的な重大事故の安全対策 

 福島第一事故の教訓は、重大な潜在的事故が顕在化、すなわち万が一にでも発生した場

合には、公衆の安全確保と環境の保護を確実に行わなければならないということである。

これは、サイト内の対応となるシビアアクシデント対策、であり、サイト外の対応となる

原子力防災である。 

 この原子力安全の深層防護の第 4 層（設計事象を超えた過酷事故の発生防止と影響緩

和）、第 5 層（原子力防災）の領域への対応を常に考え、PDCA を回す仕組みを構築するこ

とが重要である。これらの対応は、重大な事故対策として極めて重要である。 

 

7) 原子力安全と核セキュリティの関係 

 

福島第一原子力発電所事故の発生により、原子力施設へのテロ行為により今回の事故と

同様の深刻な影響を社会に与える事態を引き起こしうることを示した。安全面のみならず

核セキュリティ面においても、事業者は安全上のみならず核セキュリティ上の防護につい

て第一義的な責任があることを再認識する必要がある。この上で、事業者、規制行政機関

及び治安当局等の関係者は、原子力施設に対するテロ行為が現実にあり得るものとして、

取組を強化等するとともに、相互に連携して、実効ある対策を講じていくことが必要であ

る。 

特に、事業者及び治安当局を含めた関係省庁は、各組織に属する個人も含め、組織文化

（安全文化）および「セキュリティ文化」を醸成し、各自が果たすべき責任を認識し、互

いの対策の間に見落としが生じないようそれぞれが果たすべき責任の範囲を拡張的に捉え、

継続的に対策の見直しと改善に取り組むべきである。 
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(a) 原子力安全と核セキュリティの共通要素 

原子力安全と核セキュリティには多くの共通要素があり、両者とも人、社会及び環境の

防護を究極の目標として原子力施設を防護する。その各々の基本的な目的は人、社会及び

環境の防護であり同じものである。また、引き金となる原因が安全についての事象である

かセキュリティについての事象であるかにかかわらず、防護すべき人、社会及び環境にお

いて容認できる放射線のリスクは同じである。さらに、この基本的な目的を達成するため

に適用される考え方も同様である。 

安全とセキュリティのいずれもが、基本的に深層防護の方針に沿って達成されるもので

あり、幾つものレベルの防護を取り入れている。これらのレベルの基本的な性質も安全と

セキュリティで同様のものである。両者とも防止が最優先され、次に、異常な状況を早期

に検知して、結果として生じる損害を回避するために速やかに対応することが必要である。

そして次の効果的な措置となるのが緩和である。最後に、防止、防護及び緩和のための措

置が機能しなかった場合に備えて、広範な緊急時計画を整備すべきである。 

原子力安全の対策として組み込まれた相補的な核セキュリティの対策の具体例をあげる

と、2001 年 9 月 11 日の米国同時多発テロを契機に米国にて 10CFR50.54（hh）に基づき、

航空機衝突等による爆発または火災によってプラントの大部分が喪失した状況で、炉心冷

却、格納容器及び使用済燃料プール冷却を機能させる、または復旧させることを目的とし

た方策の整備を要求する拡大被害緩和指針（Extensive Damage Mitigation Guideline：

EDMG）がある。 

これは事故または故障の影響を緩和するための措置であり、放射線リスクを生じるよう

なセキュリティ破綻の対策であるが、同時に、福島第一原子力発電所事故のような外部事

象によって起こった炉心溶融を伴う大規模な事故でも有用である。 

 

(b) 原子力安全と核セキュリティの相反的要素 

多くの共通要素があるものの、原子力施設への攻撃や核物質の盗取又は破壊行為、放射

性物質の意図的な環境への拡散など、核セキュリティや核物質防護に係る事象は、その起

点が防護対策を回避する意図を持って、故意に行われる‘知的な’又は‘計画的な’行為に基づ

くものである。このような、意図を持って故意に行われる悪意のある行為（核テロ）によ

るリスクに対応した核セキュリティの対策には、自然現象や施設・設備の故障、その他の

内部的な事象又は障害、又は人的過誤によって引き起こされる意図しない事象から生じる

リスクに対応した原子力安全の対策とは、全く異なるアプローチが必要である。このこと

から、原子力安全と核セキュリティは、基本的には別の体系として防護措置を講じること

が必要となる。 

内部脅威対策としての、核物質又は原子力施設に係る機微情報を取り扱う者や枢要な施

設・設備にアクセスする者の管理やその信頼性確認なども放射線リスク源へのアクセスを
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制限し、リスクを低減する意味で有用である。しかし、核セキュリティ上の理由で遅延障

壁を設けると、安全に関わる事象に対応するために従事者が施設に迅速に立ち入ることが

制約され、または、緊急時の従事者の退避が制約される可能性がある。 

安全系統とセキュリティ系統は常に作動可能である必要性から、サーベイランスや検査、

保守作業の際には、安全機能又はセキュリティ機能を作動不能にする場合にそれを補償す

る手段を用意する必要がある。例えば、保守作業のためにある区域への電源を遮断する際

は、セキュリティ目的で使われるサーベイランス系統が使えなくなる可能性があるので、

補償的なセキュリティ手段を使う必要があり、安全とセキュリティの機能を協調させるこ

とが必要となる。 

安全とセキュリティの両面にわたって品質保証活動を行うことが必要であるが、例えば、

機密情報の管理は特にセキュリティ上重要である。他方、安全に係わる事項に関しては説

明責任として透明性が重要であるので、これら両者を考慮した品質保証活動でなければな

らない。 

国は脅威の特定に関しては直接に関与し、テロリストの行為に対する対応について支援

を行う必要がある。そのため、セキュリティにおける国の役割は安全上の異常事象に関す

る役割と同じではなく、関与の仕方も異なる。また、武装したテロ組織等に対抗し得る組

織は治安当局に限定されること等、セキュリティに係る要員は、工学又は機械類の保守や

運転に関する専門知識に重点を置いてはいるが、むしろ一般の人に近いプラントの一般職

員とは異なるスキルが要求される。 

 

(c) 原子力安全対策と核セキュリティ対策のあり方 

このように、原子力安全と核セキュリティとの関係は、どちらか一方が他方を完全に内

包するような包含関係にはなく、安全対策とセキュリティ対策には相反的又は相補的であ

る場合がある。このため、安全のための対策と核セキュリティのための対策は、セキュリ

ティの対策が安全を損なわないように、また、安全のための対策がセキュリティを損なわ

ないような統合的な対策として計画、実施しなければならない。これは、安全とセキュリ

ティの間のインターフェースを改善・強化しなければならないことを示している。安全対

策とセキュリティ対策のそれぞれを所掌する組織がお互いに情報共有や意見交換を怠らず、

この 2 つの分野ができるだけ相乗効果を産み出すように、また、セキュリティ対策が安全

対策を、安全対策がセキュリティ対策を損なわないように努めるべきである。 

 

(2) 深層防護の適用 

 

深層防護は、原子力安全の最も重要で基本的な考え方あるいは概念であり、安全の確保

に関して、さまざまな方策の適切な組み合わせを示唆するものである。 

歴史をたどれば、米国のスリーマイル島原子力発電所の事故で、設計基準により安全を
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確保するという考え方は不十分であるとの指摘から、深層防護の重要性が再認識された。

今、福島第一事故の経験を踏まえて、深層防護の有効性を評価し、深層防護をさらに深め

ていくべき部分、安全を確保するための今後の取組みとして求められている点を論じる必

要がある。 

深層防護に基づき、福島第一事故の教訓が導き、福島第一事故を踏まえて深層防護に係

るいくつかの重要な問題を浮き彫りにすることができる。深層防護をリスク評価の観点か

らながめることで安全確保に係る有益な洞察が得られる。深層防護は、原子力安全におい

て公衆と環境を防護するための有益な戦略である。 

   

1) 安全確保策と深層防護の関係 

 安全確保の最大の目的は、原子力施設の周辺における公衆を、放射線災害から護ること

である。その基本となる考え方が深層防護（Defense in Depth）である。深層防護とは、

ひとつは多層の安全対策を用意しておくことであり、もうひとつは、各層の安全対策を考

える時には、全体として自立した有効性（Independent Effectiveness）をもたせること

である。多層の安全対策を用意する理由は前段の対策がどのように厳重なものであっても

不確かさによりそれが突破される可能性を否定できないからであり、その不確かさに備え

るためである。自立した有効性を求める理由は、いずれかひとつの層に過度に依存するこ

とがクリフエッジの原因になるためである。いずれかあるいはいくつかの層が機能しない

としても、多層全体として防護がなされることが独立した有効性の意味するところである。

このとき、それぞれの層の厚さと必要な層の数は、対象とするハザードの性質と不確かさ

の程度に依存する。 

 原子力発電所についての深層防護は、一般には次の 5 つのレベルからなるとされている。 

第 1層：異常・故障の発生防止。 

第 2層：異常・故障の「事故」への拡大防止。 

第 3層：「事故」の影響緩和。 

第 4層：「設計基準を超す事故」への施設内対策 

第 5層：公衆と環境の防護のための防災対策  

 ここで「事故」とは「設計基準事故（Design Basis Accident：DBA）」のことである。

「設計基準を超す事故（Beyond DBA：B-DBA）としては、DBA は超えたがまだ炉心溶融には

至っていないものから、炉心溶融が起きてしまったもの（シビアアクシデント）まで含ま

れる。B-DBA も含めて、シビアアクシデントに至る前までを第 3 のレベル、シビアアクシ

デントに至ってからを第 4 層と分類する人もいる。いずれにしても、第 4 層は設計基準を

超えた状態であるから、ここでの対策はアクシデントマネジメント（AM）が中心である。

なお、AM のための施設外対応（資機材の搬入とか、福島第一の事故後に新たに考えられて

いる可搬式安全設備の用意など）は第 4 層に分類される。第 5 層は原子力防災対策である。 

 深層防護に基づく安全確保は、単なる設備設計の要求だけでなく、不断の設備管理から
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万一の事故における適切な管理・運用を含むものである。その結果として十分な安全性が

確保されたかは、確率論的リスク評価（Probabilistic Risk Assessment：PRA）などを用

いて確認される（時として、深層防護かリスク情報活用かという二者択一的な議論がなさ

れることがあるが、PRA は、むしろ深層防護がどれ程適切に達成されているかを測る手法

である）。 

福島第一の事故では、設計の想定を超えるような地震や津波によって、安全機能を有す

る機器等に共通原因故障が生じ、その結果として炉心が溶融し、大量の放射性物質が環境

中に放出された。このことは、外的事象に対して深層防護対策の考え方に則った対策がな

されていたのかという問題を提起した。 

 

2) 深層防護の位置づけ 

深層防護は原子力安全の最も根本的な安全の論理である。そのことは IAEA の 132 件の

安全基準の最上位に位置している安全原則(SF-1)の中の原則 8「事故の防止」の中で「事

故の影響の防止と緩和の主要な手段は『深層防護』である」と明記されていることにも示

されている。このため、世界の主要原子力利用国ではこの深層防護を国内でどう適用する

のかを記述した規制図書が安全規制図書の中でも高い位置を与えられている。日本原子力

学会では 2012 年 11 月に公表した「原子力安全の基本的考え方について」の中に IAEA の

深層防護の考え方を詳述している。 
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3) わが国の深層防護の受け止め方の変遷 

 

今回の事故の直接原因は設計想定を超えた津波に襲われたことと、過酷事故対策の不備で

あるが、わが国はなぜ津波対策と過酷事故対策が不備だったのであろうか、その根本原因

を、わが国における福島第一事故以前の深層防護の受けとめ方が誤っていたと考え、昭和

32 年に始まったわが国の原子力の歴史を遡って検証する。原子力安全白書での深層防護

（多重防護）の記述の変遷（1991 年までの原子力安全年報を含む）の説明の変遷は以下の

通りで、およそ 3つの時期に分類される。 

① 第１期(1961～1994 年) 第 3 層までしか説明されず、第 4層、第 5層の説明は無い。 

② 第 2期(1995～2002 年) 深層防護の説明が毎年変化している。 

・ 1995 年：過酷事故（SA）の発生可能性が現実には考えられないほど低い、と記述 

・ 1997 年：事業者の自主的対応として過酷事故（SA）対策を実施している旨記述 

・ 1998 年：事故発生があるものとして対策を講ずべきことを記述 

・ 2000 年：「絶対に安全」とは誰にも言えないとし、初めて第 4層、第 5層を記述 

・ 2002 年：第 4層、第 5層を記述し、事故管理のためのアクシデント・マネジメント

（AM）の必要性を説明 

・ 2003～2004 年：第 4層、第 5層の記述が消えて、再び第 3層までのみの説明に戻る 

③ 第 3期（2005 年以降） 深層防護の説明そのものの記述無し 

 

4) 福島第一事故を踏まえた深層防護の分析 

 

(a) 福島第一事故における特に重要な問題点 

 福島第一事故で露わになった課題は、深層防護の全てのレベルに関係している。そこで、

深層防護のレベルごとに課題を整理した。 

 第 1 層は、そもそもの発端となる異常や故障等のトラブルの発生を防止することである。

そのためには、実証された技術に基づいて十分裕度のある設計を行うこと、必要に応じ地

震や飛来物等の個々の外的事象に対する防護設計を行うこと、高い品質管理システムに基

づいて保守管理を行うこと等が図られる。しかしながら、福島第一事故では、設計基準を

超える津波によって、多数の安全設備が同時に機能喪失した。 

 第 2 層は、トラブルが起きた場合にそれを直ちに検知して対応することにより、それが

事故に発展するのを防ぐことである。具体的には、運転パラメータがある許容範囲を超え

た時に制御棒を自動挿入して原子炉を停止すること等である。これについては、現時点ま

でに問題は指摘されていない。地震後津波が襲来するまでは、地震計の作動によって原子

炉は自動停止し、外部電源喪失にはなった（運転時の異常な過渡変化の状態になった）が

いずれの非常用ディーゼル発電機（D/G）も立ち上がって、施設は設計の想定どおりに制

御された。 
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 第 3 層は、万一の事故に備えて、その影響の緩和を図ることである。例えば、原子炉冷

却系の配管が破断し、冷却水が流出して炉心が空焚きになるような事故（冷却材喪失事故、

Loss-of-Coolant Accident：LOCA）に対して非常用炉心冷却系（Emergency Core Cooling 

System：ECCS）を用意しておくこと、また、放射性物質の環境への放出を防ぐために頑丈

で機密性の高い格納容器を用意しておくこと、格納容器が内圧によって破損するのを防止

するために格納容器冷却系を用意すること等がこれに対応する。福島第一では号機によっ

て程度の違いはあるが、交流電源、海水冷却系、さらに直流電源まで喪失して、多くの安

全設備が働かず、炉心が溶融する事故に至った。また、全交流電源喪失事故（SBO）につ

いては、原安委の設計指針に「長時間の SBO は考慮しなくて良い」と書かれていた問題も

露になった。 

 第 4 層はアクシデントマネジメント（AM）策であり、万一設計基準を超すような事故状

態になった時に備えて、それがシビアアクシデントになるのを防止するための対策（フェ

ーズ 1のアクシデントマネジメント－AM 策）、シビアアクシデントになってしまったあと

にその影響を緩和するための対策（フェーズ 2のアクシデントマネジメント－AM 策）が用

意されていた。こうした AM 策の幾つかは、事故時に有効に働いた。しかし、幾つかの AM

策は、地震や津波が施設内外にもたらした影響や、シビアアクシデントがもたらした環境

条件、特に、高い放射線線量のため、予定していた効果を挙げられなかった。 

 第 5 層は原子力防災対策である。わが国の防災は実効性がないものであったが、特に、

組織間連携にも問題があることが如実になった。また、1999 年の東海村 JCO 事故の反省項

目、たとえば災害弱者への配慮の問題も事故後 10 年以上経過していたにも関わらず対策

が打たれる放置されていた。 

 このように多くの問題が同定されているが、福島第一事故の問題として特に重要なもの

として次の 3つが挙げられる。 

まず、外的事象、特に、自然現象に対する防護が十分でなかった。低頻度事象まで考え

ても十分な裕度をもった「設計基準ハザード（DBH）」を設定すべきところ、津波につい

ては十分な想定がなされていなかった。深層防護の第 1層に相当するものは、機器故障の

発生防止である。旧原子力安全委員会の設計指針において、「IV. 原子炉施設全般」（指

針 1～10）は、安全機能を有する構築物、系統及び機器（以下、「機器等」）が高い信頼

性を有すべしという要求である。そこには、指針 2～5として、「自然現象」、「外部人

為事象」、「内部発生飛来物」及び「火災」という、施設内外の個々の誘因事象について、

設計上の考慮をすべきであるとされている。個々の誘因事象に対してはそれに応じた安全

設計が必要であり、地震動に対しては個々の機器等について裕度をもった耐震設計が必要

であるし、津波に対しては適切な能力の防潮堤や建屋の水密化などが必要である 

次に、シビアアクシデント対策として用意されていた「アクシデントマネジメント

（AM）」の信頼性が十分ではなかった。「設計基準」を超える事態が発生した場合には、

AM により、シビアアクシデントの発生を防止し影響を緩和することになっていたが、地震
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動及び津波の結果として起きたシビアアクシデントが、施設内及び施設周辺にもたらす環

境条件等を十分に考慮していなかったため、実際の事故条件下での AM 実施が困難となっ

た。深層防護の第 4層は、シビアアクシデントに対する AM である。福島第一事故では地

震と津波でプラントの主要設備に共通原因故障を誘発された結果、予め考えていた AM の

設備や運用が困難を極めた。さらに、サイト全体が被災することにより、施設へのアクセ

スや必要な機材の輸送、搬入が困難を極め、コミュニケーションにも障害が生じたために

必要な情報の共有や有効な連携活動に支障が生じた。したがって、想定外の自然災害が発

生した後の AM では、自然災害が招く特有の障害についても配慮をした対策を考えること

が重要である。 

最後に、「想定を超える事象」への「柔軟な対応策」が欠如していた。事前にどんなに

考えたとしても、安全対策には想定漏れがあり得ることを考えれば、最悪の事態を避ける

ために、可動式の安全設備などを用意しておくべきであり、米国では既にそうした対応

（“Ｂ５ｂ”と言われる過酷事故対策）もなされていたが、わが国ではなされていなかっ

た。福島の事故は、発生頻度は低いが大きな被害を及ぼす自然災害に対して適切な深層防

護設計とは何かという問題を改めて提起した。既に述べてきたように、原子力の安全は、

「深層防護」を原則として工学的にそれを実現しようとするものであり、内的事象に対し

てはかなり十分な体系が確立していると考えられる。今回の福島第一事故を見るまでもな

く、自然災害を含む外的なハザードには深層防護の設計に十分さが無かったと考えられる

が、その理由は、プラント内の設備の範囲では、合理的で有効な対策手段が考えられなか

ったと考えられる。すなわち、地震が想定を遥かに超えてしまうと、原子炉建屋内に設置

された設備は共通の原因で機能が喪失してしまう可能性があるし、津波の場合も建屋の水

密化を強化するにしても、想定の範囲を超えて浸水すれば、やはり共通の原因で機能の喪

失を招くことになる。このような発生頻度が非常に稀なところで、大きな被害を招く深い

“クリフエッジ”に備える柔軟な対応策が求められる。 

  

(b) 深層防護による安全確保 

 深層防護は、福島第一事故前後で変わることのない安全の原則である。 

 以前より設計基準事故を超えるシビアアクシデントのリスクは認識されており、内的事

象を対象としてアクシデントマネジメント策が整備されていた。しかし、福島第一事故で

は、自然現象、特に津波に対して十分な防護がなされていなかったことが明らかとなった。

設計条件を超えた自然現象は、一度に複数の機器等に対する共通原因故障を引き起こしう

る。たとえ発生頻度が低い事象であったとしても、いったん起こってしまえば大きな被害

をもたらすクリフエッジが顕在化することにある。 

 福島第一では、設計のために想定されていた規模を超える津波によって、安全のための

機能を有する多くの機器等が共通して機能を喪失した。 
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 自然現象に伴うシビアアクシデントのリスクが、内的誘因事象によるリスクに比べて大

きいことは、既に確率論的リスク評価の専門家により評価されていた。しかし、外的事象

に対処する設計基準が不十分であった点、注水・冷却系の多様性、アクシデントマネジメ

ント策の実効性、緊急防護措置の実施等の多くの課題があったことから明らかなように、

深層防護の各層が独立して有効なものとなっていなかった。 

 一方、福島第一以外の被災した原子力発電所では、津波によるリスクを回避するための

意図をもって敷地高さを決定する、不十分ながらも新たな知見に基づいて防護すべき津波

高さを順次見直すなどの対策をとっていたことが、結果としてシビアアクシデントを回避

することにつながっている。 

 もう一つの重要な指摘は、設計基準津波の基盤となるリスクについて、専門分野間の共

通認識を得るためのコミュニケーションが不足していた点である。これは原子力安全を確

保するという目標を共有していなかったことと言えよう。原子力安全の側から、津波に関

する専門家に対して、設計基準ハザードを定量的に示しこれに対応する津波の高さ等につ

いての深い情報交換を進め、これに基づいた基準の改訂等を進めることが必要であった。 

 

(c) シビアアクシデント対策とその実効性の確保 

 自然現象に対する防護レベル設定とこれに基づく安全対策の実施には、いくつかの困難

さが伴っている。設計基準を超えて、シビアアクシデントの領域に至ったとしても、起こ

りうるシナリオを事前に網羅することは困難であると言わざるを得ない。この場合には、

可搬式設備などで柔軟性、融通性をもった対応を行うとともに、多様なＡＭ策を進めるた

めに、組織と人間に責任感と適切な判断力と統率力が必要となる。 

 福島第一事故では、用意されていたＡＭ策に実施上の困難さが伴った。例えば、高い放

射線環境での様々な作業には時間的空間的制限があり、運転員には制御室での居住性にも

大きな制約がもたらされた。また、ＡＭ策として用意されていたものの中には、ある事故

条件下で必ずしも容易に実施できないものがあった。 

 深層防護が原子力安全の原則であるためには、施設内、施設外を含めた多重、多段の安

全確保がなされることに加え、マネジメントの実効性を確保するための方策の検討を行い、

それらの不断の見直しを行う枠組みが必要である。 

 

5) 深層防護の概念の深化と今後の取り組み 

 

(a) 設計基準内を逸脱する事象に対する備え 

 設計では、設定した様々な設計基準事象に基づいて安全設備などさまざまな手段を体系

的に用意する。一方、過去に発生したシビアアクシデントはいずれも設計基準事象で想定

したシナリオを逸脱するものであった。ヒューマンファクター、外部事象が関与する多重

故障による安全機能喪失などがその原因である。すなわち、定められた設計基準事象に対
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して備えるのみでは、質の高い安全を達成することはできないと考えるべきであり、設計

基準事象の想定の不完全さに配慮する必要がある。このことは、設計基準事象体系の枠組

みの構築が大切であることに加え、それを逸脱する事象に対する備えが必要であることを

示唆している。設計基準事象に関わる不完全さに対する備えがあれば、適切なリスク管理

が可能となる。 

 

(b) 深層防護の概念 

 そもそも深層防護の概念は、放射性物質と環境の間に放出を防止する多重の物理障壁を

置くという考え方から始まった。現在は、物理障壁そのものとその障壁をまもる補助的手

段からなる、より一般的な多重の構造（いわゆる防護“層”）を含むものとされている。

深層防護は、設備の故障や人間の過誤は当然発生するものとして、なおかつ安全裕度をも

たせて高度の安全を確実に達成することを確保するものである。 

 深層防護では、まず保護する対象を明確にする必要がある。放射能による公衆への有意

な悪影響（公衆の健康影響と生活影響）を未然に防ぐために、その悪影響が起きないよう

に原子力発電所の安全設計を行い、安全機能や事故想定の不確かさに備えてアクシデント

マネジメント策の整備などの安全確保活動を実施し、そして安全確保活動が有効でなかっ

たときに深刻な影響が公衆に及ばないように事前の準備と対応策の検討を行う。こうして、

安全目的の達成に係るあらゆる安全確保活動の不確かさに対して効果的な備えを行う概念

が深層防護である。 

 

(c) 深層防護を実現する 5つのレベル 

 深層防護の概念では、provisions が重要な役割を果たす。ここで“provision”は重要

な概念であり広い内容を含意する。日本語にすれば“備え”と訳すことが適切である。

Safety Report Series 46 16)によれば、当該メカニズムが発現することを防止するため

の安全機能の性能に寄与するような、固有のプラント特性、安全裕度、システム設計設備

や運転手順などの、設計と運転で実践される手段が“備え”である。INSAG-31)には、設

計の“備え”という言葉が使われている。また、“事故影響の緩和に対する”備え”は深

層防護の概念を事故の防止の外側にまで拡張する。事故影響の緩和の“備え”は、アクシ

デントマネジメント、工学的安全施設、施設外の対策（countermeasure）の 3種類であ

る”と述べている。 

深層防護を実現する方法は“備え”を適切に配置することである。重大な事故の発生を

防止するための“備え”、重大な事故が発生したときに影響を緩和するための“備え”、

放射性物質が敷地外に放出される事態に至るような場合に公衆と環境を護るための“備

え”である。これらの“備え”は目的に応じて階層的に適用することができる。例えば、

シビアアクシデントの発生を防止するために、①施設に影響を与えるような外乱（異常）

を発生させないこと、②外乱が発生したときにそれを検知するとともに原子炉保護系を設
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けて異常の拡大を防止するとともに影響を抑制すること、③原子炉保護と影響抑制に失敗

したときに炉心が著しく損傷しないように工学的安全設備を設置することを備える。この

ように深層防護を適用すれば、シビアアクシデントの発生防止という障壁の信頼性を高く

設計することができる。 

 安全確保に係る活動は全て、それが組織に関するもの、行動に関するもの、設備に関す

るものであれ、関連する“備え”を多層に用意することに基づいている。防護の多層レベ

ルというこの考え方は、深層防護の中軸となる特徴である。 

 実効的な安全確保のためには、原子力利用の目的、安全目標、安全の原則、安全設計指

針、具体的な設計方法などの様々なレベルの要素が一貫性を持って整備される必要がある。

それぞれが、深層防護の概念とどのような関係にあるのか、安全設計の要求が深層防護の

概念と適合しているのかをその都度確認しなければならない。 

 深層防護は上述のように 5つの層で構成されるとされることが多い。第 1層から第 3層

は、プラントが未だ損傷していない状態あるいは設計基準を逸脱していない状態である。

これを、シビアアクシデントの発生防止という 1レベルとみなせば、三層の深層防護が定

義できる。公衆と環境を護ることを目的とし、原子炉（炉心）内に放射性物質を閉じ込め

ておくことが第一層になるという考え方である。第 1層が工学設計による備え、第 2層が

事故管理による備え、第 3層が防災による備えである。安全設計ではこの三者をバランス

よく強化することが大切である。安全評価はこの三者の達成度を定量的に評価する作業で

ある。そして、これに必要な安全規制と安全要求のあり方を定めなければならない。 

 福島第一事故を受けてわが国では深層防護の第 3層までしか考えていなかったと批判さ

れることが多い。しかし、実際には、わが国でもアクシデントマネジメント（第 4層）と

原子力防災（第 5層）を実施していた。問題だったのは、設計基準を逸脱するような事故

は現実的に考えがたいとして、第 3 層から第 5 層をひとまとめにして考えていた点にある。

そして、特に第 3層を極めて重視していたがゆえにそれがクリフエッジとなっていたこと

こそ問題の本質と考えられる。これは、工学的安全設備を設置して炉心損傷を防止するこ

と、また格納容器により放射性物質の環境放出を防止することを考えておけばよい、換言

すれば安全設計を強化することによって深層防護の目的を成し遂げるという考え方である。

これは先に述べた自立した有効性という要求事項を満足しておらず、第 3層に過度に依存

した不適切な深層防護と言える。 

 

(d) 深層防護に関する教訓のまとめ 

 福島第一原子力発電所事故のように公衆と環境に重大な影響を及ぼす深刻な事態を決し

て再発させないため、深層防護を理解しそれをもって安全確保の達成度を常に評価するこ

とが不可欠である。放射能が公衆へ有意な悪影響をもたらさないようにするために、シビ

アアクシデントの発生防止、シビアアクシデントが発生した場合の影響の緩和と敷地内抑

制、敷地外に影響が拡大した場合の緊急時の対応が必要である。一般的に述べれば、防護
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する対象に脅威を与える事故の発生防止、事故緩和の影響抑制、緊急事態への準備と適切

な対応が、深層防護の重要な三要素である。 

深層防護は安全確保のための概念であるから、外部事象や人的事象などの極端事象にも一

般的に対応可能である。これらの事象に対する深層防護の有効性を確認するために、決定

論的方法と確率論的方法にどのような役割を担わせるべきかは、十分に考察を深めるべき

課題である。確率論的リスク評価は不確かさを明示する方法論であり、不確かさに対する

備えである深層防護の有効性評価に不可欠であることは明らかである。 

  

 

(3) 原子力システムの安全系 

 

1) 工学的安全施設の体系 

 

沸騰水型原子炉（BWR）の場合、工学的安全施設は、非常用炉心冷却系（ECCS）および

原子炉格納施設から構成される。 

 

工学的安全
施設

（非常時の
放射性物質の
拡散防止）

格納・隔離の機能
（原子炉格納施設）

炉心冷却の機能
（非常用炉心冷却系ECCS）

1次格納施設

2次格納施設

原子炉格納容器PCV

原子炉格納容器補助系

格納容器スプレイ系

可燃性ガス制御系

原子炉建屋R/B

非常用ガス処理系

低圧注水系LPCI

高圧注水系HPCI

原子炉隔離時冷却系RCIC

自動減圧系ADS  

図 2.1.1-3 工学的安全施設（一般的な BWR の場合） 

 

原子力発電所の設計では、1次冷却系の配管が破断する冷却材喪失事故（LOCA）が発生

しても、非常用炉心冷却系（ECCS）が機能し、冷却水を原子炉圧力容器に注入することで、

圧力容器の破損を防止することが要求される。 

非常用炉心冷却系（ECCS）は、炉心冷却機能と原子炉減圧機能を持つように設計される。

炉心冷却機能には、原子炉が高圧の際にも注水ができる高圧注水系と、減圧後に注水でき

る低圧注水系がある。 

原子炉減圧機能は炉心冷却のための注水を促進するためために設ける。冷却水注水ある

いは原子炉蒸気放出（自動減圧系）により減圧を行う。 
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2) 安全機能にかかわるシステム－フロント系とサポート系 

 

原子力発電所の設備には、安全にかかわる重要な設備（フロント系）と電源等それをサ

ポートする設備（サポート系）がある。原子力安全を考える際には、これらのシステム

（系統）や機器毎の役割・機能および機器間の関連を明確に捉える必要がある。ここでは、

個別機器の機能を原子力安全に関わる機能に分類したものを示す。全体としての系統が持

つ重要な「原子力安全」に係る機能には、重要なものとして次の 3つの機能がある。すな

わち、「止める」、「冷やす」、「閉じ込める」の機能である。 

・バウンダリ機能・・・「閉じ込める」 

・冷却機能（炉心冷却を中心とした）・・・「冷やす」 

・制御機能（炉停止を含む、核反応制御を中心とした）・・・「止める」 

また、これらの機能に共通する重要な機能として電源が挙げられる。これらの機能を中

心に、それぞれの系統が機能を分担すると同時に重複していることで安全機能が更に充実

される。 

ここでは、個別機能を深層防護との関連で分類し直したものを示す。システムを構成す

る機器などを明確にしつつ、そのシステムの機能を分析したが、その結果、それぞれの機

能に寄与する機器や配管等の構造物、計装制御機器、電源機器などが明確になる。これを

深層防護との関連でまとめることで、機能喪失との関係が明確になり、システムとしての

安全の評価につながる。 

それらの機能を構成する要素である機器やその他の、劣化要素を明確にすることが必要で

ある。すなわち、機器では核反応制御機能としての制御棒駆動機構のスクラム時間が劣化

要素となるものであり、非常用ディーゼル発電機（EDG）の起動時間も同じである。構造

の主要な要素である配管では、バウンダリ機能が主要な機能である。 

この深層防護の観点で、機能喪失をバックアップする展開も評価できる。 

冷却機能では、通常系の給復水系（第 1 層）が損傷すると、通常系の原子炉隔離時冷却

系（RCIC）が働き、制御棒起動機構（CRD）系が作動し、高圧非常用炉心冷却系（ECCS）

がバックアップし、次にいわゆる非常系の非常用炉心冷却系（ECCS）が作動、それでもだ

めなら、アクシデントマネジメント（AM）設備が作動する、という流れが見えて来る。 

同様に、制御機能では、原子炉の緊急停止・未臨界維持（制御棒による）、次にホウ酸

水注入系による未臨界維持が働き、最後に AM 設備が作動する。 

今回の福島第一の事故では、この共通系の電源系が大きな要素となっており、これが多

重化・多様化の効果・役割が果たせなくなると、一気に AM 設備に機能が移り、その役割

が大きくなった。 
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表 2.1.1-3 原子力プラントシステムにおける系統と要求機能の例 

機能 サブ機能 
構造物、システムまたは機器 

分類 
PWR の例 BWR の例 

バウンダリ機

能の例 

原子炉冷却材圧力バウン

ダリ機能 

バウンダリを構成する機器・

配管系（計装等の小口径配

管・機器は除く） 

バウンダリを構成する機

器・配管系（計装等の小口

径配管・機器は除く） 

PS-1 

原子炉冷却材圧力バウン

ダリの過圧防止機能 

過圧器安全弁（開機能） 逃し安全弁（SR 弁）の安

全弁機能 
MS-1 

放射性物質の閉じ込め機

能、放射線の遮へいおよ

び放出低減機能(1) 

原子炉圧力容器、アニュラ

ス、原子炉格納容器隔離弁、

原子炉格納容器スプレイ系、

アニュラス空気再循環設備 

格納容器（PCV）、PCV 隔

離弁、PCV スプレイ冷却 

経、可燃ガス濃度制御系

（FCS） 

MS-1 

放射性物質の閉じ込め機

能、放射線の遮へいおよ

び放出低減機能(2) 

安全補機空気浄化系、可燃ガ

ス濃度制御系（FCS） 

原子炉建屋（R/B）、非常

用 ガ ス 処 理 装 置

（SGTS）、非常用ガス処

理系排気筒（排気管支持機

能） 

MS-1 

冷却機能の例 

炉心形状の維持機能 炉心支持構造物、燃料集合体

（燃料を除く） 

炉心支持構造物、燃料集

合体（燃料を除く） 
PS-1 

原子炉停止後の除熱機能 残留熱を除去する系統（余熱

除去系、補助給水系、SG2 次

側隔離弁までの主蒸気系、給

水系、主蒸気安全弁、主蒸気

逃し弁[手動逃し機能]） 

残 留 熱 を 除 去 す る 系 統

（ RHR 系 、 RCIC 系 、

HPCS 系、逃し安全弁（SR

弁）、自動減圧系[手動逃

し機能]） 

MS-1 

炉心冷却機能 非常用炉心冷却系（低圧注入

系、高圧注入系、蓄圧注入

系） 

非常用炉心冷却系（RHR

系、HPCS 系、LPCS 系、

ADS） 

MS-1 

制御機能の例 

過剰反応度の印加防止機

能 

制御棒駆動装置圧力ハウジン

グ 

制御棒（CR）カップリン

グ 
PS-1 

原子炉の緊急停止機能 原子炉停止系の制御棒による

系 

スクラム機能 
MS-1 

未臨界維持機能(1) 原子炉停止系 制御棒（CR）/制御棒起動

機構（CRD）系 
MS-1 

未臨界維持機能(2) 原子炉停止系 ほう酸水注入系（SLC） MS-1 

その他の例 

工学的安全施設および原

子炉停止系への作動信号

の発生機能 

安全保護系 安全保護系 

MS-1 

安全上特に重要な関連機

能 

非常用所内電源系、制御室お

よびその遮へい、換気空調

系、原子炉補機冷却水系、直

流電源系、制御用圧縮空気設

備（いずれも MS-1 関連） 

非常用所内電源系、[（関

連系）ディーゼル発電機

（DG）燃料輸送系、DG 冷

却系]、制御室およびその

遮へい、非常用換気空調

系、非常用補機冷却水系、

直流電源系（いずれも MS-

1 関連） 

MS-1 
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表 2.1.1-4 機能分類の深層防護への展開の例 

バウンダリ機能 冷却機能 制御機能 その他(共通機能)

・原子炉冷却材圧力バウンダリ(PS-1) ・炉心形状の維持(PS-1) ・過剰反応度の印加防止(PS-1) ・燃料を安全に取り扱う(PS-2)
・原子炉冷却材を内蔵する(PS-2) ・通常時炉心冷却(PS-3) ・原子炉冷却材の循環(PS-3) ・電源供給(非常用を除く)(PS-3)

第１層
・原子炉冷却材圧力バウンダリに直接
接続されていないものであって、放射性
物質を貯蔵する(PS-2)

・プラント計測・制御(1)(2)(3)(安全保護系
除く)(PS-3)

・放射性物質放出の防止(MS-2) ・プラント運転補助(1)(2)(PS-3)
・原子炉冷却材保持(PS-1/2以外)(PS-
3)

・原子炉冷却材の浄化(PS-3)

・放射性物質の貯蔵(PS-3)
・核分裂生成物の原子炉冷却材中への
拡散防止(PS-3)

・原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧
防止(MS-1)

・原子炉停止後の除熱(MS-1) ・原子炉の緊急停止(MS-1)

第２層
・安全弁及び逃がし弁の吹き止まり(PS-
2)

・制御室外からの安全停止(MS-2)・未臨界維持(制御棒による系)(MS-1)

・原子炉圧力の上昇の緩和(MS-3)・未臨界維持(ほう酸水注入系)(MS-1)

・原子炉冷却材の補給(MS-3) ・出力上昇の抑制(MS-3)

・放射性物質の閉じ込め機能、放射線
の遮へい及び放出低減(PCV)(MS-1)

・炉心冷却(MS-1)

第３層
・放射性物質の閉じ込め機能、放射線
の遮へい及び放出低減(R/B)(MS-1)

・燃料プール水の補給(MS-2)

・事故時のプラント状態の把握(MS-2)

第４，５層 ・過酷事故対応(PCVベント)(MS-3) ・過酷事故対応(補給水系)(MS-3) ・過酷事故対応(ほう酸水注入系)(MS-3)
・緊急時対策上重要なもの及び異常状態
の把握(1)(2)(3)(MS-3)

（＊） ・過酷事故対応(消火系)(MS-3)

 

 

 

(4) プラント設計 

 

原子力発電システムは、一般の製品と同様に仕様書の要求に基づき設計され、建設、運

用に供せられる。その信頼性、安全性は、理論や法令、規制基準に基づき確保されている。

その基盤となる考え方は、「原子力安全」を確保する思想であり、「深層防護」によるそ

の確保の方法である。このような仕組みであることを認識して、各組織それぞれの役割を

果たさなければならない。ここで改めて「設計」の範囲を確認する。設計とは、その時点

で想定される運用に適切に適用するためのものであり、使用中の安全を担保するものであ

り、要求仕様に基づき要求性能を満足し、「原子力安全」が確保されるように、設備の健

全性を確認する為の解析評価などを行うことである。それにより設備を製造、建設し、運

転、保守を行うための計画や全体を整合させ構成し、図面や手順書などとともに設計図書

として集約する。 

このような視点から今回の福島第一原子力発電所での原子力事故を分析した。 

 

1) 設計基準事象と設計基準、設計の基本的考え方 

設備としての原子力発電プラントの設計において、安全設計はシステム設計の一環とし

て炉心設計と合わせて行われる。「深層防護」の考え方を適用し、防護レベル全体を通し
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て原子力安全確保を図る設計への取り組み全体を整合させて考えるのが「安全設計」であ

り、それを受けてプラントの設備を論理的に構築するのが設備設計である。これまでの設

計は、安全設計は主に第３層のレベル３までを中心に安全確保の仕組みを検討してきてお

り、「設計基準」を定める設計基準事象が重要な位置づけを持っていた。設備設計は、レ

ベル１－３を対象としており、この中で適切な仕様の設備を備えることで安全設計の要求

を満足するプラントのシステムの構築や構造を作りあげることにより原子力安全を確実に

維持することを目指してきた。 

様々な事象、特に外的事象としての自然現象への対応についてのこれまでの考え方は、

特に定めたものはない。地震動に対しての設備設計を見てみると、国の基準で明確に対応

が求められており、評価法を定めている。設計に用いる基準は以下のように考えられてき

た。自然現象の脅威を過去のデータを基に科学的に想定される範囲で保守的に扱い、不確

実性を考慮して多少の設計基準を超える事態にも構造健全性が確保されるように、設計基

準を定量的に定めてきた。十分に余裕のある設計が行われ、この設計に基づき、製造、建

設が行われてきたのである。しかし、これは地震動の脅威に対してのみであり、他の自然

現象、例えば竜巻、火山の爆発、隕石の落下などの脅威については、ほとんどの場合、こ

のようなデータに基づく評価は行われてこなかった。今回の事象である津波に関しては、

ようやく解析技術が得られ、技術の進歩に従い、発電所が受ける津波の脅威についての評

価の見直しが進みつつあった。 

 

2) 東京電力福島第一原子力発電所の原子力事故における設計の課題 

以下に福島第一で発生した事故での設計上の問題、課題についての分析と対策を検討し

た。 

(a) 安全設計の課題と分析、対応策 

 わが国の原子力発電所の設計においては、「深層防護」の第３層までにおいて、“止め

る”、“冷やす”、“閉じ込める”、を確実にすることが主要な考え方であった。福島第

一の事故において、津波来襲以前には、これらに対してはほぼ適切に対応できていた。し

かし、津波来襲以後の、全「電源」の喪失という事態に対しては、設計の分野として３要

素と同様な取り組みが根本的に欠けていたことから、“冷やす”“閉じ込める”の継続的

に対応が必要な要素をも喪失する事態を招くこととなり、「電源」が重要な安全確保の要

素となることが分かった。これは、極めて重要な教訓である。 

発電所の安全設計は、システム設計に活かされ、安全設計で要求したシステムの機能を

満足する設計が行われる。システム設計には、機器設計や配管設計、計装制御・電気設計

など含まれ、全ての機器類が統括される。福島第一事故で明らかとなったが、これまでの

システム設計においては、異常時、事故時の安全確保に電源や電気系統まで、さらに総合

した評価に取り組んでこなかったことが重要な要素の一つと考えられる。 
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今回の事故の起点は、津波による全ての電源の喪失と電気系統の機能喪失であり、予備

機や可搬機の支援も難しい状況を生んだこと、また計装系と電源系の安全確保の齟齬によ

りパッシブ（電源不要）設備の有用な機能が活かされなかったことなどにより、引き続く

重大事故への展開となってしまった。 

パッシブな非常時の炉心冷却機能を有する IC は、本来は電源が不要なシステムといわ

れるものであったが、系統の配管破断に対する安全確保である隔離機能の要求と炉心冷却

機能の要求が相反する要求であり、どちらを優先すべきかの考え方の整理ができておらず、

結局、いずれの機能も有効に働かすことはできなかった。 

また、BWR の減圧には、圧力容器からベント、格納容器からのベントを行わなければな

らないが、弁の作動には電源や作動ガスの供給が必要であり、異常時を想定した対応がと

られておらず、ＡＭ策が間に合わず事態を深刻な事態に展開させてしまった。 

一方、安全設計は常に見直し、確実に対応しなければならないと理解し、定期安全レビ

ューを行い最新の技術を取り入れ改善する仕組み（PSR）を制度として持っていたが、生

かすことができなかった。 

これからの安全設計においては、必要な機能を評価する“システム安全”の考え方を安

全評価に導入することが必須であり、そのための仕組みを構築し、確実に実行できる深層

防護の考え方による取り組みが必要である。 

 

(b) 設備設計の課題と分析、対応策 

 設計基準事象としてはＬＯＣＡなどの内部事象を中心に、設備を厚くすることで確実に

安全を確保することを目指した設計が進められてきた。 

外部事象に対しては、地震動への対応が主体であり、津波に対しては十分には目を向け

てこなかった。自然現象は必ずリスクを伴うものであるが、正確な評価は難しく自然現象

による原子力災害のリスク評価には十分に取り組んでこなかった。ようやく地震動に対し

ての残余のリスク評価に取り組み始めたところであった。最新の学術への取り組みを積極

的に行っていかなければならない。 

これまでは、設計基準は超えないことが前提で安全確保に取り組んできた。しかし、現

実として設計基準を超えることが起き、設計基準を超えることへの対応も設計基準への対

応と同様に重要であることが認識された。 

対応の方法は、すでに地震動評価において取り入れられたリスク評価である。設計であ

る基準地震動を超える場合の「残余のリスク」を評価し、このリスクの低減策を図ること

で、安全への信頼を高めるものである。 

さらに、基準を超えてしまった場合への対応として、深層防護の考え方が適用される。 

それがアクシデントマネジメント（AM）である。AM 領域においても、設計基準を超える

事態を想定し、多様性、独立性を考慮した設計により設備を備えることで、ＡＭ策として

有効に使える設備が準備される。特に、事故時のアクシデントマネジメントでは、異常時
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には日ごろ使わない設備を用いる場合が多く、様々な事態を想定して、演習や訓練を徹底

しなければならない。 

 基本的には、要求仕様に基づき設計基準を満足するように、設備は設計、製作、建設さ

れる。更に、異常事態を想定した事故時の領域まで、設備設計として踏み込まざるを得な

い事態を生んだ。どこまでを設備設計の領域とするかは、これから議論となるが、各層に

応じた設備設計のあり方を検討していかなければならない。 

 

(c) まとめ 

これまでの「設計」は、設計時点で想定される運用に適切に適用するために、仕様に基

づいて要求される性能、設計基準が満足されるように設備を図面化し、運用の手順を策定

する範囲で行われてきた。それに基づき「原子力安全」が確保されるように、設備の健全

性を確認する為の解析評価などを行い、これらに基づき、原子力発電システムの設備は製

造、建設されてきた。特に時間要素を含む、運転、保守、事故などの規定外の動きへの対

応などに目を向けてこなかった。 

 

設計は重要な役割を担っている。原子力安全を確実に維持するには、基本的には「深層

防護」の概念に従った安全設計に基づくものとしなければならない。IAEA の深層防護のレ

ベル１－５＊の異なる次元への対応を安全設計により整合させて最適化するものであり、

レベル１－３の設備設計主体の領域とレベル４、５のマネジメント主体の領域、相互連携

が重要であり、プラント全体を求められる機能で結合させたシステムとしての安全確保の

仕組みとしなければならない。 

 地盤・建屋・機器・配管・電気・計装などのシステム全体を考えた整合化を図るトータ

ルシステム、通常運転から事故・緊急時の対応まで考慮した仕組みトータルプロセス、深

層防護の全領域を考えたマネジメント、ハードとソフトの最適化を図るトータルマネジメ

ントを統合した総合的、俯瞰的な取り組みであるトータルデザインとしなければならない。 

 さらにレジリアンスの考えを設計にどのように取り入れるかの視点も必要であろう。 

 

＊IAEA の深層防護の層：第 1 層が通常運転の確保、第 2 層が異常の検知、第 3 層が設計基

準事故の制御、第 4 層がアクシデントマネジメント、第 5 層が防災とも言う緊急時対応で

ある。 

 

 

 (5) プラント設計でのシステム安全 

 

1) 安全設計と設備設計、基準を越える事態への対応 
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 (a) 3.11 以前の深層防護と各設計の役割り 

３．１１の事故以前の原子力発電所の設計における設計基準を超える事象に対しての検

討は、設備設計の領域ではなく、安全評価の一環として以下の考え方で検討がなされてき

た。原子力発電所の立地の段階での評価であり、設備設計とは関係なく行われてきた。

「前段否定」とする深層防護の考え方を適用し、立地の妥当性を評価するために仮想事故

を想定して、相当量の放射性物質の格納容器からの放出を想定することとして評価した。

すなわち、過酷な事故の発生から事故進展の具体的なシナリオを想定したものではなかっ

たのである。前段否定は、深層防護の第４層では設計基準事故に対する安全系が作動しな

くなったことに対してのマネジメントを明確にすることであり、第５層ではシビアアクシ

デントが発生しての敷地境界での原子力事故、被ばく評価であった。事故の評価は事故シ

ーケンスをたどりながら行うもので、事故進展のシナリオを想定するものではない。 

設備設計段階での安全確保は、深層防護の第１層から３層において、確実に設計基準を

満足することである。これにより、「止める」、「冷やす」、「閉じ込める」を確実に行

うものである。 

 

 

図 2.1.1-4 IAEA の深層防護の考え方と設計基準の対応 

 

(b) 安全設計の課題と対策 

 設計の重要なことは、例えば、深層防護の各層の充実はもちろんであるが、全体を整合

させた安全設計にあると言える。今回の事故を踏まえると、わが国では第１層－第３層ま

での安全確保する考え方、すなわち設備設計に重点が置かれ、たとえ設計基準を超える事

態となっても、それらの設備を適切にマネジメントすることで十分な対応ができると評価

してきた。 

設備設計を主体とした安全確保領域安全設計の領域

防護
レベル

目的
目的達成に

不可欠な手段
関連する

プラント状態
レベル 1 異常運転や故障の防止 保守的設計及び建設 ・

運転における高い品質
通常運転

レベル 2 異常運転の制御及び故
障の検知 (異常の検知）

制御、制限及び防護系 、
並びにその他のサーベ
ランス特性

通常時の異常な過渡変
化（AOO）

レベル 3 設計基準内への事故の
制御

工学的安全施設及び事
故時手順

設計基準事故
（想定単一起因事象）

レベル 4 事故の進展防止及びシ
ビアアクシデントの影
響緩和を含む 、苛酷な
プラント状態の制御

補完的手段及び格納容
器の防護を含めた
アクシデント

マネジメント
（ AM ）

多重故障
シビア・アクシデント
（過酷事故）

レベル 5 放射性物質の大規模な
放出による放射線影響
の緩和

サイト外の緊急時対応 （防災）

設計基準
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初
設
計
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計
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時
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この範囲で、
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「冷やす」
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マネジメントを主体とした安全確保領域

設備設計領域の拡大

評価尺度の統一による
安全設計の統合
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事故を分析すると、設計では原子力発電所全体のシステムとしての安全評価が必要であ

ることがわかる。今回の事故を踏まえると、単一機器の故障、機能損傷のみを考えるので

はなく、多数基同時故障・機能喪失や共通要因故障・機能喪失を考えて、なおかつ、互い

のシステムが影響しあい、故障・機能喪失が伝播する事故を考える必要がある。すなわち、

要求される機能を分担するシステムとしての機能の確保を、構成する機器や配管、電気、

計装、すべての役割りを連携させながら、維持する「システム安全」の考え方で重要であ

ることがわかる。 

 

(c) 設備設計の課題と対策 

設備設計では、配管破断などによる LOCA（冷却水の喪失）を想定し、非常用の設備等、

設備の設計条件を決め、すなわち設計基準を決めて、深層防護の第１層－第３層までにお

いて、確実に「止める」「冷やす」「閉じ込める」を確実に実現してきた。 

一方、設計基準事象を超える場合、いわゆるシビアアクシデント（過酷事故）領域での

対応は、事象、事態により対応が異なることから、この深層防護の第４層ではシナリオが

重要となる。できる限り多くのシナリオを想定し、それぞれに対応できる方策を準備する

ことが必要となる。事故のシナリオは様々であり、特に外的事象による事故の発生、進展

は、それがどのようなものであるか、どのような条件で発生したのか等、ケース・バイ・

ケースで異なり、それぞれの進展の事態に対応することが求められる。従って、このよう

な多種多様な事故の想定をいかに多く創出し対応策を検討するか、が重要となる。これを

継続することが想定外をなくすことにもなり、継続の仕組みを整備することが重要である。

また、現在の“知”を持っても想定出来ないシナリオもあろう。それを承知の上で、設備

や手順を標準化して規格化し、常に見直しを進めて行くことで、より系統的な対応が取れ

る仕組みが構築されるものと考える。これは、マネジメントの領域であるが、設備設計と

密に連携した対応策の検討が望まれる。 

プラントの設備設計は設計基準事象(事故)の範囲で行われており、設備はこの想定範囲

で多重に、多様に、様々な事象に対応できるように準備されてきた。これまでの考え方は、

様々な事象、設計基準の脅威を十分に大きく取っており、設計基準を超える事態は発生し

ないとしてきた。しかし、外的事象としての自然現象への対応については、日本の特殊事

情から地震動への関心が高く、原子力発電の導入当初から、研究も多くきめ細かな対応を

進めてきており、設計基準により安全確保が成されていると考えられてきた。２００６年

の改定において、万一の基準地震動を超える場合を想定しての対応が示され、安全評価の

手段としてリスク評価を行うことが議論されることとなった。最終的には「“残余のリス

ク”を評価する」と自主的な対応に留まってはいるが、PRA に踏み込んだ評価の考え方が

確立された。２００７年には中越沖地震が発生し、柏崎刈羽原子力発電所では大きく基準

地震動を越える事態となったものの、十分に余裕があり、重要設備の構造健全性が確認さ

れることとなった。全国の原子力発電所での耐震バックチェックが進み、地震時の構造健
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全性が確認された。 

 

(d) アクシデントマネジメントの課題と対策 

耐震基準のように設計基準を満たす設備を施すことはもちろん必要であるが、今回の地

震・津波でも明らかなように、発生頻度は極めて小さいものであり、発生の可能性はほと

んどない事象でも、設定した基準を超える事態の発生は免れない。重要なことは、基準を

超えるような事態に対する備えである。そのような時に、原子力発電所に起きる不具合を

幅広く想定し、そのそれぞれの条件において原子力発電所全体のシステムとして「原子力

安全」を確保するために必要な機能はなにか、を明確にして臨機応変に対応することであ

る。すなわち、アクシデントマネジメントが大切であるということである。自然災害は予

測が難しい。どんな場合でも対処できるようにすることは不可能であり、対処しない場合

と同じ事になりかねない。そこで、広く様々な想定を行い、それぞれの事態に対応できる

ように予めマネジメントの訓練、演習を行った、準備しておくことが、応用動作として想

定出来なかった事象に対応する最善策になると考える。 

 

2) 原子力安全に必要な機能と構成する系統、深層防護での役割 

ここで挙げているのは、原子力発電所に必要な重要な機能である。バウンダリ機能、冷

却機能、制御機能であり、その他に挙げた電源供給機能と合わせて原子力発電所に基本と

して必要な重要な要素である。原子力発電所の設計は、これらの機能が適正に結びつき維

持されることで成り立っている。それにより設計基準内のどのような事象に対しても、設

備の健全性、安全性が確保されることが担保されるのである。 

一方、設計基準事象を超える場合の対応は、事象、事態により対応が異なることから、

第４層ではシナリオが重要となる。多くのシナリオを想定し、それぞれに対応できる方策

を準備することが必要となる。その上で、設備や手順を標準化して規格化して行くことで、

より系統的な対応が取れる仕組みが構築される。 

図 2.1.1-5 には、深層防護と機能の関係を示した。各機能は、それを構成するサブ機能と

してそれぞれの役割で、深層防護の各層にあてはめられる。図には、その機能が喪失した

場合にどの機能がバックアップするのかの例も合わせて示している。この機能の関係を見

て明らかなように、全ての機能を支えているのが電源であることがわかる。すなわち、前

段には電源の確保がある。電源は全ての源であり、電源の不要な設備は極めてまれである。

もちろん電源にもバックアップがあり、機能展開が必要である。それは別途考えなければ

ならない事象である。電源も第１層から第３層までの展開で、機能を維持する必要がある

のであろう。 

 

深層防護の第３層を超えると、設計基準事象(事態)を超えた深層防護の第４層の過酷事

故の領域に入ることになる。この領域は、様々な事態に対する対応が必要となる。先にも
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示したが、いかに広く想定して対応策、特に重要となる基準設計の設備だけではなく、そ

の他の設備や基準設備の活用などを含めた人的要素の強い対応、ソフト面の対応を検討し

ておくかがカギとなる。万一の全電源喪失等を考慮すれば、例えば、バルブの開閉操作は

手動でも行えるように十分配慮することも重要である。 

 

表 2.1.1-5 重要な機能とそれを構成するシステム・機器 

 

 

深層防護の第３層を超えると、設計基準事象(事態)を超えた深層防護の第４層の過酷事

故の領域に入ることになる。この領域は、様々な事態に対する対応が必要となる。先にも

示したが、いかに広く想定して対応策、特に重要となる基準設計の設備だけではなく、そ

の他の設備や基準設備の活用などを含めた人的要素の強い対応、ソフト面の対応を検討し

ておくかがカギとなる。万一の全電源喪失等を考慮すれば、例えば、バルブの開閉操作は

手動でも行えるように十分配慮することも重要である。 

 

 

 

 

 

 

ＰＷＲの例 BWRの例

1)原子炉冷却材圧力バウンダリ機能 バウンダリを構成する機器・配管系（計

装等の小口径配管・機器は除く）

バウンダリを構成する機器・配管系（計

装等の小口径配管・機器は除く）

3)原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧

防止機能

加圧器安全弁（開機能） SR弁の安全弁機能

6)放射性物質の閉じ込め機能、放射線

の遮へい及び放出低減機能（１）

原子炉格納容器、アニュラス、原子炉

格納容器隔離弁、原子炉格納容器スプ

レイ系、アニュラス空気再循環設備

PCV、PCV隔離弁、PCVスプレイ冷却

系、FCS

6)放射性物質の閉じ込め機能、放射線

の遮へい及び放出低減機能（２）

安全補機空気浄化系、可燃性ガス濃度

制御系

R/B、SGTS、非常用再循環ガス処理系

(関連系)排気筒(SGTS排気管支持機

能)

機能(本検討会) 機能(審査指針)
構築物、系統又は機器

3)炉心形状の維持機能 炉心支持構造物、燃料集合体（但し、燃

料を除く）

炉心支持構造物、燃料集合体（但し、燃

料を除く）

4)原子炉停止後の除熱機能 残留熱を除去する系統：  余熱除去系、

補助給水系、SG2次側隔離弁までの主

蒸気系･給水系、主蒸気安全弁、主蒸

気逃がし弁（手動逃がし機能)

残留熱を除去する系統：    RHR系、

RCIC系、HPCS系、SR弁(逃し弁機能)、

自動減圧系(手動逃し機能)

5)炉心冷却機能 非常用炉心冷却系：低圧注入系、高圧

注入系、蓄圧注入系

ECCS：RHR系、HPCS系、LPCS系、

ADS

2)過剰反応度の印加防止機能 制御棒駆動装置圧力ハウジング CRカップリング

1)原子炉の緊急停止機能 原子炉停止系の制御棒による系 スクラム機能

2)未臨界維持機能 (1) 原子炉停止系 CR/CRD系

2)未臨界維持機能 (2) 原子炉停止系 SLC系

7)工学的安全施設及び原子炉停止系

への作動信号の発生機能

安全保護系 安全保護系

8)安全上特に重要な関連機能 ・非常用所内電源系、

・制御室及びその遮へい

･換気空調系、

・原子炉補機冷却水系、

・直流電源系、

・制御用圧縮空気設備

（いずれもMS-1関連のもの）

・非常用所内電源系、

(関連系)DG燃料輸送系、

DG冷却系

・制御室及びその遮蔽･非常用換気空

調系、

・非常用補機冷却水系、

・直流電源系、

（いずれもMS-1関連のもの）

バウンダリ 機能
の例

冷却機能
の例

制御機能
の例

その他
の例

機能 サブ機能



2-39 

 

 

図 2.1.1-5 主要な機能と深層防護の関係 

 

 

3) 福島第一の事故での論点 

 

 (a）設計基準と超えることへの対応 

地震動での構造健全性が論点となっている。中越沖地震での柏崎刈羽原子力発電所の地

震動が基準地震動に対して３倍を超すプラントもあったが、設備の健全性は十分に保たれ

ていることが確認された。地震動に対する構造設計には大きな余裕があることが認識され

た。その後、全国の原子力発電所においては、基準地震動の見直しがなされ、厳しく設定

されたもののまだ余裕があることがバックチェックにより確認されている。これは単純に

構造上の健全性の余裕が評価されたものであるが、機能上の余裕は更に大きなものがある

と推察される。 

“設計基準を超える”意味を考え直さなければならない。すなわち、今回の東北地方太

平洋沖地震では、東日本太平洋岸にある多くの原子力発電所では基準地震動を僅かだが超

える地震動加速度が観測された。プラントの状態を表す観測データに表れるような影響は

なく、これまでの解析評価や他のプラントの実績からも地震時の健全性は確保されたと考

えられている。従って、基準地震動を超える事態に対しては、これまでのように単に加速

度応答の基準値を見直すことではなく、今後の免震装置の導入をも視野に入れた幅広い評

価法を検討すべきと考える。 

すなわち、「いつ設計基準を超えた」と判断するのか、アクシデントマネジメントを実

行する上では重要な判断となる。 

バウンダリ機能 冷却機能 制御機能 その他(共通機能)

・原子炉冷却材圧力バウンダリ(PS-1) ・炉心形状の維持(PS-1) ・過剰反応度の印加防止(PS-1) ・燃料を安全に取り扱う(PS-2)
・原子炉冷却材を内蔵する(PS-2) ・通常時炉心冷却(PS-3) ・原子炉冷却材の循環(PS-3) ・電源供給(非常用を除く)(PS-3)

第１層
・原子炉冷却材圧力バウンダリに直接
接続されていないものであって、放射性
物質を貯蔵する(PS-2)

・プラント計測・制御(1)(2)(3)(安全保護系
除く)(PS-3)

・放射性物質放出の防止(MS-2) ・プラント運転補助(1)(2)(PS-3)
・原子炉冷却材保持(PS-1/2以外)(PS-
3)

・原子炉冷却材の浄化(PS-3)

・放射性物質の貯蔵(PS-3)
・核分裂生成物の原子炉冷却材中への
拡散防止(PS-3)

・原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧
防止(MS-1)

・原子炉停止後の除熱(MS-1) ・原子炉の緊急停止(MS-1)

第２層
・安全弁及び逃がし弁の吹き止まり(PS-
2)

・制御室外からの安全停止(MS-2)・未臨界維持(制御棒による系)(MS-1)

・原子炉圧力の上昇の緩和(MS-3)・未臨界維持(ほう酸水注入系)(MS-1)

・原子炉冷却材の補給(MS-3) ・出力上昇の抑制(MS-3)

・放射性物質の閉じ込め機能、放射線
の遮へい及び放出低減(PCV)(MS-1)

・炉心冷却(MS-1)

第３層
・放射性物質の閉じ込め機能、放射線
の遮へい及び放出低減(R/B)(MS-1)

・燃料プール水の補給(MS-2)

・事故時のプラント状態の把握(MS-2)

第４，５層 ・過酷事故対応(PCVベント)(MS-3) ・過酷事故対応(補給水系)(MS-3) ・過酷事故対応(ほう酸水注入系)(MS-3)
・緊急時対策上重要なもの及び異常状態
の把握(1)(2)(3)(MS-3)

（＊） ・過酷事故対応(消火系)(MS-3)

深層防護

・機能毎、深層防護のレベル毎に
スコア（例：リスク）を得ることで、
保全による効果、影響が適切に
評価される。

・ハザードの大きさにより深層防護
のレベルが進展することが把握
される。

第２、３層共通

・工学的安全施設及び原子炉停止
系への作動信号の発生(MS‐1)

・安全上特に重要な関連(1)(非常用所
内電源系)(MS‐1)
・安全上特に重要な関連(2)(制御

室)(MS‐1)
・安全上特に重要な関連(3)(原子炉補

機冷却水系)(MS‐1)
・安全上特に重要な関連(4)(直流電源
系)(MS‐1)

共通要因の電源系・作動信号
系は全ての機能維持に重要
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(b）自然災害に設計はどう答えるか 

これほど大きな津波が来襲するとは、「想定外」であったと言われる。それに対して、

原子力安全では「想定外」は許されない、との声が大きい。1000 年に一度程度の大きな津

波の予測は容易ではない。耐津波設計は、耐震設計と同様に地殻の動きから、波の発生、

伝搬、遡上、浸水等と様々な現象を評価した後の、建屋、設備の構造設計や電気計装設計

の複合である。今や津波の大きさのシミュレーションは様々に行われ、様々な推定がなさ

れている。基準津波を設定したとしても、基準値を超える津波は来ないだろうが、超えな

いとは誰も保証はできない。程度は異なるが、地震動と同様、超えることを想定した対応

が求められる。自然災害は、津波同様に想定を超えるものがある。様々な自然災害に対し

て、想像力を豊かな対応が求められる。 

しかし、深層防護としての想定外への対応、設計基準を超えることへの対応は、実施で

きるが、例えば新たな自然災害への脅威を唱えて、対策が必要とだれが言えるか、またそ

れを受け入れるのはだれか。難しい課題である。 

 

(c）アクシデントマネジメントと事前の準備 

全電源の喪失や全ての安全系の冷却系統が喪失するという事態が発生した。設計基準を

超える事態であり、深層防護の第４層の対応の不備が指摘されている。ここでは、様々な

シナリオに対応したアクシデントマネジメントが求められる。これが「想定外」の事態へ

の対応であり、残された機材を活用し、人の知恵で事態を乗り切ること、それがマネジメ

ントと言われる対応である。このような事故がどのように進展するのかの具体的な検討は

少ない。ここでは、いかに様々な事態を想定して、多くのシナリオに対応できるようにし

ておくか、の事前準備、演習が重要となる。米国で９．１１以降準備された同様の事態へ

の対応の準備は、福島の事態への対応として評価すると、有効であるとの結果が報告され

ている。 

 

(d）フェイルセーフとロバスト性 

福島第一の事故では、格納容器から大量の放射性物質が放出される結果となった。ここ

では二つの問題を取り上げたい。一つが、IC（隔離時復水器）の活用である。もう一つが

格納容器ベントである。 

IC は非常用復水器とも言われ、交流電源が喪失した時に炉心を冷却するには有用な設備

である。配管破断の信号を検知すれば隔離弁が閉じてしまうフェイルセーフの仕組みで設

計されていた。この隔離弁は格納容器を貫通する配管の格納容器の壁前後に設置され、格

納容器内の弁は、交流電源が断では開けようがない。配管破断が発生していないにもかか

わらず、計装制御系の直流電源が断となった時点で、誤信号が発信され、まだ生きていた

交流電源が供給された。結果、電源断では sa-is の状態となる設計であるにもかかわらず、

弁閉となる仕組みが働くこととなった。原子力安全の確保には、まず「止める」、次に



2-41 

 

「冷やす」、最後は「閉じ込める」の順ではないか。そういう意味では、この設計を見直

すことが必要であろう。 

一方、格納容器ベントについては、格納容器圧力高で自動的にラプチャー板が破断し、

圧力が解放されなければならないはずであり、また安全確保には ADS 弁を開放し強制的な

ベントの操作は必要に応じて実施されなければならない。しかし、弁の操作が容易にでき

ず、以後の水素爆発や事故拡大の要因ともなったものと推察される。 

本来、格納容器は一定の漏えいを認めるものであり、密封性は必ずしも厳守ではない。

設備のロバスト性とマネジメントのロバスト性がある。格納容器のベントのロバスト性は、

排出の系統をいくつか設けることで、冗長性をもたせているが、いつベント弁を開放する

かのマネジメントについては、全く冗長性がなくバウンダリ機能維持のみが優先されてお

り、設備のロバスト性が活かされていない。 

なにが、原子力安全に必要なことか、設計としてはフェイルセーフとするもの、ロバスト

性を重視するものを見極めて対応しなければならない。何を目指した安全設計とするか見

失ってはならない。 

 

4) 新たな設計の取組み 

 

これまでの設計は、安全設計を基本とし、設備として求められる仕様、設計基準を担保

する設備設計を確実に行うことで、原子力安全を確保すればよい、との考えであった。こ

のような設計には重大な限界がある。 

これからの設計は、通常運転、異常の検知、異常への対応、設計基準を超える事態への対

応、緊急時の対応(防災)の各層を通して整合した安全設計が求められ、共通する評価指標

を定めて最適化を目指した設計を提案する。更に、事故後の対応、レジリアンスと言われ

る復帰、復興までも視野に入れた安全確保の体系が必要となろう。 

設備設計はマネジメントの領域まで踏み込んだ設計が求められ、マネジメントは設備設計、

防災の領域まで踏み込んで対応することが求められる。プラントの安全確保は設計だけで

は十分に対応はできない。尺度の異なる領域に渡る、機能を中心とした新たな原子力安全

確保の概念を構築する必要がある。 

設計は重要な役割を担っている。原子力安全を確実に維持するには、基本的には「深層

防護」の概念に従った安全設計に基づくものとしなければならない。IAEA の深層防護の第

1 層－第５層＊の異なる次元への対応を安全設計により整合させて最適化するものであり、

第１層－第３層の設備設計主体の領域と第４層、第の 5 層のマネジメント主体の領域の相

互連携が重要であり、プラント全体を求められる機能で結合させたシステムとしての安全

確保の仕組みとしなければならない。 

 原子力発電システムの設計は、地盤・建屋・機器・配管・電気・計装などのシステム全

体を考えた整合化を図るトータルシステムを考えたもの、通常運転から事故・緊急時の対
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応まで考慮したトータルプロセスの視点で考えること、また深層防護の全領域を対象とし

てハードとソフトの最適化を図るトータルマネジメントとすることであり、これらを統合

した総合的、俯瞰的な取り組みであるトータルデザインである。 

  

原子力発電システムの設計は、地盤・建屋・機器・配管・電気・計装などのシステム全体

を考えた整合化を図るトータルシステムを考えたもの、通常運転から事故・緊急時の対応

まで考慮したトータルプロセスの視点で考えること、また深層防護の全領域を対象として

ハードとソフトの最適化を図るトータルマネジメントとすることであり、これらを統合し

た総合的、俯瞰的な取り組みであるトータルデザインである。 

 
 

(6) 長期運転への対応 

 

東北地方太平洋沖地震による津波で被災した福島第一原子力発電所は 6 基全てが運転開

始から 30 年以上を経過していた。これらのプラントは、これまでの 30 年の長期運転以降、

更に長期の運転入るプラントとして構造の劣化の観点から問題がないかの技術的な評価が

実施されてきたものである。この技術評価においては、更に長期の運転継続において、そ

の構造健全性は技術的に問題がないことが評価、確認されていた。  

 事故の要因分析はこれからの課題であり、ここではプラントの寿命について明確にして

おきたい。 

 

1) 様々な寿命問題 

 

(a)構造健全性を中心とする寿命 

 原子力発電所の寿命は、なにをもって“寿命”というのであろうか。 

[設計寿命と実寿命] 設計寿命という定義がある。設計時には、運用期間を想定してその

期間内に、基本的にプラント全体として、重要なシステムや重要な機器・構造の必要な機

能が十分に確保されるようにプラントを設計する。しかし、実際には、すべての過程－設

計、製造、検査など－を通じて余裕を持った対応を行うので、いわゆる寿命と言われる、

必要な機能が得られなくなる実寿命は、設計寿命より大幅に長いのが現実である。 

[取替による寿命の延伸] 原子力発電所では、発電所を構成する機器は数万個あり、その

部品は百万個単位になる。多くの部品は定期的に交換したり、新たに開発された製品に取

り替えたり、寿命を迎える前に新品となっている。その他、一般に構造物は、30 年、40

年の経過の間に様々な劣化事象が現れる。設計時の解析評価、運転開始時からの検査管理

を行い、保全活動を行うことで、寿命の前に対策を取っている。そこには世界から不適合

の情報を集め、最新の研究成果を取り入れて、劣化を予測し、検査をして運用に適用する

不断の努力がある。 
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(b) 安全の考え方の変化と寿命 

わが国の原子力発電所は、ほぼ 1 年毎の定期検査、10 年毎の定期安全レビューに加え、

30 年目から 10 年毎に技術評価が実施される仕組みとなっている。日本の原子力発電所は

認可時に 30 年の供用（運転）が許可されている。この技術評価は、更に長期の運転を継

続するにあたっての、設備の健全性を確認するものである。 

ここには構造健全性の取り組み以外に重要な要素である安全評価の考え方の変化への対

応が抜けている。それは、最新のプラントであっても脅威となる課題である。構造健全性

にばかり目が行き、経年劣化とトラブル抑制に重点を置いた結果、安全の考え方の変化、

新たな知見に対する備えと改善への努力が不十分となったのではないか、ということであ

る。 

世界では、安全評価の考え方に対しては、ＴＭＩの事故やチェルノブイリの事故から、

多くの知見が得られ、見直しがなされてきた。特に米国での 2001 年の 9.11 以降、テロ対

策への基準として徹底した想定外に対応する、安全の見直しがなされた。新たな知見によ

る安全確保の考え方の変更であり、極めて重要な事項である。これに対応できない場合に

は必要な要求機能を果たせないことにもなりかねない。 

 

(c) 評価基準の変化への対応と寿命 

 原子力発電所の多くの機器は交換可能である。技術的には原子炉圧力容器も交換できる。

構造の劣化という面だけでなく、システム全体のリスクの増加、逆にいえば原子力安全の

確保を最新の知見に基づいて評価しなければならない。 

津波の評価でも、発電所に到達する津波高さはより高く予測されるようになっていた。

にもかかわらず、対応は遅れてしまった。非常用発電機が海側の建屋地下にある設計では、

多重に予備の設備があっても津波による浸水に対する危険性は改善しえない。津波の来襲

は、確率は小さいものではあっても、事故の影響の大きなものへの対応が必要であるとい

うことを示した。どのような事態となっても、プラント全体として、またシステム、機器

の必要な機能が維持されることが求められる。もちろん、そのような場合でも、代替えの

機器やシステムが、求められる機能を果たせれば問題はない。地震や津波等の外的要因が

重畳した場合のリスクも考慮して、より新しい設計や劣化管理の考え方を適用して、シス

テムとして機能を維持する仕組みとすることが求められる。ここに規制の役割がある。あ

らゆる面から発電所のリスクを継続的に低減させるようにするべきものである。多くの国

では、定期安全レビューがこの役割を果たしている。それが長期間運転の安全規制の中核

となっている。 
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2) プラントの運転実績と寿命 

 

プラントの寿命と言うものは、安易に定められるものではないことがわかる。このよう

な状況を踏まえながら、世界では多くの原子力発電所の運転延長が認められている。IAEA

の集計では、40 年を超えて運転している世界の原子力発電所は全体の 5%を超えた。米国

では 40 年間の運転許可が与えられ、申請によって 20 年間の運転認可の更新がある。すで

に 70 基を超す原子力発電所が NRC によって 60 年間の運転が認められている。更に最近で

は 80 年間の運転となる再度の運転認可更新の審査が準備されつつある。一方、フランス、

イギリス、スペイン等では、法律で定められた運転制限期間はない。フランスでは 30 年

間以上の運転に対し、経年劣化管理プログラム策定と事業者に対する運転継続の適切性の

証明を求めている。イギリスでも定期安全レビューにより、10 年毎の運転継続を認めてき

た。実績から見て、原子力発電所の寿命は単純に 40 年というわけではないことが分かる。

いずれの国も経年劣化管理プログラムにより適切な管理を行っており、IAEA においては共

通の劣化事象に対応するデータベース（International Generic Ageing Lessons 

Learned: IGALL）も構築されてきている。 

 

3) 原子力発電所の寿命として重要な視点 

 

重要な点は、原子力発電所の寿命は単なる機器、構造、材料などハードの寿命ではない

ということである。原子力安全の確保という視点で、プラント全体を見なければならない。

安全の考え方の適用が適切か、また安全基準が最新の知見で適切に見直されているか、な

どをレビューする定期安全レビュー（ＰＳＲ）を適切に運用することが有効である。原子

力安全の定量化を何らかの形で行わなければ、安全の考え方の変化、新しい考え方を導入

したり、安全の基準の変化を遡って適用したりすることは難しい。考え方の変化や、基準

の変化に目をやり、これらの評価の仕組みを導入することが、システムの陳腐化

（Obsolescence）を防ぎ、求められる安全を確保する機能を失うと言う“寿命”を回避す

ることになる。設計時の知見も時間が経てば古くなる。進歩に応じて適切な手が打たれな

ければ、引退して、次世代に交替しなければならない。それも“寿命”である。 

 

 原子力発電所の多くのシステムや設備は最新のものと取り換えられている。一部の主要

なハードは１００年以上持つとも言われる。原子力発電所の寿命問題は、単純に構造物、

ハードの寿命ということで片づけられるものではない。様々な要素を考えて、結論するこ

とが必要である。 
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(7) 外的事象への対応 

 

1) 複合事象への対応 

 特に、今回の地震で発生した事象として、安全上考えなければならない重要な課題とし

ては地震と津波を含めて、それらの複合災害が挙げられる。女川原子力発電所では、地震

時に電源盤の火災が発生した。幸いにして大事に至らなかったが、地震と火災の複合災害

の可能性も示唆するものであった。今後の検討が必要である。 

2) 複数機器の機能喪失の仮定もしくは共通要因事故・故障の発生の仮定とその対応 

 津波の来襲により、多くの機器がほぼ同時に、また多重性を持たせてきた複数の機器が、

その機能を一気に喪失するという事態を招いた。その後の経緯は別途報告の通りであるが、

事故がここまで進展したのは、プラント設備としては①全電源の喪失、②冷却システムの

喪失、③ヒートシンクの喪失が原因であることがわかってきた。一方、AM 対策としては①

代替電源の不備、②代替ポンプ(消防車など)の能力不足、③想定外事象（水素爆発をはじ

め、格納容器損傷、全電源喪失そのもののなど）の多発の準備不足、などが問題点として

あげられる。 

 これらは、いずれも安全神話を外れることへの脅威からか、設計基準を超える事故の想

定を十分にしてこなかったことに要因があるのではないか。従来は、各機器の信頼性を安

全設計指針により厳しく要求した上で、内的事象として構成機器の単一故障を想定する事

故進展想定が行われ、それを徹底することで、定量的にプラントの安全が確保されるとい

う評価を行ってきたものである。一方、その結果として、同一機能を有する機器の同時機

能喪失として複数機器の損傷、共通要因事故の想定は遠ざけられてきた。想定すべき事故

のシナリオが重要であることは今回の事故で改めて明らかになったと考えられるが、燃料

の損傷がいつ起きているのか、格納容器はどのように損傷するのか、その場合に次に何が

起きるのか、設計基準を超える事故の進展とそれに対する対応の検討がなされてこなかっ

たことにより、全ての対応が後手、後手になってしまった感がある。 

また、従来の安全評価は、主としてプラント内部に着目しており、外的事象が複数基立

地サイトおよびサイトが外に及ぼす影響を十分に考慮していなかった。今回、複数基にお

ける同時発生の過酷事故が事故対応に大きな影響を及ぼしたこと、サイト外における外的

事象の影響が外部支援に大きな影響を及ぼしたことを鑑みると、複数基立地やサイト外部

まで含めた影響評価が望まれる。 

3) 包括的な外的事象の影響評価 

海外においては、外的ハザードに対して包括的な評価を行っている場合がある。例えば、

米国においては、IPEEE により、地震、火災、強風(台風、竜巻)、洪水、雪崩、火山、氷

結、高温、低温、近隣の輸送・工場、航空機落下等に対してリスクおよびプラントの脆弱

性が検討され、対策がなされている。国内においては、外的事象に対する包絡的な評価は
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実施されておらず、プラントの脆弱性の把握が不十分であった。特に、内的事象のリスク

が PRA により定量的に評価されていたのに比べ、外的事象のリスクは、それらに対する

PRA が発達途上である場合もあり、包絡的・定量的な把握に至っていなかった。従って、

地震、津波に限らず外的事象の影響を包絡的に評価するための取り組み(IPEEE)を実施す

る必要があると考えられる。また、この評価の過程において、支配的なリスク要因となり

得る外的事象に対し、PRA などを用いて影響評価を実施した上で、プラントの脆弱性を特

定し、これらに対応していく継続的改善により、プラントの安全性を向上する取り組みが

重要である。この際には、外的事象の頻度、設計上の余裕を考慮したプラントへの影響度、

時間的余裕、ハザード源とプラントの距離などについて、不確かさを含めて適切に考慮す

る必要がある。また、今回、地震と津波がそうであったように、自然現象は重畳して発生

する可能性がある。種々の自然現象に対して、Coincidential(偶然)、Consequential(従

属)、Correlated(相関)な要因を考慮したうえで、重畳について考慮する必要がある。 

4) クリフエッジの考慮 

地震動は、プラント内の機器全てに影響を与えるため、深層防護の各層において耐震設

計が考慮されており、耐震設計の大きな保守性とあいまってクリフエッジが顕在化しにく

い要因となったことが考えられる。一方、津波はプラント外部から内部に向かって順に影

響を与える特性があるため、プラント外部で影響を阻止することが考慮されており、深層

防護の各層で耐津波設計(例：水密化)が考慮されてこず、津波がある高さになると、安全

系の多くが機能喪失するクリフエッジが顕在化しやすかった可能性がある。 

従来の安全評価は、設計基準までの外的事象に対して実施されてきた。そのため、設計

基準を超える外的事象に対して、クリフエッジが存在する場合があることが十分に把握さ

れてこなかった可能性がある。また、外的事象がクリフエッジを超えた場合のプラント挙

動、ひいてはその対応についても十分に検討されていなかったと考えられる。クリフエッ

ジは当然ながら設計基準を超えたところにある。従来の安全規制では設計基準までの安全

評価を求めていた。また、プラントの安全がよって立つところの深層防護も第 3 層(設計

基準事故の緩和)までを考慮してきた。これらのことがクリフエッジを超えた場合の対応

を十分に考慮できていなかった本質であろう。 

5) 設計基準を超える事態への対応 

地震動に関しては、既に中越沖地震など５回も基準地震動を超える経験をしてきた。そ

の結果、２００６年の耐震設計審査指針の改訂において「残余のリスク」という考え方を

導入し、基準地震動を超えることはあり得ることであり、それを残存リスクとして対策を

取り、そのリスクを低くするよう求めており、各原子力発電所は様々に手を打ってきた。

一部の原子力発電所では十分に手を打つことの得失を考慮し、浜岡１、２号機のように総

合的判断で廃炉を選択したものもある。 

では、この津波に対してはどのように考えて来たのであろうか。残念ながら津波の場合
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には、耐津波設計が明確ではなく、設計基準への対応は明確に示されていなかった。従っ

て設計基準を超える事象に対しては、十分に設備としての対応が取られてきたとは言えな

い。すなわち、法整備規制としてはもちろんであるが、設計概念としても整備ができてお

らず、対応を十分に取れる状況になかったと言える。 

外部事象については、リスク要因となり得るハザード源を特定したとして、これらへ対

処するためには、設計基準を十分な信頼性を持って設定することだけでは不十分である。

外部事象の評価には、大きな不確かさが存在することを考えると、設計基準を超える可能

性は常に存在し、従って、この場合の対処方法をあらかじめ用意する必要がある。この様

に考えると、外的事象の設計基準の設定、設計基準を超過する可能性への対応、の二点に

ついて検討する必要がある。 

これまで、性能目標と言われながら用いられてきたのが、旧原子力安全委員会報告にあ

る炉心損傷頻度（CDF）は１０－４／炉・年であり、格納容器破損頻度１０－５／炉・年であ

る。その安全目標は、事故時の敷地境界での死亡確率が１０－６/人・年とすることであっ

た。－これは、出典においては「原子力施設の事故に起因する敷地境界付近の公衆の個人

の平均急性死亡リスク及び施設からある範囲の距離にある公衆の個人のがんによる平均死

亡リスクは、ともに年当たり１００万分の１（１０－６／人・年）程度を超えないように抑

制されるべき」が原文となっている－これまではリスク評価（PSA/PRA）では、発生頻度

として１０－７炉・年以下の頻度の事象については、十分低い値として考慮の対象とはして

いない。 

設計基準は、性能目標と整合する形でハザードカーブなどを考慮しつつ設定する必要が

ある。なお、この際には、外的事象の影響の評価技術の成熟度などを十分に考慮する必要

がある。旧原子力安全委員会の定めた性能目標(案)は、CDF が 10－4[1/炉年]、CFF が 10－

5[1/炉年]、であることから、外的事象による影響が設計基準を超過する確率と安全対策が

相まって、この性能目標を満足するようにする必要がある。設計基準津波については、102

年オーダーの歴史津波を考慮して設定されていたことから、超過確率が 10-2～10-3[1/年]程

度になっていたと推定され、プラントの安全対策も含めて性能目標との整合性が十分でな

かった可能性がある。なお、外的ハザードの設計基準は、関連学会において作成される場

合もあるため、その場合には、原子力安全の関係者との密接なコミュニケーションが重要

である。 

設計基準を超過するリスクを十分に抑制した上で、なおかつ設計基準を超過した場合の

対応を検討しておく必要がある。しかしながら、設計基準を超過した場合の主たる対応で

あるアクシデントマネジメントなどについては、十分に整備されているとは言えなかった。

これらは、いずれもアクシデントマネジメント、過酷事故に対する真摯な対応の欠如－安

全でないこともあり得ると言うことへの抵抗感－を元として、事故の想定を全くしてこな

かったことに要因があるのではないだろうか。また、これまでの事故の検討は、内的事象

として構成機器の単一故障を想定するような事故進展の想定が行われ、それに対応するこ
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とで、定量的にプラントの安全が確保されるという評価を行ってきたものであり、今回の

福島第一原子力発電所で起きたような、同一機能機器の同時機能喪失として複数機器の損

傷、共通要因事故の想定は発生の可能性が極めて低いとして遠ざけられてきたことに今回

の事故に適切に対応できなかった要因がある。 

なお、外的事象の評価は、内的事象の評価に比べて不可避に不確かさが大きくなる。こ

の不確かさについては、安全余裕と深層防護の考え方により対処する必要があることを改

めて強調しておきたい。安全余裕はストレステスト等の手法により確認する。これに加え

て、設計基準を超える外的事象も考慮する形で深層防護に則った安全設計・対策を行う。

例えば、耐津波設計においては、敷地内への浸水を防ぐ、建屋への浸水を防ぐ、重要機器

室への浸水を防ぐ、高台に代替機器を準備しておくといった対処が考えられる。外的事象

は、その大きさによっては、深層防護の複数の層が同時に破られる可能性がある。従って、

安全余裕による対処のみでなく、第 3 層までの安全機能を実現するために用いられる恒設

機器とは異なった可搬型機器による対応など、安全上の効果(effectiveness)が独立

(independent)な対処が有効である。 

また、設計基準を超える状態で発生する事故について進展の理解と深い知識を有してい

ることは極めて重要である。今回の事故では、燃料の損傷がいつ起きているのか、格納容

器はどのように損傷するのか、その場合に次に何が起きるのか、事故の進展とそれに対す

る対応の検討が十分なされてきたとは言えない。１号機を例に挙げれば、非常用復水器

（IC）を用いた炉心冷却システムを恒設の直流電源喪失の状態でも稼働させる手順を整備

しておくこと、格納容器内気体のベントシステムを電源喪失下でも機能させるよう整備し

ておくことは有用であった。しかし、格納容器の隔離機能の維持に重点が置かれていたこ

とから、これらへの対応の準備は全くされておらず、全ての対応が後手になった感は否め

ない 12)。 

また、テロ対応を含めて、外的事象としての自然災害などにおいては、先に示した地震

動や津波などのみならず他の災害に対しても、設計基準を超えた事態に対して、いつ、ど

のように対応すべきか、ということを明確にしておく必要がある。 

 

6) まとめ 

外部事象に対する考え方について検討を行った。外部事象に対処するにあたっては、以

下の考え方や検討が重要である。 

①外部ハザードを包絡的に評価する IPEEE の実施と、PRA 等によるプラント脆弱性の把握

と対処(継続的改善) 

②複数基立地、サイト外の影響を含めた包括的な評価 

③設計基準を超える外部ハザードに対するクリフエッジの評価 

④安全対策とあいまって性能目標と整合する適正な設計基準の設定 

⑤リスクに関わる見識と深層防護の考え方に基づく設計基準を超える外部ハザードへの対  

応 
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(8) システム安全体系の概要 

 

1) 全体の構成 

本研究開発は、「体系化と評価手法の開発」であり、この研究の全体体系と役割分担を

図示している。「重要劣化事象の研究」から得られた成果を運転プラントのシステム安全

評価に活用する手法を開発して、それらのデータを活用する仕組を情報基盤として構築す

るのが大きな体制とその役割である。 

原子力発電所においては原子燃料を装荷し、運転を始めるとすぐに「原子力安全」の確

保が重要な課題となる。すなわち運転プラントの「原子力安全」は、設計・建設時のプラ

ントの安全設計に大きく委ねられるものであるが、運転開始直後から機器・構造の材料劣

化や機能低下が始まるものであり、時間の経過、経年とともに大きく低下する因子もある。

そこで、運転開始後すぐに経年プラントとしての管理が開始されるのである。それらの低

下は基本的には回復することはない。従って、この劣化傾向を的確に捉えることは、原子

力安全の確保において重要な課題である。図 2.1-1 に示した安全基盤研究では、主にこの

重要な劣化事象に関してその傾向を把握することを目指して研究が取り組まれているので

ある。必要な機能に影響を与える重要な劣化事象に関しては、その劣化傾向を適切に監視

し、保守管理として必要な手を施さなければならない。設計時には、それぞれの機器や構

造物は要求された機能を満たすべく、個々の管理項目については、基準を上回るように設

計され、製作される。このような基準と“ものつくり”の関係は、(4)に示した。設計時

の安全確保には十分に余裕を持った対応がなされているのである。 

このように機器や構造の個別の劣化事象には、高経年化対策実施基準（原子力学会標準 

AESJ-SC-P005:2008）に示されるような手順で、網羅的に十分な対応がされている。更に、

より劣化予測を精度よくすることで安全確保の信頼性を増すべく、研究活動が継続されて

いる。一方、福島事故の教訓により、機器や構造個別の安全確保だけではなく、プラント

としての「原子力安全」をいわゆるＣＤＦ（炉心損傷頻度）やＣＦＦ（格納容器損傷頻

度）と言った原子力安全の性能目標で表すだけでは、十分に機能を構成する系統やシステ

ムの安全状態を把握することはできない、との認識により、システム全体での安全確保の

仕組みを構築することが必要と考えるものである。これを「システム安全」と言い、具体

的にどのようなものであるかを明確にする。体系の検討体制を図 2.1-1 に示した。 各領

域の役割位置づけを以下にまとめる。 

 

①体系化･･･システム安全評価法の体系構築  

 ②安全評価･･･PRA 手法による原子力安全評価の活用  

 ③燃料評価･･･燃料の運用時、事故時の健全性評価  

 ④漏えい基準化･･･種々の漏えいの基準化と評価法構築  

 ⑤保全指標･･･保全を組込んだシステム安全評価法の構築  
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 ⑥情報基盤整備･･･規制・規格・学術データの管理基盤  

 ⑦専門家パネル･･･想定外の劣化事象の抽出法  

 ⑧キーグラフ活用･･･結合分析による重要要素の抽出法  

 ⑨検査・予測の融合､コンクリート構造との連携､ケーブルの役割  

 

 今回の事故は、まず地震では大きな問題もなく全ての原子力発電所は停止し冷却モード

に入った。しかし、その後の津波は設計の想定事象を大きく超えるものであり、設計基準

を超えた対応について十分な検討がなされておらず、システムは様々に多重化されていた

にもかかわらず、共通要因（津波事象）で多くの機能が喪失するに至ってしまう事態が発

生した。交流、直流の全ての電源を喪失することになり、それを起点とする冷却機能の喪

失、ヒートシンクの喪失が、次々と生じることととなり、燃料損傷（炉心溶融）をもたら

すに至った。その結果、水素爆発を誘引し、放射性物質の閉じ込めの失敗を引き起こすこ

ととなってしまった。これが、福島第一原子力発電所の事故の経緯の概要である。 

 福島第一の事故は、原子力発電に対する社会の信用を大きく失墜するに至った。社会環

境としては、原子力発電に携わる科学者、技術者が、もう一度、根本に還り、「何をすれ

ば」、「どのようにすれば」運転プラントの安全を確保できるのかを考え、対応できるよ

うにすることが必要となっている。そこで設計の基本と、運用の基本に返り、共通した基

盤での安全確保の方策を検討した。 

 

2) 「システム安全」とは 

ここでもう一度、「システム安全」について明確にしておく。 

【原子力安全の目的】 

 「原子力安全の目的」は、人と環境を、原子力の施設と活動に起因する放射線の有害   

 な影響から防護することである。 

【システム安全】 

プラントの全体を、個々の機器で構成されているシステムの複合として捉え、その安全

は個々の安全を確保するだけではなくシステムとしてつながり、お互いの影響や相乗の関

係で評価をして、全体として求められる「原子力安全」につながる機能を評価することが、

「システム安全」の確保と言う。 

具体的に「システム安全」とは、プラント全体の安全を総合的に評価することであり、

例えば、様々な材料劣化などの機能を低下させる状態変化を系統の全てに渡り評価し、そ

の機能低下による系統の求める機能の喪失（損傷）により生じるリスクの総和として評価

することで、安全の程度を把握することである。この時、基準となる安全限界や考え方の

基盤を考慮して、最新の基準値で評価することが重要なポイントである。 

これまで、以下のように定義してきた。参考に再掲しておく。 

（システム安全とは）  
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 機器単体や個別の機能に係る健全性の確保を基本とする安全確保ではなく、機器、配

管、その他の構造を含む系統および系統全体として、静的なまた動的な関連を含めて評価

することで、システム全体として総合的に安全を確保することである。  

（原子力発電所のシステム安全の目的）  

 原子力発電プラントの原子力安全を確実にする方策として、「システム安全」の概念

を導入して、プラント全体を各システムの関連を評価して総合的に評価して安全確保を図

る。  

（運転プラントのシステム安全）  

 特に運転プラントの「システム安全」の評価においては、要点は２つある。一つは、

プラントの構成が実部材、実際の設備により構成されることであり、構成機器、部材など

の強度等の実力が明らかである点である。一つは、構造健全性や安全性確保の考え方や判

断基準が評価の時点や判断する環境に依存することである。時間変化を考えることである。  

（本プロジェクトの取組み）  

 経年プラントに対して実施する技術評価を高度化する観点から、最新知見を取り入れ

て、材料の経年劣化進展に伴う安全裕度の低下に係る予測手法の導入や予測精度の改善を

図る。また、プラントの型式やシステム設計に付随した安全裕度の考え方、プラントシス

テムを構成する機器、構造物、計装系等の点検・補修・取替に係るプラント固有の保全履

歴等も考慮して、平常運転時さらには過渡・事故条件での経年プラントの健全性を検証す

る総合的な安全評価体系を整備する。  

 

(9) システム安全の体系 

 

1) 位置づけと目的 

本研究は、原子力発電プラントの原子力安全を確実にする方策として、「システム安

全」の概念を導入して、プラント全体を機能に着目し、各システムの関連を総合的に評価

して、安全確保を図る方法に関する。 

原子力プラントの安全に係わる主要な機能は、基本的に、a.バウンダリ機能、b.冷却機

能、c.制御機能 である。これらの基本機能がプラントの経年とともに、主要なシステム

においてどのように劣化したり、変化したりして、機能喪失に至るかを評価する。すなわ

ち、劣化事象における主に材料の劣化特性と機能維持との関係でのその劣化を評価する指

標を検討し、適切な「安全評価指標」としてまとめる。 

原子力発電所の安全確保には、社会との関連による原子力利用の正当性（ベネフィッ

ト）の認識と相対しての深層防護による原子力リスクの低減と受容がある。そこには、シ

ステム安全における放射性物質の閉じ込め機能としてバウンダリの維持、炉心の健全性維

持に関連しての冷却性能の確保、炉停止をはじめ、各設備の稼働を支配する電源の確保を

含めての制御機能の維持、というそれぞれの機能因子を互いの関連を評価しつつ、システ
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ム全体としての機能の確保、維持､管理が基本となっている。 

しかし、例えば、配管などのバウンダリ機能における配管破断や破壊の防止に対して漏

えいにも着目し、機能喪失の基準の定義と劣化の考え方、およびその定量化について明確

にしなければならない。また運転プラントには、各種の検査や補修といた保全が施されて

おり、これらの効果も適切に取り込んでいかなければならない。従来の設計時の安全評価

と対比させ、保守、保全を取り込んだ運転プラントの安全が適切に評価できる有効な方法

を構築するものである。 

 

2) 運転プラントのシステム安全 

 

 プラントの全体を、個々の機器で構成されているシステムの複合として捉え、その安全

は個々の安全を確保するだけではなくシステムとしてつながり、お互いの影響や相乗の関

係で評価をして、全体として求められる「原子力安全」につながる機能を評価することが、

「システム安全」の確保と言う。 

具体的に「システム安全」とは、プラント全体の安全を総合的に評価することであり、

例えば、様々な材料劣化などの機能を低下させる状態変化を系統の全てに渡り評価し、そ

の機能低下による系統の求める機能の喪失（損傷）により生じるリスクの総和として評価

することで、安全の程度を把握することである。この時、基準となる安全限界や考え方の

変化を考慮して、最新の基準値で評価することが重要なポイントである。 

原子力発電所のシステム安全の目的は、原子力発電プラントの原子力安全を確実にする方

策として、「システム安全」の概念を導入して、プラント全体を各システムの関連を評価

して総合的に評価して安全確保を図ることであり、 それにより運転プラントのシステム

安全が確保される 特に運転プラントの「システム安全」の評価においては、要点は２つ

ある。一つは、プラントの構成が実部材、実際の設備により構成されることであり、構成

機器、部材などの強度等の実力が明らかである点である。一つは、構造健全性や安全性確

保の考え方や判断基準が評価の時点や判断する環境に依存することである。時間変化を考

えることである。  

本プロジェクトの取組みにおいては、運転プラントに対して実施する技術評価を高度化

する観点から、最新知見を取り入れて、材料の経年劣化進展に伴う安全裕度の低下に係る

予測手法の導入や予測精度の改善を図る。また、プラントの型式やシステム設計に付随し

た安全裕度の考え方、プラントシステムを構成する機器、構造物、計装系等の点検・補

修・取替に係るプラント固有の保全履歴等も考慮して、平常運転時さらには過渡・事故条

件での運転プラントの健全性を検証する総合的な安全評価体系を整備する。  

 

3) リスクから見た社会との接点 

 

「リスク」に目を向けることが重要である。すなわち、社会リスクの中での様々なリス
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クを考え、原子力利用の“正当性”を明確にするとともに、原子力リスクを扱うことが必

要であり、その上で原子力リスクの監視、低減、抑制、加えて規制の方策を考えて行かな

ければならない。 

どのように正当性を説明し、世の中の理解を得るか、ポイントを捉え、明確にしなけれ

ばならないが、難しい問題である。 

 それに基づき、原子力利用のリスクに目を向けて、リスク低減を図る方策を提示するこ

とが必要である。その方策に取組む上で、福島での事故は、「機能喪失」ということが重

要であると浮かび上がってきた。そこで、原子力安全に必要な「機能」に着目して、必要

な機能はなにかをシステム安全の観点から分析し、分解して機能喪失のリスクとして扱う

こととした。福島第一の事故では、津波により原子力発電所の安全上重要な機能が、一律

にその機能を喪失してしまう、という事態が発生してしまったのであるが、この事故から

どのようにこの“機能を確保するか”という視点が重要であると見えてきた。一方、設計

基準を超える事象への対応が必要であるが、「深層防護」がしっかりできていなかったこ

とから、この「深層防護」に目を向けた取り組み、すなわち設計基準内での機能維持から、

基準を超えた時、すなわち過酷事故が発生する領域で、この機能維持をどのように確保す

ることができるか、ということが十分に検討されていなかったことが、事故にまで進展し

た大きな要因の一つである。この基準を超えた時の対応がアクシデントマネジメント（Ａ

Ｍ対策）である。その観点から検討を進める。 

 

4) 深層防護とシステム安全の関連 

 

これまでの原子力発電所の建設では、プラント設計＊での深層防護第 1 層―3 層への対

応が主であった。運転の領域に関しては、設計＊を確実に実施していれば、「絶対事故を

起こさない」という思想に取りつかれており、アクシデントマネジメント（ＡＭ）対策を

行わなければならないような、設計事象を超えると言う事態は基本的には起こり得ないと

考えられてきた。しかし、今回の福島第一での事故は、思いもかけずに設計基準を超える

事象は起こりえるということが示され、“起こり得ない事態に備える”ということの重要

性が改めて認識された。すなわち、「深層防護」を考えると、これまでの機器ベースの健

全性評価が主体の設計対応だけでなく、マネジメントと言われる運用・保全を「機能」で

繋げて「原子力安全」を確保することが重要である。いわゆる安全設計における範囲を広

め、運用においても設計基準を超える事態を受けて、機能を喪失した機器・系統に替わる

設備を備えることや発生した事故にマネジメントとして対応をすることで、必要な安全確

保の役割を十分に果たすようにすることが、見える仕組みを構築するということである。 

深層防護における、プラント設計とそれを超える領域のアクシデントマネジメントの考え

方を整理しておく。 

深層防護の第 1 層（レベル１）は“通常運転の領域”、レベル２は“異常の検知と通常
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系による常態への復帰”、レベル３は“基準事故の発生に伴う安全系による事故の収束”

である。この仕組みを担保させているのがプラント設計である。これは主に、機器ベース

の設計であるが、同時に求められる機能を満足させるものでなければならない。この領域

の前提は一定の基準とする条件が与えられる。例えば、機器では単一故障基準とすること

や地震動に対しての基準地震動などの条件で、プラントの安全が確保される設計を行い、

製造、建設が行われる。 

一方、このレベル３の設計基準を超える領域に入ったレベル４の領域は、シビアアクシ

デントマネジメントへの対策の領域である。ここは設計基準を超える様々な事態に対応し

てのマネジメント、使用可能なあらゆる設備を利用したり、可搬型の機器を使ったりして

の様々な取組みを行う人の対応に依存する領域であり、シビアアクシデントの事態、すな

わち放射性物質の大量放出の事態、の発生を防ぐための手立てをとることである。これは、

発生した事態に対して想定されるシナリオを考えながら、様々な手段を取って、シビアア

クシデントの発生を防ぐ。究極の対応は、可搬型の電源やポンプを使って、炉心を冷却す

ることであろう。しかし、実際には通常の電源やポンプなどの機器のあるものは使えるも

のであり、それらを有効に使い事態に応じた対応をすることがマネジメントである。従っ

て、どのようにすればいいか、どのように対応できるか、考えられる様々なシナリオに対

応して、様々な可能性を考え事前に準備し、訓練しておくことが大切である。 

 

 

 

(10) 「原子力安全」確保の規制体系の確立  

 

1) 体系の整備  

 “原子力安全確保の基本体系－あるべき姿”として、図2.1.1-6 にあるべき姿の原子

力安全確保の体系と規制基準の関係を示す。「原子力安全の基本的考え方」（日本原子力

学会編AESJ-SC-T005）が、全ての基本である「原子力安全」確保の目的、考え方の提示か

らスタートする体系である。それに引き続く位置づけで、「原子力安全確保の目標」を設

定し、「原子力安全」を守るための法律の体系が定められる。従来の「電気事業法」は、

“電気の供給を確保するための規制”と“電気工作物を規制することによって公共の安全

を守るための規制”が中心であり、「原子力（特有の）安全」の確保は「原子炉等規制

法」が担っており、明確に“原子力安全確保のための規制”と“核物質の取扱の規制”を

「電気事業法」から分離すべきと考えてきた。今年度（平成24年）ようやく法律の改訂が

なされ、「原子炉等規制法」に一元化され、原子力安全確保が一元的に管理できる枠組み

が整った。具体的には、上流の規制では要求機能を規定、さらに求める性能水準を規定す

ることで、明確にどのように目標とする原子力安全を達成するかが示されることになる。

それに基づき、専門家集団である学協会を中心として具体的な仕様基準である学協会規格
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が定められ、全体として「原子力安全」の確保が達成される体系となる。 

 

 

          図2.1.1-6 原子力安全確保の基本体系－あるべき姿 

 

このように定義することで、全ての規制基準、民間規格としての学協会規格などの体系

が、「原子力安全」の確保につながる一貫した体系として明確に位置づけられる。原子力

発電を含め原子力の平和利用において、「原子力安全」の確保が最も重要な要素であると

位置づけられ、これを満たすための国の法律から始まる原子力安全確保が体系化されたも

のとなる。図2.1.1-6に示す安全確保体系のレベル４の容認可能な実施方法として示され

る学協会規格である仕様基準は、この安全規制の性能水準をいかに守っているか、また守

っているかということを確認できるものでなければならないものであり、性能規定をいか

に明確に示すことが重要かということが重要なポイントとなると考える。 

 特に新たに策定された国の規制基準が、旧の規制基準とその展開である学協会規格の仕

様基準で設計・建設された運転プラントに適用して行くに当たり、これらの関連を明確に

して行かなければ適正に適用されない。システム安全の評価では、これを明確にすること

が求められる。 

レベル１：目標

レベル２：機能要求

レベル３：性能水準要求

レベル４：容認可能な実施方法

見なし規定

原子炉等規制法

電気事業法
法律の体系

Performance requirements

Acceptable approaches 公開審査された民間規格
（主に学協会規格）として
実際に運用する詳細な仕様規格・基準
を策定・発行・維持

省令/規則

詳細仕様

レベル１：目標

レベル２：機能要求

レベル３：性能水準要求

レベル４：容認可能な実施方法

見なし規定

Functional requirements

Performance requirements

Acceptable approaches

性能規定

詳細仕様規定

技術基準

要求機能を規定

性能水準の要求規定

体系的に要求機能を規定しているか。

機能要求は基本的には固定である。

省令の機能要求に対して、性能水準を規定し

ているか。性能水準は、安全の考え方、要求
水準により変化するものである。

学協会規格は、設計・運用に必要な基準およ
び達成方法を規定するもので。結果として
“原子力安全”を確保するための国の基準、

性能水準が守られていなければならない。

原子力の発電ほかの核物質

の平和利用に関する取り扱い
などを規制するものである。

電気事業を規制するもので核

の利用、原子力安全の確保に
ついて規制するものではない。

・原子力安全の確保のための規制

・核物質取り扱いの規制

・電気の供給を確保のための規制

・一般的な安全確保の規制

Objectives/Goals

“原子力安全”確保の目標

原子力安全の達成の要件（旧 指針の例）

“原子力安全”目的と基本原則

（参考例） 原子炉立地審査指針

１．１．基本的考え方：発生防止、拡大防止、離隔、環境
１．２．基本的目標：

①重大事故発生においても周辺公衆に放射線障害を与えない。
②仮想事故においても周辺の公衆に著しい放射線障害を与えない。

③仮想事故に対して集団線量に対する影響が十分に小さい。

原子力学会 標準委員会技術文書 AESJ-SC-TR005 （参照） 原子力基本法
① 理念が必須

② 安全目標の設定

③ 法の体系化

安全設計審査指針（例）

指針１：安全機能の重要度を考慮
して、適切と認められる規格と基
準によるものであること。

指針２：自然現象に対する設計上
の考慮（地震、荷重条件）
指針３～10：様々な事象に対する

設計上の考慮（安全性を損なうこ
とのない設計）
指針１１～：系統、機能毎の要求

指針１９：原子炉冷却圧力バウン
ダリの健全性は、通常運転時及び
異常状態において、その健全性を
確保できる設計であること。

安全評価審査指針（例）

Ⅱ安全設計評価：評価すべき範囲、
事象の選定、判断基準、解析での
考慮すべき事項

判断基準：事故時①十分な冷却
が可能、②燃料エンタルピは制限
値を越えないこと、③冷却材圧力
バウンダリにかかる圧力は、最高
使用圧力の１．２倍以下であること。

④格納容器バウンダリにかかる圧
力は最高使用圧力以下⑤著しい
放射線被爆のリスクを与えない。
(解説）判断基準

①燃料被覆管の温度の最高値
1200℃以下であること、など
②「反応度投入事象評価指針」

による、⑤周辺公衆の実効線量
の評価値が５ｍSvを越えない。

④ 機能要求と性能水準
に分離して、法整備

③ 専門家集団の
学協会規格として
仕様基準の整備
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        図2.1.1-7 規制基準と民間規格の定量的安全レベルの比較 

 

2) 安全の限界への対応の考え方 

 再度、「安全の限界」とそれへの対応についての考え方を示す。一般論として、実際に

物が壊れるということは、容易ではない。そこには暗黙知の大きな余裕があり、日常、そ

の暗黙知を越えるような事態はほぼ起こりえず、暗黙の余裕の中で安心して生活している

のである。一般に家庭で使われる製品ではどうか。図2.1.1-7を参照しながら考えてみる。

家庭で使われるような製品では、通常“もの”は破壊の限界、「壊れる」という状態が明

確であり、実証試験での検証がほぼ一致する限界となっている。一方、工業製品でのもの

つくりでは、ばらつきの考慮や破壊まで至らない変形等を限界としての余裕を持った安全

確保の基準を与え（機能要求や性能水準規定）、それに応じた設計規格を設定し統一的な

設計基準として製品が造られている。その上で、実際の製造（ものつくり）では、設計上

の余裕に加え、現場に適用される製造基準や工程での余裕が加味され、破壊の限界に対し

ては、極めて大きな余裕を持つことになっており、このような場合の破壊に対しての安全

は、明確にならない不確定要素が多々あり複雑系であればある程その精度はよくないが、

これらの積み上げである程度は評価することができる。 

「原子力安全」の確保の観点から、どのように実現されているのか、を考えてみる。図

2.1.1-7に示すように、規制のそれぞれの段階で満足している安全の水準は異なる。レベ

ル３の要求性能水準、レベル４の民間規格の水準、またレベル外として位置づけられる実

用段階としての“ものつくり”の段階での水準の関係を示している。縦軸は、安全の仮想

水準と定義し、安全と不安全の限界を設定するもので、ここに示す“安全確保レベル”以

設計・製造・建設のレベル

設備保全のレベル

安全確保レベル

不確実さ
(余裕）

国の規制基準 学協会の
規格基準

物作りの実態

検証

プラント・機器・設備
それぞれに要求される

実際に適用
される

余裕の部分 レベル１

レベル２

レベル３

レベル４

レベル外

考え方

得られる信頼性
確保のレベル

国際的に共通化する領域

見なし規定

レベル４：容認可能な実施方法
Acceptable approaches

レベル４：容認可能な実施方法
Acceptable approaches

レベル４：容認可能な実施方法
Acceptable approaches

レベル４：容認可能な実施方法
Acceptable approaches

レベル３：性能水準要求
Performance requirements
レベル３：性能水準要求
Performance requirements
レベル３：性能水準要求
Performance requirements
レベル３：性能水準要求
Performance requirements

レベル２：機能要求
Functional requirements

レベル２：機能要求
Functional requirements

レベル２：機能要求
Functional requirements

レベル２：機能要求
Functional requirements

レベル１：目標

見なし規定見なし規定見なし規定

レベル１：目標

見なし規定

レベル２：機能要求
Functional requirementsFunctional requirementsFunctional requirementsFunctional requirements

レベル３：性能水準要求
Performance requirementsPerformance requirementsPerformance requirements

レベル４：容認可能な実施方法
Acceptable approaches

レベル４：容認可能な実施方法
Acceptable approaches

レベル４：容認可能な実施方法
Acceptable approaches

レベル４：容認可能な実施方法
Acceptable approaches

Performance requirements

安全の限界

レベル３の性能水準は
国際的に共通化する必
然性はないが、共通化
することが望ましい。

安全限界に対する
余裕の程度

安全率

Objectives/Goals

民間規格

検証試験などにより
十分安全であること
健全であることが確
認される

安全が十分担保されるように設備
保全レベルで基準を設定する

原子炉安全を担保する性能水
準を設定し、要求する

バラツキを考慮して要求基準を
満足するよう設計、製造する
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上の縦軸が安全の裕度(余裕の程度)を示す、という概念である。「原子力安全」という視

点では、レベル１の「目標」、レベル２の「機能要求」をどのように定量化するか、は大

きな課題である。通常、レベル１、２は安全の領域を定義しているだけであるが、レベル

３では“不確実さ”まで考慮した安全が確保される最低限の保証レベルが定義されるとい

う考えである。この“安全確保レベル”というのは、様々なステークホールダによるコン

センサスで形成されるもので、十分な経験や議論により“合意”として位置づけられる。

この最低限の安全要求レベルに対して、例えばシステムとして総合的な評価として十分に

満足していると検証されるのが、実証試験、確証試験などであり、「システムとして性能

水準を満足している」と、機器、個々に検証できなくとも全体として実証できるというこ

とはこのような考えに基づくものである。ここで難しのは、このような評価は想定に基づ

くものであり、想定する限界、条件での検証であることから、今回の福島事故の教訓で得

た、想定を超える事象への対処も考えておくべきである、ということに対しては答えられ

ていない。しかし一方、レベル４の民間規格においては、安全確保のために設備保全の観

点からの基準を規定すれば、十分に安全を担保できると判断し、余裕のある基準を設定す

ることが多く、安全限界に対しては結果的に余裕が大きくなっている。従って、“ものつ

くり”では、この基準を更に満足するべく製作、製造などでのバラツキを考慮して更に余

裕を持った基準を用いて設計製造を行うのが一般的となっており、そこには安全限界から

見れば、更に大きな余裕を持つことになる。  

このように「原子力安全」の確保という観点からは、安全確保の体系を明確にして、ど

のような条件ではどこまで担保されるのか、を明確にすることが必要であることがわかる。 

そこでまず、原子力の平和利用に係わる原子力安全確保の体系を、  

① 原子力安全を中心とした規制の体系とする、 

② 原子力安全確保の要として「原子力安全の基本的考え方」を最上位に位置づけ、

安全確保基準の分類と再構成を行う、 

③ 機能要求、性能水準要求、詳細仕様の体系を明確にして、規制基準、学協会基準   

の策定に取り組む、 

として整備することが必要である。 

 

その上で、具体的には以下に示す課題に取り組むことが重要である。 

・深層防護の各層での定量的な達成目標の策定  

・性能水準として規定すべき最低水準としての要求機能に対する判断基準の策定  

・「原子力安全」の確保の観点から体系的な取組み、「システム安全」の概念の策定 

詳細な検討は、別項に示す。この概念は本来、設計に対して適用するものであるが、福島

の事故を見ても明らかなように、運転プラントにおいては現実的な機能劣化があり、さら

に、設計時に適用した安全基準が、時間経過とともに新たな知見等を得て変わって来てい

ることから、運転プラントの現状の安全評価や先を見通したシステム安全の評価をいかに
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行うかが重要な課題となっている。 

 

3) リスクから見た社会との接点 

「リスク」に目を向けることが重要である。すなわち、社会リスクの中での様々なリス

クを考え、原子力利用の“正当性”を明確にするとともに、原子力リスクを扱うことが必

要であり、その上で原子力リスクの監視、低減、抑制、加えて規制の方策を考えて行かな

ければならない。 

どのように正当性を説明し、世の中の理解を得るか、ポイントを捉え、明確にしなけれ

ばならないが、難しい問題である。 

 それに基づき、原子力利用のリスクに目を向けて、リスク低減を図る方策を提示するこ

とが必要である。その方策に取組む上で、福島での事故は、「機能喪失」ということが重

要であると浮かび上がってきた。そこで、原子力安全に必要な「機能」に着目して、必要

な機能はなにかをシステム安全の観点から分析し、分解して機能喪失のリスクとして扱う

こととした。福島第一の事故では、津波により原子力発電所の安全上重要な機能が、一律

にその機能を喪失してしまう、という事態が発生してしまったのであるが、この事故から

どのようにこの“機能を確保するか”という視点が重要であると見えてきた。一方、設計

基準を超える事象への対応が必要であるが、「深層防護」がしっかりできていなかったこ

とから、この「深層防護」に目を向けた取り組み、すなわち設計基準内での機能維持から、

基準を超えた時、すなわち過酷事故が発生する領域で、この機能維持をどのように確保す

ることができるか、ということが十分に検討されていなかったことが、事故にまで進展し

た大きな要因の一つである。この基準を超えた時の対応がアクシデントマネジメント（Ａ

Ｍ対策）である。その観点から検討を進める。 

 

４） 深層防護との関連 

 これまでの原子力発電所の建設では、プラント設計＊での深層防護第 1 層―3 層への対

応が主であった。運転の領域に関しては、設計＊をしっかりやっていれば、「絶対事故を

起こさない」という思想に取りつかれており、ＡＭ対策、設計事象を超えると言う事態は

基本的には起こり得ないと考えられてきた。しかし、今回の福島第一での事故は、思いも

かけずに設計基準を超える事象は起こりえるということが示され、“起こり得ない事態に

備える”ということの重要性がよく分かったのではないか。すなわち、改めて「深層防

護」を考えると、これまでの機器ベースの健全性評価が主体の設計とマネジメントと言わ

れる運用・保全を「機能」で連携させ、安全設計において視野を広め、運用においても設

計基準を超える事態を受けて、機能を喪失した機器・系統に替わる設備を備えることや対

応をすることで、必要な安全確保の役割を十分に果たすようにすることが見える仕組みを

構築しなければならない。 

 深層防護における、プラント設計とそれを超える領域のアクシデントマネジメントの考

え方を整理しておく。(図 2.1.1-8) 
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深層防護の第 1 層（レベル１）は“通常運転の領域”、レベル２は“異常の検知と通常

系による常態への復帰”、レベル３は“基準事故の発生に伴う安全系による事故の収束”

である。この仕組みを担保させているのがプラント設計である。これは主に、機器ベース

の設計であるが、同時に求められる機能を満足させるものでなければならない。この領域

の前提は一定の基準とする条件が与えられる。例えば、機器では単一故障基準とすること

や地震動に対しての基準地震動などの条件で、プラントの安全が確保される設計を行い、

製造、建設が行われる。 

一方、このレベル３の設計基準を超える領域に入ったレベル４の領域は、シビアアクシ

デントマネジメントの領域である。ここは設計基準を超える様々な事態に対応してマネジ

メント、様々な取組みを行う領域である。シビアアクシデント、すなわち放射性物質の大

量放出の事態、の発生を防ぐための手立てをとることである。これは、発生した事態に対

して想定されるシナリオを考えながら、様々な手段を取って、シビアアクシデントの発生

を防ぐ。究極の対応は、可搬型の電源やポンプを使って、炉心を冷却することであろう。

しかし、実際には通常の電源やポンプなどの機器のあるものは使えるものであり、それら

を有効に使い事態に応じた対応をすることがマネジメントである。従って、どのようにす

ればいいか、どのように対応できるか、考えられる様々なシナリオに対応して、様々な可

能性を考えた事前に準備し、訓練しておくことが大切である。 
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         図 2.1.1-8 深層防護の各層の役割 

 

5) 基本的な考え方  

 プラントの運転時間と信頼性(機能維持：機能喪失リスク)の関係において、設計建設時

からの時間とともに機能劣化が進むということを、構造材料の劣化にのみ着目するのでは

なく、「機能」そのものに着目し、機器や系統が持ついくつかの役割をそれぞれの機能で

現し、それが時間と共にどのように劣化するかを評価して必要な機能を満足しているのか

を、機能の喪失確率、リスクにより評価する。この時、世の中の進化に伴い新たな知見が

得られ、安全に対する考え方の変化や現象のメカニズムが明確になることで、安全設計基

準が変化（Obsolescence）する。これに対応し、評価基準の変化や安全の考え方に基づく

設計の見直しの、運転プラントへの反映を適切に行うことも忘れてはならない。開発のシ

ステム安全の評価法は、適切に「今」の時点での安全評価を行えるようにするものである。 

運用から時間がたった時点(運転プラント)での、機能が劣化することで機能を喪失する

評価を系統全体で行う。その時に 基準となる制限値や安全の仕組みを設計時ではなく、

現時点のものを採用して評価することで、課題が浮かび上がり、必要な対策が見えて来る。

図 2.1.1-9 に設計から建設、運転の流れの中での機能劣化と安全基準の変化の関係を示す。 

 

設計

マネジメント

（機器ベース）

（シナリオ
ベース）
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レベル

目的
目的達成に

不可欠な手段
関連する

プラント状態

プ
ラ
ン
ト
の
当
初
設
計

レベル1 異常運転や故障の防止 保守的設計及び建設・
運転における高い品質

通常運転

レベル2 異常運転の制御及び故
障の検知

制御、制限及び防護系、
並びにその他のサーベ
ランス特性

通常時の異常な過渡変
化（AOO）

レベル3 設計基準内への事故の
制御

工学的安全施設及び事
故時手順

設計基準事故

（想定単一起因事象）

設
計
基
準
外

レベル4 事故の進展防止及びシ
ビアアクシデントの影
響緩和を含む、苛酷な
プラント状態の制御

補完的手段及び格納容
器の防護を含めたアク
シデントマネジメント
（AM）

多重故障
シビア・アクシデント
（過酷事故）

緊
急
時

計
画

レベル5 放射性物質の大規模な
放出による放射線影響
の緩和

サイト外の緊急時対応 （防災）

設計時に

考える範囲
の拡大

機能ベース

深層防護の考え方

通常運転

異常の検知と
通常系による復帰

基準事故の安全系
による収束

ここまでは、この「設計基準」で造ります、
というもので、例えば地震では、M９の地

震までの振動には壊れないようにすること
を担保する、約束する、というものです。

「設計基準」を超える事態を「シビアアクシデント」、過酷事故の領域と
して、その場合には、シビアアクシデントが起きないように、プラントの
外からの支援や、修復活動などの人の活動を含めて、あらゆる手立
てを施すことで、放射性物質の放出を防ぐ、というものです。

しかし、シビアアクシデント対策がうまく行かない場合も想定しておくこ
とも必要であり、その場合にも、なるべく少ない放射性物質の放出と
なるように手立てをするとか、周辺住民の避難を行い、被害を最小限
にする活動を行う。

様々なシナリオを
考えて、

事故となるリスク
放射性物質の放
出レベルをいくつ

以下として、その
リスク
を考えることが
課題。

プラント設計

シビアアクシデント
マネジメント

防災

マネジメント
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             図 2.1.1-9 システム安全の評価手順 

 

 「システム安全」としての評価手法、特に経年プラントとして、特に運転プラントとし

て、プラントの建設後、どの時点においても定量的に安全のレベルを知ることができる仕

組みを提供するものである。その概念を以下に示す。 

 まず、劣化事象は上述のように、単純な材料の劣化事象を扱うのではなく、機能と結び

つけて劣化を評価するものである。さらに言うなら、システム、系統の機能の劣化を評価

することであり、単独の劣化要因を扱っての評価ではない。機能を扱うことで、機能の定

量化、またその変化の定量化ができるということが重要なポイントとなる。 

 

 システム安全の評価のポイントは、一つはこれまで述べて来たように、運転のある時点

（どの時点でも可能とするものであるが）で、系統の機能の信頼性を評価して、「原子力

安全」に対する裕度を定量的に得ることである。もう一つは、その評価に際して、安全基

準を明確にし、これまで執ってきた基準の変更は遡及しない方針を変え、当該プラントの

設計・製作・建設時の基準から評価時点の基準に置き換えて評価するものである。すなわ

ち、この考えは「バックフィット」ルールを適用するというものである。加えて、第三点

は福島事故を踏まえると、安全評価は外的事象、自然災害のような大きな外力が加わった

時の、原子力安全に対する信頼性を評価する必要があるとの考えを取ることである。図

2.1.1-9 は、主に安全基準については（３）章でも示したが、安全の基準というものは、

その限界値は必ずしも定量的に明確に示されるものではない。安全設計基準でも同じであ

り、定量的に示される場合は少ない。しかし、「原子力安全」においては、安全目標とし

て定量的に示されている。例えば、事故時の敷地境界での死亡リスクを１０－６以下として

 

経過時間

設計

運転

不確定性の増加

再評価・検査による信頼性の
回復と不確定性の減少

安全設計基準

基準の強化
基準の緩和

基準の適正化

①①
②

②

③

安全の限界

安全の不確定性
(ばらつき）

A BB

CC

運転プラントの安全評価には、設計時の
安全評価の基準 から、Ａ、Ｂ、Ｃ により
変更された評価時点での安全評価の基準
を用いる。

運転プラントの
安全評価の基準

運転開始
基準時点からの任意の経過時点での機能維持の信頼性評価

信頼性の劣化

運転開始の基準点
をどこに取るか

機能維持
の信頼性

BB
BB

設計時は構造・材料が特定されていないが、運転開始時点では実力値
が明確になっており、一般に信頼瀬は高くなる。また、 解析能力の向上

や現象解明など、新知見の獲得により安全限界値の低減、 不確定要
素の減少し信頼性の向上が期待される。

A
BB

CC

機能劣化

安全基準/
考え方の変化

機能損傷リスクの
逆数とする

求められる機能 （バウンダリ、冷却、制御）の損傷・喪失

指標 時間変化

時間変化

機能劣化

安全基準
考え方の変化

安全設計基準

保全による機能回復
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おり、また、放射線障害を受けないための許容値を定めている。更に、これを守るための

性能目標を定め、ＣＤＦ(炉心溶融)のリスクを１０－５としている。このように最上位の限

界を定めている。しかし、これを系統や機器、部品の設計にまで落とし込む段階では、要

求に直接一対一で対応する基準を示すことは難しい。そこで、それぞれの機能の達成基準、

安全設計基準を定めて設計し、それの安全評価を行うことで目標とする安全性能の要求が

達成できているかを確認するのが妥当と考える。しかし、実際は全体の安全基準と個々の

設計基準との関連を明確にすることは難しく、デバイド・アンド・コンカーと言う分割統

治、若干ニュアンスが異なるが、一定の規則、管理に従い、それぞれの分野(項目）で独

自に管理すれば、全体として整合性がとれるものとなるという考えが取られてきた。経年

プラントでの評価では、時間が経ち安全基準が変わってきているのであるが、全体として

の整合性のとれた定量的な評価が行われてこなかったことから、個々の基準も見直すこと

はなく、取り扱われている。しかし、実際には、30 年 40 年も経つと、安全基準の考え方

はもちろん様々に変化してきており、厳しくもあり、緩くもある。対象に応じた適切な処

置が必要である。特に、個々で取り組もうとしている、機器単体ではなく、機器の関連、

システムとしての構成、また機能の影響の伝搬など様々な関連を明確にした上での、総合

的な安全評価がこのシステム安全の評価である。 

リスク

設計

運転
再評価・検査に よる信頼性の

回復と 不確定性の減少

安全設計基準

基準の強化

基準の緩和
基準の適正化

安全の限界

安全の不確定性
(ばらつき）

運転開始
基準時点からの任意の経過時点での機能維持の信頼性評価

信頼性の劣化

運転開始の基準点

をどこに取るか機能維持
の信頼性

機能劣化

安全基準/
考え 方の変化

機能損傷リスク
の 逆数

経過時間

１

２ ３

４ ５

６

Ａ

Ｂ

Ｃ

保全の取り込み

 

凡例 機能劣化：① 機能の劣化傾向・性能指標の定量化  
   ② 機能劣化の不確定要素の把握  

            ③ 検査・監視結果を基にした再評価による信頼性の向上 
システム安全 評価基準の高度化：  

(A) 設計から運転（運用）への再評価 
(B) 新知見による基準の強化、緩和  

（C）新知見・データの蓄積による不確定性の低減  

 

   図 2.1.1-10 経年プラントのシステム安全の評価に適用する安全基準の考え方 
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ここで、特に図 2.1.1-10 に示された「機能劣化」と「安全設計基準」についての考え方

を以下に示す。 

運転(経年）プラントの信頼性（機能損傷リスク）の評価における課題  

【機能劣化】  

 機能変化の起点［基準］をどこに置くべきか、の課題がある。プラントの［設計時①］

を基準とすべきか、ということである。 すなわち、例えば現在の［評価時点③］を行う

時には、［設計時①］を起点とするか、［運転開始時②］を起点とするか、重要な課題で

ある。 わが国の原子力発電所においては、一般には［運転開始時②］のデータは少なく、

［設計時①］を基準として評価をすれば、保守的な評価となる。従って、正確な劣化予測

を行うならば、劣化特性④は、どこかで補完⑤が必要となる。現在の［評価時点③］から

の予測⑥においては、信頼のある予測が可能となる。  

【安全設計基準】  

 ［安全設計基準］は、設計に適用する「安全基準」である。これは、いわゆる設計基準

であり、プラントの設計当時の［基準Ⓐ］は真値に対して［ばらつきⒷ］などを考慮して

定められている。［評価時点③］では新知見やデータの蓄積などにより変化しており、

［新たな基準Ⓒ］を安全設計基準として適用して評価しなければならない。 

     

6) システム安全評価法の全体の流れ 

 システム安全の評価法の全体の流れを図 2.1.1-11 に示す。Ⅰ 社会との意識共有から始

まり、Ⅱ 機能喪失リスクの設計基準と保全の取り込み、Ⅲ 深層防護のレベル４の評価、

Ⅳ 環境への影響の流れでシステム安全が評価される。 
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図 2.1.1-11  システム安全評価法の全体の流れ 

 

 

 Ⅰ 社会との意識共有は、“稼働プラント安全評価手法の整備”の研究および情報基盤

の研究の一部である“システム安全評価に資する知識ベース構築に関する調査研究”での

市民（社会）との意識共有において、原子力利用の正当性の裏付けの中での社会リスクと

原子力リスクの明確化がなされる。そこから、原子力安全には深層防護により確保される

ことが求められる。これは、国際的にも明確にされているものであり、この仕組みを社会

に合ったものとしていかに構築して行くかということが以下の課題となる。 

 

 Ⅱ この深層防護の考え方に従い、システム安全の評価法を構築する。 

ステップ１で、まず、系統を明確にすることである。重要なもしくは主要な機能を中心に、

その系統に含まれる機器や配管、特に状態を把握する計装と電源の種類などを明確にして

おく必要がある。「システム安全」と言う観点では、機器や配管、計装、電源などの役割

が多重化されており、他の系統を重なることも考えられる。それが“システム”を考える

重要な視点である。 

ステップ２では、系統毎の役割である機能の明確化である。系統には様々に機能を持つ場

合もあり、構成する機器の機能を明確にしながら、他の機器や系統との関連を捉えながら

当該の系統として機能を明確にするものである。表に参考に示すように、これまでの分析

によれば、多くの機能が個別機器の特徴、機能から定義されている。全体としての系統が

持つ重要な「原子力安全」に係る機能は、次の 3つの機能と考える。 
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① バウンダリ機能 

② 冷却機能（炉心冷却を中心とした） 

③ 制御機能（炉停止を含む、核反応制御を中心とした） 

④ その他の機能の重要なものは電源がある 

これらの機能を中心に、それぞれの系統が機能を分担すると同時に重複していることで安

全機能が更に充実されることがシステム安全として重要な特徴である。 

ステップ３では、上述で表したように系統を構成する機器などを明確にしつつ、その系統

の機能を分析したが、その結果、それぞれの機能に寄与する機器や配管等の構造物、計装

制御機器、電源機器などが明確になる。これを深層防護との関連でまとめることで、機能

喪失との関係が明確になり、システム安全の評価につながる。 

ステップ４にて、それらの機能を構成する要素である機器やその他の、劣化要素を明確に

することが必要である。すなわち、機器では核反応制御機能としての制御棒駆動機構のス

クラム時間が劣化要素となるものであり、ＥＤＧの起動時間も同じである。構造の主要な

要素である配管では、バウンダリ機能に対して基準の外力が加わった時に十分な耐力がな

くなるという劣化要素があり、同じように漏えいが発生するというシールの低下がある場

合にはそれも劣化要素となる。 

これらの要素では判断基準を明確にすることが必要となる。すなわち、機能喪失の形態

を分類し、それぞれの喪失を定義して、判断基準を定めなければならない。 

 これまでは、劣化因子のみの評価、保全による対策、すなわち照射脆化、ＳＣＣ、ＦＡ

Ｃ（流れ加速型腐食）や熱疲労などの個別の劣化事象のみで構造材料の劣化評価を行って

きた、ここでは、これまでの高経年化、経年プラントの健全性評価手順を、劣化事象を複

合的に扱い、機能として劣化を評価することを目指している。 

事象で異常やき裂、時には事故に至ることが報告されている。しかし、システムとして

評価した場合、特に外力を与えて機能評価を行うと、材料劣化の事象のみの重畳事象とは

いえ、損傷に至る場合も考えられる。この評価の課題は、 

① 機能劣化もしくは機能損傷といくつかある材料劣化の個別事象との関係を明確にする 

②機能損傷の評価における個別の劣化事象の重畳の扱い 

③機能限界と個別の劣化事象の限界および管理限界との関係の明確化と評価 

などがある 

ステップ５では、この要素に働く劣化因子について分析評価するものである。明らかに劣

化の要因が分かる場合には、因子は何らかの方法で定量化が図れ、劣化の予測法が明確に

示される。それらは、安全基盤研究の成果により“予測式”として、また“データベース

のグラフ＝Trend Curve”や判断を示す“領域マトリックス”として粗得られる。その因

子は摩耗、腐食、疲労、脆化、ＳＣＣといったものが考えられる。このように機能の劣化

がいわゆる主に材料の劣化事象と関連づけて評価できるような分析が進めば、予測法への

反映も容易となる。 
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ステップ６は、このように明確ではないものもある。ヒューマンエラーとか原因のわから

ない事象が因子となる場合である。「保全」と言われる分野では、監視、検査、補修、取

替という安全の向上やその因子に影響する活動が行われ、様々に影響を与える。機能劣化

の予測に影響するものであり、何らかの形で取り込むことが求められる。もちろん、人の

関わりでの影響評価（Human  Factor）の取り込みも必要である。また、事象が重なり合

うような場合などには別途包括的な安全評価手法で取り扱うことも必要となる。 

ステップ７は、機能喪失評価のステップである。評価に時点での、求める機能が喪失する

確率をリスクとして定量化するものである。これにより「システム安全」の評価が行える

ようになる。すなわち、安全評価の一つ、耐性評価として、機能喪失リスクに集約するこ

ともできる。 

 

このように構築した“システム安全評価法”では、どの機能が喪失すると、どこに影響

するか、の評価、すなわちこれがシステム評価であり、このリンクを評価して機能喪失の

形態を明確にすることで、深層防護のそれぞれの機能喪失リスクの評価ができ、なにが、

どの部分が弱く、監視が必要、保全が必要などの判断の情報を与えることができるように

なる。 

 この深層防護の観点で、機能喪失をバックアップする展開も評価できる。 

 例えば、冷却機能では、通常系の給復水系が損傷すると、通常系の RCIC 系が働き、CRD

系が作動し、高圧 ECCS 系がバックアップし、次にいわゆる非常系の ECCS 系が作動する。 

それでも求める機能が得られない状態となるなら、ＡＭとして用いる設備を作動させる、

という流れが見えて来る。 

 同様に、制御機能では、原子炉の緊急停止・未臨界維持（制御棒による）、次にホウ酸

水注入系による未臨界維持が働き、最後にＡＭ時の設備を作動させる。 

 今回の福島第一の事故では、ここで示す共通系の電源系が大きな要素となっており、こ

れが多重化・多様化の効果を適用してもその役割が果たせなくなると、一気にＡＭとして

求められる設備にその機能が求められ、その役割が大きなことがわかった。 

 

 Ⅲ 深層防護の第４層の設計基準を超える領域（ＡＭ ）での耐性評価「システム安全」

の評価手法について検討する。 

これは、異常から事故に進展する可能性を評価するものである。ＡＭによる必要な安全

確保の機能の回復について評価し、システムとしての信頼性を求める。 

このＡＭの領域を様々な事象に対する様々なシナリオをベースとして評価する仕組みを

構築する必要がある。第４層の領域は、既に設計基準を超えた領域であるので、設計基準

での耐性評価と同じ考え方では成り立たない。すなわち、この層に合った基準を置く必要

があるが、深層防護の理論を検討する今後の課題として残し、ここでは以下の前提を置く。 

① 第４層に設けられた設備は、稼働することを前提とする。 
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②  シビアアクシデント（ＳＡ）の要因の発生は、様々なシナリオを想定し、シナリオ

毎の対応を検討する。 

③  ＳＡを起こさない、防止を目的に評価する。 

④ ＳＡの発生には、漏えい以外は深層防護の第５層として放出放射能の低減策を評価す

る。 

従って、シナリオをどれだけ想定するか、ということで原子力安全の確保への信頼性が高

くなる。 

 

 図 2.1.1-12 には、第 4 層での評価の一例を示した。津波の例でのシナリオを示したが、

このシナリオで、何を仮定し、何を評価すれば、プラントの耐性が評価されるか、の検討

を行わなければならない。各プラントにより、津波ハザードの程度が異なること、設備の

事情が異なり既存設備の耐性が異なること、ＡＭ策が異なることなどの考慮が必要である。

また、機能喪失に対する復帰能力（レジリアンス）についても、訓練の実績などを考慮し

た耐性評価を行う必要がある。 

 

 

図 2.1.1-12  システム安全評価法の深層防護第４層での評価 

 

重要なポイントの一つが、レジリアンス力（回復力）である。機能喪失への対応は、必

深層防護レベル第４層への展開
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要な時間に必要な最低限の機能を回復することが必要であり、代替機、システムによるカ

バー、人による代替えなどが重要な要素で、どのように評価に組み入れて行くか、という

ことへのチャレンジが必要である。図 2.1.1-13 は、ハザードの発生から機能の喪失・低

下、復帰の時間、安全確保に必要な機能の程度の関係を表す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.1-13  レジリアンス（回復力）の導入 

 

7) 運転プラントへの「システム安全評価法」の適用 

 

(a) 運転プラントへの適用の考え方 

このように構築した“システム安全評価法”では、どの機能が喪失すると、どこに影響

するか、の評価、すなわちこれがシステム評価であり、このリンクを評価して機能喪失の

形態を明確にすることで、深層防護のそれぞれの機能喪失リスクの評価ができ、なにが、

どの部分が弱く、監視が必要、保全が必要などの判断の情報を与えることができるように

なる。 

 この深層防護の観点で、機能喪失をバックアップする展開も評価できる。 

 バウンダリ機能では、各部位の漏えいとバウンダリ機能の維持との境界を定義すること

が浮かび上がってきた。本来の重要な要素である、圧力容器・配管がその機能を喪失する

と、格納容器がその機能を果たす。これまでは、同じレベルでは見られてはいないが、こ

れが見えてくる。 

 冷却機能では、通常系の給復水系が損傷すると、通常系の RCIC 系が働き、CRD 系が作動

し、高圧 ECCS 系がバックアップし、次にいわゆる非常系の ECCS 系が作動、 それでもだ

めなら、ＡＭ設備が作動する、という流れが見えて来る。 

 同様に、制御機能では、原子炉の緊急停止・未臨界維持（制御棒による）、次にホウ酸

水注入系による未臨界維持が働き、最後に AM 設備が作動する。 
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 今回の福島第一の事故では、この共通系の電源系が大きな要素となっており、これが多

重化・多様化の効果・役割が果たせなくなると、一気にＡＭ設備に機能が移り、その役割

の大きなことがわかった。 

 

 「原子力安全」を確実にするため、運転プラントに適用するべく”システム安全”の考

えを導入し、運転プラントのシステム安全の評価をどのように実施するか、を検討してき

た。これはとりもなおさず、新たな安全の取組みを運転プラントの適用するバックフィッ

トであり、バックフィットをどのように実施するかを検討することに他ならない。 

 ここでは、これまで検討してきたように、運転プラント、すなわち経年プラントの安全

評価においても、安全評価を行う時点での新たな基準に従って行う、という考え方である

ことを提示しておく。 

 

(b) 適用への課題 

システム安全評価法の適用に当たっては、いくつかの課題がある。一つは図 2.1.1-14

に示すように、Ａ に示されていることは、本来の実力が把握されていない、という問題

を提起している。また、Ｂ には、現在の機能評価を行うにあたり、機能劣化の起点が特

定できず、現在新たな安全設計基準が決まった場合、実力値を評価するのは難しい状況で

ある。すなわち、確定論でのバックフィットは難しく、確率を用いて機能喪失のリスク評

価を行うことで新しい安全設計基準に対して、どの程度の満足度になるかを評価すること

ができる。 

しかし、ここで示した課題、問題点に対応する仕組みを検討し、安全評価においてコン

センサスを形成しておく必要があると考える。 

 

一つは運転プラントの安全評価を行うということは、運用開始からの変化を捉える事が

必要であり、対象となるものがない設計段階での評価ではなく、実際に運用されている製

作・建設後の運転段階での実力からの変化を評価することが必要であるということである。

一つは一般論であり、現実には難しい課題である。安全系の系統分離を 2 系統から 3 系統

に増やすとか、ＥＤＧに多重性とともに多様性を持たせるという要件は、定量化しにくい

ものでもある。できないものではなく、リスク評価等により取り組むことが可能となる。

現象の解明により不安全な方向に進むこともあるが、圧力容器の設計基準のように、ＡＳ

ＭＥではデータの蓄積により不確実性が減少し、安全率の数値が減少している。こういう

ような変化を踏まえながら、as-is での運転プラントの安全評価を行うことが必要である。 
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図 2.1.1-14 原子力発電所の安全基準と実力 

 

 評価モデルによる劣化の予測をベースとしており、予測式を用いることで評価は容易と

なる。しかし、現象評価では必ずしも満足な予測式は得られていない場合が多い。すなわ

ち、プラントデータを基にした Trend Curve が基盤であったり、ある環境条件での劣化の

マッピングであったり、様々な形態がある。もちろん、予測式においても予測精度が課題

である場合が多い。従って、機能評価に対して様々に影響する場合があり、その適用に際

しては十分に検討しておく必要がある。 

 

(C) まとめ 

 開発された本プログラム、「原子力発電所のシステム安全評価プログラム」には以下の

特徴がある。 

【特徴】 

１．保全指標と安全指標の相違 

  本プログラムは、運転中のプラントへの対応、すなわち保全行為によりプラントの

信頼性を定量的に示す指標を得るものであり、プラント全体の使用のみならず、個別

のシステムや機能の指標も得ることができる。また、従来のＣＤＦやＣＦＦなどの安

全指標との関係を評価することで、原子力安全を確保するための指標としても活用す

ることができる。重要な特徴は、検査・補修といった保全を含めた影響因子を取り込

設計

運転

安全設計基準
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基準の緩和
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時）②には多くの「余裕」を持っている。
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Ⅰ 設計基準

Ⅱ 設計基準の
変化への対応
(バックチェック）

Ⅱ シビアアクシデント領域
(深層防護レベル４）への対応は
設計基準を超えることへの対応
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て難しい側面がある。

Ｂ

安全の限界に
対してのリスク
評価とする
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んだ評価指標である。 

２．機能の定義と機能喪失、機能損傷 

機能は、「止める」「冷やす」「閉じ込める」が基本であり、それにエネルギー供

給・電気供給機能を加えて基本機能とする。機能を失うことが機能喪失である。しか

し、特に「閉じ込める」には、漏えいという機能の劣化状態がある。それを機能損傷

という。漏えいのレベルを規定する必要がある。 

３．安全基準の定義 

 規制基準もしくは仕様規格を充てる 

４．第 4層の評価は、シビアアクシデントへの進展か、機能回復か 

機能を回復させる保全、レジリエンスの方法を示すと同時に、シビアアクシデント

に進展して、炉心損傷・炉心溶融への進展を定量評価する。 

５．燃料評価をどのように取り込むのか  

事故時の燃料挙動、限界評価に適用する。今後の検討。 

６．漏えいの取り込み方  

「閉じ込める」機能の劣化としての漏えいの評価基準を与える。漏えいを分類し、そ

れぞれの定量化を行い、閉じ込める機能の評価に適用する。漏えい評価の提案による。 

７．熱疲労の取り込み方  

熱疲労の可能性の場所の特定が必要だが。当面、ＪＳＭＥ基準を適用して評価する。 

８．ケーブルのシステム評価と機能分類での対応  

ケーブルのシステム安全は、ケーブルと、継電器、端子の分類と、パワーケーブル

と計装ケーブルに分類する。信頼性データが不十分であり、定量評価は今後の課題で

ある。 

９．データジャケットのデータベースへの取り込み、データベースの要望  

様々なデータ群の明示をデータジャケットとして整理する。研究成果を取り込むデ

ータベースの構築を行う。 

10．社会の便益（ベネフィット）のシステム安全との関係性  

便益として明確にするものはなにか。社会リスク、原子力リスクのバランスと安全

目標の達成。     

11．コンクリートのシステム安全への取り込み  

コンクリートのシステム安全への取り込みは、コンクリート構造全体の時間劣化、

地震による劣化を取り込む方策を検討する。  

 

【「システム安全」評価手法の開発における課題】 

１.安全基準の定量化と最低限と最高水準の取扱い 

  設計基準を安全基準とする。実際の安全基準との差異の明確化は今後の課題。 

安全基準に対する余裕の評価は、例えばストレステストで得られる。もしくは、リス
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ク評価により安全水準の比較定量化ができる。 

２.経年の起点をどこにすべきか 

現状は、安全審査、工事認可での設計基準を起点とする。今後の新設プラントでは、

運用前に最終安全解析報告書（Final Safety Analysis Report)を起点として評価する。 

３.機能損傷/機能喪失の定義- 劣化との違い 

機能は、基本機能を「制御」、「冷却」、「バウンダリ（格納）」とし、さらにサブ

機能を系統ごととしており、その基本機能を定められた、求められている値を守れなく

なることを「機能喪失」とし、低下することを「機能損傷」とした。様々な要因で材料

の劣化やシールの劣化などにより、機能を低下させ、喪失させられる。「漏えいも、機

能損傷の一つである」 

４.余裕の与え方、取り方、評価 

  基準や実際の現象にばらつきがあるため、定める安全基準には余裕を持たせる。余裕 

の絶対値の見積もりは難しく、正しくは得にくい。経験により十分に余裕のある基準 

を定める。それを設計基準として置く。 

５.設計基準を超える定義 

設計基準は、実際の安全を脅かす基準に対しては十分な余裕のあるものとされている。

しかし、この第 3 層までの安全確保の基準を第 4 層に入ると判断することが妥当か、も

しくは「第４層」の定義を別途設けなければならない。 

６.第４層の定義 機能回復までを考えるか 

設計基準を超える事態を第 4 層とするか、上記の判断と同じ。この場合の機能回復に

より、シビアアクシデントに至るのを防止する、ことがシステム安全の基本である。 

７.データベースの共有化の必要性 

・この事業での評価法の構築の一環として共有するデータベースを構築すると、データ

の管理が容易となる。 

・このシステム安全の評価法、データベースを規制と被規制の共有とすることは、評価

の透明性が確保される。 

８.評価法の一元化と規制評価 

  評価法の高度化、国際化に展開することは適切と考える。 

９.規制機関での活用と事業者での活用、メーカでの活用、学術界での活用、プラントシ

ミュレータへの展開が期待される。 
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(11) PLM 基準、PSR 基準 

 日本原子力学会は、所謂 PLM 基準と PSR 基準を関係する人々の理解のために標準として

制定している。本項は、福島第一事故を踏まえ、これらの基準のあり方について、俯瞰的

な立場から見直しを行うものである。 

PLM 基準：原子力発電所の高経年化対策実施基準 AESJ-SC-P005 

PSR 基準：原子力発電所の定期安全レビュー実施基準 AESJ-SC-P004 

 なお、PLM 基準と PSR 基準が規定している内容(概略)を添付-1, -2 にまとめている。 

 

1) PLM と PSR の狙い 

 PLM と PSR の狙いを端的に示せば、以下となる。 

 PLM：原子力発電所を構成している機器等に想定される経年劣化事象が安全機能に与え

る影響を評価し、その改善を図る。 

 PSR：「保安活動の実施状況の評価」、「最新の技術的知見の反映状況の評価」および

「確率論的安全評価」により当該プラントが最新のプラントと同等の高い水準を維

持していることを確認するとともに、必要な改善を図る。 

2) PLM についての検討 

(a) 設備の高経年化についての認識 

 PLM の対象設備は、安全機能を有する系統・機器としており、これらの高経年化につい

ての認識は以下と考えられる。 

・機械品は基本的に 40 年の寿命で設計されているため、40 年運転を考えると本来、経年

劣化評価は不要と考えられるものである。40 年の寿命を有しないものは、定期的に交換

される消耗品になる。例外として、不具合でその解決策が見つかっていない部品等があ

る場合、その部品等は 40 年の寿命を有しない消耗品の扱いと考えられる。 

 安全機能を有する系統・機器の場合、定期的に(分解)点検が行われており、今までのプ

ラントの運転経験から、事業者は適切な保全計画を有していると考えられる。 

・一方、電気品は、定期的に交換する扱いのものと考えられる。しかし、ケーブル等、40

年の使用を前提としているものが例外として存在する。 

・なお、福島第一事故における調査報告書は各機関が作成しているが、それらにおいて、

設備の高経年化のために事故対応に支障があったとの報告はなされていない。 

(b) PLM の位置づけの変更 

・設備を維持している事業者が PLM 評価を行うのは、自分の行っている活動を自分で正当

化していることになり、体制的に合理的ではない。本来、当該事業者以外の第三者にあ

たるものが、全体を俯瞰的に評価すべきものと考える。 

・そこで、保安検査官にこの第三者の視点での評価を行わせることが考えられる。 

・保安検査官は、常にサイトに出入りすることで、設備を健全に維持させるという事業者

と同じ目線に立てば、プラントの系統・機器の状況は捉えられるはずである。 
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・保安検査官は、系統・機器の分解点検結果の調査、定検での工事内容の調査、運転状況

の監視等により独自に調査を行い、高経年化プラントの健全性に対する評価を行う。 

・これにより、系統・機器の健全性を維持させるという面においては、保安検査官と事業

者は同じ目線に立つことになり、国と事業者のコミュニケーションの向上が図れること

になる。また保安検査官の能力向上にもつながり、規制庁の人材育成の一助となる。 

・今後の課題として、米国等の海外で、PLM に相当する評価がどのように行われているか

調査が必要と考えられる。 

 

3) PSR についての検討 

(a) PSR の評価作業 

・PSR の評価は、次の 4項目からなる。 

A. 保安活動の実施状況の調査・評価 

B. 保安活動への最新の技術的知見の反映状況の調査・評価 

C. 確率論的安全評価 

D. 有効な追加措置の抽出とその実施計画の策定 

・主の評価は B,C の 2 評価であり、最新の技術的知見により変更した設備等について、

PRA によりその影響を評価するものである。対象の 10 年間に進展があった技術的知見は

数が限られ、それにより設備変更を行い、PRA(PSA)の結果に影響を与えるような項目件

数はほとんどない状況になると考えられる。すなわち、10 年毎の PSR 評価作業結果は、

10 年前とほとんど変わらないことになり、これは継続的改善を行っていないことと同じ

である。 

・なお、B の最新の技術的知見の反映については、バックフィット制度の適用により、規

制 機関が作成する法律等に反映されたものについては、全てのプラントに反映される

ことになる。しかし、事業者が自主的に技術的知見を反映する場合については、その判

断基準が現状明確ではないため、今後検討が必要である。 

(b) PSR の評価内容の変更 

・福島第一事故の反省として、事象が深層防護の第 4 層に突入するシナリオを継続的に考

え、その対応法について常に知恵を働かせていることが重要と指摘されている（マネジ

メント力の向上）。シナリオを継続的に考えていくことは可能であり、各シナリオにつ

いて PRA を実施し、シナリオにより引き起こされる事象の厳しさを評価することは重要

である。 

・そこで、PSR で実施する PRA の対象事象は、抽出されたシナリオとすることが考えられ

る。これにより、各プラントの PSR 評価から多くの PRA 評価結果が蓄積されていくこと

になり、わが国として各シナリオの厳しさを評価できるようになる。 
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4) まとめ 

 PLM と PSR について、福島第一事故を踏まえ、俯瞰的な見直しを行った。 

 この結果、PLM 業務を保安検査官が独自に行う業務に変更することが考えられた。この

変更のためには、米国等の海外での状況調査が重要と考えられる。また PSR で行う PRA の

対象シナリオは、各プラントで継続的に抽出される第 4 層へのシナリオとすることが考え

られた。PSR で行う最新の技術的知見の反映については、事業者が自主的に行う場合につ

いて、現状判断基準が明確ではないため、今後検討が必要である。 

 規制のニーズを検討し、日本原子力学会の標準を適正化することが必要である。 
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PLM 基準（原子力発電所の高経年化対策実施基準 AESJ-SC-P005） 

 

 PLM は、原子力発電所を構成している機器等に想定される経年劣化事象が安全機能に与

える影響を評価するために行うものである。 

 本基準が規定する活動の範囲は以下の 4項目となっている。 

A. 運転初期からの経年劣化管理 

B. 10 年ごとの経年劣化管理 

C. 高経年化対策検討 

D. 長期保全計画に基づく保守管理 

  

 以上の 4 項目の活動の前段階として、機器等の経年劣化事象並びに経年劣化事象を考慮

した耐震安全性評価に関する最新知見及び運転経験を、高経年化対策への反映要否の観点

で調査・分析する。また、調査・分析結果は、高経年化対策へ反映する。最新知見及び運

転経験としては概略次の内容になっている。 

 (1)最新知見 

・国の省令、指示文書など 

・学協会の標準 

・JNES データ 

 (2)運転経験 

・公開されているトラブル情報 

・NRC の情報 

 

 以下、上記の A～Dの活動内容について概要を示す 

 

A. 運転初期からの経年劣化管理 

 (1)対象機器 

  ・安全機能を有するすべての構築物、系統及び機器 

 (2)方法 

  ・経年劣化メカニズムまとめ表を参照 

  ・運転初期から、抽出した部位について劣化管理を継続する。 

 

B. 10 年ごとの経年劣化管理 

 (1)対象機器 

  ・原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器 

添付-1 
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  ・炉心支持構造物 

 (2)方法 

  ・原子炉冷却材圧力バウンダリに限定されており、考慮する劣化事象が特定されてい 

る。 

 

C. 高経年化対策検討（30 年） 

 (1)対象機器 

  ・安全機能を有するすべての構築物、系統及び機器 

 (2)方法 

  ・基本的に、考慮する劣化事象が特定されている。 

 (3)総合評価 

  ・評価結果と現状保全内容から、現状保全の妥当性を示す。 

 (4)耐震安全性評価を行う。 

 (5)長期保全計画の作成、技術開発課題の抽出を行う。 

 

D. 長期保全計画に基づく保守管理 

 ・上述の長期保全計画を保守管理に反映する。 
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PSR 基準（原子力発電所の定期安全レビュー実施基準 AESJ-SC-P004） 

 

 PSR は、「保安活動の実施状況の評価」、「最新の技術的知見の反映状況の評価」およ

び「確率論的安全評価」により当該プラントが最新のプラントと同等の高い水準を維持し

ていることを確認するために 10 年ごとに行うものである。以下の 4 項目の活動から構成

される。 

 

A. 保安活動の実施状況の調査・評価 

 ・保安活動ごとに、実績指標の変化を評価する。また保安活動ごとに改善活動を評価す

る。 

 ・経年劣化事象については、PLM 基準による結果を、評価結果とする。 

 

B. 保安活動への最新の技術的知見の反映状況の調査・評価 

 ・安全研究成果のうち、対象期間中に安全規制に取り入れられたものの反映状況を調

査・評価。 

 ・国内外の運転経験から得られた教訓の反映状況の調査・評価。 

 ・電力共研や自社研究成果の反映状況の調査・評価。 

 

C. 確率論的安全評価 

 ・対象期間中の設備変更や運用変更を考慮し、内的事象に関する PRA を実施する。 

 

D. 有効な追加措置の抽出とその実施計画の策定 

 ・以上から抽出された改善点について、実施計画を策定する。 

添付-2 
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(12) 新規制基準が求める第 4層設備（第三十七条対応）  

 新規制基準がシビアアクシデントに対して要求している設備は、設置許可基準規則の第

三章第三十七条以降に規定されている。「重大事故等の拡大の防止等」について規定して

いる第三十七条については本項で、第三十八条以降については次項で評価を行う。 

 第三十七条の解釈が、設置許可基準規則解釈に示されている。さらに審査官が用いる審

査ガイドが、「実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策の有

効性評価に関する審査ガイド」(審査ガイド)に示されており、求められる新設備の例が示

されている。 

設置許可基準規則  ：実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、

構造及び設備の基準に関する規則 

設置許可基準規則解釈：実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、

構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

 新規制基準が求める設備の妥当性評価を、「審査ガイド」の内容を評価することにより

行うこととする。「審査ガイド」には「炉心損傷防止対策」と「格納容器破損防止対策」

が示されており、1)項で「炉心損傷防止対策」、2)項で「格納容器破損防止対策」につい

て評価する。 

 

1) 炉心損傷防止対策 

(a) 審査ガイドの炉心損傷防止対策と、本評価の評価の観点 

 審査ガイドが必ず考慮しなければならないとした事故シーケンス（シナリオ）は、BWR

の場合、次の 7事故シーケンスであり、そこに 8のシナリオがある。 

(ⅰ) 高圧・低圧注水機能喪失 

(ⅱ) 高圧注水・減圧機能喪失 

(ⅲ) 全交流動力電源喪失 

(ⅳ) 崩壊熱除去機能喪失 

(ⅴ) 原子炉停止機能喪失 

(ⅵ) LOCA 時注水機能喪失 

(ⅶ) 格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA） 

 また、審査ガイドが示している「判定基準」と「評価条件」は以下のとおりである。 

 主な判定基準：燃料被覆管の最高温度が 1200℃以下であること。 

 主な評価条件： 

・7日間は外部支援がない 

・出力、炉内状況等は現実的な値を使用してよい。 

・故障を想定した設備の復旧は考慮しない。 

・外部電源の有無の影響を考慮する。 
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・単一故障は考慮せず。 

 一方、本評価における評価の観点は次の通りとする。審査ガイドとは独立に評価するた

め、審査ガイドで示された対策例以上の設備が必要との判断になる可能性がある。 

 評価の観点： 

・深層防護の独立性と前段否定を考える。したがって第 4 層としての設備で対応が取

れるようにする＊1。 

・実際の対応時には、第 1 層から第 3 層の活用できる設備もマネジメントでフル活用

して対応することになる。このため、第 4層設備には単一故障基準は適用しない。 

・第 4 層設備として動的機器のみを考える。配管等の静的機器は、第 1 層から第 3 層

の設備を利用しても良い、すなわち深層防護の独立性は要求されないとする。 

 

(b) シナリオ毎の評価 

 審査ガイドが示すシナリオ毎に、新規制基準が求める対策例と、本評価による「対応

策」とを対比して示す。また第 4 層におけるマネジメントとして考えるべきことを列挙す

る。 

(ⅰ) 高圧・低圧注水機能喪失 

・シナリオ①：運転時の異常な過渡変化時または設計基準事故(LOCA 除く)の発生後、高圧

注水機能(IC, RCIC, ECCS)喪失、減圧には成功、低圧注水機能(ECCS)喪失。 

・対策例(新規制基準)：代替注水設備 

・本評価での対応策（第 4層設備での対応策）： 

－注水系として利用できる第 1～3層の常設設備として MUW を考えることができる。 

－しかし第 4 層の注水設備がないため、新代替注水設備(AMLPCI 系、アクシデントマ

ネジメント（AM）用の低圧の注入系（LPCI 系）)を新設する必要がある。概略

200t/h 程度の容量の設備が必要になると考えられ（解析により定める）、スペー

ス的に原子炉建屋への設備追加は難しいと考えられる。したがって、可搬式設備に

なる。しかし、本シナリオ上は、時間的な余裕はなく、事象発生 3～4 時間後には

炉心損傷が発生する可能性がある。 

AMLPCI 系の可搬ポンプ車は、プラントのすぐ傍に配置し、吐出側の接続口、吸い

込み側の接続口を短時間で接続する。水源は復水貯蔵タンク（CST）。7 日間、外

部支援がないことから、AMLPCI 系の吸い込み側に海水配管も接続要。また 7 日間

の稼働に必要な燃料または電源車が必要となる。 

－事象発生後の原子炉減圧の継続について考える必要がある。減圧は SR 弁を用いる

以外に方法がない。そこで、第 3 層の ADS 機能を有する SR 弁とは別の SR 弁を第 4

層の ADS 機能の弁（AMADS 機能の SR 弁）とし、作動ロジックを設ける。可搬式の

圧縮空気設備／直流電源設備を準備する。 

                             

*1 ：マネジメントで使用する第 4 層としての設備を以後「第 4 層設備」と呼ぶことにする。 
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－SR 弁の排気により、S/P の水量が増え続ける。S/P からの排水先を確保しておく必

要がある。 

S/P からの除熱対策として、PCV フィルターベント設備により PCV を大気圧の沸騰

温度の 100℃に維持する。 

・マネジメントとして考えるべきこと： 

－MUW、消防車による注水。 

－S/P からの除熱のために、RHR 系の復旧。 

 

(ⅱ) 高圧注水・減圧機能喪失 

・シナリオ②：運転時の異常な過渡変化時または設計基準事故（LOCA 除く）の発生後、高

圧注水機能（IC, RCIC, ECCS）および原子炉減圧機能（ADS 機能）喪失。 

・対策例(新規制基準)：ADS の作動ロジックの追加 ＋ 代替注水設備 

・本評価での対応策（第 4層設備での対応策）： 

－シナリオ①の AMADS 機能の SR 弁を活用する。可搬式の圧縮空気設備／直流電源設

備を準備する。 

－シナリオ①で設置した AMLPCI 系で対応する。その後の対応もシナリオ①と同一。 

・マネジメントとして考えるべきこと： 

－SR 弁の逃がし弁機能による減圧。 

－低圧 ECCS による注水。 

－MUW、消防車による注水。 

－S/P からの除熱のために、RHR 系の使用。 

 

(ⅲ) 全交流動力電源喪失 

・シナリオ③：全交流動力電源喪失（24 時間）により、安全機能の系統が喪失。直流電源

は 24 時間分を有する。 

・対策例(新規制基準)：RCIC 等を活用。RCIC 等の水源として代替淡水源および海水を利

用。 

・本評価での対応策（第 4層設備での対応策）： 

－シナリオ①、②の AMADS を作動させて原子炉を減圧し、AMLPCI 系で原子炉に注水

する。 

－S/P 水温が 100℃を超えそうであれば、電源車を用意し PCV フィルターベントによ

り 100℃を維持する。 

－24 時間経過後は、通常の冷温停止操作に入る。 

・マネジメントとして考えるべきこと： 

－RCIC 系による注水。 

－電源車を用意することで、高圧 ECCS による注水。 
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－第 3 層の ADS を作動させて、低圧 ECCS(電源車用意)／MUW(電源車用意)／消防車で

注水。 

－電源車を用意して RHR 系を起動することで、S/P から除熱。 

 

(ⅳ) 崩壊熱除去機能喪失 

・シナリオ④：運転時の異常な過渡変化時または設計基準事故の発生後、炉心冷却に成功、

崩壊熱除去機能喪失（取水機能喪失または RHR 故障）。 

・対策例(新規制基準)： 

取水機能喪失：車載代替 UHSS（最終ヒートシンクへの輸送系統） 

RHR 故障：代替注水設備等で炉心冷却継続。PCV 圧力逃がし装置により PCV 除熱

機能確保。 

・本評価での対応策（第 4層設備での対応策）： 

取水機能喪失：車載代替 UHSS で除熱。 

RHR 故障：ECCS 等で炉心冷却（炉心冷却に成功しているため、引き続き ECCS 等

を使用）。S/P に移行した崩壊熱を PCV フィルターベントで除熱（100℃維

持）。 

・マネジメントとして考えるべきこと： 

－機能喪失した海水設備または RHR 系の復旧。 

 

(ⅴ) 原子炉停止機能喪失 

・シナリオ⑤：運転時の異常な過渡変化の発生後、原子炉停止機能喪失（スクラム失敗）。 

・対策例(新規制基準)：PLR ポンプトリップ、SLC にて反応度制御。 

本件に対して、従来より AM 策として整備されていた設備には以下がある。 

代替制御棒挿入（ARI）：既存の計測制御系とは別の計測制御系により

異常検知。HCU 内の新たな弁を動作させることで制御棒

挿入。 

代替再循環ポンプトリップ（RPT）：RPV 圧力高、原子炉水位低等を検知

して PLR ポンプトリップ。 

・本評価での対応策（第 4層設備での対応策）： 

－SLC 系は第 1 層の設備なので、これを期待することはしない。また SLC 系はスクラ

ム機能を有していない。 

－スクラム機能の代替となる ATWS 機能が必要。SLC 系を第 4 層用の ATWS 設備として

定義し再設計する必要がある。 

・マネジメントとして考えるべきこと： 

－手動スクラム。 

－ARI。 
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 (ⅵ) LOCA 時注水機能喪失 

・シナリオ⑥：大 LOCA 時、ECCS 全滅。 

・対策例(新規制基準)：代替注水設備等による炉心冷却 

・本評価での対応策（第 4層設備での対応策）： 

－上述の AMLPCI 系を何系統設けたら、燃料被覆管最高温度 1200℃以下を守れるのか

解析が必要。AMLPCI 系を起動させるまでには、「大 LOCA の発生確認、ECCS 全滅を

確認、その後、訓練で達成出来た時間で AMLPCI 系を起動」となり、数十分の時間

が必要と考えられる。本件には現実的な対応策がない可能性がある。 

－S/P の除熱用に PCV フィルターベントを使用する。 

・マネジメントとして考えるべきこと： 

－注水系として MUW や消防車を利用。ただし容量的には不足する。 

－除熱系としての RHR 系の復旧。 

 

・シナリオ⑦：中小 LOCA 時、ECCS 全滅または（高圧 ECCS+減圧機能）喪失 

・対策例(新規制基準)：代替注水設備等による炉心冷却 

     SR 弁の手動作動＋低圧 ECCS にて炉心冷却 

・本評価での対応策（第 4層設備での対応策）： 

－AMADS と AMLPCI 系により対応が可能と考えられる。解析により、AMLPCI 系は複数

系が必要になる可能性がある。 

－S/P の除熱用に PCV フィルターベントを使用する。 

・マネジメントとして考えるべきこと： 

－注水系としての MUW や消防車の利用。 

－低圧 ECCS の活用。 

－除熱系の RHR 系の活用（機能喪失していれば復旧を図る)。 

 

(ⅶ) 格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA） 

・シナリオ⑧：RPV バウンダリーに接続する低圧配管が破壊するが、隔離に失敗し、ECCS

も全滅する。 

・対策例(新規制基準)：低圧部分の隔離対策 

     SR 弁の手動起動と、代替注水設備等による炉心冷却 

・本評価での対応策（第 4層設備での対応策）： 

－破断部分を隔離することは現状の設計では不可能と考えられる。例えば低圧 ECCS

の吐出側配管などが対象であり、注入弁が誤開していると隔離手段がない。原子炉

建屋が炉蒸気で満たされていくことになる。 

－したがって、PCV 外側隔離弁の直近に隔離用の電動弁を追加する必要がある。 
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－追加した電動弁で隔離した後は、AMADS の作動と AMLPCI 系の起動で対応できる。 

－S/P の除熱用に PCV フィルターベントを使用する。 

・マネジメントとして考えるべきこと： 

－MUW や消防車の注水。 

－除熱系としての RHR 系の復旧。 

 

 以上のシナリオ①～⑧の対応設備を表 2.1.1-6 にまとめる。 

 

(c) 各シナリオの評価 

 以上のように各シナリオには、炉心損傷が発生しないように第 4 層の設備が追加される

ことになる。また、第 1 層から第 3 層までの設備で使用可能な設備は、マネジメントによ

り活用を図ることができる。しかし、これら全ての設備の活用に失敗する確率、すなわち

炉心損傷が発生する確率は、必ず存在する。各シナリオ毎にこの炉心損傷確率を求めるこ

とで、どのシナリオへの耐性が弱いかを判断することができる。極端に耐性が弱いシナリ

オが見つかれば、改善策を検討することができる。 

 例として、シナリオ①、②、③の原子炉への冷却水注入の評価フローと、サプレッショ

ンプールの除熱機能の評価フローを、それぞれ、図 2.1.1-15、図 2.1.1-17、図 2.1.1-19、

と図 2.1.1-16、図 2.1.1-18、図 2.1.1-20 に示す。この評価フローにより、最終的に炉心

損傷確率が算出される。図には、概略の経過時間の目安も示している。早急な対応が必要

なシナリオなのか、時間的に余裕のあるシナリオなのかを判断できる。 

 なお、各シナリオにおいて使用することができる設備は、第 4 層の設備一式と、第 1 層

から第 3層までの設備で活用できる設備となる。これらをどのように活用してシナリオを 

収束に導くかは、事故対応にあたる責任者の判断（マネジメント）となるが、上述の図

2.1.1-15～図 2.1.1-20 においては、設計上最も効果のあるものから（炉心冷却効果の大

きい容量の大きな設備から）活用する順としている。 

 

(d)まとめ 

・設置許可基準規則の第三章第三十七条に規定される内容から示される炉心損傷に至るシ

ナリオを評価した結果、新規制基準の審査ガイドに示される対策例の他に、第 4 層設備

として次の 3設備が必要との評価となった。 

①可搬式低圧注水系（AMLPCI 系） 

②第 4層用の AMADS 機能を有する SR 弁 

③ATWS 機能 

・上記の設備が追加されたことを想定し、各炉心損傷シナリオの収束評価フローを作成し

た。これにより炉心損傷確率が算出され、各シナリオの厳しさが評価できることになる。

今後、評価フローによる炉心損傷確率の計算と評価が必要である。
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表 2.1.1-6 シナリオ毎の対応設備 

シナリオ 新規制基準での対策例 第 4層設備での対応策(本評価) マネジメントとして考えるべきこと

(本評価) 

(1)高圧・低圧注

水機能喪失 

代替注水設備 可搬式低圧注水系 (AMLPCI 系) 

AMADS (可搬式圧縮空気設備／直流電源要) 

PCV ベント (フィルターベント設備) 

・MUW、消防車活用 

・RHR の復旧優先 

 

(2)高圧注水・減

圧機能喪失 

 

ADS 作動ロジック追加 

代替注水設備 

AMADS(可搬式圧縮空気設備／直流電源要) 

可搬式低圧注水系 (AMLPCI 系) 

PCV ベント(フィルターベント設備) 

・低圧 ECCS 活用 

・MUW、消防車活用 

・S/P 除熱に RHR 活用 

(3)全交流動力電

源喪失 

RCIC AMADS (可搬式圧縮空気設備／直流電源要) 

可搬式低圧注水系 (AMLPCI 系) 

PCV ベント(フィルターベント設備、電源車

要) 

・RCIC 活用 

・高圧 ECCS 活用(電源車用意) 

・第 3 層の ADS を作動、電源車を用意

し、低圧 ECCS、MUW、消防車活用 

・電源車を用意し RHR 活用し S/P から

除熱 

(4)崩壊熱除去機

能喪失 

車載代替 UHSS 

 or  PCV ベント 

車載代替 UHSS 

 or  PCV ベント(フィルターベント設備) 

・海水設備、RHR の復旧 

(5)原子炉停止機

能喪失 

PLR ポンプトリップ 

SLC 

PLR ポンプトリップ 

ATWS 

・手動スクラム活用 

・ARI を期待 

(6)大 LOCA 時注

水機能喪失 

代替注水設備 AMLPCI 系(系統数？) 

PCV ベント(フィルターベント設備) 

・除熱系として RHR 復旧 
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(7)中小 LOCA 時

注水機能喪失 

代替注水設備 

 or SR 弁の手動作動＋低圧

ECCS 

AMADS(可搬式圧縮空気設備／直流電源要) 

AMLPCI 系(系統数？) 

PCV ベント(フィルターベント設備) 

・MUW、消防車の活用 

・低圧 ECCS 活用 

・RHR の活用／復旧 

(8)インターフェ

イスシステム

LOCA 

低圧部分の隔離対策 

SR 弁の手動作動＋代替注水設備

PCV 外側隔離弁直近に電動弁追加 

AMADS(可搬式圧縮空気設備／直流電源要) 

AMLPCI 系 

PCV ベント(フィルターベント設備) 

・MUW、消防車活用 

・除熱系として RHR 復旧 

追加設備の 

   まとめ 

ADS 作動ロジック追加 

代替注水設備 

車載代替 UHSS 

 

低圧部分の隔離対策 

AMADS(可搬式圧縮空気設備／直流電源要) 

AMLPCI 系 (系統数？) 

車載代替 UHSS 

ATWS 

PCV 外側隔離弁直近に電動弁追加 

PCV ベント(フィルターベント設備) 
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図 2.1.1-15 シナリオ①の評価フローチャート（原子炉への冷却水注入） 

シナリオ①：高圧・低圧注水機能喪失 

時間の経過 

(概略) 

(＊

(＊

MUW 

機能喪失確率 X2 

(＊1) 

確率：P1X1X2X3 ～  

NO 

OK 

(1 - X3)

NO 

OK 

(1 - X2)

成功 

成功 

失敗 

失敗 

消防車 

機能喪失確率 X3 

成功 

失敗 

事象発生 

AMLPCI 投入 

AMLPCI 

機能喪失確率 X1 

(＊1) 

＊1：システム安全の 

 考え方適用 

収束確率 

(1 - X1) 

MUW 投入 容量評価 

収束確率 

X1(1 - 

X2) 

消防車投入 容量評価 収束確率 

X1(1 - 

X3) 

両者から信号

有の場合 

事象発生確率

P1 

炉心損傷 

＊2：事前に評価要 

第 4 層設備以外

の設備の活用 

数十分 

数時間 
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 新規制基準上、シナリオで故障を想定した設備の復旧は考えないことになっているため、

RHR 系の復旧を想定できず、以下のフローチャートのように PCV フィルターベントが故障

することで、PCV の破損となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.1-16 シナリオ①の評価フローチャート（サプレッションプールの除熱） 

シナリオ①：高圧・低圧注水機能喪失 

 

 

 

 

 

数日 

時間の経過 

(概略) 

(1 - Y1) 

確率：Y1 

成功 

失敗 

事象発生 
事象発生確率

P1 

PCV フィルタ

ーベント 

PCV フィルターベント 

機能喪失確率 Y1 

(＊1) 

PCV 損傷 

収束確率 

(1 - Y1) 

S/P 水温上昇
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図 2.1.1-17 シナリオ②の評価フローチャート（原子炉への冷却水注入） 

シナリオ②：高圧注水・減圧機能喪失 

時間の経過 

(概略) 

第 4 層設備以外

の設備の活用 

NO 

OK 

(＊

確率：各種 確率：P1X1X5  

SR 弁逃がし弁機

能喪失確率 X5 

(＊1) 

失敗 

成功 

失敗

成功 

失敗

成功 

低圧 ECCS 

機能喪失確率 X3 

(＊1) 

AMLPCI 

機能喪失確率 X2 

(＊1) 

失敗

成功 

失敗 

成功 

AMADS 

機能喪失確率 X1 

(＊1) 

事象発生確率

P1 

事象発生 

AMADS 作動 

(原子炉減圧) 
AMLPCI 投入 

収束確率 

(1 - X1)× 

(1 - X2)ほ

低圧 ECCS 自

動起動または

手動投入 

収束確率 

(1 - X1)× 

(1 - X3)ほ

MUW、消防車

投入 
容量評価 

収束確率 

(各種) 

炉心損傷 

SR 弁逃がし弁

機能投入 

SR 弁安全弁機

能により RPV

高圧維持 

炉心損傷 

MUW,消防車 

機能喪失確率 X4 

(＊1) 

＊1：システム安全の 

 考え方適用 

＊2：事前に評価要 

数時間 
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図 2.1.1-18 シナリオ②の評価フローチャート（サプレッションプールの除熱） 

シナリオ②：高圧注水・減圧機能喪失 

 

第 4 層設備以外

の設備の活用 

(1 - Y2) 

成功 

失敗 
PCV ベント 

機能喪失確率 Y1 

(＊1) 

事象発生確率

P1 

数日 

時間の経過 

(概略) 

(1 - Y1) 

確率：P1Y1Y2 

成功 

失敗 

事象発生 

PCV ベント 

投入 

PCV 損傷 

収束確率 

(1 - Y1) 

RHR S/P 冷却

モード投入 

S/P 水温上昇 

RHR 

機能喪失確率 Y2

(＊1) 

両者からの 

信号有の場合

収束確率 

(1 - Y2) 
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MUW,消防車

機能喪失確率

(電源車含む) 

X6 (＊1) 

AMADS 

機能喪失確率 X3 

(＊1) 

SR 弁逃がし弁機能

喪失確率(圧縮空気

設備含む)X2 

SR 弁安全弁機能

喪失確率 X1 

成功 

失敗

成功 
成功 注： 

・電源車用意 

・注入容量が十分な

場合(＊2) 

注：可搬式

圧縮空気設

備用意 

失敗 

失敗 

成功 

時間の経過 

(概略) 

第 4 層設備以外

の設備の活用 

確率：各種 

確率：P1X1X2X3 

失敗

成功 

失敗

成功 

RCIC 機能喪

失確率 X4 

(＊1) 

AMLPCI 

機能喪失確率 X7 

(＊1) 

失敗

成功 

失敗

事象発生確率

P1 

事象発生 

AMADS 投入 

(原子炉減圧) 

AMLPCI 投入

ECCS 投入 

収束確率 

(各種) 

MUW、消防車

投入 

収束確率 

(各種) 

SR 弁安全弁

機能 (原子

炉圧力維持) 

RCIC 投入 

炉心損傷 

(RPV 損傷) 

＊1：システム安全の 

 考え方適用 

＊2：事前に評価要 

数時間 

SR 弁逃がし弁

機能投入 

(原子炉減圧) 

収束確率 

(1 - X1)× 

(1 - X4)ほか 

注：電源車

用意 

収束確率 

(各種) 

炉心損傷 

ECCS 機能喪

失確率(電源

車含む)X5 

(＊1) 

 

図 2.1.1-19 シナリオ③の評価フローチャート（原子炉への冷却水注入） 

シナリオ③：全交流動力電源喪失 
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図 2.1.1-20 シナリオ③の評価フローチャート（サプレッションプールの除熱） 

シナリオ③：全交流動力電源喪失 

 

注：電源車用意 

注：電源車

用意 

第 4 層設備以外

の設備の活用 

(1 - Y2) 

成功 

失敗 
PCV フィルターベ

ント機能喪失確率

(電源車含む)Y1 

事象発生確率

P1 

数日 

時間の経過 

(概略) 

(1 - Y1) 

確率：P1Y1Y2 

成功 

失敗 

事象発生 

PCV フィルター

ベント投入 

PCV 損傷 

収束確率 

(1 - Y1) 

RHR S/P 冷却

モード投入 

S/P 水温上昇 

(100℃を超えそうな場合)

RHR 機能喪失確

率(電源車含む) 

Y2 (＊1) 

両者からの 

信号有の場合

収束確率 

(1 - Y2) 
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2) 格納容器破損防止対策 

(a) 審査ガイドの格納容器破損防止対策と、本評価の評価の観点 

 審査ガイドが必ず考慮しなければならないとした事故シーケンス（シナリオ）は、次の

6 事故シーケンス（シナリオ）である。 

(ⅰ) 雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過温破損) 

(ⅱ) 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱  

(ⅲ) 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用  

(ⅳ) 水素燃焼 

(ⅴ) 格納容器直接接触(シェルアタック)  

(ⅵ) 溶融炉心・コンクリート相互作用 

 また、審査ガイドが示している「判定基準」と「評価条件」は以下のとおりである。 

 主な判定基準：以下の評価項目（抜粋）を概ね満足すること。 

 ・PCV バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力又は限界圧力を下回ること。 

 ・PCV バウンダリにかかる温度が最高使用温度又は限界温度を下回ること。 

 ・放射性物質の総放出量は、環境への影響をできるだけ小さくとどめるものである

こと。 

 ・PCV が破損する可能性のある水素の爆轟を防止すること。 

 ・PCV の床上に落下した溶融炉心が床面を拡がって PCV バウンダリと直接接触しな

い及び溶融炉心が適切に冷却されること。 

 主な評価条件： 

・7 日間は外部支援がない 

・出力、炉内状況等は現実的な値を使用してよい。 

・故障を想定した設備の復旧は考慮しない。 

・外部電源の有無の影響を考慮する。 

・単一故障は考慮せず。 

  

 一方、本評価における評価の観点は次の通りとする。 

 評価の観点： 

・深層防護の独立性と前段否定を考える。 

・したがって第 4 層としての設備で対応が取れるようにする。 

・実際の対応時には、第 1 層から第 3 層の活用できる設備もマネジメントでフル活

用して対応することになる。このため、第 4 層の設備には単一故障基準は適用しな

い。 

・第 4 層の設備として動的機器のみを考える。配管等の静的機器は、第 1 層から第 3

層の設備を利用しても良い、すなわち深層防護の独立性は要求されないとする。 
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(b) シナリオ毎の評価 

 審査ガイドが示すシナリオ毎に、新規制基準が求める対策例と、本評価による「対応

策」とを対比して示す。また第 4 層におけるマネジメントとして考えるべきことを列挙す

る。 

(ⅰ) 雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過温破損) 

・シナリオ①：PCV 内に流出した溶融炉心等による水蒸気、金属－水反応による非凝縮性

ガス等の蓄積により、PCV 内の圧力・温度が緩慢に上昇する。 

・対策例(新規制基準)：PCV スプレイ代替注水設備、 

PCV 圧力逃がし装置または PCV 再循環ユニット 

・本評価での対応策（第 4 層設備での対応策）： 

対策例と同じ（PCV スプレイ代替注水設備（可搬式）、PCV フィ

ルターベント） 

・マネジメントとして考えるべきこと： 

－RHR 系の PCV スプレイ機能による冷却。（なお、本シナリオと同様の要求が「設

置許可基準規則」の第四十九条に示されている。ここでは、RHR 系の PCV スプレ

イ機能が機能喪失しているとの前提になっている。） 

 

(ⅱ) 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 

・シナリオ②：RPV が高い圧力の状態で損傷し、溶融炉心等により PCV が熱的・機械的負

荷により損傷。 

・対策例(新規制基準)：原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧設備 

・本評価での対応策（第 4 層設備での対応策）： 

炉心損傷防止対策で設定した AMADS の SR 弁を作動させる。 

・マネジメントとして考えるべきこと： 

－SR 弁の逃がし弁機能による減圧。 

 

(ⅲ) 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 

・シナリオ③：溶融炉心と RPV 外の冷却材が接触し圧力が一時的に急上昇。これにより構

造物が破壊され PCV 破損の場合がある。 

・対策例(新規制基準)：解析により、PCV バウンダリ機能が喪失しないことを確認する。 

・本評価での対応策（第 4 層設備での対応策）：対策例に同じ 

 

(ⅳ) 水素燃焼 

・シナリオ④：PCV 内に酸素があると、水－ジルコニウム反応による水素と反応し激しい

燃焼により PCV 破損の場合あり。 
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・対策例(新規制基準)：グロープラグ式イグナイタ 

触媒式リコンバイナ(PAR) 

PCV 内の不活性化（窒素注入） 

・本評価での対応策（第 4 層設備での対応策）：対策例に同じ 

 

(ⅴ) 格納容器直接接触(シェルアタック) 

・シナリオ⑤：溶融炉心が PCV 内の床上に流れ出す時に、溶融炉心が床面で拡がり、PCV

の壁に接触し PCV 破損。 

・対策例(新規制基準)：PCV 下部注水設備 

PCV バウンダリの防護 

・本評価での対応策（第 4 層設備での対応策）：可搬式 PCV 下部注水設備 

 

 

(ⅵ) 溶融炉心・コンクリート相互作用 

・シナリオ⑥：溶融炉心が PCV 内の床上に流れ出し、PCV 床のコンクリートが侵食され、

PCV の構造部材の支持機能が喪失。 

・対策例(新規制基準)：PCV 下部注水設備 

PCV バウンダリの防護 

・本評価での対応策（第 4 層設備での対応策）：可搬式 PCV 下部注水設備 

 

 

 以上より、対策例(新規制基準)と本評価での対応策は基本的に同一である。 

 なお、PCV 下部注水設備については、第 1 層から第 3 層に該当する設備がなく、第 4 層

設備のみとなっている。したがって、第 4 層設備として多重性が必要になる点に注意が必

要である。（「設置許可基準規則解釈」の第 51 条でも指摘されている。） 
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(13)新規制基準が求める第 4,5 層設備（第三十七条以外対応） 

 システム安全の評価においては、プラントを構成する設備を 48 のシステム（サブ機

能）に分類して評価している（表 2.1.1-7 参照）。新規制基準で新たに第 4,5 層の設備が

要求されているが、これが、48 のシステムから見て十分なのかを評価することは、新規

制基準の設備の過不足を判断するうえでも重要である。このような観点から以下の評価を

行う。 

 

1) 48 のシステムとの関係 

 システム安全で考慮している 48 のシステムは、第 1 層から第 3 層までに、また機能ご

とに（バウンダリ機能、冷却機能、制御機能、共通機能）分類されている。（表 2.1.1-7

参照） 

一方、新規制基準では、設置許可基準規則（＊）の第三章（第三十七条から第六十二条）

に重大事故等対処施設が述べられており、第 4,5 層設備が要求されている。第三十七条か

ら第六十二条に要求する設備が、48 のシステムのどのシステムの機能喪失を考慮したも

のかを、表 2.1.1-7 に示す。表中、「＋４層」の表記により、当該システムの機能喪失を

考慮して、新規制基準で第 4 層設備が設けられていることを示している。また、新たに第

4,5 層設備として設けることになったものは、第 4,5 層の欄に記載している。 

＊：実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 

 

2) 第 4,5 層設備の過不足 

 表 2.1.1-7 より、次の評価をすることができる。 

(a) 第 1 層システムに関する第 4 層設備がない 

 第 1 層設備は、重要度分類の PS の設備（その機能喪失により、原子炉施設を異常状態

に陥れる設備）になっており、MS の設備（異常状態においてこの拡大を防止し、速やか

に収束させる設備）ではないため、第 1 層システムに関する第 4 層設備がなくとも問題は

ないと考えられる。 

(b) いくつかの第 2 層システムに関する第 4 層設備がない 

 この評価結果を表 2.1.1-8 に示す。課題として上げられるのは次の 3 点である。 

 (ⅰ) 原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止 

  主蒸気逃がし安全弁の安全弁機能に代わる第 4 層設備が必要か検討要。 

 (ⅱ) 制御棒またはほう酸水による未臨界維持機能 

  未臨界の維持は安全上必須のため、第 4 層設備が必要と考える。 

 (ⅲ) 原子炉の緊急停止（表 2.1.1-7 の注参照） 

  設置許可基準規則の第四十四条で過酷事故対応を要求しているが、設置許可基準規則 

解釈でも第 3 層までの設備を使う対応を示しており、第 4 層としての設備を要求して
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いない。安全上必須の機能であり、第 4 層としての設備が必要と考える。 

(c) 第 3 層システムに関する第 4 層設備がない 

 次の 1 システムについてであるが、問題ないと考えられる。 

  放射性物質放出の防止(バウンダリ機能)： 

   対象設備：放射性気体廃棄物処理系の隔離弁、非常用ガス処理系の排気管 

   評価：機器単品に関する機能を示している。放射性物質放出の防止という観点での、 

第 4 層設備での対応の中に含まれると考える。 

(d) その他の設備については、全て第 4 層設備が設けられることになっている。 

 

3) まとめ 

 上記の 2)項で示されたように、特に制御機能の緊急停止、未臨界維持について、第 4

層設備の検討が必要と考える。 

 

表 2.1.1-7 新規制基準で追加された第 4、5 層設備 

・電源供給(非常用を除く)(PS-3) ・原子炉冷却材圧力バウンダリ(PS-1) ・炉心形状の維持(PS-1) ・過剰反応度の印加防止(PS-1) ・燃料を安全に取り扱う(PS-2)

・プラント運転補助(1)(2)(PS-3) ・原子炉冷却材を内蔵する(PS-2) ・通常時炉心冷却(PS-3) ・原子炉冷却材の循環(PS-3) ・原子炉冷却材の浄化(PS-3)

第１層
・プラント計測・制御(1)(2)(3)(安全保護系除
く)(PS-3)

・原子炉冷却材圧力バウンダリに直接接続され
ていないものであって、放射性物質を貯蔵する
(PS-2)

・原子炉冷却材保持(PS-1/2以外)(PS-3)

・放射性物質の貯蔵(PS-3)

・核分裂生成物の原子炉冷却材中への拡散防
止(PS-3)

・原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止
(MS-1)  (＊3)

・原子炉停止後の除熱(MS-1)＋４層 ・原子炉の緊急停止(MS-1)＋４層(＊1)

第２層 ・安全弁及び逃がし弁の吹き止まり(PS-2) ・制御室外からの安全停止(MS-2)＋４層 ・未臨界維持(制御棒による系)(MS-1) (＊3)

・原子炉圧力の上昇の緩和(MS-3)＋４層 ・未臨界維持(ほう酸水注入系)(MS-1) (＊3)

・原子炉冷却材の補給(MS-3) ・出力上昇の抑制(MS-3) (＊3)

・放射性物質の閉じ込め機能、放射線の遮へい
及び放出低減(PCV)(MS-1)　＋４層

・炉心冷却(MS-1)　＋４層(＊2)

第３層
・放射性物質の閉じ込め機能、放射線の遮へい
及び放出低減(R/B)(MS-1)　＋４層

・燃料プール水の補給(MS-2)　＋４層

・事故時のプラント状態の把握(MS-2)　＋４層 ・放射性物質放出の防止(MS-2)

第４，５層
・緊急時対策上重要なもの及び異常状態の把
握(1)(2)(3)(MS-3)　＋４層

・第1層から第3層までの利用できる設備(補給
水系、消火系)

・第1層から第3層までの利用できる設備(ほう酸水
注入系)

・可搬型モニタリング設備等 ・フィルターベント設備 ・格納容器下部注水設備

・格納容器の不活性化 ・代替水源

・原子炉建屋水素濃度制御設備

・原子炉建屋放水設備

表2.1.1-2　新規制基準で追加された第4,5層設備

注：

・「＋４層」：当該設備が使用できないことを想定し、新規制基準で第4層設備が新たに設置されることを示す。

・「第4,5層」欄に赤字太字で記載されている設備は、新規制基準で新たに設置される設備を示す。

・＊１：設置許可基準規則の第四十四条でAM対応設備を要求しているが、設置許可基準規則解釈で示された対応策は、第4層の独立した設備での対応になっていない。

・＊2：本評価においては、第4層の独立した設備としてのADS(AMADS)が必要と考えているが、新規制基準ではAMADSは必ずしも要求されていない。

・＊3：新規制基準で第4層設備が要求されていないが、本評価では第4層設備が必要と判断されるシステムを示す。

バウンダリ機能 冷却機能 制御機能 その他共通機能

第２、３層共通

・工学的安全施設及び原子炉停止系

への作動信号の発生(MS‐1) ＋４層

・安全上特に重要な関連(1)(非常用所

内電源系)(MS‐1) ＋４層

・安全上特に重要な関連(2)(制御

室)(MS‐1) ＋４層

・安全上特に重要な関連(3)(原子炉補

機冷却水系)(MS‐1) ＋４層

・安全上特に重要な関連(4)(直流電源

系)(MS‐1) ＋４層
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表 2.1.1-8 第 2 層システムの評価 

 

システム名 

（機能分類） 

システムの機

能 

第 4 層設備がないことに対する評価 課題有無 

原子炉冷却材圧

力バウンダリの

過圧防止 

(バウンダリ機

能) 

 

主蒸気逃がし

安全弁(SR 弁)

の安全弁機能 

・既に多数の SR 弁が設けられている。 

・安全弁機能の他に、逃がし弁機能、

ADS 機能があり、多様性が図られてい

る。 

・しかし、動力が不要な安全弁機能に

代わる第 4 層設備が必要か、またその

設計が可能か検討が必要。 

有 

安全弁及び逃が

し弁の吹き止ま

り 

(バウンダリ機

能) 

SR 弁の吹き止

まり機能に関

連する部分 

SR 弁という機器のその部品に関するも

ので、PS の分類のものであり、第 4 層

設備がなくとも問題ない。 

無 

原子炉冷却材の

補給 

(冷却機能) 

CRD 系 に よ る

(少量の)原子

炉補給機能 

・原子炉への本補給機能は、安全上も

通常プラント運転上もレベルの低いも

のである。 

・他の冷却機能が強化されるため、本

システムに関する第 4 層設備がなくと

も問題ない。 

無 

未臨界維持(制

御棒による系、

ほ う 酸 水 注 入

系) 

(制御機能) 

制御棒または

ほう酸水によ

る未臨界維持

機能 

・未臨界を維持することは安全上必須

である。 

・関係する設置許可基準規則の第四十

四条でも、第 4 層設備を要求してはい

ない。 

・本システムに関する第 4 層設備の検

討が必要である。 

有 

出力上昇の抑制 

(制御機能) 

再循環ポンプ

ト リ ッ プ 機

能、制御棒引

抜監視装置 

・MS-1 に分類される「原子炉の緊急停

止」のシステムについて十分な第 4 層

化が図られれば問題ないが、現状十分

とは考えられない。 

有 

 



2-99 

参考文献 

[1] 第 8 回原子力委員会資料 第 2 号「「原子力 の安全 を問う」シリー ズセミナとりま

め,（財）エネルギー工学総合研究所（平成 24 年 1 月 25 日） 

[2] 日本学術会議 人間と工学研究連絡委員会安全工学専門委員会報告「安全・安心な社

会構築への安全工学の果たすべき役割」（平成 17 年 8 月 31 日） 

[3] 向殿政男：システムの安全性と安全目標，電子情報通信学会全国総合大会，電子情報

通信学会，2004-3 

[4] 文部科学省：「安全・安心な社会の構築に資する科学技術政策に関する懇談会」報告

書，2004-4, http://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/anzen/houkoku/04042302.htm 

[5]  IAEA, Basic Safety Principles for Nuclear Power Plants 75-INSAG-3 Rev.1, 

INSAG-12, 1999. 

[6] IAEA, IAEA Safety Standards, Fundamental Safety Principles No. SF-1, IAEA, 

2006. 

[7] 日本原子力学会 標準委員会レポート 「原子力安全の基本的考え方について 第Ｉ

編 原子力安全の目的と基本原則:2012」、AESJ-SC-TR005、2012. 

[8] 原子力安全委員会 安全目標専門部会、安全目標に関する調査審議状況の中間とりま

とめ、平成 15 年 12 月． 

[9] USNRC, NUREG-1560, Individual Plant Examination Program: Perspectives on 

Reactor Safety and Plant Performance, ” December 1997 

[10] USNRC, NUREG-1742, Perspectives Gained from the Individual Plant 

Examination of External Events (IPEEE) Program, April 2002 

[11] 地震調査研究推進本部、三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価（第二

版）について、http://www.jishin.go.jp/main/chousa/11nov_sanriku/index.htm、

平成 23 年 11 月 25 日公表、平成 24 年 2 月 9 日変更 

[12] IAEA, Severe Accident Management Programmes for Nuclear Power Plants, IAEA 

Safety Standards Series NS-G-2.15, 2009. 

[13] 原子力安全委員会、発電用原子炉の安全設計審査指針 

[14] 原子力安全委員会、アクシデントマネジメントについて、平成４年（平成９年改訂、

平成２２年廃止） 

[15] http://www.nsr.go.jp/committee/kisei/h24fy/data/0032_10.pdf 

[16] 日本原子力学会、原子力安全基本原則、2013 年 4 月 

[17] 「わが国の核セキュリティ対策の強化について」（平成 24 年 3 月 9 日、原子力委員

会 原子力防護専門部会） 

[18] 「核セキュリティの確保に対する基本的考え方」平成 23 年 9 月 13 日原子力委員会

決定 

[19] INSAG-24：The Interface between Safety and Security at Nuclear Power Plants



2-100 

（2010） 

[20] IAEA, Assessment of Defence in Depth for Nuclear Power Plants, afety 

Reports Series No. 46, 2005. 

[21] 原子力規制委員会 原子力規制庁事業報告「平成 24 年度高経年化技術評価高度化事

業」 

[22] 日本保全学会第 10 回学術講演会要旨集 P329-P335「高経年化技術評価の高度化－運

転プラントのシステム暗然評価の体系化－」 

[23] 原子力発電所過酷事故防止検討会報告書 平成 25 年 4 月 22 日「原子力発電所が二

度と過酷事故を起こさないために－国、原子力界は何をなすべきか－」 

[24] 国会事故調報告書（2012 年発行） 

[25] 政府事故調報告書（2012 年発行） 

[26] NEI 06-12 「B5bPhase2＆３Submittal Guideline」  

[27] http://www.aesj.or.jp/special/senmon.html 

[28] http://www.chuden.co.jp/energy/hamaoka/hama_info/hinf_topics/__icsFiles/ 

afieldfile/2011/12/06/hyoukakentouiinkaigiji.pdf 

[29] http://www.nsr.go.jp/archive/nisa/oshirase/2012/09/240914-2.html 

[30] 保安院第一回高経年化技術評価意見聴取会資料 3-3(2011 年 11 月) 

[31] 日本原子力学会原子力安全部会「福島第一原子力発電所の事故に関するセミナー」

報告書(2013 年 3 月) 

[32] 保安院第三回高経年化技術評価意見聴取会資料 2-1、2-2、4(2011 年 12 月) 

[33] 保安院第三回高経年化技術評価意見聴取会資料 4～6(2011 年 12 月) 

[34] 独立行政法人日本原子力研究開発機構;「東京電力(株)福島第一原子力発電所の廃止

措置技術に係る原子力機構の取組み（2012 年版）」 

http://fukushima.jaea.go.jp/initiatives/cat05/index.html 

[35] http://criepi.denken.or.jp/result/pub/annual/FY2011/P96-P97_kiban8.pdf 

[36] 独立行政法人日本原子力研究開発機構;「東京電力(株)福島第一原子力発電所の廃止

措 置 技 術 に 係 る 原 子 力 機 構 の 取 組 み （ 2012 年 版 ） 」

http://fukushima.jaea.go.jp/initiatives/cat05/index.html 

[37] 本岡、佐藤、山本、日本原子力学会和文論文誌、11 (2012) 249-254. 

[38] 端、塙、笠原、室屋、勝村、日本原子力学会「2012 年秋の大会」予稿集；CD-ROM、 

講演番号 K04 

[39] 本岡、佐藤、塚田、山本、日本原子力学会「2013 年春の年会」予稿集；CD-ROM、 講

演番号 F47 

[40] 中野、塚田、日本原子力学会「2013 年秋の大会」発表予定 

[41] 日本工業規格「ステンレス鋼の腐食すきま再不動態化電位測定方法」JIS G0592、

(財)日本規格協会、2002 年. 



2-101 

[42] M. Akashi、 G. Nakayama、 T. Fukuda、 Corrosion 98 (1998) 158. 

[43] 崎谷 美茶、 松橋 亮、 松橋 透、 高橋 明彦、 材料と環境、 58 (2009) 378. 

[44] JNES Report on “Strategic Load-Map 2008 of Technology Development for 

Ageing Management” 「高経年化対応技術戦略マップ２００８」 

[45] AESJ-SC-P005:2008 “Code on Implementation and Review of Nuclear Power 

Plant Ageing Management Programs 2008” by AESJ (Atomic Energy Society of 

Japan) 

[46] JEAC4601:2008/JEAG4601:2008 “Code and Guideline on Seismic Design for 

Nuclear Plant 2008” by JEA (Japan Electric Association) 

[47] H. Miyano, N. Sekimura, A. Takizawa, K. Maeda, “Review of Piping Wall 

Thinning and Seismic Evaluation in Japan”, Proceedings of the ASME 2009 

Pressure Vessels and Piping Division Conference, PVP2009-78037, Prague, 

Czech Republic, 2009.7.26-30. 

[48] H. Miyano, N. Sekimura, A. Takizawa, K. Maeda, “Review of Piping Wall 

Thinning and Seismic Evaluation in Japan2”, Proceedings of the ASME 2011 

Pressure Vessels and Piping Division Conference, PVP2011-58023,Baltimore, 

Maryland, USA, 2011.7.17-21. 

[49] H. Miyano, N. Sekimura, M. Takizawa, M. Matsumoto : “Construction of 

Earthquake –Proof Safety Evaluation Methods for Pipes with Wall Thinning”, 

IAEA-CN-194-IP50 2011 

[50] M. Takizawa, S. Takagi, H. Miyano, N. Sekimura,:”Development of Technical 

Information Basis in Japanese Ageing Management Program for System Safety 

of NPPs”, IAEA-CN-194-1P07, 2011 

[51] H.Miyano, A. Yamaguchi, K. Demachi, M. Matsumoto:“Study of System Safety 

Evaluation on LTO of National Project- Basic Concept of Functional 

Degradation and System Safety Assessment of Nuclear Plants in Operation-“, 

ICMST 2012 Tokyo 

 



2-102 

2.1.2 稼働プラント安全評価手法整備調査研究項目 

 原子力発電所の安全は、基本設計段階に始まり、運転開始直後から安定運転期間、そし

て高経年段階までのプラント・ライフ全体にわたり維持・確保されるべきものである。こ

れをプラント・ライフ・サイクル安全（Plant Life Cycle Safety: PLCS）とし、PLCS 性

能を表現できる指標を定義するとともに、それを定量化できる手法を確立する。また、多

様な PLCS 情報を体系的に管理する、いわゆるプラントカルテを含む包括的プラント情報シ

ステムを構築する。以上により、プラント・ライフ全体にわたり、安全を解析評価すると

ともに、経年プラントのリスク管理を適切に行う手法を整備する。 

 PLCS はプラント・ライフ・サイクルにわたっての安全性能の指標を扱うことから、安全

目標1や性能目標2において定められた炉心損傷発生頻度（CDF: Core Damage Frequency）

や格納容器機能喪失頻度（CFF: Containment Failure Frequency）、大規模早期放出頻度

(LERF)と放出量といった限られた観点からの指標だけでなく、その他の考慮すべき様々な

指標の多様な組み合わせにより、定量化される必要がある。 

 本事業では、PLCS の全体像を構築し、それを定量的に表現するために必要な包括的プラ

ント情報システムの構造と情報収集・評価システムの大枠を提案する。そして、PLCS を表

現する多様な指標とその組み合わせにより、PLCS 尺度を定量評価する手法を検討する。 

 

(1) PLCS の概念と保全指標の適合性 

 多くの研究によれば、技術に対する信頼は、価値の共有を前提としなければ得られない

ことが知られている。すなわち、PLCS を定義するとき、原子力エネルギー利用が、我々に

とって恩恵があることを、共有されている価値として了解する必要がある。その上で、安

全の確保がプラント寿命にわたってなされていることを定量的に論じることが PLCS の基

本概念である。すなわち、原子力利用には便益とリスクが伴うことを共通に了解すること

が前提であり、これを踏まえて PLCS の体系を構築する必要がある。 

 とはいえ、便益とリスク、あるいは価値と安全はいずれも簡明な数量として表現するこ

とは困難である。原子力施設において数量として得られる情報は、プラントの構成要素、

運転実績やアベイラビリティ、故障モードや故障率などである。これらを保全指標と総称

すれば、PLCS と保全指標を関連づける考え方を示すことにより、PLCS の定量化が可能とな

る。 

1) PLCS の概念：安全性と正当性 

 原子力基本法（平成 24 年 6 月 27 日改正）には、“この法律は、原子力の研究、開発及び

利用（以下「原子力利用」という。）を推進することによつて、将来におけるエネルギー資

源を確保し、学術の進歩と産業の振興とを図り、もつて人類社会の福祉と国民生活の水準

                             
1原子力安全委員会，安全目標に関する調査審議状況の中間とりまとめ、平成 15 年 12 月 
2原子力安全委員会，発電用軽水型原子炉施設の性能目標について－安全目標案に対応する

性能目標について－、平成 18 年 4 月 
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向上とに寄与することを目的とする”とある。さらに、“原子力利用は、平和の目的に限り、

安全の確保を旨として、民主的な運営の下に、自主的にこれを行うものとし、その成果を

公開し、進んで国際協力に資するものとする；前項の安全の確保については、確立された

国際的な基準を踏まえ、国民の生命、健康及び財産の保護、環境の保全並びに我が国の安

全保障に資することを目的として、行うものとする”との基本方針を示している。 

 

 このように、原子力利用の便益と安全の確保は、一体のものとして見なされていると考

えられる。従って、原子力利用に係る重要な指標は、正当性と安全性とすることが適切で

ある。正当性とは、原子力利用の便益を踏まえれば所定のリスクを容認することを正当と

みなせるという度合いである。安全性とは、原子力のリスクを踏まえれば適切なリスクの

抑制を要求することは当然であり、そのリスクが管理された状態により安全と見なせる度

合いである。原子力利用を放棄することによって社会に総体として新たなリスク（社会リ

スク）が生じるので、それを正当性の指標とすることができる。その新たなリスク（社会

リスク）を原子力エネルギー利用に伴うリスク（原子力リスク）と相対視して定量化する

ことも可能である。一方で、安全性を向上させる（リスク管理の適切化）のために投資を

すれば、それは原子力利用の便益の減損である。安全の向上を便益の減損と理解すれば、

それを原子力利用の便益と相対視して安全の向上を定量化することも可能である。 

 

 図 2.1.2-1 に原子力利用と、正当性（社会リスク）、安全性（原子力リスク）の関係を示

す。上述したように、原子力エネルギー利用に伴うリスク（原子力リスク）を踏まえれば、

リスク管理を適切に行う必要があり、適切なリスク管理を前提条件として原子力利用は正

当とみなされる。リスク管理の状態は安全性の指標である。一方、原子力利用の便益は正

当性の指標である。原子力利用に便益があるからこそ求めるべき安全水準を提示すること

ができる。すると、安全確保を前提として原子力利用を行うのではなく、原子力利用に正

当性があることを前提条件として求めるべき安全性が議論できるということになる。要す

れば、原子力施設の安全性と原子力利用の正当性はいずれかが前提で他方を議論するもの

ではなく、いずれもも適正に定めることが原子力利用の前提であると考えるべきである。 

 

 原子力の安全性と正当性を定量的に定める考え方として、安全性を便益の減損として、

正当性を便益として比較することが可能である。一方で、正当性を社会リスクの減損とし

て、安全性を原子力リスクの増分と見なすことも可能である。以下では、正当性と安全性

をプラント・ライフ全般において定量化するべく、因子の抽出と同定を試みる。 
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図 2.1.2-1 原子力利用のための要件（正当性と安全性） 

 

 安全性と正当性には、多くの因子が関係する。それらの因子は、抽象的な高位の概念か

ら、測定可能なデータのように具体的な量まで含まれる。従って、安全性と正当性をそれ

らの構成因子にまで展開するにあたり、階層構造の考え方を用いることとする。表 2.1.2-1

に安全性と正当性の階層構造の例を示す。 

 

表 2.1.2-1 安全性と正当性の関係と定量的指標への展開 

 安全性 正当性 

管理対象 公衆の健康と財産と環境の

保全 

国民の生活と経済活動、環

境の保全 

目標 安全目標  社会目標 

性能目標 リスク指標（頻度、シナリ

オ、影響度：Risk Triplet）

便益指標（安定供給、コス

ト、地球温暖化抑制） 

リスク抑制の持続性

指標 

継続的な安全性向上 持続的な便益の維持・向上 

 

管理の対象は、安全性については原子炉等規制法に則り、公衆の健康と財産、環境の保

全であるとした。正当性については、原子力基本法を参考に、国民の生活と経済活動、環

境の保全であるとした。環境の保全は、安全性の観点からは事故による社会的影響と理解

される。正当性の観点からは管理可能な量の高レベル放射性廃棄物を除いて地球温暖化ガ

スや大気汚染物質を放出しないことと理解される。次の階層には達成すべき目標を据える

ことが適切と考え、安全目標と社会目標を置いた。ここまでは、原子力技術よりも広範な

観点を取り込まなければ定まらない概念である。 

 

目標の達成度を測るためにはその下位に性能目標を位置付けることが適切である。安全

性については、確率論的リスク評価により得られるリスク情報が性能目標の達成度を示す

指標となるので、リスク指標を用いる。一方、正当性については、国民の生活や経済活動、

環境保全への貢献を適切に表すための評価手法はないが、エネルギー自給率などの安定供

給の程度、エネルギーコスト、二酸化炭素排出量などの経済統計から得られる指標を用い

ることができると考え、これらを便益指標とした。この段階の指標であれば、定量化が可

原子力利用 

社会リスク 

正当性 

原子力リスク 

安全性 
安全確保 

便益確保 
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能であると考えられる。 

 

最後に、性能目標とは異なる観点であるが、原子力リスクあるいは社会リスクを抑制さ

れていることについて、プラント・ライフ全体にわたって達成されていることが大切であ

るとの考えから、継続的な安全性向上、持続的な便益の維持・向上を指標として加えた。

これらは、時間の経過とともにプラントが経年化し、環境条件が変化することに対してあ

る意味で普遍的に目標が達成されているのかを判断する指標である。 

 

(a) 目標を達成するための ALARA の考え方 

これらの指標には一貫してリスクをできるだけ低くするという要求がある。すでに考察

したように、便益をできるだけ損なわずにリスクを抑制するという考え方であるといって

もよい。 

原子力リスク抑制には ALARA（As Low As Reasonably Achievable）の考え方がしばしば

参照される。“Reasonably”は“合理的に”と訳すことが多いが、むしろ“理由を示して説

明し、関係者にその判断を理解していただける”と訳す方が適切である。“合理的に”は、

“Rational”に近い無機質な用語である。リスク抑制のために実施可能なことは全て実施

するという原理原則は、リスク管理という概念を欠いた誤った考え方であり、ALARA の本

意ではない。まさに、ALARA とは関係者の間の対話により、合意点に達する範囲内におい

て、できるかぎりリスクを抑制するという考え方である。 

 

理由を示して説明し、理解していただくためには何らかの合意に係る判断基準が必要で

ある。その判断基準は、リスクと便益の相対評価の総意としての合意点を反映したもので

ある。それを達成すべき目標と呼んでもよいが、目標は高ければ高いほどよいという考え

方に通じるという意味で異なっている。リスクと便益の適切なとりあわせを探り、実行可

能な方法で目標を達成する必要があり、ALARA の考え方がベースにある。 

 

(b)  正当性の性能目標 

 PLCS を社会リスクと原子力リスクに展開したが、それらの下位階層を考えるときの指標

が必要である。社会リスク（正当性）の指標の下位階層については、2012 年 7 月から 8月

に日本国政府が実施した、エネルギー・環境に関する討論型世論調査3の事例から考察でき

る。この調査では、無作為に抽出された国民に、エネルギー・環境に関する選択肢でもっ

とも重視するものは何かを問い、それとともに原子力発電の割合についていずれを選択す

るかを問うた。2012 年 8 月 4日から 5日にはシンポジウムを開催し、参加者間の討論、専

門家との質疑を実施した。これは、「国民的議論の一環という位置づけの中、エネルギー・

                             
3エネルギー・環境の選択肢に関する討論型世論調査 調査報告書、2012 年 8 月 22 日、エ

ネルギー・環境の選択肢に関する討論型世論調査 実行委員会 
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環境に関する選択肢に関して「社会の縮図」を確保しつつ、普通の国民の意見を調べ、十

分な情報と熟考に基づく意見を聴取すること」を目的とし、「エネルギー・環境の選択肢に

関する国民的議論が活発に行われるようにするための政府の取組みの 1つ」であるとされ

た。すなわち、エネルギーと環境に関する政策を決定するための活動であり、いずれの政

策が正当性をもつかを考察する試みである。 

 

 この調査では、エネルギーと環境に関する選択肢はとして 

 エネルギーの安定供給 

 地球温暖化抑制 

 エネルギーコスト 

 安全の確保 

をあげた。これら、４項目がエネルギーと環境に関する選択の正当性を説明する項目であ

る。表 2.1.2-1 より、正当性の性能目標として、安定供給、コスト、地球温暖化抑制をあ

げたことと対応する。 

 

 安全確保、エネルギー安定供給、地球温暖化防止、コストの４つをエネルギーと環境に

関する選択肢として、そのうちで何をもっとも重視するかを、初期の電話調査時（T1）、説

明資料を読んで討論会に参加する前（T2）、討論会終了後（T3）の 3回問うた結果を簡単に

述べる。安全確保をもっとも重視する人の割合は、、67.0%（T1）→74.4%（T2）→76.5%（T3）

と増加した。エネルギー安定供給については、安全ほどでないが徐々にあがっているとの

結果である。さらに、地球温暖化防止は低下の傾向、コストについては横ばいであった。 

  

 安全確保、エネルギー安定供給、地球温暖化防止、コストの４つの選択肢に関する設問

と合わせて、原子力発電比率についても選択を求めた。その結果、ゼロシナリオが 32.6%

（T1）から 41.1%（T2）、46.7%（T3）と増加している。一方、20-25%シナリオを支持する

割合は 13%で変化していない。結局、15%シナリオと 20-25%シナリオの支持層は大きく変化

することがなく、複数支持と積極支持なしという層がゼロシナリオ支持にシフトした。 

 

以上の考察から、上記の 4項目をもとに正当性の性能目標を選定することが適切と考え

られるが、この 4項目は必ずしも同列に扱うものではないことに注意が必要である。エネ

ルギー政策の目的は、エネルギー安全保障の確立である。エネルギー安全保障の概念の意

義は、「国民生活、経済・社会活動、国防等に必要な『量』のエネルギーを、受容可能な『価

格』で確保できること」4である。すなわち、本質はエネルギー安定供給であり、それに付

随してエネルギーコストが普遍的に重要である。一方で、安全確保と地球温暖化防止はそ

                             
4 平成 21 年度エネルギーに関する年次報告」（エネルギー白書 2010、第 174 回国会（常会）

提出、第 1 部エネルギーをめぐる課題と今後の政策 
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リスクの抑制水準は安全目標として提示される。安全目標への適合性を判断するための補

助的な目標と定義される5性能目標に展開することが適切である。そしてその性能目標は安

全確保の基本的考え方である深層防護と対応していることが望ましく、また説明性に優れ

る。 

 以上の考え方により、安全性に係る目標を定量化するために展開されり性能目標を深層

防護の考え方に従い整理した。プラント・ライフ・サイクル安全を評価するための指標を

定義するうえで、個人の健康影響と放射性物質放出による社旗的影響にかかる安全目標を

定めることを前提とした。いずれの目標も、放射性物質の放出を伴うような事故を防止す

ること（発生防止）、放射性物質の放出を防止すること（影響抑止）、公衆や環境へのリス

クを抑制すること（リスク抑制）により達成され、これは深層防護の考え方に則っている。

安全目標を達成するために三つの性能目標が定義される。 

① （原子炉では炉心損傷事故）発生防止の性能目標 

② 影響抑制の性能目標（原子炉では、シビアアクシデントによる放射性物質の放出） 

③ 公衆や環境えのリスク抑制の性能目標（複数の目標がありえる） 

 

 発生防止の性能目標は、確率論的リスク評価（PRA）で得られる炉心損傷発生頻度が適し

ている。炉心損傷としても様々な損傷モードがあり、それによって放射性物質放出の潜在

的脅威と影響抑制の方法と効果は異なる。しかし、下位の階層に、深層防護の考え方と整

合する性能目標を据えることの意義は、そのような不確かさには影響されず、最初の防護

層の性能を規定できるところにある。発生防止では、安全設計だけでなく、運転や保守な

ど、運転段階の指標も関係する。 

 

 影響抑制の性能目標は、シビアアクシデントが発生した後に格納機能を確実に確保する

こと、ソースタームを工学施設により低減すること、さらに管理放出、その他の方策によ

り放出影響を抑制することが重要である。さらに、このフェーズでは、外部からの支援機

能が重要な役割を果たす。事前に外部支援方策が十分に機能するように設計されているか、

訓練や教育は適切になされているか、必要な資源の調達は可能であるか、これらを評価す

ることが重要である。 

 

 リスク抑止の性能目標では、公衆のリスク、環境リスクを顕在しないような方策と準備

が必要である。リスク指標としては、レベル 3PRA の結果として得られるリスクプロファイ

ルや公衆リスクが使用される。また、多数機の影響、さらには、サイト周辺の施設やイン

フラストラクチャ（交通、通信など）自然現象と人的事象に対する耐性といった問題を考

慮する必要がある。 

 

                             
5 原子力安全委員会，安全目標に関する中間とりまとめ、平成 15 年 12 月 



 個々

性能

量値で

ある。

る必要

ける影

き合成

 

 図

 

2) 正

 正

でな

表 2.

全目標

度を評

スク評

能あ

と方策

 一方

題であ

を実現

この

保を実

 

々の性能目標

目標は個々の

である。一方

。よって、性

要がある。こ

影響があるの

成を図るため

2.1.2-3 原

正当性の指標

正当性をどの

く、経済活動

1.2-2 に安全

標、それを達

評価するため

評価（PRA）

るいはその指

策の組み合わ

方で、正当性

あると考えら

現するための

ことは、ゼロ

実現するため

標が達成され

の機器や設備

方、安全目標

性能目標の達

こうして、工

ので、安全目

めの指標をこ

原子力利用の

図 2.1

標 

のように定量

動への寄与、

全性と対比さ

達成するため

めの性能指標

であり、その

指標の組み合

わせに応じて

性の場合には

られる。すな

の手段や制約

ロリスクを求

めには、解消

れれば安全目

備、人間の行

標は、どれほ

達成度を踏ま

工学的な不確

目標の達成度

ここに導入す

の構成要素（安

.2-3 原子力

量化するかを

化石燃料の

させて正当性

めに施設の特

標が体系的に

の手法に応じ

合わせの十分

て示される。

は、性能目標

なわち、具体

約、資源や評

求めることは

消しなければ

2-109 

目標への適合

行動、危機管

ほど安全であ

まえて、工学

確かさだけで

度は容易に測

する。 

安全性）に安

力利用の構成

を検討する。

のコスト上昇

性に関する指

特性に応じて

に示される。

じて解析すべ

分性は、深層

 

標と性能指標

体性までは求

価手法が、正

は不合理であ

ばならない課

 

合性は自動的

管理手順など

あれば安心で

学的ならびに

でなく、主観

測定できない

安全性に関す

成要素（安全

これら指標

昇の抑止効果

指標を整理す

て適切に設定

これらを定

べきパラメー

層防護に基づ

標が明示的に

求められない

正当性につい

あることを踏

課題である。

的に満足され

どの達成度を

できるのかと

に社会的な観

観的な要素や

い。よって、

する性能目標

全性） 

標には直接的

果などの福次

する。安全性

定される性能

定量化する方

ータも定まる

づく安全の確

に定められて

い政策目標は

いては未成熟

踏まえ、かつ

 

れるものでは

を調べるため

いう問いか

観点から評価

や社会環境か

安全目標へ

標の構成を示

 

的なメリット

次的作用もあ

性の場合には

能目標、その

方法が確率論

る。要求すべ

確保の段階的

ていないこと

はあっても、

熟な状況にあ

つ、厳格な安

ない。

の定

かけで

価をす

から受

のて

す。 

のみ

る。 

、安

達成

的リ

き性

目標

が問

それ

る。

全確



2-110 

表 2.1.2-2 安全性と正当性の関係と定量的指標への展開 

 安全性 正当性 

政策目標 安全の確保（安全

目標） 

安定なエネルギ

ー供給 

地球温暖化防止 安価なエネルギ

ー源の確保 

性能目標 リスク抑制の目

標 

電力供給信頼性 温暖化ガス排出

抑制 

エネルギーコス

ト 

性能指標 炉心損傷発生頻

度（CDF） 

格納機能喪失頻

度(CFF) 

大規模放出頻度

など 

停電回数 

など 

CO2 排出量 

など 

発電単価 

など 

個別指標 安全機能の信頼

性 

リスクマネジメ

ント能力 

など 

   

パラメータ リスク重要度 

保全重要度 

機器信頼性 

など 

   

 

 図 2.1.2-4 に、正当性の指標を展開した例を示す。エネルギー安定供給については、発

電量、製剤成長への寄与、雇用の側面など、直接的な効果と間接的な効果を考えることが

適切であろう。地球温暖化抑制については、具体的な排出目標から、国際的な貢献、環境

汚染の防止という数量化しがたい項目が含まれる。エネルギーコストは、国際的な競争力

に対する寄与と、安価なエネルギーをどれだけ信頼性高く供給できるか、外乱に対するコ

ストのロバスト性という観点で評価されるものである。このようおに、正当性の指標を展

開しようとするときには、極めて多くの要因を考慮する必要があり、また時間軸について

も過去の収益（これによって廃炉の問題は正当性をもつ）、現在のコストや供給性能に加え、

将来の不確かさに対する強靱性といった観点も不可欠である。 

 PLCS の指標として、エネルギー安定供給、地球温暖化防止、エネルギーコストを挙げた

ことは適切であると考えられる。一方で、その定量化のためには検討すべき課題が多いこ

とが理解される。なお、正当性を評価するときに留意すべき三つの着眼点を図 2.1.2-4 に

示した。経済的合理性、国際的競争力、論理的説明性である。 
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図 2.1.2-4 社会リスクと正当性の構成要素 

 

 しばしば指摘されることではあるが、正当性に係る性能目標については、便益に対して

それが実現できない場合に予め準備しておくべきリスクもある。その一例を表 2.1.2-3 に
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表 2.1.2-3 原子力利用に係る便益とリスクを表現する 4つの指標 
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地球温暖化抑制  温室効果ガス排出抑制 設備利用率低迷による代替策 

エネルギーコスト 低コストのエネルギー確保 安全向上投資、事故修復コスト

 

 原子力発電所の設備利用率が低迷すれば、温室効果ガス排出量削減のための代替手段が

求められ、それが付加的なリスク要因となる。エネルギーコストについては、継続的な安

全向上やバックフィットのためのコスト、事故が発生した場合のコストなどのリスクがあ

る。 
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3) 安全性の指標 

 安全目標は、それへの適合性を判断するための補助的な目標と定義される6性能目標に展

開することが適切である。そしてその性能目標は安全確保の基本的考え方である深層防護

と対応していることが望ましく、また説明性に優れる。 

 深層防護の発生防止は、リスク要因すなわちシビアアクシデント（著しい炉心損傷状態）

の発生防止とする。これは、レベル 1リスク評価である。炉心損傷発生頻度（CDF）に関す

る性能目標がこ発生防止の指標に対応する。 

 影響抑制は、格納機能の喪失とソースタームの制限である。これはレベル 2リスク評価

である。格納機能喪失頻度（CFF）と大規模放出量と頻度に関する性能目標が影響抑制の指

標に対応する。影響抑制の性能とは、敷地外に放射性物質がどれだけ放出されるのかの評

価と同じ内容である。 

 リスク抑止は公衆の健康並びに環境保全へのリスクを低く抑制することであり、レベル

3 リスク評価である。安全目標（リスク目標）として安全目的を達成する条件が設定され

る。リスク評価は、安全目標の達成度を判断するための定量的指標になる。 

 以上の考え方により、図 2.1.2-5 に示す通り、原子力利用に係る判断を定量するために

考慮すべき因子の構成を整理した。安全目標の構成要素は、プラントの設計(safety 

design)や用意（safety provisions）によって対処される安全防護の領域から、個人や公

衆の健康に関する放射線防護の領域までが含まれると考えられる。 

 プラント・ライフ・サイクル安全を評価するための指標を定義するうえで、個人の健康

リスクと放射性物質放出規模にかかる安全目標を定めることを前提とした。いずれの目標

も、放射性物質の放出を伴うような事故を防止すること（発生防止）、放射性物質の放出を

抑止すること（影響抑止）、公衆や環境へのリスクを抑制すること（リスク抑制）により達

成され、これは深層防護の考え方である。よって、安全目標はそれを達成するためのそれ

ぞれの防護性能を高めることにより達成されるので、3つの性能目標が定義される。 

①（原子炉では炉心損傷事故）発生防止の性能目標 

② 影響抑制の性能目標（原子炉では、シビアアクシデント発生防止の手段、格納容器、

ベントなどが含まれる） 

③ リスク抑制の性能目標（複数の目標があり、これを統合すれば安全目標） 

 

                             
6 原子力安全委員会，安全目標に関する中間とりまとめ、平成 15 年 12 月 
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図 2.1.2-5 原子力リスクを定量する因子分析（深層防護と安全目標） 

 

(a) 発生防止の性能目標 

 内的事象は、ランダム事象なので高信頼性と冗長性に対する要求によりクリフエッジは

回避され、多重故障の可能性は十分に小さく抑制される。一方、人的事象、外的事象など

は、共通原因がありクリフエッジ特性の評価が必要である。発生防止の性能目標には、設

計、運転、保守、安全という 4つの性能に加え、自己修復性能をあげた。 

 設計性能はそれぞれの安全機能の信頼性がどの程度か、またその信頼度配分が適切かと

いった指標で評価される。計画外停止頻度は、結果として安全機能の信頼度や外乱に対す

る頑健性を表す指標であるとして選定する。 

 運転性能は、設備利用率と条件付き炉心損傷確率を選定する。設備利用率は便益を代表

させる指標である。条件付き炉心損傷確率は、さまざまな起因事象に対して、炉心損傷に

至るまでの耐性（余裕）を表す。すなわち、安全機能の信頼性に加え、運転操作、手順な

どが有効に機能することの指標である。 
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図 2.1.2-6 発生防止の性能目標に係る指標の階層構造 
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保守性能は、定期検査の期間、停止時の炉心損傷確率、定期検査中の被ばく量を選定し

た。定期検査の期間は検査の手順の効率性や運転サイクルと関係し、保守が効率的に行わ

れる便益の指標である。停止時炉心損傷確率は、停止時の保守の手順が安全性（リスク）

に及ぼす影響を表す指標である。 

 安全性能は、炉心損傷確率、リスク重要度、性能目標との適合度を指標とした。炉心損

傷確率は、シビアアクシデントの発生防止に関する性能をもっとも直接に表す指標である。

しれに加え、炉心損傷に関連するリスク情報を選定する。 

 自己修復性能とは、国内外の運転経験や最新知見を適宜分析・吟味して反映し、重大な

事故の要因となりうる共通要因故障やクリフエッジを回避する能力である。併せて、それ

らは設計基準類に反映され、バックフィットの必要性が検討される。これらを確実に実施

できていることにより、弱点を修復し、より強靭な安全系とすることができる。 

 

(b) 影響抑制の性能目標 

 影響抑制については、シビアアクシデントが発生した後に格納機能を確実に確保するこ

と、ソースタームを工学施設により低減すること、さらに管理放出、その他の方策により

放出影響を抑制することが重要である。これらの機能の有効性については、発生防止の性

能目標と同様に自己修復性能を選定する。さらに、このフェーズでは、外部からの支援機

能が重要な役割を果たす。事前に外部支援方策が十分に機能するように設計されているか、

訓練や教育は適切になされているか、必要な資源の調達は可能であるか、これらを評価す

ることが重要である。 
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図 2.1.2-7 影響抑制の性能目標に係る指標の階層構造 

 

(c) リスク抑止の性能目標 

 リスク抑止の性能目標では、公衆のリスク、環境リスクを顕在しないような方策と準備

が必要である。リスク指標としては、レベル 3PRA の結果として得られるリスクプロファイ

ルや公衆リスクが使用される。また、多数機の影響、さらには、サイト周辺の施設やイン

フラストラクチャ（交通、通信など）自然現象と人的事象に対する耐性といった問題を考

慮する必要がある。 

安全の目的 

発生防止の 
性能目標 

影響抑制の 
性能目標 

SA緩和性能 

CFF 

リスク抑制 
ＳＴ低減 

リスク抑制 
ＳＴ放出 

性能目標的適
合度 

自己修復性能 

クリフエッジ 

最新知見反映 

運転経験反映 

規格・基準適
合 

バックフィット適
合 

外部支援能力 

連携の強さ 

訓練度 

資源の充足度 

リスク抑止の 
性能目標 

安全目標達成
度 



2-117 

 

図 2.1.2-8 リスク抑止の性能目標に係る指標の階層構造 

 

(d) 安全目標（安全目的の達成度の指標） 

 安全目標達成度は科学的合理性や論理的説明性を要件としているので正当性を構成する

要件が安全目標達成度に関与する。安全目標とは、原子力利用において目指すべき安全の

水準である。安全目標の達成度を見るため、科学的合理性、国際的整合性、論理的説明性

をあげている。科学的合理性は客観的な科学的知見に基づきある行動原則にてらして論理

的（演繹的に導ける）であることの意味である。科学的合理性があれば論理的説明性があ
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ると考えるべきかもしれないが、ある説明が理解されるか否かにはもっと他の要素がある

と考えて論理的説明性を加えた。国際的調和については、安全確保は国際的な基準を踏ま

えることを考えて加えた。 

 

図 2.1.2-9 原子力安全の目的を踏まえた重要因子の摘出 

 

論理的説明性についてはは、科学的合理性があることが前提であるが、それに加えて、

説明が相手に理解あるいは共感してもらえるための要素を付加する必要がある。専門的な

判断そのものよりも、判断のプロセスや行動原理、態度などが説明性には必要になると考

えられる。例えば、原子力規制委員会設置法には、“中立公正な立場で独立して”とあり、

中立性や公正性である。国際的調和については、原子力基本法に、“確立された国際的な基

準を踏まえ”とあることに対応する。安全確保は国際的な基準を踏まえることを考えて加

えた。 

 NUREG-2.1.20 では、「リスク情報を精査し（risk-informed）、実績を反映し

（performance-based）、深層防護によって安全確保（protection）をすることによって、
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以下の 2つを確認できると書いている。①放射性物質への暴露の防止、閉じ込め、影響緩

和のために用意した障壁（Barrier）、管理（control）、人員（Personnel）の組み合わせが

適切であること（放射性物質への暴露は、ハザードの存在、事故のシナリオ、関連する不

確かさにより発生する）；②用意した障壁と管理のいくつかあるいは全ての失敗（人間過誤

も含む）によるリスクが受容できる程度に低く維持されること」。深層防護に拠り安全確保

をするとき、受容できるリスクについて考えることが必要である。このような各国の考え

方の調査と意見交換を常に行う必要がある。 

 なお、原子力利用の目的については、原子力基本法は以下のとおり、その目的と基本方

針を定めている。 

（目的） 

第一条  この法律は、原子力の研究、開発及び利用（以下、「原子力利用」という）を推

進することによつて、将来におけるエネルギー資源を確保し、学術の進歩と産業の振興と

を図り、もつて人類社会の福祉と国民生活の水準向上とに寄与することを目的とする。 

（基本方針） 

第二条 原子力利用は、平和の目的に限り、安全の確保を旨として、民主的な運営の下に、

自主的にこれを行うものとし、その成果を公開し、進んで国際協力に資するものとする。

２ 前項の安全の確保については、確立された国際的な基準を踏まえ、国民の生命、健康

及び財産の保護、環境の保全並びに我が国の安全保障に資することを目的として、行うも

のとする。 

 

4) 各階層の定義と関係 

  安全性と正当性を因子に展開するときの階層構造の考え方を述べる。 

 

 階層 0は、原子力利用であり、正当性（社会リスク）と安全性（原子力リスク）をその

下位におく。本説では、原子力利用を頂上目的とし、それを社会リスクと原子力リスクに

展開した。さらに原子力リスクについては深層防護を念頭に階層展開した。それぞれの階

層の定義と関係を明確にする。 

 

 階層 1は、正当性と安全性である。「原子力利用の目的」と「安全の目的」と云ってもよ

い。それを達成する目安として、政策目標と安全目標が置かれる。本研究では、安全性に

係る評価を対象とするが、プラントの性能を表現するために発電性能や設備利用率などを

参照する場合もある。 

 

 階層 2は、安全目標を達成するための性能目標の階層である。これは、深層防護と対応

している。シビアアクシデントの発生防止が発生防止の性能目標、格納機能の確保は影響

抑制の性能目標、緊急時対応がリスク抑止の性能目標である。さらに、この階層には安全
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目標の達成度をおいた。その理由は、三つの性能目標を満たすことに加え、新知見の反映

やバックフィットに対する考え方、安全性に関する国際的なコンセンサスが重要と考えた

からである。 

 

 階層 3は、性能を表現する指標（性能指標の考え方：FoM）である。一般に炉心損傷発生

頻度のように、安全評価、リスク評価で定量化される量などである。もちろん、性能を表

すには、それらだけでなく、通常運転に関わる要因や、規格・基準に関わる要因など、多

様である。 

 

 階層 4は、性能指標を分析する個別指標（安全、設計、保全、リスク）である。 

 

 階層 5は、個別指標を細分化した（定量化するための）パラメータ（必要に応じて定義）

である。この階層では、パラメータとして具体的に定量化された数字を用いる。 

 

安全性に対する評価マトリクス 

  発生防止 影響抑制 リスク抑止 

安全目標  設計基準事故 重大事故対策 災害対策 

性能目標  CDF CFF LRF 

性能指標  安全機能信頼度 AM の品質 危機管理の品質

個別指標     

パラメータ     

 

 安全目標、性能目標、性能指標、個別指標と階層化し、安全性については深層防護の考

え方に従い、発生防止、影響抑制、リスク抑止について指標を定義している。従って、リ

スク評価ならびに性能目標（CDF、CFF、LRF）と密接な関係にあるはずである。実プラント

から得られる指標（保全指標を含む）と何らかの対応を示すことを目標とする。 

 

 このように、安全指標と各レベルのリスク評価は対応する。ここに定義した安全確保の

ための指標とリスク評価を用いてプラントサイクルにわたる安全性能が定量化され、それ

が正当性と相対化されるには、安全目標の策定が残されたピースである。 

 

 安全性の観点に加え、運転・保守に関する観点も加味している。運転・保守にかかる様々

な活動は、安全の目的（リスクの抑制）とは相当に距離があるところ（例えばパラメータ

のレベル）で運用されているので、それらが安全指標の数字に直接に大きく影響すること

はないと考えられる。ここで要因を階層化したことの利点は、運転性（運転安全）や保守

性（保守安全：保全）についても、性能指標を定義できることである。評価する目的に応
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じて、個別指標を適切に組み合わせることによって、様々な分析が可能となると考えられ

る。 

 

(2) 包括的プラント情報システムのための基盤要素の構築 

1) プラントカルテにおいて用いる指標の整理 

 

(a) プラント指標の整理 

従来、原子炉の安全性は、CDF や CFF といったリスク指標のみで示されることが多かっ

た。しかし、原子炉は深層防護の概念に基づき安全対策がなされているため、例えば高経

年化によって特定の系統の機能喪失確率が高くなったとしても、これが CDF や CFF に直接

影響を与えないこともあり得る。従って、高経年化がプラントに与える影響を見るために

は、多角的なプラント指標が必要となってくる。そこで、H23 年度，H24 年度においては、

プラントの安全性を多角的に見ることが可能となるパラメータを収集した。 

本年度の作業においては、(1)における検討結果に基づき、プラントパラメータの整理を

進めた。整理結果を表 2.1.2-4 に示す。 
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表 2.1.2-4 プラントカルテに用いることができる指標の整理結果 

 

(社会リスク)：正当性指標 ● ● ●
(原子力リスク)：安全性指標：発生防止 ● ● ●
(原子力リスク)：安全性指標：影響抑制 ● ● ●
(原子力リスク)：安全性指標：リスク抑制 ● ● ● ●
(原子力リスク)：安全性指標：安全目標達成度 ● ● ●
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マクロ プラント正当化指標
稼働率 ○ ○
計画外停止による稼働率のロス ○ ○
年当たりの発電量 ○ ○
発電コスト ○ ○

マクロ サイト指標
プラントの型式 ○ ○
サイト内プラント数 ○
サイト内使用済み燃料体数 ○

マクロ リスク指標
深層防護の第一層が破られる確率(異常な過渡事象に至る発生確率) ○ ○ ○
深層防護の第二層が破られる確率(事故事象に至る確率) ○ ○ ○
深層防護の第三層が破られる確率(設計基準事象を超える確率) ○ ○ ○
深層防護の第四層が破られる確率(シビアアクシデントマネジメントが機能しない確率) ○ ○ ○ ○
深層防護の第五層が破られる確率(容認できない公衆の被ばくに至る確率) ○ ○ ○ ○
炉心損傷確率(CDF) ○ ○ ○ ○
格納容器破損頻度(CFF) ○ ○ ○ ○
早期大規模放出確率(LERF) ○ ○ ○ ○
典型的な事故・過酷事故を想定した場合の一般公衆被ばく線量 ○ ○ ○ ○
典型的な事故・過酷事故を想定した場合の土壌汚染面積 ○ ○ ○

マクロ 安全余裕指標
ストレステスト結果の安全係数 ○ ○ ○

マクロ 安全指針指標
バックフィット適合状況

バックフィット適合率 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

マクロ～メゾ 安全実績指標
運転

計画外スクラム回数 ○
熱除去機能喪失を伴う計画外スクラム回数 ○
計画外出力変動回数(内的事象) ○
計画外出力変動回数(外的事象) ○ ○
緩和系統のアンアベイラビリティ ○
緩和系統の故障事例件数 ○
緩和系統の故障事例のうち、検査で発見できたものの割合 ○
冷却材中のヨウ素131濃度 ○
一次冷却材漏えい率 ○
PCV漏えい率 ○
原子炉保護系/ECCS/EDGの起動回数 ○
設計/ハードウエアに起因する重大なインシデント回数 ○
人的要素に起因する重大なインシデント回数 ○
外的要因に起因する重大なインシデント回数 ○ ○
LCO逸脱回数 ○
Tech spec逸脱回数 ○

保全
安全機器に対する補修要求件数 ○ ○
リスク上重要な安全機器に対する補修要求件数 ○ ○
実際の補修件数と計画補修件数の比 ○ ○
一定期間(例：3ヶ月)以上処理されていない補修要求件数 ○ ○
軽微なトラブル件数(NUCIA登録件数) ○ ○

検査
設備、機器などの安全機能が損なわれたか、またはその可能性があった検査指摘事項 ○ ○
定量的リスクに影響したか、又はその可能性があった検査指摘事項 ○ ○
従業員の放射線被曝があったか、又はその可能性があった検査指摘事項 ○ ○
災害に備え、整備・実施しておくべきことに係わる検査指摘事項 ○ ○
定期検査項目・期間

品質保証
独立な監査の回数 ○ ○
監査による指摘事項の件数 ○ ○
指摘事項の解決に要する平均時間 ○ ○
外部監査で初めて指摘された事項の件数 ○ ○ ○
内部監査で繰り返し指摘される事項の件数 ○ ○

放射線防護
従業者の個人線量の最大値 ○
従業者の個人線量のサイト平均値 ○
報告事象件数 ○
気体放射性廃棄物放出放射能量 ○
液体放射性廃棄物放出放射能量 ○
報告事象件数 ○

労働安全
運転操作中の労働災害発生回数 ○

人的要因
人的要因で発生したインシデントの割合 ○
訓練の欠陥により発生したインシデントの割合 ○
手順の欠陥により発生したインシデントの割合 ○

訓練
訓練時間 ○
訓練の欠陥に基づく失敗件数 ○ ○
シミュレータ訓練における事故操作時のエラー件数 ○

安全文化
安全に関する訓練/講習の時間 ○
安全に関する講習の回数 ○
安全に関する講習への出席率 ○
安全に関する外部監査の回数 ○
安全に関するトップ層が関与する会議の回数 ○

防災
訓練回数 ○
訓練参加率 ○
訓練時に見いだされた改善事項件数 ○
通報・通信システムの信頼性 ○

継続的改善
運転経験の保安活動への反映件数 ○
最新知見の反映件数 ○ ○ ○ ○
繰り返し発生した事象の件数 ○
原因究明中のインシデントの件数 ○

メゾ～ミクロ 保全予測指標
設計情報

設計時の安全基準 ○ ○
安全基準の改訂履歴 ○
安全評価手法の改訂履歴 ○
安全基準設定の考え方の変遷 ○
工認の改訂履歴 ○

施工情報
ミルシート ○
製造公差 ○
実耐力の試験結果 ○

保全情報
使用条件(例：系の温度、圧力、流量、環境条件) ○
検査履歴 ○
補修履歴 ○
交換履歴 ○
材質の変化(バウンダリ：寸法・肉厚・NDTなど、配線：絶縁特性など) ○

人的情報
検査時の見落とし確率 ○ ○

評価情報
機器の機能喪失確率の経年変化 ○
システムの機能喪失確率の経年変化 ○
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 (b) 各プラント指標の説明 

取り扱うべきプラント指標については、H23 年度～H25 年度にかけて検討を行い、これらを

カテゴリ分けした。これらのカテゴリに対する説明を以下に示す。 

 

a)プラント正当性指標 

原子力プラントの正当性に関する指標である。IAEA SF-1 や現在検討中の日本原子力学

会の原子力安全基本原則等に示されているように、原子力安全の基本原則の一つにプラン

トの正当性がある。正当性があるとは、プラントによって得られる便益がリスクを上回っ

ていること、あるいは、プラントにより生じるリスクが便益を下回っていることである。

また、正当性に関する説明性も重要となる。これらのことから、正当性指標としては、経

済的合理性、国際的整合性、論理的説明性などに寄与する項目が選ばれる。 

 

b)サイト指標 

原子力発電所をマクロに見たときの指標である。原子炉の基数・タイプや、サイト内に

貯蔵されている使用済み燃料の体数が総合的なリスクに関係する指標となり得る。 

 

c)リスク指標 

原子力プラントの主として、リスクに関連する指標である。一般に、安全は「リスクが

十分に小さいこと」でしか示すことはできないため、リスク指標は、言い換えると原子力

安全に関する指標であると言い換えることもできる。リスク指標は、原子力安全を達成す

る基本的な方法論である深層防護の性能に関する指標、および確率論的リスク評価により

得られる指標からなる。原子力プラントは深層防護を取り入れた設計を採用していること

から、CDF や CFF 等のパラメータは、経年変化を含む種々のプラントの状態変化を反映し

にくいものになっている。つまり、経年変化により、機能喪失などが発生したとしても、

深層防護により、炉心損傷や格納容器損傷などの過酷事故に至る確率が非常に低いため、

CDF や CFF などのパラメータに対し、経年変化が大きな感度を持たないように見える状態

となっている。これは、逆に言うと、深層防護が適切に働いている状態であるともいえる。

そこで、CDF や CFF に加えて、PRA 解析の過程で得られる深層防護の各層が破られる確率を

指標として用いることにより、経年変化などの状態変化がプラントの安全性に与える変化

をより「敏感に」見ることを試みる。これは、深層防護の性能を見ることにもなる。 

また、福島第一の事故の教訓として、過酷事故が起こった社会的・経済的影響(社会的リ

スク)を見る指標が必要になる。そこで、過酷事故が発生した場合に想定される土壌汚染面

積などを指標に取り入れた。 

なお、フラジリティの経年変化は、本事業の枠内で検討が進められている保全指標の検

討に基づき、例えば配管の肉厚などの情報と確率論的破壊力学から計算することが可能で

ある。フラジリティの経年変化が計算できれば、リスク指標のいくつかについては、将来
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の経時変化を直接予測できるため、これらを深層防護の各層に関連づけることで、深層防

護の各層の「劣化」を時間軸に沿って表すことができると予想される。具体的には、リス

ク指標としてあげている「深層防護の各層が破られる確率」の経年変化が計算可能と考え

られる。 

 

d)安全余裕指標 

安全余裕の大きさは、特に設計を超える外的事象など、いわゆる想定外事象に対して安

全上大きな意味を持つ。そこで、ストレステストでイベントツリーを用いて特定された安

全余裕(クリフエッジに至るまでの余裕)を安全指標の一つとして考慮する。 

 

e)安全実績指標 

プラントの運転に伴って得られる各種データは、人間の体で例えると、健康診断の結果

や、日々の体の具合に対応するものである。これらから、健康、すなわち、プラントの安

全レベルを推定できるパラメータを得ることができる。これらを以下のように分類した。 

 

(i)運転 

計画外スクラム回数を始めとする、運転に伴う典型的なトラブルの件数などを示すもの

である。現在のプラントの「健康状態」に相当するものであると考えられる。 

(ii)保全 

保全に関する活動を示すものである。この活動の経時変化を確認することにより、プラ

ントの状態が経時的にどのように推移しつつあるか、実績ベースで把握することができる。 

(iii)検査 

検査時の指摘事項に関するものであり、プラントの安全性に関する潜在的な問題を示唆

するものになると考えられる。 

(iv)品質保証 

検査と同じく、プラントの安全性に関する潜在的な問題を示唆するものになると考えら

れる。 

(v)放射線防護 

原子力安全の基本は放射線リスクの低減である。この観点から。放射線防護関係の指標

は、プラントの安全性を示すパラメータになり得る。例えば、トラブルのため、大がかり

な補修作業を行えば、被ばく線量は増大する可能性がある。また、燃料リークなどで一次

系周辺部分の空間線量が増大すれば、やはり被ばく線量が増大する傾向になる。 

(vi)労働安全 

一般に労働安全は「原子力安全」のカテゴリには入らないものの、より大きな概念とし

ての「原子力発電所の安全」の中に含まれるものである。安全文化の醸成に深く関係する

因子であり、安全指標として取り入れることには意味がある。 
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(vii)人的要因 

訓練不足などの要因により発生したインシデントは、ヒューマンエラーなどによる安全

性の低下を示す指標として考えることができる。 

(viii)訓練 

訓練は、プラントの安全性を確保する基礎になるものである。また、シビアアクシデン

トマネジメントにおいては、様々な局面において、人による介入によって事故進展や事故

の影響を緩和することとなる。そのため、訓練時間などの指標は、事故時の対応能力を潜

在的に表すものとしてとらえることができる。 

(ix)安全文化 

安全文化は原子力安全の基盤である。従って、安全文化醸成のための努力は、安全性の

一つの指標としてみることができる。 

(x)防災 

防災は、深層防護の第五層にあたるものであることから、安全性の一つの指標としてみ

ることができる。 

(xi)継続的改善 

福島第一原子力発電所事故の大きな教訓の一つは「継続的改善」である。その時々の最

新知見を取り込み、発電所の安全性を継続的に高めていく取り組みは、発電所の安全をよ

りよいものにするために重要である。 

 

f)保全予測指標 

 定期検査時の検査結果において得られる保全情報や、機器の破損モード毎の劣化進展の

物理的メカニズムにもとづいて、機器の劣化を予測し、その機能喪失確率の経時変化を予

測することは、本事業の一つの重要な取り組みである。機器の機能喪失確率を算出するこ

とにより、この機器が属している系統(システム)の機能喪失確率を算出することが可能と

なる。この機能喪失確率は、確率論的リスク評価モデルに入力され、深層防護の各層が外

乱や事故により破られる確率を経時的に算出することが可能となる。保全予測指標算出の

ためには、以下の情報が必要となる。 

(i)設計情報 

機器の設計は、その機器が新設されたときの安全基準を元に、安全余裕を加味する形で

行われる。一方、安全基準が改定された場合や新しい知見が得られた場合には、改修など

を通じて安全レベルの向上が図られる。すなわち、安全余裕は、機器の設計と安全基準に

関連することから、安全余裕の経時変化を継続的に確認していくためには、機器の初期の

設計情報と改修の履歴および関連する安全基準の変遷などを追跡可能な状態で保持してお

く必要がある。これらの情報の多くは、工事認可申請書に記載されていることから、この

改訂履歴を参照できるようにしておくことが必要である。 
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(ii)施工情報 

 機能喪失確率の算出にあたって、例えば配管肉厚や材質などは、ミルシートなどに記載

されている as is の値を用いることが望ましい。また、不確かさを評価するためには、製

造公差も必要となる。さらに、実耐力の試験などが行われている場合、これを元に機器破

損の解析精度を向上させることが可能になる。 

(iii)保全情報 

機器の劣化を予測する際に必要となる情報を保存する。各機器や配管などは、定期検査

やオンラインメインテナンスなどで、肉厚や機器状態などの情報が得られている。これら

は、機器などの破損モードにもとづく劣化予測の際の入力データとして用いられる。また、

機器の劣化は、環境条件も大きく影響する。そこで材料の劣化の要因となる環境条件、検

査、補修、交換の履歴に加えて、エロージョンやコロージョンによる肉厚変化、圧力容器

の場合には、脆性遷移温度の変化、配線の場合には絶縁特性の変化などを保持しておく必

要がある。 

(iv)評価情報 

 保全情報を元に、経年劣化による変化を劣化モードごとに物理モデルによって予測し、

この予測値を元に機器の破損確率の経時変化を計算する。機器の破損確率からこの機器が

属するシステムの機能喪失確率を推定することが可能となる。この経時変化に基づき、シ

ステムの機能喪失確率の経時変化を評価する。これらのパラメータは、PRA の入力値とし

て使用され、プラントのシステム全体としての安全性が経年変化によりどの程度変化する

かという観点で定量化される。具体的には、深層防護の各層が破られる確率が経時的にど

のように変化するか、と言う観点で評価に用いられる。 

 

(c) プラント指標の種類とその使い分け 

(b)で述べたプラント指標は、「経験(実測値)により得られるもの(実績指標)」と「シミ

ュレーションに基づき算出するもの(予測指標)」の二つに大別することができる。Reactor 

Oversight Process(ROP)などの従来型のプラント安全性監視には、経験的なパラメータが

用いられてきた。これらの経験的(実測に基づく)パラメータによる安全性指標は、過去か

ら現在に至るまでのプラント安全性の経時変化を示すことはできるが、将来にわたっての

予測は、過去から現在までのトレンドを「経験的に」外挿することによってのみしか得る

ことができない。この方法では、短期的な外挿は可能であると考えられるが、プラントの

共用期間にわたる長期の安全性予測の信頼度は低いものになると考えられる。そこで、長

期にわたってプラントの安全性を予測する手段が必要となる。 

本事業の目的は、高経年化に伴うプラント安全性の変化を的確に把握し、さらに部分的

にはこれを将来にわたって予測することであることを考えると、経験的なパラメータのみ

ではプラント安全性の監視には不十分であると考えられる。そこで、保全指標からシミュ

レーションにより得られる各機器の機能喪失確率、ひいては各系統(システム)の機能喪失
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確率を考慮して確率論的リスク評価を実施することにより、将来にわたり、プラントの安

全性がどのように変化するかを、科学的な根拠を持って提示することが可能となると考え

られる。 

ただし、現時点でシミュレーションにより得ることができるプラント安全性に関するパ

ラメータは、リスク指標、具体的には、PRA より算出できる結果に係わるものだけであり、

限定されたものであることにも注意が必要である。すなわち、シミュレーションにより得

られる結果のみでプラント安全性について多角的な評価を実施することはできない。 

以上のことから、「経験的(実測で)得られる指標」および「シミュレーションにより得ら

れる指標」を組み合わせることにより、これらの指標がお互いに不足部分を補い合えるも

のと考えられる。 

 

2)深層防護性能の定量化に関する検討 

a)概要 

深層防護は、ある事象(もしくは防御線)に至ることの「防止」および事象に至ったとき

の「緩和」を基本戦略として、防御線(つまり層)を複数用意することにより、全体として

防御のロバスト性を向上させる考え方であると整理できる。 

深層防護が堅牢であるための条件の一つは、各層が十分に強固であること(=層が厚いこ

と)である。もう一つは、層間の独立性が高いことである。これらの考え方については、概

念レベルで議論はされているものの、定量性に乏しい印象があり、深層防護の有効性につ

いての議論が混乱する要因の一つになっていると考えられる。 

以下では、深層防護性能を定量化するための方向性について検討する。 

 

b)深層防護の各層の強固さ 

各層の強固さは、深層防護の各層に分類される事象が発生する条件付き確率により代表

させることが可能であると考えられる。例えば、第 3層(例：工学的安全施設の動作)であ

れば、第 2層までの対処が失敗したときの第 3層の失敗に関し、条件付き確率を考えるこ

とでその強固さ(信頼性)を評価することができる。 

 

c)各層の独立性 

システムとしてのロバスト性は、言い換えると、種々の入力に対して、システムが多様

に応答できることであると考えられる。事故の進展をイベントツリーなどによって行列形

式で表すことができた場合、層間の独立性は、この行列の実効的なランク(独立な次元)で

表すことが可能であると考えられる。あるいは、行列の非対角要素を各層間の相関(依存性)

として定量化できる可能性がある。この場合、対角要素に対する非対角要素の相対的な大

きさが相関の依存性を示すことになる。行列の左下の各要素は、前段否定の効果、行列の

右上の各非対角要素は、後段否定の効果を示すと見ることができると推察される。 
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d)計算例 

 前項までに述べた検討方針を具体的に考察するため、簡単な問題をもちいて議論を行う。 

例(1)： 

3 つの機器 A, B, C を考え、それぞれの機能喪失確率を PA, PB, PCとする。深層防護の

第一層は、A, B 両方が機能することにより達成され、深層防護の第二層は Cが機能するこ

とにより達成される。この場合、深層防護の第一層、第二層が破られる確率は近似的に以

下のように表される。(PA×PBを無視) 





















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







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



1

1

1

00

0
2

1

C

BA

loss

loss

P

PP

P

P
層第

層第

          (1) 

仮に、PA, PB, PC=0.1 とすると、 








C

BA

P

PP

00

0
の特異値分解の結果は以下の通りである。 

  

特異値分解の結果から、最大固有値に対する第二固有値の比は、0.1/0.1414=0.707 である

と求めることができる。 

 

例(2)： 

3 つの機器 A, B, C を考え、それぞれの機能喪失確率を PA, PB, PCとする。深層防護の

第一層は、A, B 両方が機能することにより達成され、深層防護の第二層は B, C 両方が機

能することにより達成される。この場合、深層防護の第一層、第二層が破られる確率は近

似的に以下のように表される。 














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

















1

1

1

0

0
2

1

CB

BA

loss

loss

PP

PP

P

P
層第

層第

          (2) 
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仮に、PA, PB, PC=0.1 とする。 








CB

BA

PP

PP

0

0
の特異値分解の結果は以下の通りとなる。 

  

最大固有値に対する第二固有値の比は、0.1/0.1732=0.577 であり、例(1)に比べると、第

二固有値の値は小さい。つまり、行列の実効的なランクは小さくなっている。この結果は、

例(2)は、例(1)に比べ、相関の独立性が低下しているとみることができる。これは機器 B

の共通要因故障が深層防護の「穴」になり得るためであると考えることができる。 

 

例(3)： 

仮に、PA, PC=0.1、PB=0.05 とすると、 








C

BA

P

PP

00

0
の特異値分解の結果は以下の通りで

ある。 

  

最大固有値に対する第二固有値の比は、0.1/0.111803=0.894 であり、例(1)に比べると、

第二固有値の値は大きい。つまり、行列の実効的なランクは大きくなっている。これは、

機器 Bの機能喪失確率が 0.1→0.05 となることで、第 2層の信頼性が上がり、システムの

堅牢性が高まったことに対応すると考えられる。 
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例(4)： 

仮に、PA, PC=0.1、PB=0.05 とすると、 








CB

BA

PP

PP

0

0
の特異値分解の結果は以下の通りで

ある。 

  

最大固有値に対する第二固有値の比は、0.1/0.1225=0.8163 であり、例(2)に比べると、第

二固有値の値は大きい。つまり、行列の実効的なランクは大きくなっている。これは、共

通要因である機器 Bの機能喪失確率が減少することにより、層間の独立性が向上し、結果

としてシステムの堅牢性が向上したことになる。 

 

e)まとめ 

特異値分解を用いて、深層防護の各層の強固さおよび独立性の評価を試みた。その結果、

第一特異値に対する第二特異値以降の大きさの比を用いて、層間の独立性および各層の信

頼性からなる深層防護の性能を表せる可能性があることが明らかになった。 

 

3) システム構築のための検討 

本節では、H24 年度までの成果も踏まえ、経年変化を考慮したプラント安全性評価を行

うシステムの概要を示す。 

  

(a) システムの概要 

本システムは、以下の機能を持つ。 

 

①過去から現在までのプラント安全性に関する実績指標を保持する。 

②過去から現在までのプラント安全性に関する実績指標を可視化する。 

③各機器およびシステムの機能喪失確率の経時変化を予測し、確率論的リスク評価への入

力として用いる。この結果より、今後のプラントの安全性の経時変化を予測する。 

④プラントの安全性の経時変化を可視化する。 
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これらを実現するために、システムは以下のサブシステムから構成される。(図

2.1.2-10) 

 

a)リスク評価サブシステム 

定期検査時に得られる各機器の状態の測定情報(メインテナンスにより得られる情報、例

えば肉厚)および設計情報などを用いて破損モード毎の機器の破損確率を評価する。この結

果を用いてフラジリティ評価を実施し、各機器および各系統の機能喪失確率の経年変化を

算出する。また、この値を入力値として確率論的リスク評価を実施し、リスク指標の経年

変化を算出する。 

 

b)プラント実績評価サブシステム 

プラントの運転から得られる実績データを整理・保存する。また、これらのデータを元

に、プラントの安全実績を評価する。 

 

c)プラント安全性評価サブシステム 

リスク評価サブシステムとプラント実績評価サブシステムから得られる安全性指標に基

づき統合的なプラント安全性評価を実施する。 

 

(b) それぞれのシステムの説明 

a)リスク評価サブシステム 

本システムが持つべき機能は、以下の通りである。 

 

(i)保全指標評価モジュール 

①機器の使用条件、保全実績(検査・補修・機器の交換)，環境条件などをデータベースか

ら読み込む 

②腐食、減肉、疲労、照射脆化、熱時効、絶縁不良などの劣化モードごとに劣化の進展状

況の予測を物理モデルによるシミュレーション計算で行う。例えば、通常想定される運

転条件のもとで、配管の今後の減肉量を解析に伴う不確かさとともに予測する。 

③外的ハザード(例：地震動)を仮定した場合の機器の破損確率を評価する。例えば配管の

場合、設計ベースの肉厚から、予測された減肉量を減じた上で地震動の大きさに対する

フラジリティを物理モデルにより計算する。また、動的機器であるポンプの場合には、

保守を行わない場合の破損確率の経年変化をこれまでの実績データに基づいて与える。

また、動的機器の場合は、保守を行った場合の故障確率の低減(あるいはメインテナンス

のミスや不具合による故障確率の増加)を考慮する。その他、アクティブ/パッシブ弁、

電気機器類、静的機器類の故障確率についても実績などに基づく破損確率を計算する。 



2-132 

④③で算出されるのは個々の機器(パーツ)の故障確率である。一方、プラント全体の安全

性は、確率論的リスク評価を通じて定量評価されることから、これらを「つなぐ」必要

がある。確率論的リスク評価では、個々の機器と言うよりは、系統(システム)の機能に

着目してツリーが作成されているため、個々の機器の故障確率がその機器を含む系統(シ

ステム)の機能喪失にどのように影響を与えるのかを評価する必要がある。これは、着目

している機器を含む系統について、簡易なツリーを作成することにより、達成可能であ

ると考えられる。 

 

(ii)確率論的リスク評価モジュール 

①保全指標評価モジュールで評価した系統(システム)ごとの機能喪失確率を読み込む。 

②系統ごとの機能喪失確率を考慮した確率論的リスク解析を実施する。事故シーケンスに

よって深層防護の第何層まで影響を及ぼすかを判断した上で、深層防護の第一層～第五

層が破られる確率、CDF, CFF, LERF などを評価する。例えば、減肉により、一次系冷却

材配管の破損頻度が上昇していたとすると、LOCA の発生する確率が上昇することになる。

DBA 対策機器が適切に動作する場合、事故は深層防護の第三層までで食い止められるこ

とになるが、経年劣化の影響が存在しない場合に比べて、深層防護の第一層～第二層ま

でが破られる確率は増加することとなる。 

③②の評価は、現在からの経過時間を変化させつつ繰り返して実施し、解析結果の経時変

化を求める。確率論的リスク評価の入力となる系統(システム)の機能喪失確率が時間と

共に変化することから、解析結果が経時的に変化する。この結果は、プラント安全性の

経時変化を表していることになる。また、考慮すべき外的ハザードの大きさを変化させ

て実施することで、不確かさを有する外的ハザードの影響を把握することもできる。 

 

b)プラント実績評価サブシステム 

①プラント正当性指標、安全余裕、安全指針指標、安全実績指標のそれぞれについて、実

績値を入力可能とする。 

②プラント正当性指標、安全余裕、安全指針指標、安全実績指標のそれぞれについて、入

力されたデータをデータベースの形で保存・管理する。 

 

c)プラント安全性評価サブシステム 

①リスク評価サブシステム、プラント実績評価サブシステムにより、表 2.1.2-4 に示され

る各項目のデータを読み込む。 

②各項目について、以下の 4段階で評価し色分けする。 

優(Excellent)     青色 

良(Satisfactory)    緑色 

可(Needs improvements)  黄色 
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不可(Unsatisfactory)  赤色 

それぞれの項目についてのレベルは、これまでの実績値などに応じて決める。例えば CDF

については、以下のような設定が考えられる。 

優：<10-6 

良：<10-5 

可：<10-4 

不可：>10-4 

③②で色分けしたものは、表 2.1.2-4 のイメージ、もう少し集約した上で深層防護と関係

づけた形で表示する。 

④③の表示は、経時変化を追えるものとする。実績指標については過去から現在まで、予

測指標については、現在から未来の経時変化を示すことを可能とする。 

 

保全指標評価

入力：
設計情報(例：設計肉厚）
測定情報(例：減肉量)
現在からの経過時間

評価：
各機器の経年劣化量(減肉量、ひび割れ深さ、強度低下、・・・)
外的事象(例：Ss地震動)を想定したフラジリティ評価

結果：
各機器の機能喪失確率の経年変化

確率論的リスク評価

入力：
イベントツリー
各機器の機能喪失確率の経年変化

評価：
機器・系統の機能喪失確率の経年変化を考慮したリスク評価

結果：
リスク指標

ΔCDF、ΔCFF
深層防護第一層～第四層が破られる確率の経年変化

プラント運転経験データ

結果：
プラント正当化指標
安全余裕
安全実績指標

プ
ラ
ン
ト
安
全
性
評
価
サ
ブ
シ
ス
テ
ム

経
年
変
化
を
考
慮
し
た
プ
ラ
ン
ト
安
全
性
評
価
結
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リスク評価サブシステム

プラント実績評価サブシステム
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表 2.1.2-5 PRA モデルで使用する記号 

 

区部 記号 内容 

起因事象 IE 起因事象 

サポートシス

テム 

電源設備 OP 外部電源喪失 

AC 交流電源母線機能喪失 

EDG 非常用ディーゼル発電機喪失 

EDG2 高圧炉心スプレイ系専用の非常用ディーゼ

ル発電機機能喪失 

DC 直流電源喪失 

BAT バッテリー喪失 

サービス水系 RHRSW 残留熱除去サービス水系機能喪失 

HPCSSW 高圧炉心スプレイサービス水系機能喪失 

フロントライ

ンシステム 

反応度制御 CRDHS 制御棒駆動水圧系機能喪失 

炉心冷却 HPCS 高圧炉心スプレイ系機能喪失 

LPCS 低圧炉心スプレイ系機能喪失 

LPCI 低圧注水系機能喪失 

格納容器 

熱除去 

CSCS 格納容器スプレイ冷却系機能喪失 

PCVS 格納容器ベント機能喪失 

AM 策 反応度制御 SLCS ほう酸水注水系機能喪失 

損傷炉心冷却 HPCS2 HPCS に同じ 

LPCS2 LPCS に同じ 

LPCI2 LPCI に同じ 

AIS 恒設代替注水系（復水補給水系及び消化系）

機能喪失 

FE 可搬式代替注水系（消防ポンプ車）機能喪失

格納容器過圧

防止 

CSCS2 CSCS に同じ 

AIS2 AIS に同じ 

FE2 FE に同じ 

PCVS2 PCVS に同じ 

非常用電源 PSC 可搬式代替電源（消防ポンプ車）機能喪失 
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リスクとその

スクが変更前

、該当する領

2-20 に示す

20 中の領域

こさせないよ

図 2.1.2-20

子力発電所の

時間の経過に

は保全活動を

率に減少を仮

故障確率に減

確率が減少し

機器の故障確

で表される。

CCDCDP 
CCDP x

A 
率を 1 とした

確率を機器 A

わる意思決定

のリスクの増

前より増加す

領域を判定す

す。判定基準で

域Ⅰに該当す

ように保全活

0 リスクと

のリスクの増

による劣化の
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を行う優先度

仮定するもの

減少を仮定す

した状態を仮

確率が増加し

 

x
ADP  

CCDP  

た条件付き炉

A の状態 X に

定におけるリ

増加量につい

する結果が得

すると記され

では、機器の

るような変化

活動を行う必

リスクの増

増加の原因と

の進展を指標

度が高いと言

のと増加を仮

するものと、

仮定する場合

した状態を仮

心損傷確率

における故障

リスク情報の

いて原子力学

得られた場合

れている。内

の故障確率の

化は許容され

必要がある。

加量に関す

として、機器

標において考

言える。 

仮定するもの

増加を仮定

合、すなわち

仮定する場合

障確率とした

の活用の要件

学会標準 7 で

合、そのリス

内的事象のリ

増加による

れないと評価

 

る判定基準 

器の劣化によ

考慮するため

のであったた

定するものを

ち FV と対応

合、すなわち

(3

(4

た時の CCDP

件の一つであ

では、安全確

スクの変化量

スクに対す

ΔCCDP が Δ

価しており、

 

よる故障確率

めに、機器に

め、

定義

する

RAW

) 

) 

P 

る、 

確保活

量を判

する判

ΔCDF

その

率の増

対し
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てベース状態、劣化状態、保全後の状態及び保全を行わず放置した状態の 4つの状態を設

定した。ただし、機器に保全を行った場合その機器の故障確率がベース状態での故障確率

に戻るとし、保全後の状態を全てベース状態に統一して表記した。また、故障確率はベー

ス状態、劣化状態、保全を行わず放置した後の状態の順に高くなるとした。設定した機器

の状態を表 2.1.2-6 に示す。 

表 2.1.2-6 機器の状態 

状態 式中での記号 

ベース状態、(保全後の状態) B、b 

劣化状態 D1、d1 

保全を行わず放置した後の状態 D2、d2 

 

FV、RAW、ΔCCDP はこれらの状態ごとに定義される。これらの指標を(5)～(14)式に、

そのイメージを図 2.1.2-21 に示す。式中に存在する上付き文字は状態の変化を仮定した機

器を示す。また、下付き文字は、大文字(B、D、D2)が全ての機器の状態を表し、小文字(b、

d1、d2)が上付き文字で指定した機器に仮定した状態を表す。 

例えば、 bD
A

DbD
A CCDPCCDPCCDP   111 は、全ての機器が劣化状態にある時の

CCDP と、全ての機器が劣化状態にあって機器 A の故障確率だけをベース状態での故障確

率とした時の CCDP との差を表す。 

 

B

sB
A

B
B CDF

CDFCDF
FV


  (5) 

 

1

11
1

D

sD
A

D
D CDF

CDFCDF
FV


  (6) 

 

2

22
2

D

sD
A

D
D CDF

CDFCDF
FV


  (7) 

 
B

fB
A

B CDF

CDF
RAW

  (8) 

 
1

1

1
D

fD
A

D CDF

CDF
RAW

  (9) 

 
2

2

2
D

fD
A

D CDF

CDF
RAW

  (10) 

 BdB
A

dB
A CCDPCCDPCCDP   11  (11) 

 bD
A

DbD
A CCDPCCDPCCDP   111  (12) 

 12121 DdD
A

dD
A CCDPCCDPCCDP    (13) 



 

 

 保全

とは、

ず放置

れらの

重要度

 

(b) シ

 ET

を用い

いと

表 2.

CCD

全活動の目的

、「保全活動

置することに

の考え方から

度を表す指標

システム信頼

における各

いて、各シス

し、計算は全

1.2-7）。な

12 dD
ADP  

図 2

的は原子力発

により劣化状

によるこれ以

ら保全活動を

標を検討した

頼性解析 

系統の分岐確

ステムのアン

全て点推定法

いずに求

お解析には

2DCCDP 

2.1.2-21 各

発電所のリス

状態から故障

以上の故障確

を行うべき機

た。 

確率を求める

ンアベイラビ

法で行った。

求めたアンア

RISKMAN を用
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2D
ACCDP 

各状態での指

スクを低く抑

障確率を低減

確率の増加を

機器を示す指

るために、フ

ビリティの計

システムを構

ベイラビリテ

用いた。 

 

1d  

指標のイメー

抑えることで

減させること

を防ぐこと」

指標、すなわ

フォールトツ

計算を行った

構成する機器

ティは以下と

ージ 

である。その

と」、「劣化状

の 2点であ

わち保全活動

ツリー(FT：F

た。共通原因

器の故障確率

とした（ 

(14)

 

のために必要

状態で保全を

あると考えた

動における機

Fault Tree)

因故障は考慮

率および FT

) 

なこ

行わ

。こ

器の

手法

慮しな

を用
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表 2.1.2-7 ヘディングの分岐確率 

システム名 アンアベイラビリティ 

AC 5.68E-14 

BAT 4.77E-07 

CRDHS 3.81E-09 

DC 5.68E-14 

EDG 5.61E-06 

EDG2 3.33E-03 

HPCS 1.77E-02 

HPCSSW 1.31E-02 

LPCI 2.02E-04 

LPCS 3.20E-02 

OP 1.07E-05 

PCVS 1.10E-02 

RHRSW 1.32E-02 

 

 PRA モデルにおいて劣化によるリスクの増加を表現するため、ベース状態、劣化状態、

保全後の状態、保全を行わず放置した後の状態の 4つの機器の状態に対して表 2.1.2-8 お

よび図 2.1.2-22 に示す故障確率モデルを設定した。これらの故障確率モデルは、動的機器

と静的機器で区別9し、動的機器に対して一定上昇型、静的機器に対してしきい値型の故障

確率モデルを割り当てた。各機器と故障確率モデルの一覧を 

表 2.1.2-9 に示す。 

本研究では、表 2.1.2-5 に関連した機器の中で、RHRSW の電動弁および熱交換器、CSCS の

ポンプおよびストレーナ、HPCS のポンプの 5つの機器に着目し指標を評価した。CSCS は 2

系統から構成されるため、CSCSA、CSCSB として区別し、ポンプを CSCSA から、ストレーナ

を CSCSB から選択した。簡略化のため、これらの機器に表 2.1.2-10 に示す通り記号を割り

当てた。リスク指標を評価する機器が含まれる CSCS、HPCS、RHRSW のフォールトツリーモ

デル(FT)を図 2.1.2-23～図 2.1.2-25 に示す。 

 

表 2.1.2-8 故障確率モデル 

故障確率モデル 

機器のベース状態の故障確率を 1とした時 

の各状態での故障確率 

ベース(保全後) 劣化 保全せず放置 

一定上昇型 1 4 8 

しきい値型 1 1.5 10 

 

                             
9原子炉安全基準専門部会、「単一故障の解釈及び適用の明確化」、昭和 62 年 10 月 



2-143 

 

表 2.1.2-9 機器と故障確率モデルの対応 

 

機器名 故障確率上昇モデル 

AC しきい値型 

BAT しきい値型 

CRDHS 一定上昇型 

CSCS 

ポンプ 一定上昇型 

電動弁 一定上昇型 

ストレーナ しきい値型 

DC しきい値型 

 EDG 
発電機 一定上昇型 

母線 しきい値型 

EDG2 
発電機 一定上昇型 

母線 しきい値型 

HPCS 

ポンプ 一定上昇型 

電動弁 一定上昇型 

ストレーナ しきい値型 

HPCSSW 

ポンプ 一定上昇型 

電動弁 一定上昇型 

ストレーナ しきい値型 

熱交換器 しきい値型 

LPCI 

ポンプ 一定上昇型 

電動弁 一定上昇型 

ストレーナ しきい値型 

LPCS 一定上昇型 

OP しきい値型 

PCVS 一定上昇型 

RHRSW 

ポンプ 一定上昇型 

電動弁 一定上昇型 

ストレーナ しきい値型 

熱交換器 しきい値型 

 

表 2.1.2-10 機器に対して割り当てた記号 

 

着目した機器 記号 

RHRSW 電動弁 A 

RHRSW 熱交換器 B 

CSCSA ポンプ C 

CSCSB ストレーナ D 

HPCS ポンプ E 

 

 



 

図 2.1

図

1.2-22 機器

2.1.2-23 
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器の故障確率

 

格納容器ス

率の上昇イメ

プレイ系の

メージ 

FT 
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図 2.1.2-24 高圧炉心スプレイ系の FT 

 

図 2.1.2-25 残留熱除去サービス水系の FT 

 

 図 2.1.2-26～図 2.1.2-28 保全を行わず放置した状態での FV、RAW に機器の各状態での

FV 及び RAW での評価結果を示す。また、図 2.1.2-29 に機器の劣化の進展による FV および

RAW での評価の変化を示す。図中の黒の実線は、機器のリスク重要度の高低を決定する基

準である RAW＝2 および FV＝1E-2 を示す 8。図 2.1.2-19 で示した通り、実線で区切られた

左下の領域では機器のリスク重要度が低いと言え、それ以外の領域では機器のリスク重要

度が高いといえる。図 2.1.2-29 における矢印は、「ベース状態」→「劣化状態」→「保全

を行わず放置した状態」の順を表し、矢印の終点に向かって劣化が進展し故障確率が増加

したことを示す。 

 



図

図

図 2.1.2-2

図 2.1.2-26

図 2.1.2-27

28 保全を行
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ベース状態

劣化状態で

行わず放置し

態での FV、RA

での FV、RAW

した状態での

AW 

W 

の FV、RAW 

 

 

 



 リス

行うた

変換

は C
状態で

った。

は機器

は機器

図 2.

リスク

線は、

 

スク変化の指

ため、起因事

を行った。例

21
A

dDCDF 

である劣化状

。図 2.1.2-3

器の劣化の蓄

器に保全を行

1.2-32 は保

ク増加とこれ

、安全確保活

図 2.1.2-2

指標の評価で

事象発生頻度

例えば機器 A

として評価

状態のリスク

0～図 2.1.2

蓄積によるこ

行わない場合

保全活動を行

れからのリス

活動の変更に

29 機器の劣

では、意思決

度(大 LOCA、

A では、 CC
価を行った。基

ク( 1DCDF )を

2-32 に各機器

これまでのリ

合のこれから

行うべき機器

スク増加の合

に関わる意思
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劣化の進展に

 

決定における

2.2E-5、1/

bD
ACDP 1 は

基準となる横

を使用した。

器のリスク変

リスク増加の

らのリスク増

器を示す最も適

合計の評価を

思決定におけ

による FV、R

るリスクに対

/炉年)を乗じ

は D
ACDF 1

横軸の CDF は

1DCDF の値

変化指標の評

の評価を示し

増加の評価を

適切な指標と

を示したもの

けるリスクに

RAW の変化 

対する判定基

じて ΔCCDP

b1 として、

は、保全を行

値は 1.34×1

評価結果を示

したものであ

を示したもの

として提案す

のである。図

に対する判定

基準 7 との比

から ΔCDF

D
ACCDP

行うか判断を

0-7(1/炉年)

示す。図 2.1.

あり、図 2.1.

のである。ま

する、これま

図中の実線及

定基準を示す

 

較を

への

21 dD 

行う

であ

2-30

2-31

た、

での

び点

す。 



図 2.1

図 2.1.

1.2-30 C

.2-31 CD
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bDCDF 1 に対

 

21 dDCDF  に対

対するリスク

対するリスク

ク判定 

ク判定 

 

 



 機器

る CD

始点は

とこれ

 

図

器の状態変化

DF とし、その

はこれまでの

れからのリス

図 2.1.2-32 

化毎の ΔCDF

の時の意思決

のリスク増加

スク増加の合

図 2.1.

1 bDCDF 

F の変化を図

決定における

加を表す C
合計で表され

2-33 機器
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1Db CDF

 

図 2.1.2-33

る ΔCDF の判

bDCDF 1 とし

れる DCDF

の状態変化毎

21 d に対す

に示す。CD

判定基準を図

し、矢印の終

1 bD CDF 

毎の CDF

るリスク判定

1DDF ＝1.34×

図中に実線で

終点はこれま

21 dDF  とし

の変化 

定 

×10-7を基準

で示した。矢

までのリスク

た。 

 

準とな

矢印の

増加
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 図 2.1.2-26～図 2.1.2-28 と図 2.1.2-30～図 2.1.2-32 に示した結果を比較すると、FV

と RAW により機器がリスク重要度高と評価されていても、ΔCDF によって領域Ⅲ(リスクの

増加は極めて小さい)と判断された。これは ΔCDF が状態間での機器の故障確率の変化を考

慮しているという点で FV と RAW よりもさらに詳細な評価が行われたことを表している。加

えて、図 2.1.2-33 から ΔCDF では機器が劣化するとともに保全における機器の重要度も上

昇したことが見て取れるが、図 2.1.2-29 からは FV と RAW において、機器が劣化するとと

もに保全における機器の重要度が低下したように見て取れる。このことから視覚の点でも

ΔCDF が FV、RAW に対して優れていると考えられ、保全を行うべき機器を示す指標として

ΔCDF を用いるのは妥当だと考えられる。また、図 2.1.2-29 における機器の重要度の低下

は RAW の低下によるものであるが、これは安全上の重要度の低下によるものではなく、全

ての機器の故障確率が増加したことにより故障を仮定した場合のリスクとの差が小さくな

ったことに起因するものである。したがって、安全上の重要度を示すのはベース状態(RAWB)

であると考えられる。 

 bDCDF  1 はこれまでの劣化の蓄積によるリスクの増加を評価する指標であり、未来の

リスクを評価することは不可能である。また、この指標が意思決定における判断基準のリ

スク増加の許容ラインを超えることは、過去に保全を行わないことによって許容できない

リスクの増加を許容したことを表すこととなる。したがって bDCDF  1 を、保全を行うか

行わないかの判断に用いることは不適切だと考えられる。 

 21 dDCDF  は現在から将来におけるリスク増加を予測するものである。そのためこの

指標においてはこれまでの劣化の蓄積を評価することができず、進行の遅い劣化が長期間

続いた機器を適切に評価できない。したがって 21 dDCDF  についても、保全を行うか行

わないかの判断に用いることは不適切だと考えられる。 

 指標 211 dDbD CDFCDF   は bDdD CDFCDF   121 とも表され、これまでの劣化の

蓄積によるリスク増加と現在から将来までのリスク増加の両方を評価することが可能であ

る。そのため、 bDCDF  1 と 21 dDCDF  の持つ問題点を解決でき、この指標と意思決定

におけるリスクの判断基準を組み合わせることにより、保全を行わないことによるリスク

の増加が許容されない場面、すなわち保全を行う必要がある時期を示すことが可能である。

このことから一つの機器の劣化によってリスクが10-6以上増加するのは許容されないと言

え、10-7以上増加する場合は補償措置の検討が必要となると言える。 

 また、保全を行わなかった場合、 211 dDbD CDFCDF   に相当するリスクの変化が

次の保全の時における現在の劣化の蓄積を示す bDCDF  1 となる。実際の保全では、この

ように指標の値を更新し、その時点での保全を行うかどうかの判断や保全を行う機器の優

先順位を示すことでリスク視点での最適な保全活動が決定できると考えられる。 

 

 以上より、昨年度提案した ΔCDF に加え、現状の状態からの変化量（過去および保全を

行わなかった場合の未来）を加えた 211 dDbD CDFCDF   が深層防護第 3 レベルの観

点から最も適した保全指標であると言える。 
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3) 深層防護第 4レベルでの定量化 

 本研究で構築したレベル 1.5PRA モデルを用い、深層防護第 4レベルでの定量化として、

条件付き格納容器機能喪失確率の変化について評価を行った。なおここでは、代表事例と

して、安全確保活動の変更による変化を考慮した。以下に検討した安全確保活動の変更

（Case A,B）を示す。 

 

Case A：高圧炉心スプレイ系 1/1 系統及び低圧注水系 1/3 系統の許容待機除外時間 

  （AOT）を 7日間にするケース 

Case B：消防ポンプ車 1/2 系統の許容待機除外時間を 7日間にするケース 

 

これらの安全確保活動変更による CCDP および CCFP は以下により計算される。 

, 1X X
new X X base

Cycle Cycle

T T
CCDP CCDP CCDP

T T

   
        
   

 (15) 

where   

,X A B  

,new XCCDP ：Case X の許容待機除外時間導入時の年平均条件付き炉

心損傷確率 

XCCDP ：Case X において許容待機除外時間を導入する機器を待機除

外した場合の条件付き炉心損傷確率 

baseCCDP ：ベースモデルの条件付き炉心損傷確率 

      XT ：Case X の許容待機除外時間 

      CycleT ：炉心燃料交換サイクル（本研究では 365 日とした） 

 

 

,X new X baseCCDP CCDP CCDP    (16) 

 

, 1X X
new X X base

Cycle Cycle

T T
CCFP CCFP CCFP

T T

   
        
   

 (17) 

where   

,X A B  

,new XCCFP ：Case X の許容待機除外時間導入時の年平均条件付き 

格納容器破損確率 

XCCFP ：Case X において許容待機除外時間を導入する機器を待 

機除外した場合の条件付き格納容器破損確率 

baseCCFP ：ベースモデルの条件付き格納容器破損確率 

 



2-152 

       XT ：Case X の許容待機除外時間 

       CycleT ：炉心燃料交換サイクル（本研究では 365 日とした） 

 

,X new X baseCCFP CCFP CCFP    (18) 

 

 図 2.1.2-34から図2.1.2-36に評価結果として、各CaseにおけるCCDP, CCFPおよびCCDP

×CCFP の変化量を示す。 

 Case B は AM 対策としての消防ポンプに関する変更であるため、当然ながら図 2.1.2-34

に示すように炉心損傷確率への影響はない。その一方で、図 2.1.2-35 に示すように格納容

器破損確率への影響は大きく、Case B は深層防護の第 4レベルへの影響が大きい項目であ

ることが定量化できる。また図 2.1.2-1 に示すようにリスク全体への影響度という観点で

は Case A の影響が大きく、提案した条件付き各確率を指標とすることで、リスク全体を含

め深層防護への影響度評価に有効である。 

 

 以上より、平成 24 年度に提案した保全指標が深層防護の各レベルにおける定量化に有効

であることが、実機を簡便に模擬した確率論的安全評価(PRA)モデルを用いた評価より明ら

かとなった。 

 

 

図 2.1.2-34 条件付き炉心損傷確率の増加量(ΔCCDP) 

1.00E-04 1.00E-03 1.00E-02 1.00E-01 1.00E+00

CaseA

CaseB



2-153 

 

図 2.1.2-35 条件付き格納容器破損確率の増加量(ΔCCFP) 

 

 

図 2.1.2-36 条件付き格納容器破損確率の増加量{Δ(CCDP×CCFP)} 

 

まとめ 

  安全目標、性能目標、性能指標、個別指標と階層化し、安全性については深層防護の

考え方に従い、発生防止、影響抑制、リスク抑止について指標を定義している。従って、

リスク評価ならびに性能目標と密接な関係にあるはずである。 

 深層防護の発生防止では、リスク要因すなわちシビアアクシデント（著しい炉心損傷状

態）の発生防止である。すなわち、レベル 1 リスク評価である。CDF に関する性能目標が

これに対応する。 

 影響抑制は、格納機能の喪失とソースタームの制限である。これはレベル 2リスク評価

である。格納機能喪失頻度（CFF）と大規模放出量と頻度に関する性能目標が対応する。影

響抑制の性能とは、敷地外に放射性物質がどれだけ放出されるのかの評価と同じ内容であ

る。 

 リスク抑止は公衆の健康並びに環境保全へのリスクを低く抑制することであり、レベル

1.00E-09 1.00E-08 1.00E-07 1.00E-06 1.00E-05 1.00E-04 1.00E-03 1.00E-02

Total

CCFP1

CCFP2

CCFP3

CCFP4

Case B

Case A
高圧・低圧注水失敗シーケンス

崩壊熱除去機能喪失シーケンス

全交流電源喪失シーケンス

原子炉未臨界確保失敗シーケンス

1.00E-09 1.00E-08 1.00E-07 1.00E-06 1.00E-05 1.00E-04 1.00E-03 1.00E-02

Total

CCFP1

CCFP2

CCFP3

CCFP4

Case B

Case A

高圧・低圧注水失敗シーケンス

崩壊熱除去機能喪失シーケンス

全交流電源喪失シーケンス

原子炉未臨界確保失敗シーケンス
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3 リスク評価である。安全目標（リスク目標）として安全目的を達成する条件が設定され

る。リスク評価は、安全目標の達成度を判断するための定量的指標になる。 

 本研究では、レベル 1および 2（IAEA における深層防護の第 3,4 レベル）について、提

案した保全指標について、実機を簡易的に模擬した確率論的安全評価(PRA)モデルを用いる

ことで深層防護の各レベルに対する有効性を定量化できることを確認した。原子力利用の

正当性に拠って安全目標が検討されれば、ここに定義した安全確保のための指標とリスク

評価を用いてプラントサイクルにわたる安全性能が定量化される。 
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2.1.3 安全評価指標 

(1) 研究の背景 

従来の原子力プラントの安全性評価はプラント建設時の個々の機器の信頼性評価と

ほぼ同義であった。しかしながら、プラントの安全性を保つためには、個々の機器の信

頼性の評価にとどまるのではなく、その機器によって構成される安全上重要な機能およ

びシステムの機能信頼性をこそ評価することが必要である。ここで言う安全上重要な機

能とは、それが損なわれることで原子力プラントの安全を確保できていない状況（「炉

心損傷」と「放射性物質の放出・漏えい」）に至る可能性のある重要な機能である、「共

通機能（電源など）」、「バウンダリ機能」、「冷却機能」、「制御機能」の４つを指す。さ

らにここで言う安全上重要なシステムとは、「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重

要度分類に関する審査指針」の「PWR 及び BWR の安全上の機能別重要度分類の例」を参

考に上記の４つの機能をさらに分類して得られる４８のシステムを指す。 

運転開始後プラントのシステム安全の信頼性を保つのは日々の保全活動である。保全

活動に基づく情報は、システムの機能信頼性を評価するうえで重要な要素である。した

がって原子力プラントの安全性評価には保全の観点を取り入れることが必須であると

考えられる。なおその際には、通常運転時の保全と事故時のための保全とに大きく分け

て考えねばならない。 

このように通常運転時の保全と事故時のための保全を取り入れた「保全指標」を作る

ことで、規制にとって 

 

 通常運転時のシステムの機能信頼性を定量的評価可することが出来る 

 通常運転時の保全活動の重要な検査内容を判定することが出来る。 

 事故時のマネジメント能力を定量的評価することが出来る。 

 事故時のための保全活動の重要な検査対象を判定することが出来る。 

 

という点で有用であると考えられる。 

 

(2) 研究の目的 

運転開始後プラントのシステム安全の信頼性を適正に評価するための指標として「保全

指標」を提案し、さらに科学的根拠に基づいて「保全指標」を策定するための手法を開発

することを、本研究の目的とする。具体的には、通常運転時の保全指標の策定手法の開発

と事故時のための保全指標の策定手法の開発の２つを実施する。 

 

① 通常運転時の保全指標の策定手法の開発（深層防護第１～３層） 

原子力プラントの経年変化やトラブル情報およびその対策としての保全活動の情

報をベースに、プラントの持つシステムの機能喪失リスクを定量的に評価する手
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法を開発する。 

② 事故時の保全指標の策定手法の開発（深層防護第４層） 

原子力プラントの事故推移と、それに対するハード（機械）とソフト（人）の組

み合わせによるマネジメントシナリオを展開し、システムの機能喪失リスクを定

量的に評価する手法を開発する。事前の保全活動によるリスク低減の効果と、事

故後の時間の経過がその後にリスクに及ぼす影響も評価できるようにする。 

 

(3) 保全指標によるシステム安全評価手法の概要 

1) 通常運転時の保全指標（深層防護第１～３層） 

従来の安全性評価は、個々の系統別の機器の信頼性に着目していたが、ここでは、系統

別ではなく機能としてのシステムごとの信頼性に着目し、その喪失リスクを評価する。ま

ずは、対象とするシステムに含まれる機器・構造物の故障率を動的要因・静的要因とに分

類して、機器・構造物の故障確率を求める。 

動的要因による故障では、時間依存故障と非依存故障の分類、故障事例の原因別分類、

原因別故障率のモデル化を行い、時間の経過に伴う機器・構造物の故障確率を求める。一

方、静的要因による故障では、経年劣化事象を抽出し、経年劣化量を予測し、さらに耐力

を定量化して荷重と比較することにより時間の経過に伴う機器・構造物の故障確率を求め

る。 

もし保全活動を行わなければこれらの故障確率がそのまま機器・構造物の故障率になる

が、通常時の保全ではその故障率を低下させるために定期検査・分解点検・試験運転など

保全活動を行っている。そこで、機器・構造物の故障率の時間に伴う変化とその保全活動

による変更をモデル化して定量評価し、それらをシステムごとに統合することで対象とす

るシステムの機能喪失確率を評価する。規制にとっては、これを用いてシステムの機能信

頼性を定量的評価することが出来、また、仮想的に保全活動を変更し機能信頼性を再評価

してその変更の効果を見ることで、通常運転時の保全活動の重要な検査内容を判定するこ

とも出来るという利点がある。 
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図 2.1.3-1 通常運転時の保全指標（深層防護第１～３層） 

 

2) 事故時の保全指標（深層防護第４層） 

 原子力プラントに設計基準外事象が発生した場合、事故など設計基準外事象を収束させ

るためのマネジメントが展開される。そのマネジメントは大きく分けてハード(機械)によ

る対応、ソフト(人・組織)による対応とに分類できる。そのマネジメントの成功確率は、

各対応の成功確率、および対応にかかる時間に依存すると考えられる。 

もし保全活動を行わなければこれらの成功確率がそのままマネジメントの成功確率とな

るが、原子力プラントでは、その成功確率を維持・向上させるために、事故が起こる前か

らシナリオの検討・最新情報の導入・非常時訓練と教育・ストレステストなどの事故時の

ための保全活動を行っている。 

そこで、そのマネジメントの成功確率に保全活動による影響を取り入れて評価するモデ

ルを構築することで、事故時のための保全指標の策定手法の開発を行う。具体的には、様々

な事象を対象にマネジメントシナリオを展開し、その信頼性を評価することで保全指標に

繋げる。 
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図 2.1.3-2 事故時のための保全指標（深層防護第４層） 

 

(4) 平成 25 年度の研究目標 

  以上を踏まえ、平成 25 年度は以下の２つを研究目標として掲げる。 

 

① 通常運転時の保全指標の評価手法の開発と試評価（深層防護第 1～３層） 

原子力プラントの経年変化やトラブル情報およびその対策としての保全活動の情報

をベースに、プラントの持つシステムの機能喪失リスクを定量的に評価する手法を開

発するとともに試評価を行う。具体的には、以下の４つを実施する。 

 重要機能、システム、機器、故障モードの分類を行う。 

 故障モードを動的故障モデルと静的故障モデルに分類し、その故障率を時間によ

る変化を考慮に入れて評価する。 

 故障率の時間変化の、保全活動による影響（分解点検、試運転、検査期間、CBM、

いじり壊し、など）を評価する。 

 各故障モードの故障率を、故障モード→機器→システムの順に統合し、システム

の機能喪失確率としてプラント健全性を定量評価する。 
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② 事故時のための保全指標の評価手法の提案（深層防護第 4層） 

原子力プラントの事故シナリオに対するマネジメントシナリオを展開し、対応（機

械）と対応（人）の成功確率、およびその事故時のための保全による変化をベースに、

さらに時間の経過による影響も考慮に入れ、システムの機能喪失リスクとしてマネジ

メント能力を定量的に評価する手法を開発する。具体的には、以下の３つを実施する。 

 新規性基準事象の審査ガイドの事故シナリオについて、マネジメントシナリオを

展開する。 

 マネジメントにおける対策（ハード・ソフト）の成功確率を定量的に求め、その

合成により事故収束確率（マネジメント能力）を評価する。 

 単に事故収束確率を求めるのみでなく、収束するまでの時間、およびそれがタイ

ムリミット内か否かも評価の対象とする。 

 

(5) 通常運転時の保全指標の評価手法の開発と試評価（深層防護第 1～3層） 

図 2.1.3-3 に、通常運転時の保全指標の評価フローを示す。まず第 1 の段階では、原子

力プラントの安全上重要な機能である、「共通機能（電源など）」、「バウンダリ機能」、「冷

却機能」、「制御機能」の４つのうちから１つを選択し、さらにその機能に含まれるシステ

ムを抽出する。次にそのシステムに含まれる機器・構造物を抽出し、その機器・構造物の

故障モードを分類する。 

その故障モードが動的要因の場合には、動的な故障要因による故障率算出モデルにて時

間故障率・デマンド故障率を元に、時間変化する故障率を算出する。一方、故障モードが

静的要因の場合には、静的な故障要因による故障率算出モデルにて、経年変化予測・減肉

評価・外的事象（地震等）・耐性評価・漏洩評価などを考慮して、時間変化する故障率を算

出する。 

さらにそれらの時間変化する故障率を、点検検査・試験運転（試条件 or 実条件）・状態

監視保全・ヒューマンファクタなどを考慮した保全活動によるモデルを用いて抑制・維持

することで、保全活動を考慮した故障率を算出する。 

その故障率を機器で統合し、さらにシステムで統合することで、システムの機能喪失確

率を求める。 
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図 2.1.3-3 通常運転時の保全指標評価フロー（深層防護第 1～３層） 

 

1) 国内・外における機器故障率データの調査と整理 

②-1 国内原子力プラントの主要機器の故障率とその算出根拠の調査 

日本では、原子力安全におけるリスク情報を用いた判断の基となる確率論的リスク評価

（PRA）の品質確保に向け、産官学において関連基盤整備のための活動が進められている。

こうした中で、平成 22 年 6 月には、PRA に必要な機器故障率等の各種パラメータについて、

ベイズ統計手法による算出方法と技術的要求事項を定めた実施基準「原子力発電所の確率

論的安全評価用のパラメータ推定に関する字施基準：2010（AESJ-SC-RK001：2010）が策定

された。 

一方、具体的な機器故障率などのパラメータ整備については、原子力安全推進協会が管

理している原子力施設情報公開ライブラリーNUCIA に、我が国の原子力発電所の PRA 用機器

故障率を算出するために、国内原子力発電所の機器員数情報と故障件数を収集したデータ

ベースを整備している。 

これまでに公開されている主要なデータベースは以下の通りである。 

（データ 1） 

PSA 用故障率データに関する調査（平成 9年 3月：財団法人 原子力安全研究協会） 

（データ 2） 

原子力発電所に関する確率論的安全評価用の機器故障率の算出（1982 年度～1997 年度
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16 カ年 49 基データ 改訂版）（平成 13 年 2 月：電力中央研究所原子力情報センター） 

（データ 3） 

頻度論及びベイズ手法による機器故障率の評価（平成 20年 3月：原子力安全基盤機構） 

（データ 4） 

故障件数の不確実さを考慮した国内一般機器故障率の推定（1982 年度～2007 年度 26

カ年 55 基データ）（2013 年 6 月：原子力安全推進協会） 

i) 各データの主要諸元 

各データの調査期間、調査対象機種数等は以下の通りである。 

表 2.1.3-1 国内機器故障率データの主要諸元 

 調査機関 調査期間 調査対象プラント数 調査対象機種数

データ 1 原子力安全研究協

会 

1982 年～1992 年 

（10 カ年データ）

34 基 50 機種 

データ 2 電力中央研究所原

子力情報センター 

1982 年～1997 年 

（16 カ年データ）

49 基 47 機種 

データ 3 原子力安全基盤機

構 

1982 年～2002 年 

（21 カ年データ）

49 基 53 機種 

データ 4 原子力安全推進協

会 

1982 年～2007 年 

（26 カ年データ）

55 基 61 機種 

ii) 評価対象機種及び故障モード 

各データの評価対象機種及び故障モードは添付資料②-1 に示す。 

iii) 機器故障率算出法 

（データ 1）及び（データ 2）は点推定値（平均値）を求めている。 

A：時間故障率＝rA/TA 

rA：対象期間内の機種 Aの故障モード別故障件数 

TA：対象期間内の機種 Aの延べ運転時間（延べ待機時間） 

故障件数が 0件の場合は、0.5 件と仮定 

信頼区間はカイ二乗（χ2）分布として求める。 

B：デマンド故障率＝rAd/DAd 

rAd：対象期間内の機種 Aの故障モード別故障件数 

DAd：対象期間内の機種 Aの故障モード別総デマンド回数 

故障件数が 0件の場合は、0.5 件と仮定 

信頼区間はカイ二乗（χ2）分布として求める。 

（データ 3）では、階層ベイズ手法（区分求積法）を用いて、手法による故障率の差異

を検討している。更に、階層ベイズ手法について、区分求積法の他に、世界各国で広

くベイズ統計に用いられ、機器故障率の推定にも用いられ始めた（データ 3 を整理し

た 2002 年時点）マルコフ連鎖モンテカルロ（MCMC）法を用いた機器故障率の算出法を
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検討し、故障率推定手法の拡張性を検討するとともに、10 機種の故障率について両手

法の差異を評価している。 

（データ 4）では、発電所で発生した PRA の対象となる故障が、故障判定の不確実さに

より、すべて NUCIAPRA 用データベースに登録されるわけではなく、その一部のみ収集

されるため NUCIA 登録故障件数には不確実さが存在すると云う状況を踏まえ、以下の

評価モデルで算出した。 

iv）評価モデル 

データ収集確率モデル 

発電所において実際に発生した PRA 機能故障件数を X、NUCIAPRA 用データベースに収

集された故障件数を Y（観測件数）、発生した故障事象が NUCIAPRA 用データベースに収

集される確率をデータ収集確率 pと定義し、既知データ Yから、未知の X、p及び故障

率を推定する。データ収集プロセスは、データ収集確率 p に支配されるベルヌーイ過

程であると仮定し、故障件数 Xの生起確率過程は、時間故障率の場合はポアソン過程、

ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ故障率の場合は二項過程としている。 

故障率モデル 

発電所間の故障率のばらつきを考慮できる階層ベイズモデルを用い、事後分布の計算

にはマルコフ連鎖モンテカルロ（MCMC）用フリーソフト WinBUGS を用いている。 

v）機器故障率データ 

（データ４）に示されている時間故障率及びデマンド故障率データを添付資料②-2、

②-3 に示す。 

②―2 国外原子力プラントの主要機器の故障率とその算出根拠の調査 

主要機器の故障率について、国内運転実績データと海外データとを比較する。比較の対

象は以下の米国及び欧州データとする。 

i）米国データ（米国の故障率との比較を添付資料②-4 に示す。） 

a）LER 故障率 

規制当局に提出された事象報告書（Licensee Evevt Report：LER）で報告されてい

る機器の故障から故障率を算出したものである。ポンプ、ディーゼル発電機、弁、計

装品（トランスミッタやスイッチ等）、制御棒駆動装置の故障率が NUREG にまとめら

れている。対象プラントは PWR44 基、BWR22 基で、故障率は、最尤法による平均値と

χ2分布による 90％信頼水準の上・下限値を算出している。 

b) NREP（NUREG/CR-2815）のデータ 

NREP（National Reliability Evaluation Program）を記載する NUREG/CR-2815 に添

付されているデータで、通常 PRA で使われている約 40 機種が掲載されており、プラ

ント固有データが無い場合に一般データとして使用される。1982 年に NRC 主催で実施

された信頼性のワークショップで専門家の意見に基づいて作成されたものと、IREP

手順書のデータを組み合わせたものである。故障率は時間故障率で表示され対数一様
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分布を仮定した Minimum Value、Mean、Maximum Value が示されている。 

c) IEEE（Std 500）のデータ 

IEEE（Std 500）は、米国電気電子学会がまとめた原子力の信頼性解析者や設計者の

利用のために作られたもので、機械装置に加えて電気品や計装品の故障率データが豊

富なデータ集である。元データは、LER 故障率や NPRDS、IPRD といった各種のデータ

集からの引用や、専門家の意見を集約して故障率データを構築したものである。 

ii) 欧州データ（欧州の故障率との比較を添付資料②-5 に示す。） 

a) SwedishReliability Data Book 

データは、ATV システム（SwedishThermal Power Reliability Data System）の故

障報告書、スウェーデンの LER、各プラントの運転及び保修に関する要員からの情報

に基づいたものである。 故障率の正確さを期すために、原子炉起動、定検時の故障

は除外されている。BWR の 35 炉年の運転経験に関して検討がなされており、ATV 報告

書には計 3,575 の故障件数があり、590 件が機器の機能喪失に至るものである。デマ

ンド故障率を算出するデマンド回数は技術仕様書に記載されている試験間隔と自動

スクラム等の情報を基に算出している。 

b) Sizewell B PWR Preconstruction Report 

英国 Sizewell B PWR プラントの安全評価のために使用したデータで、複数のデータ

ソース（Westinghouse Reliability Data Base、UKAEA System Reliability Service、

WASH-1400、EdF、US LER、NPRDS）を処理したものである。 

c) German Risk Study（phase A） 

機器故障率関連の文献調査、Biblis および Stade 原子力発電所の運転経験および計

装制御機器の影響評価を実施し、機器故障率の文献記載のデータに重みを付けて機器

故障率を算出している。 

d) EIReDA Vol.2（European Industry Reliability Data Bank） 

欧州の産業界におけるシステムの信頼性を評価するために作成されたもので、1991

年発行の Vol.1 のデータをベイズ手法により更新（1988～1993 年のデータを追加）し

たものである。Vol.1 のデータは、主に EdF プラントの運転経験（1978～1987 年）を

基にしたものであるが、その他にも同様の機器の故障率を公開文献（WASH-1400、IEEE 

Std 500 等）から取り入れて統計的に処理している。この故障率は PSA 用に算出され

ているため、機能劣化や部分故障は含まれておらず、完全な機能喪失で早急な保修活

動を必要とする故障のみを対象としている。とする。また、欧州データとしては、

IAEA-TECDOC-478（1988 年版）に記載されている 3 種類のデータ（Swedish Data、

Sizewell B、German Risk Study）とフランスの EIReDA データを対象とする。 

 

②-３ 国内原子力プラントの主要機器の故障原因等の調査 

ニューシアデータの過去 10 年半（1999 年 1 月 1 日～2009 年 9 月 31 日）に関する弁（電
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動弁、空気作動弁、逆止弁、油圧弁、安全弁及び逃し弁：手動弁と逃し弁は対象から外

す）及び電動ポンプ（原子炉冷却系統設備、タービン設備、原子炉補助設備、非常用

炉心冷却設備、原子炉格納施設、発電所補助設備）の故障事例を抽出し、弁及びポン

プの種類及び故障部位毎の故障原因の分析を行う。 

 

i) 弁の種類別故障事例 

a) 種類別発生件数 

   弁の種類別に整理すると下表、下図のようになる。 

表 2.1.3-2 弁の種類別発生件数 

弁の種類 BWR PWR 合計 

電動弁 ２1 4 25 

逆止弁 13 4 17 

安全弁・逃し弁 7 5 12 

油圧弁 6 0 6 

空気作動弁 2 3 5 

合計 49 16 65 

 

 

図 2.1.3-4 弁の種類別発生件数 

 

このように、使用されている弁の個数にもよるが、故障事例の多い弁種類としては、

電動弁が約 4 割を占めており、逆止弁と安全弁・逃し弁がそれぞれ 2 割前後となってい

る。炉型別では BWR の件数が多い。 

 

b) 故障部位別発生件数 

故障部位別の発生件数を、表②-3-2 に示す。 

0 5 10 15 20 25 30

空気弁

油圧弁

安全弁・逃がし弁

逆止弁

電動弁

合計
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「バウンダリ機能」で多いのはフランジ部で、ガスケット・パッキンの損傷やフラン

ジの締め付け力低下による漏れが生じたものである。 

「隔離機能の維持」では、弁座及び弁体共に多いが、弁座の故障は異物の噛み込みや

弁体着座不良によるシートリークがほとんどであり、弁体の故障は過大応力による割れ

や流力振動等による疲労割れ、異物噛み込みによる動作不能および着座不良によるシー

トリークである。 

表 2.1.3-3 故障部位別発生件数 

達成機能に必要

な項目 

故障部位 電動弁 逆止弁 安全弁・ 

逃し弁 

油圧弁 空気作動弁 合計 

バウンダリの維持 弁箱  １(P1)   1(P1) １(P2) 

フランジ部 １(B1) ３(B2,P1)  ２(B2) １(B1) ７(B6,P1) 

配管 １(P1)  １(B1)   ２(B1,P1) 

隔離機能の維持 弁体 2(B1,P1) 3(B3) １(B1)  1(B1) 7(B6,P1) 

弁座 ４(B4) 5(B3,P2) ８(B4,P4)  １(P1) 18(B11,P7)

作動機能の維持 弁棒 ６(B6)   １(B1)  7(B7) 

軸受け部等 ４(B4) ３(B3)  ３(B3)  10(B10) 

ボルト   ２(B1,P1)   2(B1,P1) 

ウォームギ

ア 

１(B1)     1(B1) 

リミットスイ

ッチ 

４(B2,P2) 2(B2)    6(B4,P2) 

弁位置検出

器 

１(B1)     1(B1) 

直流電動機用

コンダクタ 

１(B1)     1(B1) 

開度調整器     １(P1) 1(P1) 

 合計 25(B21,P4) 17(B13,P4) 12(B7,P5) 6(B6) 5(B2,P3) 65(B49,P16

) 

注記：カッコ内数値は、BWR と PWR の発生件数である。 

 

「作動機能の維持」では、弁棒と軸受け部等に多く故障が発生している。弁棒は電動弁に

発生しており、想定外の流力振動等による疲労割れや過大荷重による SCC 発生・進展によ

る折損である。軸受け部等では、グリース交換不良や劣化等による摺動抵抗増による軸固

着が大半であり、逆止弁では軸受け部のワッシャーの摩耗による脱落が発生している。 

c) 故障原因の分類 

故障原因の分類を添付資料②-6 にしめす。 
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ii) 電動ポンプの設備別故障事例 

a) 設備別発生件数 

電動ポンプを設備別に整理すると下表、下図のようになる。 

 

表 2.1.3-4 電動ポンプの設備別発生件数 

系統 BWR PWR 合計 

原子炉冷却系統設備 26 4 30 

タービン設備 10 10 20 

原子炉補助設備 3 3 6 

非常用炉心冷却設備 1 3 4 

原子炉格納施設 0 1 1 

発電所補助設備 0 2 2 

合計 40 23 63 

 

 

 
図 2.1.3-5 電動ポンプの設備別発生件数 

 

このように、設備毎に使用されている電動ポンプの個数にもよるが、故障事例の多

い設備としては、原子炉冷却系統設備の電動ポンプが約 1/2、タービン設備が約 1/3

を占めており、原子炉補助設備と非常用炉心冷却設備がそれぞれ約 1/10 となっている。 

炉型別では BWR の件数が約 2/3 を占めている。特に原子炉冷却系統設備で BWR の故

障事例が多く、全体の約 4割を占めている。 
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b) 故障部位別発生件数 

故障部位別の発生件数を、表 2.1.3-5 に示す。 

「ポンプ容量と揚程の確保」では、主軸と軸受けで共に 4 件、羽根車で 2 件、吸い

込み部で 1件発生している。主軸では、4件のうち 3 件（全て PWR）が疲労による折損

/き裂発生となっており、1件はブッシュの摩耗により振動が大きくなっている。軸受

けでは、4件のうち 2 件が潤滑油不足で変形/発火を生じており、2 件はフロント/リア

ベアリングの摩耗である。 

「バウンダリの維持」では、メカニカルシールの故障が圧倒的に多く 43 件となって

おり、炉型別では BWR が 34 件と 3/4 を占めている。系統別では原子炉冷却系統設備で

30 件発生しており、原子炉冷却系統設備の故障機器は全て再循環ポンプ/一次冷却材

ポンプであることから、再循環ポンプ/一次冷却材ポンプの故障が如何に多いかという

ことが言える。 

メカニカルシールの故障事象としてはシールリークが 39 件となっており、シールリ

ークに対する予防保全対策が大きな課題といえる。しかも、再循環ポンプ/一次冷却材

ポンプの故障によるプラント停止時間は、調査した 10 年半（1999 年 1 月～2009 年 9

月）で延べ 6,856 時間に達しており、経済的な損失も相当なものと言える。シールリ

ークの原因では異物混入が 24 件にも達しており、異物混入防止が如何に難しいかとい

うことが言えるが、分解点検の回数削減により発生を防止することも有効な手立てと

なりえると考えられる。 

 

c) 故障原因の分類 

故障原因の分類を添付資料②-7 にしめす。 
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表 2.1.3-5 故障部位別発生件数 

達成機能に

必要な項目 

故障部位 原子炉冷却

系統設備 

タービン

設備 

原子炉 

補助設備 

非常用炉心 

冷却設備 

原子炉 

格納施設 

発電所 

補助設備

合計 

ポンプ容量

と揚程の確

保 

主軸（計） 0 2 1 1 0 0 4 

BWR  1     1 

PWR  1 1 1   3 

羽根車（計） ０ １ ０ ０ ０ １ ２ 

BWR  １     １ 

PWR      １ １ 

軸受け（計） ０ １ ２ ０ ０ １ ４ 

BWR   ２    ２ 

PWR  １    １ ２ 

吸い込み部（計） ０ ０ ０ １ ０ ０ １ 

BWR    １   １ 

PWR       ０ 

バウンダリ

の維持 

ケーシング（計） ０ ２ ０ ０ ０ ０ ２ 

BWR       ０ 

PWR  ２     ２ 

メカニカルシール（計） ３０ ９ １ ２ １  ４３ 

BWR ２６ ７ １    ３４ 

PWR ４ ２  ２ １  ９ 

取付ボルト（計） ０ １ ０ ０ ０ ０ １ 

BWR       ０ 

PWR  １     １ 

グランドパッキン（計） ０ １ ０ ０ ０ ０ １ 

BWR       ０ 

PWR  １     １ 

配管（計） ０ ２ ２ ０ ０ ０ ４ 

BWR  １     １ 

PWR  １ ２    ３ 

その他 増速機（計） ０ １ ０ ０ ０ ０ １ 

BWR       ０ 

PWR  １     １ 

 合    計 ３０ ２０ ６ ４ １ ２ ６３ 

BWR（計） ２６ １０ ３ １ ０ ０ ４０ 

PWR（計） ４ １０ ３ ３ １ ２ ２３ 
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2) 経年変化と保全活動を考慮した機器故障率の評価（動的故障要因）  

(a) 時間依存機器故障確率の評価 

 一般に、時間故障率等のデータが与えられているのは“故障モード”（例えば電動弁にお

ける開閉不良（“開失敗”、“閉失敗”）等）に対してであり、その“故障原因”ごと（例えば“摺

動部固着”、“モータ絶縁劣化”等）の内訳は示されていない。ここでは NUCIA データを対

象に、各故障モードについて故障事例の原因別分類を行い、その内訳数に応じて各故障モ

ードの故障率 λ を原因別故障率 λi (λ = Σ λi) に分解した。 

 NUCIA データの過去 10 年半（1999 年 1 月 1 日～2009 年 9 月 31 日）に関する電動ポン

プ（原子炉冷却系統設備、タービン設備、原子炉補助設備、非常用炉心冷却設備、原子炉

格納施設、発電所補助装置）および弁（電動弁、空気作動弁、逆止弁、油圧弁、安全弁お

よび逃し弁）の故障事例を抽出し、電動ポンプおよび弁の種類および故障部位ごとの故障

事例の分析を行うとともに、故障原因別に分類した。表 2.1.3-1 および表 2.1.3-2 に電動

ポンプおよび弁の故障事例分類の結果をそれぞれ示す。例として電動弁の故障モード“開閉

不良”に着目すると表 2.1.3-7 中では開閉不良に関係する故障事例として以下のものが抽

出・分類されている： 

摺動部固着    5 件 

 シャフト疲労   6 件 

 モータ絶縁劣化   0 件 

 ケーブル劣化   0 件 

 計装・制御機器劣化  9 件 

 消耗品の劣化   0 件 

ここで、“消耗品の劣化”欄には“パッキン劣化”等の事例が含まれていたが、故障モード“開

閉不良”とは直接関係しないため 0 件と考えている。上記故障事例分類に基づき、各故障原

因ごとの故障率を以下のように設定した： 

開閉不良故障率を λ (λ = Σ λi, i = 1,…,6) として、 

 摺動部固着による故障率    λ1 = λ × 5 / 16 件 

 シャフト疲労による故障率    λ2 = λ × 0.5 / 16 件 

 モータ絶縁劣化による故障率   λ3 = λ × 0.5 / 16 件 

 ケーブル劣化による故障率    λ4 = λ × 0.5 / 16 件 

 計装・制御機器劣化による故障率  λ5 = λ × 9 / 16 件 

 消耗品の劣化による故障率    λ6 = λ × 0.5 / 16 件 

ここで、シャフト疲労について、ここでの評価対象は一般に経年プラントであり、当該故

障原因には設計面での対応が図られて再発の可能性は低いと考えられることから、本年度

の保全指標試計算の範囲においては発生件数を 0 と仮定した。さらに、件数 0 件の故障原

因についてはそれぞれ 0.5 件とみなし故障率を設定した。また、各故障率は時間に対し線

形に増加すると仮定した。 
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表 2.1.3-6 電動ポンプの故障事例分類 

 

 

 

 

 

  

電動ポンプの故障事例分類 合計 原子炉冷却系 タービン系 原子炉補助設備

故障部位 件数 内訳（故障原因） 件数 故障部位 件数 内訳（故障原因） 件数 故障部位 件数 内訳（故障原因） 件数

(1)

・ 摺動部固着 43 メカニカルシール 30 シールリーク 27 メカニカルシール 9 シールリーク 9 メカニカルシール 1 シールリーク 1

温度上昇 2

振動増 1

4 軸受 1 変形 1 軸受 2 ベアリング摩耗 2

・ モータ絶縁劣化 0

・ ケーブル劣化 0

・ 計装・制御機器劣化 0

小計 47 30 10 3

(2) 消耗品の劣化

・ パッキン劣化 1 パッキン 1 リーク（施工不良） 1

・ 摺動痕、摺動減肉 0

小計 1 0 1 0

(3) その他 軸 4 軸 2 折損 1 軸 1 折損 1

振動大 1

羽根車 1 羽根車 1 エロージョン 1

ケーシング 2 ケーシング 2 き裂 2

取付けボルト 2 取付けボルト 1 リーク（軸力不足） 1

配管 4 配管 2 き裂（疲労） 1 配管 2 き裂（疲労） 2

き裂（減肉） 1

増速機 1 増速機 1 き裂（疲労） 1

吸込み部 1

小計 15 0 9 3

合計 63 30 20 6

電動ポンプの故障事例分類 非常用炉心冷却設備 原子炉格納施設 発電所補助設備

故障部位 件数 内訳（故障原因） 件数 故障部位 件数 内訳（故障原因） 件数 故障部位 件数 内訳（故障原因） 件数

(1)

・ 摺動部固着 メカニカルシール 2 シールリーク 2 メカニカルシール 1

き裂 1

軸受 1 発火 1

・ モータ絶縁劣化

・ ケーブル劣化

・ 計装・制御機器劣化

小計 2 1 1

(2) 消耗品の劣化

・ パッキン劣化

・ 摺動痕、摺動減肉

小計 0 0 0

(3) その他 軸 軸 1 き裂 1

羽根車

ケーシング

取付けボルト インペラ用ボルト 1 き裂（疲労） 1

配管

増速機

吸込み部 吸込み部 1 流路減少 1

小計 2 0 1

合計 4 1 2

ポンプの回転部、電力関係

部の考えられる劣化

ポンプの回転部、電力関係

部の考えられる劣化
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表 2.1.3-7 弁の故障事例分類 

 

 

(b) 保全活動の影響の評価 

 機器故障率への保全活動の影響については、平成 24 年度までの検討に基づき、機能確認

試験、状態基準保全（CBM）、分解点検、試運転、消耗品交換、取替、ヒューマンファクタ

（いじり壊し）等による故障率の減少／増加を考慮し、故障原因によって有効な保全活動

弁の故障事例分類 合計

(1)

・ 摺動部固着 2 軸受 2 固着 1

損傷 1

2 ステムナット部 2 摺動抵抗増 2

1 ウォームギア 1 摩耗 1

・ シャフト疲労 6 弁棒 6 折損 5

こすれ 1

・ モータ絶縁劣化 0

・ ケーブル劣化 0

・ 計装・制御機器劣化 6 リミットスイッチ 4 表示灯不良 3 リミットスイッチ 2 弁不作動（接触不良） 2

弁不作動（接触不良） 1

1 直流電動機用コンダクタ 1 弁停止（過大電流） 1

1 弁位置検出器 1 接触不良 1

1

小計 20 17 2 0

(2) 消耗品の劣化

・ パッキン劣化 5 パッキン(フランジ) 3 面圧低下 1

リークパス 1

仕様間違い 1

・ 摺動痕、摺動減肉 1 パッキン 1 摺動痕 1

小計 6 1 3 0

(3) その他 配管 2 配管 1 き裂（減肉） 1 接続配管 1 破断 1

弁体 7 弁体 2 割れ 1 弁体 3 ねじ部破断 1 弁体 1 誤作動 1

摩耗 1 シートリーク 2

弁座 18 弁座 4 シートリーク 4 弁座 5 シートリーク 3 弁座 8 シートリーク 8

割れ 1

不作動 1

座金・ワッシャ 3 座金・ワッシャ 3 組み込み忘れ 1

摩耗 2

弁箱 2 弁箱 1 減肉 1

ボルト・連結ナット 4 ボルト 2 押込み不足 1

脱落 1

ブッシング 1

グランド押え 1

スラストリング 1

小計 39 7 12 12

合計 65 25 17 12

弁の故障事例分類

(1)

・ 摺動部固着

・ シャフト疲労

・ モータ絶縁劣化

・ ケーブル劣化

・ 計装・制御機器劣化

開度調整期 1 制御不調 1

小計 0 1

(2) 消耗品の劣化

・ パッキン劣化 パッキン(フランジ) 2 ごみ噛み込み 1

締付不足 1

・ 摺動痕、摺動減肉

小計 2 0

(3) その他 配管 0

弁体 弁体 1 摩擦大 1

弁座 弁座 1 固着 1

座金・ワッシャ

弁箱 弁箱 1 腐食 1

ボルト・連結ナット 連結ナット 1 締付不足 1 ボルト（フランジ） 1 緩み 1

ブッシング ブッシング 1 脱落 1

グランド押え グランド押え 1 脱落 1

スラストリング スラストリング 1 割れ 1

小計 4 4

合計 6 5

弁駆動部、弁動力関係部の

考えられる劣化

弁駆動部、弁動力関係部の

考えられる劣化
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は異なることをモデル化している。電動ポンプの故障モード“起動失敗”を例として、表

2.1.3-8 に各故障原因とその対策として有効な保全活動との対応を、図 2.1.3-6 に保全活

動を考慮した各原因別故障率の時間変化をそれぞれ示す。図中①～④はそれぞれ、①分解

点検により摺動部固着による故障率が減少、②計装・制御機器劣化など分解点検で回復し

ない故障率は取換を行うまで増加、③分解点検時の組立ミス等の可能性を考慮し、点検後

の作動試験が非実条件のとき故障率の減少は限定的、④作動試験が実条件のときヒューマ

ンファクタの影響が除去されたとして故障率が減少、を表している。 

 

表 2.1.3-8 各故障原因とその対策として有効な保全活動 

 

 

 

図 2.1.3-6 各原因別故障率の時間変化  

 

3) 経年変化と保全活動を考慮した構造物故障率の評価（静的故障要因） 

 (a) 経年変化の特徴とモデル化の考え方 

安全システムの機能に与える経年劣化の影響を評価するためには、個別の経年劣化の程

度をしるだけでなく、複数の経年劣化の重畳にも着目し、供用期間の増加に伴って安全裕

度がどの程度減少するかをモデル化する必要がある。平成 24 年度は、日本機械学会の維持

規格および原子力安全基盤機構（JNES）の高経年化技術評価審査マニュアルを参考に、経

故障モード 故障率 故障原因 発生件数 原因別故障率 機能確認試験 CBM 分解点検 消耗品交換 取替

起動失敗 λ 摺動部固着 n1 λ・ n1 / Σni ○ ○ ○

モータ絶縁劣化 n2 λ・ n2 / Σni ○

ケーブル劣化 n3 λ・ n3 / Σni

計装・制御機器劣化 n4 λ・ n4 / Σni ○

有効な保全活動

0.0E+00

2.0E-06

4.0E-06

6.0E-06

8.0E-06

1.0E-05

1.2E-05

0 10 20 30 40 50
年

電動ポンプ - 各原因別故障率の時間変化

摺動部固着（作動試験＝実条件）
摺動部固着（作動試験＝⾮実条件）
モータ絶縁劣化
ケーブル劣化
計装・制御機器劣化

分解点検間隔
（①）

取替間隔
（②）

作動試験が
非実条件（③）

作動試験が
実条件（④）

電動ポンプ―各原因別故障率の時間変化
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年劣化事象を「体積変化」「き裂」「靱性低下」に大別した。そして、設計の想定を大きく

超える外力によって機能喪失に至る確率を評価するための、考え方を整理した。平成 25

年度は、昨年度の考え方を精緻化すると共に、具体的な安全システムに対する適応につい

て検討した。 

(イ） 体積変化 

減肉や腐食は、配管等の構造物の体積を減少させることにより、構造強度を要する部位

に加わる応力が増加する事になり、安全裕度が低下する。したがって、有意な体積減少が

予想される個所について、体積変化の予測あるいはモニタリング結果に基づいて、安全裕

度の減少を評価し、構造物が機能喪失に至るリスクの変化をモデル化する手法を検討した。 

配管減肉は、実機における過去の保全経験から、炭素鋼製配管の特定の部位に発現し、

ほぼ一定の減肉速度で進行することが知られており、日本機械学会の規格[1] によって管理

されている。過去の高経年化技術評価において着目すべき経年劣化事象として配管減肉が

抽出された機器等を有する機能は、「原子炉冷却材の内蔵」、および「通常時炉心冷却」で

あり、保全指標上の重要度はそれ程高くない。また既往研究の調査[2] によると、振動試験

による配管系の終局強度評価において、基準地震動の３倍程度の地震動に晒される配管の

場合、破損は疲労によるき裂進展によって生じ、減肉部を有する配管における評価結果は

健全な配管と比較して必ずしも悪い訳ではない。これらの理由から、安全機能に着目した

保全指標の策定において、配管減肉のモデル化に関する優先度は高くない。（ただし、プラ

ントシステムのリライアビリティ向上、および従業員の労働安全の観点からは、配管減肉

が重要課題であることを申し添える） 

腐食（全面腐食等）は、金属部分が減少する事により、構造強度の低下を招く。海水に

晒される一部の配管系、および基礎ボルト類において、高位経年化対策上着目すべき経年

劣化事象に抽出されている。このうち、基礎ボルトについては、日本原子力発電東海発電

所における基礎ボルトの調査[3] によると、最も条件の厳しい屋外設置機器においても 30

年間の供用で 0.237 mm 以下という実績がある。つまり、保守性を考慮しても、腐食速度

は 0.01 mm/年程度であり、保全指標のモデル化に関する優先度は高くない。 

照射場においては、体積減少ではなく、スエリングによる体積膨張や、照射成長による

寸法変化が生じる。これらは、BWR の制御棒シース板や、PWR のバッフルフォーマボルトに

おける応力腐食割れの駆動力として作用することから、重要な経年劣化である。しかしな

がら、保全指標におけるモデル化の観点からは、「き裂の進展」モデル化の中に含められる

べきであり、単体ではモデル化の対象としない。 

以上のように、体積変化は、炭素鋼配管等の特定の部位に有意に発現する経年劣化事象

であるが、経年劣化の顕著な機器をスクリーニングして、その機能を考慮した結果、シス

テム安全における機能喪失リスクの経年変化に有意な影響を与える安全機能と機器の組合

せは、現在のところ抽出されていない。 
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(ロ） き裂 

き裂の進展は、引張応力に対する構造強度を低下させる。また、貫通き裂を形成するこ

とにより圧力バウンダリを喪失させ、「閉じ込め」機能や「冷却」機能に影響を与える。原

子炉圧力容器のような大型の構造物においては、有意な初期き裂を仮定し、供用中に稀に

おこる可能性のある事象によってき裂がどの程度進展するかを評価する。原子炉圧力バウ

ンダリを構成する機器や、その支持構造物等では、起動停止に伴う低サイクル疲労が徐々

に蓄積する事から、累積疲労損傷量による管理が行われている。配管系や炉内構造物にお

いては、疲労や応力腐食割れ等の経年劣化により、き裂が発生し、進展することを考慮す

る必要がある。また、基準地震動を大きく超える地震動が長時間継続した場合、繰り返し

応力が加わることにより、配管系に疲労き裂が発生、進展する可能性がある。 

き裂の発生、進展による静的機器の破損による機能喪失リスクを推定するためには、こ

のリスクを考慮すべき安全機能をスクリーニングした上で、まず、「評価用のき裂長さ」を

決定する必要がある。次いで、設計基準を大幅に超える事象、具体的には「基準地震動を

大きく超える繰り返し応力によるき裂の形成、進展」、「極限荷重を上回る荷重の印加によ

る破壊」をモデル化する必要がある。 

応力腐食割れは、構造強度を十二分に下回る引張応力を受ける接液状態のステンレス鋼

およびニッケル基合金において、き裂が発生、進展する事象である。応力腐食割れを誘起

する因子は多岐にわたっている。発生条件や緩和方法について多くの知見が得られている

ものの、応力腐食割れに関する汎用性の高い予測法は存在しておらず、個別の機器や環境

に合わせた管理基準が設けられている。したがって、未検査部位における仮想き裂の想定

に当たっては、個別に機器、構造物毎に経験式を設定する必要がある。応力腐食割れによ

る機能喪失リスクを考慮すべき安全機能は、原子炉冷却材圧力バウンダリ、原子炉冷却材

の内蔵、放射性物質の貯蔵、安全弁及び逃し弁の吹き止まり、原子炉冷却材の保持、等の

「閉じ込め」機能、および炉心形状の維持、通常時炉心冷却、原子炉冷却材の補給、等の

「冷却」機能、並びに原子炉の緊急停止、未臨界維持、原子炉冷却材の循環、出力上昇の

抑等の「制御」機能がある。とりわけ、炉心形状の維持に関連する炉内構造物と、原子炉

冷却材の循環等に関係する再循環系配管では、応力腐食割れに対する条件が比較的厳しい

状況にある。 

疲労割れの中でも、発生個所や繰返し応力の大きさが予測可能な低サイクル疲労は、累

積疲労損傷量によって管理可能である。本事業の安全基盤研究の中では、累積疲労損傷量

が１に満たない領域における微小き裂をモデル化することが検討されており、この成果は

低サイクル疲労損傷のモデル化を可能にすると期待できる。具体的には、累積疲労損傷量

が１を超えた場合に 3 mm 程度のサイズのき裂が発生したと仮定し、その後の進展を評価

できる。一方、高サイクル熱疲労による疲労割れは、その発生場所や繰返し応力の大きさ

を推定しにくいことから、一般的なモデル化は難しいと考えられる。BWR において、高サ

イクル疲労による機能喪失を考慮すべき安全システムは、再循環系配管と関連する「原子
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 照射脆化は、供用期間中に放射線に晒される金属材料において、破壊靱性が低下する事

象である。原子炉圧力容器鋼の中性子照射脆化については、電気協会規格において、鋼材

の化学組成と照射環境を勘案しつつ、脆化を評価するための相関式が策定されている [5]。

原子炉内のステンレス製構造物についても、（原子炉圧力容器と比して小さいものの）照射

脆化の影響が生じる。関連する安全機能は、原子炉冷却材圧力バウンダリ、および炉心形

状の維持である。 

 二相ステンレス鋼は熱時効に晒されることにより、スピノーダル分解が進捗し、破壊靱

性が低下することが知られている。BWR では、再循環ポンプのケーシングや燃料指示金具

に使われているが、それぞれの安全機能の重要度はそれほど高くない。一方、PWR では一

次冷却材管等に使用されており、複数の安全機能に影響を与える可能性がある。 

 特性変化の評価においては、まず破壊靱性値等の変化を仮定した上で、その数値を使っ

てき裂進展のリスク評価を実施することになる。 

 

(b) 経年変化モデルの具体化に向けた検討 

 静的機器や構築物からなる安全システムの機能喪失確率を算出するためには、以下の要

素が必要である。 

(1) 考慮すべき誘因事象（地震動など）と、その発生確率 

(2) 誘因事象によって静的機器や構築物への加えられる応力、及びひずみの最大値と繰り

返えし数 

(3) 静的機器や構築物における実際の耐力、累積疲労損傷量、破壊靱性等 

(4) 静的機器や構築物における強度評価と疲労評価 

 

誘因事象の発生確率：静的機器に対して考慮すべき主たる誘因事象は、地震動である。地

震動の発生確率のモデル化については、地震 PRA において実績がある。例えば、図にしめ

るような解放基盤表面における地震動レベルを定義して、地震の発生確率をモデル化して

いる。一方、本研究では、経年劣化の影響を考慮するために複数の破壊モードを考慮して

おり、最大加速度だけでなく繰返し回数等も重要なファクターとなる。 
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図 2.1.3-8 解放基盤表面における地震動レベルと、その発生確率の例[6] 

 

静的機器、構築物への影響：地震 PRA では、機器等が受ける加速度と解放基盤方面におけ

る地震動との比を、機器応答データと呼び、これに基づいて機器が受ける最大加速度を計

算している。（代わりに、せん断ひずみや変形応力との変換定数を与えることもできる）機

器応答データは対数正規分布で表されており、地震動レベルごとの中央値および二つの対

数標準偏差によって構成される。機器応答データは、機器の種類や設置位置によって異な

っている。この定式化は、本研究でもそのまま活用できる。ただし、機器応答データを自

前で作成するには、プラント固有の機器レイアウトを知る必要があり、保全指標検討会と
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して実施するにはハードルが高い。 

 

実際の耐力等の評価：地震 PRA では、機器等の種類毎に、耐力等の中心値、および二つの

標準偏差を定義している。そして、耐力等と地震動に対する機器応答を比較して、故障確

率を算出している。配管については、地震時に最大の応答を受ける部位を評価対象とし、

系統毎に耐力を定義している。本研究では、経年劣化を考慮すべき機器等については、機

器毎ではなく個別に耐力等を設定する必要がある。また、機器応答と耐力等との比較につ

いて、数種類の破壊モードを考慮し、強度、き裂長さ、靱性、疲労限界等の複数のパラメ

ータを考慮する必要がある。加えて、これらの標準偏差を考慮に入れる必要がある。 

 

4) 保全指標試計算用 Excel シート 

 図 2.1.3-3 に示した通常運転時の保全指標評価フローに従い保全指標を試計算するため

の Microsoft Excel シート群を作成した。 

 

(a) 要素の分類 

 図 2.1.3-9 に示す“設定”シートでは、まず平成 24 年度までの検討に基づき、保全指標

値（機能喪失確率）試計算の対象とする安全上重要なシステムから、それを構成する機器、

および各機器の故障原因までを展開して分類する。その後前項に基づき、分類された各機

器の各故障原因ごとに故障率および保全活動（CBM、分解点検などの有無やその間隔等）を

設定する。 
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(b) 保全活動の設定と各機器別原因別故障率の時間変化 

機器故障率データベースとして、原子力安全推進協会（2013 年 6 月、“故障件数の不確

実さを考慮した国内一般機器故障率の推定”、1982 年度～2007 年度 26 カ年 55 基データ）

を用い、原因別故障率および保全活動を、表 2.1.3-9、表 2.1.3-10 の通り設定した。得ら

れる故障原因別故障率の時間変化を図 2.1.3-13 に示す。電動弁においては“計装・制御機

器劣化”を原因とする故障（開閉不良）が、電動ポンプにおいては“ケーブル劣化”を原

因とする故障（動作不良）がそれぞれ支配的であることが見てとれる。 

 

表 2.1.3-9 電動弁における原因別故障率および保全活動の設定 

 

 

表 2.1.3-10 電動ポンプにおける原因別故障率および保全活動の設定 

 

 

 

図 2.1.3-13 原因別故障率の時間変化：（左）電動弁、（右）電動ポンプ 

 

(c) 機器故障確率および機能喪失確率の試評価結果 

 電動弁および電動ポンプの故障原因別故障確率分布を図 2.1.3-14 に示す。図 2.1.3-13

電動弁 故障率 [/h] 故障原因 原因別故障率 [/h] 機能確認試験間隔 CBM適否 分解点検間隔 取替間隔

開閉不良
（開失敗）

1.50E-08 摺動部固着 4.69E-09 1ヶ月 ○ (λ=0.5*λ) 5年 ---

シャフト疲労 4.69E-10 --- --- --- ---

モータ絶縁劣化 4.69E-10 --- --- --- 10年

ケーブル劣化 4.69E-10 --- --- --- ---

計装・制御機器劣化 8.44E-09 --- --- --- 10年

消耗品劣化 4.69E-10 --- --- --- 10年

保全活動

電動ポンプ 故障率 [/h] 故障原因 原因別故障率 [/h] 機能確認試験間隔 CBM適否 分解点検間隔 取替間隔

動作不良
（起動失敗）

7.80E-08 摺動部固着 5.67E-08 1ヶ月 ○ (λ=0.5*λ) 5年 ---

モータ絶縁劣化 7.09E-09 --- --- --- 10年

ケーブル劣化 7.09E-09 --- --- --- ---

計装・制御機器劣化 6.50E-09 --- --- --- 10年

保全活動
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に示した故障原因別故障率の時間変化における傾向が反映され、電動弁においては“計測・

制御機器劣化”の寄与が、電動ポンプにおいては“ケーブル劣化”の寄与がそれぞれ大き

くなっている。また、系統として RHR-A 系の機能喪失確率に着目すれば（図 2.1.3-15）、

電動弁と比較して電動ポンプの寄与が支配的であることが分かる。最終的な「炉心冷却」

機能の喪失確率を見ると（図 2.1.3-16）、本試計算の仮定・条件下では RHR 系の機能喪失

の寄与が大きい。 

 

 

図 2.1.3-14 各機器の故障確率：（左）電動弁、（右）電動ポンプ 

 

図 2.1.3-15 各系統の機能喪失確率：RHR 系（A系） 

 

 

図 2.1.3-16 「炉心冷却」機能の喪失確率 
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6) 保全計画変更に対する感度評価の例：分解点検間隔の変更 

 ここでは保全計画の変更に対する重要システム機能喪失確率の感度評価の例として、前

項同様「炉心冷却」機能を対象に、機器の分解点検間隔を変更した場合の評価例を示す。

前項の図 2.1.3-2.1.3-9 で示された通り、RHR 系機能喪失における電動弁の寄与度は小さ

い。さらに、図 2.1.3-2.1.3-8 より、電動弁の故障原因における摺動部固着の寄与度は低

い。ゆえに、摺動部固着による故障率を低減させる保全活動である弁の分解点検の間隔を

変更しても「炉心冷却」機能喪失確率に与える影響は小さいという見通しが立つ。 

 そこで分解点検間隔変更のケース①として、電動弁の分解点検間隔を 5年から 10 年へと

2 倍に変更することを考える。間隔変更による各原因別故障率の時間変化への影響（間隔

変更前後での各原因別故障率の時間変化）を図 2.1.3-17（左）に示す。前述の通り、弁に

対する保全活動“分解点検”の変更により影響を受ける（故障率が低減される）故障原因

は“摺動部固着”であるため、“摺動部固着”による機器故障率のみが間隔変更の影響を受

けていることが分かる。図 2.1.3-11（右）は、分解点検間隔変更前後でそれぞれ評価され

た「炉心冷却」機能喪失確率の相対変化を示している。50 年時点までに「炉心冷却」機能

を喪失する確率は、分解点検間隔変更前のとき 0.0401、変更後のとき 0.0405 であり、変

更前後での相対変化は～＋1％であった。 

 次に、比較対象として分解点検間隔変更のケース②として、電動ポンプの分解点検間隔

を 5年から 10 年へと 2倍に変更することを考える。間隔変更による各原因別故障率の時間

変化への影響（間隔変更前後での各原因別故障率の時間変化）を図 2.1.3-18（左）に示す。

図 2.1.3-18（右）は、分解点検間隔変更前後でそれぞれ評価された「炉心冷却」機能喪失

確率の相対変化を示している。50 年時点までに「炉心冷却」機能を喪失する確率は、分解

点検間隔変更前のとき 0.0401、変更後のとき 0.0452 であり、変更前後での相対変化は～

＋13％であった。 

 上記の例の通り、重要システム機能喪失確率への各機器の寄与度の違いから同じ分解点

検間隔の延長でも機能喪失への影響に差異が生じ得るため、保全指標を用い仮想的に保全

活動を変更してシステムの機能信頼性を変更前後で定量的に比較することは保全活動の適

性を判定するうえで有用である。 

 

図 2.1.3-17 ケース①電動弁の分解点検間隔を 2倍に変更： 

（左）故障率の時間変化への影響、（右）変更前後の「炉心冷却」機能喪失確率の相対変化 
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図 2.1.3-18 ケース②電動ポンプの分解点検間隔を 2倍に変更： 

（左）故障率の時間変化への影響、（右）変更前後の「炉心冷却」機能喪失確率の相対変化 

 

(6) 事故時のための保全指標の評価手法の開発（深層防護第 4層） 

1) 事故時のための保全指標の策定手法の提案 

事故時のための保全指標では、様々な事故シナリオを対象にするマネジメントによる対

策シナリオを展開してその評価を行うことが必要であるが、まずは新規制基準の審査ガイ

ドにおける事故シナリオを対象とし、マネジメントシナリオを展開した。 

「実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策の有効性評価に

関する審査ガイド」では、様々な事故シナリオと対策例を提示し、それらに対する対応策

の策定を求めている。そこでまず、これらの対応策のモデル化の検討を行った。具体的に

はまず、各々の事故シナリオについてマネジメントシナリオを検討し、マネジメントの各

対応の成功確率とかかる時間を評価して、各対応の成功による事故収束確率としてマネジ

メント能力に対する信頼性を評価することを検討した。 

また、その際の評価の観点として、深層防護の独立性と前段否定を考慮して第４層設備

での対応可能とする一方、実際の対応には生き残った設備などをマネジメントでフル活用

できることとした。 

マネジメントシナリオを検討する際、マネジメントは大きく機械による対応と人・組織

による対応に分けた。さらにその対応の成功確率を考慮することで、PRA のように各シナ

リオにおける事象の収束・失敗確率を評価するとともに、対応にかかる時間も考慮するこ

とで事象の収束に至るまでの時間も評価することを提案している。これにより、事象収束

のタイムリミットを超えた収束シナリオについては、成功確率を失敗確率とみなすことが

出来る（図 2.1.3-19）。 
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図 2.1.3-19 事故時のための保全指標の策定手法の提案 

 

2) 深層防護の階層構造による機能分類表と新規制基準により新設された第 4層設備 

図 2.1.3-20 は、４つの重要機能を深層防護で分類したものである。緑の枠内は新規制基

準で新たに設置された第 4層設備である。 

本研究での検討で、第 2 層～3 層の機能が機能喪失を考慮した場合に新規制基準で設置

されたこれらの第 4 層設備が代替システムと考えられる場合には、その第 2 層～3 層の機

能に「＋4層」と記載している。また同様に、第 4層設備による代替システムが存在せず、

新設が必要と考えられる場合には、その第 2層～3層の機能に「＋追加」と記載した。 

さらに、第 2 層のバウンダリ機能の１つである「原子炉冷却材圧力バウンダリンの過圧

防止（MS-1）」システムの、機能喪失時に代替となる第 4層設備として、AMADS（AM 時の原

子炉減圧機能）を追加することを提案する。 
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図 2.1.3-20 新規制基準により新たに設置された深層防護第４層設備 

 

3) 事故シナリオの例 

原子力規制委員会の審査ガイド「原子炉損傷防止対策及び格納容器防止対策の有効性に

係る標準評価手法」では，重大事故の兆候として最低限想定しなければならない事故シー

ケンスが指定されており，BWR では 7つの事故シーケンス，PWR では 8つの事故シーケンス

がそれにあたり，以下に示す。 

a) BWR 

 高圧・低圧注水機能喪失 

 高圧注水・減圧機能喪失 

 全交流電源喪失 

 崩壊熱除去機能喪失 

 原子炉停止機能喪失 

 LOCA 時注水機能喪失 

 格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA） 

b) PWR 

 2 次系からの除熱機能喪失 

 全交流電源喪失 

 原子炉補機冷却機能喪失 

 格納容器の除熱機能喪失 
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 原子炉停止機能喪失 

 ECCS 注水機能喪失 

 ECCS 再循環機能喪失 

 格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA，蒸気発生器伝熱管破損） 

 

以下では，このうち「高圧注水・減圧機能喪失」と「全交流電源喪失」のシナリオを対

象に，マネジメントシナリオを展開した。作成したマネジメントシナリオを図 2.1.3-21

および図 2.1.3-2.1.3-16 に示す。ここでは，第 3層設備と同じ機能を有する自立した有効

な設備が必要という厳しい条件を考えて，AM 用の ADS を追加することを併せて提案してい

る。 

図中に示すように、 

 

次年度以降，このように構築したマネジメントシナリオに基づき，事故時の保全指標策

定に関する整備と指標化を実施する予定である。 

 

 

図 2.1.3-21 事故シナリオ「高圧注水・減圧機能喪失」のマネジメントフロー案 
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図 2.1.3-22 事故シナリオ「全交流動力電源喪失（原子炉への冷却水注入）」のマネジメ

ントフロー案 

 

(7) 平成 25 年度の研究成果とまとめ 

以下に平成 25 年度に実施した研究の成果を記す。 

①通常運転時の保全指標策定手法の整備と試評価 

 国内外の機器故障率データ調査と整理を行った。 

 動的故障モデルと静的故障モデルに基づき、保全活動による影響を評価すること

で、保全指標を評価する手法を開発した。 

 例として ECCS 系を対象に保全指標の試評価を行い、保全指標によりプラントの

システム安全の機能信頼性が評価できることを示した。 

②事故時のための保全指標策定手法の提案 

 規制庁による審査ガイドに基づきマネジメントシナリオを展開した。 

 マネジメントを構成する対策の成功確率とかかる時間を考慮することで、収束確

率としてマネジメント能力を評価する手法を提案した。 

 「高圧注水・減圧機能喪失」シナリオを対象に、本手法により第４層設備の有効

性の評価が行えることを示した。 

 

(8) 今後の課題 

 今年度の成果を踏まえ、今後の課題は下記の 3つと考える。 

 通常運転時の保全指標策定手法の詳細化とさらなる試評価（H２６～２７年度） 
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 事故時の保全指標策定手法の整備と試評価（H２６～２８年度） 

 実用化に向けた課題の抽出（H２６～２８年度） 
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添付資料 

 

添付資料②-1 評価対象機器及び故障モード一覧 

 

 

故障モード データ（１） データ（２） データ（３） データ（４） 故障モード データ（１） データ（２） データ（３） データ（４）

非常用ディーゼル発電機 起動失敗 ○ ○ ○ ○ 起動失敗 ○ ○ ○ ○

継続運転失敗 ○ ○

電動ポンプ（非常用待機、純水）
*1 起動失敗 ○ ○ ○ ○ 起動失敗 ○ ○ ○ ○

（常用運転、純水）*1 継続運転失敗 ○ ○ ○ ○

（常用待機、純水） 起動失敗 ○

電動ポンプ（非常用待機、海水） 起動失敗 ○

（常用運転、海水） 継続運転失敗 ○

（常用待機、海水） 起動失敗 ○

タービン駆動ポンプ 起動失敗 ○ ○ ○ ○ 起動失敗 ○ ○ ○ ○

継続運転失敗 ○ ○ ○ ○

ディーゼル駆動ポンプ 起動失敗 ○ ○ ○ ○ 起動失敗 ○ ○ ○ ○

継続運転失敗 ○ ○

電動弁（純水）
*1 作動失敗 ○ ○ ○ ○ 開失敗 ○ ○ ○ ○

誤開又は誤閉 ○ ○ ○ ○ 閉失敗 ○ ○ ○ ○

閉塞 ○ ○ ○ ○

外部リーク ○ ○ ○ ○

内部リーク ○ ○ ○ ○

電動弁（海水） 作動失敗 ○

誤開又は誤閉 ○

閉塞 ○

外部リーク ○

内部リーク ○

空気作動弁 作動失敗 ○ ○ ○ ○ 開失敗 ○ ○ ○ ○

誤開又は誤閉 ○ ○ ○ ○ 閉失敗 ○ ○ ○ ○

閉塞 ○ ○ ○ ○

外部リーク ○ ○ ○ ○

内部リーク ○ ○ ○ ○

油圧作動弁 作動失敗 ○ ○ ○ ○ 開失敗 ○ ○ ○ ○

誤開又は誤閉 ○ ○ ○ ○ 閉失敗 ○ ○ ○ ○

閉塞 ○ ○ ○ ○

外部リーク ○ ○ ○ ○

内部リーク ○ ○ ○ ○

逆止弁 開失敗 ○ ○ ○ ○ 開失敗 ○ ○ ○ ○

閉失敗 ○ ○ ○ ○ 閉失敗 ○ ○ ○ ○

外部リーク ○ ○ ○ ○

内部リーク ○ ○ ○ ○

手動弁 開閉失敗 ○ ○ ○ ○ 開失敗 ○ ○ ○ ○

閉塞 ○ ○ ○ ○ 閉失敗 ○ ○ ○ ○

外部リーク ○ ○ ○ ○

内部リーク ○ ○ ○ ○

安全弁 開失敗 ○ ○ ○ ○ 開失敗 ○ ○ ○ ○

閉（吹止まり）失敗 ○ ○ ○ ○ 閉失敗 ○ ○ ○ ○

誤開 ○ ○ ○ ○

外部リーク ○ ○ ○ ○

内部リーク ○ ○ ○ ○

逃し安全弁（BWRのみ） 開失敗 ○ ○ ○ ○ 開失敗 ○ ○ ○ ○

閉（吹止まり）失敗 ○ ○ ○ ○ 閉失敗 ○ ○ ○ ○

誤開 ○ ○ ○ ○

外部リーク ○ ○ ○ ○

内部リーク ○ ○ ○ ○

真空逃し弁（PWRのみ） 作動失敗 ○ ○ ○ ○ ―
電磁弁 作動失敗 ○ ○ ○ ○ 開閉失敗 ○ ○ ○ ○

誤開又は誤閉 ○ ○ ○ ○

閉塞 ○ ○ ○ ○

外部リーク ○ ○ ○ ○

内部リーク ○ ○ ○ ○

ファン/ブロワー 起動失敗 ○ ○ ○ ○ 起動失敗 ○ ○ ○ ○

継続運転失敗 ○ ○ ○ ○

継続運転失敗（異常時 ○ ○

ダンパー 作動失敗 ○ ○ ○ ○ 開失敗 ○ ○ ○ ○

誤開又は誤閉 ○ ○ ○ ○ 閉失敗 ○ ○ ○ ○

閉塞 ○ ○ ○ ○

外部リーク ○ ○ ○ ○

内部リーク ○ ○ ○ ○

時間故障モード ディマンド故障モード
機器
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熱交換器 伝熱管破損 ○ ○ ○ ○ ―
外部リーク ○ ○ ○ ○

伝熱管閉塞 ○ ○ ○ ○

タンク 破損 ○ ○ ○ ○ ―
閉塞 ○ ○ ○ ○

オリフィス 外部リーク ○ ○ ○ ○ ―
破損 ○ ○ ○ ○

閉塞 ○ ○ ○ ○

ストレーナ/フィルタ（純水等） 外部リーク ○ ○ ○ ○ ―
内部破損 ○ ○ ○ ○

閉塞 ○ ○ ○ ○

ストレーナ/フィルタ（海水） 外部リーク ○ ○ ○ ○ ―
破損 ○ ○ ○ ○

閉塞 ○ ○ ○ ○

制御棒駆動機構（BWR） 挿入失敗 ○ ○ ○ ○ ―

制御棒駆動機構（PWR） 挿入失敗 ○ ○ ○ ○ ―

MGセット（PLR） 機能喪失 ○ ○ ○ ○ ―

MGセット（RPS,CRDM） 機能喪失 ○ ○ ○ ○ ―

インバータ（PLR） 機能喪失 ○ ○ ○ ○ ―

インバータ（バイタル） 機能喪失 ○ ○ ○ ―

遮断器 作動失敗 ○ ○ ○ ○ 開失敗 ○ ○ ○ ○

誤開 ○ ○ ○ ○ 閉失敗 ○ ○ ○ ○

誤閉 ○ ○ ○ ○

変圧器 機能喪失 ○ ○ ○ ○ ―

蓄電池 機能喪失 ○ ○ ○ ○ ―

充電器 機能喪失 ○ ○ ○ ○ ―

母線 機能喪失 ○ ○ ○ ○ ―

制御ケーブル 短絡 ○ ○ ○ ○ ―

地絡 ○ ○ ○ ○

断線 ○ ○ ○ ○

配管(3インチ未満) リーク ○ ○ ○ ○ ―

閉塞 ○ ○ ○ ○

配管(3インチ以上) リーク ○ ○ ○ ○ ―

閉塞 ○ ○ ○ ○

リレー 不動作 ○ ○ ○ ○ ―

誤動作 ○ ○ ○ ○
遅延リレー 不動作 ○ ○ ○ ○ ―

誤動作 ○ ○ ○ ○
演算器 不動作 ○ ○ ○ ○ ―

高出力/低出力 ○ ○ ○ ○
カード(半導体ロジック回路) 不動作 ○ ○ ○ ○ ―

誤動作 ○ ○ ○ ○ ―

警報設定器 不動作 ○ ○ ○ ○ ―

誤動作 ○ ○ ○ ○
ヒューズ 誤断線 ○ ○ ○ ○ ―

流量トランスミッタ 不動作 ○ ○ ○ ○ ―

高出力/低出力 ○ ○ ○ ○
圧力トランスミッタ 不動作 ○ ○ ○ ○ ―

高出力/低出力 ○ ○ ○ ○
水位トランスミッタ 不動作 ○ ○ ○ ○ ―

高出力/低出力 ○ ○ ○ ○
温度検出器 不動作 ○ ○ ○ ○ ―

高出力/低出力 ○ ○ ○ ○
放射線検出器 不動作 ○ ○ ○ ○ ―

高出力/低出力 ○ ○ ○ ○
流量スイッチ 不動作 ○ ○ ○ ○ ―

誤動作 ○ ○ ○ ○
圧力スイッチ 不動作 ○ ○ ○ ○ ―

誤動作 ○ ○ ○ ○
水位スイッチ 不動作 ○ ○ ○ ○ ―

誤動作 ○ ○ ○ ○
温度スイッチ 不動作 ○ ○ ○ ○ ―

誤動作 ○ ○ ○ ○
リミットスイッチ 不動作 ○ ○ ○ ○ ―

誤動作 ○ ○ ○ ○
手動スイッチ 不動作 ○ ○ ○ ○ ―

誤動作 ○ ○ ○ ○
コントローラ 不動作 ○ ○ ○ ○ ―

高出力/低出力 ○ ○ ○ ○
配線/電線 短絡 ○ ○

地絡 ○ ○
断線 ○ ○

ヒータ 機能喪失 ○ ○
アナンシエータ 機能喪失 ○ ○
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添付資料②-2 国内機器故障率（26 ヶ年データ）時間故障率 

 

下
限

値
（
1
/
h
）上

限
値

（
1
/
h
）

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
起

動
失

敗
4
6

1
.6

0
E
+
0
7

2
.8

0
E
-
0
6

2
.2

0
E
-
0
6

3
.6

0
E
-
0
6

1
.3

1
1
6
.6

7
.3

0
E
-
0
6

2
.3

0
E
-
0
6

6
.5

0
E
-
0
6

1
.5

0
E
-
0
5

2
.5

2
6
2
%

1
9
7
%

継
続

運
転

失
敗

(2
4
時

間
平

均
)＊

７
2
.3

0
E
-
0
4

1
.3

0
E
-
0
4

2
.2

0
E
-
0
4

3
.9

0
E
-
0
4

1
.7

継
続

運
転

失
敗

(3
6
時

間
平

均
)＊

７
1
.9

0
E
-
0
4

1
.0

0
E
-
0
4

1
.8

0
E
-
0
4

3
.4

0
E
-
0
4

1
.8

継
続

運
転

失
敗

(7
2
時

間
平

均
)＊

７
1
.4

0
E
-
0
4

6
.8

0
E
-
0
4

1
.3

0
E
-
0
4

2
.7

0
E
-
0
4

2

電
動

ポ
ン

プ
（
非

常
用

待
機

、
純

水
）

起
動

失
敗

4
8
.0

0
E
+
0
7

5
.0

0
E
-
0
8

1
.7

0
E
-
0
8

1
.1

0
E
-
0
7

2
.6

1
0
.6

2
.2

0
E
-
0
7

4
.4

0
E
-
0
9

7
.8

0
E
-
0
8

4
.6

0
E
-
0
7

1
0
.2

4
4
0
%

3
9
3
%

（
常

用
運

転
、

純
水

）
継

続
運

転
失

敗
2
9

9
.8

0
E
+
0
7

3
.0

0
E
-
0
7

2
.1

0
E
-
0
7

4
.0

0
E
-
0
7

1
.4

7
3
.6

8
.4

0
E
-
0
7

5
.8

0
E
-
0
8

5
.0

0
E
-
0
7

2
.4

0
E
-
0
6

6
.4

2
8
2
%

4
6
5
%

（
常

用
待

機
、

純
水

）
起

動
失

敗
2

4
.7

0
E
+
0
7

4
.3

0
E
-
0
8

7
.6

0
E
-
0
9

1
.3

0
E
-
0
7

4
.2

5
.7

1
.9

0
E
-
0
7

3
.8

0
E
-
0
9

6
.3

0
E
-
0
8

4
.4

0
E
-
0
7

1
0
.7

4
5
1
%

2
5
5
%

電
動

ポ
ン

プ
（
非

常
用

待
機

、
海

水
）

起
動

失
敗

1
2
.3

0
E
+
0
7

4
.4

0
E
-
0
8

2
.2

0
E
-
0
9

2
.1

0
E
-
0
7

9
.6

3
.6

3
.5

0
E
-
0
7

1
.0

0
E
-
0
8

1
.0

0
E
-
0
7

7
.2

0
E
-
0
7

8
.3

8
0
6
%

8
6
%

（
常

用
運

転
、

海
水

）
継

続
運

転
失

敗
2

1
.4

0
E
+
0
7

1
.4

0
E
-
0
7

2
.5

0
E
-
0
8

4
.4

0
E
-
0
7

4
.2

5
.6

7
.4

0
E
-
0
7

1
.0

0
E
-
0
8

1
.9

0
E
-
0
7

1
.4

0
E
-
0
6

1
1
.9

5
2
6
%

2
8
3
%

（
常

用
待

機
、

海
水

）
起

動
失

敗
1

3
.6

0
E
+
0
6

2
.8

0
E
-
0
7

1
.4

0
E
-
0
8

1
.3

0
E
-
0
6

9
.6

2
.9

7
.8

0
E
-
0
6

1
.9

0
E
-
0
9

2
.1

0
E
-
0
7

4
.9

0
E
-
0
6

5
1
.3

2
8
1
0
%

5
3
4
%

タ
ー

ビ
ン

駆
動

ポ
ン

プ
起

動
失

敗
2
2

8
.7

0
E
+
0
6

2
.5

0
E
-
0
6

1
.7

0
E
-
0
6

3
.6

0
E
-
0
6

1
.5

5
5
.8

9
.1

0
E
-
0
6

2
.9

0
E
-
0
7

3
.8

0
E
-
0
6

2
.2

0
E
-
0
5

8
.6

3
5
7
%

5
9
4
%

継
続

運
転

失
敗

1
0

1
.0

0
E
+
0
7

9
.8

0
E
-
0
7

5
.3

0
E
-
0
7

1
.7

0
E
-
0
6

1
.8

2
5
.4

2
.9

0
E
-
0
6

3
.2

0
E
-
0
7

2
.0

0
E
-
0
6

6
.5

0
E
-
0
6

4
.5

2
9
6
%

2
5
3
%

デ
ィ

ー
ゼ

ル
駆

動
ポ

ン
プ

起
動

失
敗

3
1
.7

0
E
+
0
5

1
.8

0
E
-
0
5

4
.9

0
E
-
0
6

4
.7

0
E
-
0
5

3
.1

8
.9

5
.4

0
E
-
0
4

1
.2

0
E
-
0
5

4
.2

0
E
-
0
5

1
.3

0
E
-
0
4

3
.4

2
9
8
%

1
1
1
%

継
続

運
転

失
敗

＊
8

3
.4

0
E
-
0
4

3
0

1
.1

0
E
-
0
3

3
0

3
3
2
%

1
0
0
%

電
動

弁
（
純

水
）

*1
作

動
失

敗
2
5

1
.2

0
E
+
0
9

2
.1

0
E
-
0
8

1
.5

0
E
-
0
8

3
.0

0
E
-
0
8

1
.4

6
4
.8

1
.2

0
E
-
0
7

3
.5

0
E
-
1
0

1
.5

0
E
-
0
8

2
.7

0
E
-
0
7

2
7
.6

5
4
1
%

1
9
4
8
%

誤
開

又
は

誤
閉

0
1
.2

0
E
+
0
9

4
.3

0
E
-
1
0

2
.0

0
E
-
0
9

1
3

1
.8

3
.1

0
E
-
0
9

2
.5

0
E
-
1
0

1
.4

0
E
-
0
9

8
.1

0
E
-
0
9

5
.7

7
1
6
%

4
4
%

閉
塞

2
1
.2

0
E
+
0
9

1
.7

0
E
-
0
9

3
.0

0
E
-
1
0

5
.4

0
E
-
0
9

4
.2

5
.7

8
.3

0
E
-
0
9

2
.2

0
E
-
1
0

2
.7

0
E
-0

9
1
.7

0
E
-
0
8

8
.9

4
8
6
%

2
1
1
%

外
部

リ
ー

ク
1

1
.2

0
E
+
0
9

8
.5

0
E
-
1
0

4
.4

0
E
-
1
1

4
.0

0
E
-
0
9

9
.6

3
.6

7
.4

0
E
-
0
9

2
.3

0
E
-
1
0

1
.9

0
E
-
0
9

1
.2

0
E
-
0
8

7
.3

8
6
7
%

7
6
%

内
部

リ
ー

ク
2

1
.2

0
E
+
0
9

1
.7

0
E
-
0
9

3
.0

0
E
-
1
0

5
.4

0
E
-
0
9

4
.2

5
.7

7
.7

0
E
-
0
9

2
.1

0
E
-
1
0

2
.7

0
E
-
0
9

1
.8

0
E
-
0
8

9
.2

4
5
3
%

2
1
8
%

電
動

弁
（
海

水
）

作
動

失
敗

2
4
.4

0
E
+
0
7

4
.5

0
E
-
0
8

8
.1

0
E
-
0
9

1
.4

0
E
-
0
7

4
.2

5
.5

9
.9

0
E
-
0
7

1
.0

0
E
-
0
9

4
.9

0
E
-
0
8

5
.0

0
E
-
0
7

2
2
.4

2
1
7
3
%

5
3
1
%

誤
開

又
は

誤
閉

0
4
.4

0
E
+
0
7

1
.1

0
E
-
0
8

5
.2

0
E
-
0
8

1
3

1
.1

6
.4

0
E
-
0
8

1
.5

0
E
-
0
9

1
.5

0
E
-
0
8

1
.5

0
E
-
0
7

1
0
.1

5
6
8
%

7
8
%

閉
塞

0
4
.4

0
E
+
0
7

1
.1

0
E
-
0
8

5
.2

0
E
-
0
8

1
3

1
.1

6
.4

0
E
-
0
8

1
.5

0
E
-
0
9

1
.5

0
E
-
0
8

1
.5

0
E
-
0
7

1
0
.1

5
6
8
%

7
8
%

外
部

リ
ー

ク
0

4
.4

0
E
+
0
7

1
.1

0
E
-
0
8

5
.2

0
E
-
0
8

1
3

1
.1

6
.4

0
E
-
0
8

1
.5

0
E
-
0
9

1
.5

0
E
-
0
8

1
.5

0E
-
0
7

1
0
.1

5
6
8
%

7
8
%

内
部

リ
ー

ク
0

4
.4

0
E
+
0
7

1
.1

0
E
-
0
8

5
.2

0
E
-
0
8

1
3

1
.1

6
.4

0
E
-
0
8

1
.5

0
E
-
0
9

1
.5

0
E
-
0
8

1
.5

0E
-
0
7

1
0
.1

5
6
8
%

7
8
%

空
気

作
動

弁
作

動
失

敗
2
1

6
.3

0
E
+
0
8

3
.3

0
E
-
0
8

2
.2

0
E
-
0
8

4
.8

0
E
-
0
8

1
.5

5
3
.4

9
.1

0
E
-
0
8

1
.3

0
E
-
0
8

7
.0

0
E
-
0
8

2
.2

0
E
-
0
7

4
2
7
5
%

2
7
2
%

誤
開

又
は

誤
閉

3
6
.3

0
E
+
0
8

4
.7

0
E
-
0
9

1
.3

0
E
-
0
9

1
.2

0
E
-
0
8

3
.1

8
.7

3
.0

0
E
-
0
8

2
.7

0
E
-
1
0

5
.8

0
E
-
0
9

6
.1

0
E
-
0
8

1
5
.2

6
3
8
%

4
9
2
%

閉
塞

1
6
.3

0
E
+
0
8

1
.6

0
E
-
0
9

8
.1

0
E
-
1
1

7
.5

0
E
-
0
9

9
.6

3
.9

1
.0

0
E
-
0
8

6
.1

0
E
-
1
0

4
.4

0
E
-0

9
2
.5

0
E
-
0
8

6
.4

6
5
7
%

6
7
%

外
部

リ
ー

ク
1

6
.3

0
E
+
0
8

1
.6

0
E
-
0
9

8
.1

0
E
-
1
1

7
.5

0
E
-
0
9

9
.6

3
.9

1
.0

0
E
-
0
8

6
.1

0
E
-
1
0

4
.4

0
E
-
0
9

2
.5

0
E
-
0
8

6
.4

6
5
7
%

6
7
%

内
部

リ
ー

ク
3

6
.3

0
E
+
0
8

4
.7

0
E
-
0
9

1
.3

0
E
-
0
9

1
.2

0
E
-
0
8

3
.1

9
.1

4
.0

0
E
-
0
8

1
.8

0
E
-
1
0

5
.2

0
E
-
0
9

8
.0

0
E
-
0
8

2
1
.4

8
5
0
%

6
9
4
%

油
圧

作
動

弁
作

動
失

敗
1
5

1
.3

0
E
+
0
8

1
.2

0
E
-
0
7

7
.3

0
E
-
0
8

1
.8

0
E
-
0
7

1
.6

3
8
.4

4
.7

0
E
-
0
7

6
.6

0
E
-
0
9

1
.6

0
E
-
0
7

1
.1

0
E
-
0
6

1
2
.9

3
9
9
%

8
1
8
%

誤
開

又
は

誤
閉

3
1
.3

0
E
+
0
8

2
.4

0
E
-
0
8

6
.4

0
E
-
0
9

6
.1

0
E
-
0
8

3
.1

8
1
.2

0
E
-
0
7

1
.3

0
E
-
0
9

3
.3

0
E
-
0
8

2
.3

0
E
-
0
7

1
3
.2

4
9
6
%

4
2
9
%

閉
塞

0
1
.3

0
E
+
0
8

3
.9

0
E
-
0
9

1
.8

0
E
-
0
8

1
3

1
.6

2
.9

0
E
-
0
8

1
.8

0
E
-
0
9

1
.1

0
E
-
0
8

6
.9

0
E
-
0
8

6
.3

7
2
9
%

4
8
%

外
部

リ
ー

ク
0

1
.3

0
E
+
0
8

3
.9

0
E
-
0
9

1
.8

0
E
-
0
8

1
3

1
.6

2
.9

0
E
-
0
8

1
.8

0
E
-
0
9

1
.1

0
E
-
0
8

6
.9

0E
-
0
8

6
.3

7
2
9
%

4
8
%

内
部

リ
ー

ク
0

1
.3

0
E
+
0
8

3
.9

0
E
-
0
9

1
.8

0
E
-
0
8

1
3

1
.6

2
.9

0
E
-
0
8

1
.8

0
E
-
0
9

1
.1

0
E
-
0
8

6
.9

0E
-
0
8

6
.3

7
2
9
%

4
8
%

機
器

故
障

モ
ー

ド
観

測
件

数

（
件

）

延
べ

運
転

時

間
（
h
）

点
推

定
値

＊
１

（
1
/
h
）

E
F

*
4

(近
似

)
平

均
比

＊
5

E
F

*
6

(近
似

)

9
0
％

信
頼

区
間

古
典

統
計

ベ
イ

ズ
統

計
（
Ｍ

Ｃ
Ｍ

Ｃ
手

法
）

E
F

*
2

(近
似

)

真
の

故
障

件
数

推
定

値
＊

３
（
件

）

平
均

値

（
1
/
h
）

5
%
点

（
1
/
h
）

9
5
%
点

（
1
/
h
）

中
央

値

（
1
/
h
）



2-194 

 逆
止

弁
開

失
敗

3
8
.4

0
E
+
0
8

3
.6

0
E
-
0
9

9
.7

0
E
-
1
0

9
.2

0
E
-
0
9

3
.1

7
.9

2
.1

0
E
-
0
8

2
.3

0
E
-
1
0

4
.9

0
E
-
0
9

3
.2

0
E
-
0
8

1
1
.9

5
9
3
%

3
8
6
%

閉
失

敗
1
3

8
.4

0
E
+
0
8

1
.5

0
E
-
0
8

9
.1

0
E
-
0
9

2
.5

0
E
-
0
8

1
.6

3
4
.7

2
.4

0
E
-
0
7

3
.6

0
E
-
1
1

5
.4

0
E
-
0
9

2
.9

0
E
-
0
7

9
0

1
5
6
5
%

5
4
9
2
%

外
部

リ
ー

ク
0

8
.4

0
E
+
0
8

5
.9

0
E
-
1
0

2
.7

0
E
-
0
9

1
3

1
.5

5
.0

0
E
-
0
9

2
.3

0
E
-
1
0

1
.6

0
E
-
0
9

1
.0

0
E
-
0
8

6
.6

8
4
6
%

5
1
%

内
部

リ
ー

ク
4

8
.4

0
E
+
0
8

4
.7

0
E
-
0
9

1
.6

0
E
-
0
9

1
.1

0
E
-
0
8

2
.6

1
1
.1

9
.0

0
E
-
0
8

5
.1

0
E
-
1
1

3
.4

0
E
-
0
9

7
.1

0
E
-
0
8

3
7
.3

1
9
0
6
%

1
4
4
1
%

手
動

弁
開

閉
失

敗
4

1
.9

0
E
+
0
9

2
.1

0
E
-
0
9

7
.2

0
E
-
1
0

4
.8

0
E
-
0
9

2
.6

1
0
.5

7
.5

0
E
-
0
9

2
.7

0
E
-
1
0

3
.5

0
E
-
0
9

1
.8

0
E
-
0
8

8
.1

3
5
7
%

3
1
4
%

閉
塞

4
1
.9

0
E
+
0
9

2
.1

0
E
-
0
9

7
.2

0
E
-
1
0

4
.8

0
E
-
0
9

2
.6

1
0
.8

8
.0

0
E
-
0
9

1
.6

0
E
-
1
0

2
.8

0
E
-
0
9

2
.0

0
E
-
0
8

1
1
.3

3
7
8
%

4
3
7
%

外
部

リ
ー

ク
0

1
.9

0
E
+
0
9

2
.6

0
E
-
1
0

1
.2

0
E
-
0
9

1
3

2
.3

2
.3

0
E
-
0
9

2
.7

0
E
-
1
0

1
.3

0
E
-
0
9

6
.0

0
E
-
0
9

4
.7

8
8
8
%

3
6
%

内
部

リ
ー

ク
1

1
.9

0
E
+
0
9

5
.3

0
E
-
1
0

2
.7

0
E
-
1
1

2
.5

0
E
-
0
9

9
.6

4
3
.2

0
E
-
0
9

2
.4

0
E
-
1
0

1
.5

0
E
-
0
9

8
.2

0
E
-
0
9

5
.8

5
9
8
%

6
0
%

安
全

弁
開

失
敗

0
2
.2

0
E
+
0
8

2
.2

0
E
-
0
9

1
.0

0
E
-
0
8

1
3

2
.1

1
.9

0
E
-
0
8

1
.9

0
E
-
0
9

9
.8

0
E
-
0
9

4
.9

0
E
-
0
8

5
.1

8
3
9
%

3
9
%

閉
（
吹

止
ま

り
）
失

敗
1

2
.2

0
E
+
0
8

4
.5

0
E
-
0
9

2
.3

0
E
-
1
0

2
.1

0
E
-
0
8

9
.6

3
.9

2
.9

0
E
-
0
8

1
.8

0
E
-
0
9

1
.2

0
E
-
0
8

6
.8

0
E
-
0
8

6
.2

6
4
4
%

6
5
%

誤
開

0
2
.2

0
E
+
0
8

2
.2

0
E
-
0
9

1
.0

0
E
-
0
8

1
3

2
.1

1
.9

0
E
-
0
8

1
.9

0
E
-
0
9

9
.8

0
E
-
0
9

4
.9

0
E
-
0
8

5
.1

8
3
9
%

3
9
%

外
部

リ
ー

ク
0

2
.2

0
E
+
0
8

2
.2

0
E
-
0
9

1
.0

0
E
-
0
8

1
3

2
.1

1
.9

0
E
-
0
8

1
.9

0
E
-
0
9

9
.8

0
E
-
0
9

4
.9

0E
-
0
8

5
.1

8
3
9
%

3
9
%

内
部

リ
ー

ク
4

2
.2

0
E
+
0
8

1
.8

0
E
-
0
8

6
.1

0
E
-
0
9

4
.1

0
E
-
0
8

2
.6

1
0
.8

1
.2

0
E
-
0
7

9
.8

0
E
-
1
0

2
.6

0
E
-
0
8

2
.1

0
E
-
0
7

1
4
.7

6
9
1
%

5
6
7
%

逃
し

安
全

弁
（
B

W
R

の
み

）
開

失
敗

0
4
.8

0
E
+
0
7

1
.0

0
E
-
0
8

4
.8

0
E
-
0
8

1
3

1
.1

1
.0

0
E
-
0
7

1
.3

0
E
-
0
9

1
.5

0
E
-
0
8

1
.5

0
E
-
0
7

1
0
.7

9
8
3
%

8
2
%

閉
（
吹

止
ま

り
）
失

敗
0

4
.8

0
E
+
0
7

1
.0

0
E
-
0
8

4
.8

0
E
-
0
8

1
3

1
.1

1
.0

0
E
-
0
7

1
.3

0
E
-
0
9

1
.5

0
E
-
0
8

1
.5

0
E
-
0
7

1
0
.7

9
8
3
%

8
2
%

誤
開

0
4
.8

0
E
+
0
7

1
.0

0
E
-
0
8

4
.8

0
E
-
0
8

1
3

1
.1

1
.0

0
E
-
0
7

1
.3

0
E
-
0
9

1
.5

0
E
-
0
8

1
.5

0
E
-
0
7

1
0
.7

9
8
3
%

8
2
%

外
部

リ
ー

ク
0

4
.8

0
E
+
0
7

1
.0

0
E
-
0
8

4
.8

0
E
-
0
8

1
3

1
.1

1
.0

0
E
-
0
7

1
.3

0
E
-
0
9

1
.5

0
E
-
0
8

1
.5

0E
-
0
7

1
0
.7

9
8
3
%

8
2
%

内
部

リ
ー

ク
0

4
.8

0
E
+
0
7

1
.0

0
E
-
0
8

4
.8

0
E
-
0
8

1
3

1
.1

1
.0

0
E
-
0
7

1
.3

0
E
-
0
9

1
.5

0
E
-
0
8

1
.5

0E
-
0
7

1
0
.7

9
8
3
%

8
2
%

真
空

逃
し

弁
（
P
W

R
の

み
）

作
動

失
敗

0
2
.8

0
E
+
0
7

1
.8

0
E
-
0
8

8
.3

0
E
-
0
8

1
3

0
.9

8
.1

0
E
-
0
7

1
.0

0
E
-
0
9

1
.8

0
E
-
0
8

2
.8

0
E
-
0
7

1
6
7

4
4
5
7
%

1
2
8
%

電
磁

弁
作

動
失

敗
6

1
.6

0
E
+
0
9

3
.7

0
E
-
0
9

1
.6

0
E
-
0
9

7
.3

0
E
-
0
9

2
.1

1
5
.6

1
.6

0
E
-
0
8

2
.0

0
E
-
1
0

5
.2

0
E
-
0
9

3
.4

0
E
-
0
8

1
3
.1

4
3
5
%

6
1
6
%

誤
開

又
は

誤
閉

1
1
.6

0
E
+
0
9

6
.2

0
E
-
1
0

3
.2

0
E
-
1
1

2
.9

0
E
-
0
9

9
.6

3
.9

4
.1

0
E
-
0
9

2
.1

0
E
-
1
0

1
.7

0
E
-
0
9

9
.9

0
E
-
0
9

6
.9

6
6
3
%

7
2
%

閉
塞

0
1
.6

0
E
+
0
9

3
.1

0
E
-
1
0

1
.4

0
E
-
0
9

1
3

2
.1

2
.7

0
E
-
0
9

2
.6

0
E
-
1
0

1
.3

0
E
-
0
9

6
.5

0
E
-
0
9

5
8
6
2
%

3
8
%

外
部

リ
ー

ク
1

1
.6

0
E
+
0
9

6
.2

0
E
-
1
0

3
.2

0
E
-
1
1

2
.9

0
E
-
0
9

9
.6

3
.8

3
.6

0
E
-
0
9

2
.4

0
E
-
1
0

1
.6

0
E
-
0
9

9
.1

0
E
-
0
9

6
.1

5
7
5
%

6
4
%

内
部

リ
ー

ク
1

1
.6

0
E
+
0
9

6
.2

0
E
-
1
0

3
.2

0
E
-
1
1

2
.9

0
E
-
0
9

9
.6

3
.8

3
.6

0
E
-
0
9

2
.4

0
E
-
1
0

1
.6

0
E
-
0
9

9
.1

0
E
-
0
9

6
.1

5
7
5
%

6
4
%

フ
ァ

ン
/
ブ

ロ
ワ

ー
起

動
失

敗
1

4
.5

0
E
+
0
7

2
.2

0
E
-
0
8

1
.1

0
E
-
0
9

1
.0

0
E
-
0
7

9
.6

3
.5

1
.3

0
E
-
0
7

4
.1

0E
-
0
9

4
.4

0
E
-
0
8

3
.1

0
E
-
0
7

8
.7

6
0
7
%

9
0
%

継
続

運
転

失
敗

8
1
.3

0
E
+
0
8

6
.3

0
E
-
0
8

3
.1

0
E
-
0
8

1
.1

0
E
-
0
7

1
.9

2
1

8
.7

0
E
-
0
7

8
.5

0
E
-
1
0

5
.8

0
E
-
0
8

7
.8

0
E
-
0
7

3
0
.2

1
3
8
5
%

1
5
8
8
%

継
続

運
転

失
敗

＊
８
（異

常
時

）
2
.1

0
E
-
0
5

3
0

5
.2

0
E
-
0
5

3
0
.2

2
4
9
%

1
0
1
%

ダ
ン

パ
ー

作
動

失
敗

6
5
.0

0
E
+
0
8

1
.2

0
E
-
0
8

5
.2

0
E
-
0
9

2
.4

0
E
-
0
8

2
.1

1
7
.1

1
.7

0
E
-
0
7

4
.2

0
E
-
1
0

1
.5

0
E
-
0
8

2
.3

0
E
-
0
7

2
3
.6

1
4
0
7
%

1
1
0
9
%

誤
開

又
は

誤
閉

0
5
.0

0
E
+
0
8

9
.9

0
E
-
1
0

4
.6

0
E
-
0
9

1
3

1
.9

7
.9

0
E
-
0
9

6
.9

0
E
-
1
0

3
.7

0
E
-
0
9

2
.0

0
E
-
0
8

5
.4

7
9
2
%

4
2
%

閉
塞

1
5
.0

0
E
+
0
8

2
.0

0
E
-
0
9

1
.0

0
E
-
1
0

9
.4

0
E
-
0
9

9
.6

3
.7

1
.7

0
E
-
0
8

5
.5

0
E
-
1
0

4
.8

0
E
-0

9
3
.1

0
E
-
0
8

7
.6

8
4
8
%

7
9
%

外
部

リ
ー

ク
0

5
.0

0
E
+
0
8

9
.9

0
E
-
1
0

4
.6

0
E
-
0
9

1
3

1
.9

7
.9

0
E
-
0
9

6
.9

0
E
-
1
0

3
.7

0
E
-
0
9

2
.0

0E
-
0
8

5
.4

7
9
2
%

4
2
%

内
部

リ
ー

ク
0

5
.0

0
E
+
0
8

9
.9

0
E
-
1
0

4
.6

0
E
-
0
9

1
3

1
.9

7
.9

0
E
-
0
9

6
.9

0
E
-
1
0

3
.7

0
E
-
0
9

2
.0

0E
-
0
8

5
.4

7
9
2
%

4
2
%

熱
交

換
器

*
9

伝
熱

管
破

損
1

2
.1

0
E
+
0
8

4
.8

0
E
-
0
9

2
.5

0
E
-
1
0

2
.3

0
E
-
0
8

9
.6

3
.8

2
.8

0
E
-
0
8

1
.7

0
E
-
0
9

1
.2

0
E
-
0
8

7
.2

0
E
-
0
8

6
.5

5
7
0
%

6
8
%

外
部

リ
ー

ク
0

2
.1

0
E
+
0
8

2
.4

0
E
-
0
9

1
.1

0
E
-
0
8

1
3

2
.1

2
.4

0
E
-
0
8

1
.9

0
E
-
0
9

1
.0

0
E
-
0
8

5
.1

0
E
-
0
8

5
.2

1
0
0
3
%

4
0
%

伝
熱

管
閉

塞
2

2
.1

0
E
+
0
8

9
.7

0
E
-
0
9

1
.7

0
E
-
0
9

3
.0

0
E
-
0
8

4
.2

6
.5

6
.5

0
E
-
0
8

6
.7

0
E
-
1
0

1
.3

0
E
-
0
8

1
.5

0
E
-
0
7

1
5
.1

6
7
0
%

3
5
8
%

タ
ン

ク
破

損
0

8
.5

0
E
+
0
7

5
.9

0
E
-
0
9

2
.7

0
E
-
0
8

1
3

2
.1

5
.1

0
E
-
0
8

5
.3

0
E
-
0
9

2
.6

0
E
-
0
8

1
.3

0
E
-
0
7

4
.9

8
6
6
%

3
8
%

閉
塞

0
8
.5

0
E
+
0
7

5
.9

0
E
-
0
9

2
.7

0
E
-
0
8

1
3

2
.1

5
.1

0
E
-
0
8

5
.3

0
E
-
0
9

2
.6

0
E
-
0
8

1
.3

0
E
-
0
7

4
.9

8
6
6
%

3
8
%

オ
リ

フ
ィ

ス
外

部
リ

ー
ク

1
7
.0

0
E
+
0
8

1
.4

0
E
-
0
9

7
.3

0
E
-
1
1

6
.7

0
E
-
0
9

9
.6

4
8
.8

0
E
-
0
9

6
.4

0
E
-
1
0

4
.2

0
E
-
0
9

2
.3

0
E
-
0
8

6
6
2
0
%

6
2
%

内
部

破
損

0
7
.0

0
E
+
0
8

7
.1

0
E
-
1
0

3
.3

0
E
-
0
9

1
3

2
.3

6
.4

0
E
-
0
9

7
.4

0
E
-
1
0

3
.4

0
E
-
0
9

1
.6

0
E
-
0
8

4
.7

8
9
6
%

3
6
%

閉
塞

0
7
.0

0
E
+
0
8

7
.1

0
E
-
1
0

3
.3

0
E
-
0
9

1
3

2
.3

6
.4

0
E
-
0
9

7
.4

0
E
-
1
0

3
.4

0
E
-
0
9

1
.6

0
E
-
0
8

4
.7

8
9
6
%

3
6
%



2-195 

 ス
ト

レ
ー

ナ
/
フ

ィ
ル

タ
（純

水
等

）
外

部
リ

ー
ク

1
2.

50
E
+
0
8

4
.1

0
E
-
09

2
.1

0
E
-1

0
1
.9

0E
-
0
8

9
.6

3.
9

2
.5

0
E
-
08

1
.8

0
E
-0

9
1
.1

0E
-
0
8

6.
40

E
-
0
8

6
6
2
3
%

6
3
%

内
部

破
損

0
2.

50
E
+
0
8

2
.0

0
E
-
09

9
.4

0E
-
0
9

1
3

2.
2

1
.8

0
E
-
08

2
.0

0
E
-0

9
9
.4

0E
-
0
9

4.
50

E
-
0
8

4
.8

8
6
7
%

3
7
%

閉
塞

0
2.

50
E
+
0
8

2
.0

0
E
-
09

9
.4

0E
-
0
9

1
3

2.
2

1
.8

0
E
-
08

2
.0

0
E
-0

9
9
.4

0E
-
0
9

4.
50

E
-
0
8

4
.8

8
6
7
%

3
7
%

ス
ト

レ
ー

ナ
/
フ

ィ
ル

タ
（海

水
）

外
部

リ
ー

ク
0

3.
20

E
+
0
7

1
.6

0
E
-
08

7
.2

0E
-
0
8

1
3

1.
4

1
.2

0
E
-
07

4
.5

0
E
-0

9
3
.5

0E
-
0
8

2.
50

E
-
0
7

7
.5

7
8
0
%

5
7
%

破
損

1
3.

20
E
+
0
7

3
.1

0
E
-
08

1
.6

0
E
-0

9
1
.5

0E
-
0
7

9
.6

3.
3

1
.7

0
E
-
07

4
.0

0
E
-0

9
5
.2

0E
-
0
8

4.
10

E
-
0
7

1
0.

2
5
3
0
%

1
0
6%

閉
塞

2
3.

20
E
+
0
7

6
.3

0
E
-
08

1
.1

0
E
-0

8
2
.0

0E
-
0
7

4
.2

5.
5

3
.6

0
E
-
07

3
.8

0
E
-0

9
8
.3

0E
-
0
8

6.
50

E
-
0
7

1
3.

1
5
7
6
%

3
1
1%

制
御

棒
駆

動
機

構
（
B

W
R

）
*1

0
挿

入
失

敗
6

5.
80

E
+
0
8

1
.0

0
E
-
08

4
.5

0
E
-0

9
2
.1

0E
-
0
8

2
.1

1
6
.2

1
.7

0
E
-
07

3
.5

0
E
-1

1
3
.9

0E
-
0
9

1.
70

E
-
0
7

6
9.

3
1
65

7
%

32
5
4
%

制
御

棒
駆

動
機

構
（
P
W

R
）

挿
入

失
敗

1
1.

50
E
+
0
8

6
.6

0
E
-
09

3
.4

0
E
-1

0
3
.2

0E
-
0
8

9
.6

3
1
.9

0
E
-
07

1
.0

0
E
-1

0
6
.1

0E
-
0
9

1.
10

E
-
0
7

3
2.

5
2
80

9
%

3
3
8%

P
L
R

 M
G

セ
ッ

ト
（
B

W
R

）
*1

1
機

能
喪

失
14

6.
00

E
+
0
6

2
.3

0
E
-
06

1
.4

0
E
-0

6
3
.6

0E
-
0
6

1
.6

3
5
.5

7
.7

0
E
-
06

7
.3

0
E
-0

7
4
.7

0E
-
0
6

1.
60

E
-
0
5

4
.6

3
7
0
%

2
8
8%

R
P
S
,C

R
D

M
 M

G
セ

ッ
ト

機
能

喪
失

0
1.

70
E
+
0
7

2
.9

0
E
-
08

1
.4

0E
-
0
7

1
3

1.
1

2
.2

0
E
-
07

4
.0

0
E
-0

9
4
.2

0E
-
0
8

4.
10

E
-
0
7

1
0

7
5
5
%

7
7
%

イ
ン

バ
ー

タ
（
P
LR

）
機

能
喪

失
3

2.
60

E
+
0
6

1
.1

0
E
-
06

3
.1

0
E
-0

7
2
.9

0E
-
0
6

3
.1

8.
1

3
.1

0
E
-
05

3
.3

0
E
-0

8
1
.8

0E
-
0
6

1.
90

E
-
0
5

2
3.

6
2
69

9
%

7
6
7%

イ
ン

バ
ー

タ
（
バ

イ
タ

ル
）

機
能

喪
失

1
2.

60
E
+
0
7

3
.8

0
E
-
08

2
.0

0
E
-0

9
1
.8

0E
-
0
7

9
.6

3.
3

3
.2

0
E
-
07

2
.8

0
E
-0

9
5
.5

0E
-
0
8

5.
60

E
-
0
7

1
4.

2
8
3
3
%

1
4
8%

遮
断

器
作

動
失

敗
13

9.
20

E
+
0
8

1
.4

0
E
-
08

8
.3

0
E
-0

9
2
.2

0E
-
0
8

1
.6

3
3
.8

8
.6

0
E
-
08

4
.0

0
E
-1

0
1
.6

0E
-
0
8

1.
60

E
-
0
7

2
0.

3
6
1
2
%

1
2
3%

誤
開

14
9.

20
E
+
0
8

1
.5

0
E
-
08

9
.2

0
E
-0

9
2
.4

0E
-
0
8

1
.6

3
5
.5

4
.5

0
E
-
08

2
.9

0
E
-0

9
2
.8

0E
-
0
8

1.
10

E
-
0
7

6
.1

2
9
7
%

3
8
0%

誤
閉

2
9.

20
E
+
0
8

2
.2

0
E
-
09

3
.8

0
E
-1

0
6
.8

0E
-
0
9

4
.2

5.
7

1
.0

0
E
-
08

1
.8

0
E
-1

0
3
.1

0E
-
0
9

2.
30

E
-
0
8

1
1.

4
4
6
3
%

2
7
1%

変
圧

器
機

能
喪

失
6

8.
20

E
+
0
7

7
.3

0
E
-
08

3
.2

0
E
-0

8
1
.4

0E
-
0
7

2
.1

1
5
.3

3
.0

0
E
-
07

5
.2

0
E
-0

9
1
.2

0E
-
0
7

6.
00

E
-
0
7

1
0.

7
4
1
3
%

5
0
1%

蓄
電

池
機

能
喪

失
0

4.
60

E
+
0
7

1
.1

0
E
-
08

5
.0

0E
-
0
8

1
3

1.
1

6
.4

0
E
-
08

1
.4

0
E
-0

9
1
.5

0E
-
0
8

1.
40

E
-
0
7

1
0

5
8
8
%

7
7
%

充
電

器
機

能
喪

失
2

4.
60

E
+
0
7

4
.4

0
E
-
08

7
.8

0
E
-0

9
1
.4

0E
-
0
7

4
.2

5.
5

3
.3

0
E
-
07

9
.5

0
E
-1

0
4
.7

0E
-
0
8

5.
10

E
-
0
7

2
3.

2
7
5
8
%

5
5
1%

母
線

*
12

機
能

喪
失

4
4.

70
E
+
0
8

8
.5

0
E
-
09

2
.9

0
E
-0

9
2
.0

0E
-
0
8

2
.6

1
0
.5

3
.8

0
E
-
08

6
.3

0
E
-1

0
1
.3

0E
-
0
8

7.
70

E
-
0
8

1
1,

1
4
4
4
%

4
2
7%

制
御

ケ
ー

ブ
ル

*
13

短
絡

0
2.

00
E
+
1
0

2
.5

0
E
-
11

1
.2

0E
-
1
0

1
3

1.
6

1
.9

0
E
-
10

1
.2

0
E
-1

1
7
.5

0E
-
1
1

4.
40

E
-
1
0

6
.1

7
4
2
%

4
7
%

地
絡

3
2.

00
E
+
1
0

1
.5

0
E
-
10

4
.1

0
E
-1

1
3
.9

0E
-
1
0

3
.1

8
6
.9

0
E
-
10

1
.0

0
E
-1

1
2
.1

0E
-
1
0

1.
40

E
-
0
9

1
1.

7
4
5
3
%

3
8
0%

断
線

3
2.

00
E
+
1
0

1
.5

0
E
-
10

4
.1

0
E
-1

1
3
.9

0E
-
1
0

3
.1

8
7
.3

0
E
-
10

1
.0

0
E
-1

1
2
.1

0E
-
1
0

1.
40

E
-
0
9

1
1.

5
4
8
3
%

3
7
4%

配
管

(3
イ

ン
チ

未
満

)*
14

リ
ー

ク
0

4.
70

E
+
0
9

1
.1

0
E
-
10

4
.9

0E
-
1
0

1
3

2.
2

8
.8

0
E
-
10

1
.0

0
E
-1

0
4
.7

0E
-
1
0

2.
30

E
-
0
9

4
.8

8
3
1
%

3
7
%

閉
塞

1
4.

70
E
+
0
9

2
.1

0
E
-
10

1
.1

0
E
-1

1
1
.0

0E
-
0
9

9
.6

3.
9

1
.6

0
E
-
09

8
.2

0
E
-1

1
5
.8

0E
-
1
0

3.
30

E
-
0
9

6
.4

7
4
9
%

6
6
%

配
管

(3
イ

ン
チ

以
上

)*
14

リ
ー

ク
4

1.
10

E
+
1
0

3
.7

0
E
-
10

1
.3

0
E
-1

0
8
.5

0E
-
1
0

2
.6

1
0
.5

1
.6

0
E
-
09

3
.1

0
E
-1

1
5
.7

0E
-
1
0

3.
30

E
-
0
9

1
0.

3
4
2
1
%

3
9
9%

閉
塞

0
1.

10
E
+
1
0

4
.6

0
E
-
11

2
.1

0E
-
1
0

1
3

2
3
.7

0
E
-
10

3
.6

0
E
-1

1
1
.8

0E
-
1
0

9.
30

E
-
1
0

5
.1

8
0
3
%

3
9
%

リ
レ

ー
不

動
作

8
1.

10
E
+
1
0

7
.3

0
E
-
10

3
.6

0
E
-1

0
1
.3

0E
-
0
9

1
.9

2
0
.9

7
.0

0
E
-
09

3
.4

0
E
-1

2
3
.2

0E
-
1
0

8.
70

E
-
0
9

5
0.

9
9
6
1
%

26
7
5
%

誤
動

作
6

1.
10

E
+
1
0

5
.4

0
E
-
10

2
.4

0
E
-1

0
1
.1

0E
-
0
9

2
.1

1
5
.6

5
.8

0
E
-
09

7
.2

0
E
-1

2
5
.6

0E
-
1
0

6.
00

E
-
0
9

2
8.

8
1
05

8
%

13
5
4
%

遅
延

リ
レ

ー
不

動
作

0
8.

80
E
+
0
8

5
.7

0
E
-
10

2
.6

0E
-
0
9

1
3

1.
6

4
.7

0
E
-
09

2
.2

0
E
-1

0
1
.5

0E
-
0
9

1.
00

E
-
0
8

6
.8

8
2
1
%

5
2
%

誤
動

作
0

8.
80

E
+
0
8

5
.7

0
E
-
10

2
.6

0E
-
0
9

1
3

1.
6

4
.7

0
E
-
09

2
.2

0
E
-1

0
1
.5

0E
-
0
9

1.
00

E
-
0
8

6
.8

8
2
1
%

5
2
%

演
算

器
不

動
作

0
5.

60
E
+
0
8

8
.9

0
E
-
10

4
.1

0E
-
0
9

1
3

2
7
.5

0
E
-
09

7
.0

0
E
-1

0
3
.6

0E
-
0
9

1.
90

E
-
0
8

5
.2

8
4
0
%

4
0
%

高
出

力
/
低

出
力

5
5.

60
E
+
0
8

8
.9

0
E
-
10

3
.5

0
E
-0

9
1
.9

0E
-
0
8

2
.3

1
2
.9

3
.5

0
E
-
08

9
.8

0
E
-1

0
1
.5

0E
-
0
8

7.
30

E
-
0
8

8
.6

3
8
6
%

3
7
3%

カ
ー

ド
(半

導
体

ロ
ジ

ッ
ク

回
路

)
不

動
作

0
3.

20
E
+
0
8

1
.6

0
E
-
08

7
.2

0E
-
0
9

1
3

0.
8

3
.0

0
E
-
08

4
.7

0
E
-1

1
1
.1

0E
-
0
9

2.
20

E
-
0
8

2
1.

5
1
93

7
%

1
6
5%

誤
動

作
4

3.
20

E
+
0
8

1
.3

0
E
-
08

4
.3

0
E
-0

9
2
.9

0E
-
0
8

2
.6

1
0
.7

5
.4

0
E
-
07

8
.4

0
E
-1

1
1
.3

0E
-
0
8

2.
20

E
-
0
7

5
0.

7
4
32

0
%

19
6
1
%

警
報

設
定

器
不

動
作

0
1.

70
E
+
0
9

3
.0

0
E
-
10

1
.4

0E
-
0
9

1
3

1.
4

1
.9

0
E
-
09

7
.9

0
E
-1

1
6
.3

0E
-
1
0

4.
80

E
-
0
9

7
.8

6
4
6
%

6
0
%

誤
動

作
3

1.
70

E
+
0
9

1
.8

0
E
-
09

4
.9

0
E
-1

0
4
.6

0E
-
0
9

3
.1

8.
1

1
.5

0
E
-
08

4
.4

0
E
-1

1
2
.1

0E
-
0
9

2.
10

E
-
0
8

2
1.

8
8
5
8
%

7
0
7%

ヒ
ュ

ー
ズ

誤
断

線
3

3.
10

E
+
0
9

9
.6

0
E
-
10

2
.6

0
E
-1

0
2
.5

0E
-
0
9

3
.1

8.
1

4
.6

0
E
-
09

6
.9

0
E
-1

1
1
.4

0E
-
0
9

9.
60

E
-
0
9

1
1.

8
4
7
6
%

3
8
4%

流
量

ト
ラ

ン
ス

ミ
ッ

タ
不

動
作

7
7.

70
E
+
0
8

9
.1

0
E
-
09

4
.3

0
E
-0

9
1
.7

0E
-
0
8

2
1
8
.3

6
.1

0
E
-
08

9
.6

0
E
-1

1
6
.7

0E
-
0
9

1.
00

E
-
0
7

3
3

6
7
4
%

16
5
0
%

高
出

力
/
低

出
力

19
7.

70
E
+
0
8

2
.5

0
E
-
08

1
.6

0
E
-0

8
3
.6

0E
-
0
8

1
.5

4
9
.6

2
.0

0
E
-
07

2
.0

0
E
-1

0
1
.4

0E
-
0
8

3.
60

E
-
0
7

4
2.

4
8
2
5
%

28
3
1
%



2-196 

 圧
力

ト
ラ

ン
ス

ミ
ッ

タ
不

動
作

1
9
.6

0
E
+
0
8

1
.0

0
E
-
0
9

5
.3

0
E
-
1
1

4
.9

0
E
-
0
9

9
.6

3
.6

1
.5

0
E
-
0
8

1
.6

0
E
-
1
0

2
.0

0
E
-
0
9

1
.7

0
E
-
0
8

1
0
.4

1
4
5
1
%

1
0
8
%

高
出

力
/
低

出
力

1
5

9
.6

0
E
+
0
8

1
.6

0
E
-
0
8

9
.6

0
E
-
0
9

2
.4

0
E
-
0
8

1
.6

3
8

4
.9

0
E
-
0
8

2
.9

0
E
-
0
9

2
.9

0
E
-
0
8

1
.1

0
E
-
0
7

6
.3

3
1
2
%

3
9
7
%

水
位

ト
ラ

ン
ス

ミ
ッ

タ
不

動
作

0
4
.0

0
E
+
0
8

1
.3

0
E
-
0
9

5
.8

0
E
-
0
9

1
3

1
.7

9
.4

0
E
-
0
9

6
.6

0
E
-
1
0

3
.9

0
E
-
0
9

2
.3

0
E
-
0
8

5
.9

7
5
3
%

4
5
%

高
出

力
/
低

出
力

2
4
.0

0
E
+
0
8

5
.0

0
E
-
0
9

8
.9

0
E
-
1
0

1
.6

0
E
-
0
8

4
.2

5
.6

2
.2

0
E
-
0
8

5
.7

0
E
-
1
0

7
.6

0
E
-
0
9

5
.0

0
E
-
0
8

9
.4

4
3
0
%

2
3
3
%

温
度

検
出

器
不

動
作

0
2
.6

0
E
+
0
9

2
.0

0
E
-
1
0

9
.0

0
E
-
1
0

1
3

1
.6

1
.4

0
E
-
0
9

8
.0

0
E
-
1
1

5
.5

0
E
-
1
0

3
.3

0
E
-
0
9

6
.1

7
3
1
%

4
7
%

高
出

力
/
低

出
力

5
2
.6

0
E
+
0
9

2
.0

0
E
-
0
9

7
.7

0
E
-
1
0

4
.1

0
E
-
0
9

2
.3

1
3
.1

1
.2

0
E
-
0
8

5
.0

0
E
-
1
1

2
.2

0
E
-
0
9

2
.0

0
E
-
0
8

2
0
.2

5
9
5
%

8
7
3
%

放
射

線
検

出
器

不
動

作
0

7
.3

0
E
+
0
7

6
.8

0
E
-
0
9

3
.1

0
E
-
0
8

1
3

2
5
.6

0
E
-
0
8

5
.2

0
E
-
0
9

2
.7

0
E
-
0
8

1
.4

0
E
-
0
7

5
.2

8
1
9
%

4
0
%

高
出

力
/
低

出
力

2
7
.3

0
E
+
0
7

2
.7

0
E
-
0
8

4
.9

0
E
-
0
9

8
.6

0
E
-
0
8

4
.2

5
.9

2
.2

0
E
-
0
7

3
.9

0
E
-
0
9

4
.6

0
E
-
0
8

3
.0

0
E
-
0
7

8
.7

8
2
1
%

2
0
8
%

流
量

ス
イ

ッ
チ

不
動

作
0

4
.7

0
E
+
0
8

1
.1

0
E
-
0
9

4
.9

0
E
-
0
9

1
3

1
.8

9
.1

0
E
-
0
9

6
.7

0
E
-
1
0

3
.8

0
E
-
0
9

2
.1

0
E
-
0
8

5
.6

8
4
6
%

4
3
%

誤
動

作
1

4
.7

0
E
+
0
8

2
.1

0
E
-
0
9

1
.1

0
E
-
1
0

1
.0

0
E
-
0
8

9
.6

3
.7

1
.4

0
E
-
0
8

5
.3

0
E
-
1
0

5
.0

0
E
-
0
9

3
.4

0
E
-
0
8

7
.9

6
7
7
%

8
3
%

圧
力

ス
イ

ッ
チ

不
動

作
1

1
.3

0
E
+
0
9

7
.9

0
E
-
1
0

4
.0

0
E
-
1
1

3
.7

0
E
-
0
9

9
.6

3
.6

4
.8

0
E
-
0
9

2
.2

0
E
-
1
0

1
.8

0
E
-
0
9

1
.1

0
E
-
0
8

7
.2

6
0
5
%

7
5
%

誤
動

作
7

1
.3

0
E
+
0
9

5
.5

0
E
-
0
9

2
.6

0
E
-
0
9

1
.0

0
E
-
0
8

2
1
8
.4

3
.1

0
E
-
0
8

6
.8

0
E
-
1
1

3
.1

0
E
-
0
9

6
.0

0
E
-
0
8

2
9
.7

5
6
3
%

1
4
8
5
%

水
位

ス
イ

ッ
チ

不
動

作
2

9
.0

0
E
+
0
8

6
.7

0
E
-
0
9

2
.9

0
E
-
0
9

1
.3

0
E
-
0
8

2
.1

1
6
.1

5
.0

0
E
-
0
8

4
.6

0
E
-
1
1

3
.1

0
E
-
0
9

8
.5

0
E
-
0
8

4
3

7
4
4
%

2
0
2
0
%

誤
動

作
0

9
.0

0
E
+
0
8

2
.2

0
E
-
0
9

3
.9

0
E
-
1
0

7
.0

0
E
-
0
9

4
.2

6
.1

1
.7

0
E
-
0
8

9
.7

0
E
-
1
1

2
.5

0
E
-
0
9

2
.8

0
E
-
0
8

1
7
.1

7
4
6
%

4
0
5
%

温
度

ス
イ

ッ
チ

不
動

作
0

4
.4

0
E
+
0
8

1
.1

0
E
-
0
9

5
.2

0
E
-
0
9

1
3

1
.8

1
.4

0
E
-
0
8

6
.4

0
E
-
1
0

3
.8

0
E
-
0
9

2
.2

0
E
-
0
8

5
.9

1
1
9
6
%

4
5
%

誤
動

作
2

4
.4

0
E
+
0
8

4
.6

0
E
-
0
9

8
.1

0
E
-
1
0

1
.4

0
E
-
0
8

4
.2

6
2
.5

0
E
-
0
8

3
.2

0
E
-
1
0

5
.9

0
E
-
0
9

5
.7

0
E
-
0
8

1
3
.4

5
4
6
%

3
1
9
%

リ
ミ

ッ
ト

ス
イ

ッ
チ

不
動

作
6

2
.8

0
E
+
0
9

2
.1

0
E
-
0
9

9
.2

0
E
-
1
0

4
.2

0
E
-
0
9

2
.1

1
5
.4

1
.1

0
E
-
0
8

1
.8

0
E
-
1
0

3
.5

0
E
-
0
9

1
.7

0
E
-
0
8

9
.9

5
2
4
%

4
6
5
%

誤
動

作
1

2
.8

0
E
+
0
9

3
.5

0
E
-
1
0

1
.8

0
E
-
1
1

1
.7

0
E
-
0
9

9
.6

3
.6

2
.2

0
E
-
0
9

7
.6

0
E
-
1
1

7
.4

0
E
-
1
0

5
.0

0
E
-
0
9

8
.1

6
1
7
%

8
4
%

手
動

ス
イ

ッ
チ

不
動

作
2

4
.5

0
E
+
0
9

4
.4

0
E
-
1
0

7
.9

0
E
-
1
1

1
.4

0
E
-
0
9

4
.2

5
.9

1
.9

0
E
-
0
9

8
.8

0
E
-
1
1

8
.1

0
E
-
1
0

4
.6

0
E
-
0
9

7
.3

4
2
8
%

1
7
3
%

誤
動

作
0

4
.5

0
E
+
0
9

1
.1

0
E
-
1
0

5
.1

0
E
-
1
0

1
3

2
.1

1
.0

0
E
-
0
9

9
.1

0
E
-
1
1

4
.8

0
E
-
1
0

2
.5

0
E
-
0
9

5
.3

9
3
6
%

4
0
%

コ
ン

ト
ロ

ー
ラ

不
動

作
0

5
.5

0
E
+
0
8

9
.0

0
E
-
1
0

4
.2

0
E
-
0
9

1
3

1
.3

5
.6

0
E
-
0
9

2
.1

0
E
-
1
0

1
.8

0
E
-
0
9

1
.4

0
E
-
0
8

8
.1

6
1
6
%

6
3
%

高
出

力
/
低

出
力

2
5
.5

0
E
+
0
8

3
.6

0
E
-
0
9

6
.4

0
E
-
1
0

1
.1

0
E
-
0
8

4
.2

5
.6

3
.2

0
E
-
0
8

1
.4

0
E
-
1
0

4
.4

0
E
-
0
9

4
.2

0
E
-
0
8

1
7
.2

8
7
5
%

4
0
9
%

配
線

/
電

線
短

絡
*
8

2
.5

0
E
-
1
1

3
0

6
.3

0
E
-
1
0

3
0

2
4
9
9
%

1
0
0
%

地
絡

*
8

4
.8

0
E
-
1
0

3
0

1
.8

0
E
-
0
9

3
0

3
7
6
%

1
0
0
%

断
線

*
8

4
.8

0
E
-
1
0

3
0

1
.8

0
E
-
0
9

3
0

3
7
6
%

1
0
0
%

ヒ
ー

タ
機

能
喪

失
*
8

3
.1

0
E
-
0
9

3
0

1
.2

0
E
-
0
8

3
0

3
8
7
%

1
0
0
%

ア
ナ

ン
シ

エ
ー

タ
機

能
喪

失
*
8

3
.0

0
E
-
1
0

3
0

5
.3

0
E
-
0
9

3
0

1
7
7
6
%

1
0
0
%

注
*
1

観
測

件
数

が
0
件

の
も

の
は

、
0
.5

件
と

し
て

故
障

率
の

算
出

を
行

っ
た

。

*
2

E
F

*
2
(近

似
)＝

上
限

値
/
下

限
値

。
但

し
観

測
件

数
が

0
件

の
場

合
は

E
F
=
1
3
と

し
た

。
*
3

N
U

C
IA

デ
ー

タ
（
観

測
件

数
）
に

不
確

実
さ

を
考

慮
し

た
故

障
件

数
の

推
定

値
（
平

均
値

）

*
4

E
F

*
2
(近

似
)＝

9
5
％

点
/
5
％

点
。

*
5

平
均

値
（
ベ

イ
ズ

統
計

)/
点

推
定

値
（
古

典
統

計
）

*
6

E
F
（
ベ

イ
ズ

統
計

)/
E
F
（
古

典
統

計
）

*
7

特
殊

な
故

障
率

と
し

て
ワ

イ
ブ

ル
分

布
の

ベ
イ

ズ
評

価
に

よ
り

算
出

*
8

特
殊

な
故

障
率

と
し

て
算

出
*
9

熱
交

換
器

の
場

合
は

、
機

器
1
台

当
た

り
の

故
障

率
*
1
0
 

A
B

W
R
の

改
良

型
制

御
棒

駆
動

装
置

を
含

む
*
1
1

A
B

W
R
を

除
い

た
従

来
型

の
B

W
R

*
1
2

母
線

の
場

合
は

、
機

器
間

の
1
セ

ク
シ

ョ
ン

（
3
相

）
当

た
り

の
故

障
率

*
1
3

制
御

ケ
ー

ブ
ル

は
、

機
器

間
を

1
機

器
と

し
て

算
出

し
た

故
障

率
*
1
4

配
管

の
場

合
は

、
機

器
、

材
質

変
更

箇
所

や
分

岐
に

よ
っ

て
区

分
さ

れ
る

1
セ

ク
シ

ョ
ン

間
当

た
り

の
故

障
率



2-197 

添付資料②-3 国内機器故障率（26 ヶ年データ）デマンド故障率 

 

下
限

値
（
1
/
h
）上

限
値

（
1
/
h
）

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
起

動
失

敗
46

54
79

5
8.

40
E
-0

4
6.

50
E
-0

4
1.

10
E
-0

3
1.

3
12

0
.8

2.
70

E
-0

3
3
.8

0E
-0

4
1
.9

0E
-0

3
7
.2

0E
-
03

4.
4

3
23

%
3
38

%

電
動

ポ
ン

プ
起

動
失

敗
5

18
38

39
2.

70
E
-0

5
1.

10
E
-0

5
5.

70
E
-0

5
2.

3
13

1.
10

E
-0

4
2.

0
0E

-0
6

4
.3

0E
-0

5
2
.6

0E
-
04

11
.2

4
01

%
4
85

%

タ
ー

ビ
ン

駆
動

ポ
ン

プ
起

動
失

敗
21

14
93

3
1.

40
E
-0

3
9.

40
E
-0

4
2.

00
E
-0

3
1.

5
53

.3
4.

00
E
-0

3
1.

3
0
E
-0

4
2
.0

0E
-0

3
1
.2

0E
-
02

9.
8

2
85

%
6
67

%

デ
ィ

ー
ゼ

ル
駆

動
ポ

ン
プ

起
動

失
敗

3
34

9
8.

60
E
-0

3
2.

30
E
-0

3
2.

20
E
-0

2
3.

1
9.

1
2.

60
E
-0

2
5.

5
0E

-0
3

2
.0

0E
-0

2
6
.6

0E
-
02

3.
4

3
04

%
1
12

%

電
動

弁
開

失
敗

16
64

88
42

2.
50

E
-0

5
1.

50
E
-0

5
3.

70
E
-0

5
1.

6
40

.3
7.

40
E
-0

5
1.

7
0E

-0
6

3
.4

0E
-0

5
1
.9

0E
-
04

10
.7

3
02

%
6
87

%

閉
失

敗
7

64
93

57
1.

10
E
-0

5
5.

10
E
-0

6
2.

00
E
-0

5
2

18
.2

6.
60

E
-0

5
1.

1
0E

-0
7

7
.9

0E
-0

6
1
.2

0E
-
04

33
.1

6
10

%
16

5
5%

空
気

作
動

弁
開

失
敗

1
19

40
79

5.
20

E
-0

6
2.

60
E
-0

7
2.

40
E
-0

5
9.

6
3.

2
3.

60
E
-0

5
5.

5
0E

-0
7

8
.1

0E
-0

6
7
.0

0E
-
05

11
.3

6
93

%
1
17

%

閉
失

敗
7

19
59

48
3.

60
E
-0

5
1.

70
E
-0

5
6.

70
E
-0

5
2

19
.1

6.
00

E
-0

4
7.

7
0E

-0
8

1
.5

0E
-0

5
9
.0

0E
-
04

10
8

16
7
6%

53
9
8%

油
圧

作
動

弁
開

失
敗

5
17

12
52

2.
90

E
-0

5
1.

20
E
-0

5
6.

10
E
-0

5
2.

3
13

1.
30

E
-0

4
1.

5
0E

-0
6

4
.7

0E
-0

5
2
.7

0E
-
04

13
.1

4
44

%
5
69

%

閉
失

敗
0

17
10

74
2.

90
E
-0

6
1.

30
E
-0

5
13

1.
3

2.
00

E
-0

5
6.

1
0E

-0
7

5
.5

0E
-0

6
4
.5

0E
-
05

8.
6

6
89

%
66

%

逆
止

弁
開

失
敗

1
33

24
08

3.
00

E
-0

6
1.

50
E
-0

7
1.

40
E
-0

5
9.

6
3.

5
1.

70
E
-0

5
6.

0
0E

-0
7

6
.0

0
E
-0

6
4
.3

0E
-
05

8.
4

5
61

%
87

%

閉
失

敗
3

32
30

91
9.

30
E
-0

6
2.

50
E
-0

6
2.

40
E
-0

5
3.

1
7.

9
4.

00
E
-0

5
6.

8
0E

-0
7

1
.3

0E
-0

5
8
.5

0E
-
05

11
.2

4
36

%
3
63

%

手
動

弁
開

失
敗

2
53

95
8

3.
70

E
-0

5
6.

60
E
-0

6
1.

20
E
-0

4
4.

2
5.

5
2.

20
E
-0

4
1.

1
0E

-0
6

4
.2

0E
-0

5
4
.2

0E
-
04

19
.2

5
83

%
4
57

%

閉
失

敗
1

53
49

2
1.

90
E
-0

5
9.

60
E
-0

7
8.

90
E
-0

5
9.

6
3.

6
1.

10
E
-0

4
4.

5
0E

-0
6

4
.2

0E
-0

5
2
.8

0E
-
04

8
6
15

%
83

%

安
全

弁
開

失
敗

0
16

4
8

3.
00

E
-0

4
1.

40
E
-0

3
13

0.
7

1.
70

E
-0

3
8.

2
0E

-0
6

1
.8

0E
-0

4
3
.5

0E
-
0
3

20
.7

5
45

%
1
59

%

閉
失

敗
1

14
6
4

6.
80

E
-0

4
3.

50
E
-0

5
3.

20
E
-0

3
9.

6
2.

9
4.

90
E
-0

3
5.

6
0E

-0
6

5
.3

0E
-0

4
1
.2

0E
-
02

46
.6

7
21

%
4
85

%

逃
し

安
全

弁
開

失
敗

0
10

83
4

4.
60

E
-0

5
2.

10
E
-0

4
13

1
3.

40
E
-0

4
3.

7
0E

-0
6

5
.0

0E
-0

5
6
.2

0E
-
04

13
7
29

%
1
00

%

閉
失

敗
0

10
64

0
4.

70
E
-0

5
2.

20
E
-0

4
13

1
3.

30
E
-0

4
3.

6
0E

-0
6

5
.0

0E
-0

5
6
.4

0E
-
04

13
.4

7
00

%
1
03

%

電
磁

弁
開

閉
失

敗
3

39
00

17
7.

70
E
-0

6
2.

10
E
-0

6
2.

00
E
-0

5
3.

1
7.

9
3.

00
E
-0

5
8.

0
0E

-0
7

1
.2

0E
-0

5
6
.8

0E
-
05

9.
2

3
95

%
3
00

%

フ
ァ

ン
/
ブ

ロ
ワ

ー
起

動
失

敗
1

66
15

5
1.

50
E
-0

5
7.

80
E
-0

7
7.

20
E
-0

5
9.

6
3.

7
9.

10
E
-0

5
5.

0
0E

-0
6

3
.8

0E
-0

5
2
.2

0E
-
04

6.
7

6
03

%
69

%

ダ
ン

パ
ー

開
失

敗
4

23
53

43
1.

70
E
-0

5
5.

80
E
-0

6
3.

90
E
-0

5
2.

6
10

.9
1.

10
E
-0

4
1.

0
0E

-0
6

2
.5

0E
-0

5
2
.0

0E
-
04

13
.9

6
54

%
5
35

%

閉
失

敗
2

23
60

93
8.

50
E
-0

6
1.

50
E
-0

6
2.

70
E
-0

5
4.

2
6.

6
5.

20
E
-0

5
8.

6
0E

-0
7

1
.4

0E
-0

5
1
.3

0E
-
04

12
.3

6
16

%
2
93

%

遮
断

器
開

失
敗

3
29

79
45

1.
00

E
-0

5
2.

70
E
-0

6
2.

60
E
-0

5
3.

1
7.

9
4.

20
E
-0

5
6.

3
0E

-0
7

1
.4

0
E
-0

5
9
.3

0E
-
05

12
.1

4
13

%
3
93

%

閉
失

敗
6

29
77

23
2.

00
E
-0

5
8.

80
E
-0

6
4.

00
E
-0

5
2.

1
15

.9
1.

10
E
-0

4
1.

0
0E

-0
6

2
.8

0E
-
0
5

2
.2

0E
-
04

14
.7

5
59

%
6
91

%

注
*
1

観
測

件
数

が
0
件

の
も

の
は

、
0
.5

件
と

し
て

故
障

率
の

算
出

を
行

っ
た

。

*
2

E
F

*2
(近

似
)＝

上
限

値
/
下

限
値

。
但

し
観

測
件

数
が

0
件

の
場

合
は

E
F
=
1
3
と

し
た

。
*
3

N
U

C
IA

デ
ー

タ
（観

測
件

数
）に

不
確

実
さ

を
考

慮
し

た
故

障
件

数
の

推
定

値
（平

均
値

）

*
4

E
F

*2
(近

似
)＝

9
5
％

点
/
5
％

点
。

*
5

平
均

値
（
ベ

イ
ズ

統
計

)/
点

推
定

値
（
古

典
統

計
）

*
6

E
F
（
ベ

イ
ズ

統
計

)/
E
F
（
古

典
統

計
）

平
均

比
＊

5
E
F

*6

(近
似

)

点
推

定
値

＊
１

（
1
/
h
）

9
0
％

信
頼

区
間

E
F

*
2

(近
似

)

真
の

故
障

件
数

推
定

値
＊

３
（
件

）

平
均

値

（
1
/
h
）

5
%
点

（
1
/
h
）

ベ
イ

ズ
統

計
（
Ｍ

Ｃ
Ｍ

Ｃ
手

法
）

中
央

値

（
1
/
h
）

9
5
%
点

（
1
/
h
）

E
F

*
4

(近
似

)

機
器

故
障

モ
ー

ド
観

測
件

数

（
件

）

推
定

総
デ

マ

ン
ド

回
数

（
D

）

古
典

統
計



2-198 

添付資料②-4 米国データとの主要機器の故障率比較 

 

  

LER NREP IEEE

非常用DG 起動失敗（1/h） 1.9E-06 6.0E-05 6.0E-05

起動失敗（1/d） 5.2E-04 4.4E-02 1.8E-02

継続運転失敗（1/h） 1.4E-04 2.6E-02 3.0E-03 1.7E-04

電動ポンプ 起動失敗（1/h） 3.6E-08 1.0E-06 1.0E-05

起動失敗（1/d） 2.0E-05 5.1E-04 3.5E-03

継続運転失敗（1/h） 6.3E-07 5.3E-06 1.0E-04 1.3E-05

タービン駆動ポンプ 起動失敗（1/h） 8.0E-07 1.9E-05 1.0E-04 2.0E-05

継続運転失敗（1/h） 2.3E-06 2.0E-05 8.1E-05

ディーゼル駆動ポンプ 起動失敗（1/h） 3.0E-05 6.5E-06 1.0E-06 2.0E-05

継続運転失敗（1/h） 5.3E-04

電動弁 作動失敗（1/h） 1.9E-08 1.9E-06 1.0E-05

作動失敗（1/d） 1.7E-05 4.2E-03 6.0E-03

誤開又は誤閉（1/h） 1.6E-09 1.3E-07

閉塞（1/h） 6.2E-09 2.0E-07 6.0E-08

空気作動弁 作動失敗（1/h） 6.9E-08 4.1E-07 1.0E-05

作動失敗（1/d） 6.2E-05 9.1E-04 3.0E-03

誤開又は誤閉（1/h） 5.8E-09 2.0E-07

外部リーク（1/h） 2.9E-09 1.0E-07 1.0E-07

逆止弁 開失敗（1/h） 2.3E-09 3.0E-08 2.0E-07

開失敗（1/d） 5.4E-06 6.4E-05 6.0E-05

閉失敗（1/h） 9.0E-09 2.0E-06

外部リーク（1/h） 2.3E-09 4.9E-08 5.0E-08

手動弁 開閉失敗（1/h） 9.7E-10 2.9E-08 2.0E-07

開閉失敗（1/d） 1.6E-05 6.0E-05

外部リーク（1/h） 9.7E-10 2.2E-08 2.0E-08

遮断器 作動失敗（1/h） 2.5E-08

作動失敗（1/d） 2.5E-05 4.0E-04

誤開（1/h） 2.9E-08 1.0E-08

変圧器 機能喪失（1/h） 9.7E-08 3.4E-07

蓄電池 機能喪失（1/h） 3.9E-08 1.0E-08

リレー 不動作（1/h） 1.8E-10 1.0E-06

不動作（1/d） 2.1E-06

流量トランスミッタ 不動作（1/h） 2.6E-09 1.7E-06 1.5E-06

圧力トランスミッタ 不動作（1/h） 2.0E-09 1.7E-06 1.1E-06

温度検出器 不動作（1/h） 7.4E-10 1.7E-06 1.4E-06

リミットスイッチ 不動作（1/h） 2.6E-09 6.0E-06 8.4E-07

ヒューズ 誤断線（1/h） 2.6E-09 3.0E-06 1.5E-07

開失敗、閉失敗から算出

故障件数がないもの

LER： Licensee Event Report
NREP： National Reliability Evaluation Programを記載するNUREG/CR-2815に添付されたデータ
IEEE： 米国電気学会データ集

国内故障率
米国故障率

故障率モード機種

*1

*a

*1

*1

*1*a

*1

*a

*a

*a

*a

*a

*a

*a

*a

*a

*a

*a

*a
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添付資料②-5 欧州データとの主要機器の故障率比較 

 

 

  

添付資料②-5

欧州データとの主要機器の故障率比較

Swedish Data Sizewell B German Risk Study EIReDA

非常用DG 起動失敗（1/h） 1.9E-06

起動失敗（1/d） 5.2E-04 7.7E-03 3.0E-02 3.0E-02 3.0E-05

継続運転失敗（1/h） 1.4E-04 5.5E-03 3.0E-03 4.5E-03 2.0E-04

電動ポンプ 起動失敗（1/h） 3.6E-08 1.6E-05

起動失敗（1/d） 2.0E-05 1.4E-03 2.0E-03 1.3E-04

継続運転失敗（1/h） 6.3E-07 2.3E-05 1.5E-05 2.9E-05 3.2E-05

タービン駆動ポンプ 起動失敗（1/h） 8.0E-07

起動失敗（1/d） 4.6E-04 3.3E-02 2.0E-02 1.9E-04

継続運転失敗（1/h） 2.3E-06 6.0E-05 1.1E-05

ディーゼル駆動ポンプ 起動失敗（1/h） 3.0E-05 2.0E-05

起動失敗（1/d） 1.4E-02

継続運転失敗（1/h） 5.3E-04

電動弁 作動失敗（1/h） 1.9E-08 2.0E-06 1.7E-05

作動失敗（1/d） 1.7E-05 7.2E-03 2.2E-04

破損（1/h） 6.2E-09 2.0E-06 3.0E-09

空気作動弁 作動失敗（1/h） 6.9E-08 6.0E-06 4.3E-05

作動失敗（1/ｄ） 6.2E-05 1.1E-04

閉塞（1/h） 5.8E-09 2.3E-06

逆止弁 開失敗（1/h） 2.3E-09 1.0E-07 7.1E-07

開失敗（1/d） 5.4E-06 6.3E-04 5.0E-06

閉失敗（1/h） 9.0E-09 2.0E-06 3.1E-06

閉失敗（1/d） 3.4E-03 5.0E-06

内部リーク（1/h） 4.5E-09 3.9E-05 2.0E-07

手動弁 作動失敗（1/h） 9.7E-10 4.7E-06

逃し安全弁 開失敗（1/h） 4.2E-08

開失敗（1/d） 8.3E-03

閉失敗（1/h） 4.2E-08

閉失敗（1/d） 1.2E-03

熱交換器 外部リーク（1/h） 9.2E-09 6.5E-07

リレー 不動作（1/h） 1.8E-10 3.9E-06

遮断器 作動失敗（1/h） 2.5E-08 1.0E-06 1.1E-06

作動失敗（1/d） 2.5E-05 1.8E-03 5.0E-04

位置保持失敗（1/h） 3.6E-07 1.0E-06 2.0E-07

変圧器 機能喪失（1/h） 9.7E-08 7.9E-07 4.8E-06

蓄電池 機能喪失（1/h） 3.9E-08 4.0E-06

機能喪失（1/d） 1.3E-02

流量検出器 不動作（1/ｄ） 3.3E-03

水位検出器 不動作（1/d） 2.1E-04

圧力検出器 不動作（1/d） 7.0E-04 1.4E-06

温度検出器 不動作（1/h） 7.4E-10

不動作（1/d） 1.9E-03

リミットスイッチ 不動作（1/h） 2.6E-09 7.7E-07

ヒューズ 誤断線（1/h） 2.6E-09 2.7E-06

開失敗、閉失敗から算出

故障件数がないもの

機種 故障率モード 国内故障率
欧州故障率

*1

*a

*1

*1

*a

*a

*a

*a

*a

*a

*a

*a

*a

*a
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添付資料②-6 故障原因の分類 

 故
障

原
因

の
分

類
（
電

動
弁

：
ニ

ュ
ー

シ
ア

（
1
9
9
9
.1

.1
-
2
0
0
9
.7

.3
1
）
よ

り
）

件
数

故
障

部
位

件
数

故
障

事
象

件
数

故
障

原
因

１
件

数
故

障
原

因
2

件
数

C
B

M
適

用
性

備
考

可
否

パ
ラ

メ
ー

タ

弁
箱

バ
ウ

ン
ダ

リ
の

維
持

2
パ

ッ
キ

ン
、

ベ
ロ

ー
ズ

1
開

口
,摺

動
痕

1
S
C

C
、

パ
ッ

キ
ン

片
締

め
1

（
2
0
0
6
-
東

京
-
T
0
0
7
）

配
管

1
貫

通
き

裂
1

減
肉

1
曲

管
部

で
渦

流
流

速
4
m

/
s、

発
生

領
域

（
2
0
0
2
-
原

電
-
T
0
1
8
）

弁
体

2
割

れ
1

過
大

応
力

1
増

し
締

め
過

剰
1

（
2
0
0
3
-
四

国
-
T
0
0
2
）

隔
離

機
能

の
維

持
6

弁
体

押
さ

え
の

外
れ

1
摩

耗
（
繰

り
返

し
接

触
）

1
「
回

り
止

め
溶

接
」
が

不
十

分
1

（
2
0
0
0
-
中

部
-
T
0
0
1
）

弁
座

4
シ

ー
ト

リ
ー

ク
4

当
た

り
面

不
良

4
エ

ロ
ー

ジ
ョ

ン
2

（
2
0
0
4
-
東

京
-
T
0
4
7
）
（
2
0
0
1
-
中

部
-
T
0
0
1
）

異
物

か
？

1
（
2
0
0
3
-
原

電
-
T
0
0
5
）

当
た

り
面

の
ズ

レ
1

（
2
0
0
5
-
東

北
-
T
0
0
2
）

弁
棒

6
折

損
5

疲
労

4
締

め
付

け
不

十
分

に
よ

る
振

動
1

（
2
0
0
6
-
東

京
-
T
0
1
1
）

作
動

機
能

の
維

持
1
7

腐
食

き
裂

が
進

展
1

（
2
0
0
7
-
東

京
-
T
0
5
7
）

キ
ャ

ビ
テ

ー
シ

ョ
ン

に
よ

る
流

力
振

動
1

運
用

開
度

で
差

圧
大

（
2
0
0
7
-
東

北
-
T
0
0
2
）

開
度

小
で

想
定

外
振

動
1

弁
開

度
2
1
％

で
振

動
大

（
2
0
0
5
-
東

京
-
T
0
2
8
）

Ｓ
Ｃ

Ｃ
1

想
定

外
の

過
大

応
力

1
〇

弁
体

バ
ッ

ク

シ
ー

ト
荷

重
弁

停
止

後
の

惰
性

大
（
2
0
0
5
-
原

電
-
T
0
0
5
）

こ
す

れ
1

片
締

め
1

ボ
ル

ト
2
本

の
ト

ル
ク

値
に

差
1

（
2
0
0
7
-
原

電
-
T
0
0
4
）

軸
受

け
2

固
着

1
グ

リ
ー

ス
の

固
化

1

グ
リ

ー
ス

交
換

不
良

（
古

い
グ

リ
ー

ス
残

存
）

1
〇

弁
棒

ト
ル

ク
値

挙
動

（
2
0
0
7
-
中

部
-
T
0
1
3
）

損
傷

1

ベ
ア

リ
ン

グ
に

局
所

的
に

過
大

荷
重

1
弁

動
作

時
に

加
わ

る
1

（
2
0
0
5
-
北

陸
-
T
0
0
1
）

ス
テ

ム
ナ

ッ
ト

部
2

摺
動

抵
抗

増
2

グ
リ

ー
ス

不
良

2
グ

リ
ー

ス
注

入
不

足
1

〇
弁

棒
ト

ル
ク

値

挙
動

（
2
0
0
8
-
原

電
-
T
0
0
5
）

グ
リ

ー
ス

交
換

未
了

に
よ

る
劣

化
1

〇
弁

棒
ト

ル
ク

値

挙
動

（
2
0
0
2
-
原

電
-
T
0
0
5
）

リ
ミ

ッ
ト

ス
イ

ッ
チ

4
表

示
灯

不
良

3
設

定
位

置
調

整
不

良
3

（
2
0
0
7
-
北

海
道

-
T
0
0
3
）
（
2
0
0
2
-
東

北
-
T
0
0
2
）

（
2
0
0
1
-
四

国
-
T
0
0
3
）

弁
不

作
動

1
接

触
不

良
1

汚
れ

が
付

着
1

（
2
0
0
5
-
東

北
-
T
0
0
3
）

直
流

電
動

機
用

コ
ン

タ
ク

タ
1

弁
停

止
1

過
大

な
電

流
1

接
触

不
良

に
よ

る
接

点
抵

抗
増

1
（
2
0
0
3
-
原

電
-
T
0
0
7
）

弁
位

置
検

出
器

1
流

量
変

動
1

コ
ネ

ク
タ

の
接

触
不

良
1

弁
の

振
動

に
よ

る
ナ

ッ
ト

の
緩

み
1

（
2
0
0
6
-
原

電
-
T
0
2
0
）

ウ
ォ

ー
ム

ギ
ア

1
摩

耗
1

潤
滑

不
良

に
よ

る

焼
き

付
き

1
グ

リ
ー

ス
注

入
不

足
（
倒

立
状

態
）

1
〇

弁
棒

ト
ル

ク
値

挙
動

（
2
0
0
4
-
中

部
-
T
0
1
5
）

機
能

達
成

に
必

要
な

項
目
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  故
障

原
因

の
分

類
（
逆

止
弁

：
ニ

ュ
ー

シ
ア

（
1
9
9
9
.1

.1
-
2
0
0
9
.7

.3
1
）
よ

り
）

件
数

故
障

部
位

件
数

故
障

事
象

件
数

故
障

原
因

１
件

数
故

障
原

因
2

件
数

備
考

可
否

パ
ラ

メ
ー

タ

バ
ウ

ン
ダ

リ
の

維
持

4
弁

箱
1

減
肉

1
流

れ
加

速
型

腐
食

1
弁

箱
内

の
流

れ
の

乱
れ

1
（
2
0
0
7
-
原

電
-
T
0
1
4
）

フ
ラ

ン
ジ

3
漏

洩
3

ガ
ス

ケ
ッ

ト
仕

様
間

違
い

1
（
2
0
0
6
-
中

部
-
T
0
1
9
）

ガ
ス

ケ
ッ

ト
面

圧
低

下
1

熱
膨

張
・収

縮
差

の
追

随
に

差
が

出
た

1
（
2
0
0
5
-
中

部
-
T
0
0
1
）

リ
ー

ク
パ

ス
形

成
1

シ
ー

ト
部

面
荒

れ
等

に
よ

り
、

蒸
気

が
徐

々
に

浸
透

1
（
2
0
0
6
-
関

西
-
T
0
0
6
）

隔
離

機
能

の
維

持
8

弁
体

3
弁

体
ね

じ
部

破
断

1
疲

労
1

背
圧

変
動

に
よ

る
繰

り
返

し
応

力
1

（
2
0
0
8
-
原

電
-
T
0
2
0
）

シ
ー

ト
リ

ー
ク

2

弁
体

ロ
ッ

ド
変

形
に

よ
る

弁
体

着
座

不
良

1
ア

ー
ム

と
弁

体
ロ

ッ
ド

の
隙

間
に

ス
ケ

ー
ル

（
2
0
0
4
-
東

北
-
T
0
0
8
）

弁
体

ガ
イ

ド
製

作
不

良
1

弁
体

ガ
イ

ド
が

1
m

m
高

く
、

‘
遊

び
’が

制
限

さ
れ

た
1

（
2
0
0
9
-
東

京
-
T
0
0
4
）

弁
座

5
シ

ー
ト

リ
ー

ク
3

弁
体

す
わ

り
が

悪
い

1
（
2
0
0
4
-
東

京
-
T
0
4
5
）

片
当

た
り

1
ア

ー
ム

と
弁

体
シ

ャ
フ

ト
の

当
た

り
に

よ
る

摺
動

抵
抗

増
1

（
2
0
0
8
-
原

電
-
T
0
2
4
）

摩
耗

1
吐

出
口

鋼
球

と
シ

ー
ト

面
の

繰
り

返
し

摩
擦

1
（
2
0
0
7
-
四

国
-
T
0
1
6
）

割
れ

1
耐

圧
試

験
時

に
割

れ
進

展
1

ス
テ

ラ
イ

ト
盛

金
溶

接
不

良
に

よ
る

凝
固

割
れ

が
起

点
1

取
替

え
品

（
2
0
0
2
-
四

国
-
T
0
1
0
）

不
作

動
1

弁
座

と
弁

体
の

摩
擦

係
数

増
加

1
弁

座
と

弁
体

の
繰

り
返

し
接

触
に

よ
る

面
荒

れ
1

〇
弁

体
の

動
き

（
2
0
0
2
-
原

電
-
T
0
0
1
）

作
動

機
能

の
維

持
5

ボ
ル

ト
・
ナ

ッ
ト

3
座

金
な

し
1

前
回

点
検

時
の

組
み

込
み

忘
れ

1
1

（
2
0
0
3
-
東

京
-
T
0
5
0
）

座
金

・
ネ

ジ
ワ

ッ
シ

ャ
脱

落
2

摩
耗

2

前
回

弁
体

取
替

え
時

弁
体

開
き

角
度

未
調

整
の

た
め

、
偏

摩
耗

発
生

1
〇

弁
体

の
動

き
（
2
0
0
3
-
原

電
-
T
0
0
2
）

ロ
ッ

ド
と

ワ
ッ

シ
ャ

ー
の

繰
り

返
し

接
触

1
〇

弁
体

の
動

き
１

０
年

間
の

運
転

、
水

平
展

開

（
2
0
0
3
-
原

電
-
T
0
1
3
）

リ
ミ

ッ
ト

ス
イ

ッ
チ

2
閉

動
作

し
な

い
1

押
し

込
み

不
足

1
1

（
2
0
0
7
-
東

京
-
T
0
1
7
）

接
点

が
離

れ
た

1
1

1
（
2
0
0
3
-
東

京
-
T
0
3
1
5
）

機
能

達
成

に
必

要
な

項
目

リ
ミ

ッ
ト

ス
イ

ッ
チ

と
ブ

ラ
ン

ケ
ッ

ト
が

微
妙

に
ズ

レ
を

生
じ

た

C
B

M
適

用
性
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 故
障

原
因

の
分

類
（
安

全
弁

・
逃

が
し

弁
：
ニ

ュ
ー

シ
ア

（
1
9
9
9
.1

.1
-
2
0
0
9
.7

.3
1
）
よ

り
）

件
数

故
障

部
位

件
数

故
障

事
象

件
数

故
障

原
因

１
件

数
故

障
原

因
2

件
数

備
考

可
否

パ
ラ

メ
ー

タ

バ
ウ

ン
ダ

リ
の

維
持

1
接

続
配

管
1

ね
じ

込
み

部
破

断
1

疲
労

（起
動

停
止

時
の

熱
変

位
の

繰
り

返
し

）
1

ね
じ

谷
部

が
鋭

角
の

た
め

応
力

集
中

が
３

６
％

増
1

(2
0
0
0
-
東

京
-
T
0
0
7
)

隔
離

機
能

の
維

持
9

弁
体

1
低

い
値

で
作

動
1

ば
ね

の
ゆ

る
み

1

ボ
ー

ル
部

分
（
弁

体
と

弁
棒

の
接

触
部

）

の
摩

耗
に

よ
る

弁
棒

位
置

の
ず

れ
1

(2
0
0
3
-
東

京
-
T

0
3
2
)

弁
座

8
シ

ー
ト

リ
ー

ク
8

侵
食

/
異

物
2

ゴ
ミ

等
の

噛
込

み
2

(2
0
0
5
-
東

京
-
T
0
3
0
2
)(

2
0
0
6
-
東

北
-
T
0
1
0
)

異
物

5

(2
0
0
0
-
東

京
-
T
0
1
1
)(

2
0
0
4
-
関

西
-
T
0
2
3
)

(2
0
0
5
-
関

西
-
T
0
2
2
)(

2
0
0
6
-
九

州
-
T
0
0
3
)

(2
0
0
3
7
-
九

州
-
T
0
0
3
)

廻
り

止
め

用
ビ

ス
1

廻
り

止
め

ビ
ス

が
振

動
で

は
ず

れ
1

(2
0
0
4
-
東

京
-
T
0
6
2
)

作
動

機
能

の
維

持
2

ボ
ル

ト
・
ナ

ッ
ト

・

座
金

・
ネ

ジ
2

R
C

IC
タ

ー
ビ

ン
軸

受

油
圧

が
上

昇
せ

ず
1

ス
プ

リ
ン

グ
押

し
込

み
力

小
1

ア
ジ

ャ
ス

ト
ボ

ル
ト

の
押

し
込

み
を

失
念

1
(2

0
0
5
-
東

京
-
T
0
6
3
2
)

シ
ー

ル
ド

プ
レ

ー
ト

取
り

付
け

ボ
ル

ト
脱

落
1

廻
り

止
め

溶
接

破
損

1
ボ

ル
ト

締
め

付
け

力
不

足
1

(2
00

5
-関

西
-
T
01

7)

機
能

達
成

に
必

要
な

項
目

C
B

M
適

用
性
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 故
障

原
因

の
分

類
（
油

圧
弁

：
ニ

ュ
ー

シ
ア

（
1
9
9
9
.1

.1
-
2
0
0
9
.7

.3
1
）
よ

り
）

件
数

故
障

部
位

件
数

故
障

事
象

件
数

故
障

原
因

１
件

数
故

障
原

因
2

件
数

備
考

可
否

パ
ラ

メ
ー

タ

バ
ウ

ン
ダ

リ
の

維
持

2
フ

ラ
ン

ジ
2

蒸
気

漏
れ

2
ガ

ス
ケ

ッ
ト

・
パ

ッ
キ

ン
の

一
部

に
損

傷
1

ゴ
ミ

の
噛

み
込

み
等

1

長
さ

約
3
c
m

、
幅

約
1
c
m

の
損

傷

（
2
0
0
5
-
東

京
-
T
0
1
3
）

ボ
ル

ト
に

緩
み

1
締

め
付

け
管

理
不

十
分

1
（2

0
0
2
-
原

電
-
T
0
1
6
）

隔
離

機
能

の
維

持

作
動

機
能

の
維

持
4

ブ
ッ

シ
ン

グ
1

ブ
ッ

シ
ン

グ
が

脱
落

し
、

弁
体

と
弁

蓋
の

間
に

挟
ま

る
1

ブ
ッ

シ
ン

グ
が

運
転

中
に

緩
む

1
ブ

ッ
シ

ン
グ

の
廻

り
止

め
不

十
分

1

中
間

開
度

で
停

止

（
2
0
0
4
-
東

京
-
T
0
3
4
）

グ
ラ

ン
ド

押
さ

え
1

グ
ラ

ン
ド

押
さ

え
が

脱
落

し
、

弁
体

と
弁

蓋
の

間
に

挟
ま

る
1

グ
ラ

ン
ド

押
さ

え
が

運
転

中
に

緩
む

。
1

グ
ラ

ン
ド

押
さ

え
の

ｶ
ｼ
ﾒ不

十
分

1

中
間

開
度

で
停

止

（
1
9
9
8
-
中

部
-
T
0
0
7
）

連
結

ナ
ッ

ト
1

連
結

ナ
ッ

ト
の

離
脱

し
、

リ
フ

ト

バ
ー

と
弁

棒
が

遊
離

し
た

。
1

ナ
ッ

ト
締

め
付

け
不

十
分

1

開
度

1
0
％

大

（
2
0
0
1
-
東

京
-
T
0
2
0
）

ス
ラ

ス
ト

リ
ン

グ
1

割
れ

1

ポ
ン

プ
ラ

ン
バ

ッ
ク

に
よ

り
ボ

ー
ル

シ
ャ

フ
ト

と
衝

突
を

繰
り

返
す

1
腐

食
に

よ
り

微
小

欠
陥

発
生

1

摺
動

抵
抗

増
大

（
2
0
0
2
-
原

電
-
T
0
1
2
）

機
能

達
成

に
必

要
な

項
目

C
B

M
適

用
性
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 故
障

原
因

の
分

類
（
空

気
弁

：
ニ

ュ
ー

シ
ア

（
1
9
9
9
.1

.1
-
2
0
0
9
.7

.3
1
）
よ

り
）

件
数

故
障

部
位

件
数

故
障

事
象

件
数

故
障

原
因

１
件

数
故

障
原

因
2

件
数

C
B

M
適

用
性

備
考

可
否

パ
ラ

メ
ー

タ

バ
ウ

ン
ダ

リ
の

維
持

2
弁

箱
1

貫
通

穴
1

腐
食

1
ゴ

ム
ラ

イ
ニ

ン
グ

破
損

1

微
小

開
度

運
用

時
流

速
大

で
渦

が
発

生
し

、

ラ
イ

ニ
ン

グ
破

損
（
2
0
0
0
-
四

国
-
T
0
2
6
）

フ
ラ

ン
ジ

1
に

じ
み

1
ボ

ン
ネ

ッ
ト

締
め

付
け

力
の

緩
み

1
圧

力
、

温
度

の
変

動
1

（
2
0
0
2
-
東

北
-
T
0
0
1
）

隔
離

機
能

の
維

持
2

弁
体

1
動

作
不

能
1

ピ
ス

ト
ン

リ
ン

グ
と

ケ
ー

ジ
部

の

摩
擦

力
大

1
ク

ラ
ッ

ド
の

噛
み

こ
み

1
〇

弁
体

の
動

き
/

ト
レ

ン
ド

ケ
ー

ジ
内

面
が

摺
動

時
に

摩
耗

し
、

隙
間

に
ク

ラ
ッ

ド
付

着
（
2
0
0
6
-
原

電
-
T
0
1
1
）

弁
座

1
固

着
1

弁
体

と
弁

座
間

に
異

物
噛

み
込

み
1

（
2
0
0
6
-
関

西
-
T
0
1
4
）

作
動

機
能

の
維

持
1

開
度

調
整

器
1

制
御

不
調

1
制

御
用

空
気

の
供

給
不

足
1

金
属

屑
の

混
入

1
（2

0
01

-四
国

-
T
00

9）

機
能

達
成

に
必

要
な

項
目
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添付資料②-7 故障原因の分類 

 故
障

原
因

の
分

類
（
電

動
ポ

ン
プ

（
原

子
炉

冷
却

系
統

設
備

）
：
ニ

ュ
ー

シ
ア

（
1
9
9
9
.1

.1
-
2
0
0
9
.9

.3
1
）
よ

り
）

件
数

故
障

部
位

件
数

故
障

事
象

件
数

故
障

原
因

１
件

数
故

障
原

因
2

件
数

C
B

M
適

用
性

停
止

時
間

備
考

可
否

パ
ラ

メ
ー

タ
（
H

r）

バ
ウ

ン
ダ

リ
3
0

メ
カ

ニ
カ

ル
3
0

シ
ー

ル
リ

ー
ク

2
7

浸
食

1
9

異
物

混
入

1
9

2
7
3
.5

（
2
0
0
2
-
東

北
-
T

0
0
4
）

の
維

持
シ

ー
ル

（
エ

ロ
ー

ジ
ョ

ン
）

2
2
7
.5

（
2
0
0
1
-
東

北
-
T

0
0
3
）

2
2
4
.0

（
1
9
9
9
-
東

北
-
T

0
0
1
）

1
7
1
.5

（
2
0
0
8
-
東

京
-
T

0
2
0
）

0
.0

（
2
0
0
6
-
東

京
-
T

0
2
5
）

1
,5

8
4
.0

（
2
0
0
5
-
東

京
-
T

0
5
4
）

1
8
3
.0

（
2
0
0
5
-
東

京
-
T

0
3
1
）

2
2
3
.0

（
2
0
0
5
-
東

京
-
T

0
2
3
）

2
2
8
.5

（
2
0
0
1
-
東

京
-
T

0
2
6
）

0
.0

（
2
0
0
5
-
中

国
-
T

0
0
3
）

1
3
2
.0

（
2
0
0
4
-
中

国
-
T

0
0
5
）

3
5
5
.0

（
2
0
0
8
-
原

電
-
T

0
1
6
）

4
1
3
.0

（
2
0
0
8
-
原

電
-
T

0
0
9
）

2
7
2
.0

（
2
0
0
7
-
原

電
-
T

0
1
2
）

1
9
8
.8

（
2
0
0
6
-
原

電
-
T

0
1
0
）

1
4
1
.0

（
2
0
0
3
-
原

電
-
T

0
1
2
）

1
7
4
.0

（
2
0
0
2
-
原

電
-
T

0
1
9
：
ポ

ン
プ

B
）

（
2
0
0
2
-
原

電
-
T

0
1
9
：
ポ

ン
プ

C
）

1
1
0
.0

（
2
0
0
0
-
原

電
-
T

0
0
4
）

面
荒

れ
4

4
0
.0

（
2
0
0
6
-
東

北
-
T

0
0
1
）

6
3
1
.0

（
2
0
0
5
-
東

京
-
T

0
5
9
）

0
.0

（
2
0
0
5
-
東

京
-
T

0
5
1
）

2
2
4
.0

（
2
0
0
5
-
中

国
-
T

0
0
2
）

2
シ

ー
ル

リ
ン

グ
ス

プ
リ

ン
グ

力
低

下
1

0
.0

（
2
0
0
5
-
関

西
-
T

0
2
3
）

D
D

C
S

摺
動

部
摩

擦
力

増
に

よ
る

シ
ー

ル
リ

ン
グ

追
随

性
能

低
下

1
3
1
3
.1

（
2
0
0
3
-
関

西
-
T

0
0
9
）

2
付

着
物

に
よ

る
テ

ー
パ

量
増

1
0
.0

（
1
9
9
9
-
四

国
-
T

0
0
8
）

異
物

混
入

に
よ

る
シ

ー
ル

リ
ン

グ
の

追
従

不
良

1
4
8
9
.5

（
1
9
9
８

-
九

州
-
T

0
0
5
）

温
度

上
昇

2
摺

動
摩

擦
熱

増
2

異
物

混
入

に
よ

る
摺

動
面

荒
れ

1
〇

温
度

2
7
3
.5

（
2
0
0
5
-
東

北
-
T

0
0
7
）

バ
ラ

ン
ス

ス
リ

ー
ブ

と
X

リ
ン

グ
の

滑
り

が
悪

い
1

〇
温

度
0

（
2
0
0
6
-
東

京
-
T

0
1
2
）

軸
振

動
増

1
軸

が
ぶ

れ
る

1
摺

動
面

の
摩

擦
抵

抗
増

1
〇

振
動

1
4

（
2
0
0
2
-
北

陸
-
T

0
0
1
）

プ
ラ

ン
ト

停
止

時
間

合
計

（
H

r）
6
,8

5
5
.9

機
能

達
成

に
必

要
な

項
目

シ
ー

ル
ラ

ン
ナ

と
シ

ー
ル

リ
ン

グ
の

開
き

フ
ェ

ー
ス

プ
レ

ー
ト

の
間

隙
増

加

静
止

リ
ン

グ
と

静
止

環
の

摩
擦

力
に

よ
り

、
静

止
リ

ン
グ

と
回

転
リ

ン
グ

の
当

た
り

が
変

化
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 故
障

原
因

の
分

類
（
電

動
ポ

ン
プ

（
タ

ー
ビ

ン
系

）
：
ニ

ュ
ー

シ
ア

（
1
9
9
9
.1

.1
-
2
0
0
9
.9

.3
1
）
よ

り
）

機
能

達
成

に
必

要
な

項
目

件
数

故
障

部
位

件
数

故
障

事
象

件
数

故
障

原
因

１
件

数
故

障
原

因
2

件
数

備
考

可
否

パ
ラ

メ
ー

タ

主
軸

2
折

損
1

疲
労

1
組

立
時

、
主

軸
外

周
面

に
傷

1
〇

振
動

（
2
0
0
1
-
四

国
-
T

0
1
3
）

4
振

動
大

1
羽

根
車

と
ブ

ッ
シ

ュ
の

隙
間

拡
大

1
ブ

ッ
シ

ュ
の

摩
耗

1
〇

振
動

（
2
0
0
3
-
原

電
-
T

0
0
9
）

羽
根

車
1

エ
ロ

ー
ジ

ョ
ン

1
低

流
量

域
で

の
流

れ
の

剥
離

1
第

1
1
サ

イ
ク

ル
で

プ
ラ

ン
ト

起
動

・
停

止
回

数
が

多
か

っ
た

1
（
2
0
0
8
-
中

部
-
T

0
2
4
）

軸
受

け
1

変
形

1
潤

滑
油

不
足

に
よ

る
発

熱
1

給
油

口
が

閉
塞

1
（
2
0
0
1
-
関

西
-
T

0
0
6
）

ケ
ー

シ
ン

グ
2

き
裂

2
欠

陥
が

進
展

し
て

連
結

1
内

在
欠

陥
（
鋳

巣
欠

陥
）

1
（
2
0
0
5
-
関

西
-
T

0
1
4
）

1
5

粒
界

腐
食

割
れ

1
ス

ラ
グ

巻
き

込
み

・
未

溶
着

部
1

（
2
0
0
0
-
四

国
-
T

0
2
9
）

メ
カ

ニ
カ

ル
シ

ー
ル

9
シ

ー
ル

リ
ー

ク
9

4
異

物
混

入
4

（
2
0
0
8
-
原

電
-
T

0
2
5
）

（
2
0
0
7
-
中

国
-
T

0
0
2
）

（
2
0
0
5
-
原

電
-
T

0
0
6
）

（
2
0
0
1
-
北

陸
-
T

0
0
2
）

2
回

転
リ

ン
グ

先
端

の
摩

耗
2

（
2
0
0
8
-
原

電
-
T

0
2
6
）

（
2
0
0
5
-
原

電
-
T

0
0
7
）

O
リ

ン
グ

シ
ー

ル
機

能
低

下
1

シ
ャ

フ
ト

ス
リ

ー
ブ

の
取

付
不

良
1

（
1
9
9
9
-
東

北
-
T

0
0
2
7
）

シ
ー

ル
面

の
割

れ
1

マ
イ

ク
ロ

ク
ラ

ッ
ク

の
進

展
に

よ
る

S
iC

結
晶

粒
の

剥
離

等
1

（
2
0
0
2
-
中

国
-
T

0
0
2
）

蒸
気

発
生

1
摺

動
部

冷
却

水
の

温
度

上
昇

1
（
2
0
0
0
-
四

国
-
T

0
2
8
）

取
付

ボ
ル

ト
1

リ
ー

ク
1

ケ
ー

シ
ン

グ
合

わ
せ

面
の

面
圧

低
下

1
ボ

ル
ト

軸
力

不
足

1
（
2
0
0
9
-
九

州
-
T

0
0
1
）

軸
シ

ー
ル

リ
ン

グ
・
O

リ
ン

グ
1

リ
ー

ク
1

蒸
気

発
生

1
グ

ラ
ン

ド
パ

ッ
キ

ン
の

施
工

不
良

1
（
2
0
0
6
-
関

西
-
T

0
0
9
）

配
管

2
き

裂
2

疲
労

1
ベ

ン
ト

管
の

固
有

振
動

数
の

増
加

に
よ

る
共

振
1

（
2
0
0
5
-
関

西
-
T

0
0
6
）

減
肉

1
オ

リ
フ

ィ
ス

下
流

の
F
A

C
1

（
2
0
0
5
-
原

電
-
T

0
1
2
）

そ
の

他
1

増
速

機
1

き
裂

1
疲

労
1

歯
車

の
当

た
り

面
減

に
よ

る
応

力
増

1
（
2
0
0
4
-
関

西
-
T

0
0
4
）

ポ
ン

プ
容

量
と

揚
程

の
確

保

ス
プ

リ
ン

グ
に

よ
る

押
し

付
け

力
低

下

バ
ウ

ン
ダ

リ
の

維
持

シ
ー

ル
面

の
面

荒
れ

／
傷

C
B

M
適

用
性



2-207 

 故
障

原
因

の
分

類
（
電

動
ポ

ン
プ

（
原

子
炉

補
助

設
備

）
：
ニ

ュ
ー

シ
ア

（
1
9
9
9
.1

.1
-
2
0
0
9
.9

.3
1
）
よ

り
）

件
数

故
障

部
位

件
数

故
障

事
象

件
数

故
障

原
因

１
件

数
故

障
原

因
2

件
数

C
B

M
適

用
性

備
考

可
否

パ
ラ

メ
ー

タ

軸
1

折
損

1
疲

労
1

1
〇

振
動

（
2
0
0
3
-
四

国
-
T

0
0
9
）

3

軸
受

2
2

炉
水

ク
ラ

ッ
ド

等
の

循
環

に
よ

り
、

1
1

（
2
0
0
1
-
東

京
-
T

0
2
8
）

摩
耗

長
時

間
使

用
（
2
8
,8

6
1
時

間
）

1
（
2
0
0
9
-
北

陸
-
T

0
0
3
）

1
シ

ー
ル

リ
ー

ク
1

シ
ー

ト
面

の
面

荒
れ

1
異

物
混

入
1

（
2
0
0
4
-
原

電
-
T

0
0
6
）

3

配
管

2
き

裂
2

疲
労

2
ポ

ン
プ

締
切

運
転

時
の

振
動

と
共

振
1

（
2
0
0
1
-
関

西
-
T

0
0
9
）

配
管

振
動

1
（
2
0
0
2
-
四

国
-
T

0
0
5
）

機
能

達
成

に
必
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2.1.4 燃料安全体系化 

(1) はじめに 

原子力安全の目的は「人」と「環境」を放射線の有害な影響から守ること，すなわち，

放射能放出のハザードである燃料から「人」と「環境」が隔離された状態を維持すること

である．また，燃料は FP の発生源であると同時に熱や水素の発生源でもあり，時に、それ

らが防護壁のもつ放射能閉じ込め機能を脅かす要因にもなる．そのため，原子力安全を達

成するには，通常運転時，異常過渡時，事故時，運転終了後のあらゆる段階において，異

常の発生・拡大を防ぐよう，状況に応じた燃料管理の方法を整備しておくことが重要であ

る． 

本節では，以下に示す燃料タスクの目的のもと，放射性物質漏えいのハザードとしての

燃料に関し，使用済燃料プールの健全性も含めた燃料安全の評価手法を整備し，体系化す

る．その際，燃料のふるまいを念頭に，安全機能もしくは安全対策の優先順位（重要度）

を明確にし，システム安全の評価や保全の最適化に関する検討を行う． 

 

燃料タスクの目的 

本調査項目では，経年プラントにおける規制・基準として求められる，炉心燃料（燃料

プールも含む）の取扱いやシビアアクシデントに関連する事項，及び漏えいに係る領域な

どのリスク評価を含む，運用基準を定めるための課題を抽出して，今後の対応策をまとめ

る．成果の反映先としては．新安全基準（シビアアクシデント対策）に関し、以下の項目

が挙げられる 

 炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策の有効性評価 

 使用済燃料貯蔵プールにおける燃料損傷防止対策の有効性評価 

 炉停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価 

 

 

（2）深層防護とオブジェクティブツリー 

深層防護（Defense in Depth）の概念は、原子力の安全を確保するための方法論として

重要であり，図 2.1.4-1 に示すように，原子炉の設計段階のみならず，立地，製造/建設，

運転，廃止措置，燃料貯蔵等，原子炉が経験するあらゆるフェーズで実装されるべき概念

とされる[1]．しかしながら，福島原発事故の反省として，OECD/NEA の報告書[2]では，「深

層防護概念は依然として妥当ではあるが，その実装に問題があった」と言及されている．

深層防護の概念があらゆるフェーズのあらゆる部分に，果たして網羅的にかつバランスよ

く適用されているかを今一度確認する必要がある． 
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図 2.1.4-1 深層防護の基本概念や安全文化に係わる具体的安全原則の相互作用[1] 

 

 

 

図 2.1.4-2 オブジェクティブツリーの構成[3] 
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深層防護上バランスがとれた対策が行えているかを確認する方法として「オブジェクテ

ィブツリー」と呼ばれる工学設計手法がある[3]．オブジェクティブツリーの構成を図

2.1.4-2 に示す． 

オブジェクティブツリーには，まず，対象とする「深層防護レベル」があり，その下に

防護レベルに応じた「目的」と，その目的に対応する「安全機能」が記載される．基本的

な安全機能（FSF）としては「止める」「冷やす」「閉じ込める」があるが，これらはより詳

細な安全機能（SF）（例えば，燃料被覆管の健全性を維持する等）へと展開される．この安

全機能が満たされているうちは問題ないが，実際には安全機能を阻害する可能性がある「脅

威」が存在し，さらに，その脅威が発現する「メカニズム」が存在し，それらもツリーに

記載される．ツリーの最下層には，こうしたメカニズムが働かないようにするための「対

策」が記載される．対策には，設備や装置で対応するものの他に，設計仕様，安全裕度，

基準類，作業員の力量，訓練などで対応するものがある．こうした階層構造をツリーとし

て展開し，対応すべき事象の発生メカニズムまで掘り下げて整理することで，原子力安全

に係る対策のバランスのよさを深層防護の観点から評価することが出来る．定量性には欠

けるが，対策の網羅性をスクリーニングするための評価方法として活用される． 

 

 

（3）オブジェクティブツリーを用いた燃料安全設計の検討 

日本原子力学会標準委員会システム安全専門部会炉心燃料分科会では，オブジェクティ

ブツリーの手法を用いて，炉心及び燃料が担う安全機能の維持を目的とする安全設計の考

え方について検討が行われている[4]．その一例を簡単に紹介する． 

図 2.1.4-3 は，炉心燃料の安全設計に係る階層構造を示す．原子力安全を達成するため

の要求は，最上位の安全目標（レベル 1）から段階的に，機能要求（レベル 2），性能水準

要求（レベル 3），容認可能な実施方法（レベル 4）の 4つの階層に分類される．上位のレ

ベルから下位のレベルに展開するに従い，より具体的な要求事項，設計基準へとつながる

構造になっている．例えば，燃料被覆管に対しては，レベル 2の機能要求として，閉じ込

め機能維持の観点から貫通欠陥の発生防止が，冷却性機能維持の観点から流路閉塞に至る

損傷の防止が求められている． 

こうした階層構造の三角形において，上位レベルは通常，「破損してはならない」のよう

なネガティブリスト方式で記載される．しかしながらそうした規制方式は，いわゆる悪魔

の証明であり，このままでは実際の設計ができないので，下方レベルはポジティブリスト

方式で表現されることになる．当然，ネガティブ方式の表現とポジティブ方式の表現には

実際上齟齬が生じることから，それらの整合性を常に確認する作業としてローリング活動

（PDCA を回す作業）が重要になる． 
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図 2.1.4-3 原子炉の安全確保における階層的な要求と燃料へ求められる事項の展開[4] 

 

 

 

 

図 2.1.4-4 燃料棒の閉じ込め機能の評価項目への展開[4] 
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図 2.1.4-5 燃料棒の冷却形状維持機能の評価項目への展開[4] 

 

 

同分科会活動では，機能要求（レベル 2）を満たす性能水準要求（レベル 3）を抽出する

ために，オブジェクティブツリーを用いた展開を行っている．図 2.1.4-4 は，燃料棒の閉

じ込め機能について，また図 2.1.4-5 は冷却機能について，オブジェクティブツリーによ

る展開を行った例を示している．このように安全機能を守るための燃料への要求事項から，

機能を阻害する要因，さらに，機能阻害要因の詳細な展開を行うことで，燃料設計上重要

な評価項目を網羅的に抽出することが可能になる． 

 

一方，事故時の燃料のふるまいについても，同様にオブジェクティブツリーを用いた検

討がなされている．以下に，事故時の燃料のふるまいを簡単に述べたのちに，ツリーを用

いた EPRI の検討について紹介する． 

 

 

（4）事故時の燃料のふるまい 

冷却水が正常に機能する，いわゆる通常運転時においては，熱は燃料から効果的に分離

される．しかしながら事故時には，その冷却機能が十分ではなくなるため，燃料から発生

する熱は，放射能（FP）とうまく分離されなくなる．やがては，原子炉の基本安全機能「止

める」，「冷やす」，「閉じ込める」が同時に満たされなくなる．燃料の過度な発熱や水素発
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生は，事故の進展を加速させる要因であり，事故の進展を抑えるためにも適切な燃料管理

が求められる． 

 

図 2.1.4-6 に炉心構成材料の配置，および，それらの間で高温において起こるであろう

反応を示す．また，図 2.1.4-7 は，燃料に関連する各反応を温度軸（右方の高温になるほ

ど，事故が進展していることを意味する）に対して整理している．留意すべきは，炉心構

成材料間の共晶融解反応もしくはそれに類似の相互反応により，それぞれ材料固有の融点

よりもかなり低い温度で燃料溶融が起こり始める可能性があるという点である．また，制

御棒や炉内構造物の融点は，燃料棒を構成する材料よりも低く，そのため，閉じ込め機能

をもつ多重の壁（ペレット→被覆管→冷却水圧力バウンダリー→格納容器→原子炉建屋）

は，必ずしも内側から崩壊していくわけではない．さらに，燃料被覆管温度が約 1200℃を

越えるとジルカロイと水蒸気の間の酸化反応が激しくなり，この酸化反応熱によって燃料

温度は急激に上昇し，大量の水素が発生し，そして，燃料溶融や水素爆発によって事故の

進展は加速される．事故時においては，このように燃料やそれを取り巻く炉心の状況は激

しく変化し，燃料管理を行う上で考慮すべき事象は多い．特に，それらの時間発達を理解

しておくことは重要である．なぜなら，事故時においては，燃料の状態がどうであり，事

故時に実施すべき種々の対策（炉システムに対する影響緩和策だけでなく，周辺住民に対

する避難措置も含む）に対して，果たしてどの程度の時間余裕があるかを常に把握してお

くことが重要だからである． 

 

 

 

図 2.1.4-6 炉心構成材料間の高温反応[5] 
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図 2.1.4-8 は，熱の発生や放射能放出のハザードである燃料の状態の変化とそれらに対

応する安全対策を示している．燃料の状態に対応してそれぞれ懸念されるリスクがあり，

それぞれの状況に応じて実施されるべき対策が異なることを意味している．すなわち，通

常運転の状態（防護レベル１）では，適切に 5 重の防護壁を設置すればよいが，異常状態

（防護レベル 2）や想定内事故の状態（防護レベル 3）では，防護壁そのものを守る工夫が

必要になる．後述する燃料リークの問題に対処したり，ECCS 級の安全系を設置したりする

ことに相当する．さらに事故が進展し，いわゆるシビアアクシデントの状態（防護レベル

4）になると，今度は，屋内退避やマスク着用など，直接人を守る必要が出てくる．そして，

敷地外に放射能が放出される事態（防護レベル 5）では，避難やその後の除染（回復策）

が必要になっている．このように，燃料の状態に応じて準備すべき対策は異なる．したが

って，「燃料の状態」→「顕在化する現象」→「懸念されるリスク」→「必要な対策」の関

係性を明確にしておく必要がある． 

 

 

（5）事故の進展と燃料のふるまい 

図 2.1.4-9 に EPRI の技術レポート[6]に記載されているアクシデントマネジメントの構

成を示す．前述したオブジェクティブツリーと同様の構造を有しており，最上位には「目

的」があり，下方に向かうに従い，目的を果たすための「機能」，機能を脅かす「脅威」，  

 

 

 

図 2.1.4-9 EPRI SAM 技術レポートにおけるアクシデントマネジメントの構成[6] 
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脅威を発現させないための「安全対策」という順に展開される階層構造になっている．事

故の発生・進展は，熱や水素，放射能の発生源である燃料の状態に強く依存するため，図

中赤色で囲んだように，多くの場合，「脅威」は，燃料の状態と直接関連することになる． 

 

「機能」のひとつである格納容器の健全性維持を例に，格納容器の破損に関するメカニ

ズムを階層的に展開した図を図 2.1.4-10 に示す．このように，破損のメカニズムを掘り下

げると，燃料の状態とそれに起因して発生する事象のつながりを明確にすることが出来る．

こうした展開図は，事象の原因と結果を連鎖的に示すことになっている．すなわち，図の

下から上に向かって，ある事象が「原因」となって別の事象（結果）を生み，そしてその

「結果」となった事象が今度は「原因」となって次の「結果」を生んでいる．この事象の

因果関係の連鎖を俯瞰した図を，ここでは、「因果関係ダイアグラム」と呼ぶことにする． 

 

 

 

図 2.1.4-10 格納容器破損メカニズムの展開（因果関係ダイアグラム） 

 

 

（6）因果関係ダイアグラムを定量化するためのリスク評価 

燃料の状態とそれに起因して懸念されるリスクの関係が明確になれば，リスクを下げる

ための具体的な安全対策を系統的に検討することが可能になる．ここでは，原子炉のリス

ク評価に使用されている確率論的リスク評価（PRA）のロジックを援用し，前述した因果関

係ダイアグラムをもとにリスクの定量化を試みた． 
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まず，確率論的リスク評価手法の概要を，地震 PRA を例に説明する．図 2.1.4-11 は，地

震 PRA で使われる「ハザード曲線」と「フラジリティ曲線」，および，「炉心損傷頻度曲線」

を示している．ハザード曲線は地震の発生確率の分布を表し，フラジリティ曲線は地震発

生時の原子炉機器の機能喪失確率を表す．これらの情報をもとに，いわゆるフォールトツ

リー解析やイベントツリー解析を行って得られるのが，「炉心損傷頻度曲線」（いわゆる残

余のリスクを示す）である．こうしてリスクは定量化される．図の右側にある炉心損傷頻

度曲線（より一般的には，「リスク発現頻度曲線」と呼ぶことにする）を積分した斜線部分

の面積が，いわゆる「炉心損傷頻度（CDF）」である．ここで，懸念されるリスクの「原因」

を，その発生頻度と対象物の応答特性に分け，それぞれをハザード曲線とフラジリティ曲

線として定量化されることに注意されたい．また．「リスク発現頻度曲線」は，そうした原

因によってもたらされる「結果」を定量化したものである． 

 

 

 

図 2.1.4-11 地震 PRA の概要[7] 

 

 

図 2.1.4-12 は，因果関係とリスク評価の関係を表している．ここではこれを，「リスク

戦略ダイアグラム」と呼ぶことにする．図中右方に示した「状態・原因」－「結果」－「対

策」の関係性を線で結んだダイアグラムのうち，「原因」－「結果」の部分は，図 2.1.4-10

に示した因果関係ダイアグラムから得られる．この場合，因果関係ダイアグラムの全体の

因果関係（一番下の「酸化発熱」や「崩壊熱」等を原因とし，一番上の「格納容器破損」
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因とし，それと直接的に結び付いている「冷却不全」を結果とする）に限定して考えても

よい．いずれの関係においても，注目している因果関係が，ハザード曲線やフラジリティ

曲線等のリスク評価手法によって定量化される． 

 

次に，こうして作成したリスク評価をもとに，実施すべき安全対策を考えることになる．

図 2.1.4-12 に示すように，ハザード曲線を下げるようにして立案されるのが「異常の発生

防止策」であり，フラジリティ曲線を下げるようにして決められるのが「異常の影響緩和

策」である．ただし，このようにして立案される対策は，通常複数挙げられるものである

から，その際，どの対策を優先すべきかが問題になる（安全対策の優先順位づけ）．例えば

炉心溶融事故において格納容器ベント弁を解放することを考える．ベント開の操作によっ

て冷却機能は回復するものの，同時に，一部の閉じ込め機能は放棄することを意味する．

果たしてベント弁は的確に開操作が行われるのか？総合リスクを考えるとベントすること

が求められるようなこうした事態であっても，時に，局所リスクにこだわる余り，ベント

弁開という判断がなかなかなされないことも想像に難くない．このように対策の優先順位

を決定しなければならない場合には，立案された安全対策に関連するいくつかのパラメー

タを用いて，リスク発現頻度曲線の感度解析を行い，その挙動から判断することになる． 

 

 

 

図 2.1.4-12 因果関係ダイアグラムとリスク評価（リスク戦略ダイアグラム） 
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（7）通常時および異常過渡時における燃料管理に対するリスク戦略ダイアグラム 

前述のリスク評価とそれに基づく対策の優先順位づけについて，具体例を示して説明す

る．ここでは，燃料被覆管材料の破損によって放射性物質が炉水へと漏えいする「燃料リ

ークの問題」について考える． 

まず，通常時および異常過渡時の燃料管理として，燃料リーク問題について説明する．

燃料リークは，運用中の燃料の被覆管の破損によって FP が炉水に放出される異常現象であ

る．炉水の放射能濃度は，冷却水喪失事故時の敷地境界における公衆被ばくを 1事故あた

り 5mSv 以下になるように規制される．具体的には，炉水中のヨウ素 131（I-131）の濃度

が「燃料リークに起因する運転上の制限値（LCO）」として，保安規定によってプラントご

とに決められている（前年度および前々年度の報告書参照）．しかしながら実際は，定期検

査時の作業員被ばくや地元自治体との取り決め等により，LCO 基準よりも低い基準値（管

理目標値）で事業者ごとに管理される．炉水中のヨウ素濃度測定は，通常，週数回程度の

サンプリング調査によって実施されるが，基準値を超えた場合，炉を計画外停止するなど

の措置がとられる（その他に，部分的な制御棒挿入による出力抑制運転や炉水濃度の監視

強化（いわゆる様子見）などの措置もある）．この自社基準（管理目標値）があまりに低い

（厳しい）と，過度の保守性から過度の保全を行うことになる．頻繁な計画外停止によっ

てハード面のダメージは避けられないことから，こうした場合，必ずしもシステム安全は

達成されないことになる．管理目標値の設定や燃料リーク対策にも合理性が求められてい

る． 

 

 

図 2.1.4-13 PRA 手法を援用した燃料リークの影響評価[8] 
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そこで，文献［8］では，PRA の評価手法を援用し，リスク評価をもとに燃料リーク対策

の最適化の試みがなされている．すなわち，図 2.1.4-13 に示すように，燃料リーク事象発

生時のヨウ素の漏えい量と事象の発生頻度を表す「ハザード曲線」を設定し，モンテカル

ロ法を用いて炉水ヨウ素濃度の時間進展を解析し，リスク発現頻度曲線（ここでは，燃料

リークに起因する「炉停止頻度曲線」）を導出している．さらに，炉水のサンプリング頻度

と管理目標値をパラメータとして炉停止頻度曲線に対する感度解析を行った．そして，最

適な燃料リーク管理を実施するには，管理目標値（炉水中のヨウ素 131 濃度）を厳しく設

定するよりも，サンプリング頻度を高める方が効果的であるという知見が得られている． 

燃料リーク発生時の対策を列挙すると，図 2.1.4-14 のように示される．防止策としては，

被覆管の品質管理の向上や不純物フレッティングを防止するための水質管理が挙げられる．

また，影響緩和策としては，出力抑制法や炉水ヨウ素濃度の監視強化，および炉停止を伴

う燃料交換が挙げられる．前述のように，文献［8］では炉水ヨウ素濃度監視の最適化のみ

に注目しているが，その他，例えば被覆管品質管理と出力抑制法の適用のどちらを優先さ

せるかなどの課題に対しても，やはりリスク発現頻度曲線の感度解析によって求められる

ものである． 

 

 

 

図 2.1.4-14 燃料リーク問題に対するリスク戦略ダイアグラム 
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（8）事故時の燃料管理に対するリスク戦略ダイアグラム 

次に，事故時の燃料管理の例として，図 2.1.4-10 の因果関係ダイアグラムに示した水素

爆発，格納容器過圧過温破損，燃料溶融に対するリスク戦略ダイアグラムを示す． 

 

図 2.1.4-15 は，水素爆発に対するリスク戦略ダイアグラムを示す．水素爆発の原因は，

燃料被覆管として使用されているジルコニウム合金の高温酸化に伴う水素の発生であり，

ハザード曲線は水素発生量とその頻度として記述することが出来る．そのため，水素の発

生量自体を低減させる防止策によってハザード曲線を下げることが出来る．防止策として

は冷却機能の強化や，急激な高温酸化が起こりにくい材料への改質などが挙げられる．一

方，フラジリティ曲線は，水素が発生した際，水素爆発につながる確率として記述される．

フラジリティを下げるためには，発生した水素が蓄積しないようにするための影響緩和策

が必要であり，水素再結合器の設置や窒素封入，一か所に集まらないようにするための撹

拌，換気などが挙げられる． 

 

 

 

 

図 2.1.4-15 水素爆発に対するリスク戦略ダイアグラム 
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ここで注意すべきは，フラジリティ曲線をいかに設定するか，特に，横軸をどのように

設定するかという点である．例えば，図 2.1.4-15 のフラジリティ曲線は，必ずしも「水素

爆発の現象論」のみによって決定されるものではないことに注意しなくてはならない．な

ぜなら現実的なことを考えると，横軸の水素発生量はモニタリングをしている場所での水

素量の計測値にすぎないからである．モニタリングをしている場所と水素爆発の起こる場

所が一致すれば，フラジリティ曲線は，ほぼ「水素爆発の現象論」によってのみ記述する

ことが可能になると思われるが，一般に，両地点は一致しないであろう．いかにフラジリ

ティ曲線を取得すべきかは，この水素爆発の問題に限らず，その他のあらゆる対策立案に

おいて重要である． 

 

 

 

図 2.1.4-16 格納容器過圧過温破損に対するリスク戦略ダイアグラム 
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に対する格納容器の過圧過温破損の発生確率の分布として表せる．燃料温度上昇時に格納

容器破損確率を下げるための影響緩和策としては格納容器スプレイや格納容器への注水，

冠水などが挙げられる． 

このような対策を実施する上で特に判断が難しいのは，前述したように，格納容器ベン

トである．格納容器ベントは，格納容器を減圧し，冷却機能を回復するための有効な手段

であるが，ベントを行えば放射性物質が炉外へ放出されることになるため安易には実施で

きない．フィルター付きのベントを使用する場合であっても，同様の問題は残るであろう．

表 2.1.4-1 に格納容器ベント方式の各国の比較を示す．ベント開始圧力には違いがあるも

のの，設計圧を基準に設定されており，当然ながら格納容器が破損する前にベントが行わ

れるように考慮されている．そのため，格納容器ベントを適切に実施するためには，事故

時においても格納容器内の圧力が確実に監視できるような計装系を配備する必要がある． 

 

 

表 2.1.4-1 格納容器ベント方式の比較[9] 

 

  

 

図 2.1.4-17 に燃料溶融に対するリスク戦略ダイアグラムを示す．懸念されるリスクは燃

料溶融であり，燃料の冷却不全に起因して発生する．そのためハザード曲線は，燃料温度

（モニタリング地点での測定値）とその発生頻度として記述できる．防止策としては ECCS

などの冷却系の強化や高温酸化による激しい発熱を防止するための被覆管材料の改質など

が考えられる．一方，フラジリティ曲線は，燃料温度に対する燃料溶融確率として表され，

緩和策としては燃料温度上昇時に溶融しにくい高融点材料への改質などが考えられる． 
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の間
0.4-0.7MPa(abs)
PWR:試験圧
0.4-0.7MPa(abs)
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計圧×1.3）

5-6bar（格納容器設
計圧）

操作方法 手動。運転員が補助
建屋内で手動弁を操
作（中操からの操作
はできない設計）、緊
急時チームと連絡を
取った上で発電所長
の権限で実施。
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ディスク）作動であり
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尚、上記圧力より低
い圧力での手動操
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保守・検査 定検時の格納容器気
密試験の後の減圧に
系を利用、作動性を
チェック。

１回/年。詳細不明。 機密性/計装系の
作動の確認（3回/
年）。

動的機器の目視検
査機能試験（１回/
年）。その他。
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このようなリスク評価と対策立案のスキームをもとに，対策の有効性を定量的に評価す

るには，ハザード曲線やフラジリティ曲線を描くためのデータや知見の取得が必要になる．

例えば，図 2.1.4-17 のフラジリティ曲線を描くには，事故を想定した高温での燃料のふる

まいに関する知見が必要になる．高温での燃料のふるまいに関して実施されている試験に

ついてまとめたのが，表 2.1.4-2 から表 2.1.4-4 までである．表 2.1.4-2 には炉内総合試

験が，表 2.1.4-3 と表 2.1.4-4 には炉外総合試験がまとめてある．ただし，事故時の燃料

のふるまいについては取得できる知見が非常に限られていることから，シビアアクシデン

ト解析コードも相補的に必要になる．表 2.1.4-5 には，そうした解析コードの一覧を示し

ている． 

 

 

 

 

図 2.1.4-17 燃料溶融に対するリスク戦略ダイアグラム 
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表 2.1.4-2 炉外総合試験の概要[10] 

 

 

 

表 2.1.4-3 炉外総合試験の概要１[10] 

 

 

 

 

 

 

 

試験名 NIELS CORA SANDIA-XR

施設 KfK KfK SNL

年代 1982～1986 1987～1992 1993～1996

目的 初期の溶融進展過程 初期の溶融進展過程 BWRの金属溶融物の
排出挙動

燃焼度 未照射UO2 未照射UO2 未照射UO2

燃料棒本数 1～9 25～59 64

制御棒 Ag-In-Cd Ag-In-Cd/B4C B4C

圧力 0.1 MPa 0.2～1.0 Mpa 0.1 MPa

最高温度 2523 K 2300～2500 K ～2300 K

試験名 TMI-2 PBF-SFD STEP ACRR-DF ACRR-ST

施設 発電炉 PBF/INEL TREAT/ANL ACRR/SNL ACRR/SNL

年代 1979 1982～1985 1984～1985 1984～1986 1985～1989

目的 - 燃料破損過
程、FP放出

FP放出 燃料破損過程 還元雰囲気下
でのFP放出

燃焼度 0.9GWd/t 0～38 
GWd/t

31～36 
GWd/t

未照射 47 GWd/t

燃料棒本数 全炉心 28～32 4 9～14 4

制御棒 Ag-In-Cd Ag-In-Cd Ag-In-Cd/B4C なし

圧力 5～15 
MPa

6.8～7.0 
MPa

0.3～8 MPa 0.7～2.0 0.2～2.0 MPa

最高温度 >3000 K >2800K ～2900 K ～2700 K ～2500 K
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表 2.1.4-4 炉外総合試験の概要２[10] 

 

 

 

表 2.1.4-5 シビアアクシデント解析コード[11] 

 

 

 

最後に，使用済み燃料の管理の例として，図 2.1.4-18 にプール貯蔵燃料の溶融に対する

リスク戦略ダイアグラムを示す．プール貯蔵燃料の冷却を考える上では，プールの水位を

保つことが重要である．そのため，ハザード曲線はプール水位の低下とその発生頻度とし

て記述される．発生防止策としては，電源喪失による水位低下に備え，非常用電源や復水

貯蔵タンク，可搬式ポンプ・バッテリーの配備などが挙げられる． 

一方，フラジリティ曲線は，水位の低下量に対する燃料溶融発生確率として表すことが

試験名 NRU-FLHT LOFT-FP Phebus-SFD Phebus-FP ACRR-MP

施設 NRU/AECL LOFT/INEL Phebus/CEA Phebus/CEA ACRR/SNL

年代 1985～1987 1984～1985 1986～1989 1993～2004 1989～1992

目的 実長の燃料破
損過程

初期の炉心損
傷過程

初期の炉心
損傷過程

後期の溶融進
展過程、FP放
出

後期の溶融進
展過程

燃焼度 0～28 GWd/t 0.4～1.4GWd/t 未照射 0～38GWd/t 未照射

燃料棒本数 11～12 11×11 21 20(FPT4はデ
ブリベッド試験)

UO2/ZrO2デブ
リベッド～3kg

制御棒 なし Ag-In-Cd Ag-In-Cd Ag-In-Cd/B4C Ag, In

圧力 1.4 MPa 0.3～1.4 MPa 0.5～3.5MPa 0.2MPa 0.1MPa

最高温度 2300～2600 K 2400～3000 K ～2750 K >2800 K ～3400 K

コード名 MAAP MELCOR RELAP/SCDAP THALES2 SAMPSON

開発主体 米国EPRI USNRC USNRS→ISS社 JAEA NUPEC

解析対象 In+Ex-Vessel In-Vessel In+Ex-Vessel

機能 水素爆発、水蒸気爆発の機能なし 想定し得る全事象

ユーザ
調整係数

多 多 極めて少 なし

計算時間 極短 実時間～数倍 実時間の1/2~1/4 実時間～数倍？ 実時間の２０倍

モデルの特徴 経験式を多数採用 SAMPPSONに類似 ソースターム評価 理論的・機構論的

ユーザ依存性 解析者により異なる結果 解析対象による ユーザ依存なし

コード検証・保守 ユーザグループ内で実施
（一部SPIに参加）

実験解析主体 ISP,公開実験主体
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できる．フラジリティ曲線を下げるための影響緩和策には，高融点材料への改質などが考

えられる．また，プール貯蔵燃料は，炉内燃料よりも事故時の事象の進展が遅いため，プ

ールの水位に応じて可搬式冷却設備なども活用した柔軟な対策立案が可能である．そのた

めには，プール水位の変化を把握するための計装系の配備が重要になる． 

NEI の報告書 [12] では，図 2.1.4-19 に示したように，検知すべきクリティカルな水位

として 3段階のレベルを設定している．レベル 1は通常運転を行うのに十分な水位，レベ

ル 2は放射線防護上十分な水位，レベル 3はプールへの注水が直ちに必要な水位であり使

用済燃料ラックが冠水する水位に該当する．このようなクリティカルな水位については，

確実に検知できるように計装系が配備されるべきであり，事象の進展に応じた対策を考え

る上でも非常に重要な指標になると考えられる． 

 

 

図 2.1.4-18 プール貯蔵燃料溶融に対するリスク戦略ダイアグラム 
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の SFP 計装に
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2.1.5 漏えい評価の基準化 

(1)漏洩流量評価 

1）概要 

 さまざまな漏えい事象における評価の基準や考え方、漏えい発生の事例について概観す

る。具体的には、LBB 評価の概念の考え方、内部溢水影響評価の考え方と基本方針、ピン

ホール型漏えいと発生例ならびにクラック型漏えいと発生例について述べる。 

2）LBB 評価 

配管内部に存在した亀裂や減肉などといった欠陥が運転中に進展して貫通したとしても、 

材料の靭性が十分に高いか、あるいは作用応力が低ければ脆性破壊または延性不安定破壊 

にいたらず破断前に冷却材漏洩を検知し、対応措置をとることによりプラントを安全に停 

止できるという概念である。図2.1.5-1にLBB 概念の概要図を示す。原子力プラントの配管 

系では、圧力バウンダリからの冷却材の漏れを常時監視しており、漏れが発生してから圧 

力バウンダリの破壊までに十分に時間の余裕があれば原子炉の停止などの措置が講じられ 

ているため破壊には至らない。本研究で対象とするピンホール形状の損傷は延性破壊に至 

る可能性が低いことからLBB が成立しやすい。また、 LBB が成立する場合にはパイプホ 

イップやレストレイントなどの防護設備が不要となり設備の費用低減や検査のための被ば 

く量低減等の利点が生じる。 

LBB 成立性評価は、漏洩検知設備は1gpm(0.23m3/h)の漏洩を1 時間以内に検知でき、主 

蒸気管および主給水管からの漏洩がその値を超えた場合には原子炉の停止操作を行うこと 

などの運転管理や構造の技術基準を満足していること、応力腐食割れやエロージョン・コ 

ロージョンについて損傷防止対策が施されていることなどの構造健全性面などの条件が前 

提となっている。LBB 成立性の評価において漏洩検知設備には5 倍のマージン(5gpm)を設 

定している。 

 
図 2.1.5-1  LBB 概念モデル 



2-233 

3)内部溢水影響評価 

2011 年 3 月 11 日の福島原発事故以降、原子力プラントの内部溢水を検討する取り組み

ができている。福島の事故では津波の影響でディール発電機なのどの重要機器が水没・被

水により、その機能が失われ、電源が確保できずに炉心溶融まで至ったとされている。こ

のように、プラント内で溢水が起きた場合の安全対策や評価が今までは不十分であったと

言える。そこで、プラント内で溢水が起こった場合のプラントの安全性を評価するために、

原子力発電所の内部溢水防護評価ガイドの策定が進められている。 

 この評価を新規制に組み込むことで、プラントの安全基盤の向上を目指している。具体

的な評価例を図 2.1.5-2 に示す。内部溢水評価の大まかな流れを示したフロー図を図

2.1.5-3 に示す。区画 2で漏洩があった場合、各区画に対してどのような影響があるか評

価する。例えば、区画 1であれば、漏えい個所より上階であるため、溢水経路とはならず、

評価は不要である。次に、区画 4に対しては、床開口やドレン配管、貫通部からの流入が

あることから評価が必要である。また、床開口からの飛散距離内に防護対象 Dがあること

から、被水や没水による評価が必要である。新規制基準では、B、C級配管溶接部の全数破

断を想定するように求められており、これらの漏えいが発生した場合、最地下階へ内部溢

水が流下するとし、漏えい検知系による溢水部上流のポンプを停止したり、弁を閉じるこ

とによって、LBB 概念を成立させ、止水ドアを設置した溢水防護区画内の重要機器を守る

ことを、内部溢水の基本対策方針とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.5-2 内部溢水の浸水評価手順の例 
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図 2.1.5-3 内部溢水影響評価フロー 
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4）ピンホール型漏えいと発生例 

ピンホール型の蒸気漏えいの主な原因は液滴衝撃エロージョン(Liquid Droplet 

Impingement Erosion ; LDI)である。 

高速二相流の配管系統において流れによって高速の液滴が配管内壁に衝突し、局所的に 

大きな衝撃力が発生することによって表面酸化膜や母材を変形、劣化させ、少しずつ材料を

脱離させ減肉を生じさせる現象である。表面が侵食されることによってその部分で応力集中

が起き、損傷が拡大する。この液滴衝撃エロージョンは液滴の繰り返し衝突による累積的な

侵食であることから疲労損傷の一つであるとも考えられている。 

図2.1.5-4のように原子力発電所では、ドレン配管など凝縮水と蒸気が混在する箇所で配

管破損が多く発生している。この現象は、液滴の慣性により配管壁面に衝突しやすい曲がり

部やオリフィス近傍で発生しやすく、減肉が進行すると配管壁に小さなピンホールを生じさ

せ、蒸気や凝縮水のリークが発生する。大規模な配管破断を引き起こす可能性は低くく、局

所的かつ微小損傷である。 

 

図2.1.5-4 損傷配管の内面と外面 
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柏崎刈羽発電所 1 号機主復水器ドレン配管漏洩 

タービン建屋主復水器近くの、リード管に発生した凝縮水を主復水器へ排出する小口径配

管からモヤ状に蒸気が漏洩した。当該ドレン配管オリフィス下流部のソケットエルボ端部よ

り下流の直管部に2 箇所の貫通孔が発生した。配管材料は低合金鋼(STPA23)であり、貫通孔

の直径は約1mm であった。原因はエロージョンが支配的であり、貫通孔付近では、流れ方向

の上流側に向かうのこぎり歯状の形態が確認された。図2.1.5-5 に概要図を示す。 

 

図2.1.5-5 実機プラントでのエロージョンの実例 
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5）クラック型漏えいと発生例 

クラック型の漏えいの主な原因は、疲労破壊によりき裂が生じることである。 

疲労破壊とは、時間的に変動する荷重によって発生した亀裂が、繰り返しを重ねるごとに

徐々に進行して破壊に至る現象である。一般に破壊までの繰り返し回数が 104回以下を低

サイクル疲労、それ以上を高サイクル疲労と分類されている。機械構造物の 80～90%は疲

労破壊が関係していると言われているため、疲労強度に関しては特に十分検討する必要が

ある。 

亀裂は通常、部材表面のわずかな傷や溝などの凹凸や形状の急変などによる応力集中部

が起点となって生じることが多い。亀裂の発生様式には多くの種類があるが、最も代表的

な様式はすべり変形によるものとされています。引張りおよび圧縮応力が繰り返されると

すべり変形が蓄積し、やがて入込みと呼ばれるくぼみと、突出しと呼ばれる出張りが発生

して部材表面が荒れてくる。これが応力集中となって亀裂の起点となる。 

例えば、内部に流体が流れる配管であれば、このき裂が進展することで、内部漏えいが

はじまる。さらに進展するとやがて、配管破断に至る。 

 

敦賀発電所 2号機再生熱交換器連絡配管漏えい 

定格出力にて運転中、原子炉格納容器内の巡視点検中に化学体積制御系等からホウ酸水の

漏えいが発見された。漏えい箇所の配管のまわりに取り付けてあった保温材を取り外して

点検したところ、3段ある再生熱交換器の中段と下段の抽出側連絡配管のエルボ（曲り）

部にひび割れ損傷を確認した。絡配管および再生熱交換胴部の割れはいずれも高サイクル

熱疲労によるものと推定した。図 2.1.5-6 に流動パターン変動による高サイクル熱疲労説

明図を示す。 

 
図 2.1.5-6 流動パターン変動による高サイクル熱疲労説明図 
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(2)ピンホール型漏えい実験 

1）概要 

 本試験では、オーステナイト系ステンレス鋼の疲労亀裂による蒸気漏洩のみ対象とした 

LBB概念に関して、高経年化事象または、新規制基準などの安全政策に適用を拡大させるこ

とを目指し、液滴衝撃エロージョンにより形成されたピンホールからの漏洩事象を対象とし

ている。次章に述べる漏えい流量評価手法の検討に用いるための検証用データを本実験で取

得した。 

 

2）実験装置・実験方法 

 図2.1.5-7に試験装置系統図を示す。図2.1.5-8に示すアキュムレータは、設計圧力が8MPa

となっており、アキュムレータ内水位は差圧伝送器により計測される。図2.1.5-9に試験体

外観を、図2.1.5-10に試験体の図面を示す。アキュムレータ内を電気ヒータにより加熱する

ことによって飽和蒸気を生成し、LBB試験体に飽和蒸気を供給した。 LBB試験体には電気ヒ

ータが巻きつけられており、飽和温度に設定することによりLBB試験体における熱損失を防

止している。LBB 試験体の蒸気漏洩穴は図2.1.5-11に示すノズルを組み込むことによりリー

ク穴を設定した。リーク穴径1mm、2mm、3mmとした三種類のノズルを用いた。 

試験では、最大5MPaに加圧された飽和蒸気をLBB 試験体に供給し、LBB試験体内部 

圧力が2MPaに低下するまで連続して蒸気を送り込み、その間の水位低下を水位計によって測

定することで蒸気流量を算出した。リーク穴径が3mmの場合のみアキュムレータの設 

計圧力の観点から最大 4MPa から試験を開始した。試験体からの蒸気放出の様子を図

2.1.5-12 に示す。 

 

 

図 2.1.5-7 試験装置系統図 
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図 2.1.5-8 アキュムレータ図面と仕様 

 

図 2.1.5-9 試験体外観 
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図 2.1.5-10 試験体の図面 

 

 

図 2.1.5-11 ノズル部図面 
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図 2.1.5-12 試験体からの蒸気放出の様子 

 

3）結果と考察 

 試験で取得した蒸気流量を評価するために、安全弁の蒸気に対する公称吹出し量（理論

流量）の算定方法を用いた流量と実験流量を比較した。単相蒸気に対する理論蒸気量は、

式（2.1.5-1）で表される。 

Gሶ ൌ 5.25 ∙ Cᇱ ∙ Cୢ ∙ A ∙ P        （2.1.5-1） 

Gሶ：公称蒸気流量[kg/h]     

Cᇱ：蒸気の性質による係数（表 2.1.5-1 参照）   

Cୢ：流量係数      

A：吹出し面積[mm2]     

P：吹出し圧力（絶対圧力）[MPa]    

 

 図 2.1.5-13 と図 2.1.5-14、図 2.1.5-15 に各リーク径での試験体圧力の時間変化の試験

結果を示す。温度変化については、1Φと 3Φについては、測定機器の不具合のためにデー

タ収集が困難であったため省略する。図 2.1.5-16 に 2Φでの試験体内の温度の時間変化の

試験結果を示す。 

Φ2の実験結果から、測定された温度は同時間の圧力に対する飽和温度とほぼ同じ値で

あることから、試験体から放出される蒸気が飽和蒸気であると言える。 
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図 2.1.5-13 1Φでの試験体圧力の時間変化 

 

図 2.1.5-14 2Φでの試験体圧力の時間変化 
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図 2.1.5-15 3Φでの試験体圧力の時間変化 

 

図 2.1.5-16 2Φでの試験体温度の時間変化 
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図 2.1.5-17 と図 2.1.5-18、図 2.1.5-19 に各リーク径における漏えい流量の時間変化の

測定結果を示す。流量はアキュムレータ内の圧力と水位の変化から式(2.1.5-2)により算出

している。図 2.1.5-20 と図 2.1.5-21 にΦ1でのアキュムレータ内の圧力と水位の変化を

それぞれ示す。図 2.1.5-22 と図 2.1.5-23 にΦ2の、図 2.1.5-24 と図 2.1.5-25 にΦ3ので

のアキュムレータ内の圧力と水位の変化をそれぞれ示す。 

 

Gୣ୶ሶ ൌ
஡భି஡మ
ଶ

∙ ሺHଵ െ Hଶሻ ∙ Aୟୡ ሺtଶ െ tଵሻൗ   （2.1.5-2） 

Gୣ୶ሶ ：実験流量[kg/s]       

tଵሺtଶሻ：任意の時間[sec]       

ρଵሺρଶሻ：時間tଵሺtଶሻの時におけるアキュムレータ内飽和水の密度[kg/m3]  

（時間tଵሺtଶሻの時におけるアキュムレータ圧力から算出）  

HଵሺHଶሻ：時間tଵሺtଶሻの時におけるアキュムレータ水位[m]   

Aୟୡ：アキュムレータ断面積[m2]      

  



2-245 

 

図 2.1.5-17 Φ1 での蒸気漏えい流量の時間変化 

 

 

図 2.1.5-18 Φ2 での蒸気漏えい流量の時間変化 
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図 2.1.5-19 Φ3 での蒸気漏えい流量の時間変化 
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図 2.1.5-20 Φ1 でのアキュムレータ圧力の時間変化 

 

図 2.1.5-21 Φ1 でのアキュムレータの水位の時間変化 
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図 2.1.5-22 Φ2 でのアキュムレータ圧力の時間変化 

 

図 2.1.5-23 Φ2 でのアキュムレータの水位の時間変化 
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図 2.1.5-24 Φ3 でのアキュムレータ圧力の時間変化 

 

 

図 2.1.5-25 Φ3 でのアキュムレータの水位の時間変化 
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実験で測定された漏えい流量は、凡例に示した通りの流量係数を掛けた理論蒸気流量と

比較しており、流量係数を用いることで、式(2.1.5-2)で実験流量をある程度再現すること

ができることを確認した。また、図 2.1.5-26 に各リーク径の漏えい流量（質量流束）と圧

力の関係を示す。 

 

 

図 2.1.5-26 各リーク径の漏えい流量（質量流束）と圧力の関係 

 

各リーク径の流量は理論蒸気流量よりも低い値を示した。これは、流路形状や壁面摩擦

などによる圧力損失の影響であると考えられる。 

流量係数の値は一定ではなく、圧力に応じて変化しており、試験圧力において高圧にな

るほど、流量係数の値は小さくなる傾向が見られる。これはレイノルズ数の増加に伴う摩

擦係数の増加が原因であると推察できる。 

ピンホールからの蒸気漏えい流量を求める際には、理論蒸気流量を用いることである程

度の再現性を持って評価をすることが可能ではあるが、必ずしも実験から得られた流量係

数を用いることができるとは限らない。これは、流量係数は実験装置の形状などにも依存

するためである。よって、流量係数に相当する損失の効果を考慮することができる評価手

法が必要であり、解析による流量評価を検討することにした。 
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4）まとめ 

 ピンホールからの蒸気流量を計測し、蒸気流量検証用のデータを取得した。 

1. 上流圧力が 2～5MPa での飽和蒸気をアキュムレータで生成し、1mm、2mm、3mm と 3 つ

の口径のノズルを用いて、蒸気を流出させた。 

2. 実験結果と理論蒸気流量とを比較すると、流量係数を用いることで、実験流量を再現

できることを確認した。 
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表 2.1.5-1 蒸気の性質による係数 
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(3)ピンホール型漏えい実験解析 

1）概要 

 ピンホールからの蒸気漏えい量を評価するための手法を検討するために、前章で実施し

た実験を対象とした実験解析を行った。前章で述べたように、実験流量を再現するために

は、流量係数に相当する損失の効果を考慮する必要がある。本章では、その損失に影響す

る要因を検証し、流量係数などの実験体系に固有する条件を除外し、解析のみで流量評価

を行うことができる手法を検討した。 

 

2）解析手法 

(a)解析コード 

 解析では、二相流過渡解析コード TRAC-BF1 を使用した。ここで、本章で解析に用いる

PIPE コンポーネントについて触れておく。PIPE コンポーネントとは、管内二相流の挙動を

計算することができるコンポーネントである。PIPE コンポーネントの二相流解析では、一

次元二流体モデルが採用されており、気液それぞれについて、連続の式、運動方程式、エ

ネルギー式を立てることにより、次の 6つの微分方程式(2.1.5-3)～(2.1.5-8）で表される。 

 

 

 

[気相の連続の式] 

ப஑஡ౝ
ப୲

൅
ப

ப୶
൫αρ୥u୥൯ ൌΓ          (2.1.5-3) 

 
[液相の連続の式] 

பሺଵି஑ሻ஡ౢ
ப୲

൅
ப

ப୶
ሾሺ1 െ αሻρ୪u୪ሿ ൌ െΓ       (2.1.5-4) 

 
[気相の運動方程式] 

ப஑஡ౝ୳ౝ
ப୲

൅
ப

ப୶
൫αρ୥u୥ଶ൯ ൌ െα

ப୔

ப୶
െ C୧൫u୥ െ u୪൯ െΓ൫u୥ െ u୪൯ െ

C୵୥u୥หu୥ห െ g cos θ           (2.1.5-5) 

[液相の運動方程式] 

பሺଵି஑ሻ஡ౢ୳ౢ
ப୲

൅ ப

ப୶
ሺ1 െ αሻρ୪u୪ଶ ൌ െሺ1 െ αሻ ப୔

ப୶
െ C୧൫u୥ െ u୪൯หu୥ െ u୪ห െΓ൫u୥ െ

u୪൯ െ C୵୪u୪|u୪| െ g cos θ           (2.1.5-6) 
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[気相のエネルギー式] 

∂αρ୥e୥
∂t

൅
∂
∂x
൫αρ୥e୥u୥൯ ൌ െP

∂α
∂t
െ P

∂αu୥
∂x

൅ q୵୥ ൅ q୧୥ ൅Γh୪୥ 

(2.1.5-7) 

 

[二相のエネルギー式] 

ப

ப୲
ൣαρ୥e୥ ൅ ሺ1 െ αሻρ୪e୪൧ ൅

ப

ப୶
ൣαρ୥e୥u୥ ൅ ሺ1 െ αሻρ୪e୪u୪൧ ൌ

െP
ப

ப୶
ൣαρ୥u୥ ൅ ሺ1 െ αሻρ୪u୪൧ ൅ q୵୥ ൅ q୵୪      (2.1.5-8) 

 

 以上の 6つの基礎方程式に対して、気液の密度と内部エネルギーについての状態方程式

（2.1.5-9）～（2.1.5-12）が必要である。 

ρ୥ ൌ ρ୥൫P, T୥൯            (2.1.5-9) 

ρ୪ ൌ ρ୪ሺP, T୪ሻ       (2.1.5-10) 

e୥ ൌ e୥൫P, T୥൯            (2.1.5-11) 

e୪ ൌ e୪ሺP, T୪ሻ             (2.1.5-12) 

 

 また、基礎方程式中の蒸発率Γ、界面とのせん断応力係数C୧、それぞれの相の壁面との

せん断応力係数C୵୥，C୵୪、界面からの入熱（単位体積当り）q୧୥、それぞれの相の壁面から

の入熱q୵୥，q୵୪に関する構成方程式が導入されている。 

 

(b)解析モデルと解析条件 

 図 2.1.5-27 に解析モデルを示す。解析モデルは、図 2.1.5-11 に示したノズル部の形状

を表現している。ノズル部は PIPE コンポーネントで模擬し、5のセルに分割した。両端に

は BREAK コンポーネントを接続し、圧力境界として与えた。各セルのサイズは各リーク径

において、BREAK コンポーネントも PIPE コンポーネントも同一で、8.5×10-4 m とした。 

 ノズル部両端の圧力を BREAK コンポーネントで設定することで、実験状態を模擬した。

高圧側の境界条件は試験体圧力を与え、低圧側では大気圧開放となっているため、大気圧

条件を与えた。また、本試験では、入口圧力と出口圧力の差が大きいことから、臨界流が

生じていると考えられるため、TRAC コードに実装されている臨界流オプションを出口部に

設定している。  

 解析では、各リーク径のノズルを模擬した流路に対して、入口圧力として試験体圧力を

入力値として設定した。Φ1とΦ2では、入口圧力が 2、3、4、5MPa とそれぞれ 4ケースず
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つ、Φ3では、入口圧力が 2、3、4MPa と 3 ケースの解析を実施した。 

 

図 2.1.5-27 解析モデル 

 

(c)圧力損失の考慮 

 図 2.1.5-28 にΦ1 での解析結果と実験結果と理論流量とを比較したグラフを示す。図

2.1.5-29 と図 2.1.5-30 にΦ2とΦ3でも同様に比較したグラフをそれぞれ示す。各リーク

径においても実験値との一致は見られなかった。これは損失のない理想的な管内の状態を

表していると言える。また、解析結果が流量係数を考慮していない場合（Cd=1.0）の理論

蒸気流量よりもはるかに大きくなるという結果が得られた。理論蒸気流量を求める式では、

吹出し面積と吹出し圧力から蒸気流量を求める式であり、そのような評価を行うことがで

きるように実験からのデータを組み込んだり、蒸気の性質による係数などの係数を考慮し

たりすることで蒸気流量を求めていることから、解析から求められた損失のない理論的な

流量よりも実験値に近い値となったと考えることができる。 

実際のノズル部では、摩擦損失などの圧力損失が付加されていることを考え、いくつか

の効果を考慮することにした。 

 

図 2.1.5-28 Φ1 での実験値と解析値の比較 
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図 2.1.5-29 Φ2 での実験値と解析値の比較 

 

 

図 2.1.5-30 Φ3 での実験値と解析値の比較 
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まず、ノズル入口部分における損失については、試験体からノズル部へ蒸気が流入する

時に、流路縮小の影響を受けると考えた。流路が縮小する際には、加速損失や縮流により

圧力損失が生じる。これを解析において考慮する方法として、適切な圧力損失係数と入口

部の形状を正確に考慮することで対処した。入口 BREAK の断面積を試験体の断面積として

入力し、流路縮小の影響を再現した。また、流路縮小時の圧力損失係数の求め方としては、

次のように流路縮小前後の流路直径比（または断面積比）により、実験から求められてい

るため、これを用いることにした。 

流路縮小前の流路直径を d1とし、流路縮小後の流路直径を d2とすると、直径比は d2/d1

となる。圧力損失係数を Kc とすると、直径比と圧力損失係数との関係を示したものを表

2.1.5-2 に示す。 

リーク径が 1mm の場合は、試験体の直径つまり、縮流前の流路の直径は 60.5mm であるた

め、直径比が 0.017 となり、表 2.1.5-2 から圧力損失係数は 0.50 となる。 

 

表 2.1.5-2 急縮流路の急縮前後の直径比と圧力損失係数 

d2/d1 0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 (1.0)

Kc 0.50 0.50 0.49 0.49 0.46 0.43 0.38 0.29 0.18 0.07 (0) 

 

 

次に、ノズル流路部分については、流路を通過する蒸気と壁面との間には摩擦が生じて

いるものと考えられるため、圧力損失係数として、摩擦損失係数を考慮することにした。

摩擦損失係数は次の式(2.1.5-13)から求めることができる。リーク径が 1mm の時の摩擦損

失係数は、試験体ノズル部での表面粗さは 6.3μm であるため、0.033 となる。圧力損失係

数としては、次の式(2.1.5-14)で求められるため、ノズル部で考慮する圧力損失係数は、

0.138 となる。 

 

ଵ

√୤
ൌ 2 logଵ଴ 3.7 െ 2 logଵ଴ ቀ

க

ୈ
ቁ      (2.1.5-13) 

f：摩擦損失係数 [-]   

ε：表面粗さ [m]   

D：水力直径 [m]   

 

λ ൌ f ∙ ୐
ୈ
             (2.1.5-14) 

λ：圧力損失係数 [-]   

L：流路長さ [m]   
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 最後に、ノズル出口部分については、大気圧開放となっているため、流路拡大と考え

ることができる。これも流路縮小の時と同様に流路拡大前後の流路断面積比により、実験

から求められているため、これを用いることにした。流路拡大前の流路断面積を A1 とし、

流路拡大後の流路断面積を A2とすると、断面積比は A1/A2となる。圧力損失係数を Feとす

ると、断面積比と圧力損失係数との関係を示したものを表 2.1.5-3 に示す。 

大気圧開放と言うことは、拡大後の流路は無限大に大きいと考えることができるため、ど

のリーク径でもノズル出口部分で考慮する圧力損失係数は、1.0 となる。 

 

表 2.1.5-3 急拡大流路の拡大前後の断面積比と圧力損失係数 

A1/A2 0 0.0001 0.001 0.01 0.1 (1) 

Fe 1.0 0.999 0.998 0.980 0.810 (0) 

 

 

 以上の圧力損失係数を前章で述べた流量係数に相当する効果として考慮した。各リーク

径と考慮した圧力損失係数をまとめたものを表 2.1.5-4 に示す。 

 

表 2.1.5-4 各リーク径と考慮した圧力損失係数 

リーク径 流路縮小による 

圧力損失係数 

摩擦損失による 

圧力損失係数 

流路拡大による 

圧力損失係数 

Φ1 0.5 0.139 1.0 

Φ2 0.5 0.056 1.0 

Φ3 0.5 0.034 1.0 

 

3）結果と考察 

 図 2.1.5-31 と図 2.1.5-32、図 2.1.5-33 に先ほど述べた圧力損失係数を考慮した解析結

果と実験結果を比較したグラフを各リーク径についてそれぞれ示す。グラフから概ね良好

に一致していることが確認できる。解析結果と実験結果との差異を示したものを表

2.1.5-5 に示す。実験圧力において低圧条件では、高圧条件と比較して差異が小さくなっ

ている。これは、前章で述べたように、高圧になるとレイノルズ数の増加に伴い摩擦損の

影響が増加するために、実験値との差異が大きくなっていると推察される。 

 実験からも確認することができるように、流量係数は圧力や流路形状に応じて変化する

ため、一定の値を用いて実験流量を精度よく算出することは困難である。しかし、本解析

手法を用いることで、実験体系に依存する流量係数を圧力損失係数と実験形状を考慮する

ことで解析のみで実験流量を一定の差異を持って算出することができることが確認するこ

とができた。それと同時に、流量係数に相当する損失が圧力損失によってもたらされてい

ることも確認することができた。 
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図 2.1.5-31 Φ1 での圧力損失係数を考慮した解析結果と実験結果を比較 

 

図 2.1.5-32 Φ2 での圧力損失係数を考慮した解析結果と実験結果を比較 
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図 2.1.5-33 Φ3 での圧力損失係数を考慮した解析結果と実験結果を比較 

 

表 2.1.5-5 各リーク径での解析値と実験値との差異 

 2MPa 3MPa 4MPa 5MPa 

Φ1 7.6% -0.25% 11% 18% 

Φ2 -5.4% -1.1% 10% 16% 

Φ3 9.2% 11% 19% - 

 

 

4）各圧力損失係数の影響の検証 

 ノズル部分での蒸気の流れの実現象を再現するために考慮した各圧力損失係数が解析に

おいて、効果的であるものかの評価を行うために各圧力損失係数の影響を検証した。 

 影響の検証方法としては、全ての圧力損失係数を考慮した解析ケースからあるひとつの

圧力損失係数の効果を除去したものと実験値を比較することでその影響を確認した。解析

ケースを表 2.1.5-6 に示す。また、各リーク径における解析結果を図 2.1.5-34 と図

2.1.5-35、図2.1.5-36に、それぞれのケースと実験結果との差異を表したものを表2.1.5-7

と表 2.1.5-8、表 2.1.5-9 に示す。 

 どのケースでも実験値と比較して、数%から数十%の増加が見られる。より正確に実験流

量を再現するためには、すべての圧力損失係数を同時に考慮する必要があることが確認で

きる。 
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表 2.1.5-6 解析ケース 

1 2 3 4 

加速損失 

による圧力損失の 

効果を除去 

縮流 

による圧力損失の 

効果を除去 

摩擦損失 

による圧力損失の 

効果を除去 

拡大流 

による圧力損失の 

効果を除去 

 

 

 

図 2.1.5-34 Φ1 での圧力損失係数の影響比較 

 

表 2.1.5-7 Φ1 での圧力損失係数の考慮の仕方による解析値と実験値との差異 

[%] 2MPa 3MPa 4MPa 5MPa 

ケース 1 12 13 12 11 

ケース 2 6.0 6.3 3.3 6.2 

ケース 3 3.2 6.5 3.5 6.3 

ケース 4 5.7 8.1 6.1 5.9 

 

1.0E-03

2.0E-03

3.0E-03

4.0E-03

5.0E-03

6.0E-03

2 3 4 5

質
量

流
量

[k
g/
s]

圧力 [MPa]

実験値-1Φ

すべて付加

加速損失のみ除去

縮流損失のみ除去

摩擦損失のみ除去

拡大流損失のみ除去



2-262 

 

図 2.1.5-35 Φ2 での圧力損失係数の影響比較 

 

表 2.1.5-8 Φ2 での圧力損失係数の考慮の仕方による解析値と実験値との差異 

[%] 2MPa 3MPa 4MPa 5MPa 

ケース 1 10 20 31 36 

ケース 2 -1.9 9.0 20 28 

ケース 3 -5.3 2.0 12 20 

ケース 4 0.7 7.9 19 25 
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図 2.1.5-36 Φ3 での圧力損失係数の影響比較 

 

表 2.1.5-9 Φ3 での圧力損失係数の考慮の仕方による解析値と実験値との差異 

[%] 2MPa 3MPa 4MPa 

ケース 1 44 32 27 

ケース 2 31 20 16 

ケース 3 25 17 14 

ケース 4 29 22 18 
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5）まとめ 

 ピンホール型蒸気漏えいの流量評価解析において、実験流量を求める際に流量係数を用

いずに、評価する手法として、適切な圧力損失を考慮した。考慮した圧力損失は、以下の

通りである。 

1. 上流側では、流路断面積が急激に小さくなることから、加速損失や縮流による損失を

想定した。上流側の流路断面積を入力値として採用し、流路の急縮による形状損失を

考慮した。 

2. 流路中では、摩擦損失による損失を想定した。摩擦損失係数は、流路の水力直径と流

路の表面粗さから求めた。 

3. 下流側では、流路断面積が急激に大きくなることから、拡大損失による損失を想定し

た。流路の急拡大による形状損失を考慮した。 

 以上の結果、解析値と実験値は良好な一致を確認することができた。圧力損失係数を適

切に考慮することで、ピンホールからの蒸気漏えい量を一定の精度で評価することができ

た。 
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(4)クラック型漏えい解析 

1）概要 

 熱応力や繰り返し応力などにより配管にクラック（亀裂）が発生し、冷却材などの漏え

いが引き起こされる。（2）と（3）でのピンホールからの蒸気漏えいのように、高経年化事

象または、新規制基準などの安全政策に対して、漏えい事象対策を強化させるために、ク

ラック型漏えいに関してもその漏えい量評価方法を検討し、整備しておく必要がある。 

 （4）でも、解析による漏えい量評価手法を検討した。 

 

2）実験概要 

 クラック型漏えいでの解析による漏えい量評価方法を検証するための実験データとして、

疲労亀裂からの漏えいにおける LBB 基準の策定のために実施された実験を参考にした。実

験は、株式会社東芝と日立製作所、東京電力株式会社との合同プロジェクトの一環として

行われたものである。 

 

3）クラック型漏えい実験 

(a)実験概要 

 実験装置の系統図を図 2.1.5-37 に示す。実験では、沸騰水型原子炉（ＢＷＲ）の条件を

想定し、アキュムレータで 7MPa の条件で飽和水・蒸気を生成している。図 2.1.5-37 にあ

るように、飽和水と飽和蒸気のそれぞれの系統を試験体であるクラック状の流出出口を繋

げて、高温・高圧の飽和水または飽和蒸気を流出させることで、クラック型漏えいを模擬

している。 

 

 

図 2.1.5-37 実験装置の系統図 
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(b)クラック型試験体 

 試験体の概略図を図 2.1.5-38 に示す。試験体は 2つの試験片を合わせることで構成して

いる。クラックのサイズは任意に変更することが可能である。クラックの横幅は 60mm で変

更をすることができないが、縦幅を任意に変更することでサイズを変更している。また、

流路長さは 10、20、36mm の 3 種類が用意されており、BWR で採用されている一般的な配管

厚さを想定している。 

 図 2.1.5-39 に試験片の表面の様子を示し、図 2.1.5-40 に試験片に加えた応力の大きさ

とその回数の関係を表わしたグラフを示す。試験片は 200,000 回以上の引張応力を加え、

疲労亀裂片としている。 

 

 

図 2.1.5-38 試験体の概略図 
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図 2.1.5-39 試験表面の様子 

 

 

図 2.1.5-40 試験片に加えた応力と回数 
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4）解析手法 

(a)解析モデルと解析条件 

 解析コードは（3）と同様に TRAC-BF1 コードを使用した。 

 図 2.1.5-41 に解析モデルを示す。解析モデルは、図 2.1.5-38 に示した試験体の流路部

を表現している。流路部は PIPE コンポーネントで模擬し、セルの数は、流路長さが 10mm、

20mm のものでは 50 セルに、36mm のものでは 60 セルに分割した。それぞれの流路での各セ

ルのサイズを表 2.1.5-10 に示す。解析手法としては、（3）と同様に、両端には BREAK コン

ポーネントを接続し、圧力境界として与え、実験状態を再現した。高圧側の境界条件は試

験体圧力を与え、低圧側では大気圧開放となっているため、大気圧条件を与えた。また、

この実験でも臨界流となっていると考えられるため、臨界流オプションを出口部に設定し

ている。 

  

 

図 2.1.5-41 解析モデル 

 

表 2.1.5-10 各流路の解析モデルの各セルの長さ 

流路長さ [mm] 入口 BREAK [m] PIPE [m] 出口 BREAK [m] 

10 2×10-4  2×10-4  2×10-4  

20 4×10-4  4×10-4  4×10-4  

36 6×10-4  6×10-4  6×10-4  

 

 

 

(b)圧力損失の考慮 

 実験流量を再現するためには、圧力損失を適切に考慮する必要があると（3）で確認する

ことができたため、クラック型漏えいでも同様の手法を用いて圧力損失を考慮することに

した。試験片の流路の表面粗さが 12.5μm であるので、式(2.1.5-14)を用いると、各ケー

スに対して、表 2.1.5-11 に示したように摩擦損失係数を求めることができる。また、表

2.1.5-12 には、各ケースに対する摩擦損失による圧力損失係数も示している。 
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表 2.1.5-11 各ケースに対する摩擦損失係数 

解析ケース 1 2 3 

流路長さ [mm] 

流路の縦幅 [mm] 

10 

0.54 

20 

0.28 

36 

0.88 

摩擦損失係数 [-] 0.0400 0.0508 0.0340 

 

表 2.1.5-12 各ケースに対する摩擦損失による圧力損失係数 

解析ケース 1 2 3 

摩擦損失による 

圧力損失係数 [-] 
0.374 1.82 0.706 

 

5）結果と考察 

(a)飽和蒸気の漏えい量 

 各ケースの実験値と解析値とを比較したグラフを図 2.1.5-42 に示す。図 2.1.5-42 から

解析値はやや実験値よりも大きな値を示していることが確認することができる。実験値と

解析値の差異を示した表を表 2.1.5-13 に示す。 

 

 

図 2.1.5-42 各解析ケースでの実験値と解析値との比較 

 

表 2.1.5-13 各解析ケースでの実験値と解析値との差異 

解析ケース 1 2 3 

実験値との差異 [%] 30 29 45 
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a）き裂内圧力損失のモデル化 

この差異の減少を図るため、図 2.1.5-43 ようなモデルを想定し、摩擦損失係数の与え方

を再考することにした。図 2.1.5-39 に、引張応力を受けた試験片は表面粗さよりもより大

きな凹凸をある一定のスパンで持っていることが考えられる。ここで、その大きな凹凸を

最大表面粗さ R∞とし、凹凸のスパンを lλとすると、試験片では、R∞=50μm 、lλ=0.5mm

という結果が得られている。 

 

 

図 2.1.5-43 表面の凹凸を考慮した解析モデル 

 

 

図 2.1.5-44 表面粗さと表面の起伏 

 

まず、図 2.1.5-43 での流路の縦幅を求める。図 2.1.5-44 に再考した解析モデルの表面

粗さと表面の起伏を示した図を示す。凹凸部の曲がり角度をθλとおくと、θλは式(2.1．

5-15)から求めることができる。すると、曲がり角度θλから、流路の縦幅を求めることが

できる。このモデルでの流路の縦幅をδ’とし、直線流路であると考えた場合の縦幅をδ

とすると、式(2.1.5-16)のように求めることができる。 

θλ ൌ 2 tanିଵ

ۉ

౗౮ౣୖۇ
୪
λ
ଶ
൘

ی

 (15-2.1.5)         ۊ
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δᇱ ൌ δ cosቌ
θλ

2
൘ ቍ           (2.1.5-16) 

 
次に、このモデルでの流路長さを求める。このモデルでの流路長さを L、圧力損失を再

考する前の時の流路長さを tとすると、式(2.1.5-17)のように求めることができる。 

 

 L ൌ
୲

ୡ୭ୱቌ
஘
λ
ଶ
൘ ቍ

            (2.1.5-17) 

 

以上を踏まえて、摩擦損失を再考すると、表 2.1.5-14 のように求めることができる。 

 

表 2.1.5-14 図 2.1.5-43 の解析モデルでの摩擦損失係数 

解析ケース 1 2 3 

摩擦損失係数 [-] 0.0402 0.0512 0.0342 

 

 

さらに、屈折損失をζとすると、式(2.1.5-18)から求めることができる。また、この屈

折部の数を Nλとすると、式(2.1.5-19)から求められるので、流路全体での屈折損失は、式

(2.1.5-20)から求めることができる。各ケースの屈折損失は表 2.1.5-15 のようになる。 

 

ζൌ 0.946sin2 ቆ
θ
λ

2 ቇ൅2.05sin
4
ቆ
θ
λ

2 ቇ      (2.1.5-18) 

 

Nλ ൌ
2t
l
λ

              (2.1.5-19) 

 

ζ
ୟ୪୪
ൌ Nλ ∙ζ            (2.1.5-20) 

 

 

表 2.1.5-15 図 2.1.5-43 の解析モデルでの屈折損失係数 

解析ケース 1 2 3 

曲がり損失係数 [-] 1.58 3.15 5.68 
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流路中に作用する圧力損失の合計は、摩擦損失と屈折損失の合計となるので、各ケース

の再考した場合の流路中の圧力損失係数は表 2.1.5-16 のようになる。 

 

表 2.1.5-16 図 2.1.5-43 の解析モデルでの流路中における圧力損失係数 

解析ケース 1 2 3 

流路中での摩擦損失

と曲がり損失による

圧力損失係数 [-] 

1.97 5.07 6.42 

 

このモデルを用いた解析値と実験値とを比較したグラフを図 2.1.5-45 に、解析値と実験

値との差異を示した表を表 2.1.5-17 に示す。 

比較した結果、差異が数%で良好に一致することが確認することができた。ケース 3で、

差異が他の 2 ケースと比較して、やや大きくなったが、実験値との差異が大幅に小さく

なったことから、この解析モデルでの有効性を確認することができたと思われる。 

この結果から、疲労亀裂のような漏えい流路を考慮するときは、摩擦損失に加えて、

引張応力などで作られた最大表面粗さ（屈折損失）を考慮する必要があると考えること

ができる。 

 

図 2.1.5-45 図 2.1.5-43 の解析モデルを用いた時の解析値と実験値との比較 

 

表 2.1.5-17 図 2.1.5-43 の解析モデルを用いた時の解析値と実験値との差異 

解析ケース 1 2 3 

実験値との差異 [%] 3 3 -13
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(b)飽和水の漏えい量 

 飽和蒸気の漏えい量評価手法と同様の手法を用いて、飽和水の漏えい量評価の検討を行

った。解析ケースを表 2.1.5-18 に示す。また、各ケースにおいて、クラック型の蒸気漏え

いと同様の手法を用いて考慮した圧力損失係数を表 2.1.5-19 に示す。 

クラックからの飽和水漏えいの解析結果と実験結果とを比較したグラフを図 2.1.5-46 に

示す。各ケースごとに実験結果を丸印で、解析結果を四角印でそれぞれ示している。飽和

蒸気と比べると、解析値と実験値との差異はかなり大きく表れていることが確認すること

ができる。このような差異が表れた原因を考察することにする。 

 

表 2.1.5-18 解析ケース 

解析ケース 1 2 3 4 5 6 

流路長さ 

[mm] 
10 10 20 20 36 36 

流路の縦幅 

[mm] 
0.17 0.28 0.17 0.28 0.21 0.31 

表 2.1.5-19 各ケースでの流路中における圧力損失係数 

解析ケース 1 2 3 4 5 6 

流路中での 

摩擦損失と曲がり損失による

圧力損失係数 [-] 

3.45 2.53 6.91 5.07 10.7 8.62 

 

 

図 2.1.5-46 液相漏えい流量の解析値と実験値との比較 
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a）解析値と実験値の考察 

まず、解析結果を見ると、流路長さによって、差異の大きさが異なっている。流路長さ

が長くなるほど、差異は小さく表れている。また、流路の縦幅が大きいほど、差異は小さ

いことがグラフからわかる。 

 ここで、TRAC コードに実装された臨界流モデルを踏まえて、考察する。TRAC コードでは、

臨界流モデルとして、均質流モデルが採用されている。参考文献[?]によると、均質流モデ

ルではボイド率が低い時、つまり、液相の割合が多き場合の流量を計算する際には、一般

的に実験値よりもやや大きな値となるという報告がある。例えば、1 次系冷却水ブローダ

ウンと言った事象では、流路直径が 75mm～200mm と本解析に対してに流路断面積はかなり

大きくなっている。参考文献[?]において、この実験解析に対する流量では、実験値と比較

して 1.3 倍程度解析値のほうが大きくなっている。また、流路断面積が小さくなると実験

値と解析値との差異は大きくなる傾向にあることから、本解析では、流路断面積が比較的

小さいものであるため、その影響が大きく出たものであると考えられる。また、TRAC コー

ドは、安全解析用の解析コードであり、大規模の冷却材喪失事故（LOCA）などの事象評価

に用いていたことから、流出量が大きく出ても、評価上安全側として扱うことができるた

め、特に問題はないと考えられる。 

 流路長さや流路幅により、実験値と解析値との差異が異なっているのは、流路内での熱

平衡の具合が影響しているものと考えられる。液相が減圧されながら流路を通過するとき、

液相の温度での飽和圧力以下に圧力が低下すると、減圧沸騰が生じる。流路が長くなると、

その効果を比較的安定的に見積もることができるため、流路が長くなる場合には、実験値

との差異が小さくなるものと推察することができる。 

 TRAC-BF1 コードを用いる際に、液相漏えいを想定する場合、上記で述べてきた圧力損失

を考慮する手法では、評価が難しいことを確認することができた。したがって、液相漏え

いの場合は、解析流量に対して、流量係数を用いることで、流量を評価する手法が望まし

いと考える。ただし、流量係数に影響する因子をできるだけ減らし、より定量的な評価を

行うことができるように、上記で述べてきた形状などによる圧力損失を考慮した上で、流

量係数を用いるべきである。表 2.1.5-20 に本解析での各ケースの流量係数を示す。 

 

表 2.1.5-20 各ケースに用いた流量係数 

解析ケース 1 2 3 4 5 6 

流量係数 0.36 0.44 0.43 0.62 0.58 0.65 

 

  



2-275 

6）まとめ 

 疲労破壊などによるクラック型の漏えいの漏えい量を評価するために、実験解析を実施

した。実験では、BWR の使用条件として、圧力 7MPa での飽和蒸気または飽和水をクラック

から流出させている。クラックの大きさは、縦幅を変更することで、いくつかのケースで

の実験を実施している。実験では、試験片に繰り返し応力を加えており、疲労による試験

体表面の変化を模擬している。 

(a)飽和蒸気の漏えい流量の評価 

 (3)と同様に圧力損失を考慮した結果、やや実験値との差異が見られたため、圧力損

失の再考を行った。 

 試験体表面は、繰り返し応力により細かな凹凸が存在していることから、その凹凸

を考慮した解析モデルを導入した。 

 そのモデルの導入により、流路幅の変化から摩擦損失の見直しと、曲がり損失を考

慮したところ、実験値と良好な一致を確認することができた。 

 

(b)飽和水の漏えい流量の評価 

 クラック型蒸気漏えいの漏えい量評価で用いた評価手法を用いて解析を行った結果、

実験値との大きな差異が確認できた。 

 TRAC-BF1 コードに実装された臨界流解析モデルは均質流を用いており、ボイド率が

低い場合また、流路断面積が小さい場合、解析値が大きくなる傾向があることから、

本解析による差異の原因が均質臨界流モデルによるものであると判断した。 

 TRAC-BF1 コードでクラック型の液相漏えいの漏えい量を評価する際には、適切な圧

力損失を考慮した上で、流量係数を用いることで、対応した。 
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(5)格納容器内漏えい解析 

1）概要 

 2011 年 3 月 11 日の東京電力福島第一原子力発電所の事故では、東北地方太平洋沖地震

に伴う津波により、原子炉の冷却機能が喪失し、炉心損傷に至ったと考えられている。そ

の過程の中で、地震に伴い何らかの機器の破損により、小規模な冷却材喪失が発生したと

いう事案が論点となっている。 

その議題に関して、東京電力福島原子力発電所事故調査委員会（国会事故調）と事故調

査・検証委員会（政府事故調）とでは、異なる見解を示している。 

政府事故調では、保安規定で許容される程度の漏えいの可能性は否定できないが、圧力

容器が本来有する閉じ込め機能を喪失するような損傷は生じていなかったとしている。一

方、国会事故調では、逃し安全弁の作動音が聞こえなかったという作業員の聞き取り調査

の結果から、小規模な LOCA が発生したことにより逃し安全弁が作動しなかったと判断し、

小規模の LOCA の発生の可能性を示唆している。 

しかし、その検討は不十分であり、その根拠に乏しいところがある。このまま、国会事

故調による報告が正しいとされれば、原子力発電所の安全性向上に対して、冷却材喪失事

故に対するさらなる検討が必要となる。適切な安全評価を実施するためにも、根拠を持っ

た判断が必要である。 

 そこで、本研究では、地震後に冷却材の喪失が発生していたのかを検証するために、（2）

から（4）で検討してきた微小な漏えい量の評価手法を用いた微小漏えい解析を実施し、事

故当時に記録された実測値との比較により検討し、漏えいの有無を検証することにした。 

 

2）妥当性解析 

 地震後に格納容器内において冷却材の漏えいが発生していたかのどうかの可能性を検証

するための解析を実施するためには、解析コードの妥当性を検証しておく必要がある。格

納容器へ流入する冷却材の流量は、（3）と（4）の流量評価手法を用いることで評価が可能

であるが、漏えいが生じた場合の格納容器内挙動を検証するには、その評価が不十分であ

る。そのために、格納容器系の応答の妥当性を検証するために、三井造船株式会社で実施

されたブローダウン時における圧力抑制型格納容器の応答性実験での実験結果を参考にし

た。実験解析を行うことで、格納容器挙動の解析手法の妥当性を確認した。 
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(a)実験方法 

a）実験概要 

 ここでは、三井造船株式会社で実施されたブローダウン時における圧力抑制型格納容器

の応答性実験について述べる。この実験では、圧力容器内で高温高圧の飽和水を生成し、

破断口を模擬したノズルかた格納容器内へ流入させることによって、ブローダウン現象を

模擬するものであり、このときのドライウェル（以下 D/W）や圧力抑制室（ウェットウェ

ル、以下 W/W）からなる格納容器内の圧力や温度の過渡変化を記録することにより、ブロ

ーダウン時の格納容器内の熱流力的現象を把握するために実施されたものである。図

2.1.5-47 に実験装置図の系統図を、図 2.1.5-48 に格納容器の詳細図を、図 2.1.5-49 に格

納容器内のベント管の詳細図を示す。また、表 2.1.5-21 に格納容器の主要寸法と仕様を示

す。 

 格納容器は図 2.1.5-48 に示すように、上半分の D/W および下半分の W/W からなるもので

あり、D/W と W/W とはベント管で結ばれている。図 2.1.5-47 に示す、圧力容器から流出し

てきた飽和蒸気・水はまず、D/W に入り、D/W からベント管を通じて W/W へ流入する。W/W

は 3 室に等分割されているので、ベント管は 3本取付けられている。ベント管は、内径 75mm

となっている。 

 

 

図 2.1.5-47 実験装置の系統図 
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図 2.1.5-48 格納容器の詳細図 

 

 

図 2.1.5-49 格納容器内のベント管の詳細図 

 

 



2-279 

表 2.1.5-21 格納容器の主要寸法と仕様 

形  式 堅置円筒形 

中間フランジにドライウェル－ウェットウェル仕切板をはさむ 

圧力抑制室は 3室 

寸 法（内容量） 格納容器内径 1200mm、高さ 3700mm 

ドライウェル 2.1m3、ウェットウェル 1.695m3 

設計圧力 15kg/cm2g 

設計温度 200℃ 

材  質 SB42 

 

b）実験条件 

 実験では、ブローダウン口径や W/W の各部屋の水位をパラメータとしている。ブローダ

ウン開始時における圧力容器内流体の初期飽和水条件は、圧力が 137 kg/cm2g であり、水

量は全ての実験において一定としている。実験解析を行った実験ケースとその条件を表

2.1.5-22 に示す。ここで、W/W 水位はベント管先端から測った高さとなっている。 

これらの実験ケースを選択した理由は、解析と比較することができる実験データが参考

文献に多く記載されていたからである。 

  

表 2.1.5-22 実験解析を行った実験ケースと条件 

実験ケース 
ブローダ

ウン口径 

圧力容器内 

初期圧力 

W/W 水位 

第 1 第 2 第 3 

1 6 mm 137 kg/cm2g 0.72 m 0.73 m 0.75 m 

2 12 137 0.79 0.81 0.79 

3 12 137 0.45 0.46 0.45 

 

(b)解析モデルと解析条件 

 使用した解析コードは二相流過渡解析コード TRAC-BF1 であり、格納容器の解析を実施す

るために実装されたコンポーネントである CONTAN コンポーネントを用いて、実験解析を実

施した。CONTAN コンポーネントはコントロールボリューム（以下、コンパートメント）と

フローパスのネットワーク構成に基づくモデルを使用している。熱流動モデルの方程式は、

コンパートメント間の運動量保存則、コンパートメント内の質量保存則、エネルギー保存

則および理想気体の状態方程式である。 

図 2.1.5-50 に解析モデルを示す。4つのコンパートメントを使用し、1つを D/W とし、3

つを W/W とした。そして、D/W とそれぞれの W/W とをベント管で繋いでいる。この際に使

用するのがパッシブジャンクション（フローパス）である。D/W と W/W との間の差圧が、

ベント管の浸水している分の水圧を超えると、D/W から W/W へ流体が流れ始める。 
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ブローダウンノズル部は配管内の流れ解析を行うことができる PIPE コンポーネントを

使用し、模擬した。その際の境界条件は、圧力境界とし、その指定が可能である BREAK コ

ンポーネントを使用した。 

  

 

図 2.1.5-50 解析モデル 

 

(c)ブローダウン特性評価 

 ブローダウン時の格納容器内挙動を解析するためには、ブローダウン流量等を推定する

必要がある。妥当性解析の対象としている格納容器系の応答時間内において、ブローダウ

ンオリフィス点で臨界状態が保持されるため、格納容器系の圧力がブローダウン流量に影

響を及ぼすことはない。したがって、ここでは、ブローダウンノズル部のみの解析体系を

設け、実験流量を再現するための解析を実施した。 

 実験では、3 種類のブローダウン口径とそれらにそれぞれ対応する圧力容器の圧力応答

と圧力容器内の残留水量がデータとして存在している。本解析では、そのうちの 2つを解

析対象とした。1つは、ブローダウン口径が 6mm で、初期圧力容器内圧力が約 140 kg/cm2a

であるケースであり、もう 1つは、ブローダウン口径が 12mm で、初期圧力容器内圧力が約

140 kg/cm2a であるケースである。 

 流量を適切に再現するためのパラメータとして、ボイド率と圧力損失係数を調整した。

参考資料では、実験時のブローダウンノズルに関するボイド率の記載はなかったが、飽和

蒸気と飽和水のブローダウン実験であり、蒸気の流出量が多い破断を模擬するものと記載

があることから、ある程度の二相流状態であると考え、ボイド率をパラメータとして採用

した。また、参考資料でもこの実験に対する実験解析を実施しており、流量を計算する際

に、流量係数を設けることで、流量をフィッティングしていることから、本解析では、流

量係数と同等の扱いが可能であると思われる圧力損失係数をパラメータとして採用した。 

 実験では、ノズル内圧力・温度分布などの詳細なデータが得られていないので、流量を
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再現することに重きを置き、簡易的な解析体系にした。解析モデルを図 2.1.5-51 に示す。

PIPE コンポーネントを使用し、両端の境界条件は圧力条件とし、BREAK コンポーネントで

与えている。また、PIPE コンポーネントの出口部では、臨界流としている。PIPE コンポー

ネントのセル数は 1つで、セル長さは 1m とした。 

 

 

図 2.1.5-51 解析モデル 

 

 図 2.1.5-52 は、ブローダウン口径が 6mm の場合の圧力容器圧力と圧力容器内残留水量の

実験値と解析値とを比較したものである。図 2.1.5-53 はブローダウン口径が 12mm の場合

のものである。ここで、各ブローダウン口径に対するパラメータの最適値を表 2.1.5-23

に示す。いずれの場合も全般的に良く一致している。多少の誤差はあるものの、ブローダ

ウンによる格納容器系への影響を長期的にみると重大な影響を与えるとは考えられにくい

ので、このブローダウン解析手法を用いて、以後の解析を進めていくことにした。 

 

図 2.1.5-52 ブローダウン口径 6mm の場合の圧力容器圧力と残留水量について、 
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実験値と解析値との比較 

 

図 2.1.5-53 ブローダウン口径 12mm の場合の圧力容器圧力と残留水量について、 

実験値と解析値との比較 

 

表 2.1.5-23 各ブローダウン口径に対するパラメータの最適値 

ブローダウン口径 ボイド率 圧力損失係数 

6 mm 0.9 5.0 

12 mm 0.9 3.0 

 

 

(d)計算パラメータの感度解析とその最適値 

実験ケース 1についての解析結果と実験結果とを比較したグラフを図 2.1.5-54 に示す。

解析結果と実験結果を比較すると、圧力上昇に違いが生じているため、ここでその違いに

ついての検討をした。 
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図 2.1.5-54 実験ケース 1についての実験結果と解析結果の比較 

 

ここで、 D/W から W/W へと流れる蒸気がウェットウェルで凝縮しない割合を FRSB、W/W

とベント管から流入した空気との熱平衡効果の割合を FRAB とすると、解析における格納容

器内圧力の変化は、上記のパラメータ（解析入力パラメータ）による影響が見られた。こ

れらのパラメータの影響を確認するにあたって、表 2.1.5-22 に示した実験ケース１を用い

て解析を行った。 

 まず、FRSB についての説明をする。FRSB を大きくすると、W/W での蒸気凝縮が起こりに

くくなる。つまり、W/W での蒸気量が増え、W/W での圧力上昇が大きくなる。D/W の圧力応

答は W/W の圧力とともに変化するために、W/W の圧力が高くなることで、D/W の圧力も高く

なっている。図 2.1.5-55 に FRSB の違いによる解析結果の違いを示す。実際の現象では、

ベントされた蒸気が W/W で完全に凝縮するとは考えられないので、実験の W/W の変化を再

現するように FRSB を調節した。  
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図 2.1.5-55 FRSB の違いによる解析結果の違い 

 

次に、FRAB についての説明をする。FRAB を大きくすると、ベント管を通じて D/W から

W/W へ流れ込む空気と W/W 内の水との熱平衡に至りやすくなる。つまり、この効果が大き

くなると、W/W での圧力上昇が抑制されることになり、それに応じて、D/W での圧力も抑制

される。図 2.1.5-56 に FRAB の違いによる解析結果の違いを示す。FRAB についても、実際

の現象では、ベントされた空気が W/W で完全に熱平衡に至ることはないと考えられるので、

実験の W/W の変化を再現するように調節を行った。 
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図 2.1.5-56 FRAB の違いによる解析結果の違い 

 

上記のパラメータによる調整を行い、もっとも実験結果を再現することができた、パラ

メータの組み合わせを表 2.1.5-24 に示す。また、その解析結果と実験結果を比較したグラ

フを図 2.1.5-57 に示す。 

 

表 2.1.5-24 解析パラメータの最適値 
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図 2.1.5-57 パラメータ調整を行った解析結果と実験結果の比較 

 

いまだに、圧力変化には違いがみられるために、さらに検討を行った。 

 ここで、W/W へベントされる気体の初期空気混合率をαとすると、αが大きいほど、初

期にベントを流れる空気量が多くなり、結果的に、初期の D/W での圧力上昇が大きくなる。

この理由についてこれから説明をする。 

ブローダウンにより高温高圧の蒸気が流入することで、D/W 内の空気が加圧される。そ

の高圧の空気がベント管を通じて、W/W へ導かれるが、空気は蒸気のように凝縮をするこ

ともなく、W/W を加圧する。W/W が加圧されると、D/W から W/W へ導かれる気体が少なくな

ることで、D/W 内の圧力が上昇することになるためである。 

 TRAC コードでは、αを指定することが出来ず、空気と蒸気は常に完全混合状態になって

いる。そのために、実験よりも初期に流出する空気量が多いために、圧力変化が大きくな

っていると考えられる。しかし、αの影響はブローダウン初期に現れるものであり、時間

が経過することで解消される。この空気の混合率の違いによる圧力上昇への影響は、初期

に急激に上昇し、以降緩慢に変化するのか、少しずつ上昇していくかの違いである。さら

に、研究の目的となっている実機プラント解析でも、ブローダウン後の長期的な挙動に注

目しているため、ここでは、影響度が低いと考えた。 

  

(e)ケースごとの計測値と解析値との比較 

各解析ケースに対して、（d）で検討したパラメータを調節した結果を示す。ケース毎に

採用したパラメータの最適値を表 2.1.5-25 に示す。 
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表 2.1.5-25 各ケースで採用したパラメータの値 

ケース FRSB FRAB 

1 0.01 0.9 

2 0.0042 0.96 

3 0.0043 0.95 

 

a）D/W 圧力と W/W 圧力 

 まず、各ケースにおける D/W と W/W の圧力の解析結果と実験結果を示す。ケース 1にお

ける D/W の比較図は図 2.1.5-57 に示したので、省略する。図 2.1.5-58 と図 2.1.5-59 には

ケース 2 とケース 3 における D/W の圧力変化を、図 2.1.5-60 と図 2.1.5-61 にはケース 1

とケース 3における W/W の圧力変化をそれぞれ示す。ケース 2の W/W 圧力の実験結果は参

考文献に記載されていなかったため、省略した。 

 

 

図 2.1.5-58 ケース 2における D/W 圧力の解析結果と実験結果の比較 
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図 2.1.5-59 ケース 3における D/W 圧力の解析結果と実験結果の比較 

 

 

図 2.1.5-60 ケース 1における W/W 圧力の解析結果と実験結果の比較 
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図 2.1.5-61 ケース 3における W/W 圧力の解析結果と実験結果の比較 

 

b）D/W 温度と W/W 水温度 

次に、各ケースにおける D/W 温度と W/W 水温度の解析結果と実験結果を示す。実験では、

温度測定点がいくつかあり、実験結果として参考にすることができた測定点の位置を図

2.1.5-62 に示す。実験結果として示されているのは、第 2圧力抑制室のある位置における

温度測定の結果である。 

図 2.1.5-63 から図 2.1.5-65 には各ケースにおける D/W の温度変化を、図 2.1.5-66 から

図 2.1.5-68 には各ケースにおける W/W 水の温度変化をそれぞれ示す。  
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図 2.1.5-62 圧力抑制室の温度測定点 
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図 2.1.5-63 ケース 1における D/W 温度の解析結果と実験結果の比較 

 

 

図 2.1.5-64 ケース 2における D/W 温度の解析結果と実験結果の比較 
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図 2.1.5-65 ケース 3における D/W 温度の解析結果と実験結果の比較 

 

 

図 2.1.5-66 ケース 1における W/W 水温度の解析結果と実験結果の比較 
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図 2.1.5-67 ケース 2における W/W 水温度の解析結果と実験結果の比較 

 

 

図 2.1.5-68 ケース 3における W/W 水温度の解析結果と実験結果の比較 
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全体的に概ね一致していることから、ブローダウン時の格納容器応答の解析の妥当性を

確認した。この解析手法を用いて、福島第一原子力発電所 1号機での格納容器内漏えい解

析を実施することにした。実機プラント解析をする際には、パメラータの設定の仕方が重

要である。TRAC コードは本来、安全評価のためのものであるため、Best-Estimate な評価

をすることができない部分もある。しかし、それを踏まえた上で、評価対象に対して厳し

い結果となるような条件を採用することで、信頼性のある評価は可能であると考えている。 

 

3）福島第一原子力発電所 1号機での格納容器内漏えい解析 

(a)概要 

 2011 年 3 月 11 日に発生した福島第一原子力発電所での事故において、地震発生直後か

ら津波到達までの格納容器内挙動を把握し、冷却材喪失事象が起きていたのかを検証した。

検証の方法としては、同条件での解析と実測値を比較することにより判断を行った。 

 検討の対象を 1号機とし、解析を実施した。使用した解析コードは二相流過渡解析コー

ド TRAC-BF1 を使用し、解析手法は、（2）、（3）、（4）でその妥当性を確認した手法を組み合

わせることにした。解析事象としては、1 次系配管から冷却材の漏えいが発生したものと

し、原子炉圧力での圧力で飽和蒸気または飽和水が格納容器内へ流出すると想定した。当

時、原子炉圧力も計測されているため、その値を入力値として用いた。また、漏えい面積

は任意の値を設定し、実測値と比較・検証を行った。本解析での漏えい流量を求める際に

は、（2）、（3）で検討を行った評価手法を採用した。 

 格納容器系の解析では、（4）と同様に、格納容器解析用のコンポーネントを使用し、1F-1

の設計値を参考にし、モデリングを行った。 

 

(b)漏えい量計算の高速化 

 漏えい量計算は（3）と（4）で妥当性を確認した解析手法を使用するが、実機プラント

解析のように、解析対象時間が長くなる計算に使用する場合、あまりに非効率である。漏

えい量計算では、timestep が最大でも、10-8程度である。しかし、この timestep で長時

間の解析を実施すると、何十、百時間も必要になる。そこで、timestep の長期化を行い、

かつ元の timestep 計算での漏えい流量を再現することができるような手法を検討した。 

 流量計算では、圧力損失の効果が大きく影響することが確認することができたので、圧

力損失による効果を変えずに、timestep を大きくする手法を検討した。timestep を大きく

するためには、PIPE コンポーネントのセル長さを大きくする必要がある。また、圧力損失

の計算は水力直径により行われることから、セルを大きくした分だけ、水力直径を変更す

ることで対応した。セルの長さを大きくする場合、最も計算結果に影響を与える圧力損失

の効果は、摩擦損失によるものである。式(2.1.5-21)は圧力損失を求めるための式であり、

式(2.1.5-22)は摩擦損失を求めるための式である。また、式(2.1.5-23)はレイノルズ数を

求めるための式である。 
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これらの式を用いたのは、流速やレイノルズ数を用いることで、timestep を変更した場合

と変更しない場合とで流れの状態を同一とするためである。 

∆P ൌλ
୐

ୌୈ

ଵ

ଶ
ρuଶ           (2.1.5-21) 

λ ൌ 0.3164 ∙ Reି଴.ଶହ          (2.1.5-22) 

Re ൌ
୳∙ୌୈ

ν
             (2.1.5-23) 

∆P：圧力損失      

λ：圧力損失係数    

L：流路長さ（セル長さ）    

ρ：流体の密度     

u：流体の流速     

Re：レイノルズ数    

ν：流体の動粘性係数    

 

 timestep を変更する前を添え字 0で表わし、変更した後の添え字を 1で表わす。このさ

いには、流れの状態を同一と考えるため、密度と流速、レイノルズ数、動粘性係数は同じ

値となる。∆P଴と∆Pଵとすると、式（2.1.5-21）から式（2.1.5-23）から、式（2.1.5-24）

のように整理することができる。 

 

 HDଵ ൌ HDଶ ቀ
୐మ
୐భ
ቁ
ర
ఱ
           (2.1.5-24) 

 

 まず、（3）で行ったピンホールからの蒸気漏えいに対して、上記の手法を適用した。Φ1

の場合の適用結果を表 2.1.5-26 に示す。試験体圧力（入口圧力）ごとの適用前後の流量の

差異を示している。また、変更前後でのセル長さと水力直径の関係を表 2.1.5-27 に示す。 

 

表 2.1.5-26 蒸気漏えいΦ1での timestep 変更前後の流量の差異 

試験体圧力 

[MPa] 

timestep 変更前 

の流量 [kg/s] 

timestep 変更前後の流量の差異 [%] 

timestep 

1.0×10-4 

timestep 

1.0×10-3 

timestep 

1.0×10-2 

5 4.51×10-3 -0.040 -2.8 -0.71 

4 3.59×10-3 -0.28 -3.2 -1.2 

3 2.58×10-3 -0.040 2.5 1.9 

2 1.77×10-3 -0.28 -3.1 -1.4 
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表 2.1.5-27 蒸気漏えいΦ1での timestep 変更前後のセル長さと水力直径の関係 

timestep [sec] 1.0×10-8 1.0×10-4 1.0×10-3 1.0×10-2 

セル長さ [m] 8.5×10-4 8.5 8.5×101 8.5×102 

水力直径[m] 1.0×10-3 1.6 10 63 

 

 この結果から、この手法を適用すると、計算の高速化を行いながら差異数%以下で流量を

再現することができることが確認することができた。しかし、timestep を大きくするに伴

いセルの長さも大きくなることから、流量が静定するまでに時間がかかってしまうことに

注意する必要がある。例えば、timestep 変更前では、5.0×10-3 秒程度で流量が静定する

が、timestep が 1.0×10-2の時では、静定までに 1 秒程度必要である。これは、セルの長

さが長くなるため、セルを通過するまでに時間がかかり、出口で定常化するまでに時間が

かかるためである。したがって、プラント解析に用いる際には、解析対象時間により使い

分ける必要がある。さらに、流量の静定までに時間がかかるため、プラント解析挙動に反

映されるには、timestep 変更前よりもやや時間遅れが生じる可能用が考えられる。しかし、

解析対象時間が何万秒といったオーダーに対して、1 秒程度の時間遅れであれば、有意な

差は生じないと思われることから、上記のことを踏まえてプラント解析の結果を検討する

ことで、十分評価は可能であると考えられる。 

 ピンホールからの蒸気漏えいに関して、Φ2の適用結果を表 2.1.5-28、表 2.1.5-29 に、

Φ3の適用結果を表 2.1.5-30、表 2.1.5-31 に示す。Φ2とΦ3に対する適用結果からもΦ1

と同様の結果が得られていることから、ピンホール型蒸気漏えいに関して、流路径が違っ

ても本手法の適用性を確認することができた。 

 

表 2.1.5-28 蒸気漏えいΦ2での timestep 変更前後の流量の差異 

試験体圧力 

[MPa] 

timestep 変更前 

の流量 [kg/s] 

timestep 変更前後の流量の差異 [%] 

timestep 

1.0×10-4 

timestep 

1.0×10-3 

5 1.81×10-2 -0.55 -0.55 

4 1.46×10-2 -2.1 -1.9 

3 1.07×10-2 -0.29 -3.0 

2 7.35×10-3 2.4 0.11 

 

表 2.1.5-29 蒸気漏えいΦ2での timestep 変更前後のセル長さと水力直径の関係 

timestep [sec] 1.0×10-8 1.0×10-4 1.0×10-3 

セル長さ [m] 8.5×10-4 8.5 8.5×101 

水力直径[m] 2.0×10-3 3.17 20 
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表 2.1.5-30 蒸気漏えいΦ3での timestep 変更前後の流量の差異 

試験体圧力 

[MPa] 

timestep 変更前 

の流量 [kg/s] 

timestep 変更前後の流量の差異 [%] 

timestep 

1.0×10-4 

timestep 

1.0×10-3 

5 4.25×10-2 -1.0 -0.35 

4 3.33×10-2 -2.7 -3.5 

3 2.44×10-2 -3.5 -3.4 

2 1.63×10-3 -2.4 -2.5 

 

表 2.1.5-31 蒸気漏えいΦ3での timestep 変更前後のセル長さと水力直径の関係 

timestep [sec] 1.0×10-8 1.0×10-4 1.0×10-3 

セル長さ [m] 8.5×10-4 8.5 8.5×101 

水力直径[m] 3.0×10-3 4.75 30 

 

次に、クラック型の蒸気漏えいに関して、上記に記したように本手法の適用性を確認した。

クラック型漏えいでは、入口圧力が 7MPa で一定であり、異なる流路全長のものが 3 種類

（10mm、20mm、36mm）用意されている。一例として、10mm と 20mm の流路に対して、本手

法適用前後の流量を比較した。適用前後の流量の比較を示したものを表 2.1.5-32 に示す。

また、表 2.1.5-33 に流路全長が 10mm における、表 2.1.5-34 には流路全長が 20mm におけ

る変更前後でのセル長さと水力直径の関係をそれぞれ示す 

 

表 2.1.5-32 クラック型蒸気漏えいでの timestep 変更前後の流量の差異 

流路全長 

[mm] 

timestep 変更前 

の流量 [kg/s] 

timestep 変更前後の流量の差異 [%] 

timestep 

1.0×10-5 

timestep 

1.0×10-4 

10 2.04×10-1 2 4 

20 8.63×10-2 -12 -8 

 

表 2.1.5-33 クラック型蒸気漏えいで流路全長が 10mm の場合の 

timestep 変更前後のセル長さと水力直径の関係 

timestep [sec] 1.0×10-9 1.0×10-5 1.0×10-4 

セル長さ [m] 2.04×10-4 2.04 2.04×101 

水力直径[m] 1.0498 1663.8 10497 
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表 2.1.5-34 クラック型蒸気漏えいで流路全長が 20mm の場合の 

timestep 変更前後のセル長さと水力直径の関係 

timestep [sec] 1.0×10-8 1.0×10-5 1.0×10-4 

セル長さ [m] 4.079×10-4 4.079 4.079×101 

水力直径[m] 0.5466 866.3 5466 

 

 クラック型の蒸気漏えいでも、適用後数%程度の差異を確認した。ピンホール型蒸気漏え

いの場合と比較すると、差異がやや大きくなっている。これは流路全長の長さの違いによ

り現れたものであると推察することができる。ピンホール型蒸気漏えいでは、流路全長が

4mm 程度であるが、クラック型蒸気漏えいでは、10mm や 20mm と流路が倍以上大きくなって

いる。流路が長さにより、流路内の熱平衡などの流れの状態が変化すると思われ、その影

響が表れたものと思われる。表 2.1.5-32 からも 10mm よりも 20mm の方が差異が大きくなっ

ていることからも、そのように考えることができる。流路全長が長くなると差異が大きく

なると考えられるので、以後クラック蒸気漏えいのプラント解析を実施する場合には、差

異が数%である流路全長が 10mm や 20mm の場合を想定して解析を行う。一般的な配管の厚み

も 10～20mm であるので、適用可能であると考えられる。 

 

次に、クラック型飽和水漏えいについて、本手法を適用した場合について述べる。本手

法を用いて解析を行ったところ、timestep 変更する前後で差異が大きく表れることが確認

することができた。差異が小さいもので 50%程度になったことから、液相の漏えい流量を、

本手法を用いて求めることは困難である。よって、液相漏えいの場合のプラント解析では、

本手法とはことなる方法で流量を与える必要がある。 

そこで、液相の漏えいの場合のプラント解析では、以下の方法を採用する。  

まず、（4）で検討した手法で液相の漏えい流量を求め、次に、その出力値を入力値とし

て与えることで、プラント解析を行う。  

 

(c)解析モデルと解析条件 

ここでは、解析モデルや解析条件について述べる。図 2.1.5-69 に格納容器内漏えい事象

の解析モデルを示す。 

一次系圧力を保有する冷却材は、格納容器へと流出する場合、臨界流となっているため、

その条件を満足するように、入力データを作成した。解析体系としては、境界条件と圧力

で与えることができるように、BREAK コンポーネントを使用し、ノズル部を PIPE コンポー

ネントで作成し、冷却材の流出を模擬した。ここで、算出された冷却材の漏えい流量等の

アウトプットデータが格納容器系への入力値となる、一連のプラント挙動解析が行われる。

モデリングの際に、構造物の寸法が不明な部分は、設置許可申請書の図面などを参考に算
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出した。寸法や W/W 内の水量や主な入力値を表 2.1.5-35 に示す。格納容器の解析モデルで

は、2つのコンパートメント（コントロールボリューム）を用いて、1つを D/W とし、もう

1つを W/W とした。そして、D/W と W/W との間を 12 本のベント管で繋いでいる。ベント管

は本章の妥当性解析と同様にパッシブジャンクションを使用している。 

表 2.1.5-36 に解析ケースと解析条件を示す。漏えい面積と漏えい流体、流路形状に応じ

た漏えいケースを 11 パターン用意し、検証を行うことにした。 

 

図 2.1.5-69 格納容器内漏えい解析の解析モデル 

 

表 2.1.5-35 解析モデルの主な入力値 

D/W 体積 [m3] 3000 

W/W 体積 [m3] 4370 

W/W 水体積[m3] 1750 

ベント管直径 [m] 0.2 
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表 2.1.5-36 解析ケースと条件 

ケース名 漏えい相 漏えい流路形状 漏えい面積 [cm2] 流路長さ [cm] 

1 気相 ピンホール 7.85×10-3  (1Φ) 0.425 

2 気相 ピンホール 3.14×10-2  (2Φ) 0.425 

3 気相 ピンホール 7.07×10-2  (3Φ) 0.425 

4 気相 クラック 3.17×10-1 0.1 

5 気相 クラック 1.65×10-1 0.2 

6 液相 クラック 1.02×10-1 0.1 

7 液相 クラック 1.65×10-1 0.1 

8 液相 クラック 1.02×10-1 0.2 

9 液相 クラック 1.65×10-1 0.2 

10 液相 クラック 1.84×10-1 0.36 

11 液相 クラック 1.26×10-1 0.36 

 

初期解析条件を表 2.1.5-37 に示す。解析条件はできる限り実機の状態と一致させている。

この際に実測値データを参考資料から抜粋した。抜粋したデータを図 2.1.5-70 から図

2.1.5-73 に示す。 

まず、初期原子炉圧力は、過渡記録装置のデータを使用し、初期格納容器圧力は記録計

チャートのデータを読み取り、使用した。また、初期 D/W の温度は記録計チャートのデー

タの平均値を、W/W 水温度についても記録計チャートのデータを使用した。 

 

表 2.1.5-37 初期解析条件 

 原子炉圧力 格納容器圧力 D/W 温度 W/W 水温度 

初期値 6.92MPa 0.107MPa 38℃ 21℃ 
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図 2.1.5-70 過渡記録装置による原子炉圧力の実測値 
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図 2.1.5-71 記録計チャートによる D/W と W/W の圧力の実測値 
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図 2.1.5-72 記録計チャートによる D/W 内各部温度の実測値 
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図 2.1.5-73 記録計チャートによる W/W 水温度の実測値 

 

また、格納容器妥当性解析でパラメータとした FRSB と FRAB については、より格納容器

圧力の変化が緩慢になるように設定した。今回の解析では、漏えいが格納容器内で発生し

た場合の圧力または温度の変化を実測値の変化と比較することで漏えいの有無を検証する

ものであるため、過大評価となる解析手法を採用していては、評価としては不適切となる

ため、それらの変化が緩慢となるようにパラメータを決定した。もっとも変化が緩慢とな

る時のパラメータの値として、FRSB = 0.0、FRAB = 1.0 のように設定した。 
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(d)解析結果と考察 

a）ピンホール型の蒸気漏えいの場合 

 図 2.1.5-74 に、D/W 圧力のケース 1と 2、3の解析結果と実測値とを比較したグラフを、

図 2.1.5-75 に、D/W 圧力のケース 1 と 2、3 の解析結果と実測値とを比較したグラフを示

す。また、図 2.1.5-76 にケース 1とケース 2、ケース 3の流量の時間変化を示す。 

図 2.1.5-74 から、漏えい口径がΦ2とΦ3については、実測値より圧力の変化が大きく

なっている。Φ2については圧力変化が実機圧力に対して約 2.6 倍となり、Φ3については

約 5.3 倍となった。これらについては実機圧力変化よりも大きいことから、その漏えい面

積における漏えいはないものと判断することができる。 

Φ1 については、実機の圧力変化よりも小さくなった。しかし、この漏えい面積に相当

する漏えい量は図 2.1.5-76 から約 0.05 kg/s 程度の漏えいとなっている。保安規定によ

り運転が許容される漏えい流量は 0.23 m3/h（=0.063 kg/s 程度） となっており、Φ1 で

の流量はそれ以下であることから、たとえ漏えいがあったとしても、冷却材喪失という扱

いにはならないため、問題とはならない。また、Φ2とΦ3についても、保安規定漏えい量

よりもすくない流量であるから、漏えいがあった場合でも事故とはならない。保安規定以

下の漏えいがあった場合の圧力変化は実測値の変化との乖離が大きいことから、ピンホー

ル型の蒸気漏えいを想定した場合、保安規定以下の漏えいはなかったものと判断すること

ができる。 

温度については、実測値が概ね 5℃から 20℃程度の温度変化である。解析において温度

上昇は、Φ1では約 3度、Φ2では約 9℃、Φ3では約 16℃となっており、実測値と同程度

の温度上昇となった。解析結果は実測値の変化の範囲内で変化しているが、実測値はそれ

ぞれ局所的な温度であるため、定量的な判断は困難である。しかし、解析では炉心からの

放熱を考慮していないため、炉心からの放熱を考慮した場合は温度上昇がより大きくなる

と考えられる。 
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図 2.1.5-74 ケース 1とケース 2、ケース 3の解析結果と実測値の D/W 圧力変化の比較 

 

図 2.1.5-75 ケース 1とケース 2、ケース 3の解析結果と実測値の D/W 温度変化の比較 
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図 2.1.5-76 ケース 1とケース 2、ケース 3の漏えい流量 

 

b）クラック型の蒸気漏えいの場合 

図 2.1.5-77 に、D/W 圧力のケース 4と 5の解析結果と実測値とを比較したグラフを、図

2.1.5-78 に、D/W 圧力のケース 4と 5の解析結果と実測値とを比較したグラフを示す。ま

た、図 2.1.5-79 にケース 4とケース 5の流量の時間変化を示す。 

図 2.1.5-77 から、両ケースにおいても実測値より圧力の変化が大きくなっている。ケー

ス 4については圧力変化が実機圧力に対して約 11 倍となり、Φ3については約 6.5 倍とな

った。これらについては実機圧力変化よりも大きいことから、その漏えい面積における漏

えいはないものと判断することができる。 

温度については、解析において温度上昇は、ケース4では約30度、ケース5では約18℃、

実測値の温度上昇よりも大きくなっている。ケース 4に関しては、実測値よりも温度が大

きくなっている。炉心からの放熱を考慮すると実測値と乖離が大きくなると考えられる。 

 流量では、両ケースとも保安規定以上の漏えいとなっているが、解析での圧力挙動が実

測値と大きく乖離しているため、両ケースのような漏えいはなかったと断定することがで

きる。 
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図 2.1.5-77 ケース 4とケース 5の解析結果と実測値の D/W 圧力変化の比較 

 

図 2.1.5-78 ケース 4とケース 5の解析結果と実測値の D/W 温度変化の比較 
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図 2.1.5-79 ケース 4とケース 5の漏えい流量 

 

c）クラック型の液相漏えいの場合 

図 2.1.5-80 に、ケース 6からケース 11 の D/W 圧力の解析結果と実測値とを比較したグ

ラフを、図 2.1.5-81 に、ケース 6からケース 11 の D/W 圧力の解析結果と実測値とを比較

したグラフを示す。また、図 2.1.5-82 にケース 6からケース 11 の流量の時間変化を示す。 

 すべてのケースにおいて実測値よりも大きな圧力上昇となった。実測値の圧力上昇量に

対して、圧力上昇量は、ケース 6では約 5.7 倍に、ケース 7では約 9.7 倍に、ケース 8で

は約 4.9 倍に、ケース 9では約 9.5 倍に、ケース 10 では約 9.1 倍に、ケース 11 では約 5.9

倍になった。温度上昇量は、ケース 6では約 17℃、ケース 7では約? 

26℃に、ケース 8では約 14℃に、ケース 9では約 26℃に、ケース 10 では約 24℃に、ケー

ス 11 では約 17℃になった。 

ケース 6とケース 8とは流路長さ以外は同じ条件となっている。また、ケース 7とケー

ス 9についても同様である。ケース 6とケース 8については、図 2.1.5-82 から流量がケー

ス 6はケース 8に対して約 1.2倍大きい。圧力上昇量もケース 6はケース 8に対して約 1.2

倍大きく、ケース 6が温度上昇量も約 1.1 倍大きい。よって、流量の違いが圧力や温度の

変化にも影響していることがわかる。ケース 6がケース 8より流量が大きいのはケース 8

がケース 6よりも流路が長くなっており、その分の損失により流量が少なくなっていると

推察することができる。しかし、実測値とはどちらのケースとも明らかに変化の仕方が違

うため、これらのケースについても漏えいの可能性は極めて低いと言える。 
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ケース 7とケース 9については、図 2.1.5-82 から流量がケース 7はケース 9に対して約

1.04 倍大きい。圧力上昇量もケース 7は約 1.02 倍大きく、温度上昇量はケース 7の方が

やや大きくなっている。よって、ケース 7とケース 9についても同様な見解を持つことが

できる。 

次にケース 9とケース 10 を比較すると、漏えい面積はケース 10 の方が大きいがケース

9の方が圧力上昇量は大きい。これは流路が長くなることの損失が漏えい面積の影響より

も大きくなり、流量が大きくなっているためであると考えられる。このことから厚みのあ

る配管からの漏えいを想定する場合、厚みと流路面積から評価する必要があると言える。  

 6 ケースについて検討したが、いずれについても実測値から大きな違いが見られるため、

これらのケースのような漏えいの可能性は極めて低いと思われる。 

 

 

図 2.1.5-80 ケース 6からケース 11 の解析結果と実測値の D/W 圧力変化の比較 
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図 2.1.5-81 ケース 6からケース 11 の解析結果と実測値の D/W 温度変化の比較 

 

 

図 2.1.5-82 ケース 6からケース 11 の漏えい流量 

 

 

  

290

300

310

320

330

340

350

360

0 10 20 30 40 50 60

格
納

容
器
D
/W

温
度

[K
]

時間 [分]

戻りエアダクト1

戻りエアダクト2

RPVベローズ1

RPVベローズ2

RPVベローズ3

供給エアダクト1

供給エアダクト2

ケース6

ケース7

ケース8

ケース9

ケース10

ケース11

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

0.3

0.35

0.4

0 10 20 30 40 50 60

漏
え

い
流

量
[k
g
/s
]

時間 [分]

ケース6

ケース7

ケース8

ケース9

ケース10

ケース11

保安規定

漏えい量



2-312 

d）液相漏えいと気相漏えいの比較 

 漏えい相以外の条件が同じであるケース 5 とケース 9 の比較を行った。D/W 圧力につい

て比較したグラフを図 2.1.5-83 に、D/W 温度について比較したグラフを図 2.1.5-84 に示

す。また、流量について比較したグラフを図 2.1.5-85 に示す。 

漏えい面積が同じ場合、液相漏えいの方が D/W の圧力と温度の変化が大きくなることが

わかる。これは、同じ漏えい面積の場合、格納容器への漏えい量が多くなるためであり、

図 2.1.5-82 から確認することができる。ケース 9の流量はケース 5のそれに対して約 4.1

倍となっている。また、ケース 9の圧力変化量はケース 5のそれに対して約 1.5 倍、ケー

ス 9の温度変化量はケース 5のそれに対して約 1.4 倍となっている。流量比に対して、圧

力変化量や温度変化量が小さくなっている。液相の方が流入量は多いが、すべてが蒸気と

なり、圧力上昇に寄与しているわけではない。流入した水は液相のままで D/W 内で存在し

ている。図 2.1.5-86 は、ケース 5での D/W 内の蒸気量と水量と流入総量の時間変化を示し

ている。また、図 2.1.5-87 は、ケース 9での D/W 内の蒸気量と水量と流入総量の時間変化

を示している。図 2.1.5-87 から、液相が流入した場合、D/W 内に水が溜まっていることが

確認することができる。両図から、蒸気量ではケース 5の方が多いが、ケース 9の場合、

蒸気による加圧に加えて、水からの熱の移動が D/W 内の気相部に伝わる効果があるため、

結果としてケース 9 の方が D/W 圧力が大きくなっていると考えられる。ここで、ケース 9

の漏えい総量と同等量の蒸気が漏えいした場合とケース 9を比較した。図 2.1.5-88 に圧力

変化の違いを示したグラフを示す。グラフから、ケース 9 で流入した水と蒸気がすべて蒸

気になると、ケース 9よりも圧力上昇が大きくなることが確認することができる。したが

って、液相漏えいの場合、漏えい流量は多くなるが、すべてが蒸気になるわけではなく、

D/W 内に水が溜まっていくことで、圧力上昇が緩和される。 
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図 2.1.5-83 ケース 5とケース 9の解析結果と実測値の D/W 圧力変化の比較 

 

図 2.1.5-84 ケース 5とケース 9の解析結果と実測値の D/W 温度変化の比較 
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図 2.1.5-85 ケース 5とケース 9の漏えい流量 

 

図 2.1.5-86 ケース 5での D/W 内の蒸気量と水量と流入総量の時間変化 
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図 2.1.5-87 ケース 9での D/W 内の蒸気量と水量と流入総量の時間変化 

 

図 2.1.5-88 ケース 9と同じ流量の蒸気を漏えいさせた場合とケース 9の圧力変化の違い 

 

0

100

200

300

400

500

600

0 10 20 30 40 50 60

D
/W

内
の

蒸
気

量
と

水
量

[k
g]

時間 [分]

水質量

蒸気質量

総量

0.1

0.11

0.12

0.13

0.14

0.15

0 10 20 30 40 50 60

格
納

容
器
D
/W

圧
力

[M
Pa
]

時間 [分]

ケース9

ケース9の漏えい総量と同等量の

蒸気が漏えいした場合



2-316 

4）まとめ 

 2011 年 3 月 11 日の福島原発の事故において、1F-1 では地震による小規模な LOCA の発生

の有無が議論されてきた。そこで、本研究では、実機条件で格納容器内での冷却材漏えい

解析を行い、実測値と比較することで漏えいの有無を検討することにした。検証を行うま

でにいくつかの段階に分かれているのでそれぞれについて述べる。 

 

(a)格納容器解析手法の妥当性確認 

格納容器解析を実施するにあたり、TRAC コードの格納容器内挙動解析コンポーネント

CONTAN を使用した。その解析手法の妥当性を検証するために、実験解析を行った。 

 

 格納容器解析を行う際にあたって、FRSB（ベントされた蒸気の W/W での蒸気の凝縮割

合）と FRAB（ベントされた空気の W/W での熱平衡の具合）の 2つのパラメータが格納

容器挙動に影響するため、適切に設定することが必要 

 適切にパラメータを設定することで実験データに概ね一致することを確認 

 FRSB と FRAB の設定により理想的な状況（蒸気の完全凝縮と空気の完全熱平衡）を想

定すると、D/W 圧力や温度などの変化量の減少傾向を確認 

 1F-1 解析では、FRSB と FRAB の設定により、変化が緩慢となる値を採用 

 

1F-1 での漏えい解析では、実測値と比較する際、解析結果と実測値との違いが大きけれ

ば、解析で採用した条件での漏えいはないと判断することができる。したがって、漏えい

条件に対して、圧力上昇など上昇が緩慢になる条件のほうがより厳しい評価が可能である。

したがって、上記のパラメータに関しては、蒸気の完全凝縮と空気の完全熱平衡となるよ

うに設定した。 

 

(b)漏えい流量計算の高速化 

 格納容器内への漏えい解析は、まず漏えい量を計算し、その計算結果を格納容器側へ受

け渡すことで行われる。その際に流量計算側と格納容器側とでは、timestep のオーダーが

異なる。流量計算では timestep が短く解析対象時間も短いが、格納容器側では解析対象時

間が長くなるため、流量計算の timestep を用いると格納容器解析に膨大な時間が必要にな

る。流量計算での timestep を大きくするために、セルの長さを大きくした。セルの長さに

より圧力損失の効果が変わる。圧力損失または流れの状態が変わらないように水力直径の

変更により対応した。 

 

 蒸気の漏えい量については、変更前後での流量の差異が数%以内で再現可能 

 timestep を大きくするほど、流れの定常化までに時間が必要 

 液相漏えいに関しては流路が長くなることで、熱平衡などの影響により、流れの状態
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の変化が大きくなるため、上記の手法の適用は困難であるため、計算結果である流速

などを格納容器解析のインプットとして入力する方法を採用 

 

(c)1F-1 格納容器内漏えい解析 

 漏えい面積や漏えい相を変更し、11 の解析ケースを用意した。1つケースを除いて圧力

の実測値よりも優位な差が見られた。実測値以下になったものについては、漏えい流量が

0.005 kg/s と保安規定で運転が許可されている漏えい量（約 0.063 kg/s）よりも小さいこ

とから、実測値よりも変化が小さいく漏えいの発生を否定することができなくても、冷却

材喪失とはならないので問題ではない。また、本解析では、炉心の放熱を考慮していない

ので、やや圧力上昇は緩慢となることから、この程度の小さい漏えいで実測値が同等であ

れば、十分冷却材喪失事象の発生を否定することができる。 

温度の比較については、結論から言うと定量的な評価は困難である。実測値が局所的な

温度データであることと解析が平均値であることを考慮する必要がある。ほぼ全てのケー

スで実測値の上昇と同等かそれ以上の上昇が見られた。 

また、液相と気相の漏えいを比較すると、同じ漏えい面積では、液相のほうが圧力や温

度の上昇は大きくなる。これは液相のほうが流入する漏えい流量が多くなるからである。

しかし、液相の方が流入量は多いが、すべてが蒸気となり、圧力上昇に寄与しているわけ

ではないため、それぞれの圧力上昇は流量比程の違いは見られなかった。 
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(6)格納容器下部の漏えい評価 

1) 概要 

格納容器の下部にも損傷箇所があり、タービン建屋や原子炉建屋からのピットなどが損傷

して汚染水が漏洩していると考えられる（図 2.1.5-89、図 2.1.5-90）。２号機のロボットに

よる点検結果によればサンドクッションからの水の漏洩も無いのでドライウェル下部やベ

ント管のベローズの損傷は無いと考えられる。そこで、図 2.1.5-91 に示すように、トーラ

スに接続される配管や弁の弁箱のシリコンゴムパッキンなどの損傷の可能性が考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.5-89 原子炉および格納容器の漏洩想定箇所 図 2.1.5-90 ハッチやペネ等の損傷 

 

 

 

 

 

 

 

 

図6.5.1.5 格納容器上部フランジ変形解析(NUPEC)  図2.1.5-91トーラス損傷想定個所 
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トーラス室はタービン建屋とトレンチ等で接続され、このコンクリート部分がひび割れ

などがあると地下水の汚染を引き起こしていると考えられる。現在は、凍土壁で原子炉建

屋の周囲を囲み、山側からの原子炉建屋への地下水の流入と、汚染水の原子炉建屋からの

漏洩を止めることになったが、事故原因の特定のためには、トーラス室の汚染水を抜き、

ロボットなどを格納容器のトーラス部分からの漏洩個所の特定と、ベント管内への封水ゴ

ム袋（バルーン）の挿入と膨張による汚染水流出の封止、水ガラスなどによる封水固化な

どの工事が必要である。 

 

(a)研究目的 

 福島第一原子力発電所で発生した過酷事故では炉底部の部分溶融損傷と、ペデスタルに

落下した炉心溶融物とペデスタルのコンクリートとのコア・コンクリート反応が発生した

と考えられる。また、溶融物が格納容器壁を溶融損傷させたシェルアタックが発生した可

能性も否定できない。過酷事故時の溶融炉心対策として玄武岩や高融点材料などをペデス

タルに敷き詰めることが有効だと考えられる。高温溶融炉心とペデスタルに敷き詰める材

料との相互作用を観察するため、本研究ではテルミット反応により高温溶融物を生成する

こととした。テルミット反応は酸化鉄とアルミ粉を反応させると溶融物に近い約 3000℃の

高温溶融物が生成する。この溶融物をコンクリート、玄武岩、高融点材料などに落下させ、

反応状況を測定する。その際の温度データ、侵食状況などのデータを取得することを目的

とする。 

 

(b)歴史上の過酷事故とコアキャッチャ 

 過酷事故とは、設計基準事象を大幅に超える事象であり、安全設計の評価上想定された

手段では適切な炉心の冷却または反応度の制御ができない状態であり、その結果、炉心の

重大な損傷に至る事象である。原子力関連施設事故の中ではもっとも過酷なものであり、

過去には、旧ソ連のチェルノブイリ、米国のスリーマイル島、日本の福島第一原発での事

故例がこれに該当する。スリーマイル島での事故は、炉心溶融が起こったものの、原子炉

圧力容器内で溶融物がとどまった状態で事故事象の進展が止まった。一方で、チェルノブ

イリと福島の事故では、圧力容器から溶融燃料が漏れ出すまでに事故事象が進展した。チ

ェルノブイリについては、図 2.1.5-92、図 2.1.5-93 に示したように、漏れ出た溶融デブ

リの把握がかなり進んでいる。しかし、福島では今も漏れ出た溶融デブリの把握はほとん

ど出来ていない。 
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図 2.1.5-92 チェルノブイリ機器下区画断面温度分布図(出典：文献[1]) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.5-93 チェルノブイリ LFCM(溶岩状燃料含有物質)の流れの俯瞰図(出典：文献[1]) 
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 このような炉心溶融物の漏洩事象が発生した際に、コアキャッチャの設置が有効だと考

えられている。図 2.1.5-94 に欧州加圧軽水炉(EPR)のコアキャッチャの外観図を示す。欧

州では、新設する原子炉にコアキャッチャの設置を義務付けており、炉心溶融物の漏洩対

策は進んでいるといえる。日本では、設置義務が先送りされているものの、今後原子力規

制基準の中に組み込まれる可能性が高く、その研究が急務である。 

 コアキャッチャは、原子炉圧力容器下部に設置され、漏洩してきた溶融物を受け止める

機能を持つ。コアキャッチャに使う材質は高融点でなくてはいけないこと、受け止めた溶

融物を持続して冷却する構造になっていることなど、実用化には越えなければいけない厳

しい条件が様々ある。また、日本に現在設置されている沸騰水型軽水炉(BWR)は、原子炉圧

力容器下部とペデスタルとの隙間が非常に狭い。ゆえに BWR にコアキャッチャを設置する

際には狭いスペースに設置できる薄い板状でなくてはならず、そういった研究が必要であ

る。世界各国で研究されているコアキャッチャには次のような物がある。 

 図 2.1.5-94 で示した EPR のコアキャッチャコアキャッチャの仕組みは、漏れ出てきた炉

心溶融物が Melt Plug と呼ばれる装置でまず一端受け止められる。ここで、落下してきた

溶融物の物理的な運動エネルギーを吸収し、同時に Melt Plug 自体が溶融することで、炉

心溶融物の持つ熱エネルギーも奪う仕組みになっている。その後、溶融物は Melt Discharge 

Chanel を通り、Spreading Compartment に導かれる。ここで、溶融物は広範囲に広がり、

表面積を大きくすることで、冷却しやすくなる。この、Spreading Compartment は図中に

は描かれていないが、外部から注水する機構が備わっている。外部注水は、Core Catcher

底部の水路を通った後、Spreading Compartment に上方から注水される。こういった仕組

みにすることで、炉心溶融物を上下両方向から効果的に冷却することができる。Core 

Catcher は、表面を Sacrificial Material で覆われている。Sacrificial Material は、

高温の炉心溶融物が流れてきたときに Sacrificial Material 自体が溶融することで、炉心

溶融物から熱エネルギーを奪う役割を果たす。こうすることで、コアキャッチャの安全性

をより高めている。 

 その他の例として図 2.1.5-95 に改良型沸騰水型軽水炉(ABWR)に設置される予定の東芝

製コアキャッチャ、図 2.1.5-96 にロシア型加圧水型原子炉(VVER)のコアキャッチャを示す。 
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図 2.1.5-94 EPR コアキャッチャ概略図(出典：文献[2]) 

 

 

図 2.1.5-95 ABWR コアキャッチャ概略図(出典：文献[3]) 
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図 2.1.5-96 VVER コアキャッチャ概略図(出典：文献[4]) 

(c)テルミット反応 

a）概要 

 本研究において、炉心溶融物を模擬するために、テルミット反応による溶融金属を使用

する。テルミット反応はアルミニウムの粉末と酸化鉄(Ⅱ)の粉末を混合し、着火すること

で反応を起こすことができる。この反応は酸化還元反応の一種であり、反応式は次の様に

表される。 

FeଶOଷ ൅ 2Al ൌ 2Fe ൅ AlଶOଷ ൅ 851.5	kJ/mol 

この反応過程において上記のように多量に熱が発生し、Fe とAlଶOଷが混合した金属の溶融

物が生成される。これを炉心溶融物の模擬に使用する。 
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図 2.1.5-97 燃焼中のテルミット反応

 

図 2.1.5-98 テルミット反応により生成した模擬溶融物 
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b）手順 

 アルミニウムの粉末と、酸化鉄(Ⅲ)の粉末を、3:8 の重量比で混ぜ合わせる。アルミニウ

ムが過剰な混合比になっているのは、この方がよく反応するからである。出来た混合粉末

を実験したい場所に設置し、マグネシウムリボンを立てる。マグネシウムリボンは、燃え

やすい性質を持っており、導火線の役割を果たす。そして、安全のため、長い棒の先に取

り付けたろうそくで、マグネシウムリボンに着火することで、反応を開始することができ

る。図 2.1.5-99 に購入したアルミニウム粉末を示す。 

c）使用した試薬 

(ⅰ)アルミニウム粉末 

商品名 ３秤印 銀粉#800 

藤倉応用化学 

メッシュ 300 (粒子) 

材質 アルミニウム 

粒子 細口 

リーフィング（浮く）タイプ 

 

図 2.1.5-99 アルミニウム粉末 
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(ⅱ)酸化鉄(Ⅲ) 

図 2.1.5-100 に購入した酸化鉄(Ⅲ)を示す。 

国産化学株式会社 

式量  159.9 

含量 98.0% 

SO4 0.5(wt. %) max 

Loss on drying 0.5(wt. %) max 

oluble matter in water 0.5(wt. %) max 

Assay 95 (wt. %) min 

 

図 2.1.5-100 酸化鉄(Ⅲ) 

(ⅲ)マグネシウムリボン 

純度 99.8% 

原産国 England 
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図 2.1.5-101 マグネシウムリボン 

d）玄武岩 

 コアキャッチャの材料として、玄武岩が注目されている。玄武岩は火山岩の一種であり、

SiO2を主成分としている。地球上に広く分布しているため、安価で手に入れられる。融点

は岩石の組成にもよるが、約 1300℃～1500℃で大変高いと言える。図 2.1.5-102 は実験で

実際に使った玄武岩である。 

 

図 2.1.5-102 玄武岩  



2-328 

2）燃焼実験 

(a)概要 

 テルミット反応によって作られた高温の金属溶融物を用いて、玄武岩の耐熱試験を行っ

た。また、別の高融点材料について耐熱、耐熱衝撃性能を実験により評価した。 

 

(b)目的 

 玄武岩や高融点材料が、テルミット反応で発生する高温溶融物によってどのようなダメ

ージを受けるか調べる。 

 

(c)実験 

 まず、テルミット反応に用いる混合粉末の用意をした。粉末の混合比は、アルミニウム

粉末:酸化鉄(Ⅲ)粉末＝3:8 とした。実際には、アルミニウム粉末 120.79g と、酸化鉄(Ⅲ)

粉末 320.43g を混合したものを使用した。また、燃焼時に粉末が飛散することが予備実験

時問題となっていた。その対策として、図 2.1.5-103 に示したような粉末を圧縮してペレ

ット状にしたものを適宜使用することにした。しかし、ペレットを使うと粉末の飛散は抑

えられる一方、ペレット中心部分が未反応のまま燃焼が終了してしまうという欠点があり、

全量を反応させることが今後の課題である。 

 

図 2.1.5-103 テルミット粉末圧縮ペレット 

 また、燃焼時に周囲への火花が飛散することを防ぐために、図 2.1.5-104 のような焼却

炉内で実験を行った。 
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図 2.1.5-104 テルミット反応燃焼用焼却炉 

 燃焼時に、熱が外部に逃げてしまうことを防ぐために、図 2.1.5-105 のような断熱材を

使用した。材質は家屋の断熱材などとしても使われるグラスウールである。グラスウール

は断熱性と難燃性を兼ね備えており、本実験に適していると言える。 

 

図 2.1.5-105 断熱材 
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 図 2.1.5-106 のように、粉末及びペレットを対象物に乗せ、上部にマグネシウムリボン

を立てる。マグネシウムリボンに火をつけると、導火線のように燃え、テルミット反応を

開始できる。 

 

図 2.1.5-106 実験前 

(d)高融点材料 

 高融点材料の例としては、アルミナ(Al2O3)や、SiC などが挙げられる。アルミナについ

て融点は 2072℃、SiC については 2730℃である。Ti-Cu 及び、Ti-Cu については、自作の

材料であり、高融点であることは分かっているが具体的な融点の値は不明である。 

 

(e)結果 

a）Al2O3 

 図 2.1.5-107 が実験前の画像で、図 2.1.5-108 が実験後の画像である。Al2O3は実験中に

破片が見つからないほどに粉々に割れてしまった。テルミット反応の急な熱変化による熱

応力に耐えられずに割れたと考えられる。 
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図 2.1.5-107 実験前のアルミナ(Al2O3)

 

図 2.1.5-108 実験後アルミナ(Al2O3) 
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b）Si-C 

 図 2.1.5-109 は Si-C の実験後の画像である。画像では判別しにくいが、ひびが入ってい

ることが確認できる。実験後に手にとって観察しようとしたところ、ひびから割れてしま

った。 

 

図 2.1.5-109 実験後 SiC 

c）Ti-Cu 

 図 2.1.5-110 は Ti-Cu の実験後の画像である。よく見るとわずかなひび割れが確認でき

る。しかし、大きな侵食は見られない。 

 

図 2.1.5-110 実験後 Ti-Cu 
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d）Ti-Co 

 図 2.1.5-111 は実験前の、図 2.1.5-112 は実験後の Ti-Co の画像である。ひび割れは確

認できない。また、大きな侵食もない。今回実験を行った 4種類の高融点材料の中で、最

も損傷が少なかった。 

 

図 2.1.5-111 実験前 Ti-Co 

 

図 2.1.5-112 実験後 Ti-Co 
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今回の実験では 4種類の高融点材料を用いて実験を行った。目視出来る限り、損傷度合い

の大きさは、Ti-Co が一番小さく、次に Ti-Cu、Si-C 最も損傷したのは Al2O3 であった。 

 

(f)考察 

 今回の実験では、各材料間で損傷の度合いに大きな差があった。熱応力によって割れて

しまった物でも、金属のフレームで強化するなどの対策をすることで、強化することが可

能であると考えられる。今回は、材料調達の都合上、各高融点材料が異なった形状となっ

た。熱応力の強さは形状にも依存している可能性があるため、今後の改善点としては、同

じ形状で実験データを取得することが挙げられる。 

 

3)一酸化炭素計測実験 

(a)目的 

 緒言でも述べたように、過酷事故時に漏れ出た炉心溶融物とペデスタルのコンクリート

の間で、コア・コンクリート反応が発生することが知られている。コア・コンクリート反

応は一酸化炭素の発生を伴いながらコンクリートを侵食する現象である。今回の実験では、

コンクリート片上でテルミット反応を起こし、一酸化炭素の発生量を簡易的に測定するこ

とを目的とする。 

 また、コンクリートは固化させるために炭酸カルシウムを加えて作られる。その炭酸カ

ルシウムが高温により分解するため一酸化炭素が発生するといわれている。溶岩が冷え固

まってできた玄武岩は、炭酸カルシウムが含まれておらず一酸化炭素の発生は極めて少な

いと考えられる。そこで、玄武岩とコンクリートの一酸化炭素発生量を比較することを二

つ目の目的とする。 

 

(b)一酸化炭素計測実験 1 

 コンクリート片 3つ、玄武岩片 4つを用意した。その試験片上に粉末を乗せ、テルミッ

ト反応を生じさせた。安全のため、反応が収まった後に計測器を近づけ、発生した一酸化

炭素の濃度を計測した。 

 

(c)結果と考察 

 表 2.1.5-38 に測定結果を示す。コンクリート片、玄武岩片両方とも一酸化炭素が発生し

ていることが分かった。 
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表 2.1.5-38 一酸化炭素測定結果 

 
 同量の粉末を使ったコンクリート片 Aと、玄武岩片 Aを比較すると、玄武岩の方が一酸

化炭素発生濃度が少ないことが分かった。 

 コンクリート片 Cと玄武岩片 Bを比較してみる。コンクリート片 Cの方が使用した粉末

量は半分以下にもかかわらず、一酸化炭素量は 2倍以上である。 

 このことから、玄武岩から一酸化炭素が発生しているものの、発生量は玄武岩の方が少

ないということが分かった。 

 玄武岩については一酸化炭素が発生しないとの予想の元、実験を行った。ところが、玄

武岩から一酸化炭素が発生したという結果が得られたので、それについて考察する。 

  

 

図 2.1.5-113 30 度緯度帯ごとの大気中の一酸化炭素濃度の時系列図（2009 年） 

 

粉末の量(g) 試験片寸法(mm) 一酸化炭素量(ppm) 備考
コンクリート片A 40 直径100×30 62
コンクリート片B 80 直径100×30 90
コンクリート片C 160 直径100×30 127
玄武岩片A 40 300×300×30 16
玄武岩片B 500 600×300×30 59
玄武岩片C 750 600×300×30 266
玄武岩片D 1000 600×300×30 --- 500ppm以上(計測不能)
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 図 2.1.5-113 は、各緯度の一酸化炭素濃度を季節ごとにまとめたもので、気象庁のホー

ムページ(http://ds.data.jma.go.jp/ghg/kanshi/tour/tour_c3.html)から引用したもの

である。札幌の緯度はおよそ北緯43度なので、図2.1.5-113の中段左のグラフを読み取る。

すると、年間の一酸化炭素濃度はおよそ 100~160ppb である。1ppm は 1000ppb であるので、

一酸化炭素のバックグランドはおよそ 0.1ppm とわかる。このことより、今回計測において、

バックグランドは無視できると考えられる。 

二酸化炭素は、高温により一酸化炭素に分解される。気象庁のホームページより、大気中

の一酸化炭素濃度はおよそ 400ppm である。大気中に存在する二酸化炭素がある程度分解し

て今回の結果に影響を与えている可能性がある。しかし、その影響はそれほど大きくない

と考えられる。 

 燃焼炉は、耐熱コンクリート製である。溶融物に直接触れてはいないものの、そこから

一酸化炭素が発生している可能性がある。今後、燃焼炉を使わずに燃焼実験をして、燃焼

炉から発生している可能性を排除して実験する必要がある。 

 また、この計測器は簡易的なものなので今後は詳しい計測が出来るよう工夫する必要が

ある。 

(d)一酸化炭素計測実験 2 

 玄武岩から一酸化炭素が検出されることについて、燃焼炉自体から一酸化炭素が放出さ

れ、計測結果に影響を与えていた可能性が考えられる。 

 そこで、本実験では燃焼炉を使わずに一酸化炭素を計測し、検出された一酸化炭素が本

当に玄武岩から放出されたものであるかを確認した。 

 玄武岩片 2つ、燃焼炉のレンガで 2回の合計 4回の実験を行った。実験で使用したテル

ミット反応の粉末は各 40g である。図 2.1.5-114 は燃焼炉のレンガを用いた実験の様子で

ある。今回の実験では、燃焼炉自体から一酸化炭素が発生している可能性を除外するため、

燃焼得尾を用いずに実験を行った。燃焼炉のレンガは材料の都合上、テルミット反応を起

こす場所をずらして 1つの試験片で 2回の実験を行った。 
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図 2.1.5-114 燃焼炉のレンガ 

(e)結果と考察 

 実験結果を表 2.1.5-39 に示す。この結果より、燃焼炉に使われているレンガからは一酸

化炭素が発生していないことが確かめられた。よって、 

 

表 2.1.5-39 一酸化炭素計測結果 

 

粉末の量(g) 一酸化炭素量(ppm)
燃焼炉のレンガ１回目 40 0
燃焼炉のレンガ2回目 40 0

玄武岩片A 40 30
玄武岩片B 40 13
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4）温度計測実験 

(a)実験 1  玄武岩に取り付けた熱電対による温度計測実験 

a）目的 

 玄武岩の熱伝達の様子を明らかにするため、熱電対を用いて温度計測実験を行った。溶

融物は非常に高温であり、熱電対で直接溶融物の温度を計測することは不可能である。そ

こで、玄武岩に埋め込んだ熱電対を用いて、玄武岩内部の温度を計測する。そのデータを

もとに、非定常熱伝導方程式を用いて溶融物に直接触れている表面の温度を算出すること

を目的とする。 

b）実験手順 

 図 2.1.5-115 は、今回の実験で使う熱電対を取り付けた玄武岩の概略図である。まず、

穴をあけた玄武岩を用意し、その穴に熱電対を埋め込む。表 2.1.5-40 各熱電対の表面か

らの深さは熱電対の深さをまとめたものである。その熱電対を固定するために図

2.1.5-116 のような耐熱セメントを用いた。この耐熱セメントは、1300℃まで耐えられる

ので、今回の実験に適している。耐熱セメントは固まるまで保水した。セメントは凝固す

る前に乾燥してしまうと、十分な強度が発揮できないためである。固まった後は 2~3 日程

度かけて十分乾燥し、計測時に水分の影響が出ないようにした。出来た熱電対付きの玄武

岩の上に計量したテルミット反応の粉末を乗せた。その後、テルミット反応を起こし、そ

れによって発生した熱の伝達する様子を熱電対で計測した。使用したデータロガーは図

2.1.5-117 の、GRAPHTEC(GL220-UM-801)である。 使用した熱電対は熱電対は、図 2.1.5-118

の助川電気工業、 タイプＫ(-40～1200℃)、シース径 Φ1.0mm である。  

 

図 2.1.5-115 温度計測実験概略図 

 

玄武岩断面

テルミット

A B C D
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図 2.1.5-116 耐熱セメント 

 

 

図 2.1.5-117 グラフテックデータロガー 



2-340 

 

 

図 2.1.5-118 助川電気工業 K型熱電対 

 

表 2.1.5-40 各熱電対の表面からの深さ 

 

 

c）定常一次元熱伝達方程式 

 フーリエの微分方程式 

 
ப୘

ப୲
ൌ a ቀ

பమ୘

ப୶మ
൅

பమ୘

ப୷మ
൅

பమ୘

ப୸మ
ቁ           (2.1.5-25) 

は、初期条件を用いて解析的に解くと一般にはきわめて複雑な解となる。したがって、非

定常熱伝導を取り扱う実際の工学上の問題において様々な図式解法が考案されている。特

に一次元の温度場を取り扱うときは、シュミットの図式解法(the schmidt graphical 

method)を用いて説くことが多い。 

熱電対名 表面からの深さ(mm)
A 25
B 20
C 10
D 15
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 例として、一次元の温度場を用いて、並行平面板に該当する場合について考える。 

一次元の温度場においては、式(2.1.5-25)は式(2.1.5-26)のようになる。 

ப୘

ப୲
ൌ a

பమ୘

ப୶మ
              (2.1.5-26)  

図 2.1.5-119 のように、固体内部を等しい微小平面板に分割し、この微小体積内の熱勘定

を時間的に段階的な過程で置き換えていく。 

  

 

図 2.1.5-119 微小平面板と温度分布 

 したがって、時間に対して連続的な微分方程式である式(2.1.5-26)の代わりに、時間を

Δtの間隔に分解して有限差分の方程式 

୼୘

୼୲
ൌ a

୼మ୘

୼୶మ
              (2.1.5-27) 

すなわち、 

୘౪శ౴౪ି୘౪
୼୲

ൌ a
ቆቀ౴ಐ

౴౮
ቁ
ｘశ౴౮

ିቀ౴ಐ
౴౮
ቁ
౮
ቇ

୼୶
           (2.1.5-28) 

を用いて、時間が Δtだけ経過するごとの温度分布の様子を図示していくのである。 

 図において、熱の流れに垂直な等間隔の幅 Δxの微小平面板 1、2、3について、各平面

板の中央の温度が、時刻 tにおいてそれぞれ T1、T2、T3 であるとする。これらを図のよう

に折れ線で結び、温度曲線を作る。 

 次に Δt だけ経過した後の任意の断面、例えば、2 の温度を T2’であるとすると、式

(2.1.5-28)によって次式が成り立つ。 

൫୘ଶ´ ି୘ଶ ൯

୼୲
ൌ a

ቀ
౐భష౐మ
౴౮

ି
౐మష౐య
౴౮

ቁ

୼୶
           (2.1.5-29) 

これより、 

T1

T2

T3

⊿Ｘ

⊿Ｘ

⊿Ｘ

熱

T2’
微小平面板２

微小平面板１

微小平面板３
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T2ᇱ ൌ
ଵ

୑
ሺT1 ൅ ሺM െ 2ሻT2 ൅ T3ሻ          (2.1.5-30) 

ここで、 

M ൌ
ሺ୼୶ሻమ

ୟ୼୲
              (2.1.5-31) 

 特に、式(2.1.5-30)において、M=2 とおくと、T2’は次のように簡単にあらわされる。 

T2ᇱ ൌ
ଵ

ଶ
ሺT1 ൅ T3ሻ            (2.1.5-32) 

 ただし、時間の 1ステップ Δtは任意にとることはできない。すなわち式(2.1.5-31)に

おいて、M=2 として、式(2.1.5-33)で決められる。 

Δt ൌ
ሺ୼୶ሻమ

ଶୟ
              (2.1.5-33) 

式(2.1.5-32)と式(2.1.5-33)を使うことで、今回の実験の玄武岩表面温度を計算すること

ができる。 

 

d）結果と考察 

 

図 2.1.5-120 燃焼実験結果 

 

 図 2.1.5-120 は計測結果と、非定常熱伝導方程式を用いて表面の温度を算出した結果を

まとめたものである。計算により求めた溶融物の最高温度は 329.5℃に対し、酸化鉄の融

点は 1500℃程度である。実験中に金属が溶融していることを考えると、少なくとも 1500℃

程度は発熱しているはずである。よってこの手法ではうまく溶融物の温度を求められてい

ないと言える。原因は、熱電対の深さのステップが、5mm 刻みでは広すぎたことが考えら
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れる。 

 

(b)実験 2 高融点材料で保護した熱電対を用いた直接的な温度計測実験 

a）目的 

 実験 1では高温になっている玄武岩表面の温度を非定常熱伝導方程式を用いて算出した

が、計算結果は物理的に妥当でない値となった。そこで、熱電対先端を高融点材料で保護

した熱電対を用意し、高温溶融物を直接計測する実験を行った。 

 

b）実験手順 

 試験片は図 2.1.5-121 のような物を用意した。通常通りテルミット反応を起こし、溶融

物の温度を直接測定する。使用した熱電対は K 型で、保護に使った高融点材料はアルミナ

(Al2O3)である。アルミナは図 2.1.5-122 のような細い管状で、一端が熱溶接されて塞がっ

た構造になっている。図 2.1.5-123 はアルミナ細管の一端を熱溶接しているところである。

このアルミナ細管に熱電対を通した構造になっている。 

 

 

 

 

図 2.1.5-121 実験概略図 

 

 

玄武岩
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図 2.1.5-122 溶接前(下)と溶接後(上)のアルミナ細管 

 

図 2.1.5-123 溶接中のアルミナ細管 
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c）結果と考察 

 図 2.1.5-124 は温度測定の実験結果である。このグラフより、直接測定を行った熱電対

は最高温度1372度を記録している。これは今回用いたK型熱電対の測定範囲の限界であり、

テルミット反応は少なくともこれ以上の温度であるといえる。玄武岩の融点は 1200℃程な

ので、テルミット反応による溶融物が玄武岩を溶かす能力をもつことが確かめられた。ま

た、この結果は、顕微鏡観察で玄武岩が溶けている様子が観察できたこととも一致する。

なお、実験後、高融点材料で覆った熱電対の損傷は見られなかった。 

 

 

図 2.1.5-124 高融点材料で保護した熱電対を用いた温度計測実験結果 

 

(c)実験 3 多量の粉末を使用した温度計測実験 

a）目的 

 従来は粉末の量を 20 グラム、40 グラムといった非常に少ない量で行っていた。こうい

った量だと、発熱量が大変少なく、溶融物を模擬できていないことが考えられた。そこで、

今回の実験では、量を大幅に増やし、実験の規模を大きくすることを目的とする。 

 

b）実験 

 実験は 3 回行った。玄武岩の試験片の大きさは、600×300×30(mm)である。粉末の量を

増やしたため、すべての粉末が玄武岩上に乗るように大きな玄武岩を使った。各試験片に

使用した粉末の量は、試験片 A が 500 グラム、試験片 B が 750 グラム、試験片 C が 1000
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グラムである。熱電対は各玄武岩に 3 本ずつ取り付けた。熱電対の深さは、表面から、2mm、

4mm、6mm である。今回は、粉末を中心付近に集中して配置するため、アルミホイルで

皿を作成した。その中で反応を起こすと、高温により、アルミ皿が溶けて玄武岩上に流れ

出す仕組みになっている。図 2.1.5-125、図 2.1.5-126、図 2.1.5-127 にそれぞれ、1kg、

750ｇ、500ｇの粉末を使用した温度計測実験結果を示す。 

c）結果と考察 

 

図 2.1.5-125 多量の粉末を使用した温度計測実験結果(1000g 使用) 

 

図 2.1.5-126 多量の粉末を使用した温度計測実験結果(750g 使用) 
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図 2.1.5-127 多量の粉末を使用した温度計測実験結果(500g 使用) 

 

 まず、実験結果のグラフを見ると、各試験片の各熱電対ともに、100℃付近で、温度上昇

が鈍化していることが読み取れる。今までの実験ではこういった形のグラフは見られなか

った。これは、様々な要因が考えられるが、玄武岩が水分を含んでいたことが原因と考え

られる。本実験では、熱電対を固定する際に耐熱セメントを使用する。耐熱セメントは、

凝固するまで濡れた紙で保水する必要がある。この水分が玄武岩内に吸収されてしまった

ものと思われる。以前の実験では、玄武岩に吸収された水分を乾かすため、セメントが凝

固した後、2 日程度かけて十分に乾かした後に実験を行っていた。しかし、この実験を行

った当時、外気温は零下で、実験棟内の室温もかなり下がっていた。2 日程度かけて乾燥

させたが、十分でなかったようである。従って、今後実験を行う際は、室温に応じた乾燥

時間を取るよう工夫するべきである。 

 しかし、今回の失敗から玄武岩が水分を含んでいると、熱の上昇が抑えられることが分

かった。玄武岩は多孔質であり、保水性を持つのでコアキャッチャの材料として適してい

ると考える。今後は、多孔質でない岩石を使い、保水率による温度上昇の違いなども明ら

かにして行きたい。 

 また、表面から各試験片に取り付けた熱電対が示す最高温度は、Aが358.9℃、Bが596.3℃、

Cが 435.8℃である。これは、Bと Cにおいて、粉末の量が Cのほうが多いにもかかわらず、

最高温度が B のほうが高い。これもおそらく、玄武岩内の水分量が関係しているものと考

えられる。グラフより、玄武岩 Cのほうが 100℃での温度上昇の鈍化がはっきりしている。

このことから、玄武岩 Cの方がより多い水分を含んでいたと推測できる。 
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5）顕微鏡観察 

(a)目的  

 燃焼実験後の試験片の侵食の有無とその程度を肉眼で確認することは困難である。そこ

で、顕微鏡を使用して、試験片の様子を確認することが本作業の目的である。 

 

(b)作業手順 

 燃焼実験に使った玄武岩及び高融点材料をグラインダーで切断した。切断面を顕微鏡で

観察しやすくするため、研磨機で磨いた。その後、断面を顕微鏡で観察した。 

 

(c)結果と考察 

a）SiC について 

 図 2.1.5-128 の上面が実験で高温溶融物にさらした部分である。一方、下面が溶融物に

さらされていない部分であり、実験前と同じ状態を保っていると言える。図 2.1.5-128 か

らわかるように、SiC については、破損はしたものの、大きな侵食は見られなかった。た

だ、燃焼実験中に熱応力で割れるという問題が発生した。金属の枠で強化するなど、熱応

力に耐えうる対策を施す必要がある。 

 

図 2.1.5-128 SiC の顕微鏡観察 
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b）玄武岩について 

図 2.1.5-129 が高温溶融物にさらされていない部分である。図 2.1.5-130 が高温溶融物に

さらされた部分である。図 2.1.5-130 では、玄武岩層と、その上にテルミット反応で出来

た溶融物の層が観察でき、玄武岩層と溶融物層の境界に黄色いガラス質の物質が観察でき

る。この物質は玄武岩と溶融物が溶けて混ざり合った物と考えられる。温度計測実験より、

テルミット反応により生成した溶融物は玄武岩の融点よりも高温である。ゆえに玄武岩が

溶融する可能性は十分にある。 

 

図 2.1.5-129 顕微鏡観察(玄武岩未侵食部) 

 

図 2.1.5-130 顕微鏡観察(玄武岩侵食部) 
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6）崩壊熱評価 

(a)目的 

 テルミット反応と崩壊熱の発熱量の比較ができていないことが問題となっていた。そこ

で、本研究室で開発されている汎用炉物理コード CBZ を用いて、炉心溶融物の崩壊熱計算

を行った。その結果によって得られた崩壊熱とテルミット反応の発熱との比較を行った。 

 

(b)汎用炉物理解析コード CBZ 

a）概要 

 汎用炉物理解析コードシステム CBZ は、核分裂物質を含む系の核分裂連鎖反応、核燃料

の燃焼、放射線の遮蔽といった、原子炉内とその周囲における中性子、ガンマ線の輸送、

それらと原子核、原子との相互作用に関わる物理現象を数値的に模擬するためのコードシ

ステムである。日本原子力研究開発機構で開発されたコードシステム CBG をベースとして、

2012 年 4 月より北大・原子炉工学研究室で開発が開始された。 

プログラムはコンピュータ言語 C++で記述されており、原子炉物理の計算に関連する情

報（原子炉や燃料集合体を表現するための幾何形状や、原子炉を構成する媒質といったも

のに加えて、計算手法や収束条件なども含む）は全て C++の「クラス」として定義される。

中性子、ガンマ線の輸送方程式、拡散方程式を解くソルバーが複数実装されており、それ

らソルバーはそれぞれ関連する複数のクラスで構成されている。また、ソルバー間のデー

タ（例えば中性子反応断面積データ）のやり取りはクラスのインスタンスを通して行われ

ることから、複数のソルバーを組み合わせた多種多様な炉物理計算が容易に実現可能であ

ることが特徴である。 

 

b）燃焼計算 

 原子燃料に含まれる種々の原子核は、原子炉の運転に伴い数密度が時々刻々変化する。

この計算はいわゆる「燃焼方程式」を解くことで実現されるが、CBZ にはこのためのモジ

ュールとして Burnup クラスが実装されている。燃焼方程式の数値解法としては行列指数法

を採用し、行列指数は Chebyshev 有理近似法[3]により評価している（この方法では Krylov

部分空間法[4]で解けない短半減期核種を含むチェーンでも対応可能である）。また、燃焼

チェーンを作成するモジュール BurnupChainGenerator が実装されており、評価済みの崩壊

データファイル、核分裂収率データファイルから、ユーザーが必要と判断した核種で構成

される任意の燃焼チェーンを作成することが可能である。なお、一般的な燃焼計算では

SRAC コードにおいて最も詳細なチェーン（取り扱う FP 核種は 193）に数核種加えたものを

用いている。このチェーンでは、原子炉停止１年後以降の崩壊熱、放射能を精度良く評価

することが可能である。Burnup クラスは入力された核種数密度、中性子束情報（エネルギ

ースペクトル、レベル）、燃焼期間から、燃焼後の数密度を計算する。中性子束の情報は、

中性子輸送・拡散ソルバーから引き渡すことになる。 
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 また、ピンセル体系に対する燃焼計算のためのツールとして Burner が実装されている。

Burner は、燃料、被覆管、冷却材の三領域からなる正方、六角格子体系の燃焼計算を行う。

なお、中性子束計算は衝突確率法に基づく PJI モジュールで行う。Burner では、出力運転

中の計算とともに、原子炉運転後の冷却計算も行うことが可能であり、燃焼（冷却）期間

に依存した各種原子核の数密度や放射能、崩壊熱といった、燃焼に伴う諸量を計算するこ

とが出来る。また、燃焼後の核特性（数密度、実効増倍率、反応率比）の核データに対す

る感度を計算するメソッドも実装されている。 

 

(c)計算結果 

a）テルミット反応熱計算 

 テルミット反応の反応熱は使用した粉末の量によって決まり、熱化学方程式を使い求め

ることができる。Al の原子量は 26.98、酸化鉄の式量は 159.69 とする。酸化鉄の式量は購

入した試薬のボトルに記載されていた数値を使用する。実験で 1000g のテルミット粉末を

燃焼させたときの発熱量を求める。本実験では、Fe2O3:Al =8:3 の重量比で混合しているの

で、1000g のテルミット粉末中には、酸化鉄が 727.3g、Al が 272.7g 含まれている。次の

式はテルミット反応の熱化学方程式である。 

2Al + Fe2O3 = Al2O3 + 2Fe + 851.5kJ/mol 

こりより、理想的な状態での Al と Fe2O3の混合重量比は、3:8.8 である。よって、本実験

の混合比では、テルミット粉末に Al 粉末が過剰であるとわかる。これより、今回の計算で

は、テルミット粉末中の Fe2O3 が全量還元されたと仮定して計算することにする。1000g

のテルミット粉末中には、Fe2O3 の粉末が 727.3g、すなわち 4.55mol 含まれている。依っ

て、熱化学方程式より、本実験で使用したテルミット粉末 1000g あたりの発熱量は

851.5×4.55=187.0 kJ/kg とわかる。 

b）崩壊熱計算 

崩壊熱の計算結果は、図 2.1.5-131 のようになった。 

 

図 2.1.5-131 発熱量比較 
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 溶融デブリでは、希ガス類は抜けていると考えられるので、Xe や Kr を除外した崩壊熱

も計算した。 

 これより、テルミット反応の方が大きな発熱量を持つことが分かった。図 2.1.5-131 か

らわかるように、崩壊熱とテルミット反応と発熱量は 100~1000 倍程度の差がある。福島第

一原子力発電所での事故では、事故後数時間で溶融物が圧力容器下部コンクリート床に落

下したと言われている。そういった事象を想定し、4.8 時間後の発熱量の差を見てみると、

1220 倍もの差が生じている。どのタイミングの事故事象を想定して、実験するかにもよる

が、今後は長時間の加熱を再現できるように工夫する必要がある。 

 

(d)溶融物温度推定 

a）目的 

 今後、テルミット反応の放熱を解析するにあたって、溶融物の物理モデル作りが必要と

なる。その予備段階として、CBZ を用いて得られた崩壊熱を使いペデスタルに落下した溶

融物の温度の計算を行った。 

 

b）物理モデル 

 図 2.1.5-132 のような物理モデルを考え、解析を行った。 

 

図 2.1.5-132 溶融物温度計算物理モデル 
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c）溶融物温度計算 

 溶融物の発熱(Q)は一定とし、4day 後の 14.6W/kg とした。 

溶融物からの放熱は、 コンクリートへの熱伝導(Q1)と、空気への熱伝達(Q2)があるとし、

Q=Q1+Q2 とした。 

まず、厚さ D1(m)溶融物の発熱 Q(W)を求める。 

この溶融物の密度 W(kg/m3)を求める。CBZ の解析で燃料棒の半径 r(m)は 0.412cm とし、燃

料棒の密度は w(kg/cm)として計算した。この燃料棒が崩壊熱によって溶融し、そのままペ

デスタルに落下したと仮定して計算を行なった。ウランペレッと自体の密度 W(kg/m3)を求

める。 

W＝
୵

஠୰మ
ൌ 8907.4	kg/mଷ           (2.1.5-28) 

単位面積当たりのウランの体積を V(m3)とすると、V1=1×1×D1=0.5m3となる。これより 

Q ൌ
୯୚

୛
ൈ D1＝4453.7	W/mଶ          (2.1.5-29) 

次に Q1 を求める。コンクリート内は、十分な時間がたち、定常的な熱伝導となっていると

仮定する。熱伝導方程式より、 

Q1 ൌ
୩ሺ୘଴ି୘ଵሻ

ୈଵ
             (2.1.5-30) 

である。 

 次に、Q2 を求める。空気と溶融物の熱伝達率を h2(W/m2)とおく。熱伝達の方程式より、 

 Q2 ൌ h2ሺT0 െ T2ሻ            (2.1.5-31)  

となる。この熱伝達は自然対流で行われているものと仮定する。ここで、自然対流のパラ

メーラとして、レイリー数 Ra を求める。レイリー数によって、自然対流は層流か乱流かが

区別され、使用する式もそれに伴い変化する。レイリー数を求める式は以下の用に表され

る。 

Ra＝
୥ஒሺ୘଴ି୘ଶሻ୐ᇲయ

஝஑
            (2.1.5-32) 

ここで、g は重力加速度 g=9.8m/s2 である。ν は空気の動粘度で、T2=20℃の時、

ν=1.583×10-5 m2/s である。α は空気の熱拡散率であり T2=20℃のとき、α=2.207×10-5 

m2/s である。 

β は体積膨張係数であり、次式で表される。 

β ൌ
ଵ

୘ଶାଶ଻ଷ.ଵହ
 (1/K)           (2.1.5-33) 

T2=20℃の時、β＝3.411×10-3 1/K となる。 

L’は上向き加熱面の代表寸法であり、注目する加熱面の面積をその周長で除した値である。

デブリが半径 4m の円形に広がっているとすると、代表寸法 L’=(4×4×π)/(2×π×4)=2

である。また、T0＝1570℃であると仮定し、レイリー数は Ra=1.2×1012となる。これより、

本解析の物理モデルは乱流の自然対流であるとわかった。よって熱伝達率を求める式は以

下の物を使用する。 
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h2 ൌ 0.15k ቀ
୥ஒሺ୘଴ି୘ଶሻ

஑஝
ቁ
１

３ 							ሺ乱流ሻ        (2.1.5-34) 

k は空気の熱伝導率で、T2=20℃の時、k=2.614×10-2 W/(m・K) である。その他の物理量

は、レイリー数を求めたときと同じで、g=9.8m/s2、β＝3.411×10-3 1/K、T0 を 1570℃、

α=2.207×10-5 m2/s、ν=1.583×10-5 m2/s である。これらを代入すると、h2=20.88 

W/(m2・K) とわかった。 

Q =Q1+Q2 

  =
୩ሺ୘଴ି୘ଵሻ

ୈଵ
+	h2ሺT0 െ T2ሻ          (2.1.5-35) 

T0 =
୕ൈୈଵା୩ଵൈ୘ଵା୦ଶൈୈଵൈ୘ଶ

୩ା୦ଶൈୈଵ
 

  =1567.4℃            (2.1.5-36) 

この値は、レイリー数を求めるときの仮定と 0.16%しか誤差がなく、大変よく一致してい

るといえる。 

 以上より、本解析では 4日後の溶融物の温度は 1567.4℃と求まった。 

 

7）まとめ 

 本実験で、玄武岩をベースにしたコアキャッチャについて、一酸化炭素の発生をある程

度抑えられることが分かった。高融点材料については、熱応力に大変弱く、それ単体コア

キャッチャとして使うには不向きであることが分かった。また、玄武岩については、熱応

力には強いものの、高温による侵食が起こることが分かった。温度計測実験および非定常

熱伝導解析の結果より、本実験の温度計測は、まだ不正確であり改善をする必要が分かっ

た。玄武岩内に水分が含まれていると、温度上昇が抑えられることがわかった。テルミッ

ト反応の発熱と炉心溶融物の発熱を比較した結果、テルミット反応の方が重量当たりの発

熱量が大きいことが分かった。しかし、テルミット反応の発熱時間は崩壊熱の発熱時間に

比べて短いので今後は外部から熱を入れられるような工夫が必要である。 
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(7)内部溢水の基準化 

 新規制基準の原子力発電所の内部溢水影響評価ガイドには、内部溢水に関する以下の記

載があり、日本保全学会規制関連検討会で、「ただし書き」への対応方法も含めて、漏えい

評価や内部溢水の影響を最小に食い止めるための検討を行い、規制委員会に提案した。 

 

 

地震によって内部溢水をもたらす可能性のある B、

C クラス配管の耐震性評価方法について、内部溢水

評価ガイドの「ただし書き」では、「耐震性が確保さ

れるものについては漏水を考慮しないことができ

る。｣としている。これに該当する評価方法が考えら

れるので、以下の検討を行った。 

＜ B、C クラス機器の耐震性の確認方法＞ 

●過去に国・民間等で実施された B、C クラス機  

器（特に配管系）の破損形態の研究結果（海外機

関の評価を含む）を調査し、その結果を評価 

●配管系の破損形態を考慮して、適切な耐震性評価

手法を検討 

●この耐震性評価手法を用いた評価の結果から、十

分な耐震性があると言えない場合は、より詳細な

耐震評価を実施 

●より詳細な耐震性評価が必要と考えられる箇所

については、より詳細な耐震性評価を実施し、そ

の結果に応じて対策を実施 

           図 2.1.5-133 溢水影響評価フロー 

溢水源の想定

防護対象設備の設定

影響評価
①没水による影響評価

防護対象設備・部位の水没判定
②被水による影響評価

防護対象設備の被水防護措置
③蒸気による影響評価

防護対象設備の蒸気防護措置

溢水防護区画の設定

溢水経路の設定

評価に用いる各項目の算定
① 没水評価に用いる水位の算定
② 被水評価に用いる飛散距離の算定
③ 蒸気評価に用いる拡散範囲の算定

溢水量の算定

溢水評価の判定

溢水影響評価フロー
（新規制基準 内部溢水影響評価ガイドより）
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●「中越沖地震」、「東北地方太平洋沖地震」を経験した発電所の B、C クラス配管のうち、

上記の評価対象箇所に対応する箇所の点検結果を調査し、地震に起因する配管損傷がない

ことを確認する。 

原子力設備における配管系の耐震設計で設計上考慮すべき破損形態については、これま

でに、以下の研究によって、評価がなされている。これらの研究では、原子力設備（配管

系）において、地震起因で想定する地震の荷重では、配管が急速に塑性崩壊することはな

く、設計上考慮すべき破損形態は、低サイクルラチェット疲労であるとされている。 

●電共研「機器・配管系の地震時許容基準に関する研究（フェーズⅠ、Ⅱ、Ⅲ）」配管系要 

素試験（H8～H10 年度） 

●NUPEC「原子力発電施設耐震信頼性実証 配管系終局強度」（H10～H15 年度） 

●EPRI/NRC 等「Piping and Fitting Dynamic Reliability Program」 

 （1985～1992 年） 

●FBR 配管の耐震性検討：電中研報告書 U92022、U94012、U95017（H4～H7 年度） 

 

これらの研究では、配管系の限界状態の定義は以下に示すものと想定している。 

●低サイクルラチェット疲労による亀裂貫通、漏水（局所的なひずみ） 

●進行性過大変形（P-δ効果）（全断面の変形） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         図 2.1.5-134 旧 NUPEC による配管強度試験結果による知見 
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以上の過去の研究で得られた知見をもとに、表 2.1.5-41 の耐震設計上の応力制限の項目

から、まず、低サイクル疲労が設計疲労線図から許容繰返し回数に対する繰返しピーク応

力強さを求めて、地震の揺れによる疲労損傷の可能性の有無をスクリーニングする。上記

の繰返しピーク応力強さを元に、配管単スパンごとの耐加速度を算定し、床応答加速度と

比較することにより、基準地震動（震度）と配管評価用（震度）を対比して対策の要否を

判断する。内部溢水検討における配管の耐震性評価は、このように、終局破損モードであ

る低サイクル疲労に着目して評価を実施する。B、Cクラス配管の供用状態 Ds（塑性変形）

の一次＋二次+ピーク応力（低サイクル疲労）に着目し、累積疲労係数が 1.0 となる応力か

ら、基準地震動（震度）を αｓとした場合の各プラントの配管系の評価用（震度）α が、

α＞αsとなる場合には、対策を実施するものとした。 

 

表 2.1.5-41 耐震設計上の応力制限の項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.5-135 B、C 級配管耐震性評価の概要  

防止する破損様式 応力制限の項目

延性破断の防止 一次応力*)

進行性変形の防止 一次＋二次応力

疲労破損の防止 一次＋二次＋ピーク応力（疲れ評価）

＊対象とする機器により純せん断応力や支圧応力の制限等が課せられる。
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耐震B,Cクラス設備の抽出

①溢水防護区画内の

耐震B,Cクラス設備

②大容量の水源(※)を
保有する耐震B,Cクラス

設備

溢水影響評価

③溢水時に止水
バウンダリを超えて
浸水する耐震B,C

クラス設備

耐震性評価
対象外

（溢水源）

※ 1000m3以上

Y

耐震性評価

対象②

耐震性評価

対象③

N

Y

N

Y

N

耐震性評価
対象①

 

 

        図 2.1.5-136 B、C 級配管の耐震性評価の対応方針 

 

以上の対応方針に基づき、以下の方針に基づき、耐震性評価を実施し、地震起因内部溢

水対応評価をすることとする。 

① 浸水防止策の充実を図る観点から、原則として耐震性が低い設備は溢水を想定する 

② 溢水の観点での耐震評価・補強対策は、安全への影響度合いに応じて重要な範囲に絞

って行う。 

③ 溢水の観点での耐震評価にあたっては、溢水という性質に着目した損傷モードに応じ

た評価を行うことで、合理的な耐震性確保を図る。 

 

内部溢水・蒸気に対する新規制基準に対して、破損想定箇所の１次スクーリングで用いる

定ピッチスパン法について説明する。定ピッチスパン法とは、配管口径や肉厚毎にあらか

じめ定められた支持スパンで支持点配置を設定し耐震性を評価する設計手法である。 
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① 配管系の各区間について、20Hz を基準として支持スパンを設定する手法が振動数基準 

定ピッチスパン法である。 

② 配管応力が評価基準値以下となるように支持スパンを設定する手法が応力基準定ピッ

チスパン法である。  

③ ３次元多質点はりモデルを用いた地震応答解析によって設計された配管について、計

算機を用いた解析でサポート配置を設定する手法が３次元多質点はりモデル解析法で

ある。 

表 2.1.5-42 内部溢水に関する従来と新規性基準の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図 2.1.5-137 浸水評価手順と重要機器の浸水防護重点化 
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表 2.1.5-42 に内部溢水に関する従来と新規性基準の比較を示す。新規制基準の特徴は、

従来の動的機器の単一故障の仮定から、大幅に異なるのは B、C級配管の全数破損である。 

このため、図 2.1.5-137 に示すように、浸水評価手順と重要機器の浸水防護重点化を行う。 

 

      図 2.1.5-138 浸水防護重区画の設定とそれを実現すべき留意事項 

 

 
図 2.1.5-139 浸水防護重区画の設定とそれを実現すべき留意事項 

耐震性評価方針に従い，以下の①～③の耐震性を合理的に評価

《評価対象となる耐震B,Cクラス設備のイメージ図》

防護対象設備

溢水防護区画

止水板

②大容量の水源
を保有する耐
震B,Cクラス設
備

③溢水時に止水
バウンダリを
超えて浸水す
る耐震B,Cクラ
ス設備

①溢水防護区画内
の耐震B,Cクラス
設備

止水バウンダリ水密扉

空調ダクト

ケーブル
トレイ
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浸水防護重区画の設定とそれを実現すべき留意事項を図 2.1.5-138 に示す。評価対象と

なる耐震 B、C級配管のイメージを示すが、止水バウンダリで囲まれた溢水防護区画内の防

護対象機器を内部溢水から守るが、これらの溢水防護区画は、津波による外部からの浸水

防護区画として設置されたものを内部溢水対策としても利用する。ケーブルトレイや空調

ダクトなどが盲点になりやすいが、これらを経由して水の浸水が無いように、空調ダンパ

ーやケーブルダクトには止水板を設置する。図 2.1.5-139 に蒸気漏えいや蒸気の凝縮水の

浸水防護重区画の設定とそれを実現すべき留意事項を示す。BWR プラントの二次格納施設

（原子炉建屋インナー）に設置の機器は耐蒸気仕様になっているが、タービン区域には、

防護対象設備は無い。原子炉建屋の最地下階には、浸水防護区画が多いが、図 2.1.5-140

に示すように漏洩検知器を設置し、早期に漏えいや内部溢水を検知して、配管上流のタン

クの弁やポンプからの送水を速やかに停止する。 

 

 

   

 

 

 

 

図 2.1.5-140 漏洩検知器の設置個所の例 
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図 2.1.5-141 に内部溢水を低減する諸対策を示す。溢水量低減のために配管を補強したり、

漏洩検知器によって起動する排水設備を設置し、溢水の復旧対策（レジリアンス）も整備

する。 

 

 図 2.1.5-141 溢水量低減のための配管補強や漏洩検知器によって起動する排水設備 
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(8)平成２５年度の研究成果と今後の研究課題の整理 

 

規制高度化の観点から新規制基準および４０年経過時の高経年化対策抽出のため、トラ

ブル・事故時の各種バウンダリからの漏洩評価法の体系化に必要な、以下の成果を目標に

事業を推進した。また、システム安全の観点から高経年化に伴う漏洩評価手法の基準化を

具体的研究対象とした検討を行い、その結果を踏まえ、国内実用原子力発電プラントの高

経年化技術評価高度化事業のなかで、経年プラントの統合的な漏洩評価手法の体系化を推

進した。 

主な項目は以下の３つである。 

① 各種配管損傷箇所からの蒸気漏洩評価法の体系化と LBB 概念規格化の基本案の策定  

（内部溢水対策） 

② 配管フランジ、弁シート、弁棒グランド、ポンプのメカシール、グランドシールから 

の漏洩事象のモデル化（各種トラブル対策） 

③ 過酷事故時の炉心底部の漏洩と格納容器の過温破損時のトップフランジ、ハッチのパ

ッキンション、ペネトレーションの漏洩事象に関する文献調査と基礎実験による漏洩事

象のモデル化（過酷事故対策） 

 

本研究の進捗状況は、以下の通りである。 

液滴衝撃エロージョンの LBB 解析手法の構築が H25 年度完了 

ニューシアでの不適合事例調査の体系化→H25 年度完了 

以下の４つについては、さらに、機器構造ベースで、検討を行う。 

① １次系の配管やフランジ締結部、継ぎ手からの漏洩 

②  弁のシートやグランドからリーク、（MSIV、SRV、電動弁） 

③ ポンプのメカシール、軸封部からの漏洩（事象が多数） 

④  格納容器のリークテスト（隔離弁からのリーク多い） 

 

本研究の主な成果は、 

・損傷配管からの漏洩量評価手法の構築→H26 年度に規格化開始 

・水密扉からの漏洩評価手法については、JEAC 耐津波規格化を策定し、現在パブコメの

最終段階にある。 

・BC 級配管の損傷による内部溢水→新規制基準適合審査への提案 

・過酷事故時の各種バウンダリからの漏洩事象の抽出と体系化については、 H25 年度に

テルミット反応を用いて高温溶融試験を実施（格納容器下部の損傷による漏洩対策） 
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    図 2.1.5-142 漏洩評価の基準化研究の成果と本研究の関連の学協会活動 

 

本研究の平成２６年度以降に実施を予定している技術課題を整理した。特に、図 2.1.5 

-143 に示すように、汚染水の格納容器底部からの漏えい経路の究明が今後実施必要と思わ

れる。このためには、今年度実施した、テルミット反応を用いた炉心溶融物模擬物質によ

るコア・コンクリート反応実験や炉内インコアモニタ（TIP)の導管の炉心部分の溶融また

は高温座屈損傷による炉内の汚染蒸気の格納容器外への漏えいなども、より詳細に調べる

必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2.1.5-143 格納容器の想定漏えい箇所 
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液滴衝撃エロージョンなどの微少漏洩の評価手法を確立し、福島第一１号機の格納容器

内配管の微少漏洩評価に適用した。また、新規制基準の格納容器外の内部溢水評価に活用

し、内部溢水想定箇所の抽出と対策策定の方針を示した。さらに、ニューシアでの不適合

事例調査の体系化により、新規制基準の機器からの内部溢水評価に活用した。過酷事故時

の各種バウンダリからの漏洩事象の抽出については、高温溶融物による MCCI 反応対策試

験をレジリアンス対策として実施した。（格納容器からの漏洩） 

 液滴衝撃エロージョンなどの微少漏洩の評価手法を確立し、福島第一１号機の格納容器

内配管の大きな損傷が無いことを確認した（保全学会論文）。また、内部溢水想定箇所の抽

出と対策策定の方針について、保全学会規制関連検討会にて資料にまとめ、規制委員会・

規制庁に提案した。現在、新規制基準の適合審査対応対策に活用されるに至った。耐津波

規格については、水密ドア等の漏洩流量評価手法等も含め、パブコメ段階に入った。 

 安全評価指標の策定を目的としてその手法を提案した。システム安全に対する保全の効

果を定量的に取り込んだ手法を提案することができ、またその手法の各プロセスについて

も具体的かつ実現可能な提案をすることができた。表 2.1.5-43 に本研究の工程表を、表

2.1.5-44 に本研究の実施体制を示す。 

 

 

図 2.1.5-144 原子炉建屋をバイパスした可能性のある TIP の導管とその経路 
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表 2.1.5-43 本研究の工程表 

 

 

作業項目

平成２５年度
スケジュールが適切
に実行できる根拠・
工夫・経験等

６月 ７月 ８月 ９月 １０

月

１１

月

１２

月

１月 ２月

①-1各種配管損傷箇所か

らの蒸気漏洩評価法の体
系化

平成２４年度からの継

続で、TRAC解析の実
績あり。笠原先生のグ

ループと連携する

①-2LBB概念規格化の基
本案の策定（内部漏えい）

②-1配管フランジ、弁シート、

弁棒グランドからの漏洩事

象のモデル化

NUCIAの調査結果あり

②-2ポンプのメカシール、

グランドシールからの漏洩
事象のモデル化

NUCIAの調査結果あり

③-1過酷事故時の炉心底

部の漏洩関する文献調査

と基礎実験による漏洩事象

のモデル化

過去に多くの研究があ

り、杉山憲一郎名誉教
授の指導を受ける

森下先生グループと連

携する

③-2格納容器の過温破損

時の漏洩事象に関する文

献調査（過酷事故対策）

福島第１原子力発電所

の事故報告書の分析を
行っていく

マイルストーン
△ △ △

漏えい研究会を開催する。

研究会で進捗や課題を

確認する。

NUCIA文献調査のまとめ

微小漏洩の実験

トップフランジ、ハッチのパッキンション、ペネトレーション

高温溶融実験

シビアアクシデント文献調査

TRACコードによる漏洩解析

TRACコードによる漏洩解析

TRACコードによる漏洩解析

TRACコードによる漏洩解析 規格化の基本案の策定

 

シールテーブル 

手動隔離弁 

下部炉心支持板

図１－６ 炉心溶融に伴う原子炉圧力バウンダリ漏えいの可能性 
（出典：IN 87-44「WH社製原子炉のシンブルチューブの減肉」、1987年9月16日） 

（参考情報：米国の運転経験） 

減肉はガイドのない箇所で発生 

図 2.1.5-145 炉心溶融に伴う原子炉圧力バウンダリ漏えいの可能性 
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表 2.1.5-44 本研究の実施体制 
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実施体制

北海道大学 ・研究代表者：奈良林直
・漏洩評価の基準化検討

三菱総合研究所

法政大学

漏洩評価法の高度化
研究会

中村 孝、佐々木克彦、

森治嗣、村井 祐一、

杉山憲一郎

・研究とりまとめ

保全学会
規制関連検討会

JSME動エネ部門

JEAC
耐津波規格委員会

・主査：奈良林直
・規制基準との整合性検討

・主査：岡本孝司
・海外規制との整合性検討

・主査：吉村,副主査 奈良林
・水密扉の漏洩量評価規格
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2.2 機器の機能劣化に基づくシステム安全評価に関する調査研究 

2.2.1 コンクリート建屋・システム安全 

 

(1) 検討の概要 

 本事業で実施する各種劣化因子が作用したコンクリート構造物の長期耐久性評価に係る

安全基盤研究と並行して、コンクリートの強度劣化がプラントのシステム安全上に及ぼす

影響を定量的に評価するための評価手法を導出し、評価ツールを整備していくための検討

会合として、平成 24 年度からコンクリート建屋・システム安全検討会を設置している。 

平成 25 年度は、システム安全評価の一部としての評価方法及び地盤・建屋・設備を一体

として取り扱った解析法の検討を行い、モニタリング技術および実測値のフィードバック

方法も検討した。さらに、平成 24 年度に策定したロードマップを見直し、今後のブラッシ

ュアップの方向性を確認した。 

本テーマで取り扱った検討項目は、原子力プラントの安全上の主要機器を構造的に支持

するコンクリート構造物の強度劣化が、プラントシステム全体の安全に及ぼす影響評価を

行う上での検討の始点となるものであると考える。 

 

(2) コンクリート建屋･システム安全検討会 

1) 検討会の目的 

 平成 25 年度の検討目的は、昨年度からの継続として以下のとおり設定した。 

・ コンクリート構造物単体の長期性能評価手法の整備 

・ 施設全体の長期性能評価手法の整備（冗長性評価） 

・ コンクリート建屋も含めたシステム安全評価 

 

2) 平成 25 年度検討内容 

 平成 24 年度に策定したロードマップ検討の中から顕在化した検討課題を今年度の検討

課題として設定した。昨年度に策定したロードマップのブラッシュアップも検討課題に含

まれる。 

・ システム安全評価の一部としての評価方法の検討【課題 1】 

・ 地盤・建屋・設備一体とした終局迄の解析法の検討【課題 2】 

・ モニタリング技術および実測値のフィードバック方法の検討【課題 3】 

・ ロードマップのブラッシュアップ【課題 4】 

 

3) 検討メンバー 

 建築、土木、コンクリート材料について専門的知見を有する専門家から構成される昨年

度からの継続メンバーに加え、学会関係との連携の観点から首都大学東京の北山教授を、

システム安全研究との連携の観点から、大阪大学の高田准教授に新たにご参画いただいた。 
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 平成 25 年度の全検討メンバーは以下のとおり（敬称略）。 

 

主査 楠 浩一（横浜国大 准教授） 

委員 北山和弘（首都大学東京 教授） 

委員 岸本一蔵（近畿大学 教授） 

委員 前田匡樹（東北大学 教授） 

委員 丸山一平（名古屋大 准教授） 

委員 糸井達哉（東京大学 准教授） 

委員 長井宏平（東京大学 准教授） 

委員 日比野陽（広島大学 准教授） 

委員 高田 孝（大阪大学 准教授） 

 

4) 検討スケジュール 

 平成 25 年度は、コンクリート建屋・システム安全検討会を 5回開催し、課題検討を行っ

た。開催日時と主な議題を以下に示す。 

第 1回 平成 25 年 8 月 7日   今年度検討会の内容 

第 2回 平成 25 年 9 月 25 日  廃炉のプロセス 

第 3回 平成 25 年 10 月 31 日  一体解析の現状 

第 4回 平成 25 年 12 月 27 日  必要検討課題の整理 

第 5回 平成 26 年 2 月 13 日  全体とりまとめ 

 

(3) 課題の検討 

1) システム安全全体への融合【課題 1】 

(a) 目的 

・ 設備器機などのシステム安全評価に建屋の評価を融合させる。 

 システム安全に関する研究者の参加 

・ 深層防護のレベルと建物損傷の対応の整理。 

 建物の応答とそれに応じた損傷の検討（クライテリアの検討） 

 地盤・建物・設備器機全体の解析的検討が必要 

・ 廃炉に関するプロセスも考慮する。 

 

(b) 目標 

 平成 25 年度は、検討課題の洗い出しを目標として設定した。 

 

(c) 成果 

 日本建築学会の指針に基づき、構造物に要求される性能と長期的な健全性評価における
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評価基準を整理した。結果を表 2.2.1-1 と表 2.2.1-2 にそれぞれ示す。 

 

表 2.2.1-1 構造物に要求される性能 

影響する

性能 
評価区分と評価基準 

構造 

安全性 

構造安全性に影響を

与えるひび割れがな

い 

－ 構造安全性に影響を与

えるひび割れがある 

使用性 

ひび割れ幅が 

0.3mm 未満（屋外） 

0.4mm 未満（屋内） 

ひび割れ幅が 

0.3mm～0.8mm（屋外） 

0.4mm～1.0mm（屋内） 

ひび割れ幅が 

0.8mm 以上（屋外） 

1.0mm 以上（屋内） 

使 

用 

性 

水

密 

塗膜にひび割れがな

い*1 

－ 塗膜にひび割れがある

*1 

ひび割れ幅が0.05mm

以下*2 

ひび割れ幅が 

0.05～0.2mm*2 

ひび割れ幅が 

0.2mm 以上*2 

遮蔽性 使用性の評価区分に準じる 

*1 塗膜で使用性（水密）を評価する場合 

*2 コンクリートで使用性（水密）を評価する場合 

 

表 2.2.1-2 長期的な健全性評価における評価基準 

劣化要因 評価項目 評価基準 

熱 
(構造安全

性) 

コンクリート 
表面温度 

一般部分については 65℃，局部（配管貫通部など）については 90℃を
超えないこと 

放射線照射 放射線照射量 
使用期間中における放射線照射量が，中性子による場合は
1×1020n/cm2，ガンマ線による場合は，2×105kGy，を超えないこと 

中性化 中性化深さ 

中性化深さが鉄筋の腐食が始まる位置まで進行していないこと 
（根拠となる資料がない場合，屋外：中性化深さがかぶり厚さ以上と
なった状態，屋内：中性化深さがかぶり厚さに 20mm を加えた値以上と
なった状態） 

塩分浸透 

腐食量 
鉄筋の腐食量が，ひび割れを発生させる腐食量に至っていないこと 
（根拠となる資料がない場合には 10mg/cm2とする） 

塩化物 
イオン量 

鉄筋位置における塩化物イオン量が，鉄筋腐食を発生させる塩化物イ
オン量に至っていないこと 
（根拠となる資料がない場合には 1.2kg/m3（全塩化物イオン量）とす
る） 

アル骨反応 
ひび割れ 

構造安全性に影響を与えるひび割れの有無 

機械振動 構造安全性に影響を与えるひび割れの有無 

熱 
（遮蔽性） 

内部最高温度 
中性子による場合は 88℃，ガンマ線による場合は 177℃を超えないこ
と 

周辺環境温度 
中性子による場合は 71℃，ガンマ線による場合は 149℃を超えないこ
と 

 

上記はコンクリート構造物の要求性能と評価基準である。これを原子力プラントのシス

テム安全に融合させ、高経年化技術評価を高度化させることを本研究の検討課題として位
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置づけている。原子力プラントのシステム安全に関して、深層防護の考え方を図 2.2.1-1

に示すが、平成 25 年度は、構造物の損傷状態と深層防護との関係性の整理に取り組んだ。 

 

図 2.2.1-1 深層防護の考え方1 

 

 システム安全との融合を目的に、靱性破壊における構造部材の壊れ方と深層防護との関

係を検討した。構造部材の破壊に係る概念図を図 2.2.1-2 に示すとともに、検討結果とし

ての深層防護と構造物の損傷との関係を表 2.2.1-3 に示す。図 2.2.1-2 と表 2.2.1-3 の A

～G はそれぞれ対応している。なお、表 2.2.1-3 は、現時点での検討結果であり、将来的

には、材料や部材の実験結果を反映させることを予定している。 

                             
1 阿部(2013): http://www.aesj.or.jp/~safety/ 



 

図 2

表 2.

.2.1-2 構造

2.1-3 深層

2-372 

造部材の壊れ

層防護と構造

れ方：靱性破

造物の損傷の

破壊 

の関係 
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2) 地盤・建屋・設備の一体解析技術の検討【課題 2】 

(a) 目的 

・ コンクリート建屋が終局状態に至るまでの解析が必要（静的解析・動的解析） 

・ 損傷部位を精確に想定・追跡する必要がある。 

 建屋のみならず，地盤や設備も一体とする 

・ 評価のためのクライテリアの検討 

 損傷と応答の関係 

・ 損傷が生じやすい部位を特定する。 

 重点的な保守・調査・モニタリング位置の特定 

 

(b) 目標 

 平成 25 年度は、検討課題の洗い出しを目標として設定した。 

 

(c) 成果 

現状把握と課題抽出を行った。 

長期的な建屋の構造性能評価のためには、数値解析と構成モデルの高度化が必要である

が、具体的には、次に示す課題の評価が必要である。 

・ 放射線による劣化 

・ 錆による劣化 

・ 損傷や時間依存変形による劣化 

・ 火災による劣化 

 

また、数値解析手法としては、有限要素法（FEM）が有力ではあるが、構成モデルとして

は、現象により精度が異なるのが現状である。複合劣化を検証できる実データは極めて少

ない。よって、モデルの精緻化を目指すのではなく、目的に合った精度の検討が必要であ

る。 

 一方で、技術レベルの向上により、地盤・建屋・設備機器の一体解析に必要な数億自由

度といった大規模数値解析が可能な環境が整いつつある。 

 本項目のまとめとして、FEM による精緻な性能評価への課題を以下のとおりとした。 

・ インターフェイス 

 それぞれの境界面の適切な構成モデルの検討が必要 

・ 解析要素サイズの違いと，どこまでモデル化をするか 

 数メートル要素（地盤）～数ミリメートル要素（機器）の取り扱い 

・ 非線形数値解析の解の精度の検証 

 全体挙動と局所挙動が混在するなかでの解析解の解釈 
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・ モニタリングデータの比較 

 数値解析と比較するのに適切な実計測データの抽出 

 

3) モニタリング技術および実測値のフィードバック方法の検討【課題 3】 

(a) 目的 

・ 建屋の実性能には尤度がある 

 観測や調査により、実際の性能を検討する 

・ 経験した外力に対する安全性を判断 

・ 計測値により解析パラメータを修正 

 より大きな入力に対するより精確な性能評価 

・ 予測される初期損傷発生箇所や重要部位を重点的にモニタリン。 

・ 実応答データの蓄積 

 

(b) 目標 

 平成 25 年度は、文献調査とコアサンプリング法の整理実施を目標として設定した。 

 

(c) 成果 

a) 原子力発電施設でのモニタリングに関する検討の進捗 

 日本建築学会大会の学術講演梗概集に収められた文献のうち、原子力プラントにおける

モニタリング関連の文献を収集した。以下に、その文献名、著者名と概要を示す。 

 

【2008～2009 年度】 

［1］地震観測記録に基づく女川発電所原子炉建屋のシステム同定 

著者：尾形芳博（東北電力）・広谷浄・栗田哲・西村忠典 

概要：2008 年 7 月 24 日岩手沿岸北部の地震による観測記録を用いて、女川原子力発電所 1 

号機原子炉建屋のシステム同定を行い、コンクリートのヤング係数と減衰定数の最適化を

行った。 

 

［2］応答のばらつきを考慮した原子炉建屋の耐震安全性評価(その 2)せん断ひずみの許容

限界に関する考察 

著者：吉田伸一（大林組）・土屋義正・赤瀬竜也・今塚善勝 

概要：物性値のばらつきに起因する建屋応答のばらつきを定量的に評価し、せん断ひずみ

を指標とする耐震安全性に与える影響について検討した。その結果、設計モデルによる応

答評価において、最大応答せん断ひずみを許容限界（2.0×10-3）以下に収めていれば、物

性値のばらつきを考慮した場合でも、耐震壁が損傷する可能性は極めて小さいことを確認

した。 
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［3］機器基礎定着部の動的荷重に対する健全性評価試験 その 8 定着部耐力の評価 

著者：中西啓二（清水建設）・小柳貴之・折田修一・大島宣昭・木内和弘・下戸芳寛 

概要：加振試験結果及び静的試験結果を比較分析し，動的載荷と静的載荷の耐力の比較，

及び基礎ボルトの埋め込み深さと耐力に関する寸法効果について報告している 

 

［4］新潟県中越沖地震の観測記録に基づく鉄筋コンクリート製原子炉格納容器(RCCV)試験

体の耐震裕度 

著者：平間敏彦（清水建設）・瀧口克己 

概要：RCCV の試験体を多度津の大型振動台で破壊に至るまで加振。新潟県中越沖地震で，

地震波は柏崎刈羽原子力発電所の７号機原子炉建屋の基礎版上で観測された強震。耐震裕

度を評価した。 

 

［5］鋼板コンクリート耐震壁の遮へい性能に関する研究 その 2ひび割れの分析と遮へい

性能評価用モデル 

著者：丸田誠（小堀鐸二研究所）・久保田淳・丹羽信之・紺谷修・棟方善成・熊谷高博 

概要：鋼板コンクリート壁の実験結果より把握したひび割れ性状に基づいて，遮へい計算

用のひび割れモデルを構築した。 

 

【2010～2011 年度】 

[6] 機器基礎定着部の動的荷重に対する健全性評価試験 その 9 AE 計測を用いた内部ひ

び割れ発生の検出と位置標定 

著者：戸芳寛 小柳貴之 折田修一 大島宣昭 木内和弘 中西啓二 

概要：AE 計測法を用いて内部ひび割れ発生と位置の検出 

 

[7] ARX モデルによる地震時の建屋剛性の経時的変化に関する検討 

著者：尾形芳博 熊谷周治 井上範夫 野澤貴 

概要：地震動の継続時間中の建屋の振動特性の変化  

 

[8] ARX モデルによる地震時の建屋剛性の経時的変化に関する検討 

著者：尾形芳博 広谷浄 相沢直之 井上範夫 野澤貴 

概要：地震動の継続時間中の建屋の振動特性の変化 

 

[9] 鋼線を用いた層間変位計測システムの提案 その 3：実構造物による検討 

著者：菅原裕太 尾形芳博 伊澤忠明 黒澤到 藤田豊 井上範夫  

概要：建物の耐震要素に対角方向に張り渡した鋼線を用いた層間変位計測システム 
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[10] 鋼線を用いた層間変位計測システムの提案 その 4：質点系モデル解析による検討 

著者：菅原裕太 尾形芳博 大竹宏 黒澤到 藤田豊 井上範夫  

概要：建物の耐震要素に対角方向に張り渡した鋼線を用いた層間変位計測システム 

 

【2012～2013 年度】 

 [11] 層間変位計測システムによる東北地方太平洋沖地震における原子力発電所建屋の応

答評価 

著者：尾形芳博、鶴飼和也、荒木健史、黒澤到 

概要：女川原子力発電所で実測された変位記録の検討 

 

[12] 鋼板コンクリート構造物の内部コンクリートの弾性波伝播速度推定 

著者：高橋容之、中川進一郎、梅木芳人、島本龍、紺谷修、澤田祥平 

概要：試験体を用いたコンクリートの弾性波伝播速度推定に関する基礎実験 

 

[13] 衝撃弾性波法による部材背面の劣化モニタリングに関する検討（その１）試験計画お

よび試験体作成結果 

著者：中川進一郎、梅木芳人、島本龍、前中敏伸、市原義孝、岩野聡史 

概要：試験体を用いたコンクリート劣化モニタリングの実験概要 

 

[14] 衝撃弾性波法による部材背面の劣化モニタリングに関する検討（その２）試験結果お

よび適用性の検討 

著者：前中敏伸、中川進一郎、梅木芳人、島本龍、市原義孝、岩野聡史 

概要：試験体を用いたコンクリート劣化モニタリングの実験結果 

 

[15] 原子力発電所施設におけるひび割れ発生傾向の検討 

著者：前中敏伸、菊池利喜郎、田中幸一郎、三好徹志 

概要：柏崎刈羽原子力発電所 5号機原子炉建屋に発生しているひび割れに関する実測調査 

 

 さらに、実際の原子力プラントにおける地震観測データについても調査するために、日

本地震工学会による原子力発電施設での強震記録を入手し、原子力プラントの加速度計設

地点の確認とモニタリング技術の可能性を検討した。 

 

b) コアサンプリングによるコンクリート強度・劣化度評価 

コンクリート建屋の性能を精査する上で、コンクリート強度や劣化度をコアサンプリン

グによって推定する必要がある。本検討会では、コアサンプリングにおいて、次のような
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課題提起をした。 

・ 検査結果と構造性能との関係性評価 

 推定強度と部材・構造性能 

 推定劣化度と部材・構造性能 

・ 検査結果と機器応答との関係性評価 

 

コアサンプリングを原子力施設への適用するにあたっては、以下に示す具体の課題を検

討する必要があること提言した。 

・ コアの採取方法 

 採取個所 

 採取本数 

 コア寸法などの諸条件 

・ コンクリート強度の推定方法 

 試験方法 

 強度の制限値 

 適用限界 

 設計図書との関連性 

・ 中性化試験方法 

 中性化深さ 

・ 劣化度の推定方法 

・ 廃止した実機での検証 

 

なお、各機関から発行されているコアサンプリングに係るガイドラインを調査しておく

ことも重要であろう。本検討会では、一般建築物のコアサンプリング検査に係る現状を、

耐震診断基準、東京都、建築研究振興協会、PC 工学協会からのガイドラインを基に調査し

た。以下に整理成果を示す。 

 

・ なるべく主要構造部材から、各階 3本以上とる． 

・ ただし、常時荷重を受けている場所からは抜かないのが基本 

 長期応力が作用しているため、抜くと断面の応力が増加 

 柱・梁からは原則は抜かない 

・ 通常は、階段室周りや腰壁などの雑壁から採取 

・ プレストレストコンクリート工学協会のコンクリート診断士資格講習会では、プ

レストレストコンクリートからはコア抜きはせず、設計規準強度を用いて耐震診

断を実施する 

 プレストレストコンクリート構造物では、特にコンクリートの管理に配慮し
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ているため 

 常時圧縮応力が作用しているため、コア抜きは危険 

 

4) ロードマップのブラッシュアップ【課題 4】 

(a) 目的 

平成 24 年度にコンクリート建屋・システム安全に関するロードマップを作成したものの、

その当時のメンバー構成から、検討の視点が建築・土木構造のみに偏っていた。昨年度の

ロードマップの要点を抜粋した簡略版を図 2.2.1-3 に示す。平成 25 年度は、システム安全

評価の視点の取り込みに着目し、検討を実施した。 

 

 

図 2.2.1-3 平成 24 年度のコンクリート建屋･システム安全ロードマップ（簡略版） 

 

 (b) 目標 

課題 1とも連携し、システム安全評価に組み込むことを前提に、ロードマップを修正し、

より詳細化することを目標とする。 

 

(c) 成果 

 ブラッシュアップの方針を検討した。その方針とは、検査方法に影響が大きい部分の優

先度を上げるなど、時系列的な概念を付与すべきというものである。 

今年度の活動成果として、ブラッシュアップの方針の決定に留まったものの、システム

安全からの観点をマップ見直し検討に取り込むこととができた。 
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(4) まとめ 

平成 25 年度は以下に示す４つの具体的な課題を設定し、検討を実施した。 

・ システム安全評価への融合【課題 1】 

・ 地盤･建屋・設備器機の一体解析【課題 2】 

・ モニタリング、調査の方法とフィードバック【課題 3】 

・ ロードマップのブラッシュアップ【課題 4】 

 

課題 1については、コンクリート構造物の損傷評価とシステム安全評価との融合を目標

に、構造物の損傷と深層防護の概念とをすり合わせた。課題 2の地盤・建屋・設備を一体

として取り扱った解析法検討については、一体解析の可能性の考え方を整理した。課題 3

のモニタリング技術および実測値のフィードバック方法についても検討を行い、各種文献

調査を実施したほか、既存のコアサンプリング手法を整理した。さらに、課題 4 として平

成 24 年度に策定したロードマップのブラッシュアップ方法を検討した結果、評価シナリオ

を想定して、時系列で開発のプライオリティを整理するという方針を得た。 

来年度以降は、今年度の検討結果をふまえ、既存コンクリート建屋の維持管理・性能評

価方法への反映の方向性を検討する予定である。 
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2.2.2 ケーブル・システム安全 

(1) はじめに 

高経年化技術評価ではこれまで、電気・計装品機器毎の代表型式にて型式試験結果に基

づき、耐環境性能(EQ)評価を実施している。EQ 評価では、設置ルートと実機環境の特定、

性能寿命の把握・管理が重要である。 

国際的な知見として SCAP、ISaG、IAEA/CRP 等の成果取込みとともに、電気・計装システ

ムの機能劣化が、原子力プラントのシステム安全に及ぼす影響評価を行う上で、重要度の

把握、課題抽出と今後の研究の方向性を明確化することが必要である。 

以上に基づく本研究の成果は、EQ 評価の高度化に基づく、電気計装品経年劣化評価に関

するガイドラインの規格化に資するものである。 

 

 本テーマの最終的な成果目標を次とおり掲げた。 

・ システム安全重要度の観点から電気・計装品の EQ 検証等の重点化すべき高度化

研究 

・ ケーブル・システム安全技術戦略マップの策定 

・ 国際機関を含む研究推進体制の提案 

 

(2) 実施概要 

1) 平成 24 年度の成果概要 

平成 25 年度の事業遂行は、平成 24 年度の成果内容に基づいたものである。昨年度の成

果概要の要点を以下にまとめた。 

・ ケーブルの EQ 評価の管理活動が、システム安全のアプローチのどこに当て嵌ま

るのかの整理 

 「設計基準事象下でもケーブルの機能を維持する」と言う点で、深層防護の

「第三層」までを対象とする 

 設計基準を超えてどこまで機能を維持できるか、あるいは、機能喪失確率は

どのように変化するのか、という観点での整理の可能性も検討 

・ ケーブルの重要度検討のための視点 

 ケーブルの機能喪失時の影響は、接続機器の機能喪失影響 

 ケーブルが同時に影響を受けるような「共通した環境」の考え方を整理し、

同時影響を受ける場合の影響と、重要度として考慮する方法 

 ハザードを伝達することにより、接続機器の機能を破壊する影響、複数の機

能/サブ機能のバウンダリを超える影響を考慮する方法 

 

 ただし、アクシデントマネジメントにおける、特に計装系（ケーブル）の考え方の未整

理が課題として残った。 
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のケーブルが

るのか）と言

からの検討

の活用を検討

らかにする方

へ） 

を行ってきた

集中する制御

課題を整理す

ンダリを超え

動とシステム

からの問題意

討の成果を詳

対して、「共

が「独立した

言う観点から

討する必要が

方法を検討す

たが、機器と

御盤や配電盤

する。 

えてハザード

ム安全からの
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詳述する。 

共通の環境」

た環境」にあ

ら、研究課題

がある。その

する。 

ケーブルと

盤などに拡張

ドが波及する

問題

 

が何

ると

題を整

よう

の接

張し、

場合
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についての評価方法の課題を整理する。特に、接続機器の機能を喪失するだけでなく、ハ

ード的に機能を破壊する（機器や部品の交換が必要になる）ようなハザードの波及を評価

する上での課題を整理する。 

 なお、検討の進め方としては、多様な多様な分野の専門家による検討会を設置する。専

門家のメンバーが複数回集まり、相互の知見を交換する場である。必要に応じて、メンバ

ー以外の専門家からヒアリングをして、課題を把握・整理する。検討会メンバーの専門領

域は、ケーブル、PRA（特に外的事象）、計装制御、プラント、SAM である。 

 

(3) 検討成果 

1) 専門家との意見交換結果 

 専門家との意見交換結果を表 2.2.2-1 のようにまとめた。 

 

表 2.2.2-1 専門家との意見交換結果 

専門家 議論の概要 

長岡技術科学大学 鈴木雅秀教授ら ・ ケーブルがシステム安全に与える影響、特に、

複数の制御システム間の連携を評価する必要

性について。 

東京大学 村上助教、タリク氏 ・ ケーブルの絶縁性能の AMP についての最新動

向について。 

・ ケーブル単体だけでなく、複数のケーブル間

の影響や環境の同一性について。 

早稲田大学 大木義路教授 ・ 基盤研究の成果についての確認 

・ DBA や SA 環境におけるケーブルの機能維持の

観点からの課題について。 

元原子力安全基盤機構 山本歳雄氏 ・ 最新の規格基準類の整備状況と研究につい

て。 

・ 今後、議論を行うべき専門家について。 

 

なお、今後も議論を継続していく必要があると考える。電機メーカー、プラントメーカ

ー、事業者、原子力安全基盤機構の方との議論が必要である。 

 

2) ケーブルの絶縁劣化管理の視点の整理 

IGALL での議論を踏まえた上で、システム安全の観点からケーブルの高経年化技術評価

のフレームは、図 2.2.2-2 に示す６つの視点で整理できる。 

 



 

 各視

 

①  





②  







③  
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課題は以下の
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基づけば、加

れているケー

いケーブルと

場所： 

化の観点から

測定について

CV 内の低酸
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院工学系研究
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のとおりであ

ても、メーカ

を取得する必

加速試験等で

ーブルと同一

と同一製品の

ら、最も厳し

ては、事業者

酸素環境など

る。定期検査

把握する必要

ブルトラブル

報告されてい

（表 2.2.2-

    

究科 関村研究
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ーブルの絶縁

ある。 
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必要がある。
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しい環境条件

者にて実施が

、絶縁劣化

査など低酸素

要がある。

ルの事例では

いる。ケーブ

-2 の 5 番目

究室提供資料

縁性能管理の

により特性は

 

タを取得する

いる必要があ

１つの課題と

件とその場所

が予定されて

が進みにくい

素環境にない

は、ケーブル

ブル束中心付

を参照） 

料より 

 

視点1 

は異なる。よ

る際には、実

ある。高経年

となる可能性

所を把握する

ている。 

い環境の取扱

い時間の影響

ル束の中心付

付近の環境を

って、個別

実際にプラン

年プラントで

性がある。 

る必要がある

扱いについて

響や、低酸素

付近における

を把握するこ

製品

トで

用い

。こ

ても、

では

ケー

とも
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 ケーブルの分類は、機器重要度に基づいて分類されている。 

 システム安全の観点から、現在の分類を見直す必要性が考えれる。特に、外的事

象やシビアアクシデント時に、期待される役割を考慮する必要があるだろう。 

④  加速試験： 

 加速試験の結果から、実機環境下での任意の時点の劣化進行に換算する際の不確

実性を把握する必要がある。 

⑤  状態監視： 

 非破壊での状態監視技術の開発と実用化。現状は、要求される絶縁性能に対して、

十分な裕度が確保されていることの確認は可能だが、寿命推定への適用までは困

難と考えられている。 

 サンプリングを用いる技術を含めた、複数の技術の最適な組合せによる状態把握

が必要であろう。 

⑥  劣化メカニズム： 

 劣化予測、寿命予測の一層の精度向上、信頼性向上のためには、劣化メカニズム

の詳細な把握が必要である。 

 

以上が、敷設された通常環境下にあるケーブルの絶縁劣化を検討する上での 6つの視点

である。下線部は、ケーブル劣化研究で検討中の検討課題である。 

SCAP で報告されたケーブルの故障原因を表 2.2.2-2 に示す。 

 

表 2.2.2-2 ケーブルの故障原因 

 種別 ケーブル故障の要因 事例数 

1 電力 機械的な経年劣化 

モータに接続されていたケーブルがモータの振動によって損傷した。 

20 

2 電力 ケーブルの品質（低品質） 

製造メーカが認定プログラムに基づいた材料を使用していなかった。

更に、製造時に必要な技術水準が保たれていなかった。このため、60℃

で 1年後にケーブルシースに亀裂が発生した。 

１ロット

（数 km) 

3 制御 ケーブル製造ロットの品質（低品質） 

１つのロットで製造されたケーブルが故障には至らなかったが、ケー

ブル布設後の絶縁抵抗が極めて低下していた。全てのケーブルはすぐ

に取り替えられた。 

1 ロット 

（数 km) 

4 電力 ケーブルの布設中に、他のケーブルと交差していたケーブルを作業員

が非常に強い力で引っ張ったため、交差していた箇所が損傷し、2 年

後にその箇所で短絡が発生した。 

1 

5 電力 ケーブルの束の中間にあって、火災防護層の下にあったケーブルにお

いて、非常に低い絶縁抵抗が測定された。このケーブルを取り出した

が、極めて脆くなっていた。 

5 

6 電力・

制御 

目視点検でいくつかのケーブルシースに亀裂が発見された。このケー

ブルは60℃-0.001Gy/h環境で20年間使用されたビニルケーブルであ

った。き裂は可塑剤の揮発によるものであり、機能は喪失していなか

ったが、LOCA 時に必要なケーブルであるため取り替えられた。 

10 
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とは、通常環

告されていな

進むまでは、

を維持できる
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期に絶縁劣化
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大きく超え

能の低下が発
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合、

2.2.2

る。 

 

 

5) シ

(a) 接

接続

電気

     
2 角谷

左：JEAG 460

らに、米国の

その区画に

2-6）。なお、

図

システム安全

接続機器・周

続機器・周辺

気ケーブルが

          

谷ほか、”ケー

図 2.2

7-2010 で紹

の NUREG/CR-

にある全ての

、この簡易評

2.2.2-6 N

全の観点から

周辺ケーブル

辺ケーブルへ

が機能を喪失

          

ーブル火災に

.2-5 ケーブ

紹介されてい

-6850 では、

の機器が機能

評価は、別途

NUREG/CR-68

の検討 

ルへの影響

への影響を整

失した場合、

    

に関する実証
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ブル火災に関

る実証例2、

実証例）

火災源に最

能を喪失す

途に定めのあ

50 によるケ

整地した結果

接続されて

証試験”、日本

関する実証試

右：IEEE 3

最も近い安全

するとの簡易

ある詳細評価

ケーブル火災

果を表 2.2.2

ている機器へ

本原子力学会

試験例 

84-1992 で紹

全系機器が機

易評価を採用

価を採用する

の簡易評価例

-5 に示す。

への電力供給

会「2009 年春

紹介されてい

機能を喪失す

用している

ることも可能

例 

 

給が失われる

春の年会」、

 

いる

する場

（図

であ

 

こと

2009 



にな

ど、動

める機

ない。

電気

器への

気ケー

広範囲

制御

いと

人間の

合には

影響が

また

ける必

の中で

延焼、

これ

条件、

 

 

 

り、機器が機

動作しない状

機能を継続し

。 

気ケーブルの

の延焼を考慮

ーブルが接続

囲な影響につ

御ケーブルに

されている。

の事象判断や

は、人間の意

が生じる。 

た、ケーブル

必要があるた

で止まるハザ

、放射性物質

れらの影響に

、影響の大き

機能を喪失す

状態でも一定

して維持する

の場合、ケー

慮する必要が

続されている

つながるシナ

においては、

。機能喪失時

やプラントの

意図とは異な

ルそのもので

ため、その貫

ザードの拡大

質の漏えいな

については、

きさ、発生確

表 2.2

する。主には

定の機能を果

る）場合もあ

ーブル火災を

がある。また

る、変圧器や

ナリオも考え

ケーブル火

時には、監視機

の制御に大き

なる機器が動

ではなく、ケ

貫通部の健全

大の可能性が

などが考えら

より系統立

確率の把握・

.2-5 接続機
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は、動的機器

果たす（例え

あることから

を考慮するこ

た、電流過熱

や蓄電池ある

えられる。

火災や電流過

機能や機器を

きな影響が生

動作する可能

ケーブルを配

全性が喪失し

がある。例え

られる。 

立て、網羅的

・整理が必要

機器・周辺ケ

器の動的機能

えば、閉じて

ら、単純に「

ことが指摘さ

熱や電気アー

るいは電源盤

過熱・電気ア

を制御する機

生じる。さら

能性もあり、

配置するため

した場合には

えば、ケーブ

的なシナリオ

要である。

ケーブルへの

能が喪失する

ている弁は、

「機能喪失」

されている。

ークが発生し

盤の火災や爆

アークは考慮

機能が喪失す

らに、混触が

単純な機能

めにバウンダ

は、本来は、

ブルルートに

オの分析、そ

の影響 

る。ただし、

流体の流れ

となるとは

よって、接

した場合には

爆発に至り、

慮する必要性

する。この場

が発生してい

能喪失とは異

ダリに貫通部

そのバウン

にそっての浸

その影響が生

弁な

を止

限ら

接続機

、電

より

性はな

場合、

る場

異なる

を設

ダリ

浸水、

生じる

 



(b) 環

ケー

や配管

い。そ

る。

 

 

ケー

エラー

至る以

同一

影響

場合で

ら、同

環境の

ブル間

安全

なる束

るので

によっ

能を喪

環境の共通性

ーブルは 1 本

管内を通って

その影響を検

この点につい

ーブル単独に

ーなどのトラ

以上の環境条

一の束にある

も同一束のケ

でも、中心付

同一の場所に

の変化も考慮

間の混触も、

全上重要な機

束、異なる配

であれば、類

っては、異な

喪失する蓋然

性、影響伝搬

本だけが独立

ていたりする

検討するため

いて整理した

表 2.

については、

ラブル履歴の

条件の把握が

るケーブルの

ケーブルに及

付近のケーブ

にあると言う

慮する必要が

、大きな課題

機器に接続さ

配線経路とな

類似した影響

なる場所にあ

然性が高い。

搬の評価 

立して配線さ

る。そのため

めには、環境

た結果を表 2

2.2-6 環境

環境条件に

の管理が重要

がポイントと

の場合、ほぼ

及ぶ蓋然性が

ブルの環境が

う場所の共通

がある。また

題である。

されているケ

なる。しかし

響が生じる。

あっても、同

事故環境が
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されているよ

め、複数のケ

境の共通性、

2.2.2-6 に示

境の共通性、

による絶縁劣

要である。ま

となる。 

ぼ同様の環境

が高い。ただ

がより厳しい

通性の高さだ

た、同一の束

ケーブルは、

し、場所が異

特にシビア

同様の過酷環

がより詳細に

よりも、束に

ケーブルが似

影響伝搬の

示す。 

影響伝搬の

劣化に加え、

また、事故環

境にあると考

だし、SCAP の

いと考えられ

だけでなく、

束にある場合

位置的な独

異なっていて

アアクシデン

環境になるの

に把握できた

になっていた

似た影響を受

の評価を行う

の評価 

施工や保全

環境において

考えられ、ま

の知見に基づ

れるケースも

束になって

合、絶縁機能

独立性を担保

ても、運転時

ント環境下で

のであれば、

た場合、物理

たり、同じト

受ける蓋然性

ことが重要

全時のヒュー

ては、機能喪

また、トラブ

づけば、同一

も存在するこ

ていることに

能が劣化した

保するために

時の環境が似

で、事故シナ

ほぼ同時期

理的な距離で

レイ

性が高

であ

 

マン

喪失に

ルの

束の

とか

よる

ケー

、異

てい

リオ

に機

はな
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く、環境の違いに着目した配線により、環境影響の共通性を緩和できる可能性がある。 

ケーブル間の環境の共通性の研究を進めることにより、共通性を緩和する策を施すこと

により、多重性が向上することが考えられる。 

接続機器については、ケーブルの機能回復により機器の機能が回復するような影響だけ

でなく、ケーブル火災や配線経路での溢水により、機器が破壊される場合があることにも

着目する必要がある。 

 

(c) 混触の影響評価 

システム安全の観点からの最近の研究動向調査結果を示す。 

旧 JNES の火災 PRA の評価事例や、原子力学会の内部火災 PRA 標準3（策定中）では混触

による影響を考慮する試みが行われている。 

回路・機器への影響として、①誤作動、②電源喪失、③制御不能、④誤表示が考えられ

ている。原子力学会の内部火災 PRA 標準の検討においては、以下のような課題が挙げられ

ている。 

 誤動作モード摘出の不確実さ、多重の誤動作 

 混触の発生確率の定量化 

 誤動作、誤表示モードの不確実さ（不具合継続時間等） 

 膨大な作業量 

 

(4) まとめ 

平成 25 年度は、複数の専門家との議論や文献調査を通じて、ケーブルがシステム安全に

及ぼす影響を、以下の観点から整理した。 

・ IGALL の成果等に基づくと、ケーブルの絶縁劣化管理については、材料、環境、重要

度分類、加速試験、状態監視、劣化メカニズムの６つの視点で整理できる。 

・ SCAP の知見を加えると、施工や保全時の影響も考慮する必要がある。 

・ SA 等、通常の運転環境を超える事象について、ケーブルの経年変化が機能喪失確率に

及ぼす影響の概念を整理した。 

・ ケーブルの機能に影響を及ぼす代表的な事象と課題を、影響の種類別に整理すること

を試みた。 

・ ケーブルの健全性喪失時に、隣接ケーブルや接続機器等へどのような影響が及ぶのか

について、整理を行った。 

 

今後も専門家との議論を通じて、課題の網羅性、研究開発状況の把握、課題の重要度（優

先順位）等を継続していく必要があると考える。 

                             
3 日本原子力学会「2013 年春の年会」の「原子力発電所に関する内部火災 PRA 標準の策定

について」より 



2.3 

2.3.1

(1) デ

1) 知

経年

報は、

てもそ

率性の

国民に

本研

の成果

と合わ

の審査

う検討

 

 

2) 知

経年

として

なって

システム安

1 知識ベース

データベース

知識基盤デー

年プラントの

、現状、散在

その全体像を

の原因であ

に原子力規制

研究テーマで

果物である最

わせて整理し

査業務におけ

討する（図

知識基盤整備

年プラントの

ては、①情報

ている、③情

安全評価に資

スシステムの

ス・知識ベー

ータベース整

のシステム安

在している上

を把握するこ

り、人材育成

制及び技術的

では、経年プ

最新研究成果

し、独自性の

ける最新知見

2.3.1-1）。

図

備の背景と意

のシステム安

報・知識が散

情報・知識の

資する知識ベ

の機能要件実

ース構築 

整備の目的 

安全評価のた

上に、相互の

ことが困難な

成の妨げとな

的根拠の不透

プラントのシ

果を盛り込み

の高いシステ

見の活用を想

 

図 2.3.1-1 知

意義 

安全評価に資

散在している

の各要素の相
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ース構築 

実現に係る調

ために必要な

の関連性が十

な状況となっ

なるだけでな

透明さとして

システム安全

み、規制文書

テムの構築を

想定し、本事

知識基盤構築

資する情報・

る、②情報・知

相互の関連性

調査研究 

な規制文書、

分整理されて

っている。こ

なく、体系的

て受け止めら

全評価に資す

書、民間規格

を目指す。利

事業終了後も

築の基本方針

知識を管理

知識の一部が

性が整理され

規格基準類、

ていないため

のような状況

的な説明が困

られかねない

する知識基盤

格、暗黙知な

利用局面とし

も活用される

針 

・活用する上

が個人または

ていない、な

、技術文書等

め、専門家で

況は、業務の

困難となるこ

い。 

盤として、本

などの情報・

しては、プラ

る成果物とな

上での現状の

は組織の暗黙

などの課題が

等の情

であっ

の非効

とで、

本業務

知識

ント

るよ

 

の課題

黙知と

が挙げ



られ

関連情

可視化

と考

特に

が改正

られ

なく現

時か

のプ

らして

でどの

何だっ

と

的課題

基準類

えられ

 

 

る。情報・知

情報をデータ

化・体系化、

えられる。 

に平成24年度

正され、既存

ることとなっ

現在の法令

ら現在までに

ラントに対し

て適合してい

のような基準

ったのか、を

りわけ現在は

題に極めて大

類の時代変遷

れる。 

知識を集約・

タベースとし

③基盤情報

度には、「核原

存のプラント

った。新基準

・規格基準類

に改正・高度

してバックチ

いるか否かを

準に基づいて

を遡って検討

は、福島第一

大きな変化が

遷を見通しよ

図 2.3.1-

整理し知識

して集約、②

報間の各要素

原料物質、核燃

トについても

準への適合を

類に照らした

度化され、情

チェック及び

を確認し、不

て設計された

討する必要が

一原子力発電

が生じている

よく比較・確

2 経年プラ
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識基盤を構築

②暗黙知とし

素の相互の関

燃料物質及び

も、最新の知見

を行うために

た評価を行う

情報の相互関

びバックフィ

不適合となっ

たのか、その

があると考え

電所事故を受

るため、経年

確認できる知識

ラントのシス

築する上では

して保有され

関係性を紐付

び原子炉の規

見を取り入れ

には、個々のプ

必要がある

関係も複雑化

ィットを行う

た場合には

の当時の法令

えられる（図

けて原子力を

年プラントの

識基盤を整備

ステム安全評

、これらの課

るリスク事象

け、といった

規制に関する

れ新基準への

プラントに対

が、法令・規

している。し

際には、まず

、設計時にど

・規格基準類

図2.3.1-2参照

をとりまく規

安全評価にお

備することは

評価の背景 

課題に対して

象・メカニズ

た取り組みが

る法律（炉規

の適合を義務

対して設計時

規格基準類は

したがって、

ず現在の基準

どのような考

類の技術的根

照）。 

規制環境及び

おいて法令

は有益である

て、①

ズムを

が有効

規法）」

務付け

時では

は設計

個々

準に照

考え方

根拠は

び技術

・規格

ると考
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3) 知識基盤データベースの機能検討 

(a) 知識基盤に対する要望 

前事業での調査では、知識基盤に求める機能及びコンテンツとして以下のニーズが抽出

されている1。 

［官］ 

 高経年化技術評価に係る規制文書の策定に係る情報 

 高経年化技術評価の審査の参考となる情報 

 新検査制度で妥当性評価をすべき事項（傾向監視に基づく評価、劣化進展予測評価

等）に関する情報 

 規格のエンドースにおける技術評価のための情報 

 技術戦略マップのローリングに係る情報 

［民間（事業者、メーカー）］ 

 高経年化技術評価を実施する際の参考情報 

 劣化進展の傾向監視情報を分析する際の知見（新検査制度） 

 長期的な傾向監視、最新の技術知見や運転経験等を反映した劣化進展予測評価を実

施する際の情報（新検査制度） 

［学（大学、研究機関）］ 

 安全基盤研究のニーズ（技術戦略マップ） 

 関連研究状況に関する情報 

［学協会］ 

 規格基準化に対するニーズ 

 国内外の規格基準 

 安全基盤研究成果 

［その他］ 

 暗黙知・経験知の活用 

 関係者間での用語の共通認識 

 

また、本年度実施したヒアリングでは、以下のような意見が挙げられた。 

a) データベースの継続性に関して 

 長く使えるものが望ましい。 

 本事業は残り一年半で終了することを踏まえ、事業終了時点でまとまったものとな

っている必要がある。 

 一般的に、データベースは内容の更新等、維持・管理していくことが難しい。デー

タ提供者が容易にデータを登録できる仕組みが必要。 

                             
1 株式会社三菱総合研究所、「平成 19 年度高経年化対策強化基盤整備事業 成果報告書」 
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b) 内容及び機能に関して 

 本事業の成果の収録が最も重要。 

 基準等の根拠資料や、論文情報があると有用。 

 法令類や規格基準類の改訂履歴を追うことができ、過去との差分がわかるとよい。 

 法令類や審査マニュアル等、文献の関係性がわかりやすく整理されるとよい。 

 類義語も考慮した曖昧検索機能があるとよい。 

c) 規制庁による審査業務との関連に関して 

 審査業務に活用できるものが出来るとよい。 

 規制庁のみが使うものではなく、汎用性が必要。 

d) その他 

 議論するだけでなく、まずは叩き台となるようなシステムを作成する必要がある。 

 

本業務では、知識基盤データベース整備の目的（前述）を鑑み、高経年化に関する最新

知見（本事業成果）をプラントの高経年化技術評価の審査業務において活用していくこと

を本知識基盤の主たる利用局面として想定する。 

 

(b) 知識基盤のコンテンツに対する制約 

知識基盤のコンテンツ想定される以下の文献データについて、文献データの入手可能性、

存在状況、公開可能性などについて確認を行うことによって、収録の際の制約に関する検

討を行った。 

 法令類（規制文書を含む） 

 規格基準類 

次の 5 学協会が発行する規格基準類について検討した：日本原子力学会、日本電気

協会、日本機械学会、火力原子力発電技術協会、日本溶接学会。 

 論文類 

 

その結果、以下にまとめるように、文献データの活用においては、「テキストデータ化」

「過去版の入手」「著作権」に関して課題があること、また規格基準類及び論文については、

現実的には概要情報のみが利用可能であることがわかった。 

 

a) データ形式（現行版、過去版） 

文書内容の表示のみが目的であれば、テキストデータか非テキストデータ（スキャン画

像等）かに依らず、電子データ化されていればよい。しかし、文書間の関連性を抽出する

ためには、テキスト化されていることが望ましい。 

法令類の最新版については、テキストデータがウェブ上に公開されている。過去の版に

ついては、（市販の六法全書に含まれる範囲であれば）紙媒体やスキャンデータの入手が
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可能であるが、テキストデータとしては整備されていない。現行法と改正情報から過去版

を復元することは原理的には可能だが、必要となる作業量を考えると膨大な作業量となる

ことが予想される。 

規格基準類については、そのほとんどをテキストデータで保持している学協会は 1つの

みであり、他は書籍のみか、電子化されていても非テキストデータで保持という状況であ

る。 

 

b) 著作権 

法令類は著作物ではないので著作権上の問題はない。 

一方、規格基準類は各学協会の著作物であり、データベースへの収録は各学協会の許可

が必要である。各学協会に対してヒアリングを行ったところ、データ提供の条件としては

以下のようなものが挙げられた。 

 画面上に文面を表示する場合はテキストデータではなく画像データとすること 

 タイトル及び概要までは収録可能だが、本文内容の表示は不許可。 

 利用料等で費用回収ができれば収録可。 

また、どのような条件でも収録不可、とした学協会もあった。 

論文類は、通常論文誌の出版社に著作権が譲渡されるため、本文データの収録は許可さ

れないことが一般的である。 

 

(c) 知識基盤の基本構想 

背景及び要望を基に、知識基盤に必要と考えられる機能をまとめたのが図 2.3.1-3 であ

る。 

まず知識基盤の基本となるのが、収録する個々の文書の基本情報、すなわち書誌情報、

概要及び文書本体である。次に、それらを検索するためのキーワード検索機能、また、効

率的に関連文書を探すことができ、かつ全体像把握の助けとなるよう、文書間のつながり

を表示する関連性表示機能が必要である。さらに、バックチェック及びバックフィットに

役立つ機能として、設計時と現在の法令・規格基準類、及びそれらの相違点を把握するた

めの改訂履歴表示機能が考えられる。 
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本知識基盤の収録データの種類と整備方法の全体イメージについては表 2.3.1-1 に示す。 

 

表 2.3.1-1 収録データの種類と整備方法 

収録データ 書誌情報 本文情報 
参照引用 

関連性データ 

改訂関連性 

データ 

本事業（各 WG）の成果物 ◎ ◎ 手作業/自動化 － 

事業成果物（報告書） ◎ ◎ 手作業/自動化 － 

法令類（最新版） ◎公開資料 ◎公開資料 半自動化 半自動化 

法令類（過去版） △要作成 △要作成 手作業/自動化 手作業/自動化

規格基準類（最新版） ◎整理可 
×表示不可 

（著作権） 
×*) ×*) 

規格基準類（過去版） △要作成 
×表示不可 

（著作権） 
×*) ×*) 

審査業務に資するその他

の資料（論文や海外文書な

どを含む） 

◎収集対象に

ついては別途

要検討 

×表示不可 

（著作権） 
手作業/自動化 － 

*) テキストデータ化された資料が少ないため。 

 

4) 知識基盤データベースプロトタイピング 

以上の検討を踏まえて知識基盤のプロトタイプを実装した。 

本年度プロトタイプでは、表示機能の実現とユーザビリティの確認を目的とし、文書デ

ータ（書誌情報及び本文情報）の表示、キーワード検索、関連性表示、改訂履歴表示の機

能を実装した。文書データとしては、法令類及び、本事業の成果として本事業の全体会合

における研究発表資料を収録した。作成したプロトタイプシステムを、想定ユーザーに試

用いただき、ユーザビリティについての検証を行った。 

 

(a) プロトタイプ概要 

a) システム 

Windows 上で動作するスタンドアロンアプリケーションとして作成した。開発環境は以

下の通りである。 

 開発言語：C# Visual Studio 2010 Professional (version 10.0.30319.1) 
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 DBMS：SQLite version 3.6.23.1  

 framework：.Net Framework4  

 platform target：x86 

 

b) 文書データの構造 

各文書データは、書誌情報、本文情報、関連性情報を持つ。 

書誌情報とは、文献を特定するために必要な情報を指す。本プロトタイプの収録文書は、

法令類と、本事業の全体会合（報告会）の資料であることを踏まえ、以下の項目を書誌情

報として登録した。 

 文書名 

 文書区分：｛法令類、報告会｝ 

 資料区分：文書区分の下位分類 

 法令類：法律、政令、省令、告示、通知・通達、指針、NISA 文書、内規、その他 

 報告会：研究発表資料、会議資料（報告会のプログラム等） 

 作成者 

 改訂日（作成日） 

 廃棄日 

 会合名：文書区分が「報告会」の文書のみ 

 分野名：文書区分が「報告会」の文書のみ 

 概要 

 

本文情報は、文書本体のデータである。収録した本文情報のデータ形式は、テキストフ

ァイル、PDF ファイル、html ファイル、URL（ウェブで公開されている場合）である。 

関連性情報は、一般には引用参照関係、改訂・被改訂の関係、テキストマイニングによ

り得た類似度等でのグループ化等が考えられる。本プロトタイプでは、法令類については

引用・被引用関係を関連性情報として用いた。報告会資料については、会合名、分野名で

関連付けをした。 

 

c) 機能 

本プロトタイプでは、文書データ（書誌情報及び本文情報）の表示、キーワード検索、

関連性表示、改訂履歴表示の機能を実装した。 

 

(ⅰ) キーワード検索画面 

キーワード検索画面、及び検索結果の画面は図 2.3.1-5 に示す。 

検索対象は、書誌情報及び本文情報であり、チェックボックスを用いて対象を絞ること

ができる。また文書区分や改訂日（作成日）の範囲を絞って検索することが可能である。 
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5 回）の過去版再構成を行った3。 

本年度は、過年度に整備した上記データを用い、1 件の過去版の再構成と、法令間の関

連性データの整備を行い、プロトタイプに収録した4。過去版は、既に条文データを再構成

済の原子力基本法と引用関係があり、かつ再構成作業が現実的に可能であるような改正回

数・条文数の法律として、特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律を選び、条文データ

の再構成を行った。 

収録法令類は下記の通りである。 

 H23 年度時点の法令類 ：313 件 

 内訳：法令 13 件、政令 8 件、省令 56 件、告示 13 件、通知・通達 29 件、指針 

44 件、NISA 文書 117 件、内規 20 件、その他 13 件 

 改訂履歴：2件 

 原子力基本法（改正回数 5回、改正箇所総数 12 ヶ所） 

 特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律（改正回数 9 回、改正箇所総数 89 箇

所） 

ただし、改正箇所は、「条文ひとつの改正 1回」を 1ヶ所とした。 

 

(ⅱ) 報告会資料 

 ヒアリング調査より、知識基盤は本事業の成果を検索・閲覧が容易な形でまとめること

が期待されていることがわかった。本年度プロトタイプでは、本事業内で開催された下記

の全体会合における研究発表資料及び関連する会議資料を収録した。 

 H23 年度成果報告会 

 H24 年度成果報告会 

 H25 年度第 1回総括検討会 

 H25 年度第 2回総括検討会 

 H25 年度中間報告会 

 

e) 関連性 

(ⅰ) 法令類 

 収録した 313 件のうち、条文データがテキストデータとして整備済の 82 件について、条

文内に含まれる法令名及び法令番号の自動抽出を行い、引用・被引用関係データを作成し

た。 

(ⅱ) 報告会資料 

 報告会資料については、3種類の関連性データを作成した。 

まず 1つは分野による関連付けである。各研究発表資料は、システム安全、疲労、照射

                             
3 株式会社三菱総合研究所、「平成 24 年度高経年化技術評価高度化事業 成果報告書」 
4 H24 年度以降の法律改正や、原子力規制庁の発足に伴い作成された文書等は含まない。 
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劣化、コンクリート劣化、ケーブル劣化の 5つの分野に分け、同じ分野の文書は関連があ

るものとした。これにより、関連研究の文書との関連付けを行った。2 つめは、会合によ

る分類である。各研究発表資料は、発表された会合のプログラムと関連付けた。これによ

り、プログラムの文書を介して同じ会合で発表された資料同士の関連付けを行った。3 つ

めは、文書の本文内容のテキスト解析による関連付けである。研究発表資料内に出現する

他の文書の情報（文書名、作成者）を抽出し、関連付けを行った。 

 

(b) ユーザビリティの検証 

作成したプロトタイプを想定ユーザー（審査業務ご担当者様）に試用いただいた結果、

現状の画面構成・機能について概ね肯定的なご意見をいただいた。更に、各機能、収録資

料に関しては以下のようなフィードバックを得た。 

a) 機能に関して 

 関連性画面では文書の関係性を可視化できており、特に初学者にとってわかりやす

いのでよい。今後、ガイドラインやマニュアル、規格基準等の関連性の可視化に期

待する。 

 キーワード検索画面、改訂履歴画面では、改訂日が表示されるのでよい。 

b) 収録資料に関して 

 本事業の成果について、その根拠資料の確認が出来ることが望ましい。 

 規格基準類は、著作権等の問題があり本文内容の表示は無理だが、文書情報だけで

も載せて、他の文書との関連性を表示できるとよい。 

 海外の文書では、規格が重要である。日本の規格と海外の規格との関連性がわかる

とよい。 

 劣化現象に関する、他産業の文献も検索できるとよい。 

 

5) 今後の課題 

来年度に向けて、以下の課題が挙げられる。 

［対象文献範囲のリスト化における課題］ 

 経年プラントのシステム安全評価に資するユーザーが参照すべき資料のリスト化。

資料としては以下の種類のものが考えられる。 

 国内最新文献 

 原子力規制委員会策定のガイドライン 

 旧 JNES 作成の審査マニュアル 

 本事業調査研究の根拠となる参照文献 

 海外の安全規格基準類（考え方の整理） 

 その他ユーザーが参照するべき文献に対する要件からの検討・追加。 

［知識体系化における課題］ 
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 知識体系の整理にあたり以下の観点を考慮することが必要である。 

 システム安全評価等の審査業務において有用な知識体系の明確化 

 海外のデータベース・安全規格基準類の知識体系（I-GALL 等）に関する調査分析 

 経年劣化事象や設備種別等による知識体系の整備（本業務におけるシステム安全

のテーママップ等） 

［データ化における課題］ 

 検索機能向上のための辞書の整備（類義語、関連語、英語-日本語、概念関係等） 

 テキスト化されている文書の関連性情報（改訂・参照）作成方法の整備（テキスト

化されていない場合には手動リンク） 

 新規文献データ登録手続きの設計（本文データ有無、本文テキストデータ有無＝リ

ンクデータ手動作成要否、など） 

 過去文献のテキストデータ復元・作成作業（過去法令類、規格基準類等） 

 

6) まとめ 

本年度の成果は以下の通りである。 

 経年プラントのシステム安全評価に資する本知識基盤の構築においては、本事業全

体の最新研究成果を知識基盤に盛り込むことで発電用原子炉施設の審査業務におけ

る最新知見の活用に資することを基本方針とした。即ち本事業の最終的な成果は本

知識基盤として集約することを想定する。 

 知識基盤が持つべき基本的な機能をヒアリング調査等により整理した上で、GUI を中

心とした一部の機能についてプロトタイピングを実施し、想定ユーザーによるユー

ザビリティの検証を行うことによって、基本的な機能実現の方向性を確認した。 

 様々なステークホルダーからのフィードバックを得ることが出来た中で、対象文献

範囲のリスト化（海外文献を含めた範囲特定の考え方）、知識体系化（複数の知識の

体系化方法）、データ化（関係性情報作成のためのテキスト化要件、収録のための著

作権問題、新規文献登録手続き等）、などにおける様々な今後の課題を抽出・整理し

た。来年度以降の計画に反映していくものとする。 
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(2) システム安全評価データ共有・活用手法 

1) 成果の概要 

 Innovators Marketplace on Data Jackets（IMDJ1）によるデータ結合・分析戦略の構想

技法を、原子力システム安全評価に資するデータ共有・活用に資するために適用する効果

を実験的に検証する研究を進めた。システム管理に関連するデータには秘匿せざるを得な

いものも多いことを認め、IMDJ ではデータの中身ではなくあえて要約のみ含むダイジェス

ト情報（Data Jackets: DJ）だけを共有する。そして、DJ 間の関係を可視化したマップを

参照しつつデータの結合と分析を行うシナリオを提案し評価し合う。本研究では結果とし

て、原子力システム安全の領域において IMDJ 実施中に認知された（DJ の背景にある）デ

ータの利用価値は実施後２ヶ月～４ヶ月後も安定的に評価が保持されることや、その効果

によってデータ入手方法についての情報提供が増すなどという知見が得られた。さらに、

視線運動計測によって、データを見る観点の変化や、データ利用シナリオに対する関心が

生じるなどの有意義な観測成果を得た。 

このような、データについての人間の主観的な価値評価は、情報学における実現困難な

グランドチャレンジであり、本研究でも「提供不可とされていたデータが提供された」「分

析の結果、有益な知識を得た」など究極的な目標にまでは直接到達していない。しかし、

これらの目標よりも定量化しやすく一般性の高い「データの入手方法についての情報の増

分」という新指標に沿った効果検証が、当該領域で有効であることを現在までのデータか

ら検証し、代替目標として十分に達成したと考えている。各データの提供者と利用者にと

っての価値が正しく評価されることの検証を本研究領域において進めたことは、社会的に

意義が大きいといえよう。 

 

2) 市場メカニズムを模倣したシステム安全評価に資するデータ共有・活用手法 IMDJ 

IMDJ の一般的な実施手順を図 2.3.1-9 に示す。IMDJ においては、参加者がデータは秘匿

することが許容される。そして、データを所有する又は取得方法を知る人は、そのデータ

の内容ではなく、内容の概要を表す情報（データ概要の説明文、変数、変数値の詳細度、

マイニング等によって得られることの期待されるメリット等）を記載した「データジャケ

ット（DJ）」を公開する。この DJ 化した情報だけから、データ間の関係が半自動的にマッ

プとして可視化され、そのマップを見ながら行う議論にステークホルダーらが参加するこ

とによってデータ間の結合可能性や各データの利用価値を評価し、共有に値するデータを

選択し、現実的な利用条件や価格の設定を決めながら提供あるいは共有してゆく。本研究

では、社会的問題に対する関心を共有する人々が議論しながら、情報共有および関連する

データの利用価値評価を目指してゆくためのワークショップ技術として適用した。 

                             
1 Ohsawa, Y., Kido, H., Hayashi, T., and Liu, C., Data Jackets for Synthesizing Values 
in the Market of Data, Procedia Computer Science 22, 709-716 (2013) 
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……………

@振動

@温度

@時刻.

要求(価値評価の指針)： 科学

的根拠のない安心ではなく、
データの基づいたシステム安全
の実現と情報公開がしたい！ プラントのセ

ンサデータ
（A社が所有）

SNSデータ
（B社等が所有）

@Facebook投稿数

@Twitter・・・

@市民の声

@時刻

・・・

・・・

@振動

@機能低下状況

データジャケット
（DJ）

DJ(A)

DJ(B)

大学研究者
（例：統計科学）

提案＝IMでいう「シナリオ」：
①プラント全域に配備したセンサデータと、
②熱疲労等のモデルに基づく予測式
③過去のシステム劣化事象の記録
から、 現在の劣化を客観的評価しては？

発電事業者

その他のデータ

その他のデータ

過去の劣化データ
（事業者が所有）

DJ(X)

DJ(Y)

@圧力

 

図 2.3.1-10 Innovators Marketplace on Data Jackets の適用による提案の一例。複数の

データが変数名や概念名を通じて結合される可能性を可視化し（Step 2）、得られたマップ

を参照しながら効率的にデータの結合とその効果について提案と評価を行う（Step 3）。不

足データの補填や、有益と考えられるデータの所在についての情報交換も可能となる。 

 

ここで目指す目標にとって、本手法 IMDJ のメリットは二点挙げられる。一点目として、

データを共有あるいは公開することについて、原子力領域の専門家にはシステムの安全運

用と組織的利益を確保する使命があるため、情報公開という一元的な観点からデータのオ

ープン化に進むことはできない。そのため、必要なデータを必要な人に提供することに加

えて、利用目的や提供の条件を明確な形で設定・説明することのできる仕組みが必要であ

る。ワークショップとしての IMDJ は、このようなデータの利用目的や提供条件をステーク

ホルダー間のコミュニケーションを介して設定してゆく議論フェーズおよびその前後工程

からなるプロセスであり、将来的にはワークショップという枠を超えて、世界規模でデー

タネットワークを構築することを目指している。また、大規模複雑システムの構築・運用

管理においてはデータや分析ツール、さらにその分析の背景にある専門家の知識を結合す

る必要があるが、データジャケットというシンプルなデータ概要を結合する案を策定する

ことによって、データの結合・分析・可視化等のステップを含む利用シナリオを構想する

ことの有効性が期待できることが第二点目である。 

逆にデメリットは、ワークショップという会合やその前後処理の維持反復が必要となる

ことであるが、むしろこの点は非効率と捉えるのではなく、コンピュータが知ることので

きない人の様々な都合を介してデータ間のミッシングリンクを繋げるコミュニケーション

の実現と考えて、ポジティブに推進することが社会的要請であると考える。Francis Galton
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による統計科学の定義2にあるような、データに基づき主観的思考を交えてゆく仕組みづく

りを忘れ、ただ普遍的パターンを抽出する機械的な手順を適用する対象としてのみデータ

を捉えようとする誤謬が、過去２０年におよんで世界のデータマイニング、ひいては情報

技術全体を席巻してきた。この方向性を正すことは、原子力システムに限らず、社会的ミ

ッションに関連するデータを必要な範囲で社会的に共有する指針として大切である。 

本年度は、各データの提供者と利用者にとっての価値が、IMDJ を利用することによって

正しく評価されることの検証を実験的に進めてきた。原子力システム安全の評価と実現に

資するデータのダイジェスト情報を DJ とし、DJ 間の関係を可視化した上でデータの結合・

分析シナリオの検討を行う IMDJ を実験的に二度に渡り実施した。原子力システム安全とい

う領域においては、この実験結果自体がデータに基づく問題解決の策定、行動計画の大枠

となるので、昨年度までのワークショップ技法の研究成果を発展させて今後にとっても再

利用可能な成果となる。即ち、主たる成果は、各ステークホルダーが利用・分析すべきデ

ータの選択と、そのデータや分析結果を他のデータと組み合わせてゆく戦略の策定を、安

全評価対象となるシステム全体を見渡す視野で行う方法を得ることそのものである。しか

し、原子力システムから一般社会に拡張させる発展段階を見据えると、この方法を通じて

得られる各データの利用価値に関する評価も重要な効果であり、その社会的貢献度は主効

果に勝る可能性もある。この効果の副次効果として、データの中身をオープンソース（無

料公開）とするか適正価格を決めるかなど共有の条件設定を提供者と利用者による交渉を

経て実現できる可能性にも、様々な方面のデータ管理者から期待が寄せられている。 

 さらに先の応用段階を見据えると、 IMDJ において可視化された DJ 間の関連性のマップ

においてデータ間の構造的な類似性も可視化することができれば、分析者は異種データの

分析経験者から学ぶことも可能となる。従って本提案は、原子力におけるシステム安全を

起点に、社会システム、市場システムの安全かつ持続性のある発展に寄与するデータサイ

エンティスト（正確にはデータエンジニア）育成に繋がってゆくと考えられる。 

 

3) 実施方法 

本研究では、IMDJ の試験的実行により DJ の記載項目等の開発を経た上で、各ステーク

ホルダー（事業者、メーカー、研究者、学協会、政府など公的機関を含む）からデータジ

ャケットの提供を受け、DJ 集合にもとづくマップ（DJ 関連性グラフ）の可視化を経た上で、

Innovators Marketplace の技法を二度適用した。これは、「DJ の提示と可視化→議論と交

渉→データ共有条件の策定→必要によりデータ概要の追加→DJ の提示と可視化」という試

験的なプロセスを二サイクル回したことになる（このようにプロセスとして継続すること

が Innovators Marketplace on Data Jackets: IMDJ の本質である ）。これによって、 

(A) IMDJ におけるデータ結合によりシステム安全評価に資する分析方法が着想できること 

(B) IMDJ における議論により、各データの利用価値が正しく評価されること 

                             
2 Galton, F. (1883). Inquiries into Human Faculty and its Development, Macmillan. 
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の検証を実験的に進めてきた（この評価が作業⑤）。 

 

4) 実施した IMDJ プロセスの全工程概要 

IMDJ の反復と結果（社会的にはプロジェクトの成果であるので、集会者には成果と称し

て参加を呼びかけた）評価を、以下のとおり実施した。 

・ 第１次データジャケット募集、IMDJ ワークショップ（2013.9.6） 

・ 第２次データジャケット募集、IMDJ ワークショップ（2013.9.17） 

・ IMDJ の成果分析（2013.10-2014.2）と評価 

・ 第３次 IMDJ ワークショップ（2014.2.3）第１～２次 IMDJ の成果評価会（IMDJ 後処理） 

・ 第４次 IMDJ ワークショップ（2014.2.17）第１～２次 IMDJ の成果評価会（IMDJ 後処

理） 

 

以下、各ステップについて実施内容を述べる。 

 

・データジャケット募集（第１次 2013.9.5 まで、第二次 2013.9.16 まで。その後も、今後

の展開に向け随時募集中）：原子力システムの安全に資する可能性のあるデータについて、

データジャケット（DJ：概要および代表的な変数名からなるテキスト情報）を、提出者が

公開可能あるいは公開希望とする範囲で収集。データそのものはワークショップ全体を通

じて秘匿することを許容し、DJ 提出も任意とした。当初は図 2.3.1-11 の用紙に記入し、

図 2.3.1-12 のように紙に手書きして郵送又は手渡し、あるいはメール（PPT 形式）でお送

り頂いたが、第二次 WS 準備から現在までは図 2.3.1-13 の Web エントリー様式を導入して

いる。図 2.3.1-14 に一部を示すように、第一次 IMDJ の段階では１６枚の DJ が収集され、

他に関連する可能性のあるデータ（地震や建築物振動のデータ）についても１６枚補填し

た。第二次 IMDJ ではこれに第一次で追加提案された７枚の DJ も含めた。 
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目的：原子力システム安全に関わるステークホルダー（事業者、メーカー等のステークホ

ルダーおよび一般国民：一般国民としては 6 日は本プロジェクト関連研究室の学生

のみ、17 日は facebook などで収集した）が、互いの要求に答え合うために、どのデ

ータをどのように活用してゆくべきか、市場型コミュニケーション技法によって検

討する。  

注意点：各ステークホルダーの要望に対して、原子力システムに関連する各種専門家が有

する（場合により提供困難とされる）データおよびそれらのデータを組み合わせ

た結合データを分析する方針を提案し、その提案について評価・改善することを

意識して進める。 結果を元に既存データの用途策定、利用価値、公開可能性、

新規データの収集の必要性を評価して整理してゆき、参加者の了解が得られる範

囲において結果を公開予定。 

 

データジャケット（DJ）、データジャケット（DJ）市場マップ（図 2.3.1-15 および図

2.3.1-16）の DJ 間の関係を、Key Graph34などの手法で表現したものを用いながら、意見

の交換は口頭のほか、付箋に記入して以下のようにマップに貼り込む形で実施した。 

 

0. 自己紹介：原子力安全における役割を中心に話す。発言内容の選択は任意。 

1. 個人ワーク：まず IMDJ で用いた全ての DJ に目を通し、国民の原子力安全の要望に応

えるために重要と考えるデータ項目やそれらの関係などについて、メモしてゆく。次

に DJ 間の関連性マップを見渡し、専門家あるいは国民としての要求を付箋に書いてマ

ップ上に貼ってゆく。貼る位置は、「要求を満たす可能性があると思うデータを要約し

た DJ の付近」とするが、該当する DJ が複数あれば中間点。 

2. 全体でのグループワーク：  

3.1 どのプレイヤーも、各 DJ を見ながら、どのデータ（あるいはデータの組み合わせ）

が自分の要求に叶うかを、想像して他プレイヤーに話してゆく。他プレイヤーは、

他の DJ に書かれたデータや、マップ外でも自分の知っているデータが要求満足に

役立つと思ったらそれを未記載 DJ に書いて提示。 

3.2 それぞれの要求に答えるために、3.1 で提案されたデータ分析を実施する具体的な

方法（解析方法、説明方法、新たなデータの収集方法など）を、提案できる人か

ら提案する。その提案を、要求を出した人が評価。 

3. 3 までの結果をオーガナイザー（東京大学・大澤教授）が総括し、要求とそれを満た

すデータの関係、データ活用への期待度を整理。 

                             
33 Ohsawa,Y., Benson, N.E., and Yachida,M.  KeyGraph: Automatic Indexing by 
Co-occurrence Graph based on Building Construction Metaphor, Proc. Advanced Digital 
Library Conference (IEEE ADL'98), 12-18 (1998) 
4 Ohsawa, Y., Data Crystallization: Chance Discovery Extended for Dealing with 
Unobservable Events, New Mathematics and Natural Computation  1 (3), 373 - 392 (2005) 
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それぞれのワークショップについては、以下のように実施した。 

第一次 IMDJ ワークショップ I（9/6）：主に原子力専門家が互の要望に対応するための、

データ分析方針の検討：東京大学・大澤研究室によって収集した DJ セットを KeyGraph に

よって分析・可視化し、各種データの関連性マップ（図 2.3.1-15）に基づき実施した。参

加者は事業者３名、学協会（もとメーカー）１名、MRI１名、学生（原子力が専門）２名、

教員（原子力に関連）１名であった（実施風景を図 2.3.1-17 に掲載）。 

第二次 IMDJ ワークショップ（9/17）：原子力専門家と一般国民が互の要望に対応するた

めの、データ分析方針の検討：追加された DJ を含めてマップを新たに可視化し（図

2.3.1-16）、新たに参加する一般国民と専門家が要求を出し合い目標に含めて第一次同様の

形式のワークショップを実施した。参加者は事業者２名、学協会（元メーカー）１名、総

研１名、学生（原子力は専門外）４名、一般参加者（職業が原子力に関係しない）３名で

あった。 

 

 

図 2.3.1-15 データジャケット（DJ）間の関係性を可視化したマップ。第二次ワークショ

ップにおいて使用したもの。各 DJ の内容を形態素および変数名に分割してバスケット化し、

得られたテキストデータをバスケットを共起単位とする KeyGraph3で可視化した。 
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図 2.3.1-16 第二次ワークショップにおいて使用したマップ。専門用語から離れた提案を

募るため、データ中の単語を介さない潜在的なつながりを可視化する目的でデータ結晶化

(Data Crystallization4)を用いた。 
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図 2.3.1-17 Innovators Marketplace on Data Jackets の適用（第一次 IMDJ ワークショ

ップ）実施風景。データの結合（ソリューション）提案とそれに対する利用者視点からの

要求出し（左上）、出された要求や提案に対する評価と改善を行う会話（右上）、ワークシ

ョップの最後に行う参加者の意見整理（左下）。休憩時間には壁に貼られた初期のマップを

見て初心から話し合うことのできる環境とした。これは、特定のタスクに集中して会話の

文脈を限定しすぎることを避けるための工夫である。 

 

5) IMDJ の実施から得られた成果 

(a) ソリューションの例 

 例えば、第二次の WS では図 2.3.1-18 のように付箋が貼られた。同図には例として提案

された「データ結合案（ソリューション）：人口減少による都市放棄想定と地震リスクから

最終処分場立地候補を出す」も含めている。これは、 

・日本近隣地震データ：日時、マグニチュード、場所 

・都道府県ごと子供人口 

という二件の DJ を結合したもので、「国際的、地域的な立場から安全性を主張できるよう
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に」して欲しいとする要求に答えたソリューションであった。後述の IMDJ 結果評価におい

て二回のワークショップで示されたソリューション（全 43 件）のうち上位 13 位にはいっ

たものである。各地域の人口密度と予測される被害地震の確率から核廃棄物貯蔵地域を選

択すること自体は不十分な考えであるが、何が不十分であるのかをデータに基づいて検討

することは重要であろう。この結果を元に、図 2.3.1-19 のように、日本地図上に複数のリ

スクに関連するデータを変換し、結合して可視化を試みた。 

 

 この図を提示して、 

Q1: 核廃棄物最終処分場を検討し可能な場所を円で囲む  

Q2: 不足している情報（人口と地震以外に考慮すべきデータ）を記述する 

ことを JAMPSS メンバー６名に依頼したところ、色の薄くなっている栃木県、茨城県内陸部

のほか、千葉県の房総半島中心の標高の高い地域が挙げられたが、２名は該当地域を回答

しなかった。また、４名が不足データを指摘し、うち複数名が火山分布と地下水分布のデ

ータの必要性を指摘した。これらは IMDJ においても指摘されなかった新たな情報であり、

主観的気づきを出し合うというデータ分析の本来の役割 2を発揮していることが分かる。 

 

[D13, D27の結合案] 人口
と地震リスクから核廃棄物
の最終処分場候補選定

[要求] 国際的、地域
的な立場から安全性
を主張できるように

DJ13: 日本近隣
地震データ

DJ27: 都道府県ごと
（子供等）人口

図 2.3.1-18 IMDJ の終了状態におけるデータ市場マップ 
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図 2.3.1-19 成果例（１）生活圏・ハザード重ね合わせマップ（人口分布⊕地震予測：震

度≧5強, t<30Y 分布）。以下の二種類のデータを緯度・経度で統合し QGIS ツールで可視化

（分割粒度の統合、確率に応じた色分けなど）を行ったもの： 

・人口分布 http://e-stat.go.jp/SG2/eStatGIS/page/download.html 

・地震データ：http://www.j-shis.bosai.go.jp/map/JSHIS2/download.html?lang=jp 

 

さらに、「工学部の授業コンテンツと、ジャーナリストによる原子力発電に関する一般向

け解説、および専門家によるシステム安全に関わる文書（原子力学会：安全部会セミナー

報告書等）を併せ用いることによって、非専門家にとって難解なことを専門家から“中立

的立場”に立って平易に伝える」というソリューションが提示された。このソリューショ

ンを実現する手段として、東京大学・大澤グループでは独自のキーワード抽出法5を元に、

専門家と非専門家の視点を左右に配置して可視化する図 2.3.1-20 の Gyandro Graph（雌雄

の形態が同じ個体の左右に現れる蝶になぞらえた）を開発した。この可視化結果から 

Q1 一般人が求めている情報や専門家の用いた単語について新たな気づきが見られたか、 

Q2 （この図を見て）一般の人に伝えたい情報が生じたか 

について先述の場合と同様に JAMPSS 参加者に聴取したが、「安心という語を一般のジャー

ナリストも（意外と）用いていないが、書いている後は安心の話だ」という意味の意見の

他は、特に明確な効果を示すことはできていない。しかしながら、一般人における同図の

視察においては、Q1 について「安全性について自分たちは人の問題に目を向けたいが、原

子力の専門家はプラントそのものや装置といった人工的な物にフォーカスを限定しすぎて

いるように感じられる」とし、これを有益な知見とする意見が複数名から共通して得られ

ている。このソリューションの目標である“中立的立場”に立って平易に伝えるというこ

との前提には、互の視点の差異を理解することが必要となるため、この図はその準備段階

として有益に働く可能性がある。 

                             
5 薦田 和弘 大澤 幸生  潜在トピックを用いた専門家推薦手法と知的創造活動への影響評価
人工知能学会全国大会予稿集 3E1-2 (2013) 
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図 2.3.1-20 成果例（２）ジャーナリストによる原子力発電に関する一般向け解説群

（Yahoo!ニュースから取得）、専門家によるシステム安全に関わる文書群（原子力学会：安

全部会セミナー報告書等：左側）について、片方の文書群に出現しながらもう片方の文書

群における潜在的な文脈とも関連のある単語を可視化している。単語間の結線は、該当す

る単語ペアを含む文書が存在することを意味する。 

 

(b) 要求数、ソリューション数などから見た、多様な IMDJ における本領域の位置づけ 

これまでに実施してきた IMDJ の全体的な傾向として、要求数が増大するとソリューショ

ンの提案件数も増大する（図 2.3.1-21）。この傾向そのものは本プロジェクトではなく IMDJ

の一般的特性であるが、この相関は R=0.70 と高い。グラフとして示さないが、準備する

DJ 数の増加はソリューションと相関しない（R=0.23）。闇雲に組み合わせ元の要素を増や

すよりも適度な制約を与える方が人の創造性を高めることができるというのは Finke によ

って示されていたが6、ここでは要求がその適度な制約として働いたと考えられる。一方、

新規追加される DJ の数は、要求数３０件程度をピークとして減衰する傾向にある。この傾

向は、一件の要求についての議論の時間が短くなると必要なデータを探り出すほどに深く

議論することができないことに起因すると考えられる。これらの傾向の中で、今回の二度

の WS はいずれも、同じ要求数の別事例と比較してもソリューション数が高い。このことは、

当分野が社会的要求に必ずしも依存せずにデータ分析およびそれに基づく意思決定を行っ

ている結果であるとの解釈も可能であるかも知れないが、いずれにせよソリューションが

多いことはデータを有効に活用するために有益なきっかけとなろう。 

 

                             
6 Finke, RA., Ward, TB., and Smith, SM. (1996). Creative Cognition: Theory, Research, 
and Applications, MIT Press. (1996) 
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表 2.3.1-2 IMDJ 結果の評価結果：中央（B 欄）のデータを結合して分析することによっ

て、左のソリューション（A 欄）を生み出すことの価値について、評価した結果。利用価

値を評価する上で、評価者は要求（C欄)も参照した。 
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図 2.3.1-23 IMDJ におけるソリューション経由の各データの価値について、IMDJ 実施中

（縦軸：S1DJ）と事後評価（横軸：S2DJ）の関係 

 

 

図 2.3.1-24 横軸は樹形図2.3.1-22を見て追加された各DJについてのデータ所在情報の

量、縦軸は各 DJ についての先出の S1DJ 

 

この結果、図 2.3.1-23 のように、評価された各データの価値について、IMDJ 実施中（縦

軸：S1DJ）と事後評価（横軸：S2DJ）の間に極めて高い相関（ピアソン相関係数 R=0.96）が

確認された。驚くべきことに、各ソリューションについての評価は IMDJ 実施中と事後評価

で相関が低い(R=0.04)。即ち、各データの価値は、ソリューションの評価を介して評価さ

れているにも関わらずソリューションそのものの価値以上に安定して評価が固定している。

実施前の段階ではすべての DJ が独立に提案されており、DJ 間の比較や用途の構想は行っ
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ていなかったので、この結果は注目に値する。このことから、評価者は、データの価値に

気づくきっかけとして働いたソリューションよりも、気づいたデータの価値に期待するに

至った可能性があると考えられる。この様に、IMDJ 実施中に認知された各 DJ の価値がそ

の後にも継続して認知され続けることは、原子力システム安全における重要な特性である

（当領域を超えて成立するか否かは課題であるが本プロジェクトの範囲ではない）。 

 

(c) データの価値認知の指標としての「入手（所在）情報量」 

専門家によるデータの価値認知はデータの共有態度に現れると考えて、樹形図 2.3.1-22

の視察下で各情報の入手法あるいは所在情報について紹介する情報を追加したかどうかを

検証した。ここで、Qa, Qb, Qc の回答時間を合計で 10 分以内に限定したことが重要であ

る。即ち、この時間内でさらに、先述の Qc に答えて情報の入手方法を記入するためには、

紹介するデータに該当する DJ を選択する必要があった筈である。その選択で 

・ データを共有しても、社会あるいは特定組織の利益を害しないかどうか 

・ 提案されたソリューションが、データ利用方法として適切であるかどうか 

・ 提案されたソリューションが満たそうとする要求に共感できるかどうか 

などの点を検討したと考えられるが、これらはいずれも本研究の目的であるデータの共有

のための根本的な問題である。そこで、ここでは図 2.3.1-24 のように、次の Xと Yの関係

を評価したところ、ピアソン相関係数 R=0.72 と高かった。 

X(横軸)：図 2.3.1-22 を見て追加されたデータ所在情報の数（推薦された情報が入手でき

るものは 1.0, 推薦されたが所有者の都合等により入手不能なものは 0.5 と数えた） 

Y(縦軸)：各 DJ が寄与したソリューションについての、IMDJ 実施中における評価者数の和

（先出の S1DJに相当）。ただし、回答者の専門領域に該当する DJ に限定するため地震履歴

データと facebook データを除外した。 

各シナリオの評価者は 12 名、そのうちデータの所在情報の追加をした人は 6名でそれぞ

れ原子力の専門家であった。この結果から、IMDJ において重く用いられた DJ について、

実施後にソリューションとの関係を整理することは、それらの DJ について情報を共有しよ

うとする動機付けとして有効に働くという期待を得る。 

 

(d) 視点運動による洞察点抽出とデータジャケットの価値認知 

 認知科学における洞察とは、インパス（impasse: ある観点に拘束され適切な解への到達

が妨げられている状態）から解放されることである。問題を図示した二次元の画面上での

回答者の視点運動の向きが、洞察時には縦向きから横向き、あるいは横向きから縦向きに

急峻に変化する8他、ピカソによる絵のような抽象的な図の意味を見出す瞬間においても速

度 20～30deg/sec 前後の線形の視点運動（Slow Saccade Line）の向きが変化する9ことが

                             
8 Terai, H., & Miwa, K.,Insight problem solving from the viewpoint of constraint 
relaxation using eye movement analysis. Cognitive Science, 671–676. (2003) 
9 Ohsawa, Y., & Maeda,Y., Eyes Draw Auxiliary Lines in Interpreting Images, Journal of 
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見出されてきた。最近筆者らは、このような変化を「洞察点」の抽出に適用する手法を開

発していた。洞察点とは、上記の洞察が起きる時点のことであり、ある程度ゆっくりした

速度視点運動の向きが急激に変化する時点を捉えるのがこの手法である。 

この手法自体は本研究そのものによる成果ではないが、特に格子のように縦横の配列が

問題解決にとって意味を持つ場合に、式(2.3.1-1), (2.3.1-2)の式に従う時点 tにおいて

視察している二次元平面の点 x(t),y(t)に書かれた内容が、被験者が洞察によって得た思

考に強く関連する傾向があることを、実験的に見出してきた。 

|d(x(t),y(t))/dt| < vel          (2.3.1-3)

f(t+dt)・f(t) < dir           (2.3.1-4)

f(t) = |dy/dt|/|dx/dt| - 1         (2.3.1-5) 

ここで、velは洞察が起きる前後における速度の上限値で、今回の適用実験ではdeg/sec

に設定した。f(t)はある時点 tにおける視点運動の向き（xy 平面における傾き）が 1より

どの程度だけ大であるかあるいは小であるか、即ち横に比較して縦方向に速く移動してい

る度合いの大きさを表す。dir は負の値をとり、式(2.3.1-2)は縦から横、あるいは横から

縦へと視点の運動方向が変化した時点のうち、変化の程度が大きかった時点を選んでいる

ことになる。 

 ある洞察点の近隣には、その前後に続く洞察点が線上に分布することが多い。一例とし

て、図 2.3.1-25 に原子力関連の大学研究者の視点運動から抽出した洞察点を示す。これは、

次のタスクを遂行時の Step2 での樹形図 2.3.1-22 上の視点運動である。 

Step 1) IMDJ で用いられたデータジャケット(DJ)集を黙読する（10 分程度） 

Step 2) アイセンサーの装着と準備（2名）：20 分程度：図 2.3.1-22 を見て、およそ以下

のようなことを行うつもりで考えたことについて自由に付箋に書いて図中に貼る。 

・提案された DJ, データ利用シナリオ、要求の重要性等をそれぞれ評価、 

・各データについて、誰がどのような条件で用いるべきか 

・各 DJ の示すデータの利用価値評価、適切な公開範囲や体制案 

図 2.3.1-25 で、背景の写真はこの課題を終えた状態であり、曲線の矢印および全面の小さ

な写真は近接時点に並ぶ洞察点における視点運動の軌跡を示したものである。即ち、洞察

点を視点運動が通った位置には後ほど付箋に記入して貼付するに値するだけの思考が発生

している傾向が見出される。この課題を 8名の被験者（専門家：原子力に関連する学協会

から 1 名、事業者 1 名、MRI から 1 名、大学から研究者 2 名、非専門家：原子力に直接関

係しない領域の大学院生 2名、大学研究者 1名）に遂行してもらい、全員の洞察点とその

前後 0.3 秒（洞察の背景となった文脈と結果まで示すため）における視点運動の軌跡を一

枚にまとめたのが図 2.3.1-26 である。この中で、小さな円は洞察点の時区間の始点で、実

線は樹形図全体のうちでデータに関する領域を経由する軌跡である。多くの軌跡は横方向

すなわちデータ、そのデータの利用によって得られる機能、その機能によって達成される

                                                                                  
Computers No.4,Vol.10, pp.1012-1021 (2009) 
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7) まとめ 

原子力システム安全において 

・ IMDJ の実施により、データの価値について認知し、その認知を固定させることができ

る 

・ IMDJ において見出されたデータの結合と利用のシナリオの提示により、当該分野の専

門家はデータの共有入手方法を積極的に示すようになる効果がある 

・ IMDJ において見出されたデータの結合と利用のシナリオを整理して提示することに

より、視察者はデータの利用方法についての洞察を得ることができる 

ことが把握できた。 

 

これらの知見から、今年度の結論として以下の提案をして結ぶ。 

 

提案：IMDJ に基づく戦略的データ共有推進 WG の発足（関係者各位の同意が条件） 

• 事務局：MRI（幹事候補：東京大学・大澤教授） 

• メンバー：システム安全および原子力システムの専門家および一般参加者５名程度 

• ミッション：定期的に IMDJ を開催（年に４回程度）し、その結果から多様なデー

タの利用価値、利用シナリオの評価を行う。その結果から、各 DJ に該当するデー

タの所在情報/提供者を募集し、その公開あるいは紹介を行う。 

 

本報告書では、この提案を実行することにより、システム安全評価に資するデータの共

有と活用を推進することができるものと期待できるエビデンスを、これまでの実験から示

せる範囲で示したものである。データ市場そのものは IMDJ の技法を基盤として規模を拡大

することを狙う10が、小規模としての効果も実態があることを、本領域で示していくこと

を考えている。 

                             
10 Liu, C., Ohsawa, Y., and Suda, Y., Valuation of Data through Use Scenarios in Innovators’ 
Marketplace on Data Jackets, in the 1st Workshop MoDAT : Designing the Market of Data 
- for Synthesizing Data in Sciences and Businesses IEEE ICDM 2013, TX(2013) 
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2.3.2 プロアクティブ潜在事象評価 

(1) 緒言 

プラントの高経年化進行に伴い新たに工学的に予見し難い部位で発現する可能性のある

経年劣化事象及び事象の複合作用として発現する可能性のある経年劣化事象（以下「潜在

事象」という）について科学的合理性をもって予見しておくことの必要性がますます高く

なっている。 

図 2.3.2-1 は、プロアクティブ潜在事象評価研究の必要性を示す。従来、現象が顕在化

した後のきれいな説明がなされてきた。一方、プラントの高経年化技術評価の高度化、シ

ステム安全の確保に対しては潜在事象を予知・予測しておくことが極めて重要である。こ

の潜在事象の予知・予測にはプロアクティブ（先見的）な対応が重要である。より基礎的、

学術的なアプローチにより劣化メカニズムを深く掘り下げることにより潜在事象の予測が

可能となると考えられる。具体的には、潜在事象は、①過去の事象の根本原因究明に基づ

く帰納的プロアクティブ対応、並びに②科学的劣化メカニズム解明に基づく演繹的プロア

クティブ対応、をそれぞれの側面から③体系的 elicitation(潜在事象・メカニズムの思考

的顕在化へ）を通して深耕することにより抽出できるものと考える。 

本研究では、プロアクティブ潜在事象を抽出するための有効な方法論を具体的な新たな

劣化事象の抽出を通して提案する。また、専門家会議により潜在事象を知識ベースとして

持てる情報の共有化と潜在事象の抽出手法を確立する。 

 

より基礎的、学術的なアプローチにより劣化メカニズムを深く掘り下げることにより
潜在的経年劣化事象（未知事象、シナジー劣化やカスケード劣化）の予測が可能

過去の事象の根本原因究明に基づく帰納的プロアクティブ対応
科学的劣化メカニズム解明に基づく演繹的プロアクティブ対応
体系的elicitation(潜在事象・メカニズムの思考的顕在化へ） 00

プロアクティブ材料劣化評価研究の必要性

■プラント高経年化に伴う懸念(リスクマネージメント）

多様な知識の体系的な整理・検証

従来『現象が顕在化した後のきれいな説明』

『潜在的経年劣化事象の予知・予測』

潜在的経年劣化事象が新たに発現する可能性への危惧

未経験事象
• 未知事象
• 既知事象の連成事象・連鎖事象

未知事象の予見 既知事象の『連成・連鎖』型事象の予見

経年劣化事象への
プロアクティブな対応

■経年劣化事象へのプロアクティブな対応が重要

より基礎的、学術的なアプローチにより劣化メカニズムを深く掘り下げることにより
潜在的経年劣化事象（未知事象、シナジー劣化やカスケード劣化）の予測が可能

過去の事象の根本原因究明に基づく帰納的プロアクティブ対応
科学的劣化メカニズム解明に基づく演繹的プロアクティブ対応
体系的elicitation(潜在事象・メカニズムの思考的顕在化へ） 00

プロアクティブ材料劣化評価研究の必要性

■プラント高経年化に伴う懸念(リスクマネージメント）

多様な知識の体系的な整理・検証

従来『現象が顕在化した後のきれいな説明』

『潜在的経年劣化事象の予知・予測』

潜在的経年劣化事象が新たに発現する可能性への危惧

未経験事象
• 未知事象
• 既知事象の連成事象・連鎖事象

未知事象の予見 既知事象の『連成・連鎖』型事象の予見

経年劣化事象への
プロアクティブな対応

■経年劣化事象へのプロアクティブな対応が重要

 

図 2.3.2-1 プロアクティブ潜在事象評価研究の必要性 
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(2) 平成 25 年度の成果目標と実施内容 

1) プロアクティブ潜在事象の抽出手法の検討  

(a) 抽出手法としての潜在事象・メカニズムの思考的顕在化の有効性の確認  

プロアクティブ専門家会議及びウェブにおける初期条件、境界条件は決めない検討を含

めた自由な議論を通して専門家の潜在知識を顕在化・深化させ、新たな潜在事象、未経験

事象の抽出を試みた。材料劣化事象に精通している国外専門家を指名してプロアクティブ

専門家会議において議論された BWR/PWR に対する潜在事象を取りまとめた。 

 

(b) 抽出手法としての知識抽出法等による分析の有効性の確認                                         

現在の研究コミュニテイー内での主な意見の相違を抽出し、それぞれの意見の相違の背

景を調査し、意見の相違と認知バイアスの関係に関する知見を得た。  得られた知見から

プロアクティブな視点での研究推進上の留意点を明らかにした。 

 

2) 抽出されたプロアクティブ潜在事象の評価と情報の共有化                      

(a)抽出されたプロアクティブ潜在事象の評価                             

  提示された潜在的経年劣化事象に対し Phenomena Identification and Ranking Table 

(PIRT)手法を適用して点数付けを行い、プロアクティブ経年劣化事象としての発現可能性

を評価した。国内検討会において抽出されたプロアクティブ潜在事象について規制基準へ

の反映の観点での優先順位を検討した。 

 

(b) 情報の共有化の促進  

 IFRAM (International Forum for Reactor Aging Management)へ参画し、抽出された潜

在事象、未経験事象の国際的な共有化を図った。 IFRAM に精通している国外専門家 1名を

指名して IFRAM の活動状況を取りまとめた。また、プロアクティブ潜在事象を踏まえた

“Proactive Materials Degradation Management and Long Term Operation (LTO)”に関

する国際シンポジウムを開催し情報の共有化を促進した。 

 

3) 実施体制 

 図 2.3.2-2 にプロアクティブ潜在事象評価研究の実施体制を示す。 

 平成 25 年度プロアクティブ専門家会議においてプロアクティブ潜在事象の抽出手法の

検討、新たな潜在事象、未経験事象の抽出並びに PIRT によるスコアリングなどを行った。

表 2.3.2-1 に平成 25 年度プロアクティブ専門家会議委嘱委員を示す。 

 平成 25 年度国内検討会では抽出されたプロアクティブ潜在事象について規制基準への

反映の観点での優先順位の検討、潜在劣化事象の発現可能性評価並びに PIRT 管理レベル内

容の検討などを行った。図 2.3.2-2 に国内検討会委嘱委員を示す。 

 PMDM/LTO に関する国際シンポジウムを開催して情報の発信・共有化を行った。 
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図 2.3.2-2 プロアクティブ潜在事象評価研究の実施体制 

 

表 2.3.2-1 平成 25 年度プロアクティブ専門家会議委嘱委員 



2-432 

(3) 平成 25 年度の実施結果 

1) プロアクティブ潜在事象の抽出手法の検討  

(a) 抽出手法としての潜在事象・メカニズムの思考的顕在化の有効性の確認   

平成 25 年度プロアクティブ専門家会議を開催してプロアクティブ潜在事象を抽出する

ための基本的手法として思考的顕在化（体系的 elicitation） による議論と PIRT 評価の

組合せの有効性について検討を進めた。  

体系的 elicitation による手法は参加した専門家間の自由な議論を促すため初期条件、

境界条件は決めない自由な議論の中から潜在事象・メカニズムの思考的顕在化の具現化を

期待するものである。すなわち自由な議論を通して専門家の持っている潜在的思考・問題

意識を導き出す。従ってこの手法は基本的に専門家の卓越した先見能力、最先端科学技術

の理解活用能力、関連付能力に立脚することになる。このため、プロジェクトリーダーが

どのような専門家を招集するかが重要である。この条件下において専門家は過去の事象の

根本原因究明に基づく帰納的アプローチや科学的劣化メカニズム解明に基づく演繹的アプ

ローチに基づいて潜在事象を提起する。  

抽出された劣化事象に対して PIRT 手法によるスコア付けを行いそれらの潜在性を評価

することにより体系的 elicitation による手法の有効性を評価する。 

 

a) 平成 25 年度プロアクティブ専門家会議 

H25 年度プロアクティブ専門家会議は H25 年 10 月 22 日（火）-23 日(水）の 2日間にわ

たり東北大学東京分室において開催された。H25 年度の専門家会議委嘱委員は海外委員 20

名及び国内委員 30 名の計 50 名の専門家から構成される。専門家の専門分野は主として鉄

鋼材料の環境強度（時効脆化、照射劣化、疲労、クリープ、照射応力腐食割れ、応力腐食

割れ、破壊など）である。  

H25 年度プロアクティブ専門家会議には、海外委員 14 名、国内委員 20 名、オブザーバ

ー7名の計 41 名が参加した。会議内容は以下の通りであった。 

 

(i)  10/22（火）：・H24 年度目的、スコープ、・今までのプロアクティブ成果のまとめ、 

・IGALL 及び IAEA-CRP の紹介、・スウエーデンの PMDM/LTO 活動の紹介、・IFRAM 活動の紹介、 

・PIRT 再スコア付けの必要性及びスコア基準の再確認と共有化、・プロアクティブ材料劣

化事象 1件 1葉の紹介 

 

(ii) 10/23（水）：・潜在事象に関するトピックス（EDF NPP 高経年化管理プログラム、低

合金鋼の EAC に及ぼす塩素イオン影響、専門性及び研究室の能力、PMDM に対する EPRI 見

通し、Chemical fatigue による酸化皮膜劣化）、・プロアクティブエブの紹介、・プロアク

ティブエブによる PIRT 再スコア付け、・まとめ 

図 2.3.2-3 は、会議の状況を示す。 

本会議では、新たなプロアクティブ潜在事象の提起とそれらを含めた今までのプロアク 
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テイブ専門家会議(H19-H24)で提起されてきた劣化事象に対してその潜在性を評価するた

めに PIRT 手法による再スコア付けを行った。 

 

 

図 2.3.2-3 H25 年度プロアクティブ専門家会議の状況                                  

 

b) PIRT 再スコア付の必要性 

 図 2.3.2-4 は、米国 NRC が想定する PIRT スコアリングにおける感受性レベルと知識レベ

ルの相関と平成 24 年度プロアクティブ専門家会議における PIRT スコアリングにおける両

者の相関を示す。平成 24 年度の結果、図に示されるように感受性レベルと知識レベルには

米国 NRC が想定した「知識の集約に基づく問題（事象）の解決」という概念から言うと右

下がりになるものに対して右上がりの相関が示された。これは、物理化学的な現象によっ

てプラントにとって不都合な事象が発生するという時系列のなかで、現象と事象を明確に

定義しなかったことによるものと考えられる。現象の理解によって、その発生を抑制する

ことで事象の生起を抑制できる一方、現象が起きても事象の生起を抑制（管理）できる場

合もある。この明示が無いままに、単に現象として起き得るかという視点でスコア付けを

行ったことが結果に表れたものと考えられた。そこで H25 年度はプラントにおける事象の

生起ということを共通認識を持って再スコア付けを行った。  
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図 2.3.2-4  米国 NRC が想定する PIRT スコアリングにおける感受性レベルと知識レベル

の相関と平成 24 年度プロアクティブ専門家会議における PIRT スコアリングにおける両者

の相関 

 

c) 今までにプロアクティブ専門家会議において提起された材料劣化事象と PIRT 手法に基

づく再スコア付けによる劣化事象の潜在性の評価 

 現在までにプロアクティブ専門家会議において議論・提起されてきた潜在事象を以下に

示す。この中には件数は少ないが新たな劣化事象そのもの、すでに例えば日本原子力学会

PLM 標準に記載されている劣化事象においてまだその影響が検討されていない要因など、

また研究課題そのものが混在している。これらの中からアンダーラインした部分、すなわ

ち劣化事象そのものが新規であると考えられるもの及び既知の劣化事象であってもメカニ

ズムが明確でないためその予知・予測精度に問題があると考えられるもの並びにその劣化

事象にあってまだ考慮されていない因子と考えられるものをプロアクティブ潜在事象とな

り得る経年劣化事象として選定した。 

 

(i) 平成 20 年度(2008)提起された共通課題（2.5 以上のスコアが与えられた事象） 

① 材料表面の応力／ひずみの評価で応力腐食割れに及ぼす残留応力並びに材料の微視組

織影響 

② 破壊抵抗に及ぼす環境影響（低温き裂進展含む） 



2-435 

③ SCC き裂進展メカニズムとモデリング 

④ ステンレス鋼炉心支持構造物に及ぼす照射効果について、照射誘起応力腐食割れ発生に

及ぼす照射量、動的負荷、粒界偏析（Si, Mo 等）、中性子スペクトラム、高照射線量の

影響評価 

⑤ 複雑な形状の構造物について熱影響部を含めて残留応力／ひずみのモデリングとその

検証並びに照射クリープによるその時間変化 

⑥ 溶接希釈部及び熱影響部、残留応力及びその計測、ひずみの局在化と変形経路そして異

材継ぎ手部の溶接金属の特性評価 

 

(ⅱ) 平成 20 年度(2008)に提起された特定課題 

①既知事象であるが、想定していなかった条件(箇所、環境)で生じた事象 

（イ） PWR 蒸気発生器管台の割れ 

（ロ）スペンドフューエルプールの裏面の腐食 

（ハ）ペネトレーションパイプのコンクリート構造体との貫通部の劣化 

（二）バックアップ技術としてのコンディションモニタリング  

（ホ）プラントの酸化皮膜の観点からの EAC に及ぼす温度と ECP 遷移  

②そもそも劣化モードとして想定していなかった事象 

（へ）局所的に強い酸化性が生じる条件 

（ト）水素の酸化剤としての役割とそれが引き起こす劣化モード 

（チ）高調波リップルストレスが割れに及ぼす影響  

(ⅲ)平成 21 年度(2009)に提起された特定課題 

① ピーニング表面の長期信頼性  

・ピーニング端部における引張応力の作用 

・熱、照射、応力繰り返し負荷に対する安定性 

・複雑形状：厚板部や温度・熱伝導の相違 

② 水素による酸化の加速 

・分子動力学による検討によれば、鋼中における負にチャージした水素原子と酸化皮膜中

の正にチャージした水素原子が存在する。母時合金と皮膜界面での電荷のやりとりが酸

化に与える影響 

・酸化物中での水素の状態(原子／プロトン) 

③高経年化軽水炉構造材料における未経験劣化事象に対する予測・検知手法 

・Quantitative micro-nano model の提案、孔食からの割れ発生におけるひずみ分布の影

響 

④SCC 潜在的機構に及ぼすひずみ経路の影響 

・粒界におけるキャビティ形成 

・粒界近傍のひずみ集中・局在化 

⑤材料劣化研究課題  
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・ポリマー：①照射の影響(低照射量&事故時)/鎖構造変化、脆化、フィラーの役割、②評

価試験方法/試験温度の保守性は妥当か。製造者による添加物の相違とその影響度評価。 

・コンクリート構造体：劣化機構の相互作用の複雑さ(中和、割れ、はく離)とそれら経時

変化をいかに取り込むか 

・低合金鋼の低温熱時効：400℃以上での報告あり。軽水炉運転温度での長期時効による発

現可能性。 

・環境遷移の繰り返し：固／液／蒸気の共存環境(ex. PWR SG)では極端な状況が想定され

る 

・照射試験：高速炉照射材データから経年軽水炉材料への予測可能性 

⑥溶存水素下におけるオーステナイト系合金の環境疲労感受性とメカニズム解明 

⑦高温水の物理化学特性  

・H2O のクラスターとしての存在 

⑧長時間時効による低合金鋼の破壊抵抗の低下  

⑨ニッケル基合金における規則化の可能性 

・長時間時効後の組織相変化・析出挙動 

⑩低温き裂進展に関する基本的理解 

(ⅳ)平成 22 年度(2010)に提起された研究課題 

①沸騰水型原子炉（BWR） 

（イ）短期的課題 

・金属/環境界面と予兆事象の定義 

・沸騰水型原子炉における非照射構造合金のき裂発生の定量化 

・非照射構造合金における環境助長割れ進展に対する適切なメカニズムに基づいたアルゴ 

リズムの開発 

・沸騰水型原子炉の疲労と破壊抵抗に及ぼす環境の影響 

・沸騰水型原子炉システムにおける流れ加速型腐食 

（ロ）長期的課題 

・沸騰水型原子炉内構造物のステンレス鋼に生じる応力腐食き裂の予測 

・沸騰水型原子炉構成材における構造合金の環境助長割れのための寿命予測能力 

・沸騰水型原子炉における競合劣化モードに及ぼす潜在的相乗効果の定量化 

・環境助長割れが発生する沸騰水型原子炉向けリスク情報管理能力と、その場観測・診断 

方法の開発 

・沸騰水型原子炉に対する基礎的物理的原理に基づく酸化と環境助長割れのための定量的 

モデリング 

②加圧水型原子炉（PWR） 

（イ）短期的課題 

・表面応力／ひずみ、残留応力、微構造及びひずみの局在化を含む応力腐食割れの発生現 

象  
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・疲労と破壊抵抗に及ぼす環境の影響 

・ニッケル基合金の一次冷却水応力腐食割れ(PWSCC)進展に対するメカニズムに基づく寿命

時間モデルの開発 

・溶接金属、界面における希釈及び熱影響部の特性評価 

・ひずみの局在化、ひずみ履歴及び冷間加工への関係、微視構造と組成上の帯状組織 

（ロ）長期的課題 

・ステンレス鋼とニッケル基合金に及ぼす照射フラックスとフルエンスの影響並びにEAC 

への影響 

・複雑溶接形状部における残留応力/ひずみプロファイルのモデリングと検証及びそれらの 

照射量に伴う変化の検討 

・き裂感受性に対する一つの劣化モードが別の劣化モードへ重畳する場合の影響分析 

・構造合金における応力腐食割れ発生、確率論的モデルの特徴、ヒート間ばらつき、長い 

浸漬期間の影響 

・基礎的物理的原理に基づく酸化と環境助長割れの定量的モデリング 

(ⅴ)平成 23 年度(2011)に提起された課題 

①材料型劣化 （熱時効、照射損傷、疲労損傷蓄積） 

・環境助長割れ発生に対する表面硬化影響  

・ひずみ局在化及び粒界アタック  

・時効による微視組織変化に対する空孔、転位クラスター、水素の影響並びに環境助長 

割れ及び疲労割れ発生に対するそれらの係わり 

・偏析と析出 

・冷間加工、照射、変形による酸化の局在化  

②表面型劣化 （局部水質、孔食、疲労 、環境助長割れ発生） 

・発生から進展 

・微小き裂成長 

・き裂の合体  

・フレッテイング及び応力腐食割れ 

・局所水質 

③欠陥型劣化 ・機能喪失型劣化 （環境助長割れき裂進展、 規格及び基準、健全性評価） 

・き裂抵抗及び健全性  

・破壊抵抗 

・焼き戻し脆化 

・シャルピー特性 

・環境助長割れき裂進展  

・熱及び照射下におけるコンクリート及びポリマー時効  

④異なる劣化モード間の相乗作用 

・照射＋表面加工＋高応力の相乗作用で SCC 発生加速 
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・熱時効の相乗作用で SCC 進展速度加速 

・熱時効の相乗作用で破壊靭性低下 

(ⅵ) 平成 24 年度(2012)に提起された課題 

照射誘起応力腐食割れに関連して以下の事象が提起された。 

①窒素の核変換による生成炭素による照射誘起鋭敏化 

②窒素の核変換による生成水素による腐食並びに応力腐食割れの加速 

③核変換ヘリウムによる応力腐食割れの加速 

 

表 2.3.2-2 は、以上述べた視点から選定された潜在事象となり得ると考えられる経年劣

化事象をまとめたものである。基本劣化メカニズムとして、1.熱時効、2.疲労、3.照射劣

化、4.クリープ、5.腐食及び水素損傷、6.照射誘起応力腐食割れ、7.応力腐食割れ、及び

8.破壊に分類した。 

 次に表 2.3.2-2 に記載された経年劣化事象について平成 24 年度に引き続いて PIRT 手法

による再スコア付けを行い、これらの経年劣化事象の潜在性を評価した。 

PIRT 手法のプロセスでは、重要性を決定するためのスコア基準に基づいて事象の重要度

ランキングを行う。ランキング及びランキングを決定する根拠に関する情報によって、米

国 NRC は安全関連研究の優先順位決定を行ったり、意志決定の支援に用いたりする。PIRT

手法におけるスコア付けの基準は以下に基づいた。 

・感受性レベル（SUSCEPTIBILITY Factor） – can significant material degradation 

develop given plausible conditions?  

0 = 事象が生じるとは考えられない（not considered to be an issue）  

1 = 異常運転条件下におけるデータあるいは潜在的発現から概念的に問題と考えるレベル 

（conceptual basis for concern from data or potential occurrences under unusual  

operating conditions, etc.）  

2 = 強く問題である、あるいは知られている問題と考えられるレベル（strong basis for  

concern or known but limited plant occurrence） 

3 = 問題に対する証拠がある、あるいは多くのプラントで事例があるレベル 

（demonstrated, compelling evidence for occurrence, or multiple plant 

observations）  

・知識レベル（KNOWLEDGE Factor） – extent to which the relevant dependencies have 

 been quantified  

1 = 理解不足、少ないあるいは低い信頼度のデータがあるレベル（poor understanding,  

little and/or low-confidence data）  

2 = データあるいは同系における推定から定量的あるいは半定量的に傾向を知ることが 

出来る合理的根拠があるレベル（some reasonable basis to know dependencies  

qualitatively or semi-quantitatively from data or extrapolation in similar  

“systems”）  
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3 = 全ての傾向に対して広範囲で一致したデータがあるレベル（extensive, consistent 

data covering all dependencies relevant to the component, perhaps with models; 

should provide clear insights into mitigation or management of problem hopefully 

based on its mechanistic understandings.）  

・自信レベル（CONFIDENCE Level ）– 感受性の判断における個人的自信の程度（personal  

confidence in the judgment of susceptibility ） 

1 = 自信がないかその現象に対して少ししか知らないレベル（low confidence, little 

known about phenomenon）  

2 = そこそこの自信はあるレベル（moderate confidence）  

3 = 高い自信があるレベル（high confidence, compelling evidence, existing 

occurrences） NOTE: “3” is assumed if Susceptibility Factor is 0.  

・管理レベル(MANAGEABILITY Factor)                               

0 = 管理方法が確立していない 

1 = 管理方法はあるが、有効性に改善の余地がある 

2 = 劣化事象が顕在化する可能性はあるが、機能喪失に至らないための管理方法が確立し

ている 

3 = 劣化事象が顕在化しないための管理方法が確立している 

 

  以下に PIRT 手法による再スコア付け結果を示す。 

表 2.3.2-3 は、H25 年度プロアクティブ専門家会議における専門家による再スコア付け

結果の一覧を示す。29-31 名の専門家からスコア付けの回答が得られた。 

図 2.3.2-5 は、各経年劣化事象に対する感受性レベル及び知識レベルの平均スコアをプ

ロットしたものである。感受性レベルと知識レベルには平成 24 年度と同様に正の相関が示

された。図 2.3.2-6 は、感受性レベルと管理レベルの平均スコアを示す。この結果も平成

24 年度と同様に感受性レベルが高い経年劣化事象に対して管理レベルは確立している方

向にあり、感受性レベルが低くなるほど管理レベルは確立していない方向が示された。 

平成 25 年度は再スコア付けの必要性の項で述べたように現象の発生と事象の発生（実機

での生起）を明確にした上で再スコア付けを行った。したがって、管理レベルが確立の方

向にあれば実機における事象の発現に対する感受性レベルは低くなると考えられるが、結

果はそのような相関にはならなかった。専門家は平成 24 年度と同様に感受性レベルを現象

の発現レベルと捉えた可能性が考えられるが、一方管理レベルは確立の方向にあるものの

その経年劣化事象のプラントにおける事故・トラブルの生起性を完全に管理するまでに至

っていないと評価したものとも考えられる。 
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表 2.3.2-2 潜在事象となり得ると考えられる経年劣化事象まとめ 
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表 2.3.2-3 平成 25 年度プロアクティブ専門家会議における経年劣化潜在事象に対する

PIRT 手法による再スコア付け結果 
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図 2.3.2-5 各経年劣化事象に対する感受性レベル及び知識レベルの平均スコアプロット
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図 2.3.2-6 各経年劣化事象に対する感受性レベル及び管理レベルの平均スコアプロット 
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図 2.3.2-7 に管理レベルと知識レベルの平均スコアを示す。この結果は、知識レベルが

高くなるほど管理レベルは確立している傾向にある。これは劣化事象に対する知識が多く

なればその管理方法も確立される方向にあることを示しており理解しやすい結果である。

しかしながら、知識レベルが高くなっても管理レベルは 1－2の間にプロットされており、

専門家は平均的には管理方法はあるが有効性に改善の余地があると位置付けているものと

考えられる。そこでさらに管理レベルのスコア付けに対する専門家の見解を見るため図

2.3.2-8 に示すように管理レベルの平均点数が低かった 1.4 照射劣化の重畳による時効脆

化の促進と比較的高かった 7.10 照射、表面研削及び表面残留応力による応力腐食割れの促

進の 2劣化事象を例に調査した。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.2-7 感受性レベルと管理レベルの平均スコアプロット 

 

管理レベルの平均点数が低かった 1.4 照射劣化の重畳による時効脆化の促進において管

理レベル 0-1 を付けた専門家の見解は以下のようであった。 

①十分な知見が得られておらず劣化加速の検出や評価が難しい。 

②炉内機器が対象となるため検査が難しい部位がある。 

一方、管理レベル 2を付けた専門家の見解は以下であった。 

①機器の健全性の観点からはき裂の発生及び想定荷重下で破壊が生じないことが要求さ

れる。 

②照射の重畳による脆化加速について不明な点は残されているが得られている知見と現

行の検査（き裂有無) ・取替等の管理技術を考えるとただちに問題になるとは考えにくい。 
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また、管理レベルの平均点が比較的高かった 7.10 照射、表面研削及び表面残留応力によ

る応力腐食割れの促進において管理レベル 0-1 を付けた専門家の見解は以下であった。 

①長期運転後の予測・評価に十分な知見が得られていない。 

②ISI 等で、欠陥がないことを確認していく必要がある。（検査の継続） 

一方、管理レベル 2-3 を付けた専門家の見解は以下のようであった。 

①表面研削部への照射の影響等、不明な点は残されているが、現行の検査、保全、補修

技術により機器・システムとしての健全性は担保される。 

②新たな知見が得られた場合は、維持規格等への反映が必要だが、現時点ではそのよう

な知見はない。 

以上をまとめると、管理レベルを低くスコアリングする専門家と高くスコアリングする

専門家で重視するポイントが異なる傾向があることが示唆される。前者は劣化事象の予

測・検出・評価を精度よく行えることが管理上重要との認識が優先しているのに対して後

者は劣化事象が発現した場合でも、機器・システムとしての健全性が担保されるように管

理することが重要との認識が優先しているようである。いずれにしても引き続き、機器・

システムへの影響の観点からの議論の継続が必要であろう。 

 

図 2.3.2-9 は、感受性レベル及び知識レベルが最も高くスコア付けされた 7.3 冷間加工

（機械加工含む）による応力腐食割れの促進並びに両方のレベルが最も低くスコア付けさ

れた 6.1 窒素の核変換による炭素生成による照射誘起鋭敏化を代表例として各専門家のス

コア付け結果を示したものである。図中には 29-31 名の各専門家のスコア付け結果をプロ

ットしてあるが、自信レベルに応じて色分けしてプロットした。黒丸は高い自信があるレ

ベル、グレーの丸はそこそこの自信はあるレベル、白丸は自信がないかその現象に対して

少ししか知らないレベル、を表している。1 つの劣化事象に対して専門家のスコアはかな

り分かれているが、感受性レベル/知識レベルともに平均スコアが高い劣化事象に対しては

専門家の自信度は高く、一方感受性レベル/知識レベルとも平均スコアが低い劣化事象に対

しては専門家の自信度は低いという傾向にある。この傾向は平成 24 年度と同様である。 

図 2.3.2-10(1)-(16)は劣化事象毎の専門家によるスコア付け結果を示す。専門家により

スコアはまちまちであり、その自信度も前述の傾向にあることが分かる。  
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図 2.3.2-8 1.4 照射劣化の重畳による時効脆化の促進並びに 7.10 照射、表面研削及び表

面残留応力による応力腐食割れの促進の 2劣化事象に対する管理レベルスコア回答者数 

 

   

0

1

2

3

0 1 2 3

1.2

1.3(1)

1.3(2)

1.4
1.5

2.1

2.2

3.1(1)

6.1

5.35.4

4.1

6.23.3

3.2

3.1(2)

6.3

6.4

7.1

7.2(1)

7.7

7.3

7.5
7.4

7.6

7.2(2)

7.8

7.9

7.10

7.11
8.1

8.2

0

1

2

3

0 1 2 3

1.2

1.3(1)

1.3(2)

1.4
1.5

2.1

2.2

3.1(1)

6.1

5.35.4

4.1

6.23.3

3.2

3.1(2)

6.3

6.4

7.1

7.2(1)

7.7

7.3

7.5
7.4

7.6

7.2(2)

7.8

7.9

7.10

7.11
8.1

8.2

感
受

性
レ
ベ

ル

管理レベル

0

1

2

3

0 1 2 3

1.2

1.3(1)

1.3(2)

1.4
1.5

2.1

2.2

3.1(1)

6.1

5.35.4

4.1

6.23.3

3.2

3.1(2)

6.3

6.4

7.1

7.2(1)

7.7

7.3

7.5
7.4

7.6

7.2(2)

7.8

7.9

7.10

7.11
8.1

8.2

0

1

2

3

0 1 2 3

1.2

1.3(1)

1.3(2)

1.4
1.5

2.1

2.2

3.1(1)

6.1

5.35.4

4.1

6.23.3

3.2

3.1(2)

6.3

6.4

7.1

7.2(1)

7.7

7.3

7.5
7.4

7.6

7.2(2)

7.8

7.9

7.10

7.11
8.1

8.2

感
受

性
レ
ベ

ル

管理レベル



2-447 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

1

2

3

1 2 3

KNOWLEDGE

S
U

S
C

E
P

T
IB

IL
IT

Y

L
IK

E
L

Y
H

O
O

D

0

1

2

3

1 2 3

KNOWLEDGE

S
U

S
C

E
P

T
IB

IL
IT

Y

L
IK

E
L

Y
H

O
O

D

6.1 窒素の核変換による生成炭素による照射誘起鋭敏化

平均値

 

図 2.3.2-9  感受性レベル/知識レベルが最も高かった劣化事象及び最も低かった劣化 
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図 2.3.2-10(1) 劣化事象毎の専門家によるスコア付け結果
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図 2.3.2-10(2) 劣化事象毎の専門家によるスコア付け結果
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図 2.3.2-10(3) 劣化事象毎の専門家によるスコア付け結果 
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図 2.3.2-10(4) 劣化事象毎の専門家によるスコア付け結果 
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図 2.3.2-10(5) 劣化事象毎の専門家によるスコア付け結果 
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図 2.3.2-10(6) 劣化事象毎の専門家によるスコア付け結果 
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図 2.3.2-10(7) 劣化事象毎の専門家によるスコア付け結果 
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図 2.3.2-10(8) 劣化事象毎の専門家によるスコア付け結果 
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図 2.3.2-10(9) 劣化事象毎の専門家によるスコア付け結果 
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図 2.3.2-10(10) 劣化事象毎の専門家によるスコア付け結果 
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図 2.3.2-10(11) 劣化事象毎の専門家によるスコア付け結果 
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図 2.3.2-10(12) 劣化事象毎の専門家によるスコア付け結果 
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図 2.3.2-10(13) 劣化事象毎の専門家によるスコア付け結果 
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図 2.3.2-10(14) 劣化事象毎の専門家によるスコア付け結果 
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図 2.3.2-10(15) 劣化事象毎の専門家によるスコア付け結果 
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図 2.3.2-10(16) 劣化事象毎の専門家によるスコア付け結果 
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(b) 知識抽出法等による分析（東北大学高橋信教授） 

 本研究プログラムで行われているプロアクティブ専門家会議は、世界におけるトップレ

ベルの研究者が一堂に会する重要な会議である。この領域に限らず研究者は個人的なレベ

ルでのつながりも深く、親密なコミュニティを構成しているよう見える。この研究項目担

当筆者である東北大学高橋は、本来はこの分野の専門家ではないが、知識抽出とプロアク

ティブなアプローチに関して関連するために、継続的にこの専門家会議に参加しており、

専門家の議論を俯瞰的な視点で観察してきた。その中で浮かび上がってきたのが、専門家

間の意見の相違が、想像していた以上に大きいということであった。専門家間で議論を行

えば、技術的な意味での真実は一つに収斂するものと単純に考えていたが、実際の議論に

おいては、実験データの解釈を廻って意見の一致が見られない場合があることを目の当た

りにした。前述の PIRT 法における評価が専門家間でかなりばらついていることもこの事実

を裏付けている。 

H24 年度は、意見の相違が大きい二人の専門家に対して、個別にヒアリングを行い、意

見の相違に関しての検討を行った。結果としては以下のような知見を得ている。 

同じ専門家会議のメンバーであっても、これまでの経験の違いや着目する方向性の違い

により同じ事象に対しても異なる視点からの評価を行っていることが明らかになった。こ

のような異なる視点を持つことは予見性という意味では重要であり、更に広い視点の導入

も検討すべきである。専門家会議のメンバーは、開発メーカの研究者もメンバーに入って

いるが、本当の意味での現場での実務経験を有する人が不足している可能性があり、より

多くの実務経験者の参加が望まれる。 

平成 25 年度は前年度の結果を受けて、更に詳細な検討を行うこととした。 

平成 25 年度は、基本的方針として以下の二つを定めた。 

 

(1) 平成 24 年度は各専門家に対して個別にインタビューを行ったが、今年度は専門家間の

対話の必要性を重視し、同時にインタビューを行いお互いのやりとりも検討の対象とする

こととした。 

 

(2) 参加者は H24 年度に御願いした二人に加えて、オブザーバーとして現場での経験が豊

富なメーカーの現役技術者を一名選んだ.  

 

以下、今回行った具体的な対話型のインタビューについて述べる。インタビュー対象者

としては以下の 3名を選択した。研究者 A,B は昨年インタビュー対象とした二名と同じで

ある。 

 

 研究者 A：長年、大学における研究に従事。本研究プロジェクトの責任者。 

 研究者 B：原子炉プラント製造メーカーにおいて開発の初期段階から材料の問題を担

当。 
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 オブザーバーC：B 出身とは異なる企業で設計に従事。プロアクティブ検討会メンバ

ーであり、研究者 A及び Bをよく知る立場にある。 

インタビューは、研究者 Aと Bが際だって異なる評価を下した経年劣化事象に対して、

その理由を訊くという形で行った。その際、異なる評価を下した相手（研究者 A に対して

は研究者 B）が、なぜそのような結果を出したと思うかという点に関してもそれぞれ述べ

てもらうよう御願いした。 

平成 24 年度のヒアリングによる個々人の主張を資料としてまとめ、お互いにそれを見な

がら各人の主張と、それに基づく意見交換を行った。尚、議論に際しては、討論のポイン

ト整理や、他の見方からの情報などにより議論の発散を防ぐ為に専門知識を持った第三者

的な立場で整理出来るオブザーバーの参加は非常に有効だった。 

 

以下、それぞれの事象に対してのインタビューの内容をまとめた結果を示す。 
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a.実機運転温度における長時間時効脆化（平成 24 年度結果） 
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1.1実機運転温度における長時間時効脆化
(Alloy 690及び溶接金属における長周期オーダリングによる時効脆化)
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研究者 A： 

長時間時効脆化は 80 年位の内に必ず起きる。実験データ、数値計算（平衡論）では必ず

起こる。尚、加速実験は大気中であり、水素が充分に含まれていない環境で行われている、

という事を問題と考えており、大気中だと 400℃の試験環境と 320℃の実機環境で 100 年違

うと言っているが、水素中でも 100 年違うかわからないと述べている。 

 

研究者 B： 

長時間時効を引き起こす材質変化事象に、スピノーダル分解とオーダー／ディスオーダ

ートランスフォーメーション（規則/不規則変態）がある。δフェライトの熱時効脆化はス

ピーダル分解であり、Ni-Cr 合金の長時間時効脆化は規則/不規則変態である。これらが拡

散変態ならば温度加速などの実験データからプラント寿命末期までの可能性をある程度推

定が出来る。鋭敏化（Cr 炭化物析出に伴う Cr 欠乏層の生成）は拡散変態であり、温度加

速データから実機温度での低温鋭敏化の有無は推定できる。拡散変態であれば、冷間加工

を受けた部位の変態は加速される。無拡散変態であれば、生じ得る温度に実機で達しなけ

れば、事象は実機で生じないことになる。規則／不規則変態も拡散変態で考えた場合、今

までのデータは 400℃で 1 万時間以上。実環境の 320℃に考え直すと、40℃で 1 桁なので

400℃は 2桁変わることになり、100 倍位の加速になる。このため 100 年で起きるかどうか
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という頻度と考える。 

 

オブザーバーＣ： 

よくわからない。確かに 400℃での実験データはある。調べた範囲では「鉄の比率が低

い方がオーダリングしやすい」事はわかっているらしい。オーダリングを防ぐために 25

年前から鉄を増やしている。9％程度まで鉄を入れるとオーダリングは起こりにくいらしい。

Alloy 690 はオーダリングも考えられて作られているので可能性は低いのではないか。 

 

（まとめ） 

今年度も昨年とほぼ同内容の意見交換。尚、オブザーバーも現役の企業で設計事務を担

当しているので、実感として研究者 Bに対して近い感想を抱いている。 

研究者としてのバックグラウンドを持つ研究者 Aは、水素という付加的な要素を考慮して

発生の可能性を懸念しているが、実務経験の長い研究者 B は、自分のこれまでの経験をベ

ースに考え可能性を低く捉えている。 

また、研究者 Bは、「PWR は殆どの部品は交換前提で設計されている」旨を指摘しており、

材料は最長 60 年間と判断し、基本的には長時間時効脆化以前に交換する前提で考えている

ものとうかがえる。 

水素の議論に関しては最後の設問で改めて意見交換をする事で一旦打ち切った。 

尚、研究者 Aの水素への拘りについては、「水素加速酸化現象に起因する腐食並びに応力腐

食割れの加速」で討論しているが、欧米を中心に PWR 運転時に注入する水素圧を高めるべ

く検討中（30cc/STPkg・H2O→80～100cc/STPkg・H2O）であり（日本は下げる方向

30cc/STPkg・H2O→5～15cc/STPkg・H2O で検討）、運転条件の変更が与える影響を懸念して

いる事によるものである。 
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b. 熱時効による応力腐食割れ進展の促進（平成 24 年度結果） 
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研究者 A： 

材料の中に組織的な変化がある時に、熱時効という事で SCC がそれによって促進される

のではないか。色々な熱時効があり得ると思うが、二相ステンレス、オーステナイト系ス

テンレスの溶接金属部とか、その様なところでかなり長時間熱時効した試験片で SCC 試験

をすると加速するというデータも一部出ている。 

 

研究者 B： 

二相ステンレス、オーステナイト系ステンレスの溶接金属部の熱時効は、スピノーダル

分解である事は良く知られており、475℃に近い温度で生じることから、BWR よりは PWR の

方が生じる可能性が大きい。PWR では 10 数年前に美浜 2号機で蒸気発生器を交換する際に

主配管（2 相のステンレス鋳鋼）を一部採取して熱時効による脆化程度を調査した事があ

る。その時既に美浜 2号機は 10 数年供用されていたが、脆化程度は小さく、プラント寿命

60 年を考えてみても脆化程度は問題とならない事が判明した。 

一方、熱時効脆化による耐 SCC 性の低下の問題であるが、PWR で考えた場合に本当にこ

れが問題になるか。経験値で言えば、PWR だけで考えると可能性は低いと思う。仮にこの

現象が起こったとしても割れにまで結びつくのがわからない。 
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加工硬化したステンレス鋼の SCC に関しては、去年の回答時点から相当研究は進んでおり、

そう簡単には PWR では SCC は発生しないし、硬化領域で発生しても、柔らかい母相に至る

と SCC き裂は停止してしまう。日本から問題を発信して世界中からステンレス鋼の PWR で

の結果が出てきた。日本の調査結果と一致しており簡単には割れない。 

 

オブザーバーＣ： 

熱時効と応力腐食割れは（事象として）全く分かれている。 

 

（まとめ） 

今年度も昨年とほぼ同内容の意見交換。尚、オブザーバーも現役の企業で設計事務を担

当しているので、実感として研究者 Bに対して近い感想を抱いている。どれだけの情報を

持っているかをお互いに持っているかを確認する必要がある。 

ここでのインタビュー結果からは、得られている実験データはそれなりにあり、その情

報はお互いに知っているが、その条件等の違いによる解釈の違いに起因すると思われる。 

但し、研究者 A は「理屈を積み重ねていくという点が一つ。BWR の環境でそういう所が

優先的に酸化しているという事実もある。」と、理論上から万が一にでも起こる可能性を検

討する事が、プロアクティブの一番大切なところと考えており、狼少年的になっても仕方

がないという前提で話をしている. 研究者 B は経験主義的に PWR に限定して検討し BWR

の可能性も含めて検討している。会話ではこの点に関して微妙な食い違いが感じられた。 
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c. 低温き裂進展（平成 24 年度結果） 
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8.1 低温き裂進展
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研究者 A： 

実験室では確認されているが現場では起きていない。材料によって違っていて、最初に

出てきたデータはその様な性質をもった材料で破壊抵抗が非常に低下した。690 でどうな

るか。現象としては起こりうるので、どの様な条件で起きて、どの条件で起きないか、そ

の点の議論をする必要がある。 

 

研究者 B： 

今までの研究の結果わかった事は、材料依存性がもの凄く強いということ。INSS、BETTIS

がデータを最初に出してきたが、その材料が非常に悪かった。日本の材料では違うという

事がわかってきた。材料依存性が強いので実機で問題になるか、という事であれば可能性

は低いと思っている。溶接についても BETTIS の使った溶接材料は非常に悪くて、日本では

起きないと考えている。研究者 Aはもっと世界中の原子炉を見て評価していると思う。悪

いのがあれば心配だ、という考えと思う。私は日本の原発という狭い見方の評価かも知れ

ない。 

 

オブザーバーＣ： 

起こると言えば起こる訳で、他のプラントメーカーでも「起こるかも知れないけど、そ

の様な運転状態にはならない」という評価をしている。運転中に水素が上がって温度が下

がる事はない、と言っているので可能性は低いと思う。事象としては起きて、破壊抵抗の
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低下が起こるのは確かなことである。 

 

（まとめ） 

今年度も昨年とほぼ同内容の意見交換。尚、オブザーバーも現役の企業で設計事務を担

当しているので、実感として研究者 B に対して近い感想を抱いている。但し、TT690 合金

を含む材料系で日本／外国で相当の品質の違いがある事が明確になったという事で、昨年

よりも問題点は明確になった。 

 

この問題に関しては、研究者 Aと研究者 Bの情報の共有度は高く、持っている情報に偏

りはないと思われる。 

「TT690 合金を原子力で実用化したのは国内のグループだったが、世界中で 690 を扱っ

ているが、実はそう簡単には使えない。」 

「特殊な製造プロセス、熱処理、化学成分を扱う必要があり、製法ノウハウや特許など

で海外メーカーは国内の研究グループには品質で叶わない。海外は特許紛争などもあり、

日本の特許申請範囲の外で実施している。TT690 合金といっても中身は世界の各社で異な

っている。」 

この点は研究者 A，B、オブザーバーＣの認識は共通している。 

よって、研究者 Aの指摘は、日本の原発では問題ないかも知れないが、海外の原発では

問題の可能性は消えた訳ではないと解釈することができる。オブザーバーＣからは「BWR

も日本／海外を問わず 690 合金を採用しつつあり苦労している」旨の発言があった。「低温

き裂進展」だけを念頭においた発言ではなく、690 合金自体の材料の難しさも含めた発言

と考えられるが、研究者 Aの懸念は決して杞憂ではない事を示していると解釈できる。 
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d. 焼き戻し脆性による応力腐食割れ発生の促進（平成 24 年度結果） 
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7.12 焼き戻し脆性による応力腐食割れ発生の促進
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研究者 A： 

現象としては起こりうるが実機で起きるかどうかの問題。最近の材料では起きないが、

リンの含有量が多い昔の材料では可能性有る。材料自身が焼き戻し脆性を起こしたとして、

高温水中で優先的な酸化が進行するか。低合金鋼そのものの SCC は基本的におきにくいが、

低合金鋼が溶接でつながっている 182 合金とか心配。PWR,BWR も同じだが、この部分は割

れ感受性が高いので、ここにクラックが走って、それが低合金鋼に達した時にそこから先

の低合金鋼の中にクラックが進行するかどうかが問題である。 

 

研究者 B： 

PWR の環境下で低合金鋼が応力腐食割れを起こした事例はまだ無い。アメリカの事例で

は、VC サマーというプラントで低合金鋼とステンレス鋼のニッケル合金による異材溶接継

手でニッケル基合金から応力腐食割れが入った。ステンレス鋼と低合金鋼側に進展してい

くが、低合金鋼側は割れが止まった。応力腐食割れが止まって局所的に全面腐食みたいな

形で止まった。 

基本的には焼き戻し脆性はよくわかっていたので全て対策済みの材料を使っていたはず。

今の日本、世界の環境を考えれば 60 年が一つの区切りと考える。だが、PWR の場合は取り

替えられるので（研究者 Aが懸念する古い原発も含めて）リニューアルはかなり可能。そ

れ故、材料の 60 年の寿命を考える必要はないと思う。 
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オブザーバーＣ： 

焼き戻し脆性が起こるかどうか自体も、よくわかっていない。長期間稼働させて 60 年、

80 年、100 年で出るのか否かが問題であろう。 

 

（まとめ） 

今年度も昨年とほぼ同内容の意見交換。尚、オブザーバーＣも現役の企業で設計事務を

担当しているので、実感として研究者 Bに対して近い感想を抱いている。 

 

この問題について、研究者 Aは「狼少年」的な設問である事を認めている。 

「PWR での事例はまだない。割れは途中で止まっているから。ここで『だから問題ない』

というべきか『その条件ではそうだったかも知れないが、少しでも条件が変わった時には

進行する可能性があるかどうか』というべきか。我々は一度中まで進展させて、『この条件

だと進展するが、この条件だと進展しない』、『実機でここまでやるから大丈夫だ』という

議論をしないといけない。」 

「今までのプラントでは割れていない、と言うが、統計的には割れていない事象が増え

れば答えとして良いかも知れないが、プロアクティブ的に言えば、その条件から少しで外

れる可能性があれば一回テストをしてマージンを求める必要がある。その意味では、そこ

を考えておく必要がある。」 

但し、研究者 B、アドバイザーＣも PWR に関する回答で、研究者 A が BWR でも発生する

事を示唆している事については検討が十分になされていないと考えられる。 
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e.ピーニングの長期信頼性（平成 24 年度結果） 
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7.7 ピーニングの長期信頼性
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研究者 A: 

ピーニングは SCC の対策としては一つの方法。国も認めている。ただ、材料が固くなる

と SCC 感受性が高くなる事もあり、ピーニングは表面を硬くする事なので、圧縮の残留応

力を残すので当然 SCC には良い。 

但し、硬くするという事でネガティブなものも残るので、もし、ピーニングのプラスの

効果の残留応力が長時間使って、温度とか繰り返しの疲労とか、圧縮応力だけが減って材

料だけが残るとすると、SCC に対してはネガティブな要素となる。そこは調べておく必要

がある。 

尚、材料で実現出来るならばピーニングは行う必要はない事は理解している。問題提起

したのは、国も認める手法として広く使われているからである。 

 

研究者 B： 

ショット・ピーニングは万全の対策ではない。あれは緩和策であり対策ではない。長時

間経てば、圧縮残留応力がいずれ消えていく可能性があるものと思う。  

 

オブザーバーＣ： 

ピーニングの効果がずっと残るか？と言われると疑問。時間の経過と共に減衰する事に

加え、予定外の荷重がかかった場合に効果がなくなってしまうのでそれが一番怖い。設計

通りの弾性範囲内であれば良いかも知れないが、疲労も応力振幅が低い値ならば良いけれ
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ども、地震などで想定外の大きな応力が発生する可能性のある様な場所は使わない方がよ

い。ピーニングを行っているインターナルは、それ程予定外の負荷はかからない筈なので、

良いのではないか。 

 

(まとめ) 

研究者 A、B、アドバイザーＣも含めてピーニングの効果や使用箇所について心配すべき

点は一致している。 

 

研究者 Aが問題提起した様に、国が認めたために、本来使用してはいけない部材にも安

易なピーニングの利用が行われている可能性は残る。その為に、ピーニングを使用してい

けない条件などの検討をする、という意味ならば今後もプロアクティブの課題とする意味

はあるのかも知れないと考えられる。 
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f. 表面酸化過程と SCC 発生の促進（平成 24 年度結果） 
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7.8 表面酸化過程とSCC発生の促進
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研究者 A: 

今まで起きている現象を違う観点から見るという立場。何もないところから亀裂ができ

るプロセスは説明できていない。今プラントは維持規格では亀裂が出たら対応するという

基準はできているが、最近は「出来た後の対処」だけでは対応が難しいという事で、亀裂

がいつできるかを予測して、如何に継続的に行うかが問題である。検査して傷を見付ける

訳で、検査しなければ傷は見付からない。検査しなければあっても見つからないという事

だから、むしろ逆にどういうところに SCC が発生するか、という事をきちんと捉えるかに

ウェイトが移ってきている。 

最近は原発の長寿命化の議論が出てきて、使用期間を 60 年から 80 年とする動きがある

ので、この問題は要検討である。SCC は酸化現象が局在化して―例えば粒界に―進行して

いくプロセスが SCC の発生だろうという視点で色々な研究を行ってきて、その様な目で捉

えると SCC の発生プロセスをうまく表現できるのではないか、と考えている。もしそれが

わかれば、どの様に非破壊的に評価出来るか、それが評価出来れば一種のモニタリング的

な手法も可能になるのではないか、という期待をして研究を進めている。 

 

研究者 B： 

酸化プロセス解明の難しさの具体例を挙げる。材料も同じで応力的には同じだが環境が

玄海原発と大飯原発と少し違うだけで割れのパターンが全く異なる事例があった。ほんの
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少しの違いで現象が完全に異なる。私が入社した 1970 年からずっと世界中で調べている。

調べるだけ調べても、その間大きく進展していない。難しい。新しい研究者が新しい説を

出すという状況である。 

 

オブザーバーＣ： 

モデルが難しいのか、検出が難しいのかを考えると多分両方難しい。差が出てくるのは

ミクロン・オーダー。それが実機で検出できるのか、どの様にして行うか手法的な問題も

ある。通常のき裂だって数ミリにならないと検出できない。研究者 Aの話は 100 ミクロン

の凹凸がわかるのか、という事。 

メカニズム（モデル）に関しては、PWR は未だに議論されているので、これ程長い間議

論され、研究者も数多くいるが、一つの結論にたどり着くかは本当にわからない。たとえ

メカニズムがわかっても、このモニタリングのレベルは相当ハードルが高い。非破壊屋さ

んが非常に困難と思うレベルの話である。 

 

(まとめ) 

研究者 A、B、アドバイザーＣも含めて、酸化から SCC 発生メカニズム解明が殆ど進んで

いない点は一致している。ただ、数ミクロンの発生初期段階からモニタリングをする可能

性については意見が分かれている。 

 

この事象に関しては、SCC という高経年化における主要なメカニズムに関しても、その

発生原理に関しては統一したコンセンサスがないことが明らかになっている。今回は研究

者 A，Bの間だけでなく、研究者コミュニティー全体がその様なある種の混沌状態にある事

が判明した。研究者 Aによれば「何がクリティカルか研究者によって力点が違ってくる。

更に、新しい測定法が出てきて測ってみたら、また新しい事がわかったと言ってくる。何

が起きているかという事象について、我々はわかってくるが、その内で何がクリティカル

に効いて発生しているか、という点についてはなかなか進んでいない。但し、それなりの

エビデンスも出ているので判断に困る。」 

状況を「象のしっぽだけをさすって象を語るのと一緒。鼻だけ撫でたとか。」「全てを網

羅する事は難しいので、やはり象の尻尾を捕まえて、今度は鼻を見て、更に足を見ての繰

り返し。」と隠喩で表現している。 

更に、問題を複雑にしているのは、応力腐食割れを行っている研究者はバックグラウン

ドがそれぞれ皆違うことで、異分野の専門家による討論を行う際に、自らの専門分野に他

の分野の知見を取り込む姿勢で臨まないといけないという分野融合時の原則がおざなりに

されがちである旨の意見が、研究者 A，B、オブザーバーＣ全員からあった。研究者 Aの表

現では、「それぞれが相手の意見を取り込めば良い。相手の意見に融合させるよりも、議論

して相手が話した事を聞く耳を持って自分の中に取り込んで発酵させれば良いのだが、取
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り込まない傾向が強い。」との事。「（象の）断片的な情報を総合的に見るために専門家会議

が必要。」なのだが、なかなかうまくいっていないとの発言もあった。 

SCC の原因についいての統一したコンセンサスを難しくしている原因として、「冶金」と

「機械」、「電気化学」等々の多くの技術分野にまたがる事象なので、異なる領域の専門家

が参加して議論をしている事に起因するとの指摘があった。研究する専門分野の関連性か

ら言えば、冶金と機械はお互いの内容を知らないと材料を作る事が出来ないので関連性は

高いが、電気化学は出来た材料を評価する関係なので、冶金・機械との関連性はなくても

研究は出来る。その為に時として、電気化学的な作用のみから酸化事象を解釈して対策の

提案をする「研究のための研究」に陥る時があり、材料分野の内在的な論理と相反する場

合があるとの批判的な指摘もあった。 
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g.窒素の核変換による炭素生成による照射誘起鋭敏化現象（平成 24 年度結果） 
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6.1 窒素の核変換による炭素生成による照射誘起鋭敏化事象

CONFIDENCE Level – personal 
confidence in the judgment of 
susceptibility 
1=low confidence, little known 
about phenomenon 
2=moderate confidence 
3=high confidence, compelling 
evidence, existing occurrences 
NOTE: “3” is assumed  if 
Susceptibility Factor is 0. 

Average
SUSCEPTIBILITY=1.2
KNOWLEDGE=1.3
CONFIDENCE=1.7

TS

TY

 

 

研究者 A: 

昨年度に問題提起したが、今年度にかけて計算したら無視できる量のレベルであること

が判明した。これはたまたま我々がハルデンという原子炉を使って、316 ステンレス鋼を

炉の中で SCC 試験を行って、表面の酸化試験を行った時に、たまたま同じ 316 なのに 2つ

の材料の挙動が非常に違う。酸化は酸素を取り込むので、基本的には体重が増えるが、あ

る材料は酸化しているにもかかわらず、重さが減っていく。色々調べてみたら、酸化によ

って重さが減る方は窒素が入っている。窒素が悪さをしているのかと考え色々調べたら、

窒素が核変換するとカーボンができたり、色々なものができてくる。要するにサーマル・

ニュートロンで出てくる核変換による出てくるものを考慮しないと材料の変化、SCC とか

腐食などはきちんと把握できないのかと考えた。 

一つの例として、窒素を核変換するとカーボンになる。元々カーボンを減らして窒素を

入れている筈なのに、実際に照射すると窒素がカーボンに戻っていると同時に水素が発生

する。この水素も影響する筈。その意味で核変換により何が出来るか。 

（H24 年度ヒアリング後）かなり定量的な議論をして、今の数字の計算から判断すれば

出てくるカーボンの量はそれ程多くはないので、直ぐに問題になるレベルではなさそうだ、

というところまではわかった。 
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研究者 B： 

窒素が効いているならばならば、NP 反応の可能性が一番高い。熱中性子による Ni の二

段反応。アメリカの材料試炉 ATR で 1960 年代にかなりのデータを取っている。窒素量が増

えてくると水素が増えるというデータが出ている。 

 

オブザーバーＣ： 

水素生成については、これとは別に H25 年度国内検討会の課題 6.2 として出されていて

議論をしている。 

 

(まとめ) 

この事象に関しては、炭素生成は気にしなくてよいと判断されたが、水素生成の話は残

り、別議題として検討されている。 
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h.温度及び腐食電位の過渡的変化による SCC の促進（平成 24 年度結果） 
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7.4 温度及び腐食電位の過渡的変化によるSCCの促進

CONFIDENCE Level – personal 
confidence in the judgment of 
susceptibility 
1=low confidence, little known 
about phenomenon 
2=moderate confidence 
3=high confidence, compelling 
evidence, existing occurrences 
NOTE: “3” is assumed  if 
Susceptibility Factor is 0. 

Average
SUSCEPTIBILITY=1.8
KNOWLEDGE=1.8
CONFIDENCE=2.0

TS

TY

 

研究者 A: 

PWR は還元性の環境でずっと使っているので試験はその条件で行うが、実際のプラント

の運転は（日本でもありそうな話だが）、運転中に給水系から脱気していない水を一次系の

中に加える事がありえる。給水系の酸素が一次系に入っていくので、一時的に溶存酸素が

入って電位が上がる。使っていく中でそれが減っていく。要するに PWR といえども一定の

電位で使われている訳ではない。電位が上がったりする場合もあるし、同時に温度変異も

ある。その様なトランジェントな状態があった時に、それが SCC にどう影響するかという

ことが問題。 

基本的には表面に出来ている酸化被膜（SCC は基本的には酸化）、酸化現象に過渡的な事

象がどう影響するか。オフ・ノーマル・オペレーションという事で、今海外でその様なプ

ロジェクトが動いているが、そこをもう少しメカニズム的に解明しておく必要がある、と

考えている。実際のプラントでそれが起こっている、というか運転がされているので、具

体的な影響をきちんと押さえておく必要がある、ということ。 

 

研究者 B: 

この問題に関しては、基本的に問題提起は理解できる。今、実際に In-Situ で調べる等

も含めて研究している。研究者 Aの持論は「実験室の非常に単純化した環境下で試験して

いる事が本当に実機を代表しているか？」。何が違うかという事だが、一つは過渡状態を全

く頭に入れていないのではないか、という事。確かにその通り。実機の状態がどうなって
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いるのかをメーカーや電力会社に聞きまわって、結果を渡した。その辺から研究が始まっ

ているが、結果が出るまで相当時間がかかるだろう。 

 

オブザーバーＣ： 

影響あるかな？とは思うが、今研究中としか言えない。 

 

(まとめ) 

 この件に関しては、研究者 Aと研究者 Bは連携して研究を行っており、情報の共有度は

高いと思われる。最近の研究成果を例にとり研究者 Bもこの問題に関してはある程度の可

能性を認めているが、最終的な実機における影響という点では、オブザーバーＣも含めて

「研究中」とのスタンスで結論が出るまで時間がかかると思われる。 

この事例は、理論重視の研究者 Aが従来の研究者が見落としていた「実機環境での過渡状

態を全く頭に入れていない」点を指摘し、現場重視の研究者 Bも課題である事を認めたプ

ロアクティブに相応しい課題と考えられる。 
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i. 水素加速酸化現象に起因する腐食並びに応力腐食割れの加速（平成 24 年度結果） 
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7.6 水素加速酸化現象に起因する腐食並びに応力腐食割れの加速

CONFIDENCE Level – personal 
confidence in the judgment of 
susceptibility 
1=low confidence, little known 
about phenomenon 
2=moderate confidence 
3=high confidence, compelling 
evidence, existing occurrences 
NOTE: “3” is assumed  if 
Susceptibility Factor is 0. 

Average
SUSCEPTIBILITY=1.4
KNOWLEDGE=1.3
CONFIDENCE=1.7

TS

TY

 

研究者 A: 

従来、水素は PWR もそうだが環境の中に入っているものは還元性があるので、電位を下

げて酸化を抑えるという見方をされてきた。原子レベルの挙動を AB initio プログラム等

で計算していくと環境の中にある水素は通説通りだが、一回メタルの中に入ると、むしろ

水素は金属から電子を取る。金属は電子を失うので、酸化である。金属は自身の中で部分

的に酸化されている。 

ある程度酸化された状態で、今度は本格的に酸素と出会うと酸化現象が加速される。我々

は原子スケールの計算で調べていくと、非常に明確に示せた。水素により酸化現象が加速

するという点をきちんと見て、表面の腐食であるとか、SCC というものを見ていかなけれ

ばいけないのではないか。 

提案の背景だが、PWR への注入水素を世界中で増やそうとしている動きと関連している。

PWR は今 30cc/STPkg・H2O という水素のオーバー・プレッシャーの状態で運転しているが、

世界では増やそうとしている。50cc/STPkg・H2O とかアメリカは 100cc/STPkg・H2O にしよ

うとしている。今度 3月にフランスでこの件に関する DH の会議がある。日本は逆に減らそ

うとしているが。もしも圧力を上げた環境の中で使えば、材料の中に水素が入っていくの

で、材料中の水素がどの様な挙動をするか、という事については非常に重要なことである。

我々はその点は材料表面の酸化を加速させるので、むしろネガティブな効果があり得る、

と指摘したい。 

一方で、圧力を上げれば、表面の水素は還元性なので表面の酸化を抑制する事に繋がり、
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良いという人もいる。 

 

研究者 B: 

PWR への注入水素量を増やす理由について。管理基準は 15-50cc/STPkg・H2O の間なので

真ん中の 30cc/STPkg・H2O で行っている。何の為に水素を入れているかという目的だが、

放射線による水の分解を抑えるため。放射線によって水から過酸化水素とか発生してしま

う。これを抑制するため。アメリカで PWR を開発する前に、1950 年代に物凄く沢山データ

を取っている。その時の数値は 3-4cc/STPkg・H2O あれば良いというものなので 5cc/STPkg・

H2O あれば十分というもの。但し、この話は未定因子が多いので実際は安全係数をかけて

15-50cc/kg・STPH2O で対応している。  

30cc/STPkg・H2O の何が問題かというと、水素濃度によって亀裂進展速度は温度によっ

て違うが、320℃だとき裂進展速度が一番大きいのは 20-30cc/STPkg・H2O のあたり。それ

が問題というので、水素圧を 20cc/STPkg・H2O 以下か 30cc/STPkg・H2O 以上にしようとし

ている。どちらが良いかは難しい。温度が下がってくるとき裂進展速度のピークは低下し

てくる。290℃位だと 15cc/STPkg・H2O がピークなのでこれも問題。温度が下がればき裂進

展速度全体が落ちてくる。 

 

(まとめ) 

この件に関しては、前項と同様に、理論畑の研究者 Aが「実機環境での過渡状態を全く

頭に入れていない」とういう観点から、「PWR への水素注入圧力の変更という運転条件」を

プロアクティブな主張したものと捉えることができる。 

ただ、研究者 Aは「皆さん最初はだれも信じていない。」「既成概念に囚われている人に

は理解できないかも知れない（笑）」と楽観的だが、プロアクティブ会議全員に「重要な問

題」と認識してもらうには至っていないという印象である。「狼少年」になるかも知れない

事を前提の上で取り組む覚悟が必要であり、それを承知で問題提起していると理解できる。 
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○平成２５年度インタビュー結果のまとめ 

インタビューの結果として明らかになってきた点を以下にまとめる。 

 

 それぞれの課題に関する知識レベルに関しては、互いに情報交換を行っており、大きな

違いはないことを確認できた。それにもかかわらず、知識レベルと実現可能性評価が殆ど

乖離した原因としては、発想の前提条件が異なるためであると考えることができる。 

昨年度の報告の「特徴的な二人の研究者の認識の違いを分析することで、同じ現象に対し

ても全く異なる解釈ができる」とまとめた内容を「両者の発想の前提条件」という角度か

ら分析した。 

尚、項番１～４は今回ヒアリング結果から明らかになった専門家 A、Bの発想の前提条件

の整理だが、項番５は専門家 A，B及びオブザーバーＣが学会等で感じていた「専門家間の

意見の相違」に関するまとめである。項番５はプロアクティブ専門家会議での感想ではな

いので注意。 

 

１．考察対象範囲 

 PWR BWR 

国内原発 研究者 A、研究者 B 研究者 A 

海外原発 研究者 A 研究者 A 

 

研究者 A は、PWR だけでなく BWR も含め、日本の原発だけでなく海外の事例も含めて考

察し、国内外問わず発生しうる問題提起を行っている。また、東日本大震災での原発事故

後の原子力研究者としての意識として「『想定外事象』という逃げ口上は使いたくない」と

明言しており、「狼少年になるのを覚悟の上で」過去の事象の延長線上の発想にない離散的

に突き抜けた発想を検討するのがプロアクティブ会議の目的とし、幅広い対象範囲から問

題点を抽出しようとしている。 

これに対して研究者 B は自らが手がけた範囲、及び容易に情報収集が出来る国内の PWR

についての知識を元に考察しているという点が特徴的である。自らの原点を「私の物の考

え方は経験主義・実験主義なので想定で話をしない」「一番大切なのは実環境での経験」「こ

の評価は日本だけで視野が狭すぎると言われるかも知れない」と表現している。また、日

本の材料への思い入れは強い。尚、日本の材料の優位性については研究者 A、オブザーバ

ーＣも認めており、海外の材料への懸念を口にしていた。 

 

２．TT690 合金の日本／外国の違い 

特許の関連で海外の TT690 合金は、国内での組成を微妙に変化させた材料を用いている

ことや、特殊な熱処理・化学成分が必要なことから日本製材料の品質に到達しているか疑

問な事から、研究者 A及び Bは同じ TT690 合金でも仕様が異なっている事を認めている。

TT690 合金という言葉でひとくくりにしているが、本当は国内／海外で製造した TT690 合
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金かで分けて考えなければならない。 

 

 690（国内） 690（海外） 

研究者 A 考察対象 考察対象 

研究者 B 考察対象 考察対象外 

 

３．PWR、BWR の部品交換の考え方及び材料の高経年化の考え方 

研究者 B は平成２４年度のインタビューで、PWR は設計当初から何かあった時の為に極

力交換可能な設計にしていた事を強調している。今年度のインタビューの中でも「PWR の

場合は取り替えられるのでリニューアルはかなり可能。リニューアルするので材料につい

てプラント寿命の６０年を必ずしも考える必要はないと思う。」「材料の寿命は６０年。で

なければ４０年で交換する。TT690 合金を開発した時に、あなたはそういうけれどももう

一度壊れたらどうするか、と質問された。私は、２０年は持つと思うので２０年で壊れた

ら同じものをまた使って下さい、と答えた。」と同じ趣旨の事を述べている。圧力容器です

ら、ロシアでの事例を元に熱処理による緩和を検討してはどうか旨の発言をしている。 

 

そのため、一般に PWR と BWR を部品交換という観点から見れば以下のように考えている

ことになり、これに伴い材料の高経年化に対する考え方も変わってくると考えられる。 

 

PWR BWR 

殆どの部品交換可能 

（２０年～４０年で交換） 
部品交換は部分的 

 

 PWR BWR 

研究者 A 
８０年 

（但し、部品交換は認めている） 
８０年 

研究者 B 
６０年 

（部品交換により無理な高経年化対策は不要）

（知識はあるがPWRより

経験不足でコメントせ

ず？） 

 

 尚、研究者 Aによればアメリカでは原発を８０年稼働させる方向で議論が行われている

との事だが、具体的な方策は討論されていない。研究者 B によれば、部品を点検で交換も

しくは予防保守で交換すればシステムとしての原発は可能かも知れない旨の発言をしてい

る。 
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４．テスト環境と実機環境の考え方 

研究者 A は、PWR や BWR を意識したテスト環境で見付けた問題点を指摘し実機環境で起

きる可能性を問題視した。それに対し、研究者 Bは経験上実機では起こらないという評価

を行っていた。今年度はもう少し違った見方をしてみる。 

 

研究者 Bは、テスト環境と実機環境の違いを強調している。テスト環境は劣化を加速さ

せるために４００℃で試験をしているが、PWR の実機環境は３２０℃である。「実環境の３

２０℃に考え直すと、４０℃で１桁の違いなので、４００℃は２桁変わることになるので

１００倍位の加速になる。」という事から、例えば「1.1 実機運転温度における長時間時効

脆化」では、４００℃で１万時間行った分析結果から、実機環境では１００年以上かかっ

ても起きないと指摘している。 

尚、研究者 A は、大気中のテスト環境と、水素が充満している実機環境の劣化速度は、

研究者 Bの主張する 100 年より短くなるかも知れないと主張している。 

但し、項番３で考察した研究者 B の前提「PWR は殆どの部品交換可能で２０年～４０年で

交換する」に従えば、４０年で交換するならば実機環境で発生する可能性は一層低くなる。 

尚、研究者 B は「BWR で起きる事は遅れて PWR でも起こる」旨を昨年度のインタビューで

述べており、決して PWR だけの視野狭窄に陥っている訳ではない。BWR テスト環境下で発

生する事象についても、PWR 実機環境での発生までには対策を打つ、もしくは深刻化する

前に予防保守などを行う前提で PWR 実機では発生しないと発言していると考えられる。 

 

５．異なる専門分野の参入数及び意思疎通の欠如 

研究者 A及び Bは、お互いに専門が異なる事を認めながらも日頃から情報交換を行いな

がら研究を進めているので、プロアクティブ会議での専門家間の意見の相違とは違う意味

で「専門家間での意見の相違」がある事を主張していた。これはオブザーバーＣも認めて

いて一緒に事例を挙げていた。 

具体的には、「7.8 表面酸化過程と SCC 発生の促進」に関して、元々は冶金の専門家と機

械の専門家に分析を専門とする電気化学の専門家が参加してきた事に起因する。研究する

専門分野の関連性から言えば、冶金と機械はお互いの内容を知らないと材料を作る事が出

来ないので関連性は高いが、電気化学は出来た材料を評価する関係なので、冶金・機械と

の関連性はなくても研究は出来る。その為に時として、電気化学的な作用のみから酸化事

象を解釈して対策の提案をする「研究のための研究」に陥る時があり、材料分野の内在的

な論理と相反する様な発表がある。 

 異分野の専門家による討論を行う際に、自らの専門分野に他の分野の知見を取り込む姿

勢で臨まないといけないという分野融合時の原則がおざなりにされている事例として紹介

されていた。プロアクティブな議論を行う際には今後とも留意すべき点である。 

 

 以上から次年度以降の専門会議における知識の集約を行う際に留意すべき点をまとめる。 



2-488 

(1) 新たなメンバーを追加する。専門家としての意見は違っても、日頃から密接な情報交

換を行っているグループの中から選ぶ。平成２６年度には BWR 専門家も参加して貰い、

同一の論点について改めて検討を行うと PWR、BWR の個々の問題点をより明確化でき

る事に繋がると考えられる。また、国内／海外の材料品質の違いについて理解した上

で、プロアクティブの論点として議論すべき点も多いと思われるので、討論の際には

PWR・BWR、国内・海外という点を明確にして議論を進める。今回のＣ氏にはオブザー

バーとして参加いただいたので、積極的に発言を依頼する事はしなかった。来年度以

降の開催時には運用を検討したい。 

(2) 参加者には個別のヒアリングを行い、事前に各設問に関する意見の概要版を作成する。 

(3) 討議メンバーには今年度と同様にオブザーバーの参加が望ましい。討論のポイント整

理や、他の見方からの情報などにより議論の発散を防ぐには大変役立った。 

 

○プロアクティブ潜在事象の抽出に向けて 

 本年度は、H24 年度の結果を受けて、専門家間の考え方の違いに着目した更に詳細な分

析を行った。専門家同士の対話に着目し、更に別の視点の導入という意味でオブザーバー

にも参加してもらい、特定のトピックに関しての対話的なインタビューを実施した。結果

として、個別のインタビューだけからは明らかにすることが困難であった、意見の相違の

本質に一部を明らかにすることができた。 

 全ての専門家が同じ意見である必要は無く、それは望ましいことではない。異なる意見

の中から新しい発見のシーズが生まれることも珍しいことではない。ただし、そのために

はお互いの専門性に対する信頼と尊敬が基盤となる。今回のインタビューで明らかになっ

た、この高経年化の材料分野における別領域の専門性に対する疑念と不信は、十分な議論

に基づいて解消する必要があると考える。科学的な問題の全てに関して定量的に決着を付

けることは困難であることは認めなくてはならず、そこには常に解釈や価値判断の問題が

残る。しかしながらそこに至るためには科学者の間の公正な情報交換と信頼関係の構築が

不可欠であろう。そのためにはプロアクティブ専門家会議は極めて重要な意味を持つ。 
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2) 抽出されたプロアクティブ潜在事象の評価と情報の共有化 

(a) 抽出されたプロアクティブ潜在事象の評価 

a) 国内検討会 

専門家会議において抽出されたプロアクティブ潜在事象の潜在性評価、規制・基準への

反映（日本原子力学会 PLM 標準及び機器との関連付け、高経年化対応技術戦略マップへの

対応等）を検討することを目的として国内検討会を設置した。平成 25 年度は 5回の国内検

討会を開催した。 

・第 1回国内検討会：平成 25 年 7 月 31 日（水）13:30～17:00 at 三菱総研                       

・第 2回国内検討会：平成 25 年 10 月 1 日（金）10:00～17:00  at 東北大学東京分室 

・第 3回国内検討会：平成 25 年 11 月 26 日（火）13:30～17:00 at 電中研本部         

・第 4回国内検討会：平成 25 年 12 月 19 日（木）13:30～17:00 at 三菱総研                       

・第 5回国内検討会：平成 26 年 2 月 6日（木）13:30～17:00  at 東北大学東京分室 

 

b) 潜在劣化事象の発現可能性評価 

 平成25年度プロアクティブ専門家会議においてPIRTによる再スコア付けされた32の潜

在劣化事象の発現可能性について検討した。ここでは 1つの考え方として感受性レベルが

高く(3 に近づく）かつ管理レベルが低い(0 に近づく)領域にプロットされた劣化事象が発

現可能性の相対的に高い潜在事象となるのではないかと評価した。この考え方に基づくと

図2.3.2-11に示されるように以下の5つの劣化事象が発現可能性の相対的に高い潜在劣化

事象として抽出された。 

・1.4 照射劣化の重畳による時効脆化の促進 

・3.1(2) 破壊靭性の低下－オーステナイト系 SS 

・7.2(2) 異材継ぎ手部の応力腐食割れ-BWR- 

・.9 リップルストレスによる応力腐食割れの促進 

・7.10 照射、表面研削及び表面残留応力による応力腐食割れ発生の促進 

 

以上 5つの潜在劣化事象を抽出したが、次のステップとしてこれらの潜在劣化事象が本

当に将来起き得る潜在劣化事象であるかを判断することが重要である。このことが最も難

しい問題と思われる。図 2.3.2-12 は、プロアクティブ潜在事象の抽出に対する過去事例か

らの教訓を示す。BWR 再循環系配管における 304 鋼溶接継手部の IGSCC は初期の段階にお

いてプロアクティブ潜在事象とは見なされなかった。すなわち、溶接熱影響による鋭敏化

は知られていたが環境が高温純水であることから IGSCC は問題とならないとの先入観があ

り、PIRT 手法によるスコア付けが当時行われたとするとその感受性は低く、かつ知識レベ

ルも研究が行われなかったことから低い領域にプロットされたはずである。しかし、実機

において事象が多発した。すなわち、感受性レベル/知識レベルが低い領域にあったはずの

鋭敏化 304 鋼の IGSCC はプロアクティブ潜在事象であったことになる。実機における事例

が多発したことから膨大な研究が行われ、その結果感受性レベルは高く、知識レベルも高
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くなり、その結果管理手法としてこの場合は原子力用 316 鋼が開発されて感受性レベルは

0となった。 

 原子力用 316 鋼の開発によって感受性レベルは 0となったと考えられたので原子力用

316 鋼の IGSCC も初期の段階においてプロアクティブ潜在事象とは見なされなかった。し

かしながら、原子力用 316 鋼や低炭素 316 鋼を使用した炉心シュラウドや再循環系配管溶

接部において IGSCC 事象が発生した。すなわち、感受性レベル/知識レベルが低い領域にあ

ったはずの原子力用 316 鋼の IGSCC はプロアクティブ潜在事象であったことになる。           

  以上、過去事例からの教訓は、体系的 elicitation による手法により抽出された経年劣

化事象の中で PIRT 手法評価で感受性レベル/知識レベル/管理レベルが低い領域にプロッ

トされた経年劣化事象がプロアクティブ潜在事象の可能性があること、そしてそのこと確

証するためのその現象の深掘り研究、根源メカニズム研究が必要であるということと考え

られる。 

 

図 2.3.2-11 発現可能性が相対的に高い事象として抽出された 5つの潜在劣化事象 
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図 2.3.2-12 プロアクティブ潜在事象の抽出に対する過去事例からの教訓 
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c) 抽出された潜在劣化事象の規制・基準への反映の検討 

国内検討会において、表 2.3.2-2 に示した今までプロアクティブ専門家会議で提起され

てきた潜在事象となり得ると考えられる経年劣化事象について分類付けして日本原子力学

会 PLM 標準及び機器との関連付けを検討した。 

 表 2.3.2-4 は、プロアクティブ専門家会議(2007-2014)で提起されてきた材料劣化事象を

主として日本原子力学会 PLM 標準を軸に分類した結果を示す。分類については国内検討会

において議論された結果、最終的に以下とした。 

(a) 日本原子力学会 PLM 標準で評価が要求されていない劣化事象 

(b) 日本原子力学会 PLM 標準に考慮されている劣化事象が複合的に重畳した場合の劣化加

速の可能性 

(c)-1 日本原子力学会 PLM 標準に考慮されているが予測精度上の課題のある劣化事象  

(c)-2 劣化事象自体は日本原子力学会 PLM 標準に考慮されているが、劣化事象の評価の中

で考慮されていない影響因子 

(d) 劣化を加速する可能性のある機構論等の研究開発課題 

(e) 日本原子力学会 PLM 標準に考慮されておりプロアクティブ材料劣化評価の対象外と考

えられる劣化事象 

 

表 2.3.2-5(1)-(31)は各潜在劣化事象について特徴と分類別した理由を記した 1件 1葉 

を示す。1件 1葉は国内検討会委員が分担して作成したもので、各潜在劣化事象の PIRT 再

スコアリングにおける感受性レベル、知識レベル及び管理レベルの判断基準となるもので

ある。 

 平成 25 年度は国内検討会において 1件 1葉を基に 32 件の潜在劣化事象について議論を

重ね精査した結果、日本原子力学会 PLM 標準にすぐに考慮しなければならない潜在劣化事

象はないと結論された。 

 表 2.3.2-6(1)、(2)は、経年劣化事象を分類別にしてまとめ直したものである。それぞ

れの経年劣化事象が想定される代表的機器を BWR 及び PWR に分けて示した。また、将来的

な規制・基準への反映のための高経年化技術戦略マップへの反映を検討した。（IAEA 国際

共同研究等への提案）その結果、表中で色付けされた潜在劣化事象は実機材（廃炉材）を

用いた検証、研究によりその潜在劣化事象の発現可能性などが明確に出来ることが期待さ

れる潜在劣化事象であると評価された。今後引き続き抽出されたプロアクティブ潜在事象

（未知事象）の将来的な規制・基準への反映のための高経年化技術戦略マップへの反映を

検討していくことが肝要であると考えられる。 
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表 2.3.2-4(1) プロアクティブ専門家会議(2007-2013)で提起された          

潜在劣化事象の分類結果 
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表 2.3.2-4(2) プロアクティブ専門家会議(2007-2013)で提起された 

潜在劣化事象の分類結果 
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表 2.3.2-5(1) 潜在劣化事象 1件 1葉 
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表 2.3.2-5(2) 潜在劣化事象 1件 1葉 
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表 2.3.2-5(3) 潜在劣化事象 1件 1葉 
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表 2.3.2-5(4) 潜在劣化事象 1件 1葉 
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表 2.3.2-5(5) 潜在劣化事象 1件 1葉 
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表 2.3.2-5(6) 潜在劣化事象 1件 1葉 
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表 2.3.2-5(7) 潜在劣化事象 1件 1葉 
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表 2.3.2-5(8) 潜在劣化事象 1件 1葉 
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表 2.3.2-5(9) 潜在劣化事象 1件 1葉 
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表 2.3.2-5(10) 潜在劣化事象 1件 1葉 
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表 2.3.2-5(11) 潜在劣化事象 1件 1葉 
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表 2.3.2-5(12) 潜在劣化事象 1件 1葉 
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表 2.3.2-5(13) 潜在劣化事象 1件 1葉 
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表 2.3.2-5(14) 潜在劣化事象 1件 1葉 
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表 2.3.2-5(15) 潜在劣化事象 1件 1葉 



2-510 

表 2.3.2-5(16) 潜在劣化事象 1件 1葉 
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表 2.3.2-5(17) 潜在劣化事象 1件 1葉 
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表 2.3.2-5(18) 潜在劣化事象 1件 1葉 
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表 2.3.2-5(19) 潜在劣化事象 1件 1葉 
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表 2.3.2-5(20) 潜在劣化事象 1件 1葉 
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表 2.3.2-5(21) 潜在劣化事象 1件 1葉 
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表 2.3.2-5(22) 潜在劣化事象 1件 1葉 
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表 2.3.2-5(23) 潜在劣化事象 1件 1葉 
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表 2.3.2-5(24) 潜在劣化事象 1件 1葉 



2-519 

表 2.3.2-5(25) 潜在劣化事象 1件 1葉 



2-520 

表 2.3.2-5(26) 潜在劣化事象 1件 1葉 
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表 2.3.2-5(27) 潜在劣化事象 1件 1葉 
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表 2.3.2-5(28) 潜在劣化事象 1件 1葉 
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表 2.3.2-5(29) 潜在劣化事象 1件 1葉 
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表 2.3.2-5(30) 潜在劣化事象 1件 1葉 
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表 2.3.2-5(31) 潜在劣化事象 1件 1葉 
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表 2.3.2-6(1) 潜在劣化事象の分類別まとめとそれぞれの潜在劣化事象が想定される 

代表的機器 
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表 2.3.2-6 (2) 潜在劣化事象の分類別まとめとそれぞれの潜在劣化事象が想定される 

代表的機器 
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(b) 情報の共有化の促進 

a) Proactive Material Degradation Management (PMDM) and Long Term Operation (LTO) 

に関する国際シンポジウムの開催 

  PMDM 及び LTO に関する国際シンポジウムを H25 年 10 月 24 日（木）-25 日(金）の 2日間

にわたり東京カンファレンスにて開催した。図 2.3.2-13 は会議の様子を示す。各国におけ

る PMDM 及び LTO に関する情報の共有を図った。参加者はおよそ 50 名であった。米国、韓

国、フランス、英国、中国、インドの PMDM/LTO に関する活動が紹介され情報の共有化が図

れた。また潜在事象抽出手法に関して非専門家と専門家間、見解の異なる専門家間のコミ

ュニケーションの重要性が指摘された。 

   

 

図 2.3.2-13  PMDM 及び LTO に関する国際シンポジウムの状況 

 

b) プラント経年劣化に対する規制に関する調査（Karen Gott） 

a) プラントの経年劣化とは 

原子力発電所は他のすべての生産設備がそうであるように経年変化の影響を受ける。こ

の観点で通常経年劣化はプラントの深層的な防壁や防御を形成する、しばしば SSC と表現

される、構造(Structures)、システム(Systems)、構成部品(Components)の劣化を意味する。

しかしながら、劣化するのはプラントの設計が基づく規制、規則、基準など無機物なもの

だけでなく人員、組織も劣化するということに注目することは重要である。原子力を持つ
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ほとんどの国では産業が成熟したように老朽化するプラントの概念にもそのときがきてい

て、実際にプラントはその発想時点から劣化し始める。したがって、ライセンシーはプラ

ントの安全性を確保・維持するためにタイムリーな方法で緩和措置を実行することが重要

である。そのような緩和措置は、検査、モニタリング、メンテナンス、修理、部品交換を

はじめ必要なシステムと構造の交換やアップグレードを含む。 

材料の経年劣化は、長期の運用で材料の特性が継続的に劣化し部品の状態に変化が起き

ることを意味する。その結果として防壁の劣化、冗長性の縮小および共通原因故障（CCF : 

common cause failure）による危険に直面する。この劣化はしばしば通常運転の間に気付

かれずに生じる。金属材料だけでなくコンクリートや電気ケーブルも影響を受ける。また、

いくつかの劣化メカニズムが同時に活発になる可能性も忘れてはならない。旧式であるこ

とは、構造、システム、構成部品が現在の知識、標準、技術と比較して古臭くなることを

意味するので劣化とは別の問題である。 

 

b) 経年劣化の基本概念と旧式化  

原子力発電所は 40 年間の運用を前提に設計された。近年、経年劣化に対処する適切な処

置が講じられればこの期間をはるかに超えてプラントの寿命を延長させることが技術的に

実現可能であると広く理解されている。この延長は、通常、長期運用（LTO：Long Term 

Operation）と呼ばれ、必要な対策はプラント寿命管理（PLM：Plant Life Management）と

呼ばれている。運用期間全体にわたるプラントの安全性および技術的な状態を確保するた

めにライセンシーは経年劣化管理プログラム（AMP：Ageing Management Programmes）を確

立することが規則で義務付けられている。   

旧式化に対処することができるようにするために知識を連続的に更新しその適用を改善

することが必要である。基準、規則、技術についての知識が更新されない場合、安全性を

高める機会を逃し、長期運用能力を低下させることにつながる。また、これは設計の弱点

が対処されず、深層的防御の低下あるいは頻繁な炉心損傷を意味する場合もある。管理者

は現在の基準を使用してプラントを系統的に再評価するようにしなければならない。 

技術もまた古臭くなり、スペアの部品、技術サポート、サプライヤー、産業能力を得る

ことも難しくなる。これは次に故障率の増加と信頼性の低下だけでなく安全性とプラント

のパフォーマンスの低下に結び付くだろう。これは有用な耐用年数の識別、旧式になる時

期の予想、耐用年数間を補うスペア部品の用意を通して管理できる。それにはサプライヤ

ーと長期契約を結ぶことあるいは同等の交換部品を開発することが必要となる。 

国際原子力機関（IAEA）は、経年劣化とその管理、それが原子力発電の安全性に与える

影響を書類にまとめる上で中心的な役割を果たしている。基本概念は 1990 年に原子力発電

所の経年劣化に関する安全性1と題した文書の中で最初に示された。その後まもなく 1991

                             
1 Safety Aspects of Nuclear Power Plant Ageing. IAEA series No. TECDOC-540. 1990 



2-530 

年と 1992 年に IAEA は経年劣化管理方法2とデータ収集・記録管理3を記述した書類を発表

した。また、1990 年の終わりに経年劣化管理プログラムの導入と監督4に関する書類が発

表された。1992 年以来、多くの特定の諮問機関文書が様々な構成部品と安全性の関連及び

なぜ経年劣化管理プログラムにそれらを含める必要があるかの理由を含めて発表された。

どの劣化メカニズムが生じると予想することができ、どのようにそれらを検知し管理する

かが記述された。2009 年にはこれらの文書の集約的経験が IAEA 安全指針の出版で要約さ

れた。それらの様々な文書の構成や状況について次項で詳しく述べる。 

 

c) IAEA 安全基準シリーズ 

国際原子力機関(IAEA)は電離放射線から防御する安全基準を確立し核の平和利用のため

にこれらの基準を適用することを IAEA 憲章第 III 条の条項で承認されている。これらの基

準は締約国にとって法律上拘束力はない。しかし少なくともある程度まで商用原子力プロ

グラムを有するすべての国はこれに従うものとされている。 

トップレベルの文書は IAEA 基本安全原則（Fundamental Safety Principles）5と呼ば

れる図書であり、OECD 原子力機関と EURATOM を含む多くの国際組織と共同策定された一連

の文書により詳細に明記されている。これらのドキュメントは平和目的のための核エネル

ギー開発・適用に関する基本目的、概念、安全性と防護の原則を示す。それらは異なる国

際的な合意事項を扱う 13 の安全基準における一般的な安全要件（General Safety 

Requirements）と個別の安全要件（Specific Safety Requirements）の 2つに大別される。

一般的な安全要件は 7巻から成り以下の項目を対象としている：政府・法制・規制枠組み6、

リーダーシップと管理7、被曝管理と放射線源の安全性8、設備と活動の安全評価9、放射性

廃棄物の管理10、活動の廃止措置と終了11、緊急事態への備えと応急処置12。個別の安全要

                             
2 Data Collection and Record Keeping for the Management of Nuclear Power Plant Ageing. IAEA Safety 

Series No. 50-P-3. 1991 
3 Methodology for Ageing Management of Nuclear Power Plant Components Important to Safety. IAEA 

Technical Report Series No. 338. 1992 
4 Implementation and Review of Nuclear Power Plant Ageing Management Programme. IAEA Safety Report 

Series No. 15. 1999 
5 Fundamental Safety Principles. IAEA Series No. SF-1. 2006 
6 Governmental, Legal and Regulatory Framework for Safety General Safety Requirements Part 1. IAEA 

General Safety Requirements: Series No. GSR-Part 1. 2010 
7 The Management System for Facilities and Activities Safety Requirements. IAEA General Safety 

Requirements: Series No. GS-R-3. 2006 
8 Radiation Protection and Safety of Radiation Sources: International Basic Safety Standards – 

Interim Edition General Safety Requirements Part 3. IAEA General Safety Requirements :Series No. 

GSR- Part 3 (Interim). 2011 
9 Safety Assessment for Facilities and Activities General Safety Requirements Part 4. IAEA General 

Safety Requirements: Series No. GSR-Part 4. 2009 
10 Predisposal Management of Radioactive Waste General Safety Requirements Part 5. IAEA General 

Safety Requirements :Series No. GSR- Part 5. 2009 
11 Decommissioning of Facilities Using Radioactive Material Safety Requirements. IAEA General 

Safety Requirements: Series No. WS-R-5.2006 
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件は申請に関する 6 つの要素に分類して公表されている：サイト評価13、原子力発電所の

設計と構築14およびそれらの試運転と運用15、研究炉の安全性16、核燃料サイクル設備の安

全性17、放射性廃棄物の処分18、放射性物質の輸送19。これらのドキュメントはいくつかの

言語で出版されている。 

IAEA安全ガイドは安全要件の準拠方法について助言と指針を提供する第3レベルのドキ

ュメントである。「するものとする(shall)」という表現は推奨される手段を取る、あるい

は同等の代替規則に従うことが必要であることを意味する。「するべきである(should)」と

いう表現は望ましい推薦の選択肢であることを意味する。安全ガイドは国際合意がある領

域を示す。安全ガイドは包括的なプロセスを経て IAEA 安全基準委員会によって支持される。

IAEA 事務局は最初に作業を概説・計画し、その後それは安全基準委員会によって調査され

る。コンサルタントと共に事務局は新しい安全基準あるいは既存の基準の修正を起草する。

この原案は委員会と締約国によって調査される。その際の評価は必要に応じて事務局とコ

ンサルタントがコメントを添えて繰り返し見直すプロセスを経る。この作業が完成したと

き委員会は最終草案の認可を受けるために提出する。経年劣化管理に関する要素で安全ガ

イドを取り扱った一例として次の項目がある：原子力発電所の経年劣化管理20、原子力発

電所におけるメンテナンス、監視、稼動中の検査21。また、原子力発電所の水化学計画を

カバーする個別の安全ガイド（Specific Safety Guides）22と呼ばれる一連の出版物もあ

る。 

ドキュメントの次のレベルは安全に関する報告（Safety Reports Series）であり、それ

は実例を提供し安全基準の支援に利用できる詳細な方法を掲載している。これらのドキュ

メントは、締約国を代表する様々な専門家（規制当局、ライセンシー、研究者)によって執

筆されている。事務局はほとんどの場合これらの取り組みを組織として支援している。こ

のシリーズに含まれるタイトルの一例として次のものがある：原子力発電所の経年劣化管

理プログラムの導入と検証（Implementation and review of a nuclear power plant ageing 

                                                                                  
12 Preparedness and Response for a Nuclear or Radiological Emergency Safety Requirements. IAEA 

General Safety Requirements: Series No. GS-R-2. 2002 
13 Site Evaluation for Nuclear Installations. IAEA Specific Safety Requirements: Series No. NS-R-3. 

2003 
14 Safety of Nuclear Power Plants – Design and Construction. IAEA Specific Safety Requirements: 

Series No. SSR-2/1. 2012 
15 Safety of Nuclear Power Plants –Commissioning and Operation. IAEA Specific Safety Requirements: 

Series No.SSR-2/2. 2011 
16 Safety of Research Reactors. IAEA Specific Safety Requirements: Series No.NS-R-4. 2005 
17 Safety of nuclear fuel cycle facilities IAEA Specific Safety Requirements: Series No.NS-R-5. 

2008 
18 Disposal of radioactive waste. IAEA Specific Safety Requirements: Series No. SSR-5. 2011 
19 Regulations for the Safe transport of radioactive material. IAEA Specific Safety Requirements: 

Series No.SSR-6. 2012 
20 Ageing Management for Nuclear Power Plants. IAEA Safety Guide Series No.NS-G-2.12. 2009 
21 Maintenance, Surveillance and In-service Inspection in Nuclear Power Plants. .IAEA Safety Guide 

Series No.NS-G-2.6. 2002 
22 Chemistry Programme for Water Cooled Nuclear Power Plants. IAEA Specific Safety Guide Series 

No. SSG-13. 2011 
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management programme）23、原子力発電所の安全な長期運用（Safe long term operation of 

nuclear power plants）24、原子力発電所のためのプロアクティブ経年劣化管理（Proactive 

management of ageing for nuclear power plants）25。その他の種類の分野別安全性を取

り扱った出版物として、IAEA 事務局による組織的な支援を受けて締約国の専門家が準備し

た技術報告書もある。この種の技術報告書として次のものが含まれる：軽水炉の長期運用

のためのプラント寿命管理26。TECDOCS は、締約国の専門家が執筆した各論題について最新

の報告を提供し、情報の更新と共に報告書も更新している。このシリーズでは、IAEA が調

整した研究プロジェクトの結果も公表される。その一例は次のとおりである：原子炉圧力

容器健全性評価に監視プログラム結果を適用する方法（Application of surveillance 

programme results to reactor pressure vessel integrity assessment）27、安全性に重

要な原子力発電所の主要部品の経年劣化評価と管理：PWR 圧力容器（Assessment and 

management of ageing of major nuclear power plant components important to safety: 

PWR pressure vessels）28、PWR の主要な配管（PWR primary piping）29、BWR 格納容器シ

ステムの金属部品（Metal components of BWR containment systems）30、格納容器内の計

測とコントロールケーブル（In-containment instrumentation and control cables）31、

原子力産業における労働力の高齢化：次世代への知識の伝承（The nuclear power 

industry’s ageing workforce: Transfer of knowledge to the next generation）32、

原子力発電所における運転中検査の改良（Improvement of in-service inspection in 

nuclear power plants）33。その他の安全性に関連する報告書は、IAEA 核エネルギー・シ

リーズで公表される。その一例は次のとおりである：原子力発電所の原子炉圧力容器の完

全性：原子炉圧力容器鉄鋼での照射脆化影響評価（Integrity of reactor pressure vessels 

in nuclear power plants: Assessment of irradiation embrittlement effects in reactor 

                             
23 Implementation and Review of a Nuclear Power Plant Ageing Management Programme. IAEA Safety 

Reports Series No. 15. 1999 
24 Safe Long Term Operation of Nuclear Power Plants. IAEA Safety Reports Series No. 57. 2008 
25 Proactive Management of Ageing for Nuclear Power Plants. IAEA Safety Reports Series No. 62. 2009 
26 Plant Life Management for Long Term Operation of Light Water Reactors. IAEA Technical Reports 

Series No. 448.2006 
27 Application of Surveillance Programme Results to Reactor Pressure Vessel Integrity Assessment. 

IAEA Series No. TECDOC-1436. 2005 
28 Assessment and Management of Ageing of Major Nuclear Power Plant Components Important to Safety: 

PWR Pressure Vessels, Up date. IAEA Series No. TECDOC 1556. 2007 
29 Assessment and Management of Ageing of Major Nuclear Power Plant Components Important to Safety: 

PWR primary piping, Up date. IAEA Series No. TECDOC 1361, 2007 
30 Assessment and Management of Ageing of Major Nuclear Power Plant Components Important to Safety: 

Metal components of BWR containment systems. IAEA Series No. TECDOC 1181. 2000 
31 Assessment and Management of Ageing of Major Nuclear Power Plant Components Important to Safety: 

In-containment instrumentation and control cables. IAEA Series No. TECDOC 1188. 2000 
32 The Nuclear Power Industry’s Ageing Workforce: Transfer of Knowledge to the Next Generation. 

IAEA Series No. TECDOC 1399. 2004 
33 Improvement of In-Service Inspection in Nuclear Power Plants. IAEA Series No. TECDOC 1400. 2004 
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pressure vessel steels）34、原子力発電所の配管システムに関する運転中のリスクイン

フォームド評価技術：プロセス、ステータス、問題と開発（Risk-informed in-service 

inspection of piping systems of nuclear power plants: Process, status, issues and 

development）35、軽水炉における応力腐食割れ：成功例と教訓（Stress corrosion cracking 

in light water reactors: good practices and lessons learned）36。 

 

d) 経年劣化管理プロセス 

経年劣化管理プログラムを効果的にするために、それは固定的なものではなく新しい情

報や経験を考慮して定期的に更新することが重要である。「理解(Understand)―計画

(Plan)―実行(Do)―評価(Check)―改善(Act)」という概念はどのように仕事を進めるかを

的確に表現している。IAEA 経年劣化管理安全ガイドは経年劣化管理に適用されたこの概念

を示す。 

プロセスの第 1ステップは構造、システム、構成部品の劣化についての理解でそれは効

果的な経年劣化管理の鍵となる。異なる構成部品やシステムのストレッサーや運転条件と

同様に特定の材料とその特性を知ることは重要である。劣化や部品の不具合の結果だけで

なくどの劣化メカニズムが期待される、どこで劣化が始まり進行するかを理解することは

重要である。また劣化モニタリングを支援するために条件指標を識別することも重要であ

る。 

2 番目のステップは想定した劣化を最小限にするために必要な活動を調整する経年劣化

管理プログラムの立案である。このステップで重要な要素は文書化と安全規準に関する規

定の要件を特定することである。プログラムを構成するすべての活動は文書化され調整プ

ロセスも記述されるべきである。経年劣化管理プログラムは現在の理解に基づいて最適化

され査読を受けるべきである。 

                             
34 Integrity of Reactor Pressure Vessels in Nuclear Power Plants: Assessment of Irradiation 

Embrittlement Effects in Reactor Pressure Vessel Steels. IAEA Nuclear Energy Series No. NP-T-3.11. 

2009 
35 Risk-Informed In-Service Inspection of Piping Systems of Nuclear Power Plants: Process, Status, 

Issues and Development. IAEA Nuclear Energy Series No.NP-T-3.1. 2010 
36 Stress Corrosion Cracking in Light Water Reactors: Good Practices and Lessons Learned. IAEA 

Nuclear Energy Series No. NP-T-3.13. 2011 
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経年劣化管理に適用されたプロセス 

 

劣化をコントロールする重要因子はプラントが手順や技術的仕様に従って正確な化学・

環境パラメーターとコントロールに基づいて規定された通りに運用されることである。運

用歴は短期の報告も含めて、十分に証拠書類化されるべきである。これは経年劣化管理プ

ロセスの 3番目のプロセスとなる。 

4 番目のステップは経年劣化の影響を検出・評価するためにプログラムされる構造、シ

ステム、構成部品の状態の検査、モニタリング、評価である。このステップは構成部品の

テスト・測定、稼動中の検査、監視、漏水/漏電検知を含む。また、それは稼働する際の機

能、能力、適性評価を含み、特にこれらすべての活動の記録をとることが含まれている。 

経年劣化管理プロセスの最後のステップは構造、システム、構成部品のメンテナンスで

ある。劣化があまりにも広範囲になる前に対策を実行するために予防メンテナンスなどい

くつかの種類のメンテナンスがある。それが可能でない場合、事後保全が行なわれなけれ

ばならない。部品は使用中だけでなく保管されているときにも劣化するのでスペア部品の

交換も重要な要素である。これらを最適化するためにメンテナンス歴は記録されるべきで

ある。 
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e) 経年劣化管理プログラム 

全ての国は程度の差はあるが、IAEA 原子力発電所の経年劣化管理の安全ガイド[20]にお

いて IAEA により発表された推奨事項に基づいて自国の経年劣化管理プログラムを行って

いる。このドキュメントの経年劣化管理プログラムに基づくことで問題への長期アプロー

チを確保し、プラントの運用年数の全体にわたって安全域を維持する技術的根拠を得るこ

とができる。プログラムは、構造、システム、構成部品の物理的な劣化に関するすべての

要素を扱うべきである。計測・コントロールの技術的な劣化もあれば知識が改善されると

き規約や基準が近代化されプラントの安全分析レポートも更新されるので要件も劣化する。

また、世代交代・文化的変化をはじめ人員や組織の劣化もある。経年劣化管理プログラム

は深層的防御に重要なプラントの防壁のすべての構造、システム、構成部品を対象とすべ

きである。 

経年劣化問題に対処する最善の方法は経年劣化管理に関する既存の活動がプラントの全

体管理の一部として普段から実践され調整される系統的なプログラムを通して行うことで

ある。したがって、経年劣化管理プログラムは関連プログラムと活動の文書化および運用

経験と研究結果を組込むことにより継続的な改善を可能にする系統的な方法でこれらの異

なるプログラムがどのように調整されるかを明記することである。そのようなプログラム

にはメンテナンス、化学、環境条件、周期的試験、監視試験が含まれる。報告書類には頻

度と対象範囲の他にどのコントロール、検査、モニタリングが必要かを含めるべきである。

また、その報告文書はプラントの基礎となる安全解析の一部及び品質保証システムに含ま

れるべきである。許容レベルで劣化を維持するために想定しうる劣化メカニズムを理解す

ることが必要である。すなわち劣化を最小限にすることを目指す適切な運用条件：遅れず

に劣化を検出するために使用するコントロール、検査、モニタリング技術：劣化が検出さ

れた場合に十分な安全域が残されているかを決定する評価基準：部品の管理、修理、交換

方法を理解する必要がある。系統的な方法で対応するために関連規則、法規、基準、運用

歴、メンテナンス歴、検査プログラムの結果、総括的な運用経験と研究結果をはじめ根本

的な設計原理を理解することが必要である。したがって、劣化した構造、システム、構成

部品の根本的な原因解析を含めて経験から学ぶ効果的なシステムが重要となる。 

IAEA によると効果的な経年劣化管理プログラムを構築するために他のすでに存在して

いるプログラムや活動を調整し歩調を合わせるべきである。これらのプログラムの責任は

組織内のいくつかの部署に分散されているので経年変化管理プログラムの目標が達成され

ることと、安全性が脅かされる前に劣化が検出され適時に管理されることを確保する調整

が必要である。したがって、プログラムから得た情報と経験が考慮され他の関連プログラ

ムに組み入れられることは重要である。また、包括的にするために経年劣化管理プログラ

ムは世代交代も含めるできである。 
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IAEA Safety Guide NS-G-2.12 「原子力発電所の経年劣化管理（Ageing Management for 

Nuclear Power Plants）」の Table-2 に基づく効果的な経年劣化管理プログラムの 9つの

標準的管理項目を以下に示す。 

 経年劣化管理プログラムの対象範囲(Scope of the ageing management programme) 

 制限と経年劣化を最小化する予防保全(Preventative actions to minimize control 

and ageing degradation) 

 経年劣化影響の検査(Detection of ageing effects) 

 経年劣化影響の傾向監視(Monitoring and trending of ageing effects) 

 経年劣化影響の緩和(Mitigation of ageing effects) 

 判定基準(Acceptance criteria) 

 是正措置(Corrective actions) 

 運転経験&研究成果の反映（Operating experience feedback and feedback of 

research and development） 

 品質管理(Quality management) 

バランスのよい経年劣化管理プログラムを導入すると適時に必要な対策が講じられるの

で事態に驚くこともあまりなく未計画の費用が高い生産ロスを回避するといった経済的利

点を得ることができる。諸外国の経験はしばしば事前警告として役立つので経験、背景知

識の開発、関連分野の理解を国際的な場に参加して交換することは重要である。 

経年劣化管理プログラムに関する規則の要求はプラントのライセンスに関するものもあ

る。許可する状況は国によって異なり国の全体的な法制度とも関わる。ライセンスの更新

に先立って経年劣化管理プログラムを設置しなければならない国もあれば、ライセンスと

は直接関係しないが定期安全審査のプロセスに組み込まれている国もある。共通規則とし

て供用中検査技術を資格制にすることや検査プログラムを策定するためにリスクインフォ

ームド評価技術を用いる条件などがある。多くの国々が対処すべき 1つの領域は、当初 40

年間の運用が想定されていたので原子炉圧力容器鋼の監視プログラムの策定である。材料

特性やテスト済み試験片の再生など先進的手法を用いることも必要だが、テスト済み試験

片がすでに不要物として廃棄されてしまっている場合もある。 

 

f) 経年変化管理に関する規制の国際比較 

政府と法的な枠組みの目的は国内での施設や活動を効果的に規則で取り締まることであ

る。国の法規は憲法や法制度に従って形成されなければならない。言い換えれば、規制当

局は異なる法的枠組みを持ちその中で操作する。すべての締約国は IAEA の安全指針に従わ

なければならないので、経年劣化管理プログラムの規則は多くの国に共通の特徴があるか

もしれない。しかし、それらは細部だけでなく適用に関して異なるかもしれない。経年劣

化管理に関する米国の厳格なアプローチは米国 NRC によって課せられているが、スウェー

デンではそうではない等、米国とスウェーデンの比較がその一例である。そこで、規制当

局はどのように規則に準拠すべきかを具体的に明言してはいけないが、SSM による評価で
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十分な安全性の維持が立証される限り代替案を許可しなければならない。この 2 か国では

認可を出す条件が大きく異なる。米国ではライセンスは 40 年間の固定した持続期間があり、

更新にさらに20年間そして2回目の延長は最初の更新期間の間に申請されることになって

いる。スウェーデンでは一旦政府が原子力発電所にライセンスを与えたならば、ライセン

シーが法と規則に従い SMM がプラントの運転が安全であると評価する限りそのライセンス

に時間制限はない。もちろん、両国ともライセンシーによる継続的な運転は厳格な評価と

監督に従ってなされる。 

ライセンスを供与する観点からプラントの設計耐用年数を超えてもなお原子力発電ユニ

ットの運転認可を得るために利用可能な概念的アプローチが 3つある。それらは SSC 高経

年化を上手くコントロールすることと高経年化の認識に基づく。1 つは免許更新申請

（LRA：license renewal application）の概念で、2つ目は定期安全審査（PSR：periodic 

safety review）、そして 3 つ目はその複合的アプローチである。米国は最初の概念を採用

しているがほとんどのヨーロッパ諸国と日本はライセスと当初の設計耐用年数を超えて運

用あるいは長期運用（LTO）を続ける認可を得るために PSR を採用している。いくつかの国

（例えばスペイン、ハンガリー、韓国）では、これらの異なる 2つの概念とその関連する

規制アプローチは自国の要件をより良く満たすために両方のアプローチを組み合わせてい

る。 

 

(i) 米国  

経年劣化管理プログラムは米国における免許更新で重要な部分である。現在の免許が満

期になる前に 20 年間のライセンス更新申請は提出されなければならない。米国 NRC は規則

10CFR5437]に従って安全評価を行なう。現行のライセンスプロセスが未消化のライセンス

期間に安全操業を確保できるのに十分である、ということと同じ規則が経年劣化管理プロ

グラムを追加することで延長期間にも適用できる、という原則に基づいている。時間制約

を受ける経年劣化分析手順に記載されているように受動的部品(passive components)の劣

化影響は特に重要視されている。また、ライセンシーが劣化現象とライセンス期間全体に

亘り現象をコントロールする知識を有していることを確保することに一層の重点が置かれ

ている。能動的部品(Active components)は免許更新手続きに含まれていないメンテナン

ス・プログラムの一部として規制される。 

評価プロセスの一部として米国 NRC は 2 つの検査を行なう。1 つは 2 週間に亘り地域担

当スタッフが実施する現地立ち入り検査（Regional Site Inspection）で、運転経験、管

理方法（経年変化管理プログラムが経年変化共通教訓書（GALL）38レポートに準拠してい

るか）の確認、検査結果の書類作成を含む。また、検査官は保守実務を見るためにプラン

ト内の現場検査を行なう。40 年の運転認可期限が近くなると NRC 本部と地域スタッフが合

                             
37 10CFR Part 54—Requirements for Renewal of Operating Licenses For Nuclear Power Plants. USA 
38 Generic Aging Lessons Learned (GALL) Report, NUREG-1801, Rev. 2, USNRC, December 2010. GALL 

Report NUREG-1801, Rev 2 Generic Aging Lessons Learned 
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同で 2回目の検査を実施する。この検査期間に NRC は安全評価で規定されているすべての

項目が実施されていること及び新規に設置された構成部品やシステムが経年劣化管理プロ

グラムに含まれていることを確認する。 

米国 NRC はどのように更新認可申請の安全評価を実施するかの指示を与える標準審査計

画書 NUREG-1800 39を提出している。申請の際に対応すべき異なる「時間制約を受ける経年

劣化分析(TLAA：Time Limited Ageing Analysis)」の要素が定義される。その要素は当初

の設計である一定期間（通常 40 年）に分析を実施した要素でライセンスのために提出しな

ければならない、あるいは 60 年間プラントを安全に運転することができることを実証しな

ければならない要素である。規則 10CFR54 に従い、プラントの FSAR40は更新許可を得るた

めに経年変化管理活動及びそれらの対応する TLAA を要約してアップデートされなければ

ならない。 

NUREG-1800 で特定されたライセンス更新申請でライセンシーが取り組まなければなら

ない TLAA には以下の項目が含まれる：  

 破壊靱性が十分に高いこと、加圧熱衝撃の基準を考慮に入れて遷移温度が十分に低

くいこと、を実証する原子炉圧力容器の中性子脆化の分析。また、ライセンシーは

運転中の原子炉圧力容器の温度と圧力の許可された動作限を定義する温度圧力曲

線を提出しなければならない。 

 特に配管部品の 60 年間の疲労解析。環境要因を考慮に入れ、累積疲労損傷係数

(CUF：cumulative usage factor )が 1 未満であることを実証する。 

 60 年間及び冷却材喪失事故（LOCA）41の場合に操作可能であることを実証する安全

分類電気設備の環境適合性 

 格納容器のプレストレスト張材が緩みすぎていないことを実証しなければならな

い。 

 格納容器の内壁、特に貫通部（熱障壁と bellows）の疲労解析 

 

(ii) スウェーデン 

1997 年までスウェーデンは当初のプラント設計寿命に達するかなり前に原子力を段階

的になくすことを計画した。法規が変わり前述のように運転ライセンスに時間制約がなく

なった。それにより 1997 年までスウェーデンは経年劣化管理の必要がなかった。新しい法

則の結果、SKI42（SSM43の前身）は 2000 年代初期に 2 セットの規則を導入した。１つは遅

                             
39 Standard Review Plan for Review of License Renewal Applications for Nuclear Power Plants, 

NUREG-1800, Rev. 2, USNRC, December 2010. Standard Review Plan NUREG-1800, Rev 2 
40 FSAR = Final Safety Analysis Report 
41 LOCA = Loss Of Coolant Accident 
42 SKI = Swedish Nuclear Power Inspectorate 
43 SSM = Swedish Radiation Safety Authority 
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くとも 2005 年までに経年劣化管理プログラムを確立する要件を含み44、もう１つは新規プ

ラントと同様に安全であることを保証するためにライセンシーにプラントを近代化するよ

うに義務付けている45。スウェーデンは定期安全審査に基づいたアプローチを使用するだ

けでなく、経年劣化管理プログラム全体をあるいはその他の要素の全体または一部をカバ

ーする定期検査を行なう。 

最近、SSM は寿命延長と実施されてきた改善に関するライセンシーの意図に照らして新

しい知識や状況変化により経年劣化管理を見込んだ追加規格が必要になったかどうかを評

価するために劣化する機械的な部品を再び検査した46。金属疲労、照射脆化、格納容器の

プレストレスト張材という 3つの要素はすべてのプラントで識別された。そのうちの 1つ

は原子炉圧力容器内壁のクラッドの裏に発生する微小なひび割れの存在に対処しなければ

ならない。ライセンシーに必要な解析と書類を次の定期安全審査の一部として提出するべ

きである。 

疲労解析は環境要因と過渡現象を考慮に入れてプラントの意図した運用年数のための累

積疲労損傷係数（CUF）が 1未満であることを実証しなければならない。プラントが稼働し

始めてからのすべての過渡現象を考慮に入れ、正しいスペクトルが使用されていることと

設計基準を超えていないことを確認するために新しい予測がなされる。すべての要素は解

析されなければならない。また、それは累積疲労損傷係数が 1未満でなければならない。

もしそうでない場合、活発なき裂が想定される部分について詳しい解析が必要となる。計

算とモニタリングを組み合わせることは可能である。 

照射脆化がプラントの意図した運用年数の間に問題にならないことを実証するために解

析を行なわなければならない。解析には運転中の原子炉圧力容器の温度と圧力の許可され

た動作限を定義する温度圧力曲線を含めなければならない。この分析はどの部分が運転に

とって最も制限があるかを確認するためにノズル部分を含めるべきであり、またどんな推

定でも実施すべきである。原子炉圧力容器材料の破壊靱性は運転期間が完了するときまで

を対象に計算されなければならない。表面の破損と内部のき裂の最大許容き裂サイズはス

ウェーデンで採用されている R6-method47を用いてき裂を想定して計算されなければなら

ない。負荷テストのシナリオは加圧熱衝撃を含め他のパラメーターはそれらの寿命末期の

値を示す。き裂サイズの計算に使用された想定き裂を使用してコア領域の破裂から最も漏

出頻度を決定するために計算をしなければならない。 

格納容器の張材の残留プレストレスは測定されるべきであり、その値から寿命末期を推

                             
44 The Swedish Radiation Safety Authority regulations SSMFS 2008:1 concerning safety in nuclear 

facilities. SSMFS 2008:01 
45 The Swedish Radiation Safety Authority’s Regulations concerning the Design and  Construction 

of Nuclear Power Reactors SSMFS 2008:17 
46 Ageing related time dependent analyses for long term operation in association with submission 

for the periodic safety review. Swedish Radiation Safety Authority. Doc. no. SSM2012-1302. 

2012-04-04. (In Swedish) 
47 A Combined Deterministic and Probabilistic Procedure for Safety Assessment of Components with 

Cracks – Handbook, SSM Research Report 2008:01, SSM, February 2009. 
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定するべきである。コンクリートの温度と劣化が増加したことが十分に考慮されたことを

実証するために結果を利用すべきである。 

スウェーデンの原子炉圧力容器のうちの 1つが製造されているときに圧力容器内壁のク

ラッドの裏に微小なひび割れが形成された。運転を延長するために新しい要件が規定され

た。所定の検査手順に従ってそのき裂は測定される。寿命末期までの最大許容き裂サイズ

を超えていないことを確認するために上記の内部き裂を対象に疲労解析と同等の解析を実

施しなければならない。照射脆化とき裂成長の可能性を考慮しなければならない。 

 

(iii) フィンランド 

フィンランドはプラントにライセンスを与える基礎として定期安全報告書(PSR)を使用

する。フィンランドのモデルは定期安全審査48に関連するIAEAの推薦に忠実に従っている。

フィンランドの監督機関 STUK49は定期安全報告書(PSR)のプロセス50に関する追加規則を出

している。原則としてフィンランドのプラントはライセンス期間が残っていても 10 年ごと

に定期安全報告書(PSR)を提出する。経年劣化管理は定期安全報告書(PSR)プロセスの中心

的な部分である。 

PSR の安全評価の中で監督機関 STUK は劣化する要素、職員とその能力を含めてプラント

の組織的問題と同様に決定論的、確率論的安全解析を重視する。YVL 1.1 に従って各プラ

ントは PSR プロセスの一部として評価される経年劣化管理プログラムを持っていなければ

ならない。さらにライセンシーは STUK に提出する年次報告書の中で建物や他の構造だけで

なく、I&C、機械的なコンポーネント、設備のための経年劣化管理プログラムに起因する重

要な結果を報告しなければならない。経年劣化について特に金属疲労と照射脆化は重要視

されている。 

圧力を受ける部品の構造健全性に関する STUK の規則は疲労解析51に注意を向けている。

NUREG/C-671752で述べられるように環境要因を考慮に入れて累積疲労損傷係数が 1 未満で

あることを実証するために疲労解析はプラントのライセンス期間全体を通して実施されな

ければならない。もし累積疲労損傷係数が 1以上ならき裂を想定し残りの寿命期間にそれ

がどれだけ成長するかを計算する ASME XI53に従って疲労力学を用いて分析を実行する。 

STUK は構造健全性に関する規則の中に照射脆化に関する見解を示している。PSR の安全

評価の中で STUK はプラントがその規則を満たしているかどうかを判断するために原子炉

圧力容器を含むプライマリー・サーキット全体を評価する。評価項目には下記が含まれる。 

                             
48 Periodic Safety Review of Nuclear Power Plants, Safety Guide No. NS-G-2.10, IAEA, 2003 
49 STUK = Radiation and Nuclear Safety Authority 
50 Safety fundamentals in radiation practices, STUK, 23 May 2013. YVL 1.1 
51 Ensuring the Strength of Nuclear Power Plant Pressure Devices, STUK YVL-Guide 3.5, STUK, April 

2002. YVL 3.5 
52 Environmental Effects on Fatigue Crack Initiation in Piping and Pressure Vessel Steels, ANL, 

NUREG/CR-6717, USNRC, May 2001. NUREG/C-6717 
53 ASME Boiler and Pressure Vessel Code Section XI — Rules for Inservice Inspection of Nuclear Power 

Plant Components 
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 フェライト鋼中のクラス 1コンポーネント製造で最も高い負荷にさらされた部分

の脆性破壊リスクを考慮に入れる破壊力学解析。原子炉圧力容器の中核領域、大き

なノズルとフランジに重点が置かれる。 

 これらの部品の破壊靱性に関する中性子照射の影響は Master Curve 法54を使用し

て決定される。 

 許容動作限界を定義する温度圧力曲線は、破壊力学解析を使用して計算されプラン

トの技術仕様書に含められる。 

 予期された応力拡大係数についてモラル安全因子が破壊靱性に使用される場合、所

定の検査手順を使用して確実に検出することができるサイズの想定き裂が許容可

能なことを実証しなければならない。 

 決定論的解析に加えて脆性破壊の可能性が小さいこと及びそのようなイベントが

PSA55分析での炉心損傷頻度に大きな影響をもたらさないことを実証するために確

率論的解析を実施しなければならない。 

 

(iv) フランス 

一方、フランスでは経年劣化管理プログラムは 10 年ごとの保守停止の 3 回目、即ち 30

年目の保守停止前に実施することが要求されている。それは定期安全審査の一部として評

価される。 

 

g) 国際的な側面 

(i) IAEA 

国際版経年劣化共通教訓書（GALL） 

International GALL（IGALL）は締約国が米国 NRC GALL（経年変化共通教訓書）の国際

的な一般的なバージョンを確立するプロジェクトである。 

IGALL を開発する作業は 2010〜2013 年56の期間で 3 つのワーキンググループで実施され

ている。ワーキンググループは機械的な要素、電気的要素、I&C 要素、土木構造物と構成

部品を対象とした。IGALL は PWR、BWR、WWER および CANDU プラント向けの経年劣化管理評

価（AMR）、経年劣化管理プログラム（AMP）、時間制約を受ける経年劣化解析（TLAA）例を

詳細なスプレッドシートの形でウェブ・ベースのツールとして関係諸国に公開している。

スプレッドシートは5年ごとに更新される予定である。前回のIGALLプログラムの会議で、

CRP のための新しい IAEA イニシアチブが「Evaluation of structure’s and component’s 

material properties utilizing actual aged materials removed from decommissioned 

reactors for safe LTO（安全な LTO のために廃炉となった原子炉の実際に劣化した材料を

                             
54 Sattari-Far, I. and Wallin, K., Application of Master Curve Methodology for Structural Integrity 

Assessments of Nuclear Components, SKI Report 2005:55, SKI, October 2005. Master Curve 
55 PSA = Probabilistic Safety Assessment 
56 IAEA International GALL. SRS DD 1085. To be published 
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使った構造・構成部材の材料特性）」と題されて発表された。それは当初、2014～2017 年

に実施予定だったが延長もあり得る。予算は 400,000 ユーロ（IAEA の支援なし）である。

コンクリートの低サイクル疲労、中性子照射脆化、照射誘起応力腐食割れ、熱劣化など様々

な劣化モードが議論されると予想される。 

 

 

IAEA 国際版経年変化共通教訓書の概要 

 

その他の活動 

IAEA は貢献する締約国にアクセス可能な原子炉圧力容器鋼監視データのデータバンク

を設立した。それは非常に包括的なデータ収集で特にロシアで設計された原子炉のデータ

が充実している。 

締約国に助言と支援を提供するためのミッションとピア・レビューに加えて IAEA は例え

ば新しく更新された TEDOCS を発行するなど解説文書を必要に応じて更新することができ

る。 

 

(ii) OECD NEA 

NEA は長期運用の評価と管理に関する劣化メカニズム、データ・ベース構築、技術報告

書、位置とガイダンスについて情報を収集し経験をシェア経験するために最近の十年間に
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様々な活動を始めた。例えば彼らは規制に関する側面57、技術的側面58、人員と組織のパフ

ォーマンス59に関する報告書、経年劣化用語集60も出版している。 

経年劣化に関するいくつかのプロジェクトも編成されている。現在のプロジェクト、

Component Operational Experience, Degradation & Ageing Programme (CODAP)は2002～

2011年の"OECD/NEA Pipe Failure Data Exchange Project" (OPDE)と、2006～2010年のStress 

Corrosion Crackingワーキンググループの“OECD/NEA SCC and Cable Ageing project” 

(SCAP)の継続である。OPDEは2002年5月に正式に開始され、3期目の終了時（2011年5月）に

OPDEプロジェクトは公式に終了しCODAPに引き継がれた。OPDEプロジェクトを概説する2つ

の報告書61,62があり、その他に多くの出版物がプロジェクトの異なる側面を紹介し、その多

くは上記の2つの報告書に掲載されている。SCAPは日本から自発的拠出金によって可能にな

ったプロジェクトで、2006年6月に開始し2010年5月に東京で開催された国際ワークショッ

プで正式に終了となった。そのプロジェクトの最終報告書も発表されている63。この2つの

プロジェクトの組織には多くの共通メンバーが在籍し、同一人物が代表を務めることもし

ばしばあった。2011年5月に、13か国 (カナダ、台湾、チェコ共和国、フィンランド、フラ

ンス、ドイツ、韓国、日本、スロバキア共和国、スペイン、スウェーデン、スイス、アメ

リカ) がCODAP第一期協定に署名した。 

 

(iii) 原子炉経年劣化管理のための国際フォーラム- IFRAM：International Forum for 

Reactor Aging Management 

IFRAM は原子力発電所の長期運用を促進するために協働する実質上の組織である。それ

は、PMDA の取り組みに続く米国 NRC によって開始された概念に基づく。組織の目標は次の

通りである： 

 共通目的を達成するための協力 

 情報とデータの共有 

 共同研究開発プロジェクトの推進 

 最良実務を追求し採用を促進する 

                             
57 Regulatory Aspects of Ageing Reactors. 1998 CNRA Special Issue Meeting. OECD Nuclear Energy 

Agency, Committee on Nuclear Regulatory Activities. NEA/CNRA/R(99)1. March 1999. 
58 Technical aspects of Ageing for long-term operation NEA/CSNI/R (2002) 26 
59 Better Nuclear Plant Maintenance: Improving Human and Organisational Performance CSNI Technical 

Opinion Papers No. 11. NEA/CSNI/R (2006) 8. 
60 Glossary of Nuclear Power Plant Ageing. NEA 1999. 
61 OECD/NEA Pipe Failure Data Exchange (OPDE) Project - 2002-2008 Status Report, NEA/CSNI/R(2009)19, 

November 2009 
62 OECD-NEA Piping Failure Data Exchange Project (OECD-NEA OPDE) Final Report, NEA/CSNI/R(2012)16, 

26 November 2012. 
63 Technical Basis for Commendable Practices on Ageing Management, Final Report SCC and Cable Ageing 

Project (SCAP), NEA/CSNI/R(2010)15, April 2011 
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グループの最初の主要活動は経年劣化管理のハンドブックの作成である。これは IAEA

と共同で準備されており 2014 年に完成する予定である。内容は次の項目で構成されてい

る： 

1. 序文 

2. 稼働中の NPP における予防的経年劣化管理 

3. 劣化メカニズム 

4. 構造、システム、構成部品 

5. 経年劣化管理のための評価 

6. 規制枠組み 

7. 組織構造 

8. 先進技術と研究開発 

9. 要約 
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(4) 結言 

1) 平成 25 年度の成果 

(a) 潜在事象抽出手法の有効性を提示した。 

 ・体系的 elicitation による議論と PIRT 評価の組合せによる抽出 

 ・インタビューに基づく専門家間の意見相違に着目した分析による潜在性の判断 

(b) 潜在事象に対する PIRT 再スコア結果の分析と潜在事象の発現可能性を評価した。5つ

の潜在事象が相対的に発現可能性の高い潜在事象として評価された。 

(c) 潜在事象に対する管理レベルの内容調査を行った。 

(d) 抽出された潜在事象に対し、日本原子力学会 PLM 標準を軸に分類した。現時点で PLM

標準にすぐに反映させなければならない劣化事象はないと結論された。 

(e) 将来的な規制・基準への反映のための高経年化技術戦略マップへの抽出された潜在事

象の反映を検討した。（IAEA 国際共同研究等への提案） 

 

2) 最終成果達成までの課題（平成 26 年―平成 27 年） 

潜在的事象をあらかじめ抽出する有効な方法論の確立と抽出された潜在的事象の高経年

化技術評価への影響程度を提示していくには引続き以下が課題である。 

 

(a) プロアクティブ潜在事象（未知事象）の抽出手法に関する継続的検討及び議論の場の

体制・枠組みの検討 

・プロアクティブ専門家会議の開催 

・IFRAM 国際会議の開催 

(b) 抽出されたプロアクティブ潜在事象（未知事象）の将来的な規制・基準への反映のた

めの高経年化技術戦略マップへの反映検討 

 

 



3-1 

3. 経年劣化事象に係る安全基盤研究の実施 

3.1 炉内構造物の経年劣化評価手法の高度化 

(1)研究目的 

原子炉システム全体の安全性を考える場合、図 3.1-1 に示すように、炉内構造物は炉心

支持機能と炉心冷却機能を有しており、この機能を維持するには通常運転時のみならず異

常時においても構造物が変形や破壊を起こさないことが必須の条件となる。炉内構造物は

燃料に最も近接する機器であり、図 3.1-2 に示すように、中性子照射による材料性質の変

化の適切な予測、それに基づく変形や破壊の評価手法を確立しておくことが第一に重要で

ある。一方、中性子照射材の試験によりデータを採取したり評価法を確認したりすること

は長い期間と多くの資金が必要であり、限られた資源に基づく事業では照射材を多用した

試験や評価は困難である。このような点を考慮して、本研究では、中性子照射を受ける炉

心・炉内構造物の安全機能評価に適用できる合理的な材料特性予測法と破壊評価法を提案

することを目的とする。 

また、最終成果目標は以下の 3点である。 

・国内で統一的に使用できる照射材データベースを整備し、機械的性質などについて合理

的な予測式を提案する。また、確率論的評価を念頭において材料特性のばらつきの設定

法についても提案する。 

・低延性の中性子照射材に適した破壊強度評価法を提案する。破壊評価において特に重要

となる破壊特性については、照射材特有の局所変形の影響などの劣化機構を解明する。 

・得られた評価法と予測式について指針としてまとめ、学協会での規格化に資する。また、

不足している照射データの拡充について提案をまとめる。 

 

 

図 3.1-1 炉内構造物の安全機能の確保と形状強度の維持 

・炉心支持機能
制御棒挿入性の確保

・炉心冷却機能
冷却水流路確保
LOCA時の再冠水

・仮想事故
炉心落下時の
炉心下降量制限（PWR）

構造物としての形状と強度の維持

荷重条件 き裂状態

材料特性
中性子照射に
よる経年変化

IGSCC/IASCCや疲労に

よる発生進展
地震などによる負荷
熱応力などによる負荷

変形
破壊

炉内構造物の安全機能の確保
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図 3.1-2 原子炉システム全体の安全評価との関係 

 

(2)研究実施内容 

 全体の研究実施内容と H25 年度の研究実施内容は以下のとおりである。 

1) 安全性評価に関する調査 

炉心・炉内構造物の安全性評価に係る国内外の公開文献の調査等を適宜行い、最

新の知見を集約するとともに課題や研究内容に反映する。H25 年度はシビアアクシ

デントに拡張した炉内構造物の機能等に検討する。 

2) 中性子照射材の破壊強度予測法の検討 

照射材試験および文献調査からステンレス鋼照射材の機械的性質に関するデータ

を収集整理しデータベースを作成し、破壊強度等についてばらつきを考慮した予測

式を作成する。また、破壊強度の劣化やばらつきに関して、局所変形や局所応力場

の測定や解析により機構論的に検討する。このために、a)照射材試験、b)データベ

ースの構築、c)予測式の検討、d)破壊機構の検討を実施する。 

a) データベースの構築 

炉心・炉内構造物に使用されている材料の中性子照射による性質変化に関するデ

ータを国内外の文献等から収集し、照射条件や試験条件等に基づきデータの質に関

するスクリーニングを行い、規制当局の審査に合理的に使用できる質と形式を具備

した照射材のデータベースとして整備する。対象とする材料特性は各種の機械的性

質、IASCC の発生・進展、破壊靭性、応力緩和等の炉心・炉内構造物の健全性評価

原子炉システムの
評価での想定事象

炉内構造物の想定き裂
（経年変化）

炉内構造物の
引張特性・破壊靭性

（経年変化）

炉内構造物の
想定荷重

破壊靭性

照射量

炉内構造物の
変形・破壊評価

炉内構造物の
機能の裕度評価

原子炉システム
全体の安全評価

き裂サイズ

照射量

炉内構造物のIASCC等

の発生進展
（経年変化）

発生応力

照射量

進展速度

照射量

荷重

本研究の対象
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に必要と考えられる特性とする。また、高経年評価等での健全性評価で必要と想定

される照射量や温度等の照射条件や材料の種類などの観点からデータベースを評価

し、今後拡充が不可欠な照射材データについてデータ採取の方法や計画を検討する。 

    H25 年度は、炉内構造物材料のステンレス鋼の中性子照射による性質変化に関し、

国内外の文献等から収集しスクリーニングを行いデータベースとして整備する。対

象とする特性は機械的性質、IASCC、応力緩和とし、汎用性を考慮して MS Excel を

使用して作成する。 

 b) 予測式の検討 

中性子照射による変化を適切に記述できる材料特性の予測式を整備する。国内外

の文献等で提案されている経験式や半機構論式を調査し、国際的な学術動向に適合

する予測パラメータや式の形式等を検討し、上記 b)で整備する中性子照射による材

料特性のデータベースに当てはめて定式化を行う。また、確率論的評価で不可欠と

なるばらつきの設定について、その方法を文献等の事例に基づいて検討し、データ

量等から判断して定量化が可能な物性についてはばらつきを定量的に設定する。 

H25 年度は、文献等の経験式や半機構論式を調査し予測パラメータや式の形式等

を検討し、整備するデータベース等に当てはめ定式化を行う。耐力・伸び、応力歪

関係等の引張性質については予測式を提案する。破壊靭性については構成式からの

推定方法を検討する。 

c) 照射材試験 

炉心・炉内構造物の健全性評価で使用される弾塑性解析等では、中性子照射によ

る特有の真応力真歪関係の変化を適切に表す構成式が重要である。本試験では従来

ほとんど照射材のデータが整備されていない真応力真歪関係について、中性子照射

材に対する測定方法の検証の後、試験によるデータ整備を行う。また、材料特性予

測法や破壊評価法の検討の進行に伴い検証のために必要となると考えられる破壊

靭性試験等を実施する。 

H25 年度は、照射材特性の予測に不可欠であるが現在データがほとんどない照射

材の真応力真歪関係を把握するため、歪を正確に測定する手法を用いて照射量の異

なる中性子照射材の引張試験を実施しデータを採取する。 

d) 破壊機構の検討 

中性子照射を受けて材料では転位チャネルの形成による変形の局所化が生じ、こ

れが一様伸びの著しい低下や粒界など局所的な応力集中などをもたらすことが知ら

れている。しかし、この局所変形が破壊靭性値などのマクロな破壊に及ぼす影響な

ど十分解明されていない。本研究で検討する破壊評価法の科学的合理性と説明性を

確保するため、照射材の変形試験、局所応力測定、結晶塑性解析を行い、破壊強度

の劣化やばらつきの機構を検討する。 

    H25 年度は、中性子照射材の破壊強度の劣化やばらつきの機構を検討するため、
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電子線後方散乱回折を利用した測定と有限要素法による結晶塑性解析により，低延

性模擬材に生じる局所応力の評価を行い、微視的不均一性の影響を検討する。また、

き裂先端の延性破壊挙動について画像相関法による測定と有限要素法解析を比較検

討し、延性き裂発生クライテリアを検討する。 

3) 中性子照射材の破壊評価法の検討 

    中性子照射された構造物の健全性評価については、現行維持基準では照射量に応

じて極限解析、弾塑性破壊力学、線形破壊力学で評価することとなっており、線形

破壊力学を適用する場合の KIc は極めて限られた照射材データにより区分されて下

限値が例示されているにすぎない。中性子照射材のような局所変形を伴うような低

延性材での破壊特性や評価法の検討は例が少なく、現行手法の妥当性の検討は十分

とは言えない。本研究では、中性子照射材特有の低延性状態に適した破壊評価法を

検討する。また、中性子照射材を対象とした破壊解析を行い照射材への適用性の確

認を行うとともに、材料特性や評価法に起因するばらつきの感度解析等を行い破壊

評価におけるばらつきの取扱い方法を検討する。このため、a)低延性模擬材による

検討、b)中性子照射材での解析、c)ばらつき影響の解析を実施する。 

a) 低延性模擬材による検討 

破壊強度に対する強度増加、延性低下や応力歪関係の変化の影響を把握するため、

中性子照射による低延性を模擬した材料として加工度を変えた冷間加工材について

破壊強度試験を行い、破壊強度と材料特性の関係について加工硬化指数等への依存

性を検討する。また、比較的単純な形状で構造物での破壊評価を行い、破壊評価に

対する材料特性変化の影響度を検討する。 

H25 年度は、破壊強度に対する機械的性質変化の影響を把握するため、低延性模

擬して加工度を変えた冷間加工材の破壊靭性試験を複数行い変動の範囲を調べる。

また、単純形状である円筒構造物について J積分値等による破壊評価のために薄肉

円筒の J値整備を行う。 

b) 中性子照射材での解析 

上記 a)で検討した評価手法について、(1)中性子照射材の破壊強度予測法の検討

で得られる照射材のデータベースと材料特性の予測式を用いて円筒形状等での破壊

評価を行い、中性子照射材データでの妥当性の確認を行う。また、中性子照射材を

使用した試験方法等を検討し提案する。H25 年度は整備した照射材の機械的性質の

材料特性予測式を用いて単純形状構造での破壊評価を行い、適用性等の検討を行う。 

c) ばらつき影響の解析 

中性子照射材の破壊強度予測法で設定された材料特性とそのばらつきを用いて、

破壊評価を行い、破壊評価におけるばらつきの取扱いを検討する。H25 年度は、構

成則等の照射材の材料特性にばらつきを与えるとともに、き裂サイズを変えたモン

テカルロシミュレーションによる破壊評価を行い、破壊評価に対する影響度を把握
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する。 

 

(3) 研究スケジュール 

  全体研究工程を図 3.1-3 に示す。また、H25 年度の研究実施工程を図 3.1-4 に示す。 

 

図 3.1-3 全体研究工程 

 

 

図 3.1-4 H25 年度の研究実施工程 

項目
H23 H24 H25 H26 H27

１．調査

２．中性子照射材の破壊強度予測法の検討

2.1 照射材試験

2.2 データベースの構築

2.3 予測式の検討

2.4 破壊機構の検討

３．中性子照射材の破壊評価法の検討

3.1 低延性模擬材による検討

3.2 中性子照射材での解析検討

3.3 ばらつき影響の解析

照射劣化研究会

項目
H23 H24 H25 H26 H27

１．調査

２．中性子照射材の破壊強度予測法の検討

2.1 照射材試験

2.2 データベースの構築

2.3 予測式の検討

2.4 破壊機構の検討

３．中性子照射材の破壊評価法の検討

3.1 低延性模擬材による検討

3.2 中性子照射材での解析検討

3.3 ばらつき影響の解析

照射劣化研究会

試験法検討 試験試験

データ収集 データベース化

事例調査

モデル検討 式作成 式作成

変形試験 局所応力の測定・解析

破壊強度試験 評価法検討 構造物試験

破壊評価 破壊評価 適用性検討

解析モデル検討 感度解析・検討

（必要に応じて適宜調査を実施）

実施機関での測定
と解析経験を活用
する。

④破壊機構の検討

実施機関での経験

を活用する。

③照射材試験

作業項目

平成２５年度 スケジュールが適
切に実行できる根

拠・工夫・経験等
６月 ７月 ８月 ９月 １０

月
１１
月

１２
月

１月 ２月

a.中性子照射材の破壊強度予測

法の検討

①データベースの構築 既存のデータ等を

有効に取り込む。

②予測式の検討 WG等で検討、交流

を実施する。

b. 中性子照射材の破壊評価法の
検討

①低延性模擬材による検討 前年度までの試験
経験を活用する。

②中性子照射材での解析 未照射材での解析

経験を活かす。

③ばらつき影響の解析 既開発の解析ツー

ルを活用する。

マイルストン
▲ ▲ ▲ ▲ ▲

照射劣化研究会

研究会で進捗や課
題を確認する。

実施機関での測定
と解析経験を活用
する。

④破壊機構の検討

実施機関での経験

を活用する。

③照射材試験

作業項目

平成２５年度 スケジュールが適
切に実行できる根

拠・工夫・経験等
６月 ７月 ８月 ９月 １０

月
１１
月

１２
月

１月 ２月

a.中性子照射材の破壊強度予測

法の検討

①データベースの構築 既存のデータ等を

有効に取り込む。

②予測式の検討 WG等で検討、交流

を実施する。

b. 中性子照射材の破壊評価法の
検討

①低延性模擬材による検討 前年度までの試験
経験を活用する。

②中性子照射材での解析 未照射材での解析

経験を活かす。

③ばらつき影響の解析 既開発の解析ツー

ルを活用する。

マイルストン
▲ ▲ ▲ ▲ ▲

照射劣化研究会

研究会で進捗や課
題を確認する。

データベースの構築

予測式の検討

照射材試験

破壊機構の検討

低延性模擬材による検討

中性子照射材での解析

ばらつき影響の解析
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(4) 実施体制 

研究全体を円滑に進めるため、照射劣化研究会を組織し、各分担実施機関の実施状況や

得られた成果を議論し共有することとした。図 3.1-5 に研究実施体制を示す。 

平成 25 年度中に 5 回の照射劣化研究会（第 1 回 2013 年 7 月 9 日、第 2 回 2013 年 9 月

27 日、第 3 回 2013 年 11 月 13 日、第 4 回 2014 年 1 月 14 日、第 5 回 2014 年 2 月 13 日）

と 3 回の作業会（第 1 回 2013 年 8 月 6 日、第 2 回 2013 年 9 月 27 日、第 3 回 2013 年 12

月 11 日）を実施した。また、委託元説明会を 2013 年 10 月 30 日に実施した。 

 

 

 図 3.1-5 全体実施体制 

 

  

照射劣化研究会

福井大

大阪大

福島高専

NFD

MHI

INSS
評価法検討等

照射材試験等

破壊機構等

評価法検討等

予測式等

データベース等

MRINRA

照射劣化研究会

福井大

大阪大

福島高専

NFD

MHI

INSS
評価法検討等

照射材試験等

破壊機構等

評価法検討等

予測式等

データベース等

MRINRA
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3.1.1 中性子照射材の破壊強度予測法の検討 

(1) 安全性に関する調査 

1) 背景と目的 

現在の炉内構造物の高経年化評価では日本機械学会の維持基準に基づいた評価が行われ

るが、そこでは深層防護で言う第 3 層までの事象に対する評価となっている。一方、福島

事故では第 3 層を超えた炉心溶融を伴うシビアアクシデント対応が不十分であったことが

原因として指摘されており、システム安全上の機能を事象や時間などの観点から幅広くと

らえなすことが必要とされている。このため、炉内構造物においてもシビアアクシデント

も含めた機能とその評価法などの検討を H25 年度より開始することとした。 

 

2) 検討内容 

 従来の炉内構造物の健全性評価では、LOCA 等の過渡事象や地震などの外部事象が発生し

た場合でも、崩壊などを起こさず形状や強度が保持されること、制御棒や燃料との干渉が

炉停止や燃料損傷を引き起こさないこと、が要求される。この場合、燃料や制御棒は所定

の形状と強度を維持していることを仮定して評価される。しかし、炉心溶融が発生するシ

ビアアクシデントではそのような仮定は成立せず、炉心溶融の規模や範囲により多様な状

態が生ずると考えられる。炉心溶融そのものは燃料自体の発熱・冷却状態が支配しており、

多様な状態の進展状況を考慮しつつ複雑な炉内構造物の各部材について検討することは困

難である。 

 以上のような状況から、今年度は以下のような情報収集を行った。 

・炉内構造物の安全管理の観点から検討されている原子力安全推進協会の点検評価ガ

イドラインの検討状況（2013 年 7 月 9日第 1回照射劣化研究会、日本原子力発電の堂

崎氏、三菱重工業の小山氏） 

・炉心構成する主要素である燃料安全の観点から行っている当事業の燃料安全体系化

での検討状況（2013 年 9 月 27 日第 2回照射劣化研究会、京都大学の森下准教授） 

 

3) 検討結果 

点検評価ガイドラインの検討では、ガイドラインの対象とその役割、保全活動の在り方

等の検討が行われており、これらのついての関係機関の共通認識の重要性が指摘された。

ただ、具体的な保全活動については第 3層までの機能維持の重要性が第一義的に重要であ

り、シビアアクシデントも含めた第 4層以降については今後の必要性も含めて検討される

との情報を得た。 

 燃料安全体系化では、炉心損傷事象の進展を考慮したオブジェクトツリーを作成し、安

全機能に対応する対策が整理されていた。事象の進展は炉心損傷による温度上昇に伴う各

種材料の溶融開始で示されるとの情報が得られた。 

 炉内構造物の基本的に機能は、形状安定性に基づいた炉心支持機能、冷却水流路を確保
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する炉心冷却機能である。炉心損傷後の事象進展においては炉内構造物は受動的に挙動す

ると予想される。炉心損傷や溶融に伴い炉内構造物の置かれた温度が変化して物性が変化

し、形状と強度がどの程度保持されるかが機能の維持と直接関係すると考えられる。炉心

はある大きな空間的領域を占めることから損傷進展も空間的な変化があるので、具体的に

炉内構造物の個別の状態を予測し機能維持の判定を行うことは困難である。したがって、

燃料安全体系化でも採られたように、安全機能と事象進展に伴う温度変化と関係づけてお

くことが一つの方法として考えられる。 

そのような観点で整理して作成した結果が表 3.1.1-1 である。この表では、 

・状態 原子炉の炉心状態 

・機能 炉内構造物の安全機能 

・評価 その機能が維持されるかどうかの評価ポイント 

・温度 機能評価を行う場合の環境としての温度 

・必要な性質 その温度環境での評価に必要な材料の性質 

を、（通常）運転中、起動停止時、停止中、過酷事故時、過酷事故終息後に分けて整理して

いる。運転中から停止中までは、従来の第 3層までの評価に対応し、従来からの保全や維

持基準の範囲に対応する。 

 過酷事故時の炉内構造物の機能は、炉心支持と冷却水流路確保であるが、冷却水は通常

運転時とは異なる経路での注水も含めたものとなる。事象進展と温度変化に対応して炉内

構造物の変形破壊状態が評価されれば対応上のメリットは大きいが、溶融までの広い範囲

の材料特性が必要である。照射材の場合には、照射後の過熱による特性の変化を把握でき

ることが必要となる。 

 過酷事故終息後は現在の福島事故炉に対応する。炉内構造物ではやはり炉心支持と冷却

水流路確保が引き続き必要な機能である。温度状態に対応する変形や破壊の進行、さらに

地震時の変形や破壊の有無が評価できることが必要である。長期にわたりその状態が続く

場合にはクリープ特性、照射後クリープ特性などが必要となると考えられる。 
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表 3.1.1-1  原子炉状態による炉内構造物の機能、その評価、評価に必要な材料物性 

 

 

4) まとめ 

 H25 年度は従来からの深層防護の第 3 層を超えるシビアアクシデントも含めた炉内構造

物のシステム安全上の機能や評価の検討を開始した。炉心の状態ごとに温度と関連付けて

機能や評価上必要な性質等を整理した。 

  

照射後加熱された時の引張特性

・破壊靭性

照射後クリープ

室温～

溶融温度
（約1500ºC）

変形破壊状態の推定

（温度履歴やその推定に基づく）

炉心支持

冷却水流路確保

過酷事故時

燃料溶融発生時

過酷事故終息後

＋地震など

停止中
停止中の地震など

（廃炉後も含む）

起動停止時

起動停止時の地震、
LOCA

運転中

運転中の地震、
LOCA

状態

照射後の引張特性・破壊靭性

熱膨張率

室温～

運転温度＋α

発生する荷重・歪での変形・破壊

想定き裂ベース

炉心支持

制御棒挿入確保

冷却水流路確保

照射後加熱された後の引張特性

・破壊靭性

照射後クリープ

室温～

高温

発生する荷重・歪での変形・破壊の進行

（変形破壊状態やその推定に基づく）

炉心支持

冷却水流路確保

照射後の引張特性・破壊靭性室温発生する荷重・歪での変形・破壊

想定き裂ベース

炉心支持

制御棒挿入確保

冷却水流路確保

照射後の引張特性・破壊靭性

IASCC発生・進展

応力緩和

運転温度

（約300ºC）

発生する荷重・歪での変形・破壊

き裂を想定（検査や保全も考慮）

炉心支持

制御棒挿入確保

冷却水流路確保

必要な性質温度評価機能

照射後加熱された時の引張特性

・破壊靭性

照射後クリープ

室温～

溶融温度
（約1500ºC）

変形破壊状態の推定

（温度履歴やその推定に基づく）

炉心支持

冷却水流路確保

過酷事故時

燃料溶融発生時

過酷事故終息後

＋地震など

停止中
停止中の地震など

（廃炉後も含む）

起動停止時

起動停止時の地震、
LOCA

運転中

運転中の地震、
LOCA

状態

照射後の引張特性・破壊靭性

熱膨張率

室温～

運転温度＋α

発生する荷重・歪での変形・破壊

想定き裂ベース

炉心支持

制御棒挿入確保

冷却水流路確保

照射後加熱された後の引張特性

・破壊靭性

照射後クリープ

室温～
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発生する荷重・歪での変形・破壊の進行

（変形破壊状態やその推定に基づく）

炉心支持

冷却水流路確保

照射後の引張特性・破壊靭性室温発生する荷重・歪での変形・破壊

想定き裂ベース

炉心支持

制御棒挿入確保

冷却水流路確保

照射後の引張特性・破壊靭性

IASCC発生・進展

応力緩和

運転温度

（約300ºC）

発生する荷重・歪での変形・破壊

き裂を想定（検査や保全も考慮）

炉心支持

制御棒挿入確保

冷却水流路確保

必要な性質温度評価機能
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(2) 中性子照射材の破壊強度予測法の検討 

1)  PWR 照射材データベースの構築および予測式の検討  

(a) 目的 

中性子照射を受ける炉心・炉内構造物の安全機能評価に不可欠な材料特性予測法と破壊

評価法を高度化するために、中性子照射を受ける材料の破壊強度等の材料特性の予測法の

高度化を行う。このために、国内での炉内構造物の高経年化評価とその審査に統一的に使

用できる照射材データベース（DB）の整備（PWR 照射材を主に対象）を行い、それに基づ

いて中性子照射による機械的性質や破壊靭性などの経時変化について予測式を整備し、確

率論的評価を念頭においた材料特性のばらつきの設定法の検討を行う。 

 

(b) 実施内容 

中性子照射を受ける炉心・炉内構造物の安全機能評価に不可欠な材料特性予測法と破壊評

価法を高度化するために、中性子照射を受ける材料の破壊強度等の材料特性の予測法の高

度化を行う。成果のイメージを図 3.1.1-1 に示す。また、マトリックスを表 3.1.1-2 に示

す。 

 

a)   中性子照射材の破壊強度予測法の検討 

(i) データベースの構築 

炉心・炉内構造物に使用されている材料の中性子照射による性質変化に関するデータ

（PWR 照射材を主に対象）を国内外の文献等から収集し、照射条件や試験条件等に基づき

データの質に関するスクリーニングを行い、規制当局の審査や事業者の評価に合理的に使

用できる質と形式を具備したデータベースとして整備する。 

 

(ii) 予測式の検討 

中性子照射による変化を適切に記述できる材料特性の予測式を整備する。上記(ⅰ)で整

備する中性子照射による材料特性のデータベースに当てはめた定式化の検討を行う。 

  



 

 

表

図

表 3.1.1-2  

3.1.1-1   

 

3-11 

本研究のマ

本研究の成

マトリックス

果イメージ

 

図 
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(c) 検討結果および考察 

a)   データベースの構築 

(ⅰ)   対象材料 

炉心・炉内構造物に使用されている材料の中性子照射による性質変化に関して、PWR 照射

材を主体にオーステナイト系ステンレス鋼を対象に調査することにした。 

 

(ⅱ)   対象データ 

安全機能評価に不可欠な材料特性予測法と破壊評価法を高度化するために、中性子照射に

よる材質変化として、今年度は、H24 年度から実施している下記の①項、②項を継続する

とともに、新たに、③項に関する試験データを対象に追加収集することにした。 

①   機械的性質：引張試験、破壊靱性試験 

②   SCC 特性：SCC 発生試験 

③   応力特性：照射緩和試験（クリープ＆リラクゼーション）、スウェリング試験 

 

(ⅲ)   データ検索方法 

最新知見のデータを収集することを念頭にし、以下に示す国内外の雑誌や書籍、データベ

ース、シンポジウム、報告書などを主体に調査を行った。 

 

〔雑誌&書籍〕 

・ Journal of Nuclear Materials 

・ ASTM STP “Effects of Radiation on Materials” 

・ ステンレス鋼便覧 

・ 日本原子力学会誌 等 

〔データベース（DB）〕 

・ （原研他）分散型原子力材料データベース（データフリーウェイ） 

〔シンポジウム〕 

・ 国際シンポジウム Degradation conference 

・ 国際シンポジウム Fontevraud conference 等 

〔報告書〕 

・ U.S.NRC NUREG 【例】NUREG/CR-7027 等 

・ EPRI MRP（Material Reliability Program）【例】MRP-135 等 

・ 発電技検、JNES 国プロ研究報告書 【例】PLEX 研究、IASCC 研究 等 

・ 高経年化対策強化基盤整備事業 -技術情報基盤の整備等- 成果報告書 

・ 電力共同研究報告書 等 
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(ⅳ)   データベースの項目抽出 

入手したデータにつき、BWR 側のデータと共通化させて整理を図ることも視野に入れて、

H24 年度に引続き、対象としたそれぞれの照射材データベースの項目を以下に抽出した。 

 

①   共通項目（番号、材料、照射条件など） 

・ DB No. 

・ 試験片番号 No. 

・ 材料番号 No. 

・ 照射炉 

・ 照射環境 

・ 採取部位 

・ 照射時形状 

・ 詳細鋼種 

・ 鋼種 

・ 冷間加工率 (%) 

・ 材料組成 (C, Si, Mn, P, S, Ni, Cr, Mo, Nb, Ti, B, Cu, N, Co, Fe(wt%)) 

・ 熱処理条件 

・ 照射量 ((n/m2 E>0.1MeV), (n/m2 E>1MeV), dpa (dpa への換算を含む)) 

・ 中性子束（フラックス）(dpa/s) 

・ 照射温度 (℃) 

 

②   機械的性質：引張試験 

上記①の項目に追加して、引張試験に対しては以下の項目を抽出した。 

・ 試験環境 

・ 試験温度 (℃) 

・ 試験片形状 

・ 平行部面積 (mm2) 

・ 平行部長さ (mm) 

・ 引張歪速度 (/s) 

・ 0.2%耐力 (MPa) 

・ 引張強さ (MPa) 

・ 一様伸び (%) 

・ 全伸び (%) 

・ 絞り (%) 

・ 加工硬化指数 

・ 応力-歪線図 
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・ 備考 

・ 出典 

 

③   機械的性質：破壊靱性試験 

上記①の項目に追加して、破壊靱性試験に対しては以下の項目を抽出した。 

・ 試験環境 

・ 試験温度 (℃) 

・ 試験片形状 (mm) 

・ 試験片厚さ (mm) 

・ 正味厚さ (mm) 

・ 試験片幅 (mm) 

・ 機械き裂長さ (mm) 

・ 初期き裂長さ (mm) 

・ 初期リガメント (mm) 

・ 疲労予き裂長さ (mm) 

・ き裂方向 

・ JQ (KJ/m
2) 

・ J 1mm (KJ/m
2) 

・ J IC (KJ/m
2) 

・ Tearing Module dJ/da 

・ KIC 換算 (MPa√m) 

・ 0.2%耐力 (MPa) 

・ 引張強さ (MPa) 

・ 一様伸び (%) 

・ 全伸び (%) 

・ 絞り (%) 

・ 破壊靱性曲線（J vs 照射量） 

・ J-R 曲線 

・ 開口幅-荷重曲線 

・ 備考 

・ 出典 

 

④   SCC 特性：SCC 発生試験 

上記①の項目に追加して、SCC 発生試験に対しては以下の項目を抽出した。 

・ 試験環境 

・ 試験温度 (℃) 
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・ 試験環境 (DO(ppm), DH(ppm), DH(cc/kg), B(ppm), Li(ppm)) 

・ 試験片形状 

・ 平行部面積 (mm2) 

・ 平行部長さ (mm) 

・ 採取方向 

・ 負荷方式 

・ 負荷応力σ (MPa) 

・ 0.2%耐力 σy (MPa) 

・ 応力比σ/σy 

・ 破断時間符号 

・ 試験時間 (hr) 

・ 導電率符号 

・ 導電率 (μS/cm) 

・ ECP (mVS HE) 

・ 割れ有無 

・ SCC 発生図 

・ 備考 

・ 出典 

 

⑤   応力特性：照射緩和試験（クリープ＆リラクゼーション） 

・ 照射緩和試験法 

・ 平行部面積 (mm2) 

・ GL（平行部長さ）(mm) 

・ 応力比σ/σ0 

・ σ0 (MPa) 

・ 応力 (MPa) 

・ 時間 (hr) 

・ 歪量 (%) 

・ 定常クリープ速度 (mm/mm/dpa) 

・ 代表式または係数 

・ 関連図 

・ 備考 

・ 出典 

 

⑥   応力特性：スウェリング試験 

・ 測定方法 
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・ スウェリング (%) 

・ 関連図 

・ 備考 

・ 出典 

 

(ⅴ)   データベース構築 

今年度収集したデータについては、今後の統一的に使用できる照射材データベースとする

ことを考慮したスクリーニングを行い、マイクロソフト社のエクセル（Excel）を用いてデ

ータベース化した。1枚目は、収集したデータベースの表、2枚目は、1枚目の表で引用し

た関連文献や報告書中の代表図、3枚目は、1枚目の表のデータベースから作成したグラフ

をまとめた。 

 

○ 機械的性質：引張試験 

今年度、実機 PWR 照射材を用いた試験データの中から、引張試験に関するデータベー

スの一覧を図 3.1.1-2 に示す。また、データベースとして引用・参照した文献および報

告書は以下の通り。 

 

 【316CW】独立行政法人 原子力安全基盤機構「平成 20 年度 照射誘起応力腐食割れ

（IASCC）評価技術に関する報告書(09基材報-0012)」, 平成 21年 9月 (2009) 等． 

 【316CW、304】(財)発電設備技術検査協会報告書:プラント長寿命化技術開発｢ステ

ンレス鋼照射 SCC 試験(PWR)｣ (平成 9年 3月) 等. 

 【316CW, 347, 304】 J. Conermann et al., Proc. of the 10th Int. Symp. 

Environmental Degradation of Materials in Nuclear Power Systems- Water 

Reactors, NACE, (2001). 

 【316CW】J. Conermann et al., Proc. of the 12th Int. Symp. Environmental 

Degradation of Materials in Nuclear Power Systems- Water Reactors, TMS, 

(2005). 

 【316CW】K. Fukuya et al., Journal of Nuclear Science and Technology, Vol.41, 

No.6, pp.673-681, June 2004. 

 【316CW】K. Fukuya et al., Journal of Nuclear Materials, Vol.378, pp.211-219, 

2008. 

 【316CW】K. Fukuya et al., Journal of Nuclear Science and Technology, Vol.45, 

No.5, pp.452-458, May 2008. 

 【304】Toivonen et al., Proc. of the International Symposium on FONTEVRAUD 

VI, 6a-A099 (2006). 

 Regis P. Shogan et al., Proc. of the 10th Int. Symp. Environmental Degradation 
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of Materials in Nuclear Power Systems- Water Reactors, NACE, (2001) 

 【316CW】Materials Reliability Program, Characterizations of Type 316 Cold 

Worked Stainless Steel Highly Irradiated Under PWR Operating Conditions 

(International IASCC Advisory Committee Phase 3 Program Final Report) 

(MRP-214), EPRI Report 1015332, September 2007. 

 【316CW】A. Jenssen et al., Proc. of the International Symposium on FONTEVRAUD 

7, 08-A100-T02 (2010). 

 【316CW】A. Jenssen et al., Proc. of the International Symposium on FONTEVRAUD 

6, 13a-A030 (2006). 

 【316CW】K. Fujimoto et al., Proc. of the 12th International Conference on 

“Environmental Degradation of Materials in Nuclear Power Systems -Water 

Reactors”, Salt Lake, UT, Aug. 14-18, pp.299-310 (2005). 

 【304L、316CW、316】A. Jenssen et al., Proc. of the 15th International 

Conference on “Environmental Degradation of Materials in Nuclear Power 

Systems -Water Reactors ” , Colorado Springs, Colorado, August 7-11, 

pp.1229-1240 (2011). 

 【316CW】T. Yoshitake et al., Effects of Radiation on Materials, ASTM STP 1405, 

ASTM International 2001, pp. 469-486.（吉武 庸光ら、サイクル機構技報 No.10 

2001.3 p.67） 

 【316CW】T. R. Allen at al., Effects of Radiation on Materials, ASTM STP 1447, 

M. L. Grossbeck, T. R. Allen, R. G. Lott, and A. S. Kumar, Eds., ASTM 

International, West Conshohocken, PA, 2003. 

 

・ 本データベースからは、中性子照射量の増加に伴い、0.2%耐力および引張強さの増

加、伸びおよび一様伸びが低下し、照射量が高くなるとそれらの材料挙動が飽和す

る傾向が認められた。 

・ 照射温度に伴い飽和するまでの挙動が異なる傾向が認められ、FBR のような照射温

度が高い方が飽和するまでの照射量が高くなる傾向が認められた。 

 

○ 機械的性質：破壊靱性試験 

今年度、実機 PWR 照射材を用いた試験データの中から、破壊靱性試験に関するデータ

ベースの一覧を図 3.1.1-3 に示す。また、データベースとして引用・参照した文献およ

び報告書は以下の通り。 

 

 【316CW, 304】(財)発電設備技術検査協会報告書:プラント長寿命化技術開発｢ステ

ンレス鋼照射 SCC 試験(PWR)｣ (平成 9年 3月) 他. 
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 【316CW, 347】Materials Reliability Program, Hot Cell Testing of Baffle/Former 

Bolts Removed from Two Lead PWR Plants (MRP-51), Final Report, EPRI, Palo Alto, 

CA: November 2001. 1003069. 及び Materials Reliability Program, A Review of 

Radiation Embrittlement for Stainless Steels (MRP-79), Rev. 1, EPRI Report 

1008204, Sept. 2004. 

 【316CW】A. Jenssen et al., Proc. of the International Symposium on FONTEVRAUD 

6, 13a-A030 (2006). 

 【 304 】 Materials Reliability Program, Fracture Toughness Testing of 

Decommissioned PWR Core Internals Material Samples (MRP-160),1012079,Topical 

Report, September 2005（and Reference MRP-128）. 

 

・ 本データベースからは、中性子照射量の増加に伴い、破壊靱性値が低下し、飽和す

る傾向が認められた。 

・ PWR 照射材のデータとしては、取得されている点数が少なく、また、試験片につい

ても小型なものが多く、破壊靱性を評価する上で Validity に乏しいデータが主体

であった。 

 

○ SCC 特性：SCC 発生 

今年度、実機 PWR 照射材を用いた試験データの中から、SCC 発生試験に関するデータ

ベースの一覧を図 3.1.1-4 に示す。また、データベースとして引用・参照した文献およ

び報告書は以下の通り。 

 

 【316CW, BFB】独立行政法人 原子力安全基盤機構 国プロ「平成 20 年度 照射誘起

応力腐食割れ（IASCC）評価技術に関する報告書(09 基材報-0012)」, 平成 21 年 9

月 (2009) 等． 

 【316CW, ｼﾝﾌﾞﾙ】独立行政法人 原子力安全基盤機構 国プロ「平成 20 年度 照射誘

起応力腐食割れ（IASCC）評価技術に関する報告書(09 基材報-0012)」, 平成 21 年

9 月 (2009) 等． 

 【304, ﾌﾟﾚｰﾄ】A. Toivonen et al., Proc. of the International Symposium on 

FONTEVRAUD VI, 6a-A099 (2006).及び【304, ﾌﾟﾚｰﾄ】A. Toivonen et al., Proc. of 

the International Symposium on FONTEVRAUD 7, O03-A008 (2010). 

 【316CW, ｼﾝﾌﾞﾙ】H. Nishioka et al., Journal of Nuclear Science and Technology, 

Vol.45, No.10, pp.1-6, October 2008. 

 【316CW, ｼﾝﾌﾞﾙ】K. Fujii et al., Proc. of the International Symposium on 

FONTEVRAUD 7, O02-A095 (2010). 

 【316CW, ｼﾝﾌﾞﾙ】J. Conermann et al., Proc. of the 12th Int. Symp. Environmental 
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Degradation of Materials in Nuclear Power Systems- Water Reactors, TMS, 

(2005). 

 【316CW, ｼﾝﾌﾞﾙ】R. P. Shogan et al., Proc. of the 10th Int. Symp. Environmental 

Degradation of Materials in Nuclear Power Systems- Water Reactors, NACE, 

(2001). 

 【316CW, ｼﾝﾌﾞﾙ】P. D. Freyer et al., Proc. 13th Intl. Conf. on Environmental 

Degradation of Materials in Nuclear Power Systems – Water Reactors, Canadian 

Nuclear Society, Toronto, Canada, Paper No. P0034, 2007. 

 【参考 DB】R. Pathania, R. Carter, and A. Demma, Proc. of the International 

Symposium on FONTEVRAUD 7, Contribution of Materials Investigations to 

Improve the Safety and Performance of LWRs, SFEN, French Nuclear Energy 

Society,O01-A102-T02 (2010). 

 【 参 考 DB 】 NUREG/CR-7027, O.K. Chopra (Argonne National Laboratory), 

Manuscript Completed: January 2010, Date Published: December 2010. 

 【参考 DB】V. Fedorova, B. Margolin, Proc. of the ASME 2013 Pressure Vessels 

and Piping Conference PVP 2013, PVP2013-97949. 

 

・ 本データベースからは、中性子照射量の増加に伴い、SCC 発生が認められるしきい

応力値が低下し、20～30dpa でほぼ飽和する傾向が認められた。 

・ PWR での IASCC を対象としたバッフルフォーマボルトの評価に必要となる SUS316CW

に関するデータが主体であり、炉心そうなどの評価に必要となる SUS304 のデータ

は極端に少ない。 

 

○ 応力特性：照射緩和試験（クリープ＆リラクゼーション） 

今年度、実機照射材を用いた試験データの中から、照射緩和試験（クリープ＆リラク

ゼーション）に関するデータベースの一覧を図 3.1.1-5 に示す。また、データベースと

して引用・参照した文献および報告書は以下の通り。 

 

 【316CW, 引張】独立行政法人 原子力安全基盤機構 国プロ 09 原高報-0012「平成

20 年度 照射誘起応力腐食割れ（IASCC）評価技術に関する報告書」 平成 21 年 9

月（2009）等． 

 【304, 曲げ】A.R. Causey, G.J.C Carpenter, S.R. MacEwen, In-reactor stress 

relaxation of selected metals and alloys at low temperatures, Journal of 

Nuclear Materials, 1980, 90, p.216–223. 

 【316L, 引張】Y. Kaji, Y. Miwa, T. Tsukada, M. Kikuchi, S. Kita, M. Yonekawa, 

J. Nakano, H. Tsuji, H. Nakajima, Evaluation of in-pile and out-of-pile stress 
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relaxation in 316L stainless steel under uniaxial loading, Journal of Nuclear 

Materials, 2002, 307–311, p.331–334. 

 【316L, 引張】Y. Kaji, Y. Miwa, T. Tsukada, M. Kikuchi, S. Kita, M. Yonekawa, 

J. Nakano, H. Tsuji, H. Nakajima, Evaluation of in-pile and out-of-pile stress 

relaxation in 316L stainless steel under uniaxial loading, Journal of Nuclear 

Materials, 2002, 307–311, p.331–334. 

 【304, 316L, C リング】Y. Ishiyama, K. Nakata, M. Obata, H. Anzai, S. Tanaka, 

T. Tsukada, K. Asano, Stress relaxation caused by neutron-irradiation at 561 

K in austenitic stainless steels, Proc. of the 11th International Symposium 

on Environmental Degradation of Materials in Nuclear Power Systems-Water 

Reactors, ANS, 2003, p.920–928. 

 【304, 316L, 曲げ】Y. Ishiyama, K. Nakata, M. Obata, H. Anzai, S. Tanaka, T. 

Tsukada, K. Asano, Stress relaxation caused by neutron-irradiation at 561 K 

in austenitic stainless steels, Proc. of the 11th International Symposium on 

Environmental Degradation of Materials in Nuclear Power Systems-Water 

Reactors, ANS, 2003, p.920–928. 

 【304weld, 溶接】M. Obata, J.H. Root, Y. Ishiyama, K. Nakata, H. Sakamoto, 

H. Anzai, K. Asano, Radiation-induced stress relaxation of welded type 304 

stainless steel evaluated by neutron diffraction, J. ASTM Int., 2006, 3, JAI 

12348. 

 【316Lweld, 溶接】Y. Ishiyama, R.B. Rogge, M. Obata, Radiation-induced stress 

relaxation in high temperature water of type 316L stainless steel evaluated 

by neutron diffraction. Journal of Nuclear Materials, 2011, 408, p.153–160. 

 【参考DB】Koji Fukuya, Current understanding of radiation-induced degradation 

in light water reactor structural materials, Journal of Nuclear Science and 

Technology, 2013, Vol. 50, No. 3, pp.213–254. 

 

・ 本データベースからは、クリープ速度は、負荷応力の増加に伴い速まる傾向が認め

られた。 

・ 一方、リクゼーションによる応力低下については、中性子照射量の増加に伴い、わ

ずか数 dpa で 50%以下までに低下が生じる傾向が認められた。 

 

○ 応力特性：スウェリング試験 

今年度、実機 PWR 照射材を用いた試験データの中から、スウェリング試験に関するデ

ータベースの一覧を図 3.1.1-6 に示す。また、データベースとして引用・参照した文献

および報告書は以下の通り。 
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 【316CW】福谷耕司ら、PWR で中性子照射された冷間加工 316 ステンレス鋼のスウ

ェリング、INSS ジャーナル 2001 

 【316CW】K. Fujimoto et al., EFECT OF THE ACCELERATED IRRADIATION AND 

HYDROGEN/HELIUM GAS ON IASCC CHARACTERISTICS FOR HIGHLY IRRADIATED AUSTENITIC 

STAINLESS STEELS, 12th International Conference on Environmental Degradation 

of Materials in Nuclear Systems-Water Reactors, TMS, 2005. 

 【316CW】福谷耕司ら、ステンレス鋼の軽水炉照射挙動、INSS MONOGRAPHS No.4 2009

（Journal of NUCLEAR SCIENCE and TECHNOLOGY, Vol. 43, No. 2, p. 159–173 (2006)

他） 

 【316CW】古谷元ら、316 ステンレス鋼の中性子照射スウェリングに関する研究、

INSS ジャーナル 2000． 

 【316CW】NUREG/CR-6897 ANL-04/28（EPRI MRP-73 他） 

 【316CW】独立行政法人 原子力安全基盤機構 国プロ「H17 年度  照射誘起応力腐

食割れ（IASCC）評価技術に関する報告書」平成 18 年 7 月（2016）等． 

 【316CW】D.J. Edwards et al., Influence of Irradiation Temperature and dose 

Gradients on the Microstructural Evolution in Neutron-irradiated 316SS, 

Journal of Nuclear Materials 317, 2003． 

 【316CW】NUREG/CR-6897 ANL-04/28（EPRI MRP-50 他） 

 【316CW】独立行政法人 原子力安全基盤機構 国プロ「H17 年度  照射誘起応力腐

食割れ（IASCC）評価技術に関する報告書」平成 18 年 7 月等． 

 【347, 304】NUREG/CR-6897 ANL-04/28（EPRI MRP-50 他） 

 【 参 考 DB 】 NUREG/CR-7027, O.K. Chopra (Argonne National Laboratory), 

Manuscript Completed: January 2010, Date Published: December 2010. 

 

・ 本データベースからは、実機バッフルフォーマボルトのように、照射温度が高いボ

ルト材は比較的スウェリングも大きく、照射温度が低いシンブルチューブ材はかな

り小さい傾向が認められた。 
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b)   予測式の検討 

(ⅰ)   データベースからの予測式の検討 

公知の予測式に関する調査結果とともに、これまでの照射材の知見（経験則）などを考慮

して①引張試験、②破壊靱性試験、③SCC 発生に関する予測式の整備につき検討した。 

 

①   機械的性質：引張試験 

・ 引張特性に対しては、PWR 照射材において照射量（dpa）に対する予測式に関して

は、下記の EPRI MRP-1351の予測式を参考にした。 

・ また、本研究での収集したデータベースに対して、下記の式(3.1.1-1)，(3.1.1-2)

で示す MRP-135 の予測式で検証した結果を図 3.1.1-7 に示す。 

 

●SUS316CW（照射量：dpa）の引張特性の予測式 (3.1.1-1) 

☆0.2%耐力（330℃）=499.8701+470.2218704×(1-exp(-dpa/3)) 

☆引張強さ（330℃）=650.175868+330.2584691×(1-exp(-dpa/3)) 

☆一様伸び（330℃）=10-9.7×(1-exp(-dpa/2)) 

☆全伸び（330℃）=18-11×(1-exp(-dpa/5)) 

 

●SUS304（照射量：dpa）の引張特性の予測式 (3.1.1-2) 

☆0.2%耐力（330℃）=199.94804+599.8431485×(1-exp(-dpa/3)) 

☆引張強さ（330℃）=450.227828+350.2532407×(1-exp(-dpa/3)) 

☆一様伸び（330℃）=40-39.5×(1-exp(-dpa/1)) 

☆全伸び（330℃）=45-37×(1-exp(-dpa/2.5)) 

 

・ その結果、MRP-135 の予測式では、照射温度の影響が考慮できていない。 

・ また、本データベースでは、SUS304 が評価できるほどのデータが少ないことがわ

かった。すなわち、SUS304 を対象にして MRP-135 の予測式の妥当性について評価

した結果を図 3.1.1-8 に示すように、データベース数が少なく、妥当性を明確に評

価することができなかった。 

・ そこで、本研究では、比較的データベースが豊富な SUS316CW（照射温度が PWR よ

りも高い FBR データは省く）を対象にして、上記の MRP-135 の予測式の不具合を改

良するために、照射温度依存性を踏まえた照射量に対する引張特性の予測式を検討

した。その結果を下記の式(3.1.1-3)及び図 3.1.1-9 に示す。 

 

                             
1 EPRI MRP-135-Rev.1, Material Reliability Program: Development of Material 

Constitutive Model for Irradiated Austenitic Stainless Steels, 1020958, Final Report, 

October (2010). 
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○鋼種：SUS316CW（データベースでの各種 SUS316CW から） 

○評価パラメータ：照射温度依存性，試験温度 300℃近傍（290～320℃） 

 

●SUS316CW（照射量：dpa，照射温度：T（℃））の引張特性の予測式 (3.1.1-3) 

☆0.2%耐力（試験温度：290～320℃） 

   =400+600×(1-exp(-dpa/(3.272E-05exp3.877E-02T))) 

☆引張強さ（試験温度：290～320℃ ） 

   =550+450×(1-exp(-dpa/(3.785E-06exp4.621E-02T))) 

☆一様伸び（試験温度：290～320℃ ） 

   =15-14.5×(1-exp(-dpa/(1.751E-07exp5.365E-02T))) 

☆全伸び（試験温度：290～320℃ ） 

   =25-20×(1-exp(-dpa/(9.697E-07exp5.014E-02T))) 

 

・ さらに、真応力-真歪み線図の予測式に関しては、照射量が 10dpa を超えると 0.2%

耐力（σy）と引張強さ（σB）がほぼ同じ挙動となり、さらに伸びが著しく低下す

るために妥当な予測線が得られないと判断した。 

・ そこで、図 3.1.1-10 に示す 10dpa 以下となる材料データ（SUS316CW：バッフルフ

ォーマボルト）を基にして、照射量及び 0.2%耐力に対する Swift 型（σ=k(a+ε)n）

を用いた式（従来知見から n=0.5 と一定）を参考にして予測式を検討した結果を

下記の式(3.1.1-4)及び図 3.1.1-11 に示す。 

 

○鋼種：SUS316CW（データベースでのバッフルフォーマボルトから） 

○評価パラメータ：10dpa 以下の照射材（σy<σB）に限定，試験温度 300℃近傍 

 

●SUS316CW（照射量：dpa，応力：σ，歪み：ε）の引張特性の予測式 (3.1.1-4) 

☆dpa 構成式 

   σ=（-9.356dpa+1076.3）×(0.0341dpa+0.2647＋ε)0.5 

☆σy構成式 

   σ=（-0.0384σy+1047.3）×(0.001σy-0.1979＋ε)0.5 

 

・ 今後、試験温度の影響も考慮したものが必要となる。また、鋼種として、SUS316

に比べると、SUS304 のデータが少なく、現状のデータのみから線図を引くとした

場合、データベースが不足している課題が残る。  



 

 

図 3.1.1-7   引張試験験データベー
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図図 3.1.1-11   引張試験

真応力-真

3-31 

 

 

 

データベース

真歪み線図の

スの SUS316

の予測評価 

CW（BFB）のの 

 

 

 



3-32 

②  機械的性質：破壊靱性試験 

・ PWR 照射材にける破壊靱性試験データは極端に少なく、図 3.1.1-12 に示すように

今回収集したデータに対する破壊靱性評価においては、Validity（有効性）に乏し

いデータが主体である。 

・ 従って、PWR 照射材からの予測線に関しては、上述の通り妥当性が低いデータとな

るために、本研究では明確な予測線を引くことは断念した。 

・ 今後、PWR と BWR で、データベースの共通化を図り、EPRI の MRP-1352や NRC の

NUREG-70273のまとめ方を参考にして、最適な下限線（線図）を作成する必要があ

ると考えている。 

 

 

図 3.1.1-12   破壊靭性試験データベースにおける照射量に対する破壊靱性特性 

 

③  SCC 特性：SCC 発生 

・ 炉内構造物の PWR における SCC に対して、SCC 発生しきい応力値（下限線）につい

ては、個々の研究者で同様なデータの扱いが行われているため大差は認められてい

ないが、妥当性を示す繰返しのデータ点数がそれほど多くなく、特に IASCC 感受性

の発現する低照射量側（数 dpa）でのデータが極端に乏しい状況である。 

・ 一方、高い照射量領域での下限線となる低応力側では、試験時間の制限などもあり、

単なる下限データ（水平線、またはなだらかな右下がりの線）での線図のみならず、

照射量、照射温度、試験温度に対して、メカニズム的な面も踏まえた下限線の引き

方を検討する必要がある。 

・ ほぼ全データを包括する下限線に関しては、ASME PVP 2013 でロシア研究者の V. 

                             
2 EPRI MRP-135-Rev.1, Material Reliability Program: Development of Material 

Constitutive Model for Irradiated Austenitic Stainless Steels, 1020958, Final Report, 

October (2010). 
3 NUREG/CR-7027, O.K. Chopra (Argonne National Laboratory), Manuscript Completed: 

January 2010, Date Published: December 2010. 
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Fedorova4らが報告している下記の式(3.1.1-5)の予測式がある。 

 

σth
IASCC=415×exp[-2.56×10-2(dpa-3)]+217 (3.1.1-5) 

  

・ そこで、本研究では、その予測式を参考にして本データベースに対して包括した下

限線を予測するための式について検討した結果を下記の式(3.1.1-6)及び図

3.1.1-13 に示す。 

 

σth
IASCC=360×exp[-6.5×10-2(dpa-3)]+385 (3.1.1-6) 

 

・ 文献の線図を参考にし、収集した IASCC 発生データを包絡するように SUS316CW に

対する IASCC 発生しきい応力線（下限線：図中の赤点線）を検討した結果、ロシア

研究者の報告している下限線（図中の青点線）はかなり保守的であることがわかっ

た（図中の 30dpa のデータは、SUS304-高 Li 環境のデータであるために、鋼種及び

試験環境の違いがあると判断し、下限線の評価に含めないとした）。 

・ 本研究で検討して得た上記の下限線は、国プロ IASCC 研究の IASCC 発生しきい応力

線とほぼ同様な傾向となった。 

・ また、照射温度、試験温度、試験環境（DH、Li 濃度）、フラックス（照射速度）、

鋼種（SUS304、SUS316CW）、試験法（単軸、曲げ）に対する影響を踏まえた定式化

は、データベースが少なく現状明確に区分した評価が困難となる課題が残る。 

 

                             
4 V. Fedorova, B. Margolin, Proceedings of the ASME 2013 Pressure Vessels and Piping 

Conference PVP2013, PVP2013-97949. 
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⑤  応力特性：スウェリング試験 

・ スウェリングに関しては、炉内構造物の応力評価として、Foster-Flinn の予測式6の

照射速度での補正7,8した下記の式(3.1.1-8)の予測式が検討されている。 

 

S＝(％ΔV/V0)＝A×(dpa×107/1.25)-0.73×(dpa/4.9)2 

A＝exp(-1.591+0.245T-1.210T2-1.384T3-1.204T4) 

T＝(t-490)/100 

(3.1.1-8) 

  

・ そこで、この式につき、収集したデータベースにつき予測線の妥当性を検討した結

果を図 3.1.1-15 に示す。 

・ PWR 照射材は、SUS316CW のシンブルチューブとバッフルフォーマボルトのデータが

主体である。 

・ シンブルチューブは照射温度が低く（330℃以下）、スウェリングも小さく、照射量

の依存性は小さい（0.05%以下）。一方、バッフルフォーマボルトは、シンブルチュ

ーブに比べて、照射温度が高く（330℃以上）、照射量が低いもののスウェリングが

大きい（それでも 0.2%程度）。 

・ SUS316CW シンブルチューブは照射温度が低く（290～320℃）、スウェリングも小さ

く、上記補正式では、照射温度 320℃、照射速度 10-7～10-8dpa/sec で整理可能であ

った。 

・ SUS316CW ボルトは、シンブルチューブに比べて、照射温度が高く（約 340℃）、照

射量が低いもののスウェリングが大きく、上記補正式では、照射温度 340℃、照射

速度 10-8～10-9dpa/sec で整理可能であった。 

・ また、EPRI MRP-1359では、SUS304及びSUS316CWに対して、それぞれ下記の式

(3.1.1-9),(3.1.1-10)の予測式が報告されている。 

 

●SUS304 のスウェリング式 

S'(％/dpa)＝2×φ×φ
．

（-0.731）×exp[22.106-18558/(t＋273.15)] 
(3.1.1-9) 

 

                             
6 J. P. Foster and J. E. Flinn, Journal of Nuclear Materials, Vol.89, p.99 (1980). 
7 亀山 雅司，千種 直樹，久保 登，片山 正章, 溶接学会論文集 第 23 巻 第 1号, p.77 

(2005). 
8 T. Matsubara, T. Tsutsui, Y. Kamei, M. Kitsu, Proceedings of the International 

Symposium on FONTEVRAUD 7, Contribution of Materials Investigations to Improve the 

Safety and Performance of LWRs, SFEN, French Nuclear Energy Society, O16-A069 (2010). 
9 EPRI MRP-135-Rev.1, Material Reliability Program: Development of Material 

Constitutive Model for Irradiated Austenitic Stainless Steels, 1020958, Final Report, 

October (2010). 
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●SUS316CW のスウェリング式 

S'(％/dpa)＝0.9×[10.0＋2φ(1-exp(-0.010φ))]×φ
．

（-0.731） 

・exp[22.106-18558/(t＋273.15)] 

(3.1.1-10) 

 

ここで，％ΔV/V0はスウェリング量(％)，tは温度(℃)，φ
．
はdpaレイト(10-7dpa/sec)，

φは中性子照射量(dpa) 

・ その結果、材料の観点では、SUS304 に対して、SUS316CW よりもスウェリングが大

きくなる傾向が認められた。 

・ 照射温度の観点では、温度が低いほど、スウェリングが小さく、温度が高いほど、

大きくなる傾向である（Foster-Flinn 式の照射速度（dpa レイト）補正式も同様）。 

・ dpa レイトの観点では、dpa レイトが小さいほど、スウェリング量も大きくなる傾

向が認められた（Foster-Flinn 式の照射速度（dpa レイト）補正式も同様）。 

・ 現状、上記の予測式が妥当として適用されていることから、本研究での新たな予測

式の作成は考えていない。 

  



図3.11.1-15   スウウェリングデデータベース
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(d) まとめ 

本年度は、以下の成果を得た。本年度までの成果につき、データベースと予測式の状況と

見通しについてまとめたものを表 3.1.1-3 及び表 3.1.1-4 に示す。 

 

a)   データベース構築 

・ データベース構築の完成に向けて、PWR&BWR のデータベースの整合を図り、収集項

目の順番の見直しなどを実施した。 

・ データベース構築に追加して、照射緩和、スウェリング試験データのデータベース

項目を抽出した。 

・ 照射緩和に関しては、定式化されている JNES 国プロ IASCC 研究データ、過去の国

プロの研究成果などの知見を反映し、エクセルでのデータベース化を実施した。 

・ スウェリングに関しては、エクセルでのデータベース化を実施。実機バッフルフォ

ーマボルトのように、照射温度が高いボルト材はスウェリングも大きく、照射温度

が低いシンブルチューブ材はかなり小さい傾向が認められた。 

 

b)   予測式の検討 

・ 引張試験の照射特性（照射量 vs 引張特性）に関しては、H24 年度に収集した引張

試験データベースに基づき、 EPRI MRP-135 を参照してデータを検証した。 

・ SUS316CW に対しては、ほぼ満足する予測線が得られた。但し、10dpa 以下の照射挙

動に対して、照射温度の影響が考慮できていないため、予測式の見直しを実施した。

SUS304 に関しては、現状データベースが少なく、BWR データ含めて調整が必要であ

る。 

・ 真応力-真歪み線の定式化として、10dpa以下のSUS316CWの挙動の形式化のために、

Swift 式を用いた照射量及び耐力依存性に関する予測式を検討した。 

・ SCC 発生試験の SCC 発生しきい応力線（照射量 vs 負荷応力）に関しては、文献な

どを参考に、IASCC 発生の下限データを基にした線図を検討中であるが、IASCC 発

生データに関する各種条件に不明確なものがあり、そのまま実機の IASCC 評価への

使用に対しては課題が残る。 

・ スウェリング試験に関しては、予測式による妥当性を検討した。 

 

また、照射材の引張性質の予測式に関しては、上記の検討結果を踏まえ、H25 年度の照射

劣化研究会及び作業会にて協議した結果、表 3.1.1-5 及び表 3.1.1-6, 図 3.1.1-16, 図

3.1.1-17 の成果を得た。 

 

(e)   今後の方針 

上記の H25 年度までの成果を踏まえて、以下の検討を今後の方針とする。 
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a)   データベースの構築 

・ 炉内構造物の高経年化とその審査に統一的に使用できる照射材データ

ベースにつき、拡張して収集した、照射緩和試験（クリープ＆リラク

ゼーション）及びスウェリング試験のデータにつき、データベースを

構築の充実化を検討する。 

 

b)   予測式の検討 

・ 上記 a)に基づき、国内外の種々の予測式とこれまでの知見、確率論的

評価を念頭においた材料特性のばらつきの設定法を考慮して、最適な

予測式の設定を H25 年度に継続して検討する。 



 

  

 

3
-4
0 

 

表 3.1.1-3  照射材のデータベースと予測式の状況と今後の見通し（PWR）（1/2） 

材料特性 
健全性評価上のニー

ズ 

データベース 予測式 

データの質と過不足 
拡充の必要性
（拡充計画） 

既存の式の状況 
新しい予測式
の必要性 

新式作成の可能性 

引張 
特性 

応力歪曲線

・ 構造解析の基本
となるデータで
あり必須 

・ 標準となる式は
国内にはなく必
要に応じて作成
されるが検証は
されていない 

・ 約 30 点（デジタルデ
ータとして活用でき
るもの） 

・ 316CW のみ 
・ 実機照射のみ  

<74dpa, 290-340℃ 
・ 照射量と温度が限ら

れる 

・ 一様伸びを示す
範囲の照射量の
データ 

・ 304 データ 

・ 国内で公開使用され
ている式はない（発
電技検 PLEX データ
のみ） 

・ 既存式は EPRI MRP
のみ 

・ MRP 式はデータとの
一致が悪い 

・ 構造解析の基
本式として推
奨式を作成し
ておくことに
より、健全性評
価とその審査
の信頼性が確
保される 

・ Swift 式に基づき推奨
式を作成 

・ 0.2%耐力等の特性値か
らの予測を採用 

・ 材料（現状、316CW の
み）、照射条件等のパラ
メータ化は今後可能な
限り取込む予定 

0.2%耐力、
引張強さ等

・ 構造解析の基本
となるデータで
あり必須 

・ 標準となる予測
式は国内にはな
い 

・ 約 230 点
・ 316CW と一部 304 
・ 国内＆海外データ 
・ 実機 FTT/BFB データ 
・ <74dpa, 290-340℃ 
・ FBR 照射データ 

・ 304 データ ・ 国内で公開使用され
ている式はない（発
電技検 PLEX データ
のみ） 
・既存式は EPRI MRP
のみ 

・ MRP 式はデータとの
一致が悪い 

・ 同上 ・ 経験式として推奨式
（MRP 式の改良）が作成
可能 

・ 基本パラメータは dpa 
・ 材料（304,316CW）、照射

条件等のパラメータ化
は今後可能な限り取込
む 

破壊 
靭性 

破壊靭性値

・ 炉心そう等の欠
陥評価に不可欠 

・ 約 50 点
・ 316CW と一部 304 
・ 実機部材データのみ 
・ valid なデータはない
・ FBR データも含めた検

討はある 

・ valid なデータ
（比較的大型の
照射材が必要） 

・ 国内で公開使用され
ている式はない（発
電技検 PLEX の下限
データを元にした評
価程度） 

・ PWR を対象とした既
存式はない 

・ 現時点での必
要性は高くな
い 

・ PWR/BWR 共通的な式が
作成可能（ただし、PWR
照射材データは、valid
ではないために式化に
は適さない） 

JR 曲線 

・ 同上 ・ FTT データが数点ある
のみ 

・ valid なデータはない

・ 同上 ・ 国内で公開使用され
ている式はない 

・ PWR を対象とした既
存式はない 

・ 同上 ・ 同上

304：304 ステンレス鋼 dpa：はじき出し損傷量 

316CW：316 冷間加工ステンレス鋼 DH：溶存水素 

BFB：バッフルフォーマボルト Zn：亜鉛
FBR：高速増殖炉 
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表 3.1.1-4  照射材のデータベースと予測式の状況と今後の見通し（PWR）（2/2） 

材料特性 
健全性評価上のニー

ズ 

データベース 予測式 

データの質と過不足 
拡充の必要性
（拡充計画） 

既存の式の状況 
新しい予測式
の必要性 

新式作成の可能性 

IASCC 

発生 

・ BFB の評価に不
可欠 

・ 発生しきい応力
に基づく評価が
現実的 

・ 約 250 点
・ 316CW、極一部 304 
・ 20-74dpa は定荷重デ

ータが豊富（ただし、
FTT） 

・ 低照射量データが少
ない 

・ BFB の高照射量データ
がない 

・ 中性子束や温度の影
響が不足 

・ 低照射量データ
（10dpa 以下）、
水質影響データ
（DH、ほう酸、
リチウム、Zn 注
入） 

・ 中性子束や照射
温度依存性に関
するデータ 

・ 実機 BFB の寿命
末期評価のため
の高照射量デー
タ 

・ dpa だけの予測式な
どの試みがあるが広
く知られたものはな
い 

・ 標準式を作成
しておくこと
により評価と
審査の透明性
を確保できる 

・ 現状の限定されたデー
タからとなるが IASCC
発生しきい値を評価す
る標準式（ロシア式の改
良）を作成 

・ 材料（現状、CW316 の
み）、試験条件、照射条
件等のパラメータ化は
今後可能な限り取込む
予定 

進展 
・ BFB や炉心そう

等への進展評価
は無し 

- - 
・ 特に無し ・ 現時点での必

要性はあまり
高くない 

- 

照射緩和 

・ BFB や炉心そう
の応力レベルの
評価に不可欠 

・ 約 110 点
・ IASCC 事業データ

316CW 他 
【DB 拡充中】 

・ 高応力のデータは少
ない 

・ 中性子束や温度の影
響のデータはほとん
どない 

・ 高応力のデータ
・ 中性子束や照射

温度の影響のデ
ータ 

・ 304 や溶接部評
価のデータ 

・ IASCC 事業成果とし
て新しいクリープ式
が提案されている 

・ データベース
の拡充がない
ため既存の式
を利用するこ
とが合理的 

・ データ拡充が
あった段階で
見直しを実施 

- 

スウェリング 

・ BFB の評価には
バッフルやフォ
ーマのスウェリ
ングが不可欠 

・ 約 50 点
・ 316CW と一部の

304,347 
・ PWR 条件に合う、照射

温度（290～340℃）を
考慮できる高照射、低
中性子束データはほ
とんどない 

・ 照射温度（290～
340℃）を考慮し
た高照射、低中
性子束に関する
304 データ 

・ FBR データに基づく
Foster-Flinn 照射
速度補正式が使用さ
れている 

・ データベース
の拡充がない
ため既存の式
を利用するこ
とが合理的 

・ データ拡充が
あった段階で
見直しを実施 

- 

304：304 ステンレス鋼 dpa：はじき出し損傷量 
316CW：316 冷間加工ステンレス鋼 DH：溶存水素
BFB：バッフルフォーマボルト Zn：亜鉛
FBR：高速増殖炉 
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①-1：降伏応

さ、一様伸び

（最確式）

①-2：真応力

係（最確式）

 

 

表 3.1.1-5  照

項目 

応力、引張強

び、破断伸び

力-真歪み関

） 

照射材の機械的性

・ Rev.0 式を作

・ dpa の関数で

・ PWR：～300ºC

・ Rev.0 式を作成

・ 基本式は Swif

・ k と a の式化

 ε=0

 k は

 a は

・ 降伏応力式に

性質の予測式（H2

H25 年

作成 

で式化   ⇒ 

C、SUSCW316 

成 

ft 式、n=0.5   ⇒

0 として降伏応力

は照射で変化しな

は dpa の一次式で近

に対応した材料区分

25 年度 照射劣化

年度のまとめ 

⇒ 

力にフィッティン

い=一定 

近似 

分 

CM 

化研究会&作業会成

ング 

.0)  ak

AC  exp1

成果のまとめ（PW

H2

 

・ 室温

・ 温度

・ 冷間

・ BP 共

 

・ 降伏

ェッ

・ PWR

力-

5.

Bt

WR））（1/2） 

6 年度に向けた検

温の式（PWR） 

度効果（PWR） 

間加工の式化 

共通式の可能性

伏応力式の検討を

ック 

R 式のデータによ

-真歪み） 

検討課題 

を反映したチ

る確認（真応
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表 3.1.1-6  照射材の機械的性質の予測式（H25 年度 照射劣化研究会&作業会成果のまとめ（PWR））（2/2） 

項目 H25 年度のまとめ H26 年度に向けた検討課題 

③破壊靭性（最確式） － 

・ PWR 式の検討 

・ モデル式の検討（より適切な式

の有無） 

④IASCC 

⑤応力緩和 

⑥スウェリング 

・ ・H25 年度はデータと既存式の収集 ・ 既存式を参考に式を検討 
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図 3.1.1-17   引張特性に対する特徴（H25 年度 照射劣化研究会&作業会成果のまとめ（PWR）） 

引張特性（PWR） 

 

・ 照射温度と試験温度は 290-350ºC。照

射温度が不明のデータが多い。 

 

・ 試験温度の差はあまりはっきりしな

い。飽和レベルはほぼ同じ。 

 

・ SUS304は SUS316CWよりも飽和レベル

がやや低いようにも見える。 

 

・ BORデータはPWRデータの範囲内にあ

る。 

 

・ 中性子束の不明なデータが多く、その

影響はわからない。 
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2) BWR 照射材データベースの構築および予測式の検討 

 BWR 炉心・炉内構造物に使用されている材料の中性子照射による性質変化に関するデー

タに関し、規制当局の審査や事業者の評価に合理的に使用できる質と形式を具備したデー

タベースを整備することを目的に、国内外の文献等からデータ収集する。データベースの

対象とする材料特性は、各種の機械的性質、IASCC の発生・進展、破壊じん性、応力緩和

等の炉心・炉内構造物の健全性評価に必要と考えられる特性とし、文献等からのデータの

収集を行うとともに照射条件や試験条件等に基づきデータの質に関するスクリーニングを

行いデータベースを構築する。また、BWR 炉心・炉内構造物に使用されている材料の中性

子照射による変化を適切に記述できる材料特性の予測式を整備することを目的として、文

献等で提案されている経験式や半機構論式を調査し、適切な予測パラメータと式の形式に

ついて検討する。 

 

(a) データベースの抽出 

 BWR 炉内構造物として使用されているオーステナイトステンレス鋼を対象としたデータ

ベースを作成する。健全性評価に不可欠な材料特性予測法と中性子照射による主たる特性

変化として、以下の試験データを調査した。 

 a)機械的性質 ：①引張試験 ②破壊じん性試験 ③硬さ試験 ④応力緩和試験 

 b)SCC 特性  ：⑤SCC 発生試験 ⑥き裂進展試験 

 最新知見のデータベースを構築するために、主に以下の文献を対象に調査を実施した。 

 Int. Symp. on Env. Degradation of Materials in Nucl. Power Systems-Water 

Reactors 

 Corrosion 

 Journal of Nucler Materials 

 Fontevraud International Symposium 

 ICAP 

 原子力学会欧文誌 

 原子力学会予稿集 

 電力共同研究報告書 

 収集したデータにつき、PWR 側とのデータと共通化させて整理を図ることを視野に入れ

て、データベースの項目を以下のように抽出した。 

 (i)共通項目（番号、材料、照射条件など） 

DB No.、試験片番号 No.、材料番号 No.、照射炉、照射環境、採取部位、照射時形

状、詳細鋼種、鋼種、冷間加工率(%)、材料組成（C, Si, Mn, P, S, Ni, Cr, Mo, Nb, 

Ti, B, Cu, N, Co, Fe (wt%)）、熱処理条件、照射量（n/m2 (E>1MeV), dpa）、中性子

フラックス（dpa/s）、照射温度（℃） 

 (ii)引張試験（(i)項目に追加） 
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試験環境、試験温度（℃）、試験片形状、平行部断面積（mm2）、平行部長さ（mm）、引

張ひずみ速度（/s）、0.2%耐力（MPa）、引張強さ（MPa）、一様伸び（%）、全伸び（%）、 

絞り（%）、加工硬化指数、応力-ひずみ線図、備考、出展 

 (iii)破壊じん性試験（(i)項目に追加） 

試験環境、試験温度（℃）、試験片形状、試験片厚さ（mm）、正味厚さ（mm）、試験片

幅（mm）、機械き裂長さ（mm）、初期き裂長さ（mm）、初期リガメント（mm）、疲労予き

裂長さ（mm）、き裂方向、JQ（KJ/mm2）、JIC（KJ/mm2）、Tearing Module dJ/da、KIC 換

算（MPa√m）、0.2%耐力（MPa）、引張強さ（MPa）、一様伸び（%）、全伸び（%）、絞り

（%）、破壊じん性曲線（J vs 照射量）、J-R 曲線、開口幅-荷重曲線、備考、出展 

 (iv)硬さ試験（(i)項目に追加） 

試験環境、試験温度（℃）、測定試験片、測定組織、硬さ、保持時間、0.2%耐力（MPa）、

引張強さ（MPa）、一様伸び（%）、全伸び（%）、備考、出展 

 (v)応力緩和試験（(i)項目に追加） 

試験環境、試験温度（℃）、測定試験片、測定組織、硬さ、保持時間、0.2%耐力（MPa）、

引張強さ（MPa）、一様伸び（%）、全伸び（%）、備考、出展 

  (vi)SCC 発生試験（(i)項目に追加） 

試験環境、試験温度（℃）、試験環境（DO(ppm), DH(ppm) DH(cc/kg), B(ppm), Li(ppm)）、

試験片形状、平行部断面積（mm2）、平行部長さ（mm）、採取方向、負荷方式、負荷応力

σ（MPa）、0.2%耐力σy（MPa）、応力比σ/σy、破断時間符号、試験時間（hr）、導電率

符号、導電率（μS/cm）、ECP（mVS HE）、割れ有無、SCC 発生図、備考、出展 

 (vii)き裂進展試験（(i)項目に追加） 

試験片形状、試験温度（℃）、試験片厚さ(mm)、負荷制御方式、応力拡大係数(MPa√

m)、き裂進展速度(m/s)、溶存酸素濃度（DO(ppm)）、溶存水素濃度( DH(ppm))、出口

導電率（μS/cm）、ECP（mVS HE）、破面 SEM 写真有無、備考、出展 

以上の項目につき、EXCEL ベースのデータベースを作成した。なお、これらのデータベ

ースは損傷量(dpa)により整理および評価されることが多い。そこで、損傷量の表記のない

ものについては一般的に用いられている高速中性子照射量と損傷量の関係である 7×

1024n/m2=1dpa により換算した。 

 

(b) データベースの構築 

a)引張試験 

 文献調査により収集した引張試験のデータ例を図 3.1.1-18 に示す。構築した引張試験デ

ータベースを表 3.1.1-7 に示す。データベースから作成した諸特性の損傷量依存性を図

3.1.1-19 に示す。損傷量の増加に伴い、強度の上昇と伸びの減少が生じる一般的にオース

テナイトステンレス鋼に見られる照射効果が確認された。これらのデータから損傷量に対

する 0.2%耐力（YS）、引張強さ（UTS）、一様伸び（UE）、全伸び（TE）の鋼種依存性は明瞭
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ではなかった。このため、全てのデータを用いて各項目の損傷量依存性を示す以下の関係

式を得た。図 3.1.1-19 にこれらの関係式から得られた近似曲線も示した。 

0.2%耐力： ߪ଴.ଶ ൌ 194.122 ൅ 622.699 ൬1 െ ݌ݔ݁
െ݀ܽ݌
2.371

൰ (3.1.1-11) 

引張強さ： ߪ௎்ௌ ൌ 441.391 ൅ 450.808 ൬1 െ ݌ݔ݁
െ݀ܽ݌
4.535

൰ (3.1.1-12) 

一様伸び： ߳௎ ൌ 34.447 െ 32.971 ൬1 െ ݌ݔ݁
െ݀ܽ݌
1.677

൰ (3.1.1-13) 

全伸び： ்߳ ൌ 40.280 െ 31.481 ൬1 െ ݌ݔ݁
െ݀ܽ݌
1.653

൰ (3.1.1-14) 

 

b)破壊じん性試験 

 文献調査により収集した破壊じん性試験のデータ例を図 3.1.1-20 図 3.1.1-20 に示す。

国内では、実機シュラウドや上部格子板を用いた破壊じん性試験も行われている。また、

試験片の採取方向によっては同じ試験片であっても破壊じん性値が大きくなることもあり、

データの取り扱いには注意が必要である。構築した BWR 破壊じん性試験データベースを表

3.1.1-8 に示す。データベースより作成した破壊じん性値の損傷量依存性に NRC、EPRI、機

械学会の評価式による線図を合わせて図 3.1.1-21 に示す。損傷量の増加に従って破壊じん

性値は低下する傾向が見られた。 

 照射量に対する破壊じん性の評価式はいくつか検討されている。西村らはボイド合体型

の破壊機構に基づく延性破壊モデル式に中性子照射量の項を導入し、照射材の破断ひずみ

および破壊じん性評価式を構築した10。EPRI の Carter らは BWR 実機材データを基に破壊じ

ん性評価式を作成した11。Chopra は種々の照射温度（90－427℃）/試験温度（100－427℃）

で評価したオーステナイトステンレス鋼の破壊じん性値の定式化を検討し12、さらに幾つ

かの照射材データを加えて NRC/EPRI における破壊じん性値の照射量依存性の評価式を検

討している(図 3.1.1-22)13。Carter と Chopra らが作成した評価式はいずれも試験により

得られた破壊じん性に対する下限のフィッティングカーブに等しく、メカニズムに起因し

                             
10 西村誠二ら、“ステンレス鋼の破壊じん性に及ぼす照射の影響に関する検討”:日本原子

力学会 2000 年秋の大会予稿集 
11 R.G. Carter and R.M. Gamble:“Assessment of the fracture toughness of irrradiated 

stainless steel for BWR core shrouds”, Fontevraud 5, September 25, 2002, Fontevraud, 

France. 
12 O. K. Chopra et al:“FRACTURE TOUGHNESS OF IRRADIATED WROUGHT AND CAST 

AUSTENITIC STAINLESS STEELS IN BWR ENVIRONMENT” 13th International Conference on 

Environmental Degradation of Materials in Nuclear Power Systems Whistler, British 

Columbia August 19 - 23, 2007 
13 O. K. Chopra: International BWR & PWR Materials Reliability Conference and Exhibit 

Show, National Harbor, MD, 2012 
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たものでは無いことに注意する必要がある。図 3.1.1-23 に作成した破壊じん性のデータベ

ースに EPRI と NRC が作成した評価式と日本機械学会維持規格線図をプロットした。いずれ

の評価式も収集した破壊じん性のデータの下限値を表している。 

 宮田らは破壊じん性値と機械的特性との相関を調べ、以下の関係式を得ている14。 

௖ܭ ൌ ௖ߪܽ ቆ
௖ߪ
௬ߪ
ቇ
௕

 (3.1.1-15) 

ここで、cは劈開応力、yは降伏応力、a、bは定数である。本項では、c=UTS、y=0.2 と

して、(3.1.1-11)、(3.1.1-12)および(3.1.1-15)式を用いて破壊じん性値の評価式作成を

試みた。図 3.1.1-23 にデータベースの破壊じん性値と各機関の下限線と共に本項で作成し

た下限線を示す。本項で検討した下限線は 1dpa 以下の損傷領域で下限値を良く表している

が、1dpa 以上では下限線を下回るデータも散見される。前述したように同一材であっても

採取方向により破壊じん性値が異なる場合もあり、今後データの見直し等も含めて破壊じ

ん性の予測式を検討していく。 

 

c)硬さ試験 

 構築した BWR 硬さ試験データベースを表 3.1.1-9 に示す。データベースから作成した硬

さの損傷量依存性、硬さと 0.2%耐力の関係を図 3.1.1-24 に示す。損傷量に対する硬さの

変化には鋼種の明瞭な依存は見られず、3dpa を超えると HV330 程度の硬さとなる。また、

多くの文献で指摘されているように収集したデータベースにおいても 0.2%耐力と硬さに

は直線関係が得られた。 

 

d)応力緩和試験 

 構築した BWR 応力緩和試験データベースを表 3.1.1-10 に示す。データベースから作成し

た応力比の損傷量依存性を図 3.1.1-18 に示す。損傷量の増加に従って応力比は低下する

傾向が見られた。 

 

e)SCC 発生試験 

 文献調査により収集した SCC 発生試験のデータを図 3.1.1-26 に示す。SCC 発生試験に関

するデータは極めて少なく、BWR 実機材を用いて試験を行ったデータのみであり貴重であ

る。構築した SCC 発生試験データベースを表 3.1.1-11 に示す。 

 

f)き裂進展試験 

 文献調査により収集したき裂進展試験のデータ例を図 3.1.1-27 図 3.1.1-20 に示す。き

裂進展試験結果は試験条件に強く依存するため、荷重制御方法、水質等のデータが不足す

                             
14 宮田隆司、大塚昭夫、三林雅彦、土師利昭、栗飯原周二：“Local Fracture Criterion

による破壊じん性の推定”、材料, 37, pp.897 (1988) 
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表 3.1.1-7 BWR 条件での引張試験データベース 

 

  

DB 試験片番号 材料番号 照射炉 照射環境 採取部位 照射時形状 詳細鋼種 鋼種
冷間

加工率
熱処理条件

中性子束
（フラックス）

照射温
度

試験環
境

試験温
度

試験片形状
平行部
面積

平行部
長さ

引張歪
速度

0.2%耐
力

引張強さ
一様伸

び
全伸び 絞り

加工硬
化指数

応力-歪
線図

備考 出典

No. No. No. - - - - - - （%） C Si Mn P S Ni Cr Mo Nb Ti B Cu N Co Fe - （n/m2

E>0.1MeV
（n/m2

E>1MeV）
(dpa) （dpa/s） （℃） - （℃） - （mm2） （mm） （/s） （MPa） （MPa） （%） （%） (%) - - - -

1-1 A035 - - - - - SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 0.00.E+00 0.00 - - 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 168 382 41.3 50.5 - - 有
1-2 A036 - - - - - SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 0.00.E+00 0.00 - - 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 156 399 43.7 53.8 - - 有
1-3 A132 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 1.5E+18 5.78.E+24 0.94 2.41E-07 287.0 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 352 485 28.4 36.6 - 0.27 有
1-4 A134 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 1.3E+18 5.11.E+24 0.91 2.36E-07 287.0 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 355 494 28.2 35.9 - 0.26 有
1-5 A238 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 1.2E+18 8.98.E+24 1.57 2.17E-07 284.3 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 407 514 25.4 32.6 - 0.28 有
1-6 A233 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 1.5E+18 1.09.E+25 1.84 2.57E-07 284.3 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 414 520 22.0 29.6 - 0.27 有
1-7 A336 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 1.4E+18 3.04.E+25 5.11 2.32E-07 287.3 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 606 616 17.1 25.3 - 0.17 有
1-8 A348 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 1.1E+18 2.51.E+25 4.37 2.00E-07 287.3 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 621 635 15.5 23.6 - 0.16 有
1-9 - - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 7.51.E+25 12.50 - 288 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 674 676 0.3 11.1 - - 有
1-10 - - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 7.64.E+25 12.70 - 288 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 698 701 0.2 9.6 - - 有
1-11 H035 - - - - - SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 18.430 - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - - 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 159 373 41.3 51.6 - - 有
1-12 H036 - - - - - SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 18.430 - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - - 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 159 369 39.9 48.7 - - 有
1-13 H134 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 18.430 - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 1.3E+18 5.68E+24 1.06 2.45E-07 287.0 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 350 466 25.5 33.3 - 0.24 有
1-14 H135 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 18.430 - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 1.5E+18 6.17E+24 1.04 2.57E-07 287.0 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 358 476 25.6 32.5 - 0.24 有
1-15 H241 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 18.430 - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 1.3E+18 8.96E+24 1.59 2.28E-07 286.8 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 420 506 25.0 32.0 - 0.27 有
1-16 H234 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 18.430 - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 1.4E+18 1.03E+25 1.72 2.37E-07 286.8 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 430 514 25.1 31.2 - 0.26 有
1-17 H337 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 18.430 - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 1.1E+18 2.46E+25 4.29 1.97E-07 286.9 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 645 646 0.3 18.7 - 0.02 有
1-18 H343 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 18.430 - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 1.3E+18 2.94E+25 5.01 2.28E-07 287.4 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 633 643 0.1 12.7 - 0.02 有
1-19 - - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 18.430 - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 7.74E+25 12.90 - 288 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 674 677 0.4 10.0 - - 有
1-20 - - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 18.430 - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 7.54E+25 12.60 - 288 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 685 685 0.3 9.5 - - 有

2-1 R033 - - - - - SUS304(HT) 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 18.580 - - - - - - 0.040 Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - - 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 166 415 50.7 57.7 - - 有
2-2 R034 - - - - - SUS304(HT) 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 18.580 - - - - - - 0.040 Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - - 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 144 416 44.7 54.3 - - 有
2-3 R133 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304(HT) 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 18.580 - - - - - - 0.040 Bal. 溶体化 1.3E+18 5.56E+24 1.00 2.40E-07 288.0 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 466 566 22.4 29.1 - 0.22 有
2-4 R134 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304(HT) 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 18.580 - - - - - - 0.040 Bal. 溶体化 1.4E+18 5.99E+24 0.99 2.33E-07 288.0 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 453 562 23.2 29.9 - 0.22 有
2-5 R232 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304(HT) 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 18.580 - - - - - - 0.040 Bal. 溶体化 1.1E+18 7.75E+24 1.35 1.88E-07 288.1 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 521 596 19.5 27.5 - 0.22 有
2-6 R235 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304(HT) 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 18.580 - - - - - - 0.040 Bal. 溶体化 1.1E+18 7.82E+24 1.37 1.95E-07 288.1 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 512 583 19.8 25.5 - 0.21 有
2-7 R332 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304(HT) 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 18.580 - - - - - - 0.040 Bal. 溶体化 9.0E+17 1.96E+25 3.47 1.59E-07 286.2 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 731 732 0.2 18.6 - 0.02 有
2-8 R333 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304(HT) 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 18.580 - - - - - - 0.040 Bal. 溶体化 1.0E+18 2.17E+25 3.74 1.72E-07 286.2 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 748 752 0.2 17.2 - 0.02 有
2-9 W033 - - - - - SUS316(NG)(HT) 316NG - 0.012 0.560 0.910 0.017 0.005 11.050 16.510 2.340 - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - - 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 154 392 46.7 56.3 - - 有
2-10 W034 - - - - - SUS316(NG)(HT) 316NG - 0.012 0.560 0.910 0.017 0.005 11.050 16.510 2.340 - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - - 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 151 393 46.8 55.0 - - 有
2-11 W133 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316(NG)(HT) 316NG - 0.012 0.560 0.910 0.017 0.005 11.050 16.510 2.340 - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶体化 1.2E+18 4.92E+24 0.85 2.04E-07 288.3 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 312 483 33.4 40.1 - 0.34 有
2-12 W134 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316(NG)(HT) 316NG - 0.012 0.560 0.910 0.017 0.005 11.050 16.510 2.340 - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶体化 1.2E+18 5.04E+24 0.81 1.96E-07 288.3 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 311 481 33.2 40.0 - 0.3 有
2-13 W231 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316(NG)(HT) 316NG - 0.012 0.560 0.910 0.017 0.005 11.050 16.510 2.340 - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶体化 9.8E+17 7.16E+24 1.21 1.67E-07 288.0 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 352 482 28.5 35.0 - 0.31 有
2-14 W235 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316(NG)(HT) 316NG - 0.012 0.560 0.910 0.017 0.005 11.050 16.510 2.340 - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶体化 1.2E+18 9.04E+24 1.51 2.08E-07 288.1 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 353 494 29.4 36.0 - 0.34 有
2-15 S031 - - - - - SUS304(HAZ) 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 18.580 - - - - - - 0.040 Bal. 溶接継手 - 0.00E+00 0.00 - - 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 318 413 11.8 18.9 - - 有
2-16 S032 - - - - - SUS304(HAZ) 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 18.580 - - - - - - 0.040 Bal. 溶接継手 - 0.00E+00 0.00 - - 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 318 415 14.8 21.4 - - 有
2-17 S131 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304(HAZ) 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 18.580 - - - - - - 0.040 Bal. 溶接継手 1.4E+18 6.13E+24 1.04 2.44E-07 288.0 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 568 600 5.3 10.5 - 0.07 有
2-18 S132 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304(HAZ) 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 18.580 - - - - - - 0.040 Bal. 溶接継手 1.4E+18 5.87E+24 1.00 2.37E-07 288.0 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 573 595 3.9 9.2 - 0.06 有
2-19 S232 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304(HAZ) 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 18.580 - - - - - - 0.040 Bal. 溶接継手 1.1E+18 8.09E+24 1.39 1.95E-07 288.1 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 615 633 5.3 12.7 - 0.08 有
2-20 S231 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304(HAZ) 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 18.580 - - - - - - 0.040 Bal. 溶接継手 1.2E+18 8.66E+24 1.48 2.07E-07 288.1 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 606 621 2.5 7.2 - 0.06 有
2-21 K031 - - - - - SUS304L(HAZ) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 18.430 - - - - - - 0.050 Bal. 溶接継手 - 0.00E+00 0.00 - - 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 295 389 18.5 28.5 - - 有
2-22 K032 - - - - - SUS304L(HAZ) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 18.430 - - - - - - 0.050 Bal. 溶接継手 - 0.00E+00 0.00 - - 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 313 387 18.1 28.6 - - 有
2-23 K131 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304L(HAZ) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 18.430 - - - - - - 0.050 Bal. 溶接継手 1.4E+18 5.82E+24 1.01 2.37E-07 288.0 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 456 513 7.1 15.4 - 0.09 有
2-24 K132 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304L(HAZ) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 18.430 - - - - - - 0.050 Bal. 溶接継手 1.3E+18 5.55E+24 0.95 2.22E-07 288.0 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 461 510 7.7 14.5 - 0.09 有
2-25 K232 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304L(HAZ) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 18.430 - - - - - - 0.050 Bal. 溶接継手 1.0E+18 7.04E+24 1.30 1.85E-07 288.1 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 493 532 8.6 15.7 - 0.13 有
2-26 K231 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304L(HAZ) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 18.430 - - - - - - 0.050 Bal. 溶接継手 1.1E+18 7.94E+24 1.33 1.86E-07 288.1 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 496 535 7.3 14.0 - 0.12 有
2-27 B031 - - - - - SUS316L(HAZ) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶接継手 - 0.00E+00 0.00 - - 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 273 394 17.8 27.6 - - 有
2-28 B032 - - - - - SUS316L(HAZ) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶接継手 - 0.00E+00 0.00 - - 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 254 391 20.2 28.8 - - 有
2-29 B131 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316L(HAZ) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶接継手 1.5E+18 6.42E+24 1.07 2.57E-07 287.0 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 418 505 9.7 17.0 - 0.11 有
2-30 B132 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316L(HAZ) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶接継手 1.4E+18 5.72E+24 0.98 2.32E-07 287.0 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 428 502 9.4 16.9 - 0.11 有
2-31 B232 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316L(HAZ) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶接継手 1.2E+18 8.30E+24 1.47 2.05E-07 286.8 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 440 520 9.5 16.3 - 0.15 有
2-32 B231 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316L(HAZ) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶接継手 1.2E+18 8.64E+24 1.50 2.12E-07 286.8 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 443 515 8.1 15.6 - 0.15 有
2-33 X031 - - - - - SUS316(NG)(HAZ) 316NG - 0.012 0.560 0.910 0.017 0.005 11.050 16.510 2.340 - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶接継手 - 0.00E+00 0.00 - - 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 276 407 18.0 27.4 - - 有
2-34 X032 - - - - - SUS316(NG)(HAZ) 316NG - 0.012 0.560 0.910 0.017 0.005 11.050 16.510 2.340 - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶接継手 - 0.00E+00 0.00 - - 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 263 404 18.8 27.1 - - 有
2-35 X131 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316(NG)(HAZ) 316NG - 0.012 0.560 0.910 0.017 0.005 11.050 16.510 2.340 - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶接継手 1.5E+18 6.67E+24 1.07 2.44E-07 288.0 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 411 503 11.6 19.2 - 0.13 有
2-36 X132 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316(NG)(HAZ) 316NG - 0.012 0.560 0.910 0.017 0.005 11.050 16.510 2.340 - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶接継手 1.4E+18 6.20E+24 1.04 2.38E-07 288.0 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 418 503 9.6 16.1 - 0.11 有
2-37 X232 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316(NG)(HAZ) 316NG - 0.012 0.560 0.910 0.017 0.005 11.050 16.510 2.340 - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶接継手 9.2E+17 6.53E+24 1.15 1.62E-07 288.0 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 394 504 11.1 19.1 - 0.19 有
2-38 X231 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316(NG)(HAZ) 316NG - 0.012 0.560 0.910 0.017 0.005 11.050 16.510 2.340 - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶接継手 1.0E+18 7.27E+24 1.26 1.76E-07 288.0 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 394 502 9.6 16.5 - 0.18 有
2-39 V031 - - - - - SUS304(DEPO) 溶金_308L - - - - - - - - - - - - - - - Bal. 溶接継手 - 0.00E+00 0.00 - - 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 325 401 14.6 22.3 - - 有
2-40 V032 - - - - - SUS304(DEPO) 溶金_308L - - - - - - - - - - - - - - - Bal. 溶接継手 - 0.00E+00 0.00 - - 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 323 399 13.4 21.2 - - 有
2-41 V133 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304(DEPO) 溶金_308L - - - - - - - - - - - - - - - Bal. 溶接継手 1.2E+18 5.23E+24 0.91 2.15E-07 288.3 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 544 562 4.3 21.1 - 0.06 有
2-42 V134 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304(DEPO) 溶金_308L - - - - - - - - - - - - - - - Bal. 溶接継手 1.2E+18 5.10E+24 0.85 2.01E-07 288.3 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 540 559 7.1 9.7 - 0.08 有
2-43 P031 - - - - - SUS304L(DEPO) 溶金_308L - - - - - - - - - - - - - - - Bal. 溶接継手 - 0.00E+00 0.00 - - 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 347 399 7.0 14.0 - - 有
2-44 P032 - - - - - SUS304L(DEPO) 溶金_308L - - - - - - - - - - - - - - - Bal. 溶接継手 - 0.00E+00 0.00 - - 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 341 398 8.5 15.6 - - 有
2-45 G035 - - - - - SUS316L(DEPO) 溶金_316L - - - - - - - - - - - - - - - Bal. 溶接継手 - 0.00E+00 0.00 - - 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 321 422 14.2 21.4 - - 有
2-46 G036 - - - - - SUS316L(DEPO) 溶金_316L - - - - - - - - - - - - - - - Bal. 溶接継手 - 0.00E+00 0.00 - - 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 353 436 13.8 20.8 - - 有
2-47 G131 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316L(DEPO) 溶金_316L - - - - - - - - - - - - - - - Bal. 溶接継手 1.2E+18 4.96E+24 0.85 2.13E-07 288.2 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 535 565 4.0 9.6 - 0.06 有
2-48 G132 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316L(DEPO) 溶金_316L - - - - - - - - - - - - - - - Bal. 溶接継手 1.3E+18 5.35E+24 0.87 2.13E-07 288.2 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 561 582 2.9 8.8 - 0.05 有
2-49 Z033 - - - - - SUS316(NG)(DEPO) 溶金_316 - - - - - - - - - - - - - - - Bal. 溶接継手 - 0.00E+00 0.00 - - 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 387 446 10.0 18.7 - - 有
2-50 Z034 - - - - - SUS316(NG)(DEPO) 溶金_316 - - - - - - - - - - - - - - - Bal. 溶接継手 - 0.00E+00 0.00 - - 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 398 464 11.1 16.7 - - 有
2-51 Z234 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316(NG)(DEPO) 溶金_316 - - - - - - - - - - - - - - - Bal. 溶接継手 1.0E+18 7.19E+24 1.23 1.71E-07 288.0 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 549 592 3.8 8.5 - 0.12 有
2-52 Z233 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316(NG)(DEPO) 溶金_316 - - - - - - - - - - - - - - - Bal. 溶接継手 1.0E+18 7.48E+24 1.28 1.78E-07 288.0 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 574 613 3.9 8.6 - 0.10 有

3-1 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 316L 316L - 0.024 0.500 1.450 0.028 0.006 13.600 16.300 2.660 - - - - 0.025 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 198 442 39.0 46.0 60 - 有
3-2 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 316L 316L - 0.024 0.500 1.450 0.028 0.006 13.600 16.300 2.660 - - - - 0.025 - Bal. 溶体化 - 8.00E+24 1.14 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 397 572 19.0 23.3 41 - 有
3-3 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 316L 316L - 0.024 0.500 1.450 0.028 0.006 13.600 16.300 2.660 - - - - 0.025 - Bal. 溶体化 - 2.50E+25 3.57 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 478 552 11.9 16.9 42 - 有
3-4 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 HPL 316L - 0.009 0.040 1.570 0.007 0.004 13.610 16.520 2.530 - - - - 0.009 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 154 387 39.5 45.8 59 - 有
3-5 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 HPL 316L - 0.009 0.040 1.570 0.007 0.004 13.610 16.520 2.530 - - - - 0.009 - Bal. 溶体化 - 8.00E+24 1.14 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 430 568 16.2 20.1 48 - 有
3-6 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 HPL 316L - 0.009 0.040 1.570 0.007 0.004 13.610 16.520 2.530 - - - - 0.009 - Bal. 溶体化 - 2.50E+25 3.57 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 520 520 5.4 9.8 44 - 有
3-7 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 316L 316L 20 0.024 0.500 1.450 0.028 0.006 13.600 16.300 2.660 - - - - 0.025 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 593 637 0.9 8.8 - -
3-8 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 316L 316L 20 0.024 0.500 1.450 0.028 0.006 13.600 16.300 2.660 - - - - 0.025 - Bal. 溶体化 - 2.50E+25 3.57 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 762 762 0.5 4.6 - -
3-9 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 HPL 316L 20 0.009 0.040 1.570 0.007 0.004 13.610 16.520 2.530 - - - - 0.009 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 520 548 1.0 10.3 - -
3-10 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 HPL 316L 20 0.009 0.040 1.570 0.007 0.004 13.610 16.520 2.530 - - - - 0.009 - Bal. 溶体化 - 2.50E+25 3.57 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 705 705 0.2 4.8 - -
3-11 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 316NG 316NG - 0.014 0.450 1.630 0.024 0.004 13.100 17.000 2.460 - - - - 0.097 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 190 462 35.8 44.0 60 - 有
3-12 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 316NG 316NG - 0.014 0.450 1.630 0.024 0.004 13.100 17.000 2.460 - - - - 0.097 - Bal. 溶体化 - 8.00E+24 1.14 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 340 577 28.0 31.8 53 - 有
3-13 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 316NG 316NG - 0.014 0.450 1.630 0.024 0.004 13.100 17.000 2.460 - - - - 0.097 - Bal. 溶体化 - 2.50E+25 3.57 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 604 658 15.4 20.5 42 - 有
3-14 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 HPNG 316NG - 0.010 0.060 1.550 0.008 0.003 13.150 16.710 2.480 - - - - 0.095 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 164 415 38.5 46.2 62 - 有
3-15 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 HPNG 316NG - 0.010 0.060 1.550 0.008 0.003 13.150 16.710 2.480 - - - - 0.095 - Bal. 溶体化 - 8.00E+24 1.14 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 337 529 24.2 29.2 58 - 有
3-16 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 HPNG 316NG - 0.010 0.060 1.550 0.008 0.003 13.150 16.710 2.480 - - - - 0.095 - Bal. 溶体化 - 2.50E+25 3.57 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 575 577 13.3 18.1 41 - 有
3-17 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 316NG 316NG 20 0.014 0.450 1.630 0.024 0.004 13.100 17.000 2.460 - - - - 0.097 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 531 600 1.5 10.5 - -
3-18 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 316NG 316NG 20 0.014 0.450 1.630 0.024 0.004 13.100 17.000 2.460 - - - - 0.097 - Bal. 溶体化 - 2.50E+25 3.57 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 842 844 0.5 5.6 - -
3-19 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 HPNG 316NG 20 0.010 0.060 1.550 0.008 0.003 13.150 16.710 2.480 - - - - 0.095 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 559 591 1.0 12.0 - -
3-20 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 HPNG 316NG 20 0.010 0.060 1.550 0.008 0.003 13.150 16.710 2.480 - - - - 0.095 - Bal. 溶体化 - 2.50E+25 3.57 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 745 745 0.2 6.1 - -
3-21 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 304 304 - 0.067 0.520 1.670 0.021 0.030 9.600 18.700 - - - - - 0.019 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 172 443 41.3 48.0 59 - 有
3-22 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 304 304 - 0.067 0.520 1.670 0.021 0.030 9.600 18.700 - - - - - 0.019 - Bal. 溶体化 - 8.00E+24 1.14 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 553 639 12.6 17.5 39 - 有
3-23 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 304 304 - 0.067 0.520 1.670 0.021 0.030 9.600 18.700 - - - - - 0.019 - Bal. 溶体化 - 2.50E+25 3.57 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 649 649 6.8 11.2 32 - 有
3-24 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 304 304 20 0.067 0.520 1.670 0.021 0.030 9.600 18.700 - - - - - 0.019 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 622 682 1.5 9.5 - -
3-25 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 304 304 20 0.067 0.520 1.670 0.021 0.030 9.600 18.700 - - - - - 0.019 - Bal. 溶体化 - 2.50E+25 3.57 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 918 925 0.5 3.6 - -
3-26 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 304L 304L - 0.020 0.470 1.540 0.024 0.005 11.550 18.200 - - - - - 0.024 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 170 401 38.3 46.3 59 - 有
3-27 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 304L 304L - 0.020 0.470 1.540 0.024 0.005 11.550 18.200 - - - - - 0.024 - Bal. 溶体化 - 8.00E+24 1.14 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 475 586 15.5 20.0 47 - 有
3-28 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 304L 304L - 0.020 0.470 1.540 0.024 0.005 11.550 18.200 - - - - - 0.024 - Bal. 溶体化 - 2.50E+25 3.57 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 626 626 2.5 7.3 36 - 有
3-29 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 304L 304L 20 0.020 0.470 1.540 0.024 0.005 11.550 18.200 - - - - - 0.024 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 606 630 1.0 9.1 - -
3-30 - - 国外試験炉 Heガス中 - 平板型引張試験片 304L 304L 20 0.020 0.470 1.540 0.024 0.005 11.550 18.200 - - - - - 0.024 - Bal. 溶体化 - 2.50E+25 3.57 - 287.0 大気中 288 平板型試験片 5.76 24 4.0E-04 847 847 0.4 4.2 - -

4-1 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 COM304 304 - 0.061 0.420 0.850 0.025 0.004 8.160 18.060 - - - - - 0.040 - Bal. 溶体化 - 2.02E+25 2.89 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 824 824 - 5.1 - - 有
4-2 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 COM304 304 - 0.061 0.420 0.850 0.025 0.004 8.160 18.060 - - - - - 0.040 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 154 427 - 34.7 - - 有
4-3 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 304L 304L - 0.019 0.510 0.910 0.025 0.001 9.900 18.340 - - - - - 0.036 - Bal. 溶体化 - 2.33E+25 3.33 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 586 656 - 7.9 - -
4-4 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 304L 304L - 0.019 0.510 0.910 0.025 0.001 9.900 18.340 - - - - - 0.036 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 128 376 - 37.9 - -
4-5 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 304L-NL 304L - 0.013 0.530 0.910 0.022 0.003 10.010 18.290 - - - - - 0.005 - Bal. 溶体化 - 2.33E+25 3.33 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 600 660 - 8.2 - -
4-6 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 304L-NL 304L - 0.013 0.530 0.910 0.022 0.003 10.010 18.290 - - - - - 0.005 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 145 387 - 36.9 - -
4-7 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP304L 304L - 0.015 0.050 0.860 0.004 0.001 10.130 18.500 0.020 - - - - 0.033 - Bal. 溶体化 - 2.07E+25 2.96 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 581 623 - 6.5 - -
4-8 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP304L 304L - 0.015 0.050 0.860 0.004 0.001 10.130 18.500 0.020 - - - - 0.033 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 128 348 - 37.0 - -
4-9 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP304L-Mo 304L - 0.016 0.050 0.880 0.004 0.001 10.060 18.520 0.190 - - - - 0.032 - Bal. 溶体化 - 2.24E+25 3.20 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 613 613 - 4.9 - -
4-10 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP304L-Mo 304L - 0.016 0.050 0.880 0.004 0.001 10.060 18.520 0.190 - - - - 0.032 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 123 356 - 38.3 - -
4-11 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 COM316L 316L - 0.020 0.570 0.840 0.034 0.001 11.920 17.400 2.100 - - - - 0.022 - Bal. 溶体化 - 2.31E+25 3.30 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 888 888 - 5.0 - -
4-12 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 COM316L 316L - 0.020 0.570 0.840 0.034 0.001 11.920 17.400 2.100 - - - - 0.022 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 154 442 - 37.1 - -
4-13 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L 316L - 0.017 0.480 0.900 0.026 0.003 12.360 16.900 2.200 - - - - 0.032 - Bal. 溶体化 - 2.26E+25 3.23 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 705 704 - 5.8 - -
4-14 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L 316L - 0.017 0.480 0.900 0.026 0.003 12.360 16.900 2.200 - - - - 0.032 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 165 425 - 35.5 - -
4-15 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PI 316L - 0.015 0.480 0.850 0.008 0.002 12.150 16.700 2.190 - - - - 0.035 - Bal. 溶体化 - 2.00E+25 2.86 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 528 528 - 16.1 - -
4-16 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PI 316L - 0.015 0.480 0.850 0.008 0.002 12.150 16.700 2.190 - - - - 0.035 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 140 398 - 37.8 - -
4-17 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-NL 316L - 0.014 0.490 0.900 0.025 0.001 12.000 17.040 2.100 - - - - 0.003 - Bal. 溶体化 - 2.24E+25 3.20 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 674 674 - 11.0 - -
4-18 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-NL 316L - 0.014 0.490 0.900 0.025 0.001 12.000 17.040 2.100 - - - - 0.003 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 129 373 - 39.1 - -
4-19 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP316L 316L - 0.013 0.030 0.830 0.001 0.002 12.160 17.210 2.200 - - - - 0.033 - Bal. 溶体化 - 2.16E+25 3.09 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 635 635 - 6.9 - -
4-20 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP316L 316L - 0.013 0.030 0.830 0.001 0.002 12.160 17.210 2.200 - - - - 0.033 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 137 389 - 40.1 - -
4-21 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-Nb 316L - 0.015 0.510 0.910 0.021 0.001 12.130 17.030 2.240 0.320 - - - 0.034 - Bal. 溶体化 - 2.31E+25 3.30 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 895 900 - 4.3 - -
4-22 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-Nb 316L - 0.015 0.510 0.910 0.021 0.001 12.130 17.030 2.240 0.320 - - - 0.034 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 160 392 - 37.0 - -
4-23 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316NG 316NG - 0.015 0.470 0.880 0.025 0.001 12.260 17.200 2.160 - - - - 0.095 - Bal. 溶体化 - 2.07E+25 2.96 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 590 673 - 19.6 - - 有
4-24 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316NG 316NG - 0.015 0.470 0.880 0.025 0.001 12.260 17.200 2.160 - - - - 0.095 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 172 450 - 40.3 - - 有
4-25 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP316NG 316NG - 0.015 0.050 0.870 0.003 0.001 12.460 17.390 2.190 - - - - 0.096 - Bal. 溶体化 - 2.24E+25 3.20 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 653 653 - 6.8 - -
4-26 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP316NG 316NG - 0.015 0.050 0.870 0.003 0.001 12.460 17.390 2.190 - - - - 0.096 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 148 426 - 41.5 - -
4-27 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316NG-Nb 316NG - 0.014 0.510 0.890 0.026 0.001 12.190 17.050 2.220 0.310 - - - 0.095 - Bal. 溶体化 - 2.02E+25 2.89 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 811 822 - 4.7 - -
4-28 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316NG-Nb 316NG - 0.014 0.510 0.890 0.026 0.001 12.190 17.050 2.220 0.310 - - - 0.095 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 204 479 - 31.2 - -
4-29 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP316NG-Nb 316NG - 0.016 0.070 0.860 0.004 0.001 12.400 17.310 2.170 0.290 - - - 0.098 - Bal. 溶体化 - 1.96E+25 2.80 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 860 860 - 3.7 - -
4-30 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP316NG-Nb 316NG - 0.016 0.070 0.860 0.004 0.001 12.400 17.310 2.170 0.290 - - - 0.098 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 222 504 - 33.2 - -
4-31 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347 347 - 0.050 0.530 0.930 0.025 0.001 9.550 17.360 - 0.570 - - - 0.036 - Bal. 溶体化 - 2.27E+25 3.24 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 854 854 - 4.4 - -
4-32 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347 347 - 0.050 0.530 0.930 0.025 0.001 9.550 17.360 - 0.570 - - - 0.036 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 195 436 - 34.1 - -
4-33 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP347 347 - 0.052 0.050 0.870 0.005 0.001 9.550 18.450 - 0.600 - - - 0.037 - Bal. 溶体化 - 1.75E+25 2.50 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 791 791 - 3.9 - -
4-34 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP347 347 - 0.052 0.050 0.870 0.005 0.001 9.550 18.450 - 0.600 - - - 0.037 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 195 420 - 31.9 - -
4-35 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347L 347L - 0.015 0.520 0.910 0.027 0.001 9.510 17.390 - 0.320 - - - 0.034 - Bal. 溶体化 - 2.02E+25 2.89 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 743 743 - 4.5 - -
4-36 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347L 347L - 0.015 0.520 0.910 0.027 0.001 9.510 17.390 - 0.320 - - - 0.034 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 175 408 - 36.2 - -
4-37 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347L-PI 347L - 0.014 0.470 0.820 0.010 0.001 9.520 17.660 - 0.290 - - - 0.038 - Bal. 溶体化 - 2.08E+25 2.97 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 711 778 - 5.4 - -
4-38 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347L-PI 347L - 0.014 0.470 0.820 0.010 0.001 9.520 17.660 - 0.290 - - - 0.038 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 170 408 - 34.4 - -
4-39 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347L-PL 347L - 0.017 0.490 0.830 0.004 0.001 9.580 17.460 - 0.300 - - - 0.035 - Bal. 溶体化 - 2.27E+25 3.24 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 783 783 - 4.2 - -
4-40 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347L-PL 347L - 0.017 0.490 0.830 0.004 0.001 9.580 17.460 - 0.300 - - - 0.035 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 170 407 - 37.8 - -
4-41 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347L-PI-SiL 347L - 0.012 0.040 0.860 0.011 0.001 9.600 17.500 - 0.290 - - - 0.033 - Bal. 溶体化 - 2.26E+25 3.23 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 754 754 - 4.2 - - 有
4-42 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347L-PI-SiL 347L - 0.012 0.040 0.860 0.011 0.001 9.600 17.500 - 0.290 - - - 0.033 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 167 391 - 36.2 - - 有
4-43 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347L-PL-SiM 347L - 0.015 0.090 0.830 0.011 0.001 9.550 17.530 - 0.290 - - - 0.036 - Bal. 溶体化 - 2.26E+25 3.23 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 763 763 - 3.9 - -
4-44 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347L-PL-SiM 347L - 0.015 0.090 0.830 0.011 0.001 9.550 17.530 - 0.290 - - - 0.036 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 167 39 - 34.9 - -
4-45 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP347L 347L - 0.014 0.040 0.840 0.004 0.001 9.510 17.520 - 0.300 - - - 0.036 - Bal. 溶体化 - 2.31E+25 3.30 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 750 760 - 5.0 - -
4-46 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP347L 347L - 0.014 0.040 0.840 0.004 0.001 9.510 17.520 - 0.300 - - - 0.036 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 159 387 - 32.3 - -
4-47 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP347L-Mo 347L - 0.013 0.060 0.880 0.004 0.001 9.710 17.550 0.320 0.320 - - - 0.039 - Bal. 溶体化 - 1.75E+25 2.50 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 809 809 - 4.1 - -
4-48 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP347L-Mo 347L - 0.013 0.060 0.880 0.004 0.001 9.710 17.550 0.320 0.320 - - - 0.039 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.6E-04 175 409 - 34.7 - -

5-1 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 304 304 - 0.060 0.480 0.810 0.028 0.002 8.520 18.290 - - - - - - - Bal. 溶体化 4.7E+17 3.30E+25 4.71 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 832 832 0.2 7.5 - 0.015 有
5-2 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 304 304 - 0.060 0.480 0.810 0.028 0.002 8.520 18.290 - - - - - - - Bal. 溶体化 4.7E+17 1.70E+25 2.43 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 808 808 0.1 5.8 - 0.012 有
5-3 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 304 304 - 0.060 0.480 0.810 0.028 0.002 8.520 18.290 - - - - - - - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 203 455 31.7 36.8 - - 有
5-4 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 304L 304L - 0.013 0.400 1.180 0.026 0.002 9.220 18.650 - - - - - - - Bal. 溶体化 4.7E+17 1.70E+25 2.43 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 672 672 0.1 5.6 - 0.030
5-5 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 304L 304L - 0.013 0.400 1.180 0.026 0.002 9.220 18.650 - - - - - - - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 175 400 29.3 34.1 - -
5-6 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316 316 - 0.040 0.640 1.280 0.033 0.003 10.870 16.940 2.120 - - - - 0.220 - Bal. 溶体化 - 1.90E+25 2.71 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 696 730 3.8 8.1 - -
5-7 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316 316 - 0.040 0.640 1.280 0.033 0.003 10.870 16.940 2.120 - - - - 0.220 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 163 460 31.6 36.0 - -
5-8 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L 316L - 0.016 0.590 1.180 0.033 0.001 12.660 17.510 2.130 - - - - 0.026 - Bal. 溶体化 5.1E+17 3.60E+25 5.14 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 684 684 0.1 8.0 - 0.008 有
5-9 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L 316L - 0.016 0.590 1.180 0.033 0.001 12.660 17.510 2.130 - - - - 0.026 - Bal. 溶体化 5.3E+17 1.90E+25 2.71 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 632 658 9.5 12.8 - 0.086 有
5-10 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L 316L - 0.016 0.590 1.180 0.033 0.001 12.660 17.510 2.130 - - - - 0.026 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 156 421 38.5 42.9 - - 有
5-11 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-NL 316L - 0.019 0.500 0.860 0.028 0.003 12.720 16.860 2.340 - - - - 0.003 - Bal. 溶体化 5.3E+17 3.70E+25 5.29 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 730 738 0.4 10.2 - 0.041
5-12 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-NL 316L - 0.019 0.500 0.860 0.028 0.003 12.720 16.860 2.340 - - - - 0.003 - Bal. 溶体化 5.6E+17 2.00E+25 2.86 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 562 584 3.0 6.7 - 0.064
5-13 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-NL 316L - 0.019 0.500 0.860 0.028 0.003 12.720 16.860 2.340 - - - - 0.003 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 171 397 31.9 36.0 - -
5-14 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-NM 316L - 0.017 0.520 1.370 0.025 0.002 14.110 16.520 2.230 - - - - 0.017 - Bal. 溶体化 5.6E+17 2.00E+25 2.86 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 458 514 5.8 8.6 - 0.108
5-15 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-NM 316L - 0.017 0.520 1.370 0.025 0.002 14.110 16.520 2.230 - - - - 0.017 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 153 401 34.5 38.4 - -
5-16 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PI(A) 316L - 0.010 0.500 0.880 0.012 0.001 12.180 16.620 2.160 - - - - 0.036 - Bal. 溶体化 5.3E+17 3.70E+25 5.29 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 739 739 0.2 9.1 - 0.031 有
5-17 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PI(A) 316L - 0.010 0.500 0.880 0.012 0.001 12.180 16.620 2.160 - - - - 0.036 - Bal. 溶体化 5.6E+17 2.00E+25 2.86 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 466 574 17.4 22.6 - 0.163 有
5-18 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PI(A) 316L - 0.010 0.500 0.880 0.012 0.001 12.180 16.620 2.160 - - - - 0.036 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 172 419 29.5 34.2 - - 有
5-19 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PI(B) 316L - 0.010 0.460 0.980 0.013 0.002 12.150 17.590 2.180 - - - - 0.037 - Bal. 溶体化 - 2.00E+25 2.86 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 588 642 11.7 17.6 - -
5-20 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PI(B) 316L - 0.010 0.460 0.980 0.013 0.002 12.150 17.590 2.180 - - - - 0.037 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 154 418 30.9 35.4 - -
5-21 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PI-NM 316L - 0.016 0.520 1.340 0.010 0.002 12.860 16.140 2.290 - - - - 0.014 - Bal. 溶体化 5.6E+17 2.00E+25 2.86 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 472 533 9.3 12.4 - 0.126
5-22 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PI-NM 316L - 0.016 0.520 1.340 0.010 0.002 12.860 16.140 2.290 - - - - 0.014 - Bal. 溶体化 - 3.80E+25 5.43 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 693 693 0.2 13.1 - 0.060
5-23 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PI-NM 316L - 0.016 0.520 1.340 0.010 0.002 12.860 16.140 2.290 - - - - 0.014 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 153 393 33.7 37.6 - -
5-24 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PM-NM 316L - 0.013 0.490 0.910 0.019 0.000 12.460 16.840 2.200 - - - - 0.010 - Bal. 溶体化 5.7E+17 4.00E+25 5.71 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 780 780 0.2 7.2 - 0.009
5-25 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PM-NM 316L - 0.013 0.490 0.910 0.019 0.000 12.460 16.840 2.200 - - - - 0.010 - Bal. 溶体化 5.8E+17 2.10E+25 3.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 613 626 5.5 10.8 - 0.059
5-26 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PM-NM 316L - 0.013 0.490 0.910 0.019 0.000 12.460 16.840 2.200 - - - - 0.010 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 166 401 31.5 35.4 - -
5-27 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PI-NL 316L - 0.014 0.490 0.920 0.011 0.000 12.470 16.880 2.210 - - - - 0.003 - Bal. 溶体化 5.3E+17 3.70E+25 5.29 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 711 711 0.2 8.7 - 0.028
5-28 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PI-NL 316L - 0.014 0.490 0.920 0.011 0.000 12.470 16.880 2.210 - - - - 0.003 - Bal. 溶体化 5.3E+17 1.90E+25 2.71 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 528 583 10.2 14.9 - 0.125
5-29 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PI-NL 316L - 0.014 0.490 0.920 0.011 0.000 12.470 16.880 2.210 - - - - 0.003 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 159 379 30.9 31.7 - -
5-30 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP316L 316L - 0.014 0.050 0.910 0.007 0.001 12.200 16.670 2.150 - - - - 0.034 - Bal. 溶体化 5.8E+17 2.10E+25 3.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 631 631 0.2 18.2 - 0.068
5-31 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP316L 316L - 0.014 0.050 0.910 0.007 0.001 12.200 16.670 2.150 - - - - 0.034 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 163 392 28.2 31.9 - -
5-32 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP316L-NM 316L - 0.017 0.010 1.360 0.008 0.002 12.720 16.480 2.180 - - - - 0.014 - Bal. 溶体化 6.1E+17 2.20E+25 3.14 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 638 638 0.1 7.5 - 0.033
5-33 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP316L-NM 316L - 0.017 0.010 1.360 0.008 0.002 12.720 16.480 2.180 - - - - 0.014 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 165 388 33.3 37.3 - -
5-34 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 16L-PI-NM(Zr-Mod 316L - 0.016 0.520 1.370 0.011 0.002 14.040 16.420 2.210 - - - - 0.010 - Bal. 溶体化 5.0E+17 1.80E+25 2.57 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 410 502 8.7 12.5 - 0.173
5-35 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 16L-PI-NM(Zr-Mod 316L - 0.016 0.520 1.370 0.011 0.002 14.040 16.420 2.210 - - - - 0.010 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 183 391 29.5 33.4 - -
5-36 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP316-NL 316L - 0.017 0.060 0.960 0.001 0.002 12.070 16.860 2.130 - - - - 0.003 - Bal. 溶体化 - 1.90E+25 2.71 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 586 590 3.2 7.8 - -
5-37 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP316-NL 316L - 0.017 0.060 0.960 0.001 0.002 12.070 16.860 2.130 - - - - 0.003 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 150 379 32.5 36.2 - -
5-38 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-Nb 316L - 0.020 0.420 0.870 0.018 0.006 11.600 17.590 2.230 0.290 - - - 0.030 - Bal. 溶体化 - 1.90E+25 2.71 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 665 677 2.9 7.6 - -
5-39 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-Nb 316L - 0.020 0.420 0.870 0.018 0.006 11.600 17.590 2.230 0.290 - - - 0.030 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 169 395 22.7 25.9 - -
5-40 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-Nb-PI-NM 316L - 0.016 0.530 1.350 0.011 0.002 14.040 16.460 2.280 0.260 - - - 0.014 - Bal. 溶体化 - 1.80E+25 2.57 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 569 613 3.6 7.5 - -
5-41 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-Nb-PI-NM 316L - 0.016 0.530 1.350 0.011 0.002 14.040 16.460 2.280 0.260 - - - 0.014 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 181 435 32.0 35.7 - -
5-42 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316NG 316NG - 0.012 0.590 1.470 0.024 0.001 12.300 17.470 2.630 - - - - 0.070 - Bal. 溶体化 5.4E+17 3.80E+25 5.43 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 807 807 0.2 8.7 - 0.030
5-43 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316NG 316NG - 0.012 0.590 1.470 0.024 0.001 12.300 17.470 2.630 - - - - 0.070 - Bal. 溶体化 5.6E+17 2.00E+25 2.86 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 552 635 12.1 16.4 - 0.154
5-44 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316NG 316NG - 0.012 0.590 1.470 0.024 0.001 12.300 17.470 2.630 - - - - 0.070 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 180 422 28.7 32.7 - -
5-45 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347 347 - 0.050 0.750 1.430 0.030 0.010 9.800 17.630 0.130 0.560 - - - 0.014 - Bal. 溶体化 - 1.80E+25 2.57 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 854 854 0.1 3.6 - -
5-46 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347 347 - 0.050 0.750 1.430 0.030 0.010 9.800 17.630 0.130 0.560 - - - 0.014 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 279 443 21.5 25.7 - -
5-47 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347L-PI-NM 347L - 0.015 0.530 1.350 0.010 0.002 12.640 17.570 0.063 - - - - 0.014 - Bal. 溶体化 6.1E+17 2.20E+25 3.14 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 654 654 0.1 4.3 - -
5-48 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347L-PI-NM 347L - 0.015 0.530 1.350 0.010 0.002 12.640 17.570 0.063 - - - - 0.014 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 179 392 30.2 34.1 - -
5-49 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347L-PI 347L - 0.017 0.490 0.830 0.004 0.001 9.580 17.460 - 0.300 - - - 0.035 - Bal. 溶体化 - 2.10E+25 3.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 733 733 0.1 5.1 - -
5-50 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347L-PI 347L - 0.017 0.490 0.830 0.004 0.001 9.580 17.460 - 0.300 - - - 0.035 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 177 417 28.9 33.4 - -
5-51 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347L-Mo-PI-NM 347L - 0.011 0.490 0.920 0.010 0.002 12.610 17.570 0.200 0.320 - - - 0.015 - Bal. 溶体化 - 2.20E+25 3.14 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 726 726 0.2 5.2 - -
5-52 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347L-Mo-PI-NM 347L - 0.011 0.490 0.920 0.010 0.002 12.610 17.570 0.200 0.320 - - - 0.015 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 195 396 29.2 33.1 - -
5-53 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP347-NL 347L - 0.039 0.030 1.580 0.008 0.008 10.940 17.800 - 0.700 - - - 0.110 - Bal. 溶体化 - 1.80E+25 2.57 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 611 611 0.1 3.6 - -
5-54 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP347-NL 347L - 0.039 0.030 1.580 0.008 0.008 10.940 17.800 - 0.700 - - - 0.110 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 3.6 25 3.3E-04 177 346 19.5 22.7 - -

6-1 S-2 - 国内BWR 高温高圧水中 - シュラウド 304 304 - 0.040 0.610 0.940 0.019 0.003 9.270 18.350 - - - - - - - Bal. 受け入れまま - 1.60E+24 0.23 - 288 大気中 288 - - - - 321 517 21.5 27.6 - - 有
6-2 S-2 - 国内BWR 高温高圧水中 - シュラウド 304 304 - 0.040 0.610 0.940 0.019 0.003 9.270 18.350 - - - - - - - Bal. 受け入れまま - 1.60E+24 0.23 - 288 大気中 288 - - - - 311 513 22.4 27.6 - - 有
6-3 S-3 - 国内BWR 高温高圧水中 - シュラウド 304 304 - 0.040 0.610 0.940 0.019 0.003 9.270 18.350 - - - - - - - Bal. 受け入れまま - 3.60E+24 0.51 - 288 大気中 288 - - - - 477 559 13.5 19.6 - - 有
6-4 S-3 - 国内BWR 高温高圧水中 - シュラウド 304 304 - 0.040 0.610 0.940 0.019 0.003 9.270 18.350 - - - - - - - Bal. 受け入れまま - 3.60E+24 0.51 - 288 大気中 288 - - - - 469 547 14.2 19.9 - - 有
6-5 T-1 - 国内BWR 高温高圧水中 - 上部格子板 316 316 - 0.059 0.700 1.620 0.030 0.006 11.460 17.400 2.390 - - - - - - Bal. 受け入れまま - 1.30E+25 1.86 - 288 大気中 288 - - - - 630 737 12.7 20.9 - - 有
6-6 T-1 - 国内BWR 高温高圧水中 - 上部格子板 316 316 - 0.059 0.700 1.620 0.030 0.006 11.460 17.400 2.390 - - - - - - Bal. 受け入れまま - 1.30E+25 1.86 - 288 大気中 288 - - - - 599 705 13.1 20.3 - - 有
6-7 T-1 - 国内BWR 高温高圧水中 - 上部格子板 316 316 - 0.059 0.700 1.620 0.030 0.006 11.460 17.400 2.390 - - - - - - Bal. 受け入れまま - 5.40E+24 0.77 - 288 大気中 288 - - - - 400 603 25.5 29.6 - - 有
6-8 T-1 - 国内BWR 高温高圧水中 - 上部格子板 316 316 - 0.059 0.700 1.620 0.030 0.006 11.460 17.400 2.390 - - - - - - Bal. 受け入れまま - 5.40E+24 0.77 - 288 大気中 288 - - - - 404 601 22.1 28.8 - - 有

7-1 B15R%TT04 国内BWR 高温高圧水中 - シュラウド 304 304 - 0.040 0.610 0.940 0.019 0.003 9.270 18.350 - - - - - - - Bal. 受け入れまま - 4.50E+24 0.64 - 288 大気中 288 平板型試験片 1.5 6 3.0E-04 314 512 17.8 24.4 67 0.309 有
7-2 B15R%TT05 国内BWR 高温高圧水中 - シュラウド 304 304 - 0.040 0.610 0.940 0.019 0.003 9.270 18.350 - - - - - - - Bal. 受け入れまま - 4.50E+24 0.64 - 288 大気中 288 平板型試験片 1.5 6 3.0E-04 356 532 17.7 24.8 68 0.268 有
7-3 B15R%TT06 国内BWR 高温高圧水中 - シュラウド 304 304 - 0.040 0.610 0.940 0.019 0.003 9.270 18.350 - - - - - - - Bal. 受け入れまま - 4.50E+24 0.64 - 288 大気中 288 平板型試験片 1.5 6 3.0E-04 352 525 16.1 23.3 69 0.255 有
7-4 B15R%TT07 国内BWR 高温高圧水中 - シュラウド 304 304 - 0.040 0.610 0.940 0.019 0.003 9.270 18.350 - - - - - - - Bal. 受け入れまま - 4.50E+24 0.64 - 288 大気中 288 平板型試験片 1.5 6 3.0E-04 361 551 18.2 26.1 70 0.263 有
7-5 未照射 - - - 304 304 - - - - - - - - - - - - - - - Bal. 鋭敏化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 1.5 6 3.0E-04 155 475 32.3 38.2 67 0.453 有
7-6 未照射 - - - 304 304 - - - - - - - - - - - - - - - Bal. 鋭敏化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 1.5 6 3.0E-04 166 488 31.7 37.2 70 0.431 有
7-7 B15R2TT21 国内BWR 高温高圧水中 - 上部格子板 316 316 - 0.059 0.700 1.620 0.030 0.006 11.460 17.400 2.390 - - - - - - Bal. 受け入れまま - 1.20E+25 1.71 - 288 大気中 288 平板型試験片 1.5 6 3.0E-04 608 700 10.5 19.0 58 0.107 有
7-8 B15R2TT22 国内BWR 高温高圧水中 - 上部格子板 316 316 - 0.059 0.700 1.620 0.030 0.006 11.460 17.400 2.390 - - - - - - Bal. 受け入れまま - 1.20E+25 1.71 - 288 大気中 288 平板型試験片 1.5 6 3.0E-04 603 693 8.7 15.4 44 0.104 有

8-1 TT05 国内BWR 高温高圧水中 - シュラウド 304 304 - 0.040 0.610 0.940 0.019 0.003 9.270 18.350 - - - - - - - Bal. 受け入れまま - 1.60E+24 0.23 - 288 大気中 288 平板型試験片 1.5 6 3.0E-04 306 520 17.0 21.5 66 - 有
8-2 TT06 国内BWR 高温高圧水中 - シュラウド 304 304 - 0.040 0.610 0.940 0.019 0.003 9.270 18.350 - - - - - - - Bal. 受け入れまま - 1.60E+24 0.23 - 288 大気中 288 平板型試験片 1.5 6 3.0E-04 304 508 18.3 23.7 49 - 有
8-3 TT23 国内BWR 高温高圧水中 - 上部格子板 316 316 - 0.059 0.700 1.620 0.030 0.006 11.460 17.400 2.390 - - - - - - Bal. 受け入れまま - 2.30E+24 0.33 - 288 大気中 288 平板型試験片 1.5 6 3.0E-04 360 563 19.9 26.3 56 - 有
8-4 TT24 国内BWR 高温高圧水中 - 上部格子板 316 316 - 0.059 0.700 1.620 0.030 0.006 11.460 17.400 2.390 - - - - - - Bal. 受け入れまま - 2.30E+24 0.33 - 288 大気中 288 平板型試験片 1.5 6 3.0E-04 334 545 18.7 26.2 53 - 有
8-5 TT01 国内試験炉 高温高圧水中 - CT試験片 316L 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - - Bal. 溶体化 - 9.40E+24 1.34 - 288 大気中 288 平板型試験片 1.5 6 3.0E-04 418 531 14.9 22.5 65 - 有
8-6 TT02 国内試験炉 高温高圧水中 - CT試験片 316L 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - - Bal. 溶体化 - 9.40E+24 1.34 - 288 大気中 288 平板型試験片 1.5 6 3.0E-04 383 525 15.9 22.4 62 - 有
8-7 A041 未照射 - - - 316L 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 125 386 34.7 41.6 71 - 有
8-8 A042 未照射 - - - 316L 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 4 16 3.0E-04 126 381 34.2 41.2 77 - 有

9-1 57960 未照射 - - 制御棒 304L 304L - 0.018 0.600 1.150 0.015 0.004 10.650 18.170 0.030 - - - - 0.028 - Bal. 受け入れまま - 0.00E+00 0 - - 大気中 300 平板型試験片 - - - 139 391 - - - -
9-2 57954 未照射 - - 制御棒 304L 304L - 0.023 0.590 1.010 0.016 0.003 10.360 18.620 0.030 - - - - 0.023 - Bal. 受け入れまま - 0.00E+00 0 - - 大気中 300 平板型試験片 - - - 152 411 - - - -
9-3 57952 未照射 - - 制御棒 304L 304L - 0.024 0.590 1.010 0.016 0.003 10.360 18.620 0.080 - - - - 0.023 - Bal. 受け入れまま - 0.00E+00 0 - - 大気中 300 平板型試験片 - - - 141 394 - - - -
9-4 55439 未照射 - - 制御棒 304L 304L - 0.017 0.530 1.130 0.020 0.007 11.360 18.780 - - - - - 0.021 - Bal. 受け入れまま - 0.00E+00 0 - - 大気中 300 平板型試験片 - - - 163 385 - - - -
9-5 海外BWR 高温高圧水中 - 制御棒 304L 304L - - - - - - - - - - - - - - - Bal. - - 9.10E+25 12.00 - - 大気中 288 平板型試験片 - - - 841 834 0.1 8.5 - -
9-6 海外BWR 高温高圧水中 - 制御棒 304L 304L - - - - - - - - - - - - - - - Bal. - - 9.10E+25 12.00 - - 大気中 288 平板型試験片 - - - 837 837 0.1 8.1 - -
9-7 57960 未照射 - - 制御棒 304L 304L - 0.018 0.600 1.150 0.015 0.004 10.650 18.170 - - - - - 0.028 - Bal. 受け入れまま - 0.00E+00 0 - - 大気中 RT 平板型試験片 - - - 221 541 - - - -
9-8 57954 未照射 - - 制御棒 304L 304L - 0.023 0.590 1.010 0.016 0.003 10.360 18.620 - - - - - 0.023 - Bal. 受け入れまま - 0.00E+00 0 - - 大気中 RT 平板型試験片 - - - 230 545 - - - -
9-9 57952 未照射 - - 制御棒 304L 304L - 0.024 0.590 1.010 0.016 0.003 10.360 18.620 - - - - - 0.023 - Bal. 受け入れまま - 0.00E+00 0 - - 大気中 RT 平板型試験片 - - - 221 533 - - - -
9-10 55439 未照射 - - 制御棒 304L 304L - 0.017 0.530 1.130 0.020 0.007 11.360 18.780 - - - - - 0.021 - Bal. 受け入れまま - 0.00E+00 0 - - 大気中 RT 平板型試験片 - - - 299 528 - - - -
9-11 183039 未照射 - - 上部格子板 304 304 - 0.048 0.600 1.280 0.035 0.013 9.000 17.900 - - - - - 0.035 - Bal. 420℃×4.5h - 0.00E+00 0 - - 大気中 RT 平板型試験片 - - - 328 606 - - - -
9-12 183039 未照射 - - 上部格子板 304 304 - 0.048 0.600 1.280 0.035 0.013 9.000 17.900 - - - - - 0.035 - Bal. 420℃×4.5h - 0.00E+00 0 - - 大気中 RT 平板型試験片 - - - 328 606 - - - -
9-13 183039 海外BWR 高温高圧水中 - 上部格子板 304 304 - 0.048 0.600 1.280 0.035 0.013 9.000 17.900 - - - - - 0.035 - Bal. - - 3.30E+25 4.70 - - 大気中 288 平板型試験片 - - - 582 644 11.3 18.7 - -
9-14 183039 海外BWR 高温高圧水中 - 上部格子板 304 304 - 0.048 0.600 1.280 0.035 0.013 9.000 17.900 - - - - - 0.035 - Bal. - - 3.30E+25 4.70 - - 大気中 288 平板型試験片 - - - 572 634 10.4 19.7 - -
9-15 183039 海外BWR 高温高圧水中 - 上部格子板 304 304 - 0.048 0.600 1.280 0.035 0.013 9.000 17.900 - - - - - 0.035 - Bal. - - 3.90E+25 5.50 - - 大気中 288 平板型試験片 - - - 651 681 11.2 19.7 - -
9-16 183039 海外BWR 高温高圧水中 - 上部格子板 304 304 - 0.048 0.600 1.280 0.035 0.013 9.000 17.900 - - - - - 0.035 - Bal. - - 3.90E+25 5.50 - - 大気中 288 平板型試験片 - - - 638 683 8.5 14.5 - -
9-17 A 国内BWR 高温高圧水中 - 制御棒 304 304 - 0.047 0.850 1.450 0.026 0.030 8.510 0.026 - - - - - - - Bal. - - 5.20E+25 7.40 - - 大気中 288 平板型試験片 - - - 886 886 0.3 10.7 - -
9-18 A 国内BWR 高温高圧水中 - 制御棒 304 304 - 0.047 0.850 1.450 0.026 0.030 8.510 0.026 - - - - - - - Bal. - - 5.20E+25 7.40 - - 大気中 288 平板型試験片 - - - 881 881 0.4 6.8 - -
9-19 B 国内BWR 高温高圧水中 - 制御棒 304 304 - 0.070 0.600 1.390 0.028 0.028 8.320 19.010 - - - - - - - Bal. - - 8.40E+25 8.40 - - 大気中 288 平板型試験片 - - - 895 895 0.2 9.8 - -
9-20 B 国内BWR 高温高圧水中 - 制御棒 304 304 - 0.070 0.600 1.390 0.028 0.028 8.320 19.010 - - - - - - - Bal. - - 8.40E+25 8.40 - - 大気中 288 平板型試験片 - - - 883 883 0.3 7.2 - -
9-21 183039 未照射 - - 上部格子板 304 304 - 0.048 0.600 1.280 0.035 0.013 9.000 17.900 - - - - - 0.035 - Bal. 420℃×4.5h - 0.00E+00 0 - - 大気中 300 平板型試験片 - - - 244 428 - - - -
9-22 183039 未照射 - - 上部格子板 304 304 - 0.048 0.600 1.280 0.035 0.013 9.000 17.900 - - - - - 0.035 - Bal. 420℃×4.5h - 0.00E+00 0 - - 大気中 300 平板型試験片 - - - 244 428 - - - -

10-1 SW03 海外BWR 制御棒 - SA 304L 304L - 0.022 0.240 1.070 0.015 0.002 10.450 18.420 - - - - - 0.025 - Bal. - - 5.40E+21 7.70 2.70E-08 270-288 大気中 288 643 643 0.1 11.6 図BWR-9

11-1 - 2S BWR - シュラウド - 304 304 - 0.050 0.590 0.910 0.021 0.005 9.450 18.680 - - - - - - - Bal. - - 1.60E+24 0.23 - 288 大気中 288 平板型試験片 - - 3.3E-04 321 517 - 27.6 - -
11-2 - 2S BWR - シュラウド - 304 304 - 0.050 0.590 0.910 0.021 0.005 9.450 18.680 - - - - - - - Bal. - - 1.60E+24 0.23 - 288 大気中 288 平板型試験片 - - 3.3E-04 311 513 - 27.6 - -
11-3 - 3S BWR - シュラウド - 304 304 - 0.060 0.700 0.990 0.025 0.006 9.420 18.580 - - - - - - - Bal. - - 3.60E+24 0.51 - 288 大気中 288 平板型試験片 - - 3.3E-04 477 559 - 19.6 - -
11-4 - 3S BWR - シュラウド - 304 304 - 0.060 0.700 0.990 0.025 0.006 9.420 18.580 - - - - - - - Bal. - - 3.60E+24 0.51 - 288 大気中 288 平板型試験片 - - 3.3E-04 469 547 - 19.9 - -
11-5 - T BWR - 上部格子版 - 316 316 - 0.059 0.830 1.620 0.030 0.006 11.460 17.400 2.390 - - - - - - Bal. - - 1.30E+25 1.86 - 288 大気中 288 平板型試験片 - - 3.3E-04 630 737 - 20.9 - -
11-6 - T BWR - 上部格子版 - 316 316 - 0.059 0.830 1.620 0.030 0.006 11.460 17.400 2.390 - - - - - - Bal. - - 1.30E+25 1.86 - 288 大気中 288 平板型試験片 - - 3.3E-04 599 705 - 20.3 - -
11-7 - T BWR - 上部格子版 - 316 316 - 0.059 0.830 1.620 0.030 0.006 11.460 17.400 2.390 - - - - - - Bal. - - 5.40E+24 0.77 - 288 大気中 288 平板型試験片 - - 3.3E-04 400 603 - 29.6 - -
11-8 - T BWR - 上部格子版 - 316 316 - 0.059 0.830 1.620 0.030 0.006 11.460 17.400 2.390 - - - - - - Bal. - - 5.40E+24 0.77 - 288 大気中 288 平板型試験片 - - 3.3E-04 404 601 - 28.8 - -

12-1 1 - BWR - ガイドチューブ - 304 304 - 0.011 0.450 1.170 0.018 0.007 10.160 18.250 0.250 - - - - - 0.050 Bal. - - - 50.00 - - 大気中 RT 円弧状試験片 - - - 931 1130 0.7 12.3 - - 有
12-2 4 - BWR - ガイドチューブ - 304 304 - 0.011 0.450 1.170 0.018 0.007 10.160 18.250 0.250 - - - - - 0.050 Bal. - - - 50.00 - - 大気中 RT 円弧状試験片 - - - 1008 1072 0.5 4.8 - - 有 粒界割れ有り
12-3 2 - BWR - ガイドチューブ - 304 304 - 0.011 0.450 1.170 0.018 0.007 10.160 18.250 0.250 - - - - - 0.050 Bal. - - - 50.00 - - 大気中 288 円弧状試験片 - - - 857 857 0.2 3.6 - - 有
12-4 3 - BWR - ガイドチューブ - 304 304 - 0.011 0.450 1.170 0.018 0.007 10.160 18.250 0.250 - - - - - 0.050 Bal. - - - 50.00 - - 大気中 288 円弧状試験片 - - - 857 858 0.2 3.4 - - 有
12-5 5 - BWR - ガイドチューブ - 304 304 - 0.011 0.450 1.170 0.018 0.007 10.160 18.250 0.250 - - - - - 0.050 Bal. - - - 50.00 - - 大気中 288 円弧状試験片 - - - 825 871 0.4 3.7 - - 有

13-1 #1 - BWR - - - 304L 304L - 0.014 0.250 1.120 0.016 0.003 10.520 18.030 - - - - - - 0.031 Bal. - - 2.10E+25 3.50 5.10E+13 - 大気中 288 平板型試験片 2 8 3.3E-04 600 600 - 12.6 36 - 有
13-2 #2 - BWR - - - 304L 304L - 0.014 0.250 1.120 0.016 0.003 10.520 18.030 - - - - - - 0.031 Bal. - - 2.10E+25 3.50 5.10E+13 - 大気中 288 平板型試験片 2 8 3.3E-04 600 600 - 13.9 32 - 有

14-1 JMTR - - - 304 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 18.580 - - - 0.000 - - 0.040 Bal. 1030℃×0.5h+WQ - 4.90E+24 0.70 - 273 大気中 273 - - - - 461 560 20.5 31.6 70 -
14-2 - - JMTR - - - 304 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 18.580 - - - 0.000 - - 0.040 Bal. 1030℃×0.5h+WQ - 5.90E+24 0.84 - 273 大気中 273 - - - - 484 578 20.9 32.8 66 -
14-3 - - JMTR - - - 304 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 18.580 - - - 0.000 - - 0.040 Bal. 1030℃×0.5h+WQ - 8.70E+24 1.24 - 273 大気中 273 - - - - 558 611 18.6 29.8 68 -
14-4 - - JMTR - - - 304 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 18.580 - - - 0.000 - - 0.040 Bal. 1030℃×0.5h+WQ - 1.00E+25 1.43 - 273 大気中 273 - - - - 592 633 16.8 38.2 66 -
14-5 - - JMTR - - - 304 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 18.580 - - - 0.000 - - 0.040 Bal. 1030℃×0.5h+WQ - 0.00E+00 0.00 - 273 大気中 273 - - - - 168 432 40.0 54.3 75 -
14-6 - - JMTR - - - 304 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 18.580 - - - 0.000 - - 0.040 Bal. 1030℃×0.5h+WQ - 5.10E+24 0.73 - 273 大気中 288 - - - - 451 551 19.4 31.0 69 -
14-7 - - JMTR - - - 304 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 18.580 - - - 0.000 - - 0.040 Bal. 1030℃×0.5h+WQ - 6.00E+24 0.86 - 273 大気中 288 - - - - 482 572 22.0 30.3 66 -
14-8 - - JMTR - - - 304 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 18.580 - - - 0.000 - - 0.040 Bal. 1030℃×0.5h+WQ - 9.00E+24 1.29 - 273 大気中 288 - - - - 566 613 16.7 27.2 68 -
14-9 - - JMTR - - - 304 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 18.580 - - - 0.000 - - 0.040 Bal. 1030℃×0.5h+WQ - 1.00E+25 1.43 - 273 大気中 288 - - - - 588 625 15.9 26.0 64 -
14-10 - - JMTR - - - 304 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 18.580 - - - 0.000 - - 0.040 Bal. 1030℃×0.5h+WQ - 0.00E+00 0.00 - 273 大気中 288 - - - - 154 433 39.9 56.4 74 -

15-1 Ref1 - - - - - CW 304 AISI 304 30 - - - - - - - - - - - - - - Bal. - - - 0.00 - - - 25 丸棒型試験片 7 10 3.3E-04 710 845 25.0 50.0 - - 有
15-2 Ref2 - - - - - CW 304 AISI 304 30 - - - - - - - - - - - - - - Bal. - - - 0.00 - - - 300 丸棒型試験片 7 10 3.3E-04 605 656 6.0 21.0 - - 有
15-3 X0 - BR2 - - - CW 304 AISI 304 30 - - - - - - - - - - - - - - Bal. - - - 0.07 - 300 - 300 丸棒型試験片 7 10 3.3E-04 735 798 8.0 23.0 - - 有
15-4 X5 - BR2 - - - CW 304 AISI 304 30 - - - - - - - - - - - - - - Bal. - - - 2.21 - 300 - 300 丸棒型試験片 7 10 3.3E-04 957 974 1.0 15.0 - - 有
15-5 Y2 - BR2 - - - CW 304 AISI 304 30 - - - - - - - - - - - - - - Bal. - - - 2.44 - 300 - 300 丸棒型試験片 7 10 3.3E-04 979 995 0.0 15.0 - - 有
15-6 Y0 - BR2 - - - CW 304 AISI 304 30 - - - - - - - - - - - - - - Bal. - - - 2.49 - 300 - 300 丸棒型試験片 7 10 3.3E-04 1020 1034 0.0 14.0 - - 有

16-1 - - アイダホATR - - 引張試験片 304 304 - 0.067 0.52 1.67 0.021 0.003 9.60 18.70 - - - - - 0.019 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - - - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 171.5 443.0 41.3 48.0 - - -
16-2 - - アイダホATR Heガス中 - 引張試験片 304 304 - 0.067 0.52 1.67 0.021 0.003 9.60 18.70 - - - - - 0.019 - Bal. 溶体化 - 8.00E+24 1.14 - 288 - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 552.7 639.0 12.6 17.5 - - -
16-3 - - アイダホATR Heガス中 - 引張試験片 304 304 - 0.067 0.52 1.67 0.021 0.003 9.60 18.70 - - - - - 0.019 - Bal. 溶体化 - 2.50E+25 3.57 - 288 - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 648.8 648.8 6.8 11.2 - - -
16-4 - - アイダホATR - - 引張試験片 304L 304L - 0.020 0.47 1.54 0.024 0.005 11.55 18.20 - - - - - 0.024 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - - - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 169.5 400.8 38.3 46.3 - - -
16-5 - - アイダホATR Heガス中 - 引張試験片 304L 304L - 0.020 0.47 1.54 0.024 0.005 11.55 18.20 - - - - - 0.024 - Bal. 溶体化 - 8.00E+24 1.14 - 288 - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 474.3 586.0 15.5 20.0 - - -
16-6 - - アイダホATR Heガス中 - 引張試験片 304L 304L - 0.020 0.47 1.54 0.024 0.005 11.55 18.20 - - - - - 0.024 - Bal. 溶体化 - 2.50E+25 3.57 - 288 - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 625.2 625.2 2.5 7.3 - - -
16-7 - - アイダホATR - - 引張試験片 316L 316L - 0.024 0.50 1.45 0.028 0.006 13.60 16.30 2.66 - - - - 0.025 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - - - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 198.0 442.0 39 46.0 - - -
16-8 - - アイダホATR Heガス中 - 引張試験片 316L 316L - 0.024 0.50 1.45 0.028 0.006 13.60 16.30 2.66 - - - - 0.025 - Bal. 溶体化 - 8.00E+24 1.14 - 288 - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 396.9 571.3 19.0 23.3 - - -
16-9 - - アイダホATR Heガス中 - 引張試験片 316L 316L - 0.024 0.50 1.45 0.028 0.006 13.60 16.30 2.66 - - - - 0.025 - Bal. 溶体化 - 2.50E+25 3.57 - 288 - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 496.9 571.3 11.5 17.0 - - -
16-10 - - アイダホATR Heガス中 - 引張試験片 316L 316L - 0.024 0.50 1.45 0.028 0.006 13.60 16.30 2.66 - - - - 0.025 - Bal. 溶体化 - 2.50E+25 3.57 - 288 - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 454.7 532.1 12.2 16.7 - - -
16-11 - - アイダホATR - - 引張試験片 316NG 316NG - 0.014 0.45 1.63 0.024 0.004 13.10 17.00 2.46 - - - - 0.097 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - - - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 190.1 461.6 35.8 44.0 - - -
16-12 - - アイダホATR Heガス中 - 引張試験片 316NG 316NG - 0.014 0.45 1.63 0.024 0.004 13.10 17.00 2.460 - - - - 0.097 - Bal. 溶体化 - 8.00E+24 1.14 - 288 - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 340.1 576.2 28.0 31.8 - - -
16-13 - - アイダホATR Heガス中 - 引張試験片 316NG 316NG - 0.014 0.45 1.63 0.024 0.004 13.10 17.00 2.460 - - - - 0.097 - Bal. 溶体化 - 2.50E+25 3.57 - 288 - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 602.7 651.7 15 20.4 - - -
16-14 - - アイダホATR Heガス中 - 引張試験片 316NG 316NG - 0.014 0.45 1.63 0.024 0.004 13.10 17.00 2.46 - - - - 0.097 - Bal. 溶体化 - 2.50E+25 3.57 - 288 - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 603.7 663.5 15.7 20.5 - - -
16-15 - - アイダホATR - - 引張試験片 304(CW) 304 - 0.067 0.52 1.67 0.021 0.003 9.60 18.70 - - - - - 0.019 - Bal. 溶体化＋CW - 0.00E+00 0.00 - - - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 621.3 681.1 1.5 9.5 - - -
16-16 - - アイダホATR Heガス中 - 引張試験片 304(CW) 304 - 0.067 0.52 1.67 0.021 0.003 9.60 18.70 - - - - - 0.019 - Bal. 溶体化＋CW - 2.50E+25 3.57 - 288 - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 893.8 905.5 0.4 3.4 - - -
16-17 - - アイダホATR Heガス中 - 引張試験片 304(CW) 304 - 0.067 0.52 1.67 0.021 0.003 9.60 18.70 - - - - - 0.019 - Bal. 溶体化＋CW - 2.50E+25 3.57 - 288 - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 939.8 942.8 0.5 3.7 - - -
16-18 - - アイダホATR - - 引張試験片 304L(CW) 304L - 0.020 0.47 1.54 0.024 0.005 11.55 18.20 - - - - - 0.024 - Bal. 溶体化＋CW - 0.00E+00 0.00 - - - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 605.6 629.2 1.0 9.1 - - -
16-19 - - アイダホATR Heガス中 - 引張試験片 304L(CW) 304L - 0.020 0.47 1.54 0.024 0.005 11.55 18.20 - - - - - 0.024 - Bal. 溶体化＋CW - 2.50E+25 3.57 - 288 - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 868.3 868.3 0.3 3.8 - - -
16-20 - - アイダホATR Heガス中 - 引張試験片 304L(CW) 304L - 0.020 0.47 1.54 0.024 0.005 11.55 18.20 - - - - - 0.024 - Bal. 溶体化＋CW - 2.50E+25 3.57 - 288 - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 824.2 824.2 0.4 4.5 - - -
16-21 - - アイダホATR - - 引張試験片 316L(CW) 316L - 0.024 0.50 1.45 0.028 0.006 13.60 16.30 2.66 - - - - 0.025 - Bal. 溶体化＋CW - 0.00E+00 0.00 - - - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 592.9 637.0 0.9 8.8 - - -
16-22 - - アイダホATR Heガス中 - 引張試験片 316L(CW) 316L - 0.024 0.50 1.45 0.028 0.006 13.60 16.30 2.66 - - - - 0.025 - Bal. 溶体化＋CW - 2.50E+25 3.57 - 288 - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 832.0 832.0 0.4 4.2 - - -
16-23 - - アイダホATR Heガス中 - 引張試験片 316L(CW) 316L - 0.024 0.50 1.45 0.028 0.006 13.60 16.30 2.66 - - - - 0.025 - Bal. 溶体化＋CW - 2.50E+25 3.57 - 288 - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 688.0 688.0 0.5 5.1 - - -
16-24 - - アイダホATR - - 引張試験片 316NG(CW) 316NG - 0.014 0.45 1.63 0.024 0.004 13.10 17.00 2.46 - - - - 0.097 - Bal. 溶体化＋CW - 0.00E+00 0.00 - - - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 531.2 599.8 1.5 10.5 - - -
16-25 - - アイダホATR Heガス中 - 引張試験片 316NG(CW) 316NG - 0.014 0.45 1.63 0.024 0.004 13.10 17.00 2.46 - - - - 0.097 - Bal. 溶体化＋CW - 2.50E+25 3.57 - 288 - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 817.3 821.2 0.6 5.3 - - -
16-26 - - アイダホATR Heガス中 - 引張試験片 316NG(CW) 316NG - 0.014 0.45 1.63 0.024 0.004 13.10 17.00 2.460 - - - - 0.097 - Bal. 溶体化＋CW - 2.50E+25 3.57 - 288 - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 866.3 866.3 0.4 5.8 - - -
16-27 - - アイダホATR - - 引張試験片 316NG 316NG - 0.014 0.45 1.63 0.024 0.004 13.10 17.00 2.460 - - - - 0.097 - Bal. 溶体化＋Aged - 0.00E+00 0.00 - - - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 172.5 452.8 41 49.0 - - -
16-28 - - アイダホATR Heガス中 - 引張試験片 316NG 316NG - 0.014 0.45 1.63 0.024 0.004 13.10 17.00 2.46 - - - - 0.097 - Bal. 溶体化＋Aged - 2.50E+25 3.57 - 288 - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 511.6 599.8 17.8 21.8 - - -
16-29 - - アイダホATR Heガス中 - 引張試験片 316NG 316NG - 0.014 0.45 1.63 0.024 0.004 13.10 17.00 2.46 - - - - 0.097 - Bal. 溶体化＋Aged - 2.50E+25 3.57 - 288 - 288 平板型試験片 5.8081 24 4.0E-04 517.4 593.9 16.0 20.9 - - -

17-1 - - 国内BWR 高温高圧水中 - - SUS304 304 0.05 0.53 1.64 0.026 0.006 9.2 18.6 - - - - - - - Bal. - - 0 0.00 - 288 大気中 288 - - - 3.0E-04 163 491 28.9 43.4 - - -
17-2 - - 国内BWR 高温高圧水中 - - SUS304 304 0.05 0.53 1.64 0.026 0.006 9.2 18.6 - - - - - - - Bal. - - 0 0.00 - 288 大気中 288 - - - 3.0E-04 179 480 32.5 41.8 - - -
17-3 - - 国内BWR 高温高圧水中 - - SUS304 304 0.05 0.53 1.64 0.026 0.006 9.2 18.6 - - - - - - - Bal. - - 2.60E+24 0.37 - 288 大気中 288 - - - 3.0E-04 391 555 15.8 26.8 - - -
17-4 - - 国内BWR 高温高圧水中 - - SUS304 304 0.05 0.53 1.64 0.026 0.006 9.2 18.6 - - - - - - - Bal. - - 2.60E+24 0.37 - 288 大気中 288 - - - 3.0E-04 392 550 15.1 27.1 - - -
17-5 - - 国内BWR 高温高圧水中 - - SUS304 304 0.05 0.53 1.64 0.026 0.006 9.2 18.6 - - - - - - - Bal. - - 2.60E+24 0.37 - 288 大気中 288 - - - 3.0E-04 384 550 16.9 29.6 - - -
17-6 - - 国内BWR 高温高圧水中 - - SUS304 304 0.05 0.53 1.64 0.026 0.006 9.2 18.6 - - - - - - - Bal. - - 5.00E+24 0.71 - 288 大気中 288 - - - 3.0E-04 451 582 13.0 22.9 - - -
17-7 - - 国内BWR 高温高圧水中 - - SUS304 304 0.05 0.53 1.64 0.026 0.006 9.2 18.6 - - - - - - - Bal. - - 5.00E+24 0.71 - 288 大気中 288 - - - 3.0E-04 459 593 11.9 29.5 - - -
17-8 - - 国内BWR 高温高圧水中 - - SUS304 304 0.05 0.53 1.64 0.026 0.006 9.2 18.6 - - - - - - - Bal. - - 5.00E+24 0.71 - 288 大気中 288 - - - 3.0E-04 475 617 13.1 29.6 - - -
17-9 - - 国内BWR 高温高圧水中 - - SUS304 304 0.05 0.53 1.64 0.026 0.006 9.2 18.6 - - - - - - - Bal. - - 7.20E+24 1.03 - 288 大気中 288 - - - 3.0E-04 538 576 3.4 25.5 - - -
17-10 - - 国内BWR 高温高圧水中 - - SUS304 304 0.05 0.53 1.64 0.026 0.006 9.2 18.6 - - - - - - - Bal. - - 7.20E+24 1.03 - 288 大気中 288 - - - 3.0E-04 539 634 10.9 32.8 - - -
17-11 - - 国内BWR 高温高圧水中 - - SUS304 304 0.05 0.53 1.64 0.026 0.006 9.2 18.6 - - - - - - - Bal. - - 7.20E+24 1.03 - 288 大気中 288 - - - 3.0E-04 491 582 11.7 30.7 - - -
17-12 - - 国内BWR 高温高圧水中 - - SUS304 304 0.05 0.53 1.64 0.026 0.006 9.2 18.6 - - - - - - - Bal. - - 8.30E+24 1.19 - 288 大気中 288 - - - 3.0E-04 531 628 10.1 24.5 - - -
17-13 - - 国内BWR 高温高圧水中 - - SUS304 304 0.05 0.53 1.64 0.026 0.006 9.2 18.6 - - - - - - - Bal. - - 8.30E+24 1.19 - 288 大気中 288 - - - 3.0E-04 525 585 9.3 17.6 - - -
17-14 - - 国内BWR 高温高圧水中 - - SUS304 304 0.05 0.53 1.64 0.026 0.006 9.2 18.6 - - - - - - - Bal. - - 8.30E+24 1.19 - 288 大気中 288 - - - 3.0E-04 499 590 9.4 20.5 - - -
17-15 - - 国内BWR 高温高圧水中 - - SUS304 304 0.05 0.51 1.69 0.029 0.007 10.2 18.65 - - - - - - - Bal. - - 3.00E+25 4.29 - 288 大気中 288 - - - 3.0E-04 806 807 0.6 8.8 - - -
17-16 - - 国内BWR 高温高圧水中 - - SUS304 304 0.05 0.51 1.69 0.029 0.007 10.2 18.65 - - - - - - - Bal. - - 4.60E+25 6.57 - 288 大気中 288 - - - 3.0E-04 768 785 0.4 7.1 - - -
17-17 - - 国内BWR 高温高圧水中 - - SUS304 304 0.05 0.51 1.69 0.029 0.007 10.2 18.65 - - - - - - - Bal. - - 4.60E+25 6.57 - 288 大気中 288 - - - 3.0E-04 825 825 0.3 5.8 - - -
17-18 - - 国内BWR 高温高圧水中 - - SUS304 304 0.05 0.51 1.69 0.029 0.007 10.2 18.65 - - - - - - - Bal. - - 6.40E+25 9.14 - 288 大気中 288 - - - 3.0E-04 825 839 0.3 7.1 - - -
17-19 - - 国内BWR 高温高圧水中 - - SUS304 304 0.05 0.51 1.69 0.029 0.007 10.2 18.65 - - - - - - - Bal. - - 6.40E+25 9.14 - 288 大気中 288 - - - 3.0E-04 831 831 0.3 7.2 - - -
17-20 - - 国内BWR 高温高圧水中 - - SUS304 304 0.05 0.37 1.75 0.03 0.014 9.03 18.14 - - - - - - - Bal. - - 1.40E+26 20.00 - 288 大気中 288 - - - 3.0E-04 932 936 0.3 8.6 - - -
17-21 - - 国内BWR 高温高圧水中 - - SUS304 304 0.05 0.37 1.75 0.03 0.014 9.03 18.14 - - - - - - - Bal. - - 1.40E+26 20.00 - 288 大気中 288 - - - 3.0E-04 958 963 0.3 8.6 - - -
17-22 - - 国内BWR 高温高圧水中 - - SUS316 316 0.05 0.58 1.73 0.021 0.006 13.1 16.55 2.25 - - - - - - Bal. - - 3.80E+25 5.43 - 288 大気中 288 - - - 3.0E-04 729 762 5.7 15.6 - - -
17-23 - - 国内BWR 高温高圧水中 - - SUS316 316 0.05 0.58 1.73 0.021 0.006 13.1 16.55 2.25 - - - - - - Bal. - - 3.80E+25 5.43 - 288 大気中 288 - - - 3.0E-04 792 799 0.3 14.7 - - -
17-24 - - 国内BWR 高温高圧水中 - - SUS316 316 0.05 0.58 1.73 0.021 0.006 13.1 16.55 2.25 - - - - - - Bal. - - 6.90E+25 9.86 - 288 大気中 288 - - - 3.0E-04 828 940 1.0 13.0 - - -
17-25 - - 国内BWR 高温高圧水中 - - SUS316 316 0.05 0.58 1.73 0.021 0.006 13.1 16.55 2.25 - - - - - - Bal. - - 6.90E+25 9.86 - 288 大気中 288 - - - 3.0E-04 879 917 0.4 11.8 - - -
17-26 - - 国内BWR 高温高圧水中 - - SUS316 316 0.05 0.58 1.73 0.021 0.006 13.1 16.55 2.25 - - - - - - Bal. - - 9.60E+25 13.71 - 288 大気中 288 - - - 3.0E-04 897 630 0.5 12.1 - - -
17-27 - - 国内BWR 高温高圧水中 - - SUS316 316 0.05 0.58 1.73 0.021 0.006 13.1 16.55 2.25 - - - - - - Bal. - - 9.60E+25 13.71 - 288 大気中 288 - - - 3.0E-04 896 922 0.5 12.2 - - -
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図 3.1.1-19 BWR 引張データベースより作成した諸特性の損傷量依存性 
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図 3.1.1-23 BWR 条件での破壊じん性値と各種評価式 

 

 

 

表 3.1.1-8 BWR 条件での破壊じん性データベース 
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DB 試験片番号 材料番号 照射炉
照射
環境

採取
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照射時
形状
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1-1 A104 - JMTR 高温高圧水中 - 0.5T-CT SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 5.93E+24 1.01 2.04E-07 275.3 大気中 288 0.5TCT 12.7 11.4 25.4 - 15.025 10.375 - - 876 - - - - - - - - - - 有 有
1-2 A103 - JMTR 高温高圧水中 - 0.5T-CT SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 5.16E+24 0.91 1.83E-07 275.3 大気中 288 0.5TCT 12.7 11.4 25.4 - 15.931 9.469 - - 668 - - - - - - - - - - 有 有
1-3 A204 - JMTR 高温高圧水中 - 0.5T-CT SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 1.03E+25 1.77 2.36E-07 285.4 大気中 288 0.5TCT 12.7 11.4 25.4 - 17.288 8.112 - - 769 - - - - - - - - - - 有 有
1-4 A406 - JMTR 高温高圧水中 - 0.5T-CT SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 7.02E+25 10.03 - - 大気中 288 0.5TCT - - - - - - - - 336 - - - - - - - - - - 有 有 1dpa=7E+2
1-5 H102 - JMTR 高温高圧水中 - 0.5T-CT SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 18.430 - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 5.22E+24 0.93 1.87E-07 297.7 大気中 288 0.5TCT 12.7 11.4 25.4 - 15.981 9.419 - - 342 - - - - - - - - - - 有 有
1-6 H205 - JMTR 高温高圧水中 - 0.5T-CT SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 18.430 - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 1.04E+25 1.86 1.86E-07 282.8 大気中 288 0.5TCT 12.7 11.4 25.4 - 17.906 7.494 - - 238 - - - - - - - - - - 有 有
1-7 H308 - JMTR 高温高圧水中 - 0.5T-CT SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 18.430 - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 2.28E+25 3.26 - - 大気中 288 0.5TCT - - - - - - - - 418 - - - - - - - - - - 有 有 1dpa=7E+2

2-1 15R2FR03 - 国内BWR 高温高圧水中 上部格子板T-2 - 316 316 - 0.059 0.830 1.620 0.030 0.006 11.460 17.400 2.390 - - - - - - Bal. 受入まま - 7.00E+24 1.00 - 288 大気中 288 0.5TCT(実厚) 9.1 7.3 25.4 13.08 15.55 9.85 - - 478 - - 541 - - - - - - - 有 - 1dpa=7E+2
2-2 15R2FR04 - 国内BWR 高温高圧水中 上部格子板T-2 - 316 316 - 0.059 0.830 1.620 0.030 0.006 11.460 17.400 2.390 - - - - - - Bal. 受入まま - 7.00E+24 1.00 - 288 大気中 288 0.5TCT(実厚) 9.1 7.3 25.4 12.71 15.46 9.94 - - 410 - - 542 - - - - - - - 有 - 1dpa=7E+2
2-3 15R2FR07 - 国内BWR 高温高圧水中 上部格子板T-4 - 316 316 - 0.059 0.830 1.620 0.030 0.006 11.460 17.400 2.390 - - - - - - Bal. 受入まま - 3.40E+24 0.49 - 288 大気中 288 0.5TCT(実厚) 9.1 7.3 25.4 12.8 15.34 10.06 - - 478 - - 579 - - - - - - - 有 - 1dpa=7E+2
2-4 15R2FR08 - 国内BWR 高温高圧水中 上部格子板T-4 - 316 316 - 0.059 0.830 1.620 0.030 0.006 11.460 17.400 2.390 - - - - - - Bal. 受入まま - 3.40E+24 0.49 - 288 大気中 288 0.5TCT(実厚) 9.1 7.3 25.4 12.57 15.44 9.96 - - 547 - - 625 - - - - - - - 有 - 1dpa=7E+2
2-5 15R2FR01 - 国内BWR 高温高圧水中 上部格子板T-2 - 316 316 - 0.059 0.830 1.620 0.030 0.006 11.460 17.400 2.390 - - - - - - Bal. 受入まま - 1.70E+25 2.43 - 288 大気中 288 0.5TCT(実厚) 9.1 7.3 25.4 13 15.51 9.89 - - 268 - - 367 - - - - - - - 有 - 1dpa=7E+2
2-6 15R2FR02 - 国内BWR 高温高圧水中 上部格子板T-2 - 316 316 - 0.059 0.830 1.620 0.030 0.006 11.460 17.400 2.390 - - - - - - Bal. 受入まま - 1.70E+25 2.43 - 288 大気中 288 0.5TCT(実厚) 9.1 7.3 25.4 12.61 15.23 10.17 - - 245 - - 372 - - - - - - - 有 - 1dpa=7E+2
2-7 15R2FR05 - 国内BWR 高温高圧水中 上部格子板T-4 - 316 316 - 0.059 0.830 1.620 0.030 0.006 11.460 17.400 2.390 - - - - - - Bal. 受入まま - 8.40E+24 1.20 - 288 大気中 288 0.5TCT(実厚) 9.1 7.3 25.4 12.66 15.41 9.99 - - 404 - - 572 - - - - - - - 有 - 1dpa=7E+2
2-8 15R2FR06 - 国内BWR 高温高圧水中 上部格子板T-4 - 316 316 - 0.059 0.830 1.620 0.030 0.006 11.460 17.400 2.390 - - - - - - Bal. 受入まま - 8.40E+24 1.20 - 288 大気中 288 0.5TCT(実厚) 9.1 7.3 25.4 12.63 15.53 9.87 - - 410 - - 559 - - - - - - - 有 - 1dpa=7E+2
2-9 S1_母材_1a - 国内BWR 高温高圧水中 シュラウドS-1 - 304 304 - 0.040 0.610 0.940 0.019 0.003 9.275 18.500 - - - - - - - Bal. 受入まま - 1.40E+24 0.20 - 288 大気中 288 1.0TCT 25.4 20.3 50.8 - - - - - 440 - - 229 - - - - - - - 有 - 1dpa=7E+2
2-10 S2_母材_4 - 国内BWR 高温高圧水中 シュラウドS-2 - 304 304 - 0.050 0.585 0.910 0.021 0.005 9.450 18.675 - - - - - - - Bal. 受入まま - 3.80E+24 0.54 - 288 大気中 288 1.0TCT 25.4 20.3 50.8 - - - - - 146 - 146 286 168.3 - - - - - - 有 - 1dpa=7E+2
2-11 S1_母材_1b - 国内BWR 高温高圧水中 シュラウドS-1 - 304 304 - 0.040 0.610 0.940 0.019 0.003 9.275 18.500 - - - - - - - Bal. 受入まま - 1.40E+24 0.20 - 288 大気中 288 1.5TCT 38 28.6 76 - - - - - 362 - 362 399 265 - - - - - - 有 - 1dpa=7E+2
2-12 S3_母材_5 - 国内BWR 高温高圧水中 シュラウドS-3 - 304 304 - 0.060 0.700 0.990 0.025 0.006 9.420 18.580 - - - - - - - Bal. 受入まま - 4.50E+24 0.64 - 288 大気中 288 1.5TCT 38 28.6 76 - - - - - 142 - 142 297 166 - - - - - - 有 - 1dpa=7E+2
2-13 S2_母材_6 - 国内BWR 高温高圧水中 シュラウドS-2 - 304 304 - 0.050 0.585 0.910 0.021 0.005 9.450 18.675 - - - - - - - Bal. 受入まま - 5.90E+24 0.84 - 288 大気中 288 1.5TCT(実厚) 38 38 76 - - - - - 164 - 164 352 178.4 - - - - - - 有 - 1dpa=7E+2
2-14 S3_HAZ_5a - 国内BWR 高温高圧水中 シュラウドS-3 - HAZ_304 304 - 0.060 0.700 0.990 0.025 0.006 9.420 18.580 - - - - - - - Bal. 溶接熱影響部 - 5.20E+24 0.74 - 288 大気中 288 0.7TCT 17.8 14.2 35.6 - - - - - 163 - 163 122 177.8 - - - - - - 有 - 1dpa=7E+2
2-15 S3_HAZ_5b - 国内BWR 高温高圧水中 シュラウドS-3 - HAZ_304 304 - 0.060 0.700 0.990 0.025 0.006 9.420 18.580 - - - - - - - Bal. 溶接熱影響部 - 5.20E+24 0.74 - 288 大気中 288 0.7TCT 17.8 14.2 35.6 - - - - - 178 - 178 163 185.8 - - - - - - 有 - 1dpa=7E+2

3-1 A - 国内BWR 高温高圧水中 制御棒 - 304 304 - 0.070 0.850 1.450 0.026 0.030 8.510 19.510 - - - - - - - Bal. 受け入れまま - 5.20E+25 7.40 - 288 大気中 288 0.5TCT(T-L) 7 6.3 16 - - - - - 8 - - - - - - - - - - - - T-L
3-2 B - 国内BWR 高温高圧水中 制御棒 - 304 304 - 0.070 0.600 1.390 0.028 0.028 8.320 19.010 - - - - - - - Bal. 受け入れまま - 5.90E+25 8.40 - 288 大気中 288 0.5TCT(T-L) 7 6.3 16 - - - - - 7 - - - - - - - - - - - - T-L
3-3 183039 - 海外BWR 高温高圧水中 上部格子板 - 304 304 - 0.048 0.600 1.280 0.035 0.013 9.000 17.900 - - - - - - - Bal. 420℃×4.5h - 3.30E+25 4.70 - 288 大気中 288 0.5TCT(T-L) 7 6.3 16 - - - - - 85 - - - - - - - - - - - - T-L
3-4 183039 - 海外BWR 高温高圧水中 上部格子板 - 304 304 - 0.048 0.600 1.280 0.035 0.013 9.000 17.900 - - - - - - - Bal. 420℃×4.5h - 3.30E+25 4.70 - 288 大気中 288 0.5TCT(T-L) 7 6.3 16 - - - - - 55 - - - - - - - - - - - - T-L
3-5 183039 - 海外BWR 高温高圧水中 上部格子板 - 304 304 - 0.048 0.600 1.280 0.035 0.013 9.000 17.900 - - - - - - - Bal. 420℃×4.5h - 3.30E+25 5.50 - 288 大気中 288 0.5TCT(T-L) 7 6.3 16 - - - - - 40 - - - - - - - - - - 有 - T-L
3-6 183039 - 海外BWR 高温高圧水中 上部格子板 - 304 304 - 0.048 0.600 1.280 0.035 0.013 9.000 17.900 - - - - - - - Bal. 420℃×4.5h - 3.30E+25 5.50 - 288 大気中 288 0.5TCT(T-L) 7 6.3 16 - - - - - 42 - - - - - - - - - - - - T-L
3-7 A - 国内BWR 高温高圧水中 制御棒 - 304 304 - 0.070 0.850 1.450 0.026 0.030 8.510 19.510 - - - - - - - Bal. 受け入れまま - 5.20E+25 7.40 - 288 大気中 288 0.5TCT(L-T) 7 6.3 16 - - - - - 41 - - - - - - - - - - - - L-T
3-8 B - 国内BWR 高温高圧水中 制御棒 - 304 304 - 0.070 0.600 1.390 0.028 0.028 8.320 19.010 - - - - - - - Bal. 受け入れまま - 5.90E+25 8.40 - 288 大気中 288 0.5TCT(L-T) 7 6.3 16 - - - - - 39 - - - - - - - - - - - - L-T
3-9 183039 - 海外BWR 高温高圧水中 上部格子板 - 304 304 - 0.048 0.600 1.280 0.035 0.013 9.000 17.900 - - - - - - - Bal. 420℃×4.5h - 3.30E+25 4.70 - 288 大気中 288 0.5TCT(L-T) 7 6.3 16 - - - - - 198 - - - - - - - - - - - - L-T
3-10 183039 - 海外BWR 高温高圧水中 上部格子板 - 304 304 - 0.048 0.600 1.280 0.035 0.013 9.000 17.900 - - - - - - - Bal. 420℃×4.5h - 3.30E+25 4.70 - 288 大気中 288 0.5TCT(L-T) 7 6.3 16 - - - - - 115 - - - - - - - - - - - - L-T
3-11 183039 - 海外BWR 高温高圧水中 上部格子板 - 304 304 - 0.048 0.600 1.280 0.035 0.013 9.000 17.900 - - - - - - - Bal. 420℃×4.5h - 3.30E+25 5.50 - 288 大気中 288 0.5TCT(L-T) 7 6.3 16 - - - - - 130 - - - - - - - - - - - - L-T
3-12 183039 - 海外BWR 高温高圧水中 上部格子板 - 304 304 - 0.048 0.600 1.280 0.035 0.013 9.000 17.900 - - - - - - - Bal. 420℃×4.5h - 3.30E+25 5.50 - 288 大気中 288 0.5TCT(L-T) 7 6.3 16 - - - - - 105 - - - - - - - - - - - - L-T
3-13 57960 - 海外BWR 高温高圧水中 制御棒 - 304L 304L - 0.018 0.600 1.150 0.015 0.004 10.650 18.170 - - - - - - - Bal. 受け入れまま - 9.10E+25 12.00 - 288 大気中 288 0.5TCT(T-L) 7 6.3 16 - - - - - 88 - - - - - - - - - - - - T-L
3-14 57954 - 海外BWR 高温高圧水中 制御棒 - 304L 304L - 0.023 0.590 1.010 0.016 0.003 10.360 18.620 - - - - - - - Bal. 受け入れまま - 9.10E+25 12.00 - 288 大気中 288 0.5TCT(T-L) 7 6.3 16 - - - - - 66 - - - - - - - - - - - - T-L
3-15 57952 - 海外BWR 高温高圧水中 制御棒 - 304L 304L - 0.024 0.590 1.010 0.016 0.003 10.360 18.620 - - - - - - - Bal. 受け入れまま - 9.10E+25 12.00 - 288 大気中 288 0.5TCT(L-T) 7 6.3 16 - - - - - 145 - - - - - - - - - - - - L-T
3-16 55439 - 海外BWR 高温高圧水中 制御棒 - 304L 304L - 0.017 0.530 1.130 0.020 0.007 11.360 18.780 - - - - - - - Bal. 受け入れまま - 9.10E+25 12.00 - 288 大気中 288 0.5TCT(L-T) 7 6.3 16 - - - - - 145 - - - - - - - - - - - - L-T

4-1 85-3TT - 海外実験炉 - - - 304 304 - 0.070 0.600 1.900 0.015 0.007 8.450 18.560 0.510 - - - - - - Bal. 鋭敏化（600℃×10.5h) - - 2.16 - NWC BWR 289 0.24TCT 6.5 5.6 12 6 - - - - 176 - - - - - - - - - - 有 -
4-2 85-5A2TT - 海外実験炉 - - - 304 304 - 0.070 0.600 1.900 0.015 0.007 8.450 18.560 0.510 - - - - - - Bal. 鋭敏化（600℃×24h) - - 2.16 - 大気中 289 0.24TCT 6.5 5.6 12 6 - - - - 238 - - - - - - - - - - 有 -
4-3 85-XA - 海外実験炉 - - - 304 304（HAZ) - 0.070 0.600 1.900 0.015 0.007 8.450 18.560 0.510 - - - - - - Bal. 鋭敏化（600℃×10.5h) - - 2.16 - NWC BWR 289 0.24TCT 6.5 5.6 12 6 - - - - 128 - - - - - - - - - - 有 -
4-4 85-XB - 海外実験炉 - - - 304 304（HAZ) - 0.070 0.600 1.900 0.015 0.007 8.450 18.560 0.510 - - - - - - Bal. 鋭敏化（600℃×10.5h) - - 2.16 - 大気中 289 0.24TCT 6.5 5.6 12 6 - - - - - - - - - - - - - - - 有 -
4-5 CG6TA - 海外実験炉 - - - 304 304（HAZ) - 0.013 0.530 1.840 0.027 0.016 9.050 18.230 0.440 - - - - - - Bal. 鋭敏化（600℃×10.5h) - - 2.16 - NWC BWR 289 0.24TCT 6.5 5.6 12 6 - - - - 121 - - - - - - - - - - 有 -
4-6 CG6TB - 海外実験炉 - - - 304 304（HAZ) - 0.013 0.530 1.840 0.027 0.016 9.050 18.230 0.440 - - - - - - Bal. 鋭敏化（600℃×10.5h) - - 2.16 - 大気中 289 0.24TCT 6.5 5.6 12 6 - - - - 125 - - - - - - - - - - 有 -

5-1 JR-12 - - - - - CW 316NG 316NG 50 - - - - - - - - - - - - - - Bal. - - 0.00E+00 0.00 - 大気中 288 0.24TCT 6.5 5.8 12 - 7.14 - - - - - 51 - - - - - - - - 有 有 1dpa=7E+2
5-2 JR-19 - - - - - CW 316NG 316NG 50 - - - - - - - - - - - - - - Bal. - - 0.00E+00 0.00 - 大気中 288 0.24TCT 6.5 5.8 12 - 7.35 - - - - - 61 - - - - - - - - 有 有 1dpa=7E+2
5-3 C16-A - - - - - 316 316 - 0.029 0.420 1.650 0.026 0.003 12.320 16.910 2.180 - - - - - - Bal. - - 9.00E+24 1.29 - 288 大気中 288 0.24TCT 6.5 5.9 12 - 7.28 - - - - - 378 - - 562 618 - - - - 有 有 1dpa=7E+2
5-4 C19-D - - - - - 304 304 - 0.060 0.510 1.000 0.028 0.008 8.130 18.050 - - - - - - - Bal. - - 0.00E+00 0.00 - 大気中 288 0.24TCT 6.5 5.9 12 - 7.28 - - - - - 835 - - 178 501 - - - - 有 有 1dpa=7E+2
5-5 L20-D - - - - - 304 304 - 0.009 0.100 0.470 0.020 0.005 8.880 18.060 - - - - - - - Bal. - - 0.00E+00 0.00 - 大気中 288 0.24TCT 6.5 5.9 12 - 7.22 - - - - - 119 - - - - - - - - 有 有 1dpa=7E+2
5-6 L2-C - - - - - 304 304 - 0.074 0.820 1.580 0.080 0.031 10.500 17.020 - - - - - - - Bal. - - 0.00E+00 0.00 - 大気中 288 0.24TCT 6.5 5.8 12 - 7.38 - - - - - 237 - - 193 348 - - - - 有 有 1dpa=7E+2
5-7 L2-E - - - - - 304 304 - 0.074 0.820 1.580 0.080 0.031 10.500 17.020 - - - - - - - Bal. - - 0.00E+00 0.00 - 大気中 288 0.24TCT 6.5 5.9 12 - 7.38 - - - - - 154 - - 193 348 - - - - 有 有 1dpa=7E+2
5-8 C19-A - - - - - 304 304 - 0.060 0.510 1.000 0.028 0.008 8.130 18.050 - - - - - - - Bal. - - 3.00E+24 0.43 - 288 大気中 288 0.24TCT 6.5 5.9 12 - 7.45 - - - - - 599 - - 554 682 - - - - 有 有 1dpa=7E+2
5-9 C19-B - - - - - 304 304 - 0.060 0.510 1.000 0.028 0.008 8.130 18.050 - - - - - - - Bal. - - 9.00E+24 1.29 - 288 大気中 288 0.24TCT 6.5 5.9 12 - 7.36 - - - - - 368 - - 750 769 - - - - 有 有 1dpa=7E+2
5-10 C19-C - - - - - 304 304 - 0.060 0.510 1.000 0.028 0.008 8.130 18.050 - - - - - - - Bal. - - 2.00E+25 2.86 - 288 大気中 288 0.24TCT 6.5 5.9 12 - 7.38 - - - - - 188 - - 787 801 - - - - 有 有 1dpa=7E+2
5-11 L20-A - - - - - 304 304 - 0.009 0.100 0.470 0.020 0.005 8.880 18.060 - - - - - - - Bal. - - 3.00E+23 0.04 - 288 大気中 288 0.24TCT 6.5 5.9 12 - 7.38 - - - - - 62 - - 454 552 - - - - 有 有 1dpa=7E+2
5-12 L20-B - - - - - 304 304 - 0.009 0.100 0.470 0.020 0.005 8.880 18.060 - - - - - - - Bal. - - 9.00E+24 1.29 - 288 大気中 288 0.24TCT 6.5 5.8 12 - 7.38 - - - - - 37 - - 454 552 - - - - 有 有 1dpa=7E+2
5-13 L2A - - - - - 304 304 - 0.074 0.820 1.580 0.080 0.031 10.500 17.020 - - - - - - - Bal. - - 9.00E+24 1.29 - 288 大気中 288 0.24TCT 6.5 5.8 12 - 7.38 - - - - - 35 - - 839 849 - - - - 有 有 1dpa=7E+2

6-1 - 1912 海外BWR 高温高圧水中 制御棒 - AISI 304L 304L - 0.015 0.230 1.090 0.021 0.001 10.340 18.160 - - - - - 0.021 0.024 Bal. - - - 3.00 - 288 大気中 22 0.5TCT - - - - - - - - - - 760 - - - - - - - - - -
6-2 - 1912 海外BWR 高温高圧水中 制御棒 - AISI 304L 304L - 0.015 0.230 1.090 0.021 0.001 10.340 18.160 - - - - - 0.021 0.024 Bal. - - - 3.00 - 288 大気中 30 1TCT - - - - - - - - - - 675 - - - - - - - - - -
6-3 - 1912 海外BWR 高温高圧水中 制御棒 - AISI 304L 304L - 0.015 0.230 1.090 0.021 0.001 10.340 18.160 - - - - - 0.021 0.024 Bal. - - - 3.00 - 288 大気中 150 1TCT - - - - - - - - - - 616 - - - - - - - - - -
6-4 - 1912 海外BWR 高温高圧水中 制御棒 - AISI 304L 304L - 0.015 0.230 1.090 0.021 0.001 10.340 18.160 - - - - - 0.021 0.024 Bal. - - - 3.00 - 288 大気中 288 1TCT - - - - - - - - - - 339 - - - - - - - - - -
6-5 - 1914 海外BWR 高温高圧水中 制御棒 - AISI 304L 304L - 0.015 0.230 1.090 0.021 0.001 10.340 18.160 - - - - - 0.021 0.024 Bal. - - - 8.30 - 288 大気中 22 1TCT - - - - - - - - - - 830 - - - - - - - - - -
6-6 - 1914 海外BWR 高温高圧水中 制御棒 - AISI 304L 304L - 0.015 0.230 1.090 0.021 0.001 10.340 18.160 - - - - - 0.021 0.024 Bal. - - - 8.30 - 288 大気中 22 1TCT - - - - - - - - - - 1035 - - - - - - - - - -
6-7 - 1914 海外BWR 高温高圧水中 制御棒 - AISI 304L 304L - 0.015 0.230 1.090 0.021 0.001 10.340 18.160 - - - - - 0.021 0.024 Bal. - - - 8.30 - 288 大気中 288 1TCT - - - - - - - - - - 335 - - - - - - - - - -
6-8 - 1914 海外BWR 高温高圧水中 制御棒 - AISI 304L 304L - 0.015 0.230 1.090 0.021 0.001 10.340 18.160 - - - - - 0.021 0.024 Bal. - - - 8.30 - 288 大気中 288 1TCT - - - - - - - - - - 290 - - - - - - - - - -
6-9 - 01-541 海外BWR 高温高圧水中 制御棒 - AISI316L 316L - 0.010 0.008 1.280 0.005 0.006 13.500 16.300 2.640 - - - - 0.064 0.150 Bal. - - - 2.70 - 288 大気中 288 1TCT - - - - - - - - - - 288 - - - - - - - - - -
6-10 - 01-512 海外BWR 高温高圧水中 制御棒 - AISI316L 316L - 0.012 0.080 1.310 0.003 0.010 13.250 16.230 2.620 - - - - 0.071 0.008 Bal. - - - 3.50 - 288 大気中 288 1TCT - - - - - - - - - - 325 - - - - - - - - - -
6-11 - 01-512 海外BWR 高温高圧水中 制御棒 - AISI316L 316L - 0.012 0.080 1.310 0.003 0.010 13.250 16.230 2.620 - - - - 0.071 0.008 Bal. - - - 3.50 - 288 大気中 288 1TCT - - - - - - - - - - 215 - - - - - - - - - -
6-12 - 01-297 海外BWR 高温高圧水中 制御棒 - AISI316L 316L - 0.011 0.100 1.280 0.003 0.005 12.420 16.380 2.560 - - - - 0.064 0.016 Bal. - - - 8.70 - 288 大気中 288 1TCT - - - - - - - - - - 365 - - - - - - - - - -
6-13 - 01-297 海外BWR 高温高圧水中 制御棒 - AISI316L 316L - 0.011 0.100 1.280 0.003 0.005 12.420 16.380 2.560 - - - - 0.064 0.016 Bal. - - - 8.70 - 288 大気中 288 1TCT - - - - - - - - - - 450 - - - - - - - - - -
6-14 - 01-297 海外BWR 高温高圧水中 制御棒 - AISI316L 316L - 0.011 0.100 1.280 0.003 0.005 12.420 16.380 2.560 - - - - 0.064 0.016 Bal. - - - 8.70 - 288 大気中 288 1TCT - - - - - - - - - - 200 - - - - - - - - - -
6-15 - 01-297 海外BWR 高温高圧水中 制御棒 - AISI316L 316L - 0.011 0.100 1.280 0.003 0.005 12.420 16.380 2.560 - - - - 0.064 0.016 Bal. - - - 8.70 - 288 大気中 288 1TCT - - - - - - - - - - 235 - - - - - - - - - -

7-1 monGBE304 - Halden Heガス中 - - 304 304 - 0.065 0.400 1.560 0.013 0.014 8.400 18.320 0.360 - - - - 0.086 - Bal. - - 1.31E+25 2.00 - 293 BWR模擬水 288 0.24TCT - - - - - - - - - - 85 - - - - - - - - - -
7-2 GBE304 - Halden Heガス中 - - 304 304 - 0.065 0.460 1.540 0.014 0.002 8.420 18.380 0.500 - - - - 0.088 - Bal. GBE 処理 - 1.31E+25 2.00 - 293 BWR模擬水 288 0.24TCT - - - - - - - - 138 - - - - - - - - - - - -
7-3 nonGBE316 - Halden Heガス中 - - 316 316 - 0.550 0.430 1.530 0.013 0.014 10.300 16.420 2.190 - - - - 0.054 - Bal. - - 1.31E+25 2.00 - 293 BWR模擬水 288 0.24TCT - - - - - - - - - - 89 - - - - - - - - - -
7-4 GBE316 - Halden Heガス中 - - 316 316 - 0.700 0.560 1.800 0.010 0.022 11.120 16.570 2.280 - - - - 0.056 - Bal. GBE処理 - 1.31E+25 2.00 - 293 BWR模擬水 288 0.24TCT - - - - - - - - 178 - - - - - - - - - - - -

材料組成（wt%）
照射量

(dpaへの換算を含む)

図BWR-1

T.Torimaru,
Fontvraud 7

図BWR-2

A.Demma et
al., 13th EDM

図BWR-3

O.K.Chopra et
al, 13th EDM

独立行政法人
原子力安全基
盤機構 基材報

図BWR-6

Chen et al,
14th EDM

図BWR-4

NUREG
CR-6826

図BWR-5

Ehrsten et al.,
Fontevraud 6
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表 3.1.1-9 BWR 条件での硬さデータベース 

 

DB 
試験片
番号

材料番号 照射炉 照射環境 採取部位 照射時形状 詳細鋼種 鋼種
冷間

加工率
熱処理条件

中性子束
（フラックス）

照射温
度

試験環
境

試験温
度

測定試験片 測定組織 硬さ 試験力
保持時

間
0.2%耐

力
引張強さ

一様伸
び

全伸び 備考 出典

No. No. No. - - - - - - （%） C Si Mn P S Ni Cr Mo Nb Ti B Cu N Co Fe - （n/m2

E>0.1MeV
（n/m2

E>1MeV）
(dpa) （dpa/s） （℃） - （℃） - HV N sec （MPa） （MPa） （%） （%） - -

1-1 A035 - - - - - SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 0.00.E+00 0.00 - - 大気中 288 平板型試験片 母材 141 4.9 30 168 382 41.3 50.5
1-2 A134 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 1.3E+18 5.11.E+24 0.91 2.36E-07 287.0 大気中 288 平板型試験片 母材 212 4.9 30 355 494 28.2 35.9
1-3 A233 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 1.5E+18 1.09.E+25 1.84 2.57E-07 284.3 大気中 288 平板型試験片 母材 261 4.9 30 414 520 22.0 29.6
1-4 A339 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 1.4E+18 3.04.E+25 5.11 2.32E-07 287.3 大気中 288 平板型試験片 母材 308 4.9 30 606 616 17.1 25.3
1-5 - - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 12.550 17.540 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 7.51.E+25 12.50 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 324 4.9 30 674 676 0.3 11.1
1-6 H035 - - - - - SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 18.430 - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - - 大気中 288 平板型試験片 母材 147 4.9 30 159 373 41.3 51.6
1-7 H134 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 18.430 - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 1.3E+18 5.68E+24 1.06 2.45E-07 287.0 大気中 288 平板型試験片 母材 214 4.9 30 350 466 25.5 33.3
1-8 H234 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 18.430 - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 1.4E+18 1.03E+25 1.72 2.37E-07 286.8 大気中 288 平板型試験片 母材 267 4.9 30 430 514 25.1 31.2
1-9 H341 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 18.430 - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 1.1E+18 2.46E+25 4.29 1.97E-07 286.9 大気中 288 平板型試験片 母材 316 4.9 30 645 646 0.3 18.7
1-10 - - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 18.430 - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 7.74E+25 12.90 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 321 4.9 30 674 677 0.4 10.0

2-1 R033 - - - - - SUS304(HT) 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 18.580 - - - - - - 0.040 Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - - 大気中 288 平板型試験片 母材 148 4.9 30 166 415 50.7 57.7
2-2 R133 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304(HT) 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 18.580 - - - - - - 0.040 Bal. 溶体化 1.3E+18 5.56E+24 1.00 2.40E-07 288.0 大気中 288 平板型試験片 母材 259 4.9 30 466 566 22.4 29.1
2-3 R235 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS304(HT) 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 18.580 - - - - - - 0.040 Bal. 溶体化 1.1E+18 7.82E+24 1.37 1.95E-07 288.1 大気中 288 平板型試験片 母材 282 4.9 30 512 583 19.8 25.5
2-4 W033 - - - - - SUS316(NG)(HT) 316NG - 0.012 0.560 0.910 0.017 0.005 11.050 16.510 2.340 - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - - 大気中 288 平板型試験片 母材 148 4.9 30 154 392 46.7 56.3
2-5 W134 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316(NG)(HT) 316NG - 0.012 0.560 0.910 0.017 0.005 11.050 16.510 2.340 - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶体化 1.2E+18 5.04E+24 0.81 1.96E-07 288.3 大気中 288 平板型試験片 母材 209 4.9 30 311 481 33.2 40.0
2-6 W235 - 国内試験炉 高温高圧水中 - 平板型引張試験片 SUS316(NG)(HT) 316NG - 0.012 0.560 0.910 0.017 0.005 11.050 16.510 2.340 - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶体化 1.2E+18 9.04E+24 1.51 2.08E-07 288.1 大気中 288 平板型試験片 母材 229 4.9 30 353 494 29.4 36.0

4-1 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 COM304 304 - 0.061 0.420 0.850 0.025 0.004 8.160 18.060 - - - - - 0.040 - Bal. 溶体化 - 2.02E+25 2.89 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 336 824 824 - 5.1
4-2 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 COM304 304 - 0.061 0.420 0.850 0.025 0.004 8.160 18.060 - - - - - 0.040 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 159 9.8 154 427 - 34.7
4-3 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP304L-Mo 304L - 0.016 0.050 0.880 0.004 0.001 10.060 18.520 0.190 - - - - 0.032 - Bal. 溶体化 - 2.24E+25 3.20 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 277 613 613 - 4.9
4-4 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP304L-Mo 304L - 0.016 0.050 0.880 0.004 0.001 10.060 18.520 0.190 - - - - 0.032 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 152 9.8 123 356 - 38.3
4-5 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 COM316L 316L - 0.020 0.570 0.840 0.034 0.001 11.920 17.400 2.100 - - - - 0.022 - Bal. 溶体化 - 2.31E+25 3.30 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 360 888 888 - 5.0
4-6 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 COM316L 316L - 0.020 0.570 0.840 0.034 0.001 11.920 17.400 2.100 - - - - 0.022 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 170 9.8 154 442 - 37.1
4-7 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L 316L - 0.017 0.480 0.900 0.026 0.003 12.360 16.900 2.200 - - - - 0.032 - Bal. 溶体化 - 2.26E+25 3.23 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 323 705 704 - 5.8
4-8 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L 316L - 0.017 0.480 0.900 0.026 0.003 12.360 16.900 2.200 - - - - 0.032 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 144 9.8 165 425 - 35.5
4-9 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PI 316L - 0.015 0.480 0.850 0.008 0.002 12.150 16.700 2.190 - - - - 0.035 - Bal. 溶体化 - 2.00E+25 2.86 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 255 528 528 - 16.1
4-10 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PI 316L - 0.015 0.480 0.850 0.008 0.002 12.150 16.700 2.190 - - - - 0.035 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 167 9.8 140 398 - 37.8
4-11 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-NL 316L - 0.014 0.490 0.900 0.025 0.001 12.000 17.040 2.100 - - - - 0.003 - Bal. 溶体化 - 2.24E+25 3.20 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 317 674 674 - 11.0
4-12 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-NL 316L - 0.014 0.490 0.900 0.025 0.001 12.000 17.040 2.100 - - - - 0.003 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 140 9.8 129 373 - 39.1
4-13 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP316L 316L - 0.013 0.030 0.830 0.001 0.002 12.160 17.210 2.200 - - - - 0.033 - Bal. 溶体化 - 2.16E+25 3.09 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 298 635 635 - 6.9
4-14 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP316L 316L - 0.013 0.030 0.830 0.001 0.002 12.160 17.210 2.200 - - - - 0.033 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 150 9.8 137 389 - 40.1
4-15 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-Nb 316L - 0.015 0.510 0.910 0.021 0.001 12.130 17.030 2.240 0.320 - - - 0.034 - Bal. 溶体化 - 2.31E+25 3.30 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 355 895 900 - 4.3
4-16 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-Nb 316L - 0.015 0.510 0.910 0.021 0.001 12.130 17.030 2.240 0.320 - - - 0.034 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 161 9.8 160 392 - 37.0
4-17 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP316NG 316NG - 0.015 0.050 0.870 0.003 0.001 12.460 17.390 2.190 - - - - 0.096 - Bal. 溶体化 - 2.24E+25 3.20 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 314 653 653 - 6.8
4-18 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP316NG 316NG - 0.015 0.050 0.870 0.003 0.001 12.460 17.390 2.190 - - - - 0.096 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 168 9.8 148 426 - 41.5
4-19 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316NG-Nb 316NG - 0.014 0.510 0.890 0.026 0.001 12.190 17.050 2.220 0.310 - - - 0.095 - Bal. 溶体化 - 2.02E+25 2.89 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 344 811 822 - 4.7
4-20 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316NG-Nb 316NG - 0.014 0.510 0.890 0.026 0.001 12.190 17.050 2.220 0.310 - - - 0.095 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 193 9.8 204 479 - 31.2
4-21 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP316NG-Nb 316NG - 0.016 0.070 0.860 0.004 0.001 12.400 17.310 2.170 0.290 - - - 0.098 - Bal. 溶体化 - 1.96E+25 2.80 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 346 860 860 - 3.7
4-22 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP316NG-Nb 316NG - 0.016 0.070 0.860 0.004 0.001 12.400 17.310 2.170 0.290 - - - 0.098 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 178 9.8 222 504 - 33.2
4-23 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP347 347 - 0.052 0.050 0.870 0.005 0.001 9.550 18.450 - 0.600 - - - 0.037 - Bal. 溶体化 - 1.75E+25 2.50 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 328 791 791 - 3.9
4-24 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP347 347 - 0.052 0.050 0.870 0.005 0.001 9.550 18.450 - 0.600 - - - 0.037 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 182 9.8 195 420 - 31.9
4-25 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347L-PL 347L - 0.017 0.490 0.830 0.004 0.001 9.580 17.460 - 0.300 - - - 0.035 - Bal. 溶体化 - 2.27E+25 3.24 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 347 783 783 - 4.2
4-26 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347L-PL 347L - 0.017 0.490 0.830 0.004 0.001 9.580 17.460 - 0.300 - - - 0.035 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 172 9.8 170 407 - 37.8
4-27 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347L-PI-SiL 347L - 0.012 0.040 0.860 0.011 0.001 9.600 17.500 - 0.290 - - - 0.033 - Bal. 溶体化 - 2.26E+25 3.23 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 325 754 754 - 4.2
4-28 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347L-PI-SiL 347L - 0.012 0.040 0.860 0.011 0.001 9.600 17.500 - 0.290 - - - 0.033 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 189 9.8 167 391 - 36.2
4-29 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347L-PL-SiM 347L - 0.015 0.090 0.830 0.011 0.001 9.550 17.530 - 0.290 - - - 0.036 - Bal. 溶体化 - 2.26E+25 3.23 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 332 763 763 - 3.9
4-30 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347L-PL-SiM 347L - 0.015 0.090 0.830 0.011 0.001 9.550 17.530 - 0.290 - - - 0.036 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 172 9.8 167 39 - 34.9
4-31 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP347L-Mo 347L - 0.013 0.060 0.880 0.004 0.001 9.710 17.550 0.320 0.320 - - - 0.039 - Bal. 溶体化 - 1.75E+25 2.50 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 335 809 809 - 4.1
4-32 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP347L-Mo 347L - 0.013 0.060 0.880 0.004 0.001 9.710 17.550 0.320 0.320 - - - 0.039 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 160 9.8 175 409 - 34.7

5-1 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 304 304 - 0.060 0.480 0.810 0.028 0.002 8.520 18.290 - - - - - - - Bal. 溶体化 4.7E+17 3.30E+25 4.71 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 376 4.9 832 832 0.2 7.5
5-2 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 304 304 - 0.060 0.480 0.810 0.028 0.002 8.520 18.290 - - - - - - - Bal. 溶体化 4.7E+17 1.70E+25 2.43 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 360 4.9 808 808 0.1 5.8
5-3 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 304 304 - 0.060 0.480 0.810 0.028 0.002 8.520 18.290 - - - - - - - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 173 4.9 203 455 31.7 36.8
5-4 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 304L 304L - 0.013 0.400 1.180 0.026 0.002 9.220 18.650 - - - - - - - Bal. 溶体化 4.7E+17 1.70E+25 2.43 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 339 4.9 672 672 0.1 5.6
5-5 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 304L 304L - 0.013 0.400 1.180 0.026 0.002 9.220 18.650 - - - - - - - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 163 4.9 175 400 29.3 34.1
5-6 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316 316 - 0.040 0.640 1.280 0.033 0.003 10.870 16.940 2.120 - - - - 0.220 - Bal. 溶体化 - 1.90E+25 2.71 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 313 4.9 696 730 3.8 8.1
5-7 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316 316 - 0.040 0.640 1.280 0.033 0.003 10.870 16.940 2.120 - - - - 0.220 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 151 4.9 163 460 31.6 36.0
5-8 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L 316L - 0.016 0.590 1.180 0.033 0.001 12.660 17.510 2.130 - - - - 0.026 - Bal. 溶体化 5.1E+17 3.60E+25 5.14 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 323 4.9 684 684 0.1 8.0
5-9 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L 316L - 0.016 0.590 1.180 0.033 0.001 12.660 17.510 2.130 - - - - 0.026 - Bal. 溶体化 5.3E+17 1.90E+25 2.71 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 302 4.9 632 658 9.5 12.8
5-10 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L 316L - 0.016 0.590 1.180 0.033 0.001 12.660 17.510 2.130 - - - - 0.026 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 141 4.9 156 421 38.5 42.9
5-11 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-NL 316L - 0.019 0.500 0.860 0.028 0.003 12.720 16.860 2.340 - - - - 0.003 - Bal. 溶体化 5.3E+17 3.70E+25 5.29 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 336 4.9 730 738 0.4 10.2
5-12 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-NL 316L - 0.019 0.500 0.860 0.028 0.003 12.720 16.860 2.340 - - - - 0.003 - Bal. 溶体化 5.6E+17 2.00E+25 2.86 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 307 4.9 562 584 3.0 6.7
5-13 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-NL 316L - 0.019 0.500 0.860 0.028 0.003 12.720 16.860 2.340 - - - - 0.003 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 119 4.9 171 397 31.9 36.0
5-14 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-NM 316L - 0.017 0.520 1.370 0.025 0.002 14.110 16.520 2.230 - - - - 0.017 - Bal. 溶体化 5.6E+17 2.00E+25 2.86 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 267 4.9 458 514 5.8 8.6
5-15 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-NM 316L - 0.017 0.520 1.370 0.025 0.002 14.110 16.520 2.230 - - - - 0.017 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 123 4.9 153 401 34.5 38.4
5-16 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PI(A) 316L - 0.010 0.500 0.880 0.012 0.001 12.180 16.620 2.160 - - - - 0.036 - Bal. 溶体化 5.6E+17 2.00E+25 2.86 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 247 4.9 466 574 17.4 22.6
5-17 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PI(A) 316L - 0.010 0.500 0.880 0.012 0.001 12.180 16.620 2.160 - - - - 0.036 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 135 4.9 172 419 29.5 34.2
5-18 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PI(B) 316L - 0.010 0.460 0.980 0.013 0.002 12.150 17.590 2.180 - - - - 0.037 - Bal. 溶体化 - 2.00E+25 2.86 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 285 4.9 588 642 11.7 17.6
5-19 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PI(B) 316L - 0.010 0.460 0.980 0.013 0.002 12.150 17.590 2.180 - - - - 0.037 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 156 4.9 154 418 30.9 35.4
5-20 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PI-NM 316L - 0.016 0.520 1.340 0.010 0.002 12.860 16.140 2.290 - - - - 0.014 - Bal. 溶体化 5.6E+17 2.00E+25 2.86 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 319 4.9 472 533 9.3 12.4
5-21 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PI-NM 316L - 0.016 0.520 1.340 0.010 0.002 12.860 16.140 2.290 - - - - 0.014 - Bal. 溶体化 - 3.80E+25 5.43 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 263 4.9 693 693 0.2 13.1
5-22 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PI-NM 316L - 0.016 0.520 1.340 0.010 0.002 12.860 16.140 2.290 - - - - 0.014 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 130 4.9 153 393 33.7 37.6
5-23 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PM-NM 316L - 0.013 0.490 0.910 0.019 0.000 12.460 16.840 2.200 - - - - 0.010 - Bal. 溶体化 5.7E+17 4.00E+25 5.71 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 342 4.9 780 780 0.2 7.2
5-24 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PM-NM 316L - 0.013 0.490 0.910 0.019 0.000 12.460 16.840 2.200 - - - - 0.010 - Bal. 溶体化 5.8E+17 2.10E+25 3.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 291 4.9 613 626 5.5 10.8
5-25 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PM-NM 316L - 0.013 0.490 0.910 0.019 0.000 12.460 16.840 2.200 - - - - 0.010 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 138 4.9 166 401 31.5 35.4
5-26 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PI-NL 316L - 0.014 0.490 0.920 0.011 0.000 12.470 16.880 2.210 - - - - 0.003 - Bal. 溶体化 5.3E+17 3.70E+25 5.29 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 340 4.9 711 711 0.2 8.7
5-27 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PI-NL 316L - 0.014 0.490 0.920 0.011 0.000 12.470 16.880 2.210 - - - - 0.003 - Bal. 溶体化 5.3E+17 1.90E+25 2.71 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 263 4.9 528 583 10.2 14.9
5-28 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-PI-NL 316L - 0.014 0.490 0.920 0.011 0.000 12.470 16.880 2.210 - - - - 0.003 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 118 4.9 159 379 30.9 31.7
5-29 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP316L 316L - 0.014 0.050 0.910 0.007 0.001 12.200 16.670 2.150 - - - - 0.034 - Bal. 溶体化 5.8E+17 2.10E+25 3.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 304 4.9 631 631 0.2 18.2
5-30 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP316L 316L - 0.014 0.050 0.910 0.007 0.001 12.200 16.670 2.150 - - - - 0.034 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 131 4.9 163 392 28.2 31.9
5-31 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP316L-NM 316L - 0.017 0.010 1.360 0.008 0.002 12.720 16.480 2.180 - - - - 0.014 - Bal. 溶体化 6.1E+17 2.20E+25 3.14 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 324 4.9 638 638 0.1 7.5
5-32 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP316L-NM 316L - 0.017 0.010 1.360 0.008 0.002 12.720 16.480 2.180 - - - - 0.014 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 118 4.9 165 388 33.3 37.3
5-33 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 16L-PI-NM(Zr-Mod 316L - 0.016 0.520 1.370 0.011 0.002 14.040 16.420 2.210 - - - - 0.010 - Bal. 溶体化 5.0E+17 1.80E+25 2.57 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 234 4.9 410 502 8.7 12.5
5-34 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 16L-PI-NM(Zr-Mod 316L - 0.016 0.520 1.370 0.011 0.002 14.040 16.420 2.210 - - - - 0.010 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 124 4.9 183 391 29.5 33.4
5-35 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP316-NL 316L - 0.017 0.060 0.960 0.001 0.002 12.070 16.860 2.130 - - - - 0.003 - Bal. 溶体化 - 1.90E+25 2.71 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 312 4.9 586 590 3.2 7.8
5-36 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP316-NL 316L - 0.017 0.060 0.960 0.001 0.002 12.070 16.860 2.130 - - - - 0.003 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 116 4.9 150 379 32.5 36.2
5-37 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-Nb 316L - 0.020 0.420 0.870 0.018 0.006 11.600 17.590 2.230 0.290 - - - 0.030 - Bal. 溶体化 - 1.90E+25 2.71 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 329 4.9 665 677 2.9 7.6
5-38 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-Nb 316L - 0.020 0.420 0.870 0.018 0.006 11.600 17.590 2.230 0.290 - - - 0.030 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 147 4.9 169 395 22.7 25.9
5-39 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-Nb-PI-NM 316L - 0.016 0.530 1.350 0.011 0.002 14.040 16.460 2.280 0.260 - - - 0.014 - Bal. 溶体化 - 1.80E+25 2.57 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 296 4.9 569 613 3.6 7.5
5-40 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316L-Nb-PI-NM 316L - 0.016 0.530 1.350 0.011 0.002 14.040 16.460 2.280 0.260 - - - 0.014 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 136 4.9 181 435 32.0 35.7
5-41 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316NG 316NG - 0.012 0.590 1.470 0.024 0.001 12.300 17.470 2.630 - - - - 0.070 - Bal. 溶体化 5.4E+17 3.80E+25 5.43 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 386 4.9 807 807 0.2 8.7
5-42 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316NG 316NG - 0.012 0.590 1.470 0.024 0.001 12.300 17.470 2.630 - - - - 0.070 - Bal. 溶体化 5.6E+17 2.00E+25 2.86 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 268 4.9 552 635 12.1 16.4
5-43 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 316NG 316NG - 0.012 0.590 1.470 0.024 0.001 12.300 17.470 2.630 - - - - 0.070 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 147 4.9 180 422 28.7 32.7
5-44 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347 347 - 0.050 0.750 1.430 0.030 0.010 9.800 17.630 0.130 0.560 - - - 0.014 - Bal. 溶体化 - 1.80E+25 2.57 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 364 4.9 854 854 0.1 3.6
5-45 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347 347 - 0.050 0.750 1.430 0.030 0.010 9.800 17.630 0.130 0.560 - - - 0.014 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 190 4.9 279 443 21.5 25.7
5-46 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347L-PI-NM 347L - 0.015 0.530 1.350 0.010 0.002 12.640 17.570 0.063 - - - - 0.014 - Bal. 溶体化 6.1E+17 2.20E+25 3.14 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 344 4.9 654 654 0.1 4.3
5-47 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347L-PI-NM 347L - 0.015 0.530 1.350 0.010 0.002 12.640 17.570 0.063 - - - - 0.014 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 123 4.9 179 392 30.2 34.1
5-48 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347L-PI 347L - 0.017 0.490 0.830 0.004 0.001 9.580 17.460 - 0.300 - - - 0.035 - Bal. 溶体化 - 2.10E+25 3.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 339 4.9 733 733 0.1 5.1
5-49 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347L-PI 347L - 0.017 0.490 0.830 0.004 0.001 9.580 17.460 - 0.300 - - - 0.035 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 154 4.9 177 417 28.9 33.4
5-50 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347L-Mo-PI-NM 347L - 0.011 0.490 0.920 0.010 0.002 12.610 17.570 0.200 0.320 - - - 0.015 - Bal. 溶体化 - 2.20E+25 3.14 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 346 4.9 726 726 0.2 5.2
5-51 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 347L-Mo-PI-NM 347L - 0.011 0.490 0.920 0.010 0.002 12.610 17.570 0.200 0.320 - - - 0.015 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 149 4.9 195 396 29.2 33.1
5-52 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP347-NL 347L - 0.039 0.030 1.580 0.008 0.008 10.940 17.800 - 0.700 - - - 0.110 - Bal. 溶体化 - 1.80E+25 2.57 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 331 4.9 611 611 0.1 3.6
5-53 - - 国内BWR 高温高圧水中 - 炉心照射試験片 HP347-NL 347L - 0.039 0.030 1.580 0.008 0.008 10.940 17.800 - 0.700 - - - 0.110 - Bal. 溶体化 - 0.00E+00 0.00 - 288 大気中 288 平板型試験片 母材 141 4.9 177 346 19.5 22.7

7-1 15R%TT04 国内BWR 高温高圧水中 - シュラウド 304 304 - 0.040 0.610 0.940 0.019 0.003 9.270 18.350 - - - - - - - Bal. 受け入れまま - 4.50E+24 0.64 - 288 大気中 288 平板型試験片 314 512 17.8 24.4
7-2 15R%TT05 国内BWR 高温高圧水中 - シュラウド 304 304 - 0.040 0.610 0.940 0.019 0.003 9.270 18.350 - - - - - - - Bal. 受け入れまま - 4.50E+24 0.64 - 288 大気中 288 平板型試験片 356 532 17.7 24.8
7-3 15R%TT06 国内BWR 高温高圧水中 - シュラウド 304 304 - 0.040 0.610 0.940 0.019 0.003 9.270 18.350 - - - - - - - Bal. 受け入れまま - 4.50E+24 0.64 - 288 大気中 288 平板型試験片 352 525 16.1 23.3
7-4 15R%TT07 国内BWR 高温高圧水中 - シュラウド 304 304 - 0.040 0.610 0.940 0.019 0.003 9.270 18.350 - - - - - - - Bal. 受け入れまま - 4.50E+24 0.64 - 288 大気中 288 平板型試験片 361 551 18.2 26.1
7-5 15R2TT21 国内BWR 高温高圧水中 - 上部格子板 316 316 - 0.059 0.700 1.620 0.030 0.006 11.460 17.400 2.390 - - - - - - Bal. 受け入れまま - 1.20E+25 1.71 - 288 大気中 288 平板型試験片 608 700 10.5 19.0
7-6 15R2TT22 国内BWR 高温高圧水中 - 上部格子板 316 316 - 0.059 0.700 1.620 0.030 0.006 11.460 17.400 2.390 - - - - - - Bal. 受け入れまま - 1.20E+25 1.71 - 288 大気中 288 平板型試験片 603 693 8.7 15.4

8-1 TT05 国内BWR 高温高圧水中 - シュラウド 304 304 - 0.040 0.610 0.940 0.019 0.003 9.270 18.350 - - - - - - - Bal. 受け入れまま - 1.60E+24 0.23 - 288 大気中 288 平板型試験片 306 520 17.0 21.5
8-2 TT06 国内BWR 高温高圧水中 - シュラウド 304 304 - 0.040 0.610 0.940 0.019 0.003 9.270 18.350 - - - - - - - Bal. 受け入れまま - 1.60E+24 0.23 - 288 大気中 288 平板型試験片 304 508 18.3 23.7
8-3 TT23 国内BWR 高温高圧水中 - 上部格子板 316 316 - 0.059 0.700 1.620 0.030 0.006 11.460 17.400 2.390 - - - - - - Bal. 受け入れまま - 2.30E+24 0.33 - 288 大気中 288 平板型試験片 360 563 19.9 26.3
8-4 TT24 国内BWR 高温高圧水中 - 上部格子板 316 316 - 0.059 0.700 1.620 0.030 0.006 11.460 17.400 2.390 - - - - - - Bal. 受け入れまま - 2.30E+24 0.33 - 288 大気中 288 平板型試験片 334 545 18.7 26.2

材料組成（wt%）
照射量

(dpaへの換算を含む)

独立行政法人 原子
力安全基盤機構 基
材報

図BWR-1

Takakura et al,
14th EDM
Fig.1
Table2

図BWR-7

2008NISA公募研究

図BWR-6

2007NISA公募研究
4.9

母材 317 4.9

7E;24n/m2=1dpa換算

7E;24n/m2=1dpa換算

図BWR-3

K. Fukuya, et al.,
Proc. Of 6th Int.
Symp. On
Environmental
Degradation, 1993,
569-572 (TMS)

Frig.2
Table2

図BWR-4

M. Kodama, et al.,
Proc. Of 8th Int.
Symp. On
Environmental
Degradation, 1997,
831-838 (ANS)

Fig.2
Table2

7E;24n/m2=1dpa換算

7E;24n/m2=1dpa換算

母材 194 4.9

母材 308 4.9

母材 208



 

3-57 

   

図 3.1.1-24 硬さの損傷量依存性(上)、硬さと 0.2%耐力の関係(下) 
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【304L】 Fukuya et al. 【304】 Fukuya et al.

【316NG】 Fukuya et al. 【316L】 kodama et al.

【304L】 kodama et al. 【304】 kodama et al.

【316】 kodama et al. 【304】 NISA公募研究2007

【316】 NISA公募研究2007 【304】 NISA公募研究2008

【316】 NISA公募研究2008
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表 3.1.1-10 BWR 条件での応力緩和データベース 

 

 

 

 

図 3.1.1-25 応力比の損傷量依存性 

 

DB 
試験片番

号
材料番号 照射炉

照射
環境

採取
部位

照射時
形状

詳細
鋼種

鋼種
冷間

加工率
熱処理
条件

中性子束
（フラック

ス）

照射
温度

試験片形状 予防保全工法 試験温度 照射前応力 照射後応力
照射前圧痕幅

（くさび無）
照射後圧痕幅

（くさび無）
照射前曲率 照射後曲率 照射前後の応力比 備考 出典

No. No. No. - - - - - - （%） C Si Mn P S Ni Cr Mo Nb Ti B Cu N Co Fe - （n/m
2
 E>0.1MeV） （n/m

2
 E>1MeV） (dpa) （dpa/s） （℃） （℃） (Mpa) (Mpa) (mm) (mm) (mm) (mm)

1-1 - - 国内実験炉 Heガス - 曲げ 304 304 - 0.050 0.550 0.910 0.004 0.003 8.320 18.350 - - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶体化 - 9.10E+23 0.17 8.20E-08 288 曲げ 無 20 - - - - - - 0.466 -
1-2 - - 国内実験炉 Heガス - 曲げ 304 304 - 0.050 0.550 0.910 0.004 0.003 8.320 18.350 - - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶体化 - 9.10E+23 0.17 8.20E-08 288 曲げ 無 20 - - - - - - 0.598 -
1-3 - - 国内実験炉 Heガス - 曲げ 304 304 - 0.050 0.550 0.910 0.004 0.003 8.320 18.350 - - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶体化 - 5.85E+24 1.06 9.81E-08 288 曲げ 無 20 - - - - - - 0.371 -
1-4 - - 国内実験炉 Heガス - 曲げ 304 304 - 0.050 0.550 0.910 0.004 0.003 8.320 18.350 - - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶体化 - 5.85E+24 1.06 9.81E-08 288 曲げ 無 20 - - - - - - 0.336 -
1-5 - - 国内実験炉 Heガス - 曲げ 304 304 - 0.050 0.550 0.910 0.004 0.003 8.320 18.350 - - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶体化 - 1.90E+25 3.29 1.27E-07 288 曲げ 無 20 - - - - - - 0.157 -
1-6 - - 国内実験炉 Heガス - 曲げ 304 304 - 0.050 0.550 0.910 0.004 0.003 8.320 18.350 - - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶体化 - 1.90E+25 3.29 1.27E-07 288 曲げ 無 20 - - - - - - 0.196 -
1-7 - - 国内実験炉 Heガス - 曲げ 316L 316L - 0.008 0.510 0.950 0.018 0.006 12.580 16.490 2.160 - - - - 0.032 0.020 Bal. 溶体化 - 9.10E+23 0.17 8.20E-08 288 曲げ 無 20 - - - - - - 0.808 -
1-8 - - 国内実験炉 Heガス - 曲げ 316L 316L - 0.008 0.510 0.950 0.018 0.006 12.580 16.490 2.160 - - - - 0.032 0.020 Bal. 溶体化 - 9.10E+23 0.17 8.20E-08 288 曲げ 無 20 - - - - - - 0.745 -
1-9 - - 国内実験炉 Heガス - 曲げ 316L 316L - 0.008 0.510 0.950 0.018 0.006 12.580 16.490 2.160 - - - - 0.032 0.020 Bal. 溶体化 - 5.85E+24 1.06 9.81E-08 288 曲げ 無 20 - - - - - - 0.569 -
1-10 - - 国内実験炉 Heガス - 曲げ 316L 316L - 0.008 0.510 0.950 0.018 0.006 12.580 16.490 2.160 - - - - 0.032 0.020 Bal. 溶体化 - 5.85E+24 1.06 9.81E-08 288 曲げ 無 20 - - - - - - 0.626 -
1-11 - - 国内実験炉 Heガス - 曲げ 316L 316L - 0.008 0.510 0.950 0.018 0.006 12.580 16.490 2.160 - - - - 0.032 0.020 Bal. 溶体化 - 1.90E+25 3.29 1.27E-07 288 曲げ 無 20 - - - - - - 0.365 -
1-12 - - 国内実験炉 Heガス - 曲げ 316L 316L - 0.008 0.510 0.950 0.018 0.006 12.580 16.490 2.160 - - - - 0.032 0.020 Bal. 溶体化 - 1.90E+25 3.29 1.27E-07 288 曲げ 無 20 - - - - - - 0.383 -
1-13 - - 国内実験炉 Heガス - 曲げ 316L-PI 316L - 0.010 0.460 0.980 0.011 0.002 12.150 17.590 2.180 - - - - 0.037 0.010 Bal. 溶体化 - 9.10E+23 0.17 8.20E-08 288 曲げ 無 20 - - - - - - 0.662 -
1-14 - - 国内実験炉 Heガス - 曲げ 316L-PI 316L - 0.010 0.460 0.980 0.011 0.002 12.150 17.590 2.180 - - - - 0.037 0.010 Bal. 溶体化 - 9.10E+23 0.17 8.20E-08 288 曲げ 無 20 - - - - - - 0.453 -
1-15 - - 国内実験炉 Heガス - 曲げ 316L-PI 316L - 0.010 0.460 0.980 0.011 0.002 12.150 17.590 2.180 - - - - 0.037 0.010 Bal. 溶体化 - 5.85E+24 1.06 9.81E-08 288 曲げ 無 20 - - - - - - 0.54 -
1-16 - - 国内実験炉 Heガス - 曲げ 316L-PI 316L - 0.010 0.460 0.980 0.011 0.002 12.150 17.590 2.180 - - - - 0.037 0.010 Bal. 溶体化 - 5.85E+24 1.06 9.81E-08 288 曲げ 無 20 - - - - - - 0.425 -
1-17 - - 国内実験炉 Heガス - 曲げ 316L-PI 316L - 0.010 0.460 0.980 0.011 0.002 12.150 17.590 2.180 - - - - 0.037 0.010 Bal. 溶体化 - 1.90E+25 3.29 1.27E-07 288 曲げ 無 20 - - - - - - 0.692 -
1-18 - - 国内実験炉 Heガス - 曲げ 316L-PI 316L - 0.010 0.460 0.980 0.011 0.002 12.150 17.590 2.180 - - - - 0.037 0.010 Bal. 溶体化 - 1.90E+25 3.29 1.27E-07 288 曲げ 無 20 - - - - - - 0.581 -
1-19 - - 国内実験炉 Heガス - Cリング 304 304 - 0.050 0.550 0.910 0.004 0.003 8.320 18.350 - - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶体化 - 1.14E+24 0.21 1.01E-07 288 Cリング 無 20 - - - - - - 0.846 -
1-20 - - 国内実験炉 Heガス - Cリング 304 304 - 0.050 0.550 0.910 0.004 0.003 8.320 18.350 - - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶体化 - 1.14E+24 0.21 1.01E-07 288 Cリング 無 20 - - - - - - 0.769 -
1-21 - - 国内実験炉 Heガス - Cリング 304 304 - 0.050 0.550 0.910 0.004 0.003 8.320 18.350 - - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶体化 - 1.14E+24 0.21 1.01E-07 288 Cリング 無 20 - - - - - - 0.763 -
1-22 - - 国内実験炉 Heガス - Cリング 304 304 - 0.050 0.550 0.910 0.004 0.003 8.320 18.350 - - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶体化 - 6.86E+24 1.24 1.15E-07 288 Cリング 無 20 - - - - - - 0.730 -
1-23 - - 国内実験炉 Heガス - Cリング 304 304 - 0.050 0.550 0.910 0.004 0.003 8.320 18.350 - - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶体化 - 6.86E+24 1.24 1.15E-07 288 Cリング 無 20 - - - - - - 0.635 -
1-24 - - 国内実験炉 Heガス - Cリング 304 304 - 0.050 0.550 0.910 0.004 0.003 8.320 18.350 - - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶体化 - 6.86E+24 1.24 1.15E-07 288 Cリング 無 20 - - - - - - 0.627 -
1-25 - - 国内実験炉 Heガス - Cリング 304 304 - 0.050 0.550 0.910 0.004 0.003 8.320 18.350 - - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶体化 - 2.65E+25 4.43 1.71E-07 288 Cリング 無 20 - - - - - - 0.304 -
1-26 - - 国内実験炉 Heガス - Cリング 304 304 - 0.050 0.550 0.910 0.004 0.003 8.320 18.350 - - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶体化 - 2.65E+25 4.43 1.71E-07 288 Cリング 無 20 - - - - - - 0.294 -
1-27 - - 国内実験炉 Heガス - Cリング 304 304 - 0.050 0.550 0.910 0.004 0.003 8.320 18.350 - - - - - 0.060 0.020 Bal. 溶体化 - 2.65E+25 4.43 1.71E-07 288 Cリング 無 20 - - - - - - 0.230 -
1-28 - - 国内実験炉 Heガス - Cリング 316L 316L - 0.008 0.510 0.950 0.018 0.006 12.580 16.490 2.160 - - - - 0.032 0.020 Bal. 溶体化 - 1.14E+24 0.20 9.65E-08 288 Cリング 無 20 - - - - - - 0.860 -
1-29 - - 国内実験炉 Heガス - Cリング 316L 316L - 0.008 0.510 0.950 0.018 0.006 12.580 16.490 2.160 - - - - 0.032 0.020 Bal. 溶体化 - 1.14E+24 0.20 9.65E-08 288 Cリング 無 20 - - - - - - 0.851 -
1-30 - - 国内実験炉 Heガス - Cリング 316L 316L - 0.008 0.510 0.950 0.018 0.006 12.580 16.490 2.160 - - - - 0.032 0.020 Bal. 溶体化 - 1.14E+24 0.20 9.65E-08 288 Cリング 無 20 - - - - - - 0.869 -
1-31 - - 国内実験炉 Heガス - Cリング 316L 316L - 0.008 0.510 0.950 0.018 0.006 12.580 16.490 2.160 - - - - 0.032 0.020 Bal. 溶体化 - 6.86E+24 1.22 1.13E-07 288 Cリング 無 20 - - - - - - 0.839 -
1-32 - - 国内実験炉 Heガス - Cリング 316L 316L - 0.008 0.510 0.950 0.018 0.006 12.580 16.490 2.160 - - - - 0.032 0.020 Bal. 溶体化 - 6.86E+24 1.22 1.13E-07 288 Cリング 無 20 - - - - - - 0.781 -
1-33 - - 国内実験炉 Heガス - Cリング 316L 316L - 0.008 0.510 0.950 0.018 0.006 12.580 16.490 2.160 - - - - 0.032 0.020 Bal. 溶体化 - 6.86E+24 1.22 1.13E-07 288 Cリング 無 20 - - - - - - 0.782 -
1-34 - - 国内実験炉 Heガス - Cリング 316L 316L - 0.008 0.510 0.950 0.018 0.006 12.580 16.490 2.160 - - - - 0.032 0.020 Bal. 溶体化 - 2.65E+25 4.37 1.69E-07 288 Cリング 無 20 - - - - - - 0.344 -
1-35 - - 国内実験炉 Heガス - Cリング 316L 316L - 0.008 0.510 0.950 0.018 0.006 12.580 16.490 2.160 - - - - 0.032 0.020 Bal. 溶体化 - 2.65E+25 4.37 1.69E-07 288 Cリング 無 20 - - - - - - 0.337 -
1-36 - - 国内実験炉 Heガス - Cリング 316L 316L - 0.008 0.510 0.950 0.018 0.006 12.580 16.490 2.160 - - - - 0.032 0.020 Bal. 溶体化 - 2.65E+25 4.37 1.69E-07 288 Cリング 無 20 - - - - - - 0.378 -
1-37 - - 国内実験炉 Heガス - Cリング 316L-PI 316L - 0.010 0.460 0.980 0.011 0.002 12.150 17.590 2.180 - - - - 0.037 0.010 Bal. 溶体化 - 1.14E+24 0.20 9.65E-08 288 Cリング 無 20 - - - - - - 0.879 -
1-38 - - 国内実験炉 Heガス - Cリング 316L-PI 316L - 0.010 0.460 0.980 0.011 0.002 12.150 17.590 2.180 - - - - 0.037 0.010 Bal. 溶体化 - 1.14E+24 0.20 9.65E-08 288 Cリング 無 20 - - - - - - 0.828 -
1-39 - - 国内実験炉 Heガス - Cリング 316L-PI 316L - 0.010 0.460 0.980 0.011 0.002 12.150 17.590 2.180 - - - - 0.037 0.010 Bal. 溶体化 - 1.14E+24 0.20 9.65E-08 288 Cリング 無 20 - - - - - - 0.815 -
1-40 - - 国内実験炉 Heガス - Cリング 316L-PI 316L - 0.010 0.460 0.980 0.011 0.002 12.150 17.590 2.180 - - - - 0.037 0.010 Bal. 溶体化 - 6.86E+24 1.22 1.13E-07 288 Cリング 無 20 - - - - - - 0.795 -
1-41 - - 国内実験炉 Heガス - Cリング 316L-PI 316L - 0.010 0.460 0.980 0.011 0.002 12.150 17.590 2.180 - - - - 0.037 0.010 Bal. 溶体化 - 6.86E+24 1.22 1.13E-07 288 Cリング 無 20 - - - - - - 0.789 -
1-42 - - 国内実験炉 Heガス - Cリング 316L-PI 316L - 0.010 0.460 0.980 0.011 0.002 12.150 17.590 2.180 - - - - 0.037 0.010 Bal. 溶体化 - 6.86E+24 1.22 1.13E-07 288 Cリング 無 20 - - - - - - 0.816 -
1-43 - - 国内実験炉 Heガス - Cリング 316L-PI 316L - 0.010 0.460 0.980 0.011 0.002 12.150 17.590 2.180 - - - - 0.037 0.010 Bal. 溶体化 - 2.65E+25 4.37 1.69E-07 288 Cリング 無 20 - - - - - - 0.560 -
1-44 - - 国内実験炉 Heガス - Cリング 316L-PI 316L - 0.010 0.460 0.980 0.011 0.002 12.150 17.590 2.180 - - - - 0.037 0.010 Bal. 溶体化 - 2.65E+25 4.37 1.69E-07 288 Cリング 無 20 - - - - - - 0.519 -
1-45 - - 国内実験炉 Heガス - Cリング 316L-PI 316L - 0.010 0.460 0.980 0.011 0.002 12.150 17.590 2.180 - - - - 0.037 0.010 Bal. 溶体化 - 2.65E+25 4.41 1.71E-07 288 Cリング 無 20 - - - - - - 0.549 -

2-1 A051 - - - - - US316L(H 316L - 0.008 0.43 0.83 0.023 0.001 12.55 17.54 2.11 - - - - - 0.02 Bal. 溶体化 - 0 0 0 - Cリング - 室温 - - 3.735 3.744 - - 0.990 -
2-2 A052 - - - - - US316L(H 316L - 0.008 0.43 0.83 0.023 0.001 12.55 17.54 2.11 - - - - - 0.02 Bal. 溶体化 - 0 0 0 - Cリング - 室温 - - 3.700 3.706 - - 0.993 -
2-3 A053 - - - - - US316L(H 316L - 0.008 0.43 0.83 0.023 0.001 12.55 17.54 2.11 - - - - - 0.02 Bal. 溶体化 - 0 0 0 - Cリング - 室温 - - 3.723 3.731 - - 0.991 -
2-4 A054 - - - - - US316L(H 316L - 0.008 0.43 0.83 0.023 0.001 12.55 17.54 2.11 - - - - - 0.02 Bal. 溶体化 - 0 0 0 - Cリング - 室温 - - 3.575 3.580 - - 0.991 -
2-5 A055 - - - - - US316L(H 316L - 0.008 0.43 0.83 0.023 0.001 12.55 17.54 2.11 - - - - - 0.02 Bal. 溶体化 - 0 0 0 - Cリング - 室温 - - 3.554 3.558 - - 0.994 -
2-6 A056 - - - - - US316L(H 316L - 0.008 0.43 0.83 0.023 0.001 12.55 17.54 2.11 - - - - - 0.02 Bal. 溶体化 - 0 0 0 - Cリング - 室温 - - 3.534 3.538 - - 0.995 -
2-7 A151 - JMTR 高温高圧水中 - US316L(H 316L - 0.008 0.43 0.83 0.023 0.001 12.55 17.54 2.11 - - - - - 0.02 Bal. 溶体化 - 6.51E+24 1.08 1.52E+18 285.5 Cリング - 室温 - - 3.735 4.136 - - 0.547 -
2-8 A152 - JMTR 高温高圧水中 - - US316L(H 316L - 0.008 0.43 0.83 0.023 0.001 12.55 17.54 2.11 - - - - - 0.02 Bal. 溶体化 - 6.77E+24 1.13 1.61E+18 285.4 Cリング - 室温 - - 3.753 4.101 - - 0.590 -
2-9 A153 - JMTR 高温高圧水中 - - US316L(H 316L - 0.008 0.43 0.83 0.023 0.001 12.55 17.54 2.11 - - - - - 0.02 Bal. 溶体化 - 6.46E+24 1.11 1.57E+18 285.2 Cリング - 室温 - - 3.697 3.888 - - 0.788 -
2-10 A154 - JMTR 高温高圧水中 - - US316L(H 316L - 0.008 0.43 0.83 0.023 0.001 12.55 17.54 2.11 - - - - - 0.02 Bal. 溶体化 - 6.13E+24 1.04 1.49E+18 285.1 Cリング - 室温 - - 3.578 3.702 - - 0.799 -
2-11 A155 - JMTR 高温高圧水中 - - US316L(H 316L - 0.008 0.43 0.83 0.023 0.001 12.55 17.54 2.11 - - - - - 0.02 Bal. 溶体化 - 5.88E+24 1.03 1.42E+18 284.9 Cリング - 室温 - - 3.573 3.685 - - 0.819 -
2-12 A156 - JMTR 高温高圧水中 - - US316L(H 316L - 0.008 0.43 0.83 0.023 0.001 12.55 17.54 2.11 - - - - - 0.02 Bal. 溶体化 - 6.65E+24 1.09 1.59E+18 284.7 Cリング - 室温 - - 3.573 3.687 - - 0.809 -
2-13 A251 - JMTR 高温高圧水中 - - US316L(H 316L - 0.008 0.43 0.83 0.023 0.001 12.55 17.54 2.11 - - - - - 0.02 Bal. 溶体化 - 1.08E+25 1.83 1.51E+18 282.2 Cリング - 室温 - - 3.707 4.363 - - 0.293 -
2-14 A252 - JMTR 高温高圧水中 - - US316L(H 316L - 0.008 0.43 0.83 0.023 0.001 12.55 17.54 2.11 - - - - - 0.02 Bal. 溶体化 - 1.09E+25 1.83 1.52E+18 281.8 Cリング - 室温 - - 3.729 4.315 - - 0.341 -
2-15 A253 - JMTR 高温高圧水中 - - US316L(H 316L - 0.008 0.43 0.83 0.023 0.001 12.55 17.54 2.11 - - - - - 0.02 Bal. 溶体化 - 1.08E+25 1.83 1.50E+18 281.5 Cリング - 室温 - - 3.717 4.305 - - 0.350 -
2-16 A254 - JMTR 高温高圧水中 - - US316L(H 316L - 0.008 0.43 0.83 0.023 0.001 12.55 17.54 2.11 - - - - - 0.02 Bal. 溶体化 - 1.09E+25 1.85 1.53E+18 281.1 Cリング - 室温 - - 3.547 3.714 - - 0.738 -
2-17 A255 - JMTR 高温高圧水中 - - US316L(H 316L - 0.008 0.43 0.83 0.023 0.001 12.55 17.54 2.11 - - - - - 0.02 Bal. 溶体化 - 1.03E+25 1.75 1.45E+18 280.8 Cリング - 室温 - - 3.545 3.719 - - 0.727 -
2-18 A256 - JMTR 高温高圧水中 - - US316L(H 316L - 0.008 0.43 0.83 0.023 0.001 12.55 17.54 2.11 - - - - - 0.02 Bal. 溶体化 - 1.08E+25 1.84 1.50E+18 280.4 Cリング - 室温 - - 3.557 3.742 - - 0.703 -
2-19 A351 - JMTR 高温高圧水中 - - US316L(H 316L - 0.008 0.43 0.83 0.023 0.001 12.55 17.54 2.11 - - - - - 0.02 Bal. 溶体化 - 3.05E+25 5.19 1.38E+18 286.7 Cリング - 室温 - - 3.718 4.368 - - 0.257 -
2-20 A352 - JMTR 高温高圧水中 - - US316L(H 316L - 0.008 0.43 0.83 0.023 0.001 12.55 17.54 2.11 - - - - - 0.02 Bal. 溶体化 - 3.09E+25 5.21 1.40E+18 286.3 Cリング - 室温 - - 3.767 4.431 - - 0.225 -
2-21 A353 - JMTR 高温高圧水中 - - US316L(H 316L - 0.008 0.43 0.83 0.023 0.001 12.55 17.54 2.11 - - - - - 0.02 Bal. 溶体化 - 3.11E+25 5.24 1.42E+18 285.8 Cリング - 室温 - - 3.645 4.345 - - 0.272 -
2-22 A354 - JMTR 高温高圧水中 - - US316L(H 316L - 0.008 0.43 0.83 0.023 0.001 12.55 17.54 2.11 - - - - - 0.02 Bal. 溶体化 - 3.18E+25 5.31 1.45E+18 285.2 Cリング - 室温 - - 3.549 4.003 - - 0.287 -
2-23 A355 - JMTR 高温高圧水中 - - US316L(H 316L - 0.008 0.43 0.83 0.023 0.001 12.55 17.54 2.11 - - - - - 0.02 Bal. 溶体化 - 3.08E+25 5.18 1.40E+18 284.6 Cリング - 室温 - - 3.543 4.009 - - 0.276 -
2-24 A356 - JMTR 高温高圧水中 - - US316L(H 316L - 0.008 0.43 0.83 0.023 0.001 12.55 17.54 2.11 - - - - - 0.02 Bal. 溶体化 - 3.03E+25 5.2 1.38E+18 283.9 Cリング - 室温 - - 3.575 4.016 - - 0.279 -
2-25 R051 - - - - - US304(HT 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 8.93 18.58 - - - - - - 0.04 Bal. 溶体化 - 0 0 0 - Cリング - 室温 - - 3.784 3.793 - - 0.989 -
2-26 R052 - - - - - US304(HT 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 8.93 18.58 - - - - - - 0.04 Bal. 溶体化 - 0 0 0 - Cリング - 室温 - - 3.727 3.736 - - 0.990 -
2-27 R053 - - - - - US304(HT 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 8.93 18.58 - - - - - - 0.04 Bal. 溶体化 - 0 0 0 - Cリング - 室温 - - 3.741 3.751 - - 0.988 -
2-28 R054 - - - - - US304(HT 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 8.93 18.58 - - - - - - 0.04 Bal. 溶体化 - 0 0 0 - Cリング - 室温 - - 3.592 3.596 - - 0.994 -
2-29 R055 - - - - - US304(HT 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 8.93 18.58 - - - - - - 0.04 Bal. 溶体化 - 0 0 0 - Cリング - 室温 - - 3.590 3.594 - - 0.993 -
2-30 R056 - - - - - US304(HT 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 8.93 18.58 - - - - - - 0.04 Bal. 溶体化 - 0 0 0 - Cリング - 室温 - - 3.558 3.563 - - 0.992 -
2-31 R151 - JMTR 高温高圧水中 - - US304(HT 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 8.93 18.58 - - - - - - 0.04 Bal. 溶体化 - 6.58E+24 1.1 1.64E+18 284.4 Cリング - 室温 - - 3.741 3.977 - - 0.734 -
2-32 R152 - JMTR 高温高圧水中 - - US304(HT 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 8.93 18.58 - - - - - - 0.04 Bal. 溶体化 - 6.06E+24 1.05 1.46E+18 284.1 Cリング - 室温 - - 3.772 4.012 - - 0.720 -
2-33 R153 - JMTR 高温高圧水中 - - US304(HT 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 8.93 18.58 - - - - - - 0.04 Bal. 溶体化 - 6.27E+24 1.05 1.54E+18 283.9 Cリング - 室温 - - 3.792 4.032 - - 0.717 -
2-34 R154 - JMTR 高温高圧水中 - - US304(HT 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 8.93 18.58 - - - - - - 0.04 Bal. 溶体化 - 6.14E+24 1.06 1.52E+18 283.5 Cリング - 室温 - - 3.622 3.753 - - 0.779 -
2-35 R155 - JMTR 高温高圧水中 - - US304(HT 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 8.93 18.58 - - - - - - 0.04 Bal. 溶体化 - 6.21E+24 1.05 1.50E+18 283.2 Cリング - 室温 - - 3.613 3.744 - - 0.773 -
2-36 R156 - JMTR 高温高圧水中 - - US304(HT 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 8.93 18.58 - - - - - - 0.04 Bal. 溶体化 - 5.84E+24 0.99 1.41E+18 282.9 Cリング - 室温 - - 3.606 3.738 - - 0.781 -
2-37 R251 - JMTR 高温高圧水中 - - US304(HT 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 8.93 18.58 - - - - - - 0.04 Bal. 溶体化 - 1.06E+25 1.79 1.47E+18 276.9 Cリング - 室温 - - 3.778 4.175 - - 0.507 -
2-38 R252 - JMTR 高温高圧水中 - - US304(HT 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 8.93 18.58 - - - - - - 0.04 Bal. 溶体化 - 1.00E+25 1.73 1.42E+18 276.3 Cリング - 室温 - - 3.766 4.142 - - 0.563 -
2-39 R253 - JMTR 高温高圧水中 - - US304(HT 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 8.93 18.58 - - - - - - 0.04 Bal. 溶体化 - 1.06E+25 1.79 1.48E+18 275.7 Cリング - 室温 - - 3.787 4.250 - - 0.452 -
2-40 R254 - JMTR 高温高圧水中 - - US304(HT 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 8.93 18.58 - - - - - - 0.04 Bal. 溶体化 - 1.03E+25 1.75 1.42E+18 275.1 Cリング - 室温 - - 3.570 3.814 - - 0.608 -
2-41 R255 - JMTR 高温高圧水中 - - US304(HT 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 8.93 18.58 - - - - - - 0.04 Bal. 溶体化 - 9.75E+24 1.68 1.36E+18 274.4 Cリング - 室温 - - 3.579 3.803 - - 0.636 -
2-42 R256 - JMTR 高温高圧水中 - - US304(HT 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 8.93 18.58 - - - - - - 0.04 Bal. 溶体化 - 9.81E+24 1.66 1.37E+18 273.7 Cリング - 室温 - - 3.582 3.774 - - 0.679 -
2-43 R351 - JMTR 高温高圧水中 - - US304(HT 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 8.93 18.58 - - - - - - 0.04 Bal. 溶体化 - 3.09E+25 5.26 1.41E+18 283.2 Cリング - 室温 - - 3.788 4.483 - - 0.174 -
2-44 R352 - JMTR 高温高圧水中 - - US304(HT 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 8.93 18.58 - - - - - - 0.04 Bal. 溶体化 - 3.04E+25 5.22 1.38E+18 282.4 Cリング - 室温 - - 3.797 4.487 - - 0.179 -
2-45 R353 - JMTR 高温高圧水中 - - US304(HT 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 8.93 18.58 - - - - - - 0.04 Bal. 溶体化 - 3.02E+25 5.18 1.37E+18 281.7 Cリング - 室温 - - 3.778 4.451 - - 0.195 -
2-46 R354 - JMTR 高温高圧水中 - - US304(HT 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 8.93 18.58 - - - - - - 0.04 Bal. 溶体化 - 3.03E+25 5.18 1.39E+18 280.8 Cリング - 室温 - - 3.605 4.101 - - 0.178 -
2-47 R355 - JMTR 高温高圧水中 - - US304(HT 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 8.93 18.58 - - - - - - 0.04 Bal. 溶体化 - 2.93E+25 5.05 1.34E+18 280.0 Cリング - 室温 - - 3.600 4.080 - - 0.177 -
2-48 R356 - JMTR 高温高圧水中 - - US304(HT 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 8.93 18.58 - - - - - - 0.04 Bal. 溶体化 - 3.01E+25 5.16 1.38E+18 279.2 Cリング - 室温 - - 3.585 4.066 - - 0.188 -
2-49 H251 - JMTR 高温高圧水中 - - US304L(H 304L - 0.009 0.58 0.85 0.02 0.001 9.78 18.43 - - - - - - 0.05 Bal. 溶体化 - 1.09E+25 1.88 1.53E+18 279.9 Cリング - 室温 - - 3.784 4.156 - - 0.550 -
2-50 H252 - JMTR 高温高圧水中 - - US304L(H 304L - 0.009 0.58 0.85 0.02 0.001 9.78 18.43 - - - - - - 0.05 Bal. 溶体化 - 1.07E+25 1.82 1.46E+18 279.5 Cリング - 室温 - - 3.758 4.166 - - 0.521 -
2-51 H253 - JMTR 高温高圧水中 - - US304L(H 304L - 0.009 0.58 0.85 0.02 0.001 9.78 18.43 - - - - - - 0.05 Bal. 溶体化 - 1.04E+25 1.81 1.43E+18 279.0 Cリング - 室温 - - 3.780 4.034 - - 0.700 -
2-52 H254 - JMTR 高温高圧水中 - - US304L(H 304L - 0.009 0.58 0.85 0.02 0.001 9.78 18.43 - - - - - - 0.05 Bal. 溶体化 - 1.06E+25 1.82 1.47E+18 278.5 Cリング - 室温 - - 3.597 3.752 - - 0.736 -
2-53 H255 - JMTR 高温高圧水中 - - US304L(H 304L - 0.009 0.58 0.85 0.02 0.001 9.78 18.43 - - - - - - 0.05 Bal. 溶体化 - 1.08E+25 1.82 1.52E+18 278.0 Cリング - 室温 - - 3.566 3.692 - - 0.794 -
2-54 H256 - JMTR 高温高圧水中 - - US304L(H 304L - 0.009 0.58 0.85 0.02 0.001 9.78 18.43 - - - - - - 0.05 Bal. 溶体化 - 1.06E+25 1.8 1.48E+18 277.5 Cリング - 室温 - - 3.572 3.750 - - 0.691 -
2-55 H351 - JMTR 高温高圧水中 - - US304L(H 304L - 0.009 0.58 0.85 0.02 0.001 9.78 18.43 - - - - - - 0.05 Bal. 溶体化 - 3.00E+25 5.09 1.37E+18 278.3 Cリング - 室温 - - 3.800 4.386 - - 0.292 -
2-56 H352 - JMTR 高温高圧水中 - - US304L(H 304L - 0.009 0.58 0.85 0.02 0.001 9.78 18.43 - - - - - - 0.05 Bal. 溶体化 - 2.98E+25 5.05 1.37E+18 277.4 Cリング - 室温 - - 3.755 4.353 - - 0.296 -
2-57 H353 - JMTR 高温高圧水中 - - US304L(H 304L - 0.009 0.58 0.85 0.02 0.001 9.78 18.43 - - - - - - 0.05 Bal. 溶体化 - 2.90E+25 4.99 1.33E+18 276.5 Cリング - 室温 - - 3.777 4.356 - - 0.305 -
2-58 H354 - JMTR 高温高圧水中 - - US304L(H 304L - 0.009 0.58 0.85 0.02 0.001 9.78 18.43 - - - - - - 0.05 Bal. 溶体化 - 2.89E+25 4.95 1.32E+18 275.5 Cリング - 室温 - - 3.603 3.997 - - 0.320 -
2-59 H355 - JMTR 高温高圧水中 - - US304L(H 304L - 0.009 0.58 0.85 0.02 0.001 9.78 18.43 - - - - - - 0.05 Bal. 溶体化 - 2.92E+25 4.94 1.33E+18 274.6 Cリング - 室温 - - 3.631 4.001 - - 0.331 -
2-60 H356 - JMTR 高温高圧水中 - - US304L(H 304L - 0.009 0.58 0.85 0.02 0.001 9.78 18.43 - - - - - - 0.05 Bal. 溶体化 - 2.86E+25 4.87 1.29E+18 273.6 Cリング - 室温 - - 3.609 3.988 - - 0.347 -
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図 3.1.1-28 文献調査により収集した BWR 条件でのき裂進展試験データ 
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【304】 K<20MPa√m 原子力安全基盤機構 基材報

【304】 K<20MPa√m Ooki et al.

【304】 K<20MPa√m Kaji et al.

【316L】 K>20MPa√m 原子力安全基盤機構 基材報

【304L】 K>20MPa√m 原子力安全基盤機構 基材報

【304】 K>20MPa√m 原子力安全基盤機構 基材報

【304】 K>20MPa√m Ooki et al.

【316】 K>20MPa√m Ooki et al.
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表 3.1.1-12 BWR 条件でのき裂進展試験データベース 

 

 

 

(c) 真応力-真ひずみ関係構成式の検討 

a)構成式の選定 

 オーステナイトステンレス鋼における BWR 炉内構造物の健全性評価で使用される弾塑性

解析等では、中性子照射による特有の真応力-真ひずみ関係 Swift 式と Ludwik 式があげら

れる。 

Swift 式： ߪ ൌ ݇ሺܽ ൅ ߳ሻ଴.ହ (3.1.1-16) 

Ludwik 式： ߪ ൌ ଴ߪ ൅ ݇߳଴.ହ (3.1.1-17) 

ここで、は応力、0は初期応力、はひずみ量、k と a は定数である。そこで、これらの

関係式が照射材に対しても適用可能か検討するために、昨年度クリップゲージ型変位計を

用いて取得した SUS316L 照射材の真応力-真ひずみ曲線に対しての適用性を調べた。

SUS316L の未照射材および照射材の真応力-真ひずみ曲線に対して Swift 式と Ludwik 式で

最小二乗法によりフィッティングして求めた真応力-真ひずみ曲線を図 3.1.1-29 に示す。

この図には、各パラメータの値と標準偏差も示した。未照射材では Ludwik 式の標準偏差が

小さいものの、照射材では Swift 式の標準偏差が小さくなっておりクリップ型変位計によ

り取得した真応力-真ひずみ曲線とも良い一致を示している。このことから、照射材の真応

DB 
試験片番

号
材料番号 照射炉

照射
環境

採取
部位

照射時
形状

詳細
鋼種

鋼種
冷間

加工率
熱処理
条件

試験片
形状

試験
温度

試験片厚
さ

有効試験
片厚さ

負荷制御
方式

応力拡大
係数

溶存酸素
濃度

溶存水素
濃度

出口導電
率

ECP
破面SEM

写真
備考 出典

No. No. No. - - - - - - （%） C Si Mn P S Ni Cr Mo Nb Ti B Cu Co N Fe - /m2 E>0.1Me/m2 E>1MeV (dpa) - （℃） (mm) (mm) (MPa√m) (ppm) (ppm) (μS/cm) (mVS HE) - -

1-1 A103 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 ##### ##### 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 5.16E+24 0.86 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 16.1 < 1.2E-11 0.02 19 -230

1-2 A104 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 ##### ##### 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 5.93E+24 0.99 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 20.7 < 7.2E-12 0.02 19 -230
1-3 A203 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 ##### ##### 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 1.00E+25 1.73 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 18.0 < 1.0E-11 0.01 19 -200
1-4 A204 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 ##### ##### 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 1.03E+25 1.72 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 16.0 < 9.4E-12 0.02 19 -240 有
1-5 A207 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 ##### ##### 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 1.03E+25 1.70 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 26.6 < 3.0E-12 0.02 19 -230
1-6 H101 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 ##### - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 5.62E+24 0.94 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 20.7 < 7.2E-12 0.02 19 -230
1-7 H102 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 ##### - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 5.22E+24 0.87 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 15.4 < 1.2E-11 32 19 -240
1-8 H204 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 ##### - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 1.19E+25 1.99 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 25.2 < 3.2E-11 0.02 19 -240
1-9 H204 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 ##### - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 1.19E+25 1.99 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 25.3 < 2.4E-11 0.02 19 -270
1-10 H205 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 ##### - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 1.04E+25 1.74 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 18.0 < 9.4E-12 0.02 19 -240
1-11 S304 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304(HAZ) 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 ##### - - - - - - 0.040 Bal. 溶接継手 - 2.00E+25 3.28 0.5TCT 288 6.4 6.1 cyclic 14.5 < 1.0E-11 0.01 12 -200
1-12 G102 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片SUS316L(DEPO)溶金_316L - - - - - - - - - - - - - - - Bal. 溶接継手 - 5.41E+24 0.90 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 22.1 < 1.3E-11 0.02 19 -240
1-13 P102 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 ##### - - - - - - 0.050 Bal. 溶接継手 - 5.23E+24 0.87 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 21.0 < 1.3E-11 0.02 19 -240
1-14 A301 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 ##### ##### 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 2.71E+25 4.50 0.5TCT 288 6.4 6.1 cyclic 11.7 1.9E-11 0.01 19 -200 有
1-15 A302 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 ##### ##### 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 2.49E+25 4.20 0.5TCT 288 6.4 6.1 cyclic 18.2 5.7E-11 0.01 19 -200
1-16 A202 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 ##### ##### 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 9.35E+24 1.56 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 23.9 3.6E-10 0.05 19 -30
1-17 A208 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 ##### ##### 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 1.13E+25 1.90 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 27.1 2.7E-11 0.02 19 -230 有
1-18 H302 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 ##### - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 2.35E+25 3.92 0.5TCT 288 6.4 6.1 cyclic 12.2 6.4E-10 0.03 19 -20
1-19 H403 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 ##### - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 8.11E+25 13.50 0.5TCT 288 5.8 5.5 cyclic 12.7 1.8E-10 0.01 13 -150
1-20 H303 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 ##### - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 2.50E+25 4.23 0.5TCT 288 6.4 6.1 cyclic 14.7 7.0E-11 0.01 19 -50
1-21 H102 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 ##### - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 5.22E+24 0.87 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 15.3 1.9E-10 0.02 19 140
1-22 H206 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 ##### - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 1.19E+25 1.98 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 19.4 1.0E-11 0.01 19 -200
1-23 H305 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 ##### - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 2.50E+25 4.11 0.5TCT 288 6.4 6.1 cyclic 26.0 7.9E-10 0.01 19 -50
1-24 H201 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 ##### - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 1.07E+25 1.78 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 27.0 4.2E-12 0.02 19 -200
1-25 R404 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304(HT) 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 ##### - - - - - - 0.040 Bal. 溶体化 - 5.18E+25 8.60 0.5TCT 288 5.8 5.5 cyclic 11.6 5.4E-11 0.01 12 -200
1-26 R406 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304(HT) 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 ##### - - - - - - 0.040 Bal. 溶体化 - 5.55E+25 9.20 0.5TCT 288 5.8 5.5 cyclic 16.2 5.5E-11 0.01 12 -200
1-27 R303 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304(HT) 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 ##### - - - - - - 0.040 Bal. 溶体化 - 2.40E+25 4.02 0.5TCT 288 6.4 6.1 cyclic 28.3 1.8E-10 0.01 19 -200 有
1-28 A404 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 ##### ##### 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 6.61E+25 11.00 0.5TCT 288 5.8 5.5 cyclic 18.5 9.6E-11 10 12 -200
1-29 S301 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304(HAZ) HAZ_304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 ##### - - - - - - 0.040 Bal. 溶接継手 - 2.50E+25 4.15 0.5TCT 288 6.4 6.1 cyclic 27.2 2.3E-10 0.01 12 -200
1-30 A301 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 ##### ##### 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 2.71E+25 4.50 0.5TCT 288 6.4 6.1 cyclic 11.3 1.2E-09 32 19 150 有
1-31 A201 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 ##### ##### 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 9.91E+24 1.65 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 12.1 3.1E-10 32 19 140
1-32 A402 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 ##### ##### 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 6.53E+25 10.90 0.5TCT 288 5.8 5.5 cyclic 12.8 2.0E-09 32 12 150
1-33 A204 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 ##### ##### 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 1.03E+25 1.72 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 15.6 2.5E-10 32 19 140 有
1-34 A103 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 ##### ##### 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 5.16E+24 0.86 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 15.8 1.6E-10 32 19 140
1-35 A302 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 ##### ##### 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 2.49E+25 4.20 0.5TCT 288 6.4 6.1 cyclic 16.7 2.0E-09 32 19 150
1-36 A404 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 ##### ##### 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 6.61E+25 11.00 0.5TCT 288 5.8 5.5 cyclic 16.8 2.2E-09 32 12 150
1-37 A203 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 ##### ##### 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 1.00E+25 1.73 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 17.0 6.2E-10 32 19 200
1-38 A202 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 ##### ##### 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 9.35E+24 1.56 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 20.4 5.0E-10 32 19 140
1-39 A104 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 ##### ##### 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 5.93E+24 0.99 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 20.7 1.4E-10 32 19 140
1-40 A303 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 ##### ##### 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 2.42E+25 4.00 0.5TCT 288 6.4 6.1 cyclic 22.0 2.7E-09 32 19 140
1-41 A208 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 ##### ##### 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 1.00E+00 1.90 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 23.5 4.7E-10 32 19 140 有
1-42 A307 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 ##### ##### 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 2.47E+25 4.10 0.5TCT 288 6.4 6.1 cyclic 24.3 3.4E-09 32 17 140
1-43 A208 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 ##### ##### 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 1.13E+25 1.90 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 25.6 1.0E-09 32 19 140 有
1-44 A207 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS316L(HT) 316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 ##### ##### 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶体化 - 1.03E+25 1.70 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 26.2 9.7E-10 32 19 140
1-45 H306 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 ##### - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 2.32E+25 3.87 0.5TCT 288 6.4 6.1 cyclic 10.5 1.1E-09 32 19 140
1-46 H403 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 ##### - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 8.11E+25 13.50 0.5TCT 288 5.8 5.5 cyclic 11.8 1.0E-09 32 13 100
1-47 H202 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 ##### - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 1.19E+25 1.99 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 14.2 8.9E-10 32 19 140
1-48 H303 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 ##### - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 2.50E+25 4.23 0.5TCT 288 6.4 6.1 cyclic 14.2 1.4E-09 32 19 150
1-49 H301 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 ##### - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 2.45E+25 4.08 0.5TCT 288 6.4 6.1 cyclic 14.3 1.7E-09 32 17 140
1-50 H206 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 ##### - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 1.19E+25 1.98 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 17.4 1.7E-09 32 19 200
1-51 H205 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 ##### - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 1.04E+25 1.74 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 17.5 3.3E-10 32 19 140
1-52 H101 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 ##### - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 5.62E+24 0.94 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 20.4 2.5E-10 32 19 140
1-53 H203 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 ##### - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 1.07E+25 1.79 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 22.6 1.2E-09 32 19 140
1-54 H204 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 ##### - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 1.19E+25 1.99 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 24.0 1.6E-09 32 19 150
1-55 H305 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304L(HT) 304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 ##### - - - - - - 0.050 Bal. 溶体化 - 2.50E+25 4.11 0.5TCT 288 6.4 6.1 cyclic 24.2 1.8E-09 32 19 150
1-56 R404 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304(HT) 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 ##### - - - - - - 0.040 Bal. 溶体化 - 5.18E+25 8.60 0.5TCT 288 5.8 5.5 cyclic 11.3 3.7E-10 32 12 150
1-57 R306 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304(HT) 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 ##### - - - - - - 0.040 Bal. 溶体化 - 2.10E+25 3.47 0.5TCT 288 6.4 6.1 cyclic 14.9 5.3E-10 32 19 150
1-58 R406 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304(HT) 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 ##### - - - - - - 0.040 Bal. 溶体化 - 5.55E+25 9.20 0.5TCT 288 5.8 5.5 cyclic 15.5 9.6E-10 32 12 150
1-59 R104 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304(HT) 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 ##### - - - - - - 0.040 Bal. 溶体化 - 4.30E+24 0.71 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 15.6 6.2E-11 32 19 150
1-60 R103 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304(HT) 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 ##### - - - - - - 0.040 Bal. 溶体化 - 3.70E+24 0.62 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 20.6 5.3E-11 32 19 150
1-61 R303 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304(HT) 304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 ##### - - - - - - 0.040 Bal. 溶体化 - 2.40E+25 4.02 0.5TCT 288 6.4 6.1 cyclic 26.5 1.9E-09 32 19 150 有
1-62 B301 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS316L(HAZ) HAZ_316L - 0.008 0.430 0.830 0.023 0.001 ##### ##### 2.110 - - - - - 0.020 Bal. 溶接継手 - 2.77E+25 4.61 0.5TCT 288 6.4 6.1 cyclic 15.6 1.2E-08 32 19 140
1-63 G102 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片SUS316L(DEPO)溶金_316L - - - - - - - - - - - - - - - Bal. 溶接金属 - 5.41E+24 0.90 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 21.9 4.1E-11 32 19 140
1-64 P102 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304L(HAZ) HAZ_304L - 0.009 0.580 0.850 0.020 0.001 9.780 ##### - - - - - - 0.050 Bal. 溶接継手 - 5.23E+24 0.87 0.5TCT 288 12.7 12.0 cyclic 20.9 6.4E-12 32 19 140
1-65 S304 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304(HAZ) HAZ_304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 ##### - - - - - - 0.040 Bal. 溶接継手 - 2.00E+25 3.28 0.5TCT 288 6.4 6.1 cyclic 14.4 1.8E-10 32 12 150
1-66 S301 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304(HAZ) HAZ_304 - 0.050 0.650 1.200 0.024 0.004 8.930 ##### - - - - - - 0.040 Bal. 溶接継手 - 2.50E+25 4.15 0.5TCT 288 6.4 6.1 cyclic 25.3 1.4E-09 32 12 150

2-1 - CT-2S 実機BWR高温高圧水中 シュラウド - SUS304 304 - 0.04 0.61 0.94 0.019 0.003 9.28 18.5 - - - - - - - Bal. - - 1.60E+24 0.23 1TCT 288 25.4 22.7 cyclic 10.5 < 2.0E-12 0.002 0.02
2-2 - CT-5S 実機BWR高温高圧水中 シュラウド - SUS304 304 - 0.05 0.59 0.91 0.021 0.005 0.945 18.68 - - - - - - - Bal. - - 2.40E+24 0.34 0.7TCT 288 cyclic 12.0 < 2.0E-12 32
2-3 - CT-6S 実機BWR高温高圧水中 シュラウド - SUS304 304 - 0.05 0.59 0.91 0.021 0.005 0.945 18.68 - - - - - - - Bal. - - 3.20E+24 0.46 0.7TCT 288 cyclic 12.0 < 2.0E-12 32
2-4 - CT-7S 実機BWR高温高圧水中 シュラウド - SUS304 304 - 0.05 0.59 0.91 0.021 0.005 0.945 18.68 - - - - - - - Bal. - - 4.40E+24 0.63 0.7TCT 288 cyclic 13.5 < 2.0E-12 32
2-5 - CT-3T 実機BWR高温高圧水中上部格子板 - SUS316 316 - 0.059 0.83 1.62 0.03 0.006 11.46 17.4 2.39 - - - - - - Bal. - - 5.20E+24 0.74 TCT(B=9.1m 288 cyclic 13.5 < 2.0E-12 32
2-6 - CT-4T 実機BWR高温高圧水中上部格子板 - SUS316 316 - 0.059 0.83 1.62 0.03 0.006 11.46 17.4 2.39 - - - - - - Bal. - - 5.20E+24 0.74 TCT(B=9.1m 288 cyclic 12.6 < 2.0E-12 32
2-7 - CT-4T 実機BWR高温高圧水中上部格子板 - SUS316 316 - 0.059 0.83 1.62 0.03 0.006 11.46 17.4 2.39 - - - - - - Bal. - - 5.20E+24 0.74 TCT(B=9.1m 288 cyclic 12.8 < 2.0E-12 0.002 0.04
2-8 - CT-5T 実機BWR高温高圧水中上部格子板 - SUS316 316 - 0.059 0.83 1.62 0.03 0.006 11.46 17.4 2.39 - - - - - - Bal. - - 2.30E+24 0.33 TCT(B=9.1m 288 cyclic 10.5 < 2.0E-12 32
2-9 - CT-6T 実機BWR高温高圧水中上部格子板 - SUS316 316 - 0.059 0.83 1.62 0.03 0.006 11.46 17.4 2.39 - - - - - - Bal. - - 2.30E+24 0.33 TCT(B=9.1m 288 cyclic 10.5 < 2.0E-12 32
2-10 - CT-3S 実機BWR高温高圧水中 シュラウド - SUS304 304 - 0.05 0.59 0.91 0.021 0.005 0.945 18.68 - - - - - - - Bal. - - 5.10E+24 0.73 1TCT 288 25.4 22.7 cyclic 11.8 5.6E-11 0.002 0.02 有
2-11 - CT-4S 実機BWR高温高圧水中 シュラウド - SUS304 304 - 0.05 0.59 0.91 0.021 0.005 0.945 18.68 - - - - - - - Bal. - - 1.90E+24 0.27 1TCT 288 25.4 22.7 cyclic 23.5 2.2E-12 0.002 0.02
2-12 - CT-2S 実機BWR高温高圧水中 シュラウド - SUS304 304 - 0.04 0.61 0.94 0.019 0.003 9.28 18.5 - - - - - - - Bal. - - 1.60E+24 0.23 1TCT 288 25.4 22.7 cyclic 24.2 9.1E-12 0.002 0.02
2-13 - CT-2T 実機BWR高温高圧水中上部格子板 - SUS316 316 - 0.059 0.83 1.62 0.03 0.006 11.46 17.4 2.39 - - - - - - Bal. - - 1.20E+25 1.71 TCT(B=9.1m 288 cyclic 23.0 3.6E-10 0.02
2-14 - CT-2T 実機BWR高温高圧水中上部格子板 - SUS316 316 - 0.059 0.83 1.62 0.03 0.006 11.46 17.4 2.39 - - - - - - Bal. - - 1.20E+25 1.71 TCT(B=9.1m 288 cyclic 23.2 2.8E-11 0.002 0.04
2-15 - CT-1T 実機BWR高温高圧水中上部格子板 - SUS316 316 - 0.059 0.83 1.62 0.03 0.006 11.46 17.4 2.39 - - - - - - Bal. - - 1.20E+25 1.71 TCT(B=9.1m 288 cyclic 24.0 6.3E-10 0.02 有
2-16 - CT-1T 実機BWR高温高圧水中上部格子板 - SUS316 316 - 0.059 0.83 1.62 0.03 0.006 11.46 17.4 2.39 - - - - - - Bal. - - 1.20E+25 1.71 TCT(B=9.1m 288 cyclic 24.3 2.2E-12 0.002 0.04 有
2-17 - CT-3S 実機BWR高温高圧水中 シュラウド - SUS304 304 - 0.05 0.59 0.91 0.021 0.005 0.945 18.68 - - - - - - - Bal. - - 5.10E+24 0.73 1TCT 288 25.4 22.7 cyclic 11.7 1.0E-10 32 有
2-18 - CT-8S 実機BWR高温高圧水中 シュラウド - SUS304 304 - 0.05 0.59 0.91 0.021 0.005 0.945 18.68 - - - - - - - Bal. - - 1.20E+25 1.71 0.7TCT 288 cyclic 12.4 5.6E-11 32
2-19 - CT-1S 実機BWR高温高圧水中 シュラウド - SUS304 304 - 0.04 0.61 0.94 0.019 0.003 9.28 18.5 - - - - - - - Bal. - - 1.50E+24 0.21 1TCT 288 25.4 22.7 cyclic 22.5 8.0E-12 32
2-20 - CT-4S 実機BWR高温高圧水中 シュラウド - SUS304 304 - 0.05 0.59 0.91 0.021 0.005 0.945 18.68 - - - - - - - Bal. - - 4.50E+24 0.64 1TCT 288 25.4 22.7 cyclic 23.3 2.5E-10 32
2-21 - CT-2S 実機BWR高温高圧水中 シュラウド - SUS304 304 - 0.04 0.61 0.94 0.019 0.003 9.28 18.5 - - - - - - - Bal. - - 1.60E+24 0.23 1TCT 288 25.4 22.7 cyclic 24.1 3.1E-11 32
2-22 - CT-2T 実機BWR高温高圧水中上部格子板 - SUS316 316 - 0.059 0.83 1.62 0.03 0.006 11.46 17.4 2.39 - - - - - - Bal. - - 1.20E+25 1.71 TCT(B=9.1m 288 cyclic 22.5 4.4E-10 32
2-23 - CT-1T 実機BWR高温高圧水中上部格子板 - SUS316 316 - 0.059 0.83 1.62 0.03 0.006 11.46 17.4 2.39 - - - - - - Bal. - - 1.20E+25 1.71 TCT(B=9.1m 288 cyclic 23.2 5.6E-10 32 有

3-1 A46 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 18.58 8.93 - - - 0.0001 - 0.04 0.02 Bal. 溶体化 - 6.00E+24 1 0.5TCT 288 5.6 - cyclic 15 3.80E-11 0.01 <0.2 -200
3-2 A43 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 18.58 8.93 - - - 0.0001 - 0.04 0.02 Bal. 溶体化 - 6.00E+24 1 0.5TCT 288 5.6 - cyclic 18 1.10E-11 0.01 <0.2 -200
3-3 A46 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 18.58 8.93 - - - 0.0001 - 0.04 0.02 Bal. 溶体化 - 6.00E+24 1 0.5TCT 288 5.6 - cyclic 14.3 2.60E-10 32 <0.2 >130
3-4 A26 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 18.58 8.93 - - - 0.0001 - 0.04 0.02 Bal. 溶体化 - 6.20E+24 1.03 0.5TCT 288 5.6 - cyclic 16 1.90E-10 32 <0.2 >130
3-5 A53 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 18.58 8.93 - - - 0.0001 - 0.04 0.02 Bal. 溶体化 - 6.00E+24 1 0.5TCT 288 5.6 - cyclic 16.9 2.00E-10 32 <0.2 >130
3-6 A43 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 18.58 8.93 - - - 0.0001 - 0.04 0.02 Bal. 溶体化 - 6.00E+24 1 0.5TCT 288 5.6 - cyclic 17.4 1.90E-10 32 <0.2 >130
3-7 A45 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 18.58 8.93 - - - 0.0001 - 0.04 0.02 Bal. 溶体化 - 5.70E+24 0.95 0.5TCT 288 5.6 - cyclic 17.9 3.40E-10 32 <0.2 >130
3-8 A55 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 18.58 8.93 - - - 0.0001 - 0.04 0.02 Bal. 溶体化 - 6.80E+24 1.13 0.5TCT 288 5.6 - cyclic 19.5 2.90E-10 32 <0.2 >130
3-9 A27 - 国内試験炉高温高圧水中 - CT試験片 SUS304 304 - 0.05 0.65 1.2 0.024 0.004 18.58 8.93 - - - 0.0001 - 0.04 0.02 Bal. 溶体化 - 6.20E+24 1.03 0.5TCT 288 5.6 - cyclic 22.6 3.30E-10 32 <0.2 >130

4-1 - - 実機BWR高温高圧水中 - - SUS304L 304L - - - - - - - - - - - - - - - - - - 9.14E+25 13.1 1/3TCT 15.5 2.0E-09 0.9 有

4-2 - - 実機BWR高温高圧水中 - - SUS304L 304L - - - - - - - - - - - - - - - - - - 9.14E+25 13.1 1/3TCT 17.8 3.6E-09 有

4-3 - - 実機BWR高温高圧水中 - - SUS304L 304L - - - - - - - - - - - - - - - - - - 9.14E+25 13.1 1/3TCT 21.0 9.0E-09 有

5-1 - - - - - - SUS304 304 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 9.00E+24 1.29 1/4TCT 20.1 1.1E-09 0.3 191
5-2 - - - - - - SUS304 304 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 9.00E+24 1.29 1/4TCT 22.1 1.0E-09 0.3 195
5-3 - - - - - - SUS304 304 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 9.00E+24 1.29 1/4TCT 24.4 8.7E-10 0.25 155
5-4 - - - - - - SUS304 304 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 9.00E+24 1.29 1/4TCT 22.3 4.0E-11 0.01 -595
5-5 - - - - - - SUS304 304 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 9.00E+24 1.29 1/4TCT 22.7 6.4E-12 0.01 -614
5-6 - - - - - - SUS304 304 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 2.00E+25 2.86 1/4TCT 19.4 6.8E-10 164
5-7 - - - - - - SUS304 304 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 2.00E+25 2.86 1/4TCT 23.7 5.1E-10 7
5-8 - - - - - - SUS304 304 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 2.00E+25 2.86 1/4TCT 27.5 6.9E-10 -294
5-9 - - - - - - SUS304 304 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 2.00E+25 2.86 1/4TCT 34.7 2.0E-09 -502
5-10 - - - - - - SUS304 304 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 2.00E+25 2.86 1/4TCT 37.0 3.7E-09 -457
5-11 - - - - - - SUS316 316 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 2.00E+25 2.86 1/4TCT 15.2 4.6E-10 0.25 117
5-12 - - - - - - SUS316 316 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 2.00E+25 2.86 1/4TCT 19.6 7.1E-10 0.25 139
5-13 - - - - - - SUS316 316 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 2.00E+25 2.86 1/4TCT 21.9 1.1E-09 0.25 148
5-14 - - - - - - SUS316 316 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 2.00E+25 2.86 1/4TCT 15.2 1.9E-11 -298
5-15 - - - - - - SUS316 316 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 2.00E+25 2.86 1/4TCT 17.3 1.7E-11 -554
5-16 - - - - - - SUS316 316 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 2.00E+25 2.86 1/4TCT 19.7 4.1E-11 -597

hopra, 11the EDM

図BWR-4
Ooki, 12th EDM

図BWR-5
Kaji et al. 15th

EDM

7E+24n/m2=1dpa換算

図BWR-6
Jenssen, 11th

EDM

材料組成（wt%）
照射量

(dpaへの換算を含む)
き裂進展速度

(m/s)

図BWR-1
Tkakura et al.

図BWR-2
Kaji et al., 14th

EDM

図BWR-3
Chatani et al.
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力-真ひずみ関係を適切に表す構成式は Swift 式が有効であることがわかった。 

 Swift 式により照射オーステナイトステンレス鋼の真応力-真ひずみ曲線を損傷量をパ

ラメータとして記述することが本研究の目的の一つである。そこで、Swift 式(3.1.1-16)

のパラメータに以下の損傷量依存性があると仮定してフィッティングを行った。 

 k=k1＋k2・dpa (3.1.1-18) 

 a=a1＋a2・dpa (3.1.1-19) 

 ここで、k1、k2、a1、a2はいずれも定数である。図 3.1.1-30 に示すフィッティングの結

果によると k はほとんど損傷量依存性はなく定数であり、a には損傷量依存性があること

がわかった。したがって、照射材の真応力-真ひずみ曲線を表す Swift 式は損傷量を関数と

して以下の式で示されると仮定した。 

 Swift 式： ߪ ൌ ݇ሺܽଵ ൅ ܽଶ ∙ ܽ݌݀ ൅ ߳ሻ଴.ହ (3.1.1-20) 

昨年度取得した SUS316L 照射材の真応力-真ひずみ関係に対して(3.1.1-20)式でフィッテ

ィングした結果を図 3.1.1-31 に示す。いずれの照射条件においても(3.1.1-20)式で作成し

た真応力-真ひずみ関係は最大 11%の誤差で実測値と良い一致を示していることがわかる。 

 

b)BWR 引張データベースの活用 

 文献調査により得られるオーステナイトステンレス鋼の公称応力-ひずみ曲線または真

応力-真ひずみ曲線はほとんどないのが実情であり、鋼種や照射炉による構成式の違いがあ

るのかを確認することは困難である。一方、表 3.1.1-7 に示したように文献に記載されて

いる引張特性は 0.2％耐力、引張強さ、全伸びがほとんどである。そこで、構築した引張

データベースを活用した Swift 式による構成式の記述が可能か検討した。具体的には、

(3.1.1-20)式において=0.2 として 0.2％耐力の損傷量依存性を求めて、データベースにフ

ィッティングしパラメータを確定した。鋼種および照射炉を分けてフィッティングを行っ

た結果を図 3.1.1-32 に示す。このパラメータを用いて求めた真応力-真ひずみ関係と文献

等から得られた真応力-真ひずみ関係を比較して図 3.1.1-33 に示す。この図から明らかな

ように、Swift 式と実測値の真応力-真ひずみ関係は 10%以内の誤差で良く一致している。

このことから、データベースの 0.2％耐力の損傷量依存性を用いて Swift 式による真応力-

真ひずみ関係を求めることは極めて有効であると考えられる。 

 以上のように真応力-真ひずみ関係の構成式の精度をあげるために、鋼種や照射炉などに

細分化することは重要である。しかし、図 3.1.1-19 に示したように同じ鋼種、同じ照射炉

であっても引張特性はバラツキを有することがわかる。また、前述したようにほとんどの

文献データには応力-ひずみ曲線は示されていない現状では 0.2%耐力、引張強さなどから

構成式を予測しなければならない。そこで、本項で実施した方法で、鋼種や照射炉などで

分けずに構成式の一般形を作成する。図 3.1.1-34 に SUS304、SUS304L、SUS316 および

SUS316L における 0.2%耐力の損傷量依存性を示す。(3.1.1-20)式でフィッティングして求

めた Swift 型構成式は以下の式で示される。 
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ߪ  ൌ 120.9 ∙ ሺ2.2 ൅ 7.7 ∙ ܽ݌݀ ൅ ߳ሻ଴.ହ (3.1.1-21) 

 

c)破壊じん性予測式の再検討 

 上記検討により Swift 式によっても 0.2％耐力の損傷量依存性が表記できることがわか

った。そこで、(3.1.1-15)式と Swift 式を用いた破壊じん性予測式を再検討した。具体的

には、BWR 引張データベースの 0.2%耐力と引張強さの損傷量依存性を Swift 式で近似し、

(3.1.1-15)の関係から破壊じん性予測式を求める。ここでは、試験片の採取方向で破壊挙

動の異なったデータについてフィッティングを行った。にフィッティングの結果を図

3.1.1-35 に示す。この図からわかるように、Swift 式を用いて適切な破壊じん性モデル式

と組み合わせることによって、個々の破壊じん性地を予測できる可能性がある 
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図 3.1.1-29 SUS316L の真応力-真ひずみ関係と Swift 式および Ludwik 式でフィッティン

グした真応力-真ひずみ関係 
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図3.1.1-30 SUS316Lの真応力-真ひずみ関係にフィッティングしたSwift式パラメータの

損傷量依存性 

 

 

 

 

図 3.1.1-31  SUS316L における損傷量を関数とした Swift 式と実測値の真応力-真ひずみ

関係比較 
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図 3.1.1-32  鋼種および照射炉毎の Swift 式パラメータ 

 

 

 

図 3.1.1-33 鋼種と照射炉の違いによる Swift 式と実測値の真応力-真ひずみ関係比較 
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図 3.1.1-34 鋼種を分けずにフィッティングした Swift 式 

 

 

 

図 3.1.1-35  Swift 式を用いて得られた破壊じん性予測式 
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3)  予測式の検討  

ここでは、中性子照射を受ける炉心・炉内構造物の安全機能評価に適用できる合理的な材

料特性予測法と破壊評価法の提案に向け、中性子照射した炉内機器用オーステナイト鋼の

応力—歪み関係、破壊靭性に関する結果を見直し、さらに非照射モデル材料を用いた試験結

果を参照し、応力-歪み関係式等の素案の提案に向けた検討を行う。 

 

(a)  照射硬化の照射量依存性 

 オーステナイト鋼の照射効果は、照射による転位密度の増加に依存すると考えられてい

る。この依存性は、概ね、転位密度の平方根に従うとされている(転位ループが小さいと、

歪み場が重なり効率は低下する)20。 

 一方、照射により導入される転位ループの大きさには、温度依存性が有り、温度が高く

なく原子空孔が移動しにくい温度(例えば、室温程度)では、転位ループの大きさは、照射

量(弾き出し損傷量 dpa などで表される)の 1/3 乗に従うが、温度が高くなり、原子空孔の

動きが無視できない範囲になると、照射量に比例するとされており、これは、比較的単純

なクラスターダイナミックスによる評価や、モデル照射実験で指摘されている21,22。なお、

照射量が余り高くなければ、照射中に増加する転位密度は、概ね、転位ループの成長によ

ることになる。 

 結局、高くない温度では、オーステナイト鋼の降伏応力は、照射量の 1/6 乗に従い、照

射温度の上昇に連れて、これが 1/2 乗に近づくように増加することになる(補 1を参照)。

そして、軽水炉の温度領域のように、中間的な温度の領域では、1/6 乗と 1/2 乗の中間的

な値を採ることになるようである。このような関係を図 3.1.1-36 に示すが、100℃以下で

は、1/6 乗に近い、また、400℃近辺では(図では FBR 条件が対応)、1/2 乗に近い照射量依

存性を示している。また、軽水炉程度の温度域では、1/3 乗に近くなるようである(厳密に、

1/3 乗という意味ではない)23。 

 ところで、オーステナイト鋼の耐力の照射量依存性を、図 3.1.1-37 に示す。これから分

かるように、照射量が低い範囲では(<0.1mdpa)、照射による影響は小さく(硬化しない)、

次いで、照射量に従って硬化する領域に入り、さらに照射量が高くなると耐力は照射量に

対して飽和する傾向を示すようになる。そして、ここで言う「照射量に従って硬化する領

域」の照射量依存性が、1/3 乗に従っているように見えるのである。このため、耐力の照

射量依存性は、照射による耐力の上昇が現れない領域(領域(I))、照射量のベキ乗に従って

硬化が生じる領域(領域(II))、耐力が照射量に対して飽和を示す領域(領域(III))に分けて

取り扱うことが合理的に思われる。なお、ここで領域(I)は、非照射の段階で存在していた

                             
20 例えば、R. L. Simmons and L. A. Hulbert, ASTM STP870, 1985, pp.820-839 
21 例えば、M. Kiritani, Sci. Rep. Res. Inst. Tohoku Univ. A, Vol. A40, 1994, pp. 195-204 
22 例えば、M. Kiritani, N. Yoshida, H. Takata, Y. Maehara, J. Phy. Soc. of Japan, 

Vol. 38, No. 6, 1975, pp. 1677-1686 
23 S. Jitsukawa, Y. Abe, N. Okubo and K. Suzuki, ASTM STP 1547, 2013, pp. 288-312 



 

3-70 

転位の量に対して、照射で導入される転位の量が少ない領域であり、また、領域(III)での

飽和は、転位密度が十分に高く、照射で導入される格子間原子と原子空孔の大半が、点欠

陥のシンクに流入し、微細組織の変化が停止する状況を反映していると考えられる(補 2

参照)。 

なお、耐力の照射量依存性を、しばしば、 

 

 (3.1.1-22) 

 

により近似する場合が有るが24、この式による照射量依存性においても、領域の(I)、(II)

及び(III)が現れる(図 3.1.1-38 耐力の照射量依存性の近似)。この式を用いれば、領域の

(I)〜(III)を単一の式でまとめて扱うことができ便利であるが、しかし、領域(II)での照

射量依存性を合わせる場合に工夫が必要であり、さらに領域(I)及び(III)まで、まとめて

あわせようとするとさらに努力を要することになる。従って、利用に当たっては、用途に

応じた得失で判断する必要が有ろう。但し、3 つの領域にわけ、ベキ乗による近似を用い

る方法は、実測値に合わせやすいので、式(3.1.1-22)を調整する場合の比較対象にも用い

ることができよう。以下では、主に、この「ベキ乗の式」を用いる方法を用いて照射量依

存性を示す。 

 「ベキ乗の式」等を用いて、 1)PWR 照射材データベースの構築および予測式の検討、及

び 2) PWR 照射材データベースの構築および予測式の検討 で、紹介されている試験データ

の傾向に合わせた結果の例を図 3.1.1-39 に示す。図では、PWR 関係のデータと、BWR 関係

の結果のそれぞれについて、1/3 乗の式での強度係数 A を定めた結果を示すが、その差は

大きくない(Aの値は、少ない照射量から硬化を始めるBWR関係のデータに対しては、563MPa 

が、PWR のデータについては、463MPa となった；最小二乗法で値を定めた)。炉型による差

が小さくなった結果は、用いたデータの分布が比較的広かったことが一因と思われる(照射

硬化後の耐力の分布の標準偏差は、しばしば、50MPa 以内になる25)。これは、もちろん、

様々な資料からの結果をまとめることになった帰結であるが、一方で、利用し得る照射デ

ータが限られることを反映している(補 3参照)。 

 さらに、横軸の範囲を変えたプロットの例も図 3.1.1-40 に示すが、このように PWR 関係

及び BWR 関係のデータを比べると、ある程度の違いが有り、BWR の場合の方が照射温度が

低いためか、耐力の上昇が、少し、少ない照射量で生じ始めるようである。但し、現状で

は、この違いを含めて、どのような分解能や確からしさで取り扱うべきであるのかは明瞭

にはできない。これは、データの分散を含め、データ数が限られるものであるためと言え

よう。 

                             
24 MRP-135-Rev.1, 2010, EPRI 
25 例えば、Report EUR 10659 EN (Oak Ridge Test Matrix No, 5B and 5C HFR and HFIR 

irradiations and post-irradiation tensile tests in support of fusion reactor first 

wall material development) 

 y   y, unirr   y, sat (1  exp(dpa /dpa0))
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 図 3.1.1-40 の下の図を用いて、照射前の冷間加工の影響について指摘する。図中で照射

量 0.01dpa、耐力が 500-600MPa 程度のところに、黒い三角形のプロットが多数見られる。

これらと同じデータソース(316 鋼の冷間加工材である)でのプロットは、例えば、0.1-2dpa

程度の照射量の時に、300-400MPa 程度の範囲に分布している。もちろん、オーステナイト

鋼が、照射量に応じて、硬化したり軟化するような不規則な挙動をするとは考えにくい。

これは結局、冷間加工度の異なる素材が含まれており、照射量によっては、それぞれ別々

のグループの値がプロットされているものと考えられる(例えば、0.01dpa のプロットの材

料の冷間加工度は、0.1dpa のとき、300MPa 程度の耐力を示したヒートとは異なると推測さ

れる)。なお、冷間加工材の耐力は、照射後も、溶体化処理材の耐力よりも高い傾向を示す。

しかし、この程度の違いは、図中のデータにおける他の要因による分散よりも小さいよう

に見える(しかし、冷間加工の影響については、系統的な検討が必要と考えられる)。 

 図 3.1.1-41 に、PWR 関係の結果と BWR 関係での結果、さらに近似曲線の関係を示す。実

測値からは、BWR 関係の方が少ない照射量から硬化し始めているように見える。一方、デ

ータの分布については、明らかに、PWR 関係の方の照射量は高い。異なった、照射量の範

囲での結果が比較されていることになる。また、飽和値については、特に、BWR 関係の方

では不明なところが多いが、いずれの場合についても、概ね、1000MPa 程度になるように

見える。 

今後の検討で考慮されるべき事柄をリストアップしておく。 

・比較的低い損傷量の領域を含めた、照射損傷量及び照射温度依存性(イオン照射等も含む) 

・硬化の立ち上がり照射量及び飽和レベルへの、合金元素及び加工度の影響 

・耐力の定め方の検討(弾性限付近での応力のピークの状況とその機構) 

・照射材の耐力等のバラツキの度合いと原因の解析 

 

 



 

 図 3.

   図

 

1.1-36  照
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耐力の照射

照射量依存性

射量依存性の
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1-40 軸を変変化させた場場合のプロッット例 

 



 

   

 

 図3.1.11-41  PWR及及びBWRの関
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関係のデータタを別々にププロットした

 

た場合と近似曲線 
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a) 補 1: 硬化の照射量依存性 

 はじめに、照射による微細組織変化について概説する。 

 利用しやすさ等の点から、照射下での微細組織変化の解析に、しばしば反応速度論に基

づく取扱いが行われて来ている26,27,28。例えば、照射による弾き出し損傷(単位は、dpa)で

材料中に導入される格子間原子や原子空孔の「濃度(の時間変化)」は(弾き出しのカスケー

ドの効果を除外すると)、弾き出し損傷による「点欠陥の導入速度」から、生じた格子間原

子が原子空孔に衝突して「対消滅する速度」や、転位ループや結晶粒界などの点欠陥のシ

ンクに流入し、「シンクで消滅する速度」の合計で表される。 

 

「点欠陥の濃度変化」 

 = 「点欠陥の導入速度」-「対消滅する速度」-「シンクで消滅する速度」 
(3.1.1-23) 

 

 例えば、格子間原子の濃度変化は(転位ループの反応断面積を Zil とすると)、 

 

 (3.1.1-24) 

 

 また、格子間原子の濃度変化については、 

 

(3.1.1-25) 

  

 K:点欠陥の生成速度(dpa/s)、Z:反応断面積、D:拡散係数、C:点欠陥の濃度 

 

 なお、このような生成と消滅の関係式は、シンクの種類(積層欠陥四面体、転位ループ、

結晶粒界、キャビティー等)やその反応断面積の変化(転位ループを含む点欠陥集合体での

消滅速度は、大きさや歪み場の状態により変化する)を反映させるようにすると相当複雑に

なる(しばしば、点欠陥クラスターの大きさごとに式を与え、膨大なものとする場合もある

が、反応断面積や拡散係数の変化(クラスターの移動も考慮する)を求めることが容易でな

いため、現状では実用性は限られる)。 

 概ね定常的とすると(式(3.1.1-24)及び(3.1.1-25)の左辺がゼロ)、転位ループの成長挙

動についての解を解析的に得ることができ、比較的高い温度では、 

 

                             
26 例えば、M. Kiritani, Sci. Rep. Res. Inst. Tohoku Univ. A, Vol. A40, 1994, pp. 195-204 
27 例えば、M. Kiritani, N. Yoshida, H. Takata, Y. Maehara, J. Phy. Soc. of Japan, 

Vol. 38, No. 6, 1975, pp. 1677-1686 
28 S. Jitsukawa, Y. Abe, N. Okubo and K. Suzuki, ASTM STP 1547, 2013, pp. 288-312 

dCi

dt
 K  Zi,v (Di  Dv )CiCv  DiCsiCi  Zil DiCsl Ci

dCv

dt
 K  Zi,v (Di  Dv )CiCv  Dv Csv Cv  Zvl Dv Csl Cv
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 (3.1.1-26) 

 

となるとされており、転位ループの成長速度は(l はループの大きさ)、原子空孔の拡散係

数の 1/2 乗に比例した温度依存性を示し、一方、時間には依存しない(成長速度は一定値)。

同様に、温度が低い場合には、弾き出し損傷量の 1/3 乗に従うことになるとされている29。

ここで、Zil-Zvl は、格子間原子と原子空孔とが転位ループと反応する頻度の差を示すが、

このような反応には、転位の歪み場と点欠陥の相互作用の大きさが関わっていると考えら

れており、結果として、格子間原子と転位の反応が起りやすいため、この差が正になって、

転位ループが成長するものと考えられている。 

 ところで、転位ループの成長挙動から、溶体化材のように転位密度が低い場合について

は、比較的高い温度では、転位密度が概ね照射損傷量に比例すること、比較的低い温度で

は、概ね、1/3 乗に従うことを示している。なお、転位ループの生成は、照射開始後の比

較的早い期間で終了し、引き続く変化は主に大きさの増加であるとされている(転位ループ

は、弾き出しのカスケードにより導入され、転位ループや点欠陥クラスター間の弾性歪み

場を介した相互作用を通じて、初期のクラスター密度が制限されるようであり30、初期の

クラスターが生成して以降は、クラスター/転位ループ周囲の歪み場が強い領域中に、カス

ケードにより導入される小さいクラスターは、先に発生していたクラスター/転位ループに

吸い込まれるため、クラスター/転位ループの数密度が照射開始直後に飽和すると考えられ

る)。また、硬化に影響を持ちそうな照射生成店欠陥クラスターとしては、転位ループ以外

に、原子空孔の集合体である積層欠陥四面体が有るが、これは強度に影響を与えるほどの

大きさには成長しないようである。 

 転位密度について付言する。転位ループは照射損傷量に従って、際限なく成長を続ける

とは考えられていない。転位ループの成長は、前記の Zil-Zvl と、これに従って生じる、

格子間原子の優先的な流入により引き起こされる。この場合、照射では格子間原子と同数

導入される原子空孔は、転位のように格子間原子を優先的に吸収するような性質が小さい

(無い)シンクである結晶粒界などに吸収されることになる。しかし、転位ループが成長し

て、転位密度が十分に高くなると、比較的温度が高く、原子空孔がある程度移動できる場

合には、原子空孔も密度が高くなった転位(ループ)に流入するようになり、その結果、

Zil-Zvl の効果が小さくなり、転位ループの成長が停止すると考えられている。一方、温

度が低く、原子空孔が動きにくい場合には、積層欠陥四面体等の原子空孔で形成されたク

ラスターの数密度が増加し、この結果、格子間原子が転位ループに流入する以前に積層欠

陥四面体などと反応する傾向が強まるため転位ループの大きさが照射損傷量の 1/3 乗に従

                             
29 例えば、M. Kiritani, N. Yoshida, H. Takata, Y. Maehara, J. Phy. Soc. of Japan, 

Vol. 38, No. 6, 1975, pp. 1677-1686 
30 S. Jitsukawa, Y. Abe, N. Okubo and K. Suzuki, ASTM STP 1547, 2013, pp. 288-312 

dl

dt
 (Zil  Zvl )(

KDv

Ziv

)1/ 2
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うようになるとされている。この場合、積層欠陥四面体の密度の増加に連れて、転位ルー

プの成長速度は低下し、結局、一定値に近づくと考えられている。なお、中性子照射によ

って、弾き出し損傷と共に材料中に導入される核変換生成元素、特に、ヘリウム原子は、

原子空孔を捕獲する性質が有り(ヘリウム原子が原子空孔を直接捕獲する、或は、空洞の形

成を助け、その空洞が原子空孔を捕獲する)、この結果、転位ループの成長が助長され、転

位密度がある程度高まり得ることにも留意が必要であろう。 

 

 照射により微細組織が変化し(ここで関係が深い事柄は、転位ループの成長である)、前

述のように転位密度が照射量に連れて増加すると考えられる。転位密度の増加は、塑性流

動応力の増加をもたらし、照射硬化が生じるのである。 

 塑性流動応力は、概ね、転位密度の 1/2 乗に従うとされている。照射前に存在した転位

の密度をρ0とし、照射により導入された転位ループによる転位密度をρlとすると、その

場合の耐力(降伏応力)、或は、塑性流動応力は、次式で記述されると考えられる。 

 

 flow  Mib(0  A*(l)i)
1/ 2  (3.1.1-27) 

 

 ここで、M及びαは、テイラー因子等の係数、μは剛性率、bはバーガースベクトルであ

る。さらに、A*(l)は、ループの大きさによる寄与の係数であって、小さいループでは減少

する。式から分かるように、照射前の耐力はρ0で定まり、ρlの寄与が、それよりも大き

くなるまでは、照射の影響は目立たないことになる(このように、図 3.1.1-38 で示される、

低照射料の領域での挙動に近くなるようにした)。なお、上式では、カッコ内にて先在した

転位の密度と、照射で導入された転位の密度の和をとっている。これは、先在する線状の

転位と、転位ループがともに加算的に扱える転位であることを前提にしている。但し、転

位ループのサイズ依存性の係数である A*(l)は、小さい転位ループの寄与の機構に異なる

場合があること(線状の転位や十分に大きな転位ループは長範囲障壁であるが、小さいルー

プは歪み場が小さいため、短範囲障壁として寄与する)に対応したものである。この点に着

目して、括弧内での足し算ではなく、応力を計算した後に和をとる方法もしばしば使われ

る。このような関係式は、特に、強化機構が異なる場合に有効であるが、軽水炉用のオー

ステナイト鋼の場合には、強化因子が主に転位であるため、式(3.1.1-27)の取扱いの方が

適するように見える31。 

 

 式(3.1.1-27)と(3.1.1-26)等をまとめると、結局、比較的低い温度では、照射後の耐力

は、照射量の 1/6 乗に従い、照射温度の増加と共に指数が増加し、比較的高い温度では、

照射量の 1/2 乗に従うようになることが分かる。また、中間的な温度領域では、例えば、

                             
31 S. Jitsukawa, Y. Abe, N. Okubo and K. Suzuki, ASTM STP 1547, 2013, pp. 288-312 
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軽水炉の温度領域では、照射量の 1/3 乗に従うことが理解されよう。 

 

b) 補 2: 硬さの照射量依存性について 

 耐力或は硬さの照射量依存性は、図 3.1.1-38 に概要を示すように、照射による耐力の上

昇が現れない領域(領域(I))、照射量のベキ乗に従って硬化が生じる領域(領域(II))、耐力

が照射量に対して飽和を示す領域(領域(III))の 3 つの領域に分けることができるようで

ある。このような過程の確認は、照射硬化の機構を把握するために重要であるが、しかし、

図の横軸及び縦軸が対数であることから分かるように、広い照射量の範囲での結果を得て

おく必要が有る。実際、通常の中性子照射においては、余り、低い損傷量の領域での挙動

については、特に、その照射温度依存性について、利用できるデータは限られている(低い

損傷量でのデータは、照射準備費用が高いため、無視されることが多く、一方、高い損傷

量は、照射費用及び必要時間の点で、実施が困難なことが多い)。 

 最近、イオン照射を用いて、広い照射損傷量の範囲での挙動の評価(ナノ硬さの照射量依

存性)を行ったが、その結果から幾つかを下に例示する。 

 

 図 3.1.1-42 の右側に、硬さと照射量の対数プロットを示すが、このように、硬さの変化

は 3 つのステージを示す。なお、ここで照射は、10.3MeV の鉄イオンにより行い、弾き出

し損傷量は、イオンの入射表面からの深さが約 1μm程度の領域の平均的な値を用いている。

また、硬さは、イオンの入射表面にナノインデンテーションを行って評価したもので、圧

子の押し込み深さを、0.5μm 程度として測定を行った。なお、押し込み深さが損傷量のピ

ーク深さ(イオン照射による損傷量は、強い深さ依存性を持ち、約 1.8μm の深さでピーク

を示す)よりも浅いため、硬さ変化を検出しにくく、照射量が高くならないと変化が現れな

い。 

 さらに、図 3.1.1-43 に照射温度をパラメータにした場合の結果を示す。プロット数が不

足気味であるが、オーステナイト鋼の場合と同様に、照射温度が低い場合には、少ない照

射損傷量から硬化が始まり、一方、温度が高くなると硬化が少なくなることが分かる。 

 プロット数は少ないが、図 3.1.1-44 にオーステナイト鋼の場合の結果を示す。同様な傾

向を示すことが分かる。 
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ーステナイト鋼の硬さの照射量依存性
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c) 補 3: 耐力等のバラツキ 

 ヒートを限って行った試験では、例えば、耐力や引張強さのバラツキは、当然ながら、

比較的小さい範囲に抑えられる。核融合関係のデータベースである ITER の MPH(Materials 

Property Handbook)の 1996 年版に示されている 316-L(N)-IG(溶体化材と考えられる)のデ

ータでは、照射前の耐力は平均 299.8MPa で、この標準偏差は 25.1MPa、さらに変動係数(標

準偏差/平均)は 0.084 程度のようである。一方、照射後(照射温度は 35℃で、BR2 にて実施)

の耐力は、平均 699MPa で、この標準偏差は 25.0MPa、変動係数は 0.042 程度で、耐力のバ

ラツキは、照射後の方が小さくなったように見える(2 つの炉の結果をまとめて)。 

 このバラツキは、照射材については、耐力の定め方にも依存する。オークリッジマトリ

クスでは、耐力を定めるオフセットの量とバラツキの関係の評価が行われており、0.5%か

ら 2%オフセットで、バラツキが小さくなる結果が得られている。例えば、日本のオーステ

ナイト鋼(JPCA)では、250℃で 10dpa 照射(HFR で実施)した後の耐力の標準偏差は、0.2%オ

フセットで 28MPa であるが、1%オフセットでは 20MPa、2%オフセットでは 18MPa と低下し、

また、米国の 316 鋼(冷間加工材)では、0.2%オフセットで 13MPa となったが、1%オフセッ

トでは 7MPa に低下した。 

 これらのバラツキの減少の一因として、照射材の降伏時にしばしば生じる応力のピーク

の影響があろう。このピークの発生原因は明瞭ではないが、この発生は図 3.1.1-45 に概要

を示すように不規則であり、また、少なくとも負荷が単調な場合については、引き続く変

形挙動への影響は大きくは無いようなので、全体的な引張挙動を把握するためには、オフ

セットの値を工夫することを含めて、ピーク挙動を分けて扱うことを考えても良いであろ

う。なお、耐力を定めるオフセットを 1-2%程度に採れば、標準偏差は日本の材料で 18MPa、

米国の材料では 7MPa となる(変動係数は、それぞれ、0.022 と 0.007 となる)。 

 耐力以外について少し見てみる。照射前であっても、引張強さについては、前出の

316-L(N)-IG の場合、標準偏差は 8.4MPa、変動係数は 0.014 程度で、大幅にバラツキが小

さくなっている(オフセットを 1-2%とした場合の照射材の変動係数と同程度である)。この

ように同じ試験片であるがバラツキが小さくなる理由は、塑性流動応力が(1-4)式で決まる

として、耐力は、この場合のε0で決まることになり、さらに、耐力を 200MPa とすると、

この時のε0の値が、対数歪みで 0.028(工学的な歪みで約 3%)と小さいため、製造履歴の影

響を著しく受けやすいこと、加えて、この領域での加工硬化能が大きいため、予歪み量ε0

の値が少し変動するだけでも、大きな違いをもたらすためであると考えられる(この他にも、

成分元素の影響も有ろうが、式(3.1.1-27)が示すところによれば、転位密度は重要な因子

であるが、成分元素の影響が強く現れるようには見えない)。ちなみに、引張強さに対応す

る塑性歪みの量は、対数歪みで 0.5 から 0.6 程度になることが多く、小さな値ではないの

で、履歴等の影響が限られ、このためバラツキが少なくなるのであろう。 
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 照射材の耐力の飽和値とそのバラツキについて検討を加える。「(補 1) 硬化の照射量依

存性」で指摘したように、照射による微細組織変化は、核変換生成元素の影響を除き(少な

くとも、BWR 条件では耐力への影響は無視できよう)、照射量が高くなると停留する傾向を

示すと考えられ、従って、耐力は飽和傾向を示すと考えられている(低温側では、必ずしも

明確でない点があるので、さらに検討は必要であろうが、実用上は飽和すると考えても問

題は少ないであろう)。この「飽和状態」は、微細組織パラメータとしては、転位の間隔、

或は、転位密度で扱うと簡単そうである(同様な転位の間隔、或は密度となっている場合で

あっても、照射材に特徴的な、例えば、転位ループのような、転位の配列と加工材での配

列の違いが、弾性限近傍での応力のピークをもたらすものと考えられる)。また、この転位

密度は、比較的高い温度では、原子空孔の移動度に、低い温度では、転位の弾性歪み場(自

己エネルギー)に依存する傾向を持つと思われる(転位ループの歪み場中に生じた格子間原

子クラスターは、生成後すぐに、歪み場による力を介して、転位ループに吸収されると考

えられる)。軽水炉の温度域近傍での耐力の温度依存性(依存性は小さい)から推定すれば、

余り原子空孔の移動度の影響は強くなく(格子間原子クラスターの移動度を介した温度依

存性は生じてくると思われるが)、従って、ヒートによらず、転位密度も、さらには耐力も

似た値(飽和値)に収束するとの期待が持てそうである。 

 但し、耐力の飽和値に関する実験結果は不十分であり、詳細な議論は困難であるが、少

なくとも、照射温度が 300℃程度の範囲では、耐力は 800MPa から 1000MPa 程度の値で留ま

るように見える。さらに、照射前の冷間加工の影響も見えなくなる傾向を持つようであり 

(図 3.1.1-46 参照)、このような結果から、照射量が高い場合には、ヒートによらず、似た

微細組織を形成し、近い耐力の値を示すようになると考えられる。 

 このような見方は、ヒート、試験片、照射条件等の管理能力が高ければ、照射材の強度

のバラツキは大きくはならないことを推測させる(特に、飽和傾向にある場合の耐力)。一

方、目的によっては、様々な変動要因の影響まで含めた評価も行われているように思われ

る。そのような場合には、得られる結果における見掛け上のバラツキは相当に大きいもの

になるので、曲線のフィッティングの対象にする場合には、除外することも検討されるべ

きであろう。 
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(b) 照射硬化後の応力-歪み関係 

 照射硬化したオーステナイト鋼の真応力-真歪み関係が、以下の Swift 式をベースにした

式に等価硬化歪みを導入することでよく近似できることが指摘されている32。 

 

 (3.1.1-28) 

 

また、「等価硬化歪み」と照射硬化の関係についての指摘も行われている33。この関係を図

3.1.1-47 に示すが、このように、真応力-真歪み関係においては、照射硬化した材料は、

硬化した分だけ、途中から(未照射溶体化処理材の)応力-歪み関係を辿ることになる。 

 式(3.1.1-27)でも、耐力または塑性流動応力が記述できる。また、前項の「(補 3)耐力

等のバラツキ」でも指摘したように、式(3.1.1-28)は、非照射材の溶体化処理材にも適用

でき、その場合のε0は、やはり耐力を定める等価予歪み(塑性)であるが値は小さい(典型

的には、対数歪みで、0.03 程度である)。また、式(3.1.1-27)の表し方を用いれば、等価

予歪みは先在している転位密度の値にも対応することになる。 

 このようにε0は、溶体化処理材の耐力を定める等価予歪み(相当する転位密度)と、冷間

加工による塑性歪み(相当する転位密度)、或は、照射後の耐力レベルに対応する等価(塑性)

予歪み(相当する転位密度)の和であるが、溶体化処理材のε0は小さいので、大略、冷間加

工による塑性歪み、或は、照射後の耐力レベルに対応する等価予歪みとほぼ等しくなる。 

 この等価予歪みは、次式により求めることができると考えられる。なお、式(3.1.1-28)

では、照射により、A(=1200MPa 程度)も n(=0.5 程度)も変化しない(そのように扱っても、

実験結果を満足するレベルで近似できる)。 

0  (
 y,irr

A
)1/ n  (3.1.1-29) 

このようにして、照射材等の耐力から等価予歪みが得られれば、適当な手法を使うことで、

以下の事柄を容易に推測することができる。 

・残留延性 (破断歪み; 大略、2n〜2.2n 程度から、ε0を差し引く) 

・加工硬化能 

・照射後の単軸等の工学的応力-歪み関係 

(FEM 等の適当な解析方法として文献34の方法を用いた結果を図 3.1.1-48 に示す) 

さらに、以下を推測できよう35 

・照射材の破壊靭性値 

・照射材の疲労挙動 

                             
32 S. Jitsukawa, Y. Abe, N. Okubo and K. Suzuki, ASTM STP 1547, 2013, pp. 288-312 
33 例えば、R. J. DiMelfi and J. M. Kumar, J. Nucl. Mater., 89(1980)338 
34 D. Lee and F. Zaverl, Acta Metall., Vol. 28, 1980, pp.1415–1426. 
35 S. Jitsukawa,他, J. Nucl. Mater 271&272(1999)167-172 

y,irr A(0  )n
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(c) 耐力等と破壊靭性の関係 

 引張りでの延性破壊(破断)は、主に、局部くびれの発生がきっかけになると言われる。

図 3.1.1-49 に、試験部が丸棒及び角柱の試験片での破断部の例を示すが、ここで丸棒(マ

ルテンサイト鋼)の破面の半分以上は、引張り方向と数 10 度の角度を持った面で形成され

ており、また、角柱(40％冷間加工材)の場合には、破面の大半は、45 度程度の角度を持つ

面で形成されている。そして、これらの傾いた面は、これに沿って形成された局部くびれ

の発生に引き続いて形成されたとされるようである --- 延性破壊の場合には、このように

局部くびれの発生が破面形成のきっかけになる。 

 

 この局部くびれの発生は、材料の加工硬化能及び荷重と形状による応力状態に依存する。

言い換えると、後者(「形状による応力状態」の影響)については、き裂先端での特徴的な

応力状態によって、局部くびれの発生条件、すなわち延性破壊のきっかけの条件が影響さ

れることに対応する(逆に、この依存性が推測できれば、様々な延性破壊の条件を統一的に

表すことができることになるのであろう)。 

 このように、もし、き裂の進展条件に対応する(き裂の先端近傍の応力状態の影響を反映

した)、特徴的な(応力-歪み)条件が決まれば、き裂の進展条件は、以下の式の結果を用い

て表わせる可能性があると思われる。 

 

Critical な(σ, ε やその履歴) = f (加工硬化能、応力状態など) (3.1.1-30) 

 

 引張試験でも、破断のきっかけになる局部くびれ発生条件は、式(3.1.1-30)で表される

であろう。破壊靭性でのき裂進展と引張試験の破断条件の間に違いが生じるとすれば、応

力状態が、局部くびれが生じる Critical な(σ, ε)に与える影響によることになろう。結

局、破壊靭性値と引張での靭性(破断までのエネルギーの散逸)は、いずれも、単位体積(引

張の場合)、或は、単位面積当りに(き裂進展の場合)、変形により生じるエネルギーの散逸

量として、記述されることになる。 

 引張りでの延性破壊と、き裂進展の Critical な条件を実験的に求め、この比較を行うこ

とで、き裂先端での Critical な(σ, ε)がどのようであるかを推定し、さらに、この結果

を使い、測定可能(或は、前項 3-2)で指摘したように、降伏応力から正確に推定可能)な、

引張試験での破断条件から、き裂の進展条件(延性的な)を推定する方法の抽出を試みる。 

 引張試験での破断部の破断条件(破壊発生時までに散逸されたエネルギー密度 TT(体積

密度))は、 

TT  A(0 )n(0.5)

 0

 f d  (3.1.1-31) 

  

一方、き裂進展時の(破壊発生)条件は、面積当りの散逸されたエネルギー密度 FT であっ
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て、 

(J )FT  r A(0 )n(0.5)

 0

 f d  (3.1.1-32) 

 

となるであろう。ここで、式(3.1.1-32)での rは、塑性域の厚さに対応する (図 3.1.1-50

参照)。また、εfは、両式では、当然異なる。 

 一方、塑性域の厚さは、しばしば、J/σ の関数で示され、降伏応力、或は、塑性流動応

力の逆数なので、これを式(3.1.1-32)の r に入れたものを(式(3.1.1-33))、破壊靭性値の

測定値と比較してみる。結果を図 3.1.1-51 に示すが、曲線の形状から、き裂先端での破面

形成時の critical な歪み値に関係する量も推定できるはずである。なお、式(3.1.1-33)

の A*(面積に相当する次元の値)とεf をパラメータとして変化させて、実験結果のプロッ

トに合わせる。 

(J )FT  (A* / y) A(0 )n(0.5)

 0

 f d  (3.1.1-33) 

ここで、塑性域の厚さ方向の塑性歪みの分布は均一ではないので、それに関するずれは含

まれることになる。 

 「3.1.2 の(1)破壊靭性評価法」などで示されている、及び後述するように本報告で求め

た、冷間加工材の引張りデータ及び弾塑性破壊靭性値を用いてプロットすると、図

3.1.1-51 のようになる。ここで横軸が耐力、縦軸が破壊靭性値で、青い点が式(3.1.1-34)

の計算値である。 

 ここに示した解析は、半定量的なものであるが、しかし、試みに比較を行うと、割れが

進む歪みの臨界値εfは、0.935 となり、これより、き裂先端では、引張試験(丸棒)での破

断条件よりも、少し小さい(2/3 程度である)値で、割れが生じるようであると推定される

(丸棒では、1.2-1.5 程度に達することが多いが、薄板では 0.5-0.6 程度まで、低下するこ

ともある)。き裂先端近傍での応力状態の影響により、これから推測されるように塑性不安

定の発生条件などの破壊を導く挙動の発生条件が変化するものと考えられる。 

 図 3.1.1-51 に含まれるプロットとも関係するが、図 3.1.1-52 に示す試験片、さらに、

通常の CT 試験片(0.4TCT であり小型である)を用いた、冷間加工材の破壊靭性試験も行っ

た。このうち、40%加工材については、0.4TCT 試験片でもポップインを生じたので、この

条件から破壊靭性値の測定を試みた(破壊した試験片の例を図 3.1.1-53 に示す)。手法は、

ASTM E813 に準じた方法で行った。異方性を含めた評価をおこない、少なくとも、40%冷間

加工材については、LT 方向で、540kJ/m2、TL 方向で、430kJ/m2 さらに、SL 方向で、340kJ/m2

となり、余り強いものではないが、冷間加工の段階で、ある程度の異方性が導入されたこ

とがわかる。なお、25％冷間加工材については、試験片の寸法効果のためき裂進展が少な

く、有意な破壊靭性値の評価は困難であった。 

 一方、図 3.1.1-52 に示す破壊靭性試験片を用い、混合モードのき裂進展抵抗の評価を進



 

めた

の試験

束に

 

図 3.

 

図 3

 

ところ、疲労

験片で得られ

よるものと推

.1.1-49 引

.1.1-50 き

労予き裂の導

れた結果とほ

推測される。

引張試験での

40%冷

き裂の先端近

導入時にき裂

ほぼ同様の結

 

の延性的な破

間加工材の角

近傍での変形

3-89 

裂がモード I

結果となった

破面 左がマル

角柱試験片(

形領域の概要

の方向に進展

た。この原因

ルテンサイ

(1.5mm 角)の

(変形領域で

展し、この結

因は、試験片

ト鋼の丸棒(

の場合 

 

での仕事が破

結果、結局、0.

片保持部分で

 

(径 10mm)、右

破壊靭性に対

4TCT

の拘

右が

対応) 



 

 

     
36 例

212-2

図 3.1.1-

き裂の先端

          

えば、H. Li

215(1994)74

図 3.

52 混合モー

端での変形が

          

i, R. H. Jo

41 

1.1-51 降

ード破壊靭性

が、引張試験

    

ones, J. P.

3-90 

降伏応力と破

性試験片36(他

の場合のよ

 Hirth, D.

破壊靭性値の

他に、0.4TC

うにせん断変

 S. Gelles,

関係 

CT 試験片も使

変形となる形

, J. Nucl. 

 

使用した) 

形状である 

Mater., 

 



 

 

(d) ま

照射

つの段

たベキ

に、

照射

Swift

定能力

 弾

付け

する場

行い、

かった

まとめ 

射硬化の照射

段階を持つが

キ乗の式を用

これらの近似

射硬化したオ

t の式で、よ

力が向上し得

弾塑性的な変

る概念的な関

場合の歪み値

、き裂進展方

た)。 

図 3.1.1-5

射量依存性を

が、MRP の報

用いた方法の

似式の使用上

オーステナイ

よく近似され

得る。 

変形を伴うき

関係式を得、

値が、0.95 程

方向による異

53 ポップイ

を示す近似式

報告で示され

のいずれにつ

上の特徴等を

イト鋼の真応

れる。また、

裂の進展と

冷間加工材

程度になると

異方性の大き

3-91 

インを生じて

式について検

れている指数

ついても、そ

を示した。

応力-真歪み

定式化によ

、引張試験で

材の実験結果

との結果とな

きさを示す結

 

て破壊した試

検討を行った

数関数を用い

それらの 3つ

関係が、等価

より、照射構

での破断過程

果にこれを適

なった。冷間

結果を得た(異

試験片の例 

た。硬化の照射

いた式、及び

つの段階を近

価硬化歪みの

構造物の様々

程の比較を行

適用したとこ

間加工材に破

異方性は、大

射量依存性は

び、今回、提

近似できる。

の概念を導入

な力学挙動

行い、両者を

ころ、き裂が

破壊靭性試験

大きいもので

は、3

提示し

さら

入した

の推

関係

進展

験等を

はな



 

3-92 

4)  照射材試験 

BWR 炉内構造物の健全性評価で使用される弾塑性解析等では、中性子照射による特有の真

応力真ひずみ関係の変化を適切に表す構成式が重要である。本試験では、照射材の真応力

真ひずみ関係を把握することを目的に、クリップゲージ型変位計を用いた引張試験を行い、

データを整備する。また、塑性変形後の真応力-真ひずみ測定のためのデジタル画像相関法

の照射材への適用性を検討する。 

 具体的には、約 12dpa 照射材を対象に、BWR 運転温度(288℃)で、クリップゲージ型変位

計を用いた引張試験を行い、弾性範囲におけるヤング率の測定を行うとともに、0.2%耐力、

引張強さ等の機械的特性データを得る。また、約 4dpa 照射材に対してクリップゲージ型変

位計と画像相関法を同時に用いて引張試験を行い、画像相関法の照射材への適用性を確認

するとともに塑性変形後の真応力-真ひずみの評価を実施する。 

 

(a) クリップゲージ型変位計を用いた引張試験 

a) 供試材 

供試材は約 12dpa まで中性子照射された SUS316L である。表 3.1.1-13 に試験片の化学組

成を示す。また、供試材の損傷量を表 3.1.1-14 に示す。図 3.1.1-54 に引張試験片の寸法

を示す。 

 

表 3.1.1-13 供試材の化学組成(wt%) 

Cr Ni Mn Mo Si P C Fe 

17.54 12.55 0.83 2.11 0.43 0.023 0.008 bal. 

 

 

表 3.1.1-14 共済材の照射量 

試料名 損傷量(dpa) 

A432 12.4 

A433 12.1 
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に示す応力-ひずみ線図から明らかなように、本試験片は加工硬化しておらず真応力-真ひ

ずみ関係は得られなかった。 

 

(ii)ヤング率測定 

 ヤング率測定は引張試験の前に JISZ2280 に準拠して行った。BWR 引張データベースから

供試材の 0.2％耐力は 700MPa 程度と予想されたので、JISZ2280 に従い 0～350MPa の範囲で

ヤング率を測定した。ヤング率は 5点測定し、最小値と最大値を除く 3点の平均とした。

A432 の公称応力-ひずみ線図を図 3.1.1-56 に示す。これらの結果からヤング率 135GPa が

得られた。JISZ2280 に準拠して求めたヤング率と図 3.1.1-55 の公称応力-ひずみ曲線から

求めたヤング率をにまとめた。後者のヤング率は応力-ひずみ線図の弾性範囲から求めた。

未照射材においてはヤング率の測定法によらずほぼ同じ値が得られているが文献値より

20%程度低かった。一方、照射材では応力-ひずみ曲線から求めたヤング率のほうが JIS に

準拠した方法よりも高くなっていた。一般的に応力-ひずみ曲線では弾性範囲の初期の傾き

が緩く、応力レベルに高くなるに連れて傾きが立ってくる。このため、応力レベルの低い

未照射材では両者の測定値が近く、応力レベルの高い照射材では両者の差が顕著になった

と考えられる。これらの結果から、測定方法によるバラツキはあるものの、照射材のヤン

グ率は未照射材の文献値に近く、損傷量に対するヤング率の変化はほとんどないものと考

えられる。 
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図 3.1.1-55 288℃で行った引張試験で求めた応力-ひずみ線図 
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表 3.1.1-15 引張試験結果 

 

*1 応力-ひずみ線図より求めた  

 

 

 

 

図 3.1.1-56 288℃における A432 のヤング率測定結果 
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表 3.1.1-16 ヤング率測定結果 

鋼種 試験片名 試験温度（℃） ヤング率(GPa) 測定方法 

316L 

未照射材 

288 

149 
JIS 準拠 

クリップゲージ 

141 SS 曲線より 

170 文献値 

A432 
135 

JIS 準拠 

クリップゲージ 

163 SS 曲線より 

A433 172 SS 曲線より 

 

 

(b) デジタル画像相関法(Digital Image Crrelation)の照射材への適用性検討 

a) 試験方法 

 昨年度実施した未照射材を用いた適用性確認試験により、以下の課題が抽出された。 

・試験片取り付けの際に障害となる CCD カメラの遠隔操作による設置およびフォーカ

シング方法 

・遠隔操作による照射材への染料塗布方法 

 照射材の試験を行う前に、上記課題を解決するために、可動式 CCD カメラ据え付け治具

を作製して予めフォーカス位置を固定することにより遠隔操作でのフォーカシングを可能

にした。また、染料塗布に用いるスプレー缶と試験片の位置関係ならびに塗布時間等を最

適化することにより遠隔操作での染料塗布が可能となった。昨年度抽出された課題が解決

されたため照射材を用いた試験を行った。 

供試材は約 4dpa まで中性子照射された SUS304L である。表 3.1.1-17 に試験片の化学組

成を示す。また、図 3.1.1-57 に引張試験片の寸法を示す。供試材の損傷量を表 3.1.1-18

に示す。セル内で引張試験片にクリップゲージ型変位計を取り付けた後、試験片表面には

DIC でのひずみ同定を容易にするため図 3.1.1-58 に示すようなランダムな模様を、スプレ

ー塗料を用いて付与した。ひずみ速度約 3.0×10-4 で試験片を引張り、そのときの試験片

表面の様子を 2台の CCD カメラで撮影した。図 3.1.1-59 に試験時の状況写真を示す。 

 

 

表 3.1.1-17 供試材の化学組成(wt%) 

Cr Ni Mn Si P C Fe 

18.58 8.93 1.2 0.65 0.024 0.05 bal. 
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た 3次元の変

の減少によ

さが変化する

方向の変位の

のソフトウェ

にクリップゲ

クリップゲー

、DIC では局

動が異なる特

強さは同程度

によるものと

1.1-61 に示

計と DIC によ

カメラを用い

変位測定を行

りカメラとの

る（みかけ上

の影響を補正

ェア（VIC-3

図 3.1.1

ゲージ型変位

ージ型変位計

局所的なひず

特徴がある。

度であるが、

と考えられる

示す。この画像

よる引張試験

いて、試験片

行った。引張

の距離が変化

上の変形が発

正することが

3D)を用いた
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1-59 試験時

 

位計と DIC で評

計では引張試

ずみを評価可

また、得ら

伸びが大き

る。試験開始

像から引張試

験が同時に実

片表面の変形

張試験では、

化したりする

発生する）。3次

が可能となる

。  

時の状況 

評価した H3

試験片のゲー

能なので、く

れた応力-ひ

きく異なって

始時の試験片

試験片の平行

実施できたこ

形を同時撮影

試験片表面

ることで、2

次元の変形計

る。画像の撮

38 と H342 の

ージ部全体の

くびれが生じ

ひずみ線図か

ていた。伸び

片表面と破断

行部で破断し

ことが確認で

影することに

面に凹凸など

次元の観察

計測を実施す

撮影およびひ

 

の公称応力-

のひずみを評

じてからの応

から、両試験

びは H338>H34

断直前の試験

しており、ク

できた。本測

により、視差

どが発生した

察の場合は画

することによ

ひずみ同定に

-ひず

価し

応力-

験片の

42 で

験片表

リッ

定で

差を利

り、

画像の

より、

は、
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図 3.1.1-60 クロスヘッド変位と荷重の関係 

 

 

0

200

400

600

800

1000

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6

N
o
m
in
al
 s
tr
e
ss
, M

P
a

Nominal strain

DIC

クリップゲージ型変位計

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

0.00 0.05 0.10 0.15 0.20 0.25 0.30

N
o
m
in
al
 s
tr
e
ss
, M

P
a

Nominal strain

DIC

クリップゲージ型変位計

H338

H342



 

 

c)真真

図

れ部の

応力

るこ

(Pexp

FEA で

部のひ

られ

に対応

わせが

の小

てい

変形解

 

真応力-ひず

3.1.1-62 に

の Mises 相当

と必ずしも一

とで、計算

p)とデジタル

で用いる真応

ひずみεtを

る負荷荷重

応する応力

が、FEA の入

さい方から順

る i-1 番目以

解析（NLGEO

ずみ曲線の同

に真応力-ひず

当応力が必要

一致しない。

によってく

ル画像相関法

応力-ひずみ

を時系列に並

(PFEM)を Pe

σt(i)を変化

入力データで

順次実施し、

以前の真応力

OM オプショ

図 3.1.1

同定 

ずみ曲線の同

要となる。し

本同定手順

びれ部の相

法で測定され

曲線を逆解析

並べ、小さい方

exp に一致さ

化させる。PF

である真応力

εt (i)に対

力-ひずみ曲

ン)を適用し
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1-61 DIC 観

同定手順を示

しかし、くび

順では、試験片

当応力を推

れたくびれ部

析で推定する

方から i 番

させるように

FEM = Pexp

力-ひずみ曲

対する真応力

線は変更し

した。 

観察画像 

示す。応力-ひ

びれによる多

片の変形を有

定した。つ

部のひずみε

る。具体的に

目のひずみ

に、応力-ひず

となるとき

線の一点と

力σt(i)を同

ない。有限要

ひずみ曲線の

多軸効果で、

有限要素解析

まり、試験

tの関係が一

には、試験で

εt (i)に相

ずみ曲線上の

のσt(i)と

して求まる。

同定する時に

要素解析は A

の同定には、

相当応力は

析(FEA)で再

で負荷した

一致するよう

で得られたく

当する FEA

のひずみεt

εt (i)の組

。この同定を

には、既に求

ABAQUS によ

 

くび

公称

再現す

荷重

うに、

びれ

で得

 (i)

組み合

をεt

求まっ

る大
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d) 結果 

クリップゲージ型変位計と DIC の異なるひずみ測定法により同定された真応力-ひずみ

曲線を図 3.1.1-63 に示す。この図から明らかなように、クリップ型変位計と DIC による真

応力-真ひずみ線図は、通常の引張強さの範囲まではほぼ同じ線図となり、照射材に対して

も DIC が適用可能であることが確認できた。また、DIC では従来の試験方法では不可能で

あった引張強さ以降の真応力-真ひずみ線図が取得可能であり、照射材特有の局所的な変形

量を知る手掛かりとなる。さらに、図には Swift 式も併せて示しているように、DIC によ

り得られた真応力-真ひずみ曲線に対しても Swift 式が適用可能であると結論された。 

 図 3.1.1-63 から DIC の結果のみを抽出して図 3.1.1-64 に示す。図 3.1.1-60 に示したよ

うに、試験に供した試験片の一様伸びは大きく異なっており、損傷量の差と考えられた。

しかし、DIC による真応力-真ひずみ線図にはひずみ量の差はほとんど見られず、傾きの差

となって表れている。このことは、変形量が極めて減少すると考えられてきた高照射材に

おいてもくびれ後には十分な変形が生じている可能性を示唆する。このような照射材の真

応力-真ひずみ曲線の特徴は従来の引張試験では得られなかった知見であり、本手法が照射

材特有の変形挙動を調べる有効なツールであることを示している。 

DIC を照射材に適用することで得られた従来知見と異なる傾向が一般化可能か、継続し

て照射材を用いたデータを蓄積する必要がある。 



 

 

図 3.1.1-62 真応
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応力－真ひず

 

み曲線の同定定手順 

 



 

図 3.1.1-63
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3 真応力-ひ

 

ひずみ曲線
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図 3.1.1-64 真応力-ひずみ曲線 
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5)  破壊機構の検討  

(a) 本研究の背景及び目的 

 軽水炉の炉内構造物は、中性子照射の影響を受け、ミクロ組織、組成、機械的性質等が

変化することが知られている。これらの影響を適切に考慮することは、中性子照射材の破

壊機構を検討するために重要であると考えられる。一方、多結晶金属材料の破壊機構を検

討するにあたっては、力学的な観点では、結晶粒レベルの局所的な応力やひずみに注目す

る必要がある。巨視的には均質等方性とみなせる材料であっても、局所的には結晶方位に

よる弾性異方性やすべり変形により、応力場やひずみ場は不均一となる。そのため、巨視

的に負荷された応力やひずみよりも高い応力やひずみが局所的には発生している可能性が

あり、その発生特性を明らかにすることは、破壊機構を検討するために不可欠である。特

に中性子照射材では、すべり変形の局所化が変形挙動や破壊挙動に大きな影響を及ぼすこ

とが明らかにされており、局所的な応力やひずみに注目した検討は極めて重要であると考

えられる。 

 そこで本研究では、中性子照射材に生じる結晶粒レベルの局所的な応力やひずみの分布

特性を明らかにすることを目的とする。そのために、平成 24 年度の事業において、多結晶

形状の有限要素モデルを作成し、結晶粒ごとの方位によって生じるすべり変形挙動を考慮

した結晶塑性論を用いた数値解析手法の構築を行った。構築した数値解析手法において、

照射による硬化はすべり変形特性の変化によって生じるものと仮定し、結晶塑性論に用い

る材料パラメータの変化として考慮した。また、構築した数値解析手法を用いて、中性子

照射による応力ひずみ関係の変化（硬化）が、局所的な応力分布特性に及ぼす影響につい

て検討し、基本的な特性を明らかにした。しかし、数値解析においては巨視的な応力ひず

み関係を再現するような結晶塑性論における材料パラメータを決定して使用しており、数

値解析によって得られた局所的な応力・ひずみ分布を直接、実験結果と比較して、妥当性

を検証するには至っていない。これは、結晶粒レベルでの応力やひずみ分布を測定可能な

汎用的な手法が存在しないためであるが、近年になって電子線回折パターンを利用した応

力測定や、デジタル画像相関法によるひずみ測定が可能になりつつある。そこで本研究に

おいては、比較的測定が容易と考えられる粗大結晶粒の微小試験片を用いて、局所応力・

ひずみ分布の測定を行い、平成 24 年度に構築した数値解析手法による結果と比較・考察す

ることで、本研究で使用する数値解析手法の妥当性を検討する。また、妥当性を検討した

数値解析手法を用いて、局所応力分布特性に関して改めて整理を行う。 

 

(b) 実施内容 

 本研究では、中性子照射による応力ひずみ関係の変化を材料特性の変化として考慮し、

中性子照射材に生じる局所的な応力やひずみの分布特性を、多結晶有限要素モデルを用い

た結晶塑性解析により調べる。今年度は特に、平成 24 年度に構築した局所応力分布の数値

解析手法の妥当性検証のための、局所応力分布及び局所ひずみ分布の測定手法の検討を実
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施した。 

 局所応力分布の測定には、電子後方散乱回折(EBSD: Electron Backscatter Diffraction)

パターンを利用した測定法を用いた。本手法では電子線回折パターン（菊池パターン）が、

電子線照射位置に作用する応力やひずみによって変化することを利用し、格子ひずみ及び

応力を算出するもので、結晶粒レベルの局所応力・弾性ひずみを測定可能な数少ない手法

の一つとして期待されている。しかし、提案されて間もない手法であり、適用可能対象や

測定条件の詳細など、必ずしも明らかでない部分も多い。そこで本研究においては、測定

条件及び解析条件を変化させ、応力測定結果に及ぼす影響を考察し、本手法の適用可能性

を検討した。局所ひずみ分布の測定には、デジタル画像相関（DIC: Digital Image 

Correlation）法を用いた。DIC 法は、変形前後の表面画像解析により、変位やひずみを測

定する手法であり、比較的簡便に、かつ、測定領域を比較的自由に設定して測定が可能な

手法である。高分解能を有する表面観察機器を用いることで、高精度にひずみ分布を測定

することが期待できる。 

 本年度は、EBSD 法による応力測定及び DIC 法によるひずみ測定を、オーステナイト系ス

テンレス鋼の粗大粒微小試験片の引張試験に適用し、その適用可能性を検討した。また、

引張試験を模擬した数値解析を平成 24 年度に構築した数値解析手法により実施して、測定

結果と比較し、数値解析手法の妥当性を検討した。最後に、妥当性を検討した数値解析手

法を用いて、未照射材及び照射硬化想定材に生じる局所応力分布特性を明らかにした。 

 

(c) 局所応力・ひずみ測定手法 

a) 電子線後方散乱回折（EBSD）法による局所応力測定原理 

(i) 電子線回折パターンの発生原理 

 EBSD 法では、図 3.1.1-65(a)に示すように SEM 内で大きく傾斜した試料に電子線を照射

した際に発生する菊池パターンを蛍光スクリーンで捕らえ、電子線の照射領域の結晶方位

や組成などを測定する。電子線が傾斜した試料に侵入し、試料表面近傍の原子に衝突する

と、この電子線は弾性・非弾性散乱し、そこが新たな光源のようになり試料中を全方向に

広がっていく。この電子は例えば図 3.1.1-65(b)に示すような試料の結晶面で回折される。

このように回折した電子は蛍光板で線状に現れる。このようにして現れるものは図

3.1.1-65(c)のように各結晶粒の回折面と対応しており、その変化を測定して格子ひずみ及

び応力の測定を行うことが可能となる。現在、このような原理に基づく応力測定は、市販

のソフトウェア（CrossCourt3）を用いて実施可能であり、本研究でも同ソフトを利用した。 

 



 

 

(ii) 

 まず

法に

同図に

伴う結

 この

するか

的に示

に回折

ひずみ

シフ

なる。

と弾性

 ただ

Q3を測

式(3.

(a) E

単結晶金属

ず、図 3.1.

よる応力測定

に示すような

結晶方位の変

のとき、弾性

か考える。一

示す。無応力

折が生じ、P

み εe22の影

トする。この

。これは任意

性ひずみは式

だし、ここで

測定すること

.1.1-37)に示

EBSD 法の概要

図 3.

属における測

1-66 のよう

定を考える。

な菊池パター

変化や残留応

性ひずみや結

一例として、

力状態につい

P において回

影響で OP 方向

のときの PP

意の方向の変

式(3.1.1-35

で、菊池パタ

とはできない

示すとおりに

要 

(c) 回折面

1.1-65 EB

測定 

うに単結晶金

この試験片

ーンが得られ

応力の影響を

結晶方位の変

RD 方向に弾

いて、電子線

回折線が確認

向に回折して

’ベクトル

変位勾配でも

5)により関係

ターンの解析

い。そこで、未

に qとひずみ
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面と菊池パタ

SD 法による

金属の試験片

片について、

れたとすると

を受けて、A

変化などに依

弾性垂直ひず

線が O 点で非

認されたとす

ていた電子線

Q は OP ベク

も同様のこと

係づけられる

析で Q1 と Q2

未知数λ を用

みを結びつけ

(b) 電子

ーンの関係

応力測定の

中央に押込

押込み位置

と、中央に近

とは異なる

依存して菊池

ずみが生じた

非弾性散乱を起

する。ここで

線は若干回折

クトル r を用

とがいえるた

る。 

2 は測定可能

用いて、式(3

けることがで

線回折の模式

原理 

み試験を施し

置から十分離

近い B点では

菊池パター

池パターンが

た場合を図 3

起こし、図中

で、同図に示

折角度が変化

用いて式(3.1

ため、菊池パ

能であるが、

3.1.1-36)に

できる。さらに

式図 

 

した場合の

離れた領域 A

は、押込み試

ンが得られる

がどのように

3.1.1-67 に

中 OP に示す

示すとおり、

化し、OP’方

1.1-34)のよ

パターンの変

表面画像解

に示す qを考

に、式(3.1.1

 

EBSD

で、

試験に

る。 

変化

模式

す方向

弾性

方向に

うに

化量

解析で

考え、

-37)
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から λ を消去することで式(3.1.1-38)を得られる。さらに、測定される Qの値は面内のも

のであるから、式(3.1.1-39)が成り立ち、式(3.1.1-38)は式(3.1.1-40)のように書き換え

られる。 
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(3.1.1-34) 
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(3.1.1-35) 

 (3.1.1-36) 

 
(3.1.1-37) 

 (3.1.1-38) 

 (3.1.1-39) 

 (3.1.1-40) 

 式(3.1.1-40)により、結晶粒レベルの微視的弾性ひずみ量と菊池パターンの微小変位量

が結びつけられる。例えば、垂直ひずみにより図 3.1.1-68 のように回折パターンが変化す

る。他にもせん断ひずみ、剛体回転の影響も同様に記述でき、回折パターンの微小な変化

量が、これらの変形の重畳によるものと考えれば、逆問題的にひずみを求めることができ
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る。 

 なお、式(3.1.1-40)においては未知数が 8 個であり、n 個の ROI について、Q1、Q2を計

算すれば、条件式の数が 2n 個となり、原理上、4個以上の ROI（Region of interest）に

ついて Q1、Q2を計算すれば、弾性ひずみを算出することが可能となる。ただし、実際には、

Q1、Q2の測定精度を考慮して多め(13 から 20 程度)の ROI を用いることが望ましいとされ

る。式(3.1.1-41)に示す Mの値が最小となる組を特定することで、弾性ひずみが計算され

る。また、式(3.1.1-41)において計算されるひずみは、スクリーンを基準とした座標系を

基準としたものであるが、これは式(3.1.1-42)により試験片を基準としたひずみに変換で

きる。ここで、θ、ξ はそれぞれ試験片、スクリーンの傾きを表す。 
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ひずみによる菊池パターンの変化 
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(iii) 多結晶金属における弾性ひずみ・応力の測定 

 単結晶金属への押込み試験によって生じる弾性ひずみ・応力の測定では、同一の結晶粒

について無ひずみ・無応力状態の位置が存在するため、EBSD 法による応力測定は比較的容

易に適用できる。一方、本研究で対象とする構造材料は一般的に多結晶材料であるため、

EBSD 法による応力測定を実施するには、測定対象とする結晶粒それぞれに対する、無ひず

み・無応力状態の菊池パターンが必要である。そこで、結晶粒ごとに無ひずみ・無応力状

態であると考えられる点を推定する手法がとられている。ある基準にしたがって無ひず

み・無応力状態であると推定できる点を参照点（リファレンス）とし、測定点とリファレ

ンスとの菊池パターンのずれを計算し、そのずれにより算出されるひずみ成分をその点の

ひずみ成分とする。ところが、一般に、無ひずみ・無応力状態のリファレンスを特定する

ことは容易ではない。とりわけ、多結晶金属の引張試験などであると、結晶粒全体に応力

が作用していると考えられ、無応力状態の点はそもそも存在しない場合の方が多いと考え

られる。そこで、リファレンスの選定には、以下のような手法が考えられている。 

① IQ 値を用いる手法 

 EBSD 法における回折パターンの鮮明度を評価する際に、IQ（Image Quality）値と

いうパラメータが広く用いられている。これは図 3.1.1-65 において、蛍光板に到達し

た電子の量を表す。電子配列に乱れが生じていた場合、電子は回折しにくくなり、入

射電子のうちの、蛍光板に到達する割合が小さくなる。よって、IQ 値が高いことは原

子が均一に配列していることを表し、その点については外力の影響をほとんど受けて

いないと考えられる。そのため、結晶粒の中で、IQ 値の最も高い点はほぼ無応力状態

であると仮定して、この点をリファレンスとする考え方である。 

② CI 値を用いる手法 

 EBSD 法において、結晶方位は統計的手法により特定される。すなわち、菊池パター

ンから測定されたバンドについて、結晶方位ごとに「投票(Vote)」を行う形で行われ

る。バンド角度から考えられる結晶方位 g(1)、g(2)、…、g(n)があり、それぞれにつ

いて最も投票数の多かった結晶方位の投票数を V1、2 番目に大きかった結晶方位の投

票数を V2、投票数の総和を VIDEALとすると、結晶方位は V1の投票数を獲得したものに

決定され、CI（Confidence Index）値は CI = (V1 – V2)/VIDEAL により決定される。CI

値は 0から 1の値をとり、この値が大きいほど測定結果が信頼できるものであると評

価される。EBSD 法による応力測定では、結晶粒のうち、CI 値が最も大きい点をリファ

レンスとして採用する手法も使用可能である。 

③ Fit 指数を用いる手法 

 Fit 指数も菊池パターンの指数付けの信頼性を評価するパラメータであり、前述の

Voting 法により得られた結晶方位からそれぞれのバンドがどの位置に表れるべきか

計算し、実際に表れるバンド位置とのずれ角を計算し、平均化したものである。この

値が小さいほど、結晶方位の乱れが小さいと考えられている。 
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④ KAM 値を用いる手法 

 KAM(Kernel Average Misorientation)値は隣り合う測定点との結晶方位差を表した

ものである。ある 2 点 A、B の結晶方位がそれぞれ gA、gBで評価されるとすると、AB

間の結晶方位差θは式(3.1.1-43)に示す∆gを用いて式(3.1.1-44)により求められる。

この結晶方位差を隣接する測定点間で平均したものが KAM 値であり、この値が小さい

ほど、結晶方位の乱れが小さいと考えられる。 
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(3.1.1-4

4) 

 

 局所応力・ひずみを測定するにあたっては、上述の手法などにより無ひずみ・無応力状

態の点を特定することができれば望ましいが、IQ 値、CI 値、Fit 値、KAM 値などは、必ず

しも応力やひずみ状態を直接表す指標であるとは言えない。さらに、静的引張応力下など

では、そもそも結晶粒内に無ひずみ・無応力状態の点が存在しないことも考えられる。上

述の手法で特定されたリファレンスに既に初期ひずみ及び初期応力が存在していた場合、

それ以外の点において測定される応力・弾性ひずみはリファレンスとの差分となる。この

ことから、リファレンスを基準とした、粒内の相対的な応力分布の推定は、リファレンス

の回折パターンが鮮明であれば、可能であると予想される。 

 また、同様の考え方に基づけば、巨視的に無ひずみ・無応力状態のある点における菊池

パターンをリファレンスに採用し、応力を負荷した状態で、同じ点における菊池パターン

との応力差を求めることも原理的には可能であると考えられる。この手法を用いれば、こ

れらの 2点における菊池パターンが鮮明であれば、巨視的な応力の負荷に伴う局所的な応

力の増分について評価することができる可能性がある。しかし、この手法を適用するには、

例えば以下のような原因で誤差が生じる可能性がある。仮に、図 3.1.1-69(b)に示すよう

に巨視的な応力負荷に伴って剛体回転が生じた場合、それに伴って回折パターンも変化し

てしまう。この回転量は十分に小さければ、回転成分ωij として評価され、応力測定結果

にはあまり影響を及ぼさないとは考えられるものの、少なからず誤差を生む要因にはなり

得る。また、図 3.1.1-69(c)に示すように剛体変位が生じた場合、回折位置が異なり、こ

れも回折パターンの様子を若干変化させ、誤差を生む要因となってしまう。これを防ぐた

めに、ステージの移動などでこの剛体変位は補正する必要がある。他にも、図 3.1.1-69(d)

に示すように、試験片に大きな変形が生じた場合はステージの移動では補正できず、電子

ビームの焦点が合いにくくなるなどの問題が生じる場合がある。 
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タル画像相関
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c) 微小引張試験方法 

 本研究においてはEBSD法による応力測定及びDIC法によるひずみ測定を適用する対象と

して、微小引張試験を実施した。試験片形状は図 3.1.1-72、熱処理前の機械的特性は表

3.1.1-19、化学組成は表 3.1.1-20 のとおりである。試験片はあらかじめ表 3.1.1-21 に示

す前処理を施している。これは結晶粒を粗大化させ、試験片の板厚方向の結晶粒数を 1つ

に、かつ、粒界を試験片表面に垂直に近付け、以降で実施する数値解析におけるモデル化

ならびに比較を容易にすることを目的としたものである。応力測定は図中緑色の

600 × 400 µm、DIC によるひずみ測定は青色の 780 × 1460 µm の領域で行った。応力測

定・解析条件を表 3.1.1-22 に示す。 

 

 

図 3.1.1-72 微小引張試験片の形状及び寸法 

 

表 3.1.1-19 供試材の機械的特性（熱処理前） 

specification JIS G4304-1999 SUS316 

0.2% proof strength 245 MPa 

Tensile strength 555 MPa 

Elongation 68% 

HBW 135 

 

表 3.1.1-20 供試材の化学組成 

Fe C Si Mn P S Ni Cr Mo 

balance 0.05 0.41 0.83 0.026 0.001 10.08 16.14 2.08 
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表 3.1.1-21 試験片の前処理条件 

No.  preprocessing purpose 

1 

make specimen shown in Fig. 2.1 by electric 

discharge machine. the thickness was 0.25 mm at 

that time. 

 

2 mechanical polishing by #1200 emery paper remove surface impurities

3 suspend in 1200°C for 12 hours make grain larger 

4 attach to AccuStop remove surface impurities

5 OPU polishing surface smoothing 

6 suspend in 850°C for 2 hours remove residual stress 

7 TENSEC treatment for 30 seconds surface smoothing 

 

表 3.1.1-22 応力測定・解析条件 

   remarks 

acquisition of 

Kikuchi pattern 

speed of tensile 

test 
0.1 mm/min 0.0417% / sec 

working distance 15 mm  

phase Iron-Gamma 
lattice constant : 

0.365 nm 

magnification of SEM ×200  

measurement step 5 µm square grid 

CCD camera 

evaluation angle 
6.3°  

stage tilt 70.0°  

CCD camera pixel 

size 
40.3 µm  

format of Kikuchi 

pattern 
TIF image  

binning 1×1  

numper of Kikuchi 

pattern pixels 
936×936 pixels  

acquisition of 

microscope image 

for DIC analysis 

speed of tensile 

test 
0.1 mm/min 0.0417% / sec 

format of microscope 

image 
TIF image  

size of microscope 

image 
3600 × 4800 pixels  

magnification × 200  

observation region 1.17 × 1.56 mm  

resolution of 

microscope image 
0.324 µm / pixel  

  



 

以上の

(B) 

(C) 

(D) 

(E) 

(F) 

(G) 

(H) 

 

 

(d) 局

a) 局

 EBS

レンス

もな

 EBS

におい

の条件の下で

焼鈍後の試

について、

したところ

SEM の内部で

10 N の荷重

除荷を行い

DIC を行うた

カの表面へ

行った。ま

イクロスコ

す領域をマ

10 N の荷重

て、DIC 法に

は塑性変形

み測定であ

18.8 N の状

局所応力・ひ

局所応力分布

SD 法による

スは結晶粒の

う増分を評価

SD 法による

いて、図中の

で、具体的に

試験片につい

電子線応力測

、厚みは 0.

で静的に 10 

重を負荷した

、試験機か

ためのランダ

の塗布と黒

た、巨視的な

ープで測定

イクロスコー

重を負荷し、

に基づく変位

形はほとんど

るとみなし

状態で応力一

ひずみ分布の

布測定結果 

応力測定に関

の中央部付近

価対象とする

応力測定にお

の 16 点をリ

には、図 3.1

て、平行部全

測定を行った

12 mm であっ

Nの荷重を

た状態で、再

ら取り出した

ダムパターン

スプレーの塗

なひずみ量を

した。さらに

ープで撮影し

図 3.1.1-72

位・面内ひず

生じないと考

た。 

一定で制御し

図 3.1.1-7

の測定結果

関して、測定

近で IQ 値の

ることなどを

おけるリファ

ファレンス
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1.1-73 及び以

全域にわたる

た。また、こ

った。 

負荷した。

再度電子線応力

た。 

ンを試験片表

塗布を施し、

を知るために

に、引張試験

した。 

2(a)の領域を

ずみ測定を行

考えると、

、図 3.1.1-

73 微小引張

定条件を決定

高い点とす

を決定した。

ァレンスの位

に採用して応

以下に示す手

る結晶方位測

この時点で試

力測定を行っ

表面に塗布す

表裏面とも

に、特徴的な

験を行う直前

を撮影し、図

行った。10 N

(C)とほぼ同

-72(a)の領域

張試験手順

定するための

ること、引張

 

位置を図 3.1

応力を測定し

手順で実験を

測定を行い、

試験片の厚さ

った。 

するために、

もマイクロス

な点の間隔を

前に図 3.1.1

図 3.1.1-72(

N（83 MPa）

同一の条件下

域を撮影した

の予備検討を

張試験による

1.1-74 に示す

し、続いて S

を行った。 

そのうちの

をノギスで

コロイダル

スコープで観

をトラベリン

1-72 の茶色

(b)の領域に

程度の低荷

下での変位・

た。 

を実施し、リ

る応力の負荷

す。まず SP–

SP–B–10N に

一部

測定

ルシリ

観察を

グマ

で示

つい

荷重で

ひず

 

ファ

荷にと

B–0N

おい



 

て、図

を応力

 その

断面積

り、局

 

図中の 16 点

力増分として

の結果、0 N

積から計算さ

局所的な応力

  

図 3

図 3.1.1

を SP–B–0N

て評価した。

N から 10 N

される巨視的

力の増分とし

          

3.1.1-74 E

(a) σx 

(d) τxy 

-75 EBSD 法

における菊池

 

での応力増分

的な負荷応力

して概ね良好

        (a

EBSD 法による

法による応力
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池パターンに

分は図 3.1.

力と同程度の

好に評価でき

a) SP–B–0N

る応力測定に

(b) 

(e)

力測定結果

に置き換えて

1-75 のよう

の値であり、

きることが明

       (b) 

におけるリフ

σy 

τyz 

（負荷 0 N か

て応力測定を

になった。

EBSD 法によ

明らかになっ

 
SP–B–10N 

ファレンス位

から 10 N での

を行い、その

これは試験

よる応力測定

った。 

位置 

(c) σz  

(f) τzx 

の増分） 

差分

験片の

定によ



 

3-122 

b) 局所ひずみ分布測定結果 

 微小引張試験片を対象として、引張試験中に 18.8 N の巨視的負荷下で DIC による変位測

定及びひずみ測定を行った。なお、測定された変位は、画像の水平方向と引張方向のずれ

や、試験片の剛体変位も含むため、画像の中心位置の変位を 0として補正した値を示して

いる。 

 DIC に基づく面内変位・ひずみ測定結果を図 3.1.1-76 に示す。なお垂直ひずみ（εx及

びεy）については、撮影したデジタル画像上の粒界三重点、コントラストの強い位置など

の特徴点を利用して別途算出しており、DIC による測定結果と定量的に良好な一致をして

いることを確認している。 

 

 

(a) x 方向変位 u (µm) (b) y 方向変位 v (µm) 

 

(c) x 方向ひずみ εx (d) y 方向ひずみ εy 

 

(e) せん断ひずみ γxy  

図 3.1.1-76 DIC 法による変位・ひずみ測定結果 

 

 

  



 

(e) 結

a) 数

 EBS

年度の

片を対

し、境

状及び

 

 

b) 数

 DIC

によ

図 3.

解析結

分布に

荷重が

結果に

に、数

めと考

 続い

る解析

ものが

 

結晶塑性有限

数値解析対象

SD 法による

の事業で構築

対象として数

境界条件とし

び結晶方位は

数値解析結果

C法によって

る解析結果を

1.1-78 及び

結果はよい一

に関しては、

が 10 N の条

において局所

数値解析にお

考えられる。

いて、EBSD

析結果を比較

が存在するも

限要素法によ

象及び数値解

応力測定結

築した数値解

数値解析を行

して図 3.1.1

は、当該領域

図 3

果及び測定結

て測定した変

を比較して、

び図 3.1.1-7

一致を示すこ

、負荷荷重が

条件では、全

所的なピーク

おいてはある

。 

法によって

較して、図 3

ものの、全体

よる局所応力

解析条件 

果及び DIC

解析手法の妥

行った。数値

1-77 のように

域の EBSD に

3.1.1-77 数

結果との比較

変位分布及び

図 3.1.1-78

9 より、変位

ことが確認で

が 18.8 N の条

体的なひずみ

クが生じてい

る程度平均化

測定した応力

3.1.1-82 に示

体としての応
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力・ひずみの

法によるひ

妥当性を検証

値解析対象領

に四辺に DIC

よる結晶方位

数値解析にお

 

びひずみ分布

8、図 3.1.1-

位分布につい

できた。図 3

条件において

みレベルは一

いる。これは

化された状態

力分布と平成

示す。結晶粒

応力レベルは

の数値解析

ずみ測定結果

証するために

領域は、DIC

C 法で得られ

位測定結果に

おける境界条

布と平成25年

-79、図 3.1.

いては、DIC

3.1.1-80 及び

てはよい一致

一致している

は DIC 法によ

態として算出

成 25 年度に

粒ごとによく

は概ね同程度

果との比較を

に、実験と同

法のために

れた変位を与

に基づいて決

条件 

年度に構築し

1-80、図 3.1

法による測

び図 3.1.1-8

致が確認でき

るものの、DI

よる測定の特

出されるとい

に構築した数

一致するも

度であること

を行い、平成

同じ微小引張

に撮影した領

与えた。結晶

決定した。 

 

した数値解析

1.1-81 に示

測定結果及び

81 より、ひ

きた。一方、

IC 法による

特性であると

いう特徴があ

数値解析手法

ものと一致し

が確認でき

成 24

張試験

領域と

粒形

析手法

示す。

び数値

ずみ

負荷

測定

とも

るた

法によ

ない

た。 



 

 

 

(a) 10.0 

(c) 18.8 N

(a) 10.0 

(c) 18.8 N

N,DIC 

N, DIC 

図 3.1.1-

N,DIC 

N, DIC 

図 3.1.1-
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-78 x 方向変

 

-79 y 方向変

変位分布 

変位分布 

(b) 10.0 N

(d) 18.8 N

(b) 10.0 N

(d) 18.8 N

N, FEM 

N, FEM 

N, FEM 

N, FEM 

 

 

 



 

 

 

(a) 10.0 

(c) 18.8 N

図

(a) 10.0 

(c) 18.8 N

図

N,DIC 

N, DIC 

図 3.1.1-80

N,DIC 

N, DIC 

図 3.1.1-81
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x 方向垂直

 

 

y 方向垂直

直ひずみ分布

(

(

直ひずみ分布

(b) 10.0 N

(d) 18.8 N

布 

b) 10.0 N, 

d) 18.8 N, 

布 

N, FEM 

N, FEM 

 

FEM 

 

FEM 

 

 



 

 

 以上

応力分

位・ひ

平成

る。局

平均値

その一

晶粒

ンスの

 

 

 

 

上のように、

分布と、平成

ひずみ分布に

24 年度に構

局所応力分布

値とする応力

一方で、結晶

とそうでない

の設定など、

(a) σx ,

(c) σx ,

、DIC 法によ

成 24 年度の

については、

構築した数値

布については

力値が測定さ

晶粒ごとに数

い結晶粒とが

、測定手法に

 EBSD 

 FEM 

図 3.1

より測定した

事業で構築

DIC 法によ

値解析手法は

は、測定可能

され、応力測

数値解析結果

が存在するこ

に関するさら
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1.1-82 応力

た変位・ひずみ

した数値解析

よる測定結果

は定量的にも

能範囲は数結

測定手法とし

果を比較して

ことも明らか

らなる検討が

力分布 

み分布及び

析結果との比

果と数値解析

も妥当性を有

結晶粒と小さ

して利用可能

てみると、定

かになり、こ

が必要である

(b) σy , 

(d) σy , 

EBSD 法によ

比較を行った

析結果は良好

有するもので

さいものの、

能であること

定量的にもよ

この点に関し

る可能性はあ

EBSD 

 FEM 

より測定した

た。その結果

好な一致を示

であると考え

概ね負荷応

が確認でき

よい一致を示

しては、リフ

ある。 

 

 

局所

果、変

し、

られ

力を

た。

す結

ァレ



 

(f) 局

 DIC

度の事

ら、実

 

a) 数

 数値

して得

が生

よって

事業で

未照射

冷間加

対して

生じ

 

b) 中

 巨視

L0 に

(a)に

所応力

改めて

は大き

ない

きくな

考え

局所応力分布

C 法による変

事業で構築し

実験により取

数値解析対象

値解析対象は

得られた多結

じた場合を想

て生じる局所

で決定した、

射材として

加工材）の材

てどの程度局

るミーゼス応

(a

中性子照射材

視的な応力ひ

について図 3.

に応力ひずみ

力分布特性を

て確認できた

きくなるが、

という傾向に

なるという傾

られる。 

布特性の評価

変位・ひずみ

した数値解析

取得した多結

象及び数値解

は微小引張試

結晶モデルと

想定し、数値

所応力分布を

、中性子照射

L0（冷間加

材料特性を主

局所応力がど

応力値とその

 

a) 結晶粒形

図 3.1.1

材における局

ひずみ曲線と

.1.1-84 に、

み曲線と局所

を示した。基

た。すなわち

、巨視的な降

にある。また

傾向が確認さ

価 

み測定及び E

析手法が定量

結晶モデルを

解析条件 

試験片におい

とした。数値

値解析モデル

を数値解析に

射による硬化

工なしの母材

主に使用して

どの程度の領

の体積率をヒ

状 

1-83 局所応

局所応力分布

と複数のひず

照射硬化想

所応力分布特

基本的には、

ち、負荷応力

降伏点以上の

た、平成 24 年

されていたが
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EBSD 法による

量的にも妥当

を用いて局所

いて EBSD 法

値解析対象を

ル端部に強制

により求める

を想定した冷

材）及び照射

て検討した。

領域で生じて

ヒストグラム

応力分布特性

特性 

ずみレベルに

想定材 L50 に

特性の評価にお

平成 24 年度

力レベルが高

のひずみレベ

年度の結果で

が、その点も

る応力測定と

当な結果を示

所応力分布特

法により結晶

を図 3.1.1-83

制変位を与え

る。結晶塑性パ

冷間加工材の

射硬化想定材

数値解析結

ているかに注

ム状に整理す

(b) 境界条件

性の数値解析

における局所

について図 3

おいて注目し

度の事業で得

高くなるほど

ベルでは、局

では、特定の

も解消され、

との比較によ

示すことが確

特性の評価を

晶粒形状及び

3に示す。炉

え、負荷応力

パラメータは

のものを用い

材として L50

結果は、巨視

注目し、数値

する。 

件及び局所応

析モデル 

所応力分布特

.1.1-85 に示

したひずみレ

得られた結果

ど、局所応力

局所応力分布

の応力値を示

より妥当な

より、平成 2

確認できたこ

を行った。 

び結晶方位を

炉内構造物に

力及び結晶方

は平成 24 年

いた。本年度

0（圧下率 5

視的な負荷応

値解析モデル

応力分布の例

特性を、未照

示す。それぞ

レベル、(b)

果と同様の結

力分布が示す

布はあまり変

示す、体積率

な結果になっ

24 年

とか

測定

変形

方位に

年度の

は、

0%の

力に

ル内に

 

例 

射材

ぞれ、

に局

結果が

す範囲

化し

率が大

たと



 

  

  

図

 

 

図 3.1.1-8

3.1.1-85 

(a) 応力ひず

84 巨視的な

(a) 応力ひ

巨視的な応力

(a) 未照射

ずみ曲線 

な応力ひずみ

ずみ曲線 

力ひずみ関係

材（L0） 

図 3.1.1-8
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み関係及び局

 

係及び局所応

 

86 局所応力

局所応力分布

応力分布特性

(b)

力分布特性

 
(b) 局所応力

布特性（未照

(b) 局所応力

性（照射硬化

 照射硬化想

力分布特性 

照射材 L0） 

力分布特性 

化想定材 L50

想定材（L50）

 

 

） 

 
） 
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 次にこれらの結果より、各ひずみレベルにおいて局所応力の最大値及び最小値を抽出し、

巨視的な負荷応力で規格化した結果を、未照射材 L0 について図 3.1.1-86(a)に、照射硬化

想定材 L50 について図 3.1.1-86(b)に示す。照射材、照射硬化想定材ともに、巨視的な負

荷応力に対して 2倍から 2.5 倍程度の局所応力が発生している。また、その大きさは照射

硬化想定材の方が高く、特に降伏点近傍のひずみレベルにおいて高い。このことは、中性

子照射材において、局所的に高い応力が発生しやすいことを示し、照射硬化した材料では

降伏点付近でほとんど伸びずに破断に至る場合もあることを、応力の点から示唆するもの

である可能性がある。ただし、中性子照射にともなう材料特性（例えば、破壊の限界条件）

の変化までは考慮していないため、その点もふまえた考察が必要である。 

 平成 24 年度の成果と合わせて考えると、中性子照射材における結晶方位の不均質性及び

硬化を考慮した場合、局所応力は負荷応力の概ね 2倍から 2.5 倍程度となるものと考えら

れる。本年度の事業により、中性子照射材における結晶方位の不均質性及び硬化を考慮し

た多結晶有限要素モデルによる数値解析手法の構築及び妥当性の検証が完了したので、今

後、本手法を活用し、中性子照射材の特徴である転位チャンネルを考慮するなどして、よ

り詳細な局所応力分布特性の評価へ展開することができる基盤を構築できたと考えられる。 

 

(g) まとめ 

 本研究においては、中性子照射材の局所応力分布特性を明らかにし破壊機構の検討に活

用することを目的とし、まず多結晶有限要素モデルを用いた数値解析を進めてきた。数値

解析手法の基本部分は平成 24 年度の事業により構築できたので、本年度は数値解析結果の

定量的妥当性を検証するため、実験による局所的な応力及びひずみの分布を評価する手法

について検討し、数値解析結果との比較・考察を行った。本年度に得られた結果を以下に

示す。 

・ オーステナイト系ステンレス鋼の粗大粒微小試験片の引張試験を対象として、デジタ

ル画像相関法による局所変位・ひずみ測定を行い、多結晶モデルによる結晶塑性有限

要素解析結果とよい一致を示すことを確認した。 

・ 同試験片を対象として、電子線回折を利用した局所応力測定を行い、負荷応力レベル

と同程度の平均値を有する局所応力分布が測定されること、及び、多結晶モデルによ

る結晶塑性有限要素解析結果とも同程度の応力値を示す結晶粒が複数存在することを

確認した。 

 以上の結果より、本事業で構築した多結晶モデルによる結晶塑性有限要素解析手法は、

局所応力・ひずみ分布特性の評価に適用可能な定量的妥当性を有するものと考え、改めて

未照射材、照射硬化想定材に生じる局所応力分布特性の評価を行い、次の結果を得た。 

・ 中性子照射量の増加による硬化を想定した、照射硬化想定材においては、破壊挙動の

ばらつき要因となりうる局所応力の範囲が未照射材に比べて大きくなることを明らか
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にした。 

 以上のとおり、本年度の事業により、中性子照射材における結晶方位の不均質性及び硬

化を考慮した多結晶有限要素モデルによる数値解析手法の構築及び妥当性の検証が完了し

たので、今後、本手法を活用し、中性子照射材の特徴である転位チャンネルを考慮するな

どして、より詳細な局所応力分布特性の評価、中性子照射材の破壊機構の検討へ展開する

ことが可能になったと考えられる。 
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3.1.2 中性子照射材の破壊評価法の検討 

(3) 破壊評価法の検討 

1) 冷間加工材の破壊靭性試験 

(a) はじめに 

 炉内構造物に用いられているステンレス鋼は、中性子照射により硬くなる。材料が硬く

なると、強度が大きくなるが延性は低下する。炉内構造物の破壊強度を算出する場合は、

中性子照射による強度と延性の変化を考慮する必要がある。き裂構造物の破壊強度評価に

必要な材料特性は、材料の破壊に対する抵抗となる破壊靭性値（JICまたは J-R 曲線）と、

破壊の駆動力である J積分値（J値）を求めるために必要となる応力・ひずみ曲線となる。

これまで報告されている破壊靭性値と中性子照射量の関係は、大きなばらつきを有してお

り、評価においてはその取り扱いが問題となる。ばらつきの由来として、材料の種類や照

射条件、試験片加工方向などの他、試験片採取位置や試験のばらつきなどによっても破壊

靭性値が変化することが考えられる。 

 ここでは、照射材の破壊靱性のばらつきの取り扱いを考える一助とするため、同じ材料

から採取した試験片を用いた破壊靭性試験のばらつきを調べるとともに、ばらつきが破壊

評価に及ぼす影響を調べた。中性子照射による硬化を模擬するため冷間加工材を用いて破

壊靭性試験に供した。脆化の程度によるばらつきの変化を考察するために、20%と 40%の 2

種類の加工材を用い、それぞれ 8回の試験を行った。また、引張試験もそれぞれ 8回行い、

応力・ひずみ曲線のばらつきも調べた。そして、き裂を有する円筒構造物を対象に破壊評

価を行い、ばらつきが破壊荷重評価に及ぼす影響を調べた。 

 

(b) 供試材 

 供試材は市販の 316 ステンレス鋼の板材で、ミルシート記載の化学組成を表 3.1.2-23

に示す。素材の板厚は 55 mm で、これを圧延方向に並行に室温にてロール加工によって板

厚を減少させた。公称の板厚減少率を 20%または 40%とした 2種類の材料を用いた。 

 引張試験の結果を表 3.1.2-24 に、応力・ひずみ関係を図 3.1.2-1 に示す。引張試験片は

圧延方向に平行に採取した。試験速度は、公称ひずみで 2%までは 10 MPa/s とし、それ以

後は 0.5%/s に切り替えた。40%加工を加えた材料（以後、40%加工材とよぶ）の方が、20%

加工を加えた材料（以後、20%加工材）よりも耐力、引張強さが大きくなり、延性が低下し

ていることがわかる。 

 

(c) 真応力・ひずみ曲線の同定 

 冷間加工によって材料の伸びが減少するため、40%加工材の降伏強度と引張強さがほぼ同

じになり、降伏後すぐにくびれが発生した。くびれが発生しても、くびれ底では延性き裂

の発生する破断ひずみ（または応力）に到達するまで加工硬化が継続する。欠陥構造物の

J 値を有限要素解析で算出するには、き裂先端で生じる大きな応力やひずみを模擬するた
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め、一様伸び以降（くびれ後）の真応力・ひずみ曲線が必要となる。そこで、本研究では、

デジタル画像相関法（DIC）を用て、一様伸び以降の真応力・ひずみ曲線を同定した。 

 試験には図 3.1.2-2 に示す平滑試験片を用いる。20%加工材、40%加工材それぞれに対し

8回試験を行った。試験速度はクロスヘッドの変位速度を 4 mm/min で一定とした。試験中

は、2 台のカメラを用いて試験片表面の変形を測定し、くびれ部のひずみを同定した。そ

して、試験を模擬した有限要素解析を行い、試験における荷重と測定ひずみの関係が一致

するように、真応力・ひずみ曲線を逆解析により同定した。詳細な手順は文献37を参照さ

れたい。 

 図 3.1.2-3 に公称応力・ひずみ線図を示す。GL36 mm の両端 20％内側に設定した評点間

距離おおよそ 22 mm の 2 つの点の相対距離を DIC で同定することで、伸び計の代わりとし

た。試験速度、伸び計の GL の違いから直接的な比較はできないが、図 3.1.2-1 の結果と同

様の関係となっている。また、8 本の試験片のばらつきは顕著ではなかった。これらの曲

線から得られた耐力と引張強さを表 3.1.2-25 に示す。最終的に同定された真応力・ひずみ

線図を図 3.1.2-4 に示す。本手法を用いることで 40%加工材に対しても 1.0 を超える大き

なひずみまでの応力・ひずみ曲線が同定されている。そして、応力の最大値は 1200 MPa

を越えた。 

 

(d) 破壊靱性試験 

 加工材を用いて破壊靱性試験を行った。L-T 方向から採取した厚さ 25mm の１TCT 試験を

用いて室温にて、ASTM の E182038に従い実施した。20%加工材、40%加工材それぞれに対し 8

回試験を行った。試験結果を表 3.1.2-26 と図 3.1.2-5 に示す。図 3.1.2-6 は試験後の破断

面を示す。破面は加熱により着色しており、疲労予き裂から延性き裂が発生していること

が確認できる。延性き裂の進展が前縁に沿って均一でなかったことから、ASTM 規格のき裂

長さのばらつきに対する Valid 条件を満足せず、すべて JQと判断された。冷間加工を導入

する際の曲げ加工が影響している可能性がある。破壊靭性値のばらつきは 20%加工材より

も 40%加工材の方が大きかった。 

 図 3.1.2-7 に J-R 曲線を示す。代表して 3つの試験の結果のみを示しているが、ばらつ

きは相対的に小さかった。得られた J-R 曲線を次式で近似した。 

  2

1

C
J C a               (3.1.2-1) 

ここで、単位は Jが[kJ/m2]、a が[mm]となる。8回の試験に対して近似を行った結果を図

3.1.2-8 に示す。近似は 0.2 オフセット以降のデータを用いて行った。得られた定数 C1の

                             
37 M. Kamaya and M. Kawakubo, “ A procedure for determining the true stress-strain curve 

over a large range of strains using digital image correlation and finite element 

analysis”,Mechanics of Materials, Vol.53，pp.243-253（2011） 
38 ASTM, “Standard Test Method for Measurement of Fracture Toughness”, ASTM E1820-11 

(2011) 
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平均は 20%加工材で 1385 kJ/m2、40%加工材は 717.4 kJ/m2となった。C2は 20%加工材、40%

加工材ともほぼ 0.42 であった。 

 

(e) 真応力・ひずみ曲線および破壊靭性値のばらつきが破壊評価に及ぼす影響 

 真応力・ひずみ線図と破壊靭性値のばらつきが破壊評価に及ぼす影響を調べた。対象は

図 3.1.2-9 に示す周方向き裂を有する管で、管とき裂の形状を t = 40 mm、a/t = 0.5、2

θ= 60°とし、Rmは Rm/t を 10 または 50 とした。破壊荷重は、維持規格で規定されている

2 パラメータ評価法を用いた。2 パラメータ評価法の具体的な手順は文献による39。図

3.1.2-10 は、破壊評価線図（Failure assessment curve：以後、FAC とよぶ）で、実験で

得られた応力・ひずみ曲線を用いた有限要素解析より J値を算出することで求められる。

また、FAC の右端の Y 軸に平行な直線の Sr座標は流動応力（降伏強度と引張強さの平均）

に相当し、実験値を用いているためばらついている。図中の赤線は、破壊靭性から求まる

材料抵抗曲線と原点を結んだ直線で、この線と FAC の交点の Sr×y（y：降伏強度）が破

壊荷重に相当する。図 3.1.2-11 に、応力・ひずみ曲線と破壊靭性が破壊評価に及ぼす影響

を模式的に示す。応力・ひずみ曲線は、J値から得られる FAC に影響を及ぼす。FAC が変化

すると、材料抵抗線（原点を通る点線）と FAC の交点（以後、破壊点）が移動する。この

移動による X 座標変化が破壊荷重の変化に相当する。破壊靭性値が変化すると、材料抵抗

線の傾きが変化する。それによって、破壊点が移動し、破壊荷重が変化することになる。 

 応力・ひずみ曲線と J-R 曲線の 8 本のばらつきが破壊評価に及ぼす影響を図 3.1.2-12

に示す。応力・ひずみ曲線は、曲線から同定される流動応力が、8 本の平均と一番近い実

験結果を基本線とした。また、J-R 曲線は、8本の平均の C1と C2(=0.42)の値を有する曲線

を基本線として用いた。そして、これらの基本線を基準に、応力・ひずみ曲線または J-R

曲線を変化させた場合の破壊荷重を調べた。算出された破壊荷重は 20%加工材ではおおよ

そ 726 MPa (Rm/t = 10)と 740 MPa (Rm/t = 50)、40%加工材では 480 MPa (Rm/t = 10)と 490 

MPa (Rm/t = 50)であった。相対標準偏差（変動係数 COV）で比較すると、応力・ひずみ曲

線（FAC）のばらつきの影響は 20%加工材で相対的に大きく、J-R 曲線のばらつきの影響は、

40%加工材で大きくなった。40%加工材で J-R 曲線のばらつきの影響が大きくなったのは、

図 3.1.2-5 の結果を反映している。一方、応力・ひずみ曲線のばらつきは、20%加工材と

40%加工材で同程度であったが、硬化が大きく弾性状態に近い 40%加工材では、弾塑性特性

を代表する応力・ひずみ曲線のばらつきの影響が相対的に小さかったと考えられる。Rm/t

の影響は相対的に小さかった。図 3.1.2-5 での破壊靭性値の COV は、20%加工材が 7.3%、

40%加工材が 16.7%であったが、破壊荷重に及ぼす影響は COV で 2%以下であった。 

 

                             
39 釜谷: “軸方向き裂を有する鋳造ステンレス鋼管の破壊評価法”,日本機械学会論文集Ａ編, 

Vol.78,pp.1473-1484 (2012) 
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2) J 積分値解の整備 

(a) はじめに 

 ステンレス鋼が用いられる炉内構造物では、中性子照射によって硬化すると、き裂を有

する場合の破壊荷重の算出に J値が必要となる。しかし、現在、発行されている J値の解

は、指数硬化則に対する解析解（HRR 解）を用いて定式化している。しかし、ステンレス

鋼の応力・ひずみ曲線は、Ramberg－Osgood 則（指数硬化則）には必ずしも対応せず、Swift

則がよい近似を与えた。 

H24 年度の研究では、照射硬化したステンレス鋼に対する J 値解として、塑性勾配法を

開発した。そして、Rm/t = 5 および 10 の円筒形状の構造物に対する解を準備した。しか

し、シュラウドなどを想定すると Rm/t = 30 以上の解が必要となる。そこで、今年度は最

大 Rm/t = 50 の形状に対して J値解を整備した。 

 

(b) 線形硬化材に対する J積分値（塑性勾配法） 

ステンレスの応力・ひずみ曲線は、次式の Swift 則で近似できることが昨年度の研究を

含めて示されている。 

 0.5
o  A             (3.1.2-2) 

ここで、A とεoは定数で、昨年度検討した最大 50%の加工材に対して最小二乗法で近似し

た結果を表 3.1.2-27 に示す。J値解を基準化するため、Swift 材の応力・ひずみ曲線を、

図 3.1.2-13 のような線形硬化材に近似し、J値を算出した。平面ひずみ条件下で、K値と

弾性領域での J値 Jeの関係は次式で表される。 

e

K
J K

E
 


             (3.1.2-3) 

ここで、Kは K値を示し、E’はヤング率 E とポアソン比を用いて E’ = E/(1-2) で表される。

J 値はエネルギーの単位を有し、右辺第一項は応力、第 2 項は変位（ひずみ）を表す。線

形硬化材の J 値 Jp は、弾性によるひずみ（yE）が相対的に十分小さい場合には、同様に

次式から得ることができる。 

p
p

K
J K

E
 


             (3.1.2-4) 

Ep’は塑性領域での変形勾配（以後、塑性勾配と呼ぶ）Ep とポアソン比p を用いて Ep’ = 

Ep/(1-p
2) で表される。したがって、Jpは K値を用いて簡便に算出することができ、その大

きさはポアソン比を 0.5 で既知とすると、Epにのみ依存する。 

2 次元平板に対して、直線硬化材の J値を有限要素解析にて算出した結果を図 3.1.2-14

に示す。塑性変形勾配は、Ep/E = 100 とし、解析から得られた J値を JFEMと表記し、弾性

J値 Jeで正規化しいる。また、横軸の荷重は降伏荷重（PL = yW）で正規化している。ポ

アソン比は、以降の解析を含め = 0.3、p = 0.5 を用いた。引張荷重（単位は応力）P が PL

以下では、JFEM は Jeに等しいが、PLより大きくなると、急激に増加しいる。そして、P/PL
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が十分大きくなると、JFEMは Jpに収束する傾向を示した。そこで、JFEMの変化を次式で定

義されるで表した。 

FEM e

P e

J J

J J
 



            (3.1.2-5) 

この式によると、JFEMが Jeに等しい場合は、= 0 となり、JFEMが JPに近づくとが 1 に

収束する。図 3.1.2-15 にと P/PLの関係を示すが、Ep/E にほとんど依存しなかった。 

Swift 材を直線硬化材で近似する場合、図 3.1.2-16 に示すように、次式で定義される参

照応力に対応する点（参照点と呼ぶ）を用いる方法を考える。 

ref y
L

P

P
               (3.1.2-6) 

降伏応力と参照点を結んだ直線の傾きを塑性変形勾配 Ep とする線形硬化材として Jp を算

出する。そして、Swift 材の応力・ひずみ曲線を用いた弾塑性有限用解析から求まる J 値

を JFEMとして(3.1.2-5)式から算出したを図3.1.2-17に示す。図には比較ため Ep/E = 100

の線形硬化材のも示している。図 3.1.2-15 に示したように、線形硬化材のは Epにほと

んど依存しなかった。Swift 材のは加工度によらず線形硬化材のそれを下回っている。こ

のことは、参照点から近似される線形硬化材の Jpと線形硬化材のを用いることで、Swift

材の J 値（JFEM）を安全側に評価できることを示している。具体的には、図 3.1.2-17 の

Ep/E = 100 に対応すると、参照点から得られる Epと(3.1.2-4)式から得られる Jpを用い

て、次式により J値を近似的に算出することができる。 

  e P eJ J J J               (3.1.2-7) 

したがって、βを準備することで、J 値解を整備したことになる。円筒内表面き裂のβは

き裂形状と Ep/E 、そして円筒形状に依存すると考えられる。破壊荷重を算出する際に用

いられる J 値は、通常 P/PLが 1.6 以下程度の範囲となる。とくに、照射材を対象とした場

合は、P/PLが 1 以下の場合の J 値が重要になると想定される。そのことを考慮しながら、

以下の手順での近似式を求めた。

と P/PLの関係を、P/PLが 1.2 より大きい場合と小さい場合で、異なる近似式を用いた。

まず、P/PL≦1.2 に対して次式で近似する。 

1 o
L

exp
P

a a
P


 

  
 

           (3.1.2-8) 

そして、P/PL≧1.2 に対して次式で近似する。 

L
1 o1 exp

P
b b

P
     

 
           (3.1.2-9) 

P/PL=1.2 でが連続であるとすると、bo は次式より求まる 

   1
o 1 oln 1 exp 1.2

1.2

b
b a a             (3.1.2-10) 
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(c) 円筒内面周方向き裂の J値 

図 3.1.2-18 に示した周方向き裂を有する円筒を対象に解析を行い、定数 a1、a2、b1を求

めた。円筒の厚さ tは 40 mm とし、平均半径 Rmを変化させた。き裂は一定深さの管内面の

周方向き裂とし、深さを a、円周角度を 2θで定義した。そして、曲げ荷重下での J値を有

限要素解析により算出した。図 3.1.2-19 に有限要素メッシュの例を示す。弾性解析から得

られた J値 Jeと、線形硬化材に対して算出された J値 JFEMを用いて、、(3.1.2-5)式から を

算出する。曲げ荷重（応力）は、維持規格で規定されている次式の極限荷重 PLで正規化す

る。 

y
L

2
2sin sin

a
P

t


 


   
 

          (3.1.2-11) 

1

2

a

t
     

 
             (3.1.2-12) 

以下のパラメータの組み合わせに対して J 値と P/PLの関係を求め、定数 a1、a2、b1を算

出した。 

・ a/t = 0.2, 0.4, 0.6, 0.8 

・ / = 0.1, 0.2, 0.3, 0.4, 0.5 

・ Rm/t = 5, 10, 30, 50 

・ Ep/E = 1(弾性), 50, 100, 200, 400 

得られた結果を表 3.1.2-28 に示す。ここで、Ep/E = 1 の場合の定数 f1は、応力拡大係

数の形状係数を示す。表の定数を用いて(3.1.2-7)式より算出される J値と有限要素解析に

よる J値の関係を図 3.1.2-20 に示す。P/PLを 0.1 から 1.6 まで 0.1 ずつ増加させながら J

値を算出しており、条件ごとに 16 個のプロットが存在する。若干の誤差はあるものの、両

者はよく対応しており、(3.1.2-8)式および(3.1.2-9)式によって J値が精度よく近似でき

ていることがわかる。 

 

(d) 加工材（Swift 材）に対する J値推定精度 

Swift 則で近似した加工材の応力・ひずみ曲線に対して実施した有限要素解析により得

られた J 値 J(FEM)と表 3.1.2-28 の定数を用いて推定した J 値 J(est)を図 3.1.2-21 で比較し

た。代表して、Rm/t = 50 の形状に対して得られた CW0 と CW50 の結果を示している。図

3.1.2-20 と同じく、各き裂形状に対して P/PLを 0.1 ずつ増加させながら J値を算出してい

る。J(FEM)が J(est)より大きくなる傾向はあるものの線形硬化材に近似して得られた J(est)に

よって、Swift 材の J 値が精度よく推定できることがわかる。精度の定量的な比較を図

3.1.2-22 に示す。J(est)よる推定誤差は P/PLが 0.5 および 1.2 で小さくなっているが、そ

の他の条件では大きくばらついている。これは、定数 a1 と a2 を算出する際、P/PL = 0.5

と1.2における計算結果を用いていることによる。CW50の方が相対的に誤差は大きかった。 

破壊評価では破壊荷重を算出するため、J 値の推定誤差がそのまま破壊評価の誤差とは
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ならない。図 3.1.2-23 において、Sr は P/PLに相当するが、J 値の推定誤差によって FAC

が変化した場合、図のように誤差が生じる。J 値による FAC の変化は Y 軸方向に対応し、

破壊荷重への影響は X軸方向の変化に対応する。このような J値の推定誤差の破壊荷重に

及ぼす影響を考察するために、図 3.1.2-21 の形状の組み合わせに対して FAC を求め、Sr

を 0.5 からカットオフ値 

まで0.05ずつ変化させた場合の、J(FEM)と J(est)を用いて算出した破壊荷重（Pf(FEM)と Pf(est)）

を求めた。 

図 3.1.2-24 は、これらの条件で網羅的に得られた Pf(est)/Pf(FEM)の最大、最小および平均

値を示している。Pf(est)/Pf(FEM)は若干ではあるが Rm/t に依存し、Rm/t とともに大きくなった。

また、/に対しては/ =0.3 で誤差が大きくなっている。加工度が大きくなるほど誤差は

大きくなる傾向にあった。全てのケースにおける Pf(est)/Pf(FEM)の最大は 1.14 であった。図

3.1.2-22 では 100%を超える誤差もあったが、破壊荷重の算出に対する誤差は相対的に小さ

かった。 

 

3) 構造物に対する破壊評価法の検討 

(a) はじめに 

 日本機械学会の原子力設備規格維持規格（以後、維持規格）40では、き裂を有する構造

物の破壊荷重を算出する手順が規定されている。そこでは、材料の延性（靱性）に応じて

極限荷重評価法、弾塑性破壊力学評価法、そして線形破壊力学評価法の 3種類の評価法が

規定されている（図 3.1.2-25）。ステンレス鋼は十分な延性を有することから、構造物の

実断面積と流動応力から強度を算出する極限荷重評価法が用いられる。しかし、炉内構造

物に用いられているステンレス鋼は、中性子照射により硬くなり延性が低下する。材料が

硬化すると流動応力が増加することから極限荷重は大きくなる。しかし、硬化は破壊靱性

の低下をもたらすことから弾塑性破壊力学評価法、さらには線形破壊力学評価法が適用さ

れる。維持規格では、炉内構造物のステンレス鋼に対して、中性子照射量（脆化度合い）

に応じて極限荷重評価から線形破壊力学評価法を使い分けるよう要求しているが、具体的

な評価手順は規定されておらず、必要な材料定数なども限られている。ここでは、破壊モ

ードの変化に対応した破壊評価手順を検討するとともに、具体的な検討を行うことにより、

その手順の妥当性と材料特性の推定方法について検討した。 

 

(b) 破壊評価手順 

 極限荷重評価法、弾塑性破壊力学評価法、そして線形破壊力学評価法を同時に考慮でき

る方法として2パラメータ評価法が維持規格に規定されている。2パラメータ評価法では、

図 3.1.2-26 に示すように、一つの線図上で 3つの評価を区別なく実施することができる。

このとき、重要となるのが、極限荷重評価と線形破壊力学評価の中間に位置する弾塑性破

                             
40 日本機械学会: “発電用原子力設備規格維持規格”, JSME S NA1-2012 (2012) 
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壊力学評価となる。弾塑性破壊力学評価では、J 値と破壊靱性値（J-R 曲線または JIC）を

用いるが、J 値を求めるのに必要な応力・ひずみ曲線と破壊靭性値の中性子照射量による

変化を予測する必要がある。 

 材料特性の予測を含めた評価の手順を図 3.1.2-27 に示す。この手順は、破壊の駆動力（J

値）の評価と、破壊に対する材料の抵抗（破壊靭性）を求める２つの流れがある。2 パラ

メータ評価法では駆動力と抵抗のバランスから破壊の有無の判断、または破壊を引き起こ

す限界荷重を算出する。駆動力の評価には、構造物とき裂の形状および応力・応力ひずみ

曲線が必要となる。これら値が特定できれば、前節の J値解を用いて J値を算出でき、FAC

を得ることができる。破壊靭性（J-R 曲線）は実験などにより経験的に求める必要がある。

また、極限荷重を算出するため流動応力（降伏強度と引張強さ）も推定する必要がある。 

 

(c) 構造物の破壊評価 

 図 3.1.2-27 の手順にしたがい、構造物の破壊評価を実施する。対象は図 3.1.2-28 に示

す、肉厚 tに対して 0.5t の一定深さ、き裂角度 2 = 60°の周方向き裂を有する曲げ荷重

を受ける円筒構造物で、平均半径 Rmは、Rm = 2500 mm または 500 mm、として Rm/t を 10、

20 または 35 とした。 

中性子照射量に応じて、温度 288℃の BWR 環境中を想定し、材料特性を推定する。まず、

応力・ひずみ曲線については、(3.1.2-2)式に示す Swift 式を予測した。Swift 式の定数 A

は、温度に依存し、図 3.1.2-29 より 288℃では、A = 1022 MPa となる。この値が求まれば、

応力・ひずみ曲線は次式より得られる。 

 

2 2
y

t 2
1022 E

  


              (3.1.2-13) 

降伏強度yおよび流動応力算出に必要な引張強さuは、次式（照射劣化検討会：資料 4-4-2）

により算出した。 

 y 211.5 612.6 1 exp
2.506

dpa        
  

       (3.1.2-14) 

流動応力に必要な引張強さは次式より推定した。 

   y
y

u

1 exp 0.00435 0.1885





            (3.1.2-15) 

J-R 曲線は Chopra ら41によって示された次式を用いる。 

 1

2

20 205exp 0.65

0.37

C dpa

C

  


         (3.1.2-16) 

定数 C1と C2の定義は、(3.1.2-1)式による。 

 これらの式から得られるyおよびuと照射量（dpa）の関係を図 3.1.2-30 に、J-R 曲線

                             
41 OK Chopra, EE Gruber, W Shack, Proc. 5th Int. Symposium on Environmental Degradation 

of Materials in Nuclear Power System – Water Reactors (2007), pp.Irradiation Effects-III. 
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を図 3.1.2-31 に示す。強度特性は、10 dpa でほぼ飽和している。J-R 曲線も dpa とともに

低下している。図には、図 3.1.2-8 に示した 20%と 40%加工材の結果も示す。加工材は室温

で試験を実施しているため、直接の比較はできないが、中性子照射を考慮しない場合（0 dpa）

でも、予測式の J-R 曲線はかなり低い。 

 以上より、中性子照射量に対して必要な材料定数を推定することができた。これらの値

を用いて 2パラメータ評価法により破壊荷重を算出した。図 3.1.2-32 は、算出された FAC

を示す。中性子照射によって、カットオフ線は Srの小さい方に移動するものの、FAC その

ものの形の変化は小さかった。中性子照射量に対応する FAC を用いて算出した破壊荷重を

図 3.1.2-33 に示す。破壊荷重はおおよそ 1 dpa でピークを示し、10 dpa 以降はほぼ飽和

している。中性子照射によって硬化すると破壊靱性は低下するが、応力・ひずみ曲線は破

壊荷重を上げる方向に作用する。そのバランスによって 1 dpa 近傍で破壊荷重が最大とな

った。 

 破壊荷重 Pfを極限荷重 PLで基準化した結果を図 3.1.2-34 に示す。Pf/PLは dpa に対して

単調減少となった。維持規格では未照射材に対しては極限荷重評価法が適用される。つま

り、Pf/PL = 1 と想定して、破壊荷重として PLを用いている。一方、図 3.1.2-34 では照射

量が小さい場合でも Pf/PL が 1 を大きく下回っている。これは、図 3.1.2-31 に示したよう

に、評価に用いた J-R 曲線が小さいことによると考えられる。 

 円筒径 Rmが大きくなると破壊荷重が低下しているが、これは構造物の形状が大きくなる

ほと J値が大きくなることによる。 

 

4) まとめ 

本研究では、まず破壊靭性試験および引張試験によるばらつきがの程度を調べ、それが

破壊強度に及ぼす影響を評価した。その結果、破壊靭性のばらつきは 20%加工材より 40%

加工材の方が大きく、破壊荷重に及ぼす影響も 40%加工材の方が大きいことが明らかにな

った。また、応力・ひずみ曲線のばらつきが破壊靭性値に及ぼす影響は、20%加工材の方が

40%加工材の場合より大きかった。一方、破壊靭性値の COV は、20%加工材が 7.3%、40%加

工材が 16.7%であったが、破壊荷重に及ぼす影響は COV で 2%以下であり、破壊靭性値のば

らつきの破壊荷重に及ぼす影響は、相対的に小さいことが示された。 

 次に、実構造物の破壊評価に必要になる J値解を整備した。塑性勾配法を適用し、最大

Rm/t = 50 までの解析を実施した。また、解析の精度も検証し、今回取得された J 値解の

誤差が破壊評価に及ぼす影響は、最大で 1.14 であることが示された。 

 最後に、中性子照射を受けた構造物の破壊評価手順を構築するとともに、適用例を示し

た。破壊評価に 2パラメータ評価法を採用し、中性子照射によって変化する破壊モードを

考慮した。また、破壊評価では、中性子照射に対する応力・ひずみ曲線、降伏強度、引張

強さおよび J-R 曲線の変化を推定し、中性子照射量と破壊荷重の関係を求めた。信頼でき

る材料特性の取得が今後の課題として指摘された。 
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表 3.1.2-23 供試材の化学組成（mass%) 

 

 

表 3.1.2-24 加工材の引張特性 

 

 

表 3.1.2-25 加工材の強度特性 

 

 

表 3.1.2-26 加工材の破壊靭性値 

 
 

表 3.1.2-27 Swift 構成式の定数 

 

 

Fe C Si Mn P S Ni Cr Mo

Bal. 0.02 0.49 0.95 0.019 0.001 10.15 16.33 2.07

Fe C Si Mn P S Ni Cr Mo

Bal. 0.02 0.49 0.95 0.019 0.001 10.15 16.33 2.07

Cold
working

Yield
strength

Tensile
strength

Elongation
Reduction

 in area
Young's
modulus

(%) （MPa） （MPa） （%） （%） （GPa）
20 649 758 34.0         81.5         197
40 851 935 19.7         79.8         194

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)

耐力　(MPa) 688 688 646 643 611 682 680 658

引張強さ (MPa) 760 763 764 751 753 757 752 761

耐力　(MPa) 844 837 816 846 896 895 858 863

引張強さ (MPa) 937 926 940 944 926 940 935 947

20%加工材

40%加工材

試験ID CW20_1 CW20_2 CW20_3 CW20_4 CW20_5 CW20_6 CW20_7 CW20_8

JQ (kJ/m2) 1635 1589 1525 1546 1494 1247 1582 1506

試験ID CW40_1 CW40_2 CW40_3 CW40_4 CW40_5 CW40_6 CW40_7 CW40_8

JQ (kJ/m2) 575 466 459 609 659 481 546 374

CW A  o

0% 1413 0.0396
10% 1398 0.1339
20% 1374 0.2922
40% 1222 0.6013
50% 1208 0.6868
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表 3.1.2-28 βを近似するための定数 

 

 

 

0.2 0.4 0.6 0.8 0.2 0.4 0.6 0.8 0.2 0.4 0.6 0.8 0.2 0.4 0.6 0.8
0.1 f 1 0.959 1.03 1.04 1.06 1.10 1.32 1.48 1.54 1.17 1.65 2.22 2.62 1.16 1.75 2.53 3.26
0.2 f 1 0.984 1.13 1.26 1.40 1.11 1.40 1.71 1.98 1.18 1.69 2.37 3.14 1.18 1.77 2.63 3.73
0.3 f 1 0.989 1.16 1.35 1.60 1.12 1.42 1.78 2.20 1.18 1.69 2.41 3.29 1.18 1.77 2.64 3.81
0.4 f 1 0.990 1.17 1.39 1.70 1.12 1.43 1.81 2.28 1.18 1.69 2.41 3.32 1.18 1.77 2.64 3.82
0.5 f 1 0.990 1.18 1.40 1.74 1.12 1.43 1.82 2.31 1.18 1.69 2.41 3.32 1.18 1.77 2.64 3.82

a 1 7.33 7.16 6.08 3.75 6.94 6.25 5.25 3.48 6.12 5.00 4.18 3.18 5.82 4.61 3.81 3.11
a o -10.6 -10.4 -9.45 -6.76 -9.82 -8.91 -8.01 -6.04 -8.90 -7.16 -6.34 -5.37 -8.55 -6.65 -5.75 -5.17
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図 3.1.2-1 加工材の応力・ひずみ線図 

 

 

図 3.1.2-2 引張試験片 

 

 

(a) CW20                                 (b) CW40 

図 3.1.2-3 公称応力・ひずみ線図 
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(a) CW20                                 (b) CW40 

図 3.1.2-4 真応力・ひずみ線図 

 

 

(a) CW20 

 

(b) CW40 

図 3.1.2-5 破壊靭性値 
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a) 20%加工材

 破壊靭性試

材 

試験後の破断断面 
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3.1.2-6 

3-145 

b)  40%加工材

破壊靭性試

 

材 

試験後の破断面面 
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(a) 20%加工材                          (b) 40%加工材 

図 3.1.2-7  J-R 曲線 

 

 

(a) 20%加工材                             (b) 40%加工材 

図 3.1.2-8  J-R 曲線（近似線） 
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図 3.1.2-9 解析モデル（き裂を有する円筒） 

 

 

(a) CW20                                 (b) CW40 

図 3.1.2-10 破壊評価線図 

 

 

図 3.1.2-11 応力・ひずみ曲線と破壊靭性のばらつきが及ぼす影響 
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(a) 標準偏差                                (b) COV 

図 3.1.2-12 応力・ひずみ曲線と破壊靭性のばらつきが破壊強度に及ぼす影響 

 

図 3.1.2-13 線形硬化モデル 

 

 

図 3.1.2-14 荷重と J値の関係（E/Ep = 100) 
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図 3.1.2-15 正規化荷重（P/PL）と正規化 J値（） 

 

 

 

図 3.1.2-16  Swift 材の線形硬化材への近似方法 
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(a) Ep/E = 100                      (b) Ep/E = 400 

図 3.1.2-20 線形硬化材に対する J値の近似（Rm/t = 50) 

 

 

(a) CW0                           (b) CW50 

図 3.1.2-21  Swift 材に対する J値の推定（Rm/t = 50） 
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(a) CW0                           (b) CW50 

図 3.1.2-22  Swift 材に対する J値の推定誤差（Rm/t = 50） 

 

 

図 3.1.2-23 J 値の推定誤差が破壊荷重に及ぼす影響 
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図 3.1.2-24  J 値誤差が破壊荷重評価に及ぼす影響 
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図 3.1.2-25 維持規格における破壊評価法 

 

 

 

 

図 3.1.2-26 2 パラメータ評価法 
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図 3.1.2-27 破壊評価手順 
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図 3.1.2-28 評価の対象 

 

 

図 3.1.2-29 試験温度と Swift 構成式定数 Aの関係 

 

 

図 3.1.2-30 中性子照射量と強度特性の関係 
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図 3.1.2-31 中性子照射による J-R 曲線の変化 

 

 

図 3.1.2-32 中性子照射による FAC 曲線の変化 
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(a) Rm = 2500 mm の場合                    (b) Rm = 500 mm の場合 

図 3.1.2-33 中性子照射による破壊荷重の変化 

 

 

(a) Rm = 2500 mm の場合                    (b) Rm = 500 mm の場合 

図 3.1.2-34 中性子照射による基準化破壊荷重の変化 
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(4) ばらつき影響の検討 （福島大） 

1) はじめに 

 炉内構造物には耐食性の観点から高靭性の延性材料であるオーステナイト系ステンレス

鋼が用いられている。しかし、中性子照射により、破壊靭性が徐々に低下するため、高経

年化プラントでは脆性破壊が懸念される。しかし、照射劣化ステンレス鋼の破壊靱性デー

タは少なく、試験条件の違いからデータのばらつきも大きいため、劣化の予測が難しい。

現状では信頼性の低い限られた文献データしか利用できないため、維持規格42においては、

炉内構造物の照射劣化を考慮して、極めて保守的な破壊靱性値を設定している。このよう

な状況を改善するため、照射材の実験データ拡充が望まれるが、現在の情勢では難しい。 

 そこで、確率論的評価により、安全性やリスクを定量的に評価できるようになれば、仮

にばらつきが大きかったとしても、より経済的で信頼性の高い健全性評価が実施できる。

本研究では、対象をオーステナイト系ステンレス鋼に限定し、照射劣化とそのばらつきを

考慮した材料モデルを開発する。昨年度は EPRI MRP-135 を使用したが、不自然な応力‐ひ

ずみ関係を採用しているため、本年度は新しい応力‐ひずみ関係により、評価精度を高度

化する。この材料モデルを用いて、モンテカルロ法に基づく確率有限要素解析により弾塑

性破壊荷重のばらつきを評価する方法を提案する。数値計算例により、弾塑性破壊荷重の

ばらつきに影響する因子に付いて検証する。 

 また、照射材に対する破壊靱性試験の困難な現状を鑑み、引張試験の結果から破壊靱性

値を予測する方法の開発を目指し、本研究では、き裂先端のひずみ場を画像相関法により

計測する。これにより、き裂進展開始時のひずみと引張破断ひずみの関係を明らかにし、

き裂先端の局所ひずみに基づくき裂破壊基準を検討する。このような局所破壊基準が存在

すれば、引張試験の結果に基づく有限要素解析により、破壊靱性試験を数値的に実施する

ことができる。つまり、実験的ではなく、シミュレーションにより破壊靱性値を求めるこ

とが可能となり、照射材に対しても、正確な引張試験結果さえあれば、妥当な破壊靱性値

を取得できる。本研究では、その基礎的な検討を行う。 

 

2) 照射ステンレス鋼に対する確率論的破壊評価法の検討 

(a) 応力－ひずみ曲線の策定 

 本事業で作成した照射劣化ステンレス鋼のデータベース（3.1.1 項 (2) 1)および 2)参照）

に基づき、新たに応力‐ひずみ曲線の予測式を作成する。予測式は、終局強度評価のため

の大変形有限要素解析での利用を想定し、真応力で定義する。また、弾塑性解析への入力

として直接利用できるように、降伏応力と塑性ひずみの関係、つまりひずみ硬化曲線とし

て与える。近似式の形式には、次式の通り、一般的な Swift 式を採用する。 

  Yt 0 pt

n
C     (3.1.2-17) 

                             
42 日本機械学会, 発電用原子力設備規格 維持規格 (2008). 
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ここで、Ytは真応力の定義での降伏応力、ptは対数塑性ひずみ、C はひずみ硬化係数、n

はひずみ硬化指数、0はひずみ定数である。ただし、文献43を参考に、ひずみ硬化指数は n 

= 0.5 で一定と仮定する。近似定数の決め方は以下の通りとする。 

① 弾性域を線形近似し、ヤング率 E を求める。 

② 公称全ひずみnから弾性ひずみe = n/E を差し引き、塑性ひずみpnに変換する。 

③ 塑性ひずみpnを対数塑性ひずみpt = ln(1+pn)に変換する。 

④ 1%耐力44から引張強さまでのデータのみを抜き取り、真応力（後続の降伏応力）Yt 

= Yn(1+pn)に変換する。 

⑤ 真応力Ytと対数塑性ひずみptの関係を n = 0.5 の Swift 式で最小二乗近似する。 

 照射量、引張温度、冷間加工度の異なるオーステナイト系ステンレス鋼の実験結果に対

し、まずはそれぞれSwift式による最小二乗近似を行い、それぞれの定数 C と0を求める。

次に、照射量と定数 C と0の関係、および降伏応力（0.2%耐力）と定数 C と0の関係を求

める。この関係を陽な関数で近似することにより、予測式を作成する。 

 BWR 環境における照射材の応力‐ひずみ曲線に対するフィッティング結果を図 3.1.2-35

に示す。照射量の低い実験データに対しては、近似結果がやや曲がり方が緩い結果となっ

たが、照射量が高くなると、ひずみ硬化指数 n = 0.5 のカーブと合うようになる。近似定数

C と0 の詳細な結果を表 3.1.2-29～表 3.1.2-33 に示す。ただし、図 3.1.2-35 (d)と表

3.1.2-32 だけは室温で実施した引張試験の結果である。参考のため、表には得られた近似

定数 C と0から求められる初期降伏応力（弾性限）と実験から求められた 0.2%耐力も示し

た。理論通り、弾性限は耐力よりも低くなっており、特に照射量の低い場合に、差が大き

いことがわかる。しかしながら、ひずみ硬化曲線の観点からは、その差は無視できる。 

 PWR 実機材に対する引張試験の結果を用いたフィッティング結果を図 3.1.2-36 に示す。

実機材はバッフルフォーマーボルト（BFB）とシンブルチューブ（TT）である。実機材を用

いているため、試験片の形状が悪いことから、ひずみを正確に計測できていないが、塑性

ひずみは試験部のみで発生するので、誤差は少ないと考えられる。また、冷間加工の影響

から、ひずみ硬化量が少なく、短いひずみ硬化曲線である。直線的であるため、Swift 式

による近似精度は良い。得られた近似定数 C と0の詳細な結果を、バッフルフォーマ―ボ

ルトは表 3.1.2-34 に、シンブルチューブは表 3.1.2-35 に示す。BWR と同様に、得られた

近似定数 C と0から求められる初期降伏応力（弾性限）と実験から求められた 0.2%耐力も

示した。BWR とは逆に、弾性限は耐力よりも高くなったが、その差は無視できる。 

 

                             
43 M.N. Gussev, T.S. Byun, J.T. Busby. “Description of Strain Hardening Behavior in Neutron-irradiated 
fcc Metals, Journal of Nuclear Materials”, Vol. 427, pp. 62-68 (2012). 
44 1%耐力としたのは、予備検討より、PWR 環境のデータの場合、0.2%塑性ひずみ以降に屈曲

する曲線となり、Swift 式では正しく近似できなかったためである。なお、このような応力‐ひ

ずみ曲線のプロファイルは、ひずみが正しく計測できていないことによるものであり、材料の

挙動そのものではない。 
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(a) 304 ステンレス鋼 288℃      (b) 304L ステンレス鋼 288℃ 

  

(c) 316NG ステンレス鋼 288℃      (d) 316L ステンレス鋼 室温 

 

(e) 316L ステンレス鋼 288℃ 

 

図 3.1.2-35 BWR 環境における照射材のひずみ硬化曲線と近似結果 
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表 3.1.2-29 304 ステンレス鋼 BWR 環境 288℃の近似結果  

No. d [dpa] T [℃] C [MPa] 0 C0

0.5
 [MPa] 0.2 [MPa] 

R033 0 288 957 0.0142 112 166 
R034 0 288 896 0.0128 114 144 
R133 1 288 1170 0.146 447 466 
R134 0.99 288 1164 0.158 463 453 
R232 1.35 288 1167 0.197 519 521 
R235 1.37 288 1157 0.188 502 512 

 

表 3.1.2-30 304L ステンレス鋼 BWR 環境 288℃の近似結果 

No. d [dpa] T [℃] C [MPa] 0 C0

0.5
 [MPa] 0.2 [MPa] 

H035 0 288 858  0.0280 144  159 
H036 0 288 849  0.0375 164  159 
H134 1.06 288 1000  0.1152 339  350 
H135 1.04 288 1027  0.1158 349  358 
H241 1.59 288 1019  0.1597 407  420 
H234 1.72 288 1030  0.1734 429  430 

 

表 3.1.2-31 316NG ステンレス鋼 BWR 環境 288℃の近似結果 

No. d [dpa] T [℃] C [MPa] 0 C0

0.5
 [MPa] 0.2 [MPa] 

W033 0 288 896  0.0128 101  154 
W034 0 288 903  0.0127 102  151 
W133 0.85 288 1076  0.0771 299  312 
W134 0.81 288 1071  0.0758 295  311 
W231 1.21 288 1039  0.111 346  352 
W235 1.51 288 1064  0.112 357  353 

 

表 3.1.2-32 316L ステンレス鋼 室温の近似結果 

No. d [dpa] T [℃] C [MPa] 0 C0

0.5
 [MPa] 0.2 [MPa] 

316-1 0 18℃ 1267 0.0317 225 227 
316-2 0 15℃ 1254 0.0361 238 253 
A140 0.69 22℃ 1317 0.128 472 448 
A131 0.95 22℃ 1359 0.163 549 530 
A340 4.52 20℃ 1386 0.350 820 845 
A335 5.4 21℃ 1377 0.349 814 839 

 

表 3.1.2-33 SUS316L ステンレス鋼 BWR 環境 288℃の近似結果 

No. d [dpa] T [℃] C [MPa] 0 C0

0.5
 [MPa] 0.2 [MPa] 

316-3 0 288 999 0.0406 201 169 
316-4 0 288 1031 0.0311 182 198 
A141 0.71 288 1080 0.0792 304 302 
A135 0.91 288 1077 0.103 346 351 
A344 4.48 288 1076 0.305 594 609 
A337 5.2 288 1047 0.364 632 637 
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(a) 316 ステンレス鋼, r = 20%, 290℃    (b) 316 ステンレス鋼, r = 20%, 320℃ 

 

  

(c) 316 ステンレス鋼, r = 20%, 340℃   (d) 316 ステンレス鋼, r = 12%, 290℃ 

 

 

(e) 316 ステンレス鋼, r = 12%, 340℃ 

 

図 3.1.2-36 PWR 環境における照射材のひずみ硬化曲線と近似結果 
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表 3.1.2-34 バッフルフォーマーボルト 316 ステンレス鋼の近似結果 

No. d [dpa] T [℃] r [%] C [MPa] ε
0
 Cε

0

0.5
 

[MPa] 

0.2 
[MPa] 

E3-1 4.4 290 20 1403 0.206 637 617 
E3-2 4.4 290 20 1392 0.202 626 598 
E3-7 6 290 20 1298 0.301 713 683 
E3-8 6 290 20 1276 0.295 692 671 
E3-3 5.4 320 20 1296 0.309 720 701 
E3-4 5.4 320 20 1196 0.387 744 726 
E3-9 7.7 320 20 1270 0.352 753 736 

E3-10 7.7 320 20 1331 0.298 727 712 
E3-5 3.4 340 20 1301 0.239 635 598 
E3-6 3.4 340 20 1350 0.216 627 598 
E3-11 8.2 340 20 1179 0.391 737 707 
E3-12 8.2 340 20 1289 0.317 726 702 

 

表 3.1.2-35 シンブルチューブ 316 ステンレス鋼の近似結果 

No. d [dpa] T [℃] r [%] C [MPa] 0 
C0

0.5
 

[MPa] 
0.2 

[MPa] 
E2-3 0 290 12 1180  0.227 562  464 
E2-4 0 290 12 1166  0.225 553  471 
E4-1 4 290 12 - - - 962 
E4-2 4 290 12 - - - 950 
E2-7 0 340 12 1225  0.180 519  439 
E2-8 0 340 12 1208  0.199 539  458 
E4-3 5 340 12 1636  0.183 700  642 
E4-4 5 340 12 1637  0.187 708  663 

 

 以上の結果をまとめる。BWR データに対するひずみ硬化係数 C と照射量 d の関係を図

3.1.2-37 に示す。同図(a)は 288℃引張の結果で、(b)は室温引張のであるが、いずれも照

射量に対して、ほぼ一定の結果となった。ただし、室温の方が降伏応力が高いため、C も

大きくなった。一方、ひずみ定数0と照射量 d の関係を図 3.1.2-38 に示す。照射量に対し

て降伏応力が飽和するように、指数関数で0の変化を近似すると、次式が得られる。 

  01029 MPa,   0.5040 0.4809exp 4.564   at 288C d    ℃ (3.1.2-18) 

  01327 MPa,   0.3809 0.3479exp 2.049   at R.T.C d     (3.1.2-19) 

ただし、図 3.1.2-37 に示したように、ひずみ定数0と照射量 d の関係では、温度の影

響が小さいので、室温と 288℃のデータを合わせて近似すると、次式が得られる。 

  0 0.5074 0.4797exp 4.614d    (3.1.2-20) 

よって、BWR の場合、C = 1029 MPa で一定とし、0は式(3.1.2-4)を使用すればよい。 

 一方、PWR データに対するひずみ硬化係数 C と照射量 dの関係を図 3.1.2-39 に示す。同

図(a)はバッフルフォーマ―ボルト、(b)はシンブルチューブの結果である。いずれも大き

な変化は無く、照射量 d の影響、冷間加工率 r の影響も不明である。ひずみ定数0と照射

量 d の関係を図 3.1.2-40 に示す。バッフルフォーマ―ボルトとシンブルチューブで傾向が
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異なり、照射量 d の影響、冷間加工率 r の影響は不明である。 

 

  

(a) BWR 環境 288℃          (b) BWR 環境 室温 

図 3.1.2-37 ひずみ硬化係数 C の変化（BWR 環境） 

 

  

(a) 288℃                (b) 室温 

 

(c) 室温と 288℃の混合 

図 3.1.2-38 ひずみ定数0の変化（BWR 環境） 
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(a) バッフルフォーマーボルト        (b) シンブルチューブ 

図 3.1.2-39 ひずみ硬化係数 C の変化（PWR 環境） 

 

  

(a) バッフルフォーマーボルト        (b) シンブルチューブ 

図 3.1.2-40 ひずみ定数0の変化（PWR 環境） 

 

 以上より、BWR に対しては予測式の作成が可能であるが、PWR のデータは冷間加工の影響

と温度の影響が不明であり、予測式は作成できないことがわかった。ここで、BWR に的を

絞る。実際の高経年化プラントの評価において、実機材のデータ（降伏応力）が利用でき

る場合、降伏応力を起点として、予測式ができると便利である。一方、実機材データが無

い場合は、照射量から降伏応力を予測できると良い。そこで、文献データ45に基づき、照

射量 d と初期降伏応力Y0 の関係を求めると、平均曲線として、次式が得られる。 

  Y0 824.1 612.6exp 2.506d    (3.1.2-21) 

一方、表 3.1.2-29 から表 3.1.2-33 の結果を、初期降伏応力で整理したものを図 3.1.2-41

に示す。ただし、室温のデータは除いた。これらの関係より、近似定数 C と0は次式で近

似できる。 

 Y00.4614 878.3C    (3.1.2-22) 

                             
45 G.S. Was, 11th EDM, p.965 (2003). 
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 7 2
0 Y06.539 10    (3.1.2-23) 

以下の数値計算例では、式(3.1.2-5)～(3.1.2-7)を用いて、照射量 d から、真応力の定義での

ひずみ硬化曲線を決定する。 

 

  

図 3.1.2-41 ひずみ硬化係数とひずみ定数と初期降伏応力の関係 

 

(b) 問題の設定 

 確率論的破壊評価法の検証を行うため、数値計算例として、図 3.1.2-42 に示す片側き裂

有限平板の引張問題を対象とする。ただし、薄板の容器や配管の縦断面であると想定し、

平面ひずみ状態を仮定する。対称性を利用し、き裂より上半分のみ解析する。板幅は W = 10 

mm、高さは H = 20 mm とし、上端に一様引張応力0を負荷する。き裂長さは、後述の通り、

a = 2 mm を平均値としてばらつかせる。これは非破壊試験のばらつきを考慮するものであ

る。有限要素解析には汎用コード Abaqus を使用し、微小変形を仮定する。 

 有限要素には 4 節点アイソパラメトリック要素を用い、図 3.1.2-42(c)のように、き裂

先端から放射状にメッシュを切る。ただし、き裂先端は半径 1 m の円状切欠きとする。

き裂長さはばらつきにより変化するので、き裂先端まわりのメッシュをユニット化し、き

裂長さに合わせて移動させ、残りの部分を長方形で分割する。 

 負荷応力0の最大値は極限荷重程度に設定する。増分解析のステップ数は 100 とし、最

初の 20 ステップで、最大値の 80％を負荷し、残りの 20%を 80 ステップで解析する。これ

により、後述の破壊靱性値による破壊判定の精度を保証する。J 積分の積分径路は図

3.1.2-43 に示すように 10 径路取り、最も外側の値を用いる。荷重ステップごとに得られ

る J 積分値を後述の破壊靱性値 JIcと比較し、JIcを通過するステップの前後で、図 3.1.2-44

のように J 積分値を線形内挿し、JIcと交わる点の負荷応力0 を弾塑性破壊荷重crとする。 

 材料特性は、上で求めた BWR 環境のひずみ硬化曲線を用いる。ただし、以下の通り、ば

らつきを設定する。ばらつきを持たせる確率変数は、き裂長さ a、照射量 d、初期降伏応力

Y0、破壊靱性値 JIcの 4つとする。初期降伏応力は式(3.1.2-5)に基づき、次式によりばら

つきを考慮する。 
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  Y0 Y0824.1 612.6exp 2.506d      (3.1.2-24) 

ただし、Y0は平均値を 0 とする確率変数である。照射量 d も確率変数であるため、初期

降伏応力は、材料自身のばらつきと照射量のばらつきを両方含んでいる。一方、破壊靱性

値は NUREG 式46を下限として、次式によりばらつきを持たせる。 

  1.4
Ic Ic7.5 110exp 0.35J d J    (3.1.2-25) 

ここで、上式第 1 項と第 2 項で下限値を表しているので、ばらつきを表す確率変数のJIc

はばらつきの分だけ、平均値の増加分を含む。本例では、標準偏差の 3 倍をJIc の平均値

とする。 

 また、微小変形を仮定するので、ひずみ硬化曲線を公称応力に直す必要がある。上の手

順により求められた定数 C と0を用いて、公称降伏応力Ynと公称塑性ひずみpnの関係は

次式で表される。 

 
 

 

0.5

0 pn

Yn

pn

ln 1

1

C  




   


 (3.1.2-26) 

上式は上限値を持つので、上限点を引張強さとし、それ以降はひずみ硬化しない（降伏応

力一定）として、有限要素解析の弾塑性材料特性の入力とする。ヤング率Eは EPRI MRP-13547

に基づき BWR 環境相当の 174 GPa とし、ポアソン比は 0.3 とする。 

 

     
  (a) 解析モデル    (b) 有限要素モデル     (c) き裂先端拡大図 

図 3.1.2-42 片側き裂を有する有限平板 

 

 

                             
46 O.K. Chopra. Degradation of LWR Core Internal Materials Due to Neutron Irradiation, NUREG / 
CR-7027, p.72 (2010). 
47 EPRI MRP135-Rev.1, Material Reliability Program: Development of Mateirial Constitutive Model 
for Irradiated Austenitic Stainless Steels, p.3-8 (2010). 
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図 3.1.2-43 積分径路 

 

図 3.1.2-44 弾塑性破壊荷重の定義 

 

表 3.1.2-36 確率変数のばらつきの設定 

 Case A Case B Case C 
 Mean S.D. Mean S.D. Mean S.D. 

d [dpa] 0 0 3.00 0.3 10.0 1 

Y0[MPa] 0 23.8 0 69.4 0 61.8 

JIc [kJ/m2] 132 44.1 177 58.8 71.2 23.7 

a [mm] 2.00 0.20 2.00 0.20 2.00 0.20 

 

 弾塑性破壊荷重のばらつきを評価するため、モンテカルロシミュレーションを実施する。

手動で有限要素メッシュの変更を行うことを加味し、試行回数は 40 回とする。確率変数の

ばらつきは正規分布に従うと仮定し、平均値を標準偏差を表 3.1.2-36 のように設定する。

ただし、降伏応力および破壊靱性値のばらつきは、前出の文献データに基づき、過剰な変

動を防ぐため、最大の振れ幅を標準偏差の 3倍と仮定して、標準偏差を決定した。照射量

の異なる Case A～C の 3 つの場合それぞれについて、正規乱数発生プログラムを用いて 40

個の数値を掃き出し、それぞれについて有限要素解析を実施した。 

 

(c) 解析結果と考察 

 Case A、B、C について、それぞれ 40 セットの乱数を発生させ、得られた公称応力での

ひずみ硬化曲線を図 3.1.2-45 に示す。引張強さが分かり易いように、曲線は最大点で打ち
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切ってある。図中の表はそれぞれの結果から計算した平均値と標準偏差である。試行回数

が 40 回しかないため、設定した平均値、標準偏差とはやや異なるが、差は無視できる程度

であった。Case B と C の場合、初期降伏応力は照射量によってもばらつくので、40 回の標

準偏差と設定値との差が大きくなっている。しかし、その標準偏差は Case A の約 3倍ある

ものの、降伏応力の平均値も大きくなるため、変動係数にすると、Case A も B も C も、い

ずれも 10%程度という結果であった。また、降伏応力が約 900 MPa 以上になると、式

(3.1.2-8)の最大点が第 2象限に入ってしまうため、ひずみ硬化が無くなり、一様伸びが無

くなっている。このように、新しい応力‐ひずみ曲線予測式は、照射材の実験結果と同様

の傾向をうまく表現できている。 

 

  

(a) Case A               (b) Case B 

 

(c) Case C 

図 3.1.2-45 ひずみ硬化曲線のばらつき 

 

 次に、微小変形 2次元平面ひずみ弾塑性有限要素解析から得られた、荷重（負荷応力）

と J積分値の関係を図 3.1.2-46 に示す。各曲線は、J積分値が破壊靱性と等しくなった点

で打ち切っている。よって、曲線の端点が延性き裂進展開始点としての破壊点を意味する。

この点の荷重が弾塑性破壊荷重cr である。Case A の場合、ひずみ硬化曲線と同様に、荷
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重‐J値曲線のばらつきは小さく、照射材の Case B と C の場合には、ばらつきが大きくな

った。しかし、荷重‐J 値曲線は立ち上がりが鋭いため、破壊靱性値の変動に対する感度

は低いことがわかる。つまり、弾塑性破壊荷重のばらつきは、破壊靱性値のばらつきより

も、降伏応力のばらつきによるものの方が大きいと言える。また、図 3.1.2-46 (c)のよう

に照射量が多くなると、破壊靱性値が荷重‐J 値曲線の立ち上がり部分に近くなり、き裂

先端の塑性域が広がり、J 値が急激に上昇するところで破壊が開始することとなる。よっ

て、照射量が更に多くなると、弾塑性破壊から脆性破壊に変わり、曲線の勾配が小さい初

期の直線的な部分で破壊開始することになるため、破壊靱性値のばらつきの影響は大きく

なると思われる。 

 弾塑性破壊荷重のヒストグラムを図 3.1.2-47 に示す。ただし、縦軸は確率密度に換算し

てある。各 Case の 40 個の結果から求めた平均値と標準偏差を表 3.1.2-37 に示す。本表か

らも、破壊靱性値のばらつきが変動係数で 0.2～0.35 あるのに対し、弾塑性破壊荷重の変

動係数が 0.06～0.13 しかなく、ばらつきが小さいことがわかる。弾塑性破壊荷重cr の平

均値と標準偏差から求めた正規分布確率密度を図 3.1.2-47 に実線で示した。Case A のみ

ばらつきが小さく、鋭く高い確率密度分布であることがわかる。一方、Case B、C と照射

量が多くなるにつれて、破壊荷重の平均値が上がるとともに、ばらつきが大きくなり、確

率密度分布は扁平化することがわかる。き裂長さのばらつきは Case A～C の全てで等しい

ことを考慮すると、Case B と Case C で弾塑性破壊荷重のばらつきが大きいのは、降伏応

力のばらつきの影響が大きいと言える。つまり、照射量のばらつきと材料自身のばらつき

の相乗効果により、照射材の降伏応力は大きくばらつくため、弾塑性破壊荷重のばらつき

が大きくなったものと考えられる。ただし、照射量が 10 dpa を超えると、上述の通り、破

壊荷重のばらつきが更に大きくなるとともに、平均値が低下してくるため、変動係数は更

に大きくなると思われる。弾塑性破壊荷重のばらつきの分布に関しては、概ね正規分布に

近い分布となったが、正確な分布形状を求めるには、試行回数を更に増やす必要がある。 

 

表 3.1.2-37 モンテカルロシミュレーションによる結果のばらつき 

 Case A Case B Case C 
 Mean S.D. COV Mean S.D. COV Mean S.D. COV 

Y0 [MPa] 215 26.0 0.12 627 59.9 0.10 820 66.5 0.08 

JIc [kJ/m2] 237 46.2 0.20 195 54.3 0.28 71.8 24.8 0.35 

a [mm] 1.99 0.18 0.09 1.97 0.20 0.10 2.00 0.21 0.10 

d [dpa] 0 0 - 2.98 0.31 0.11 9.81 0.86 0.09 

cr [MPa] 241 14.7 0.06 508 63.8 0.13 642 70.5 0.11 
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(a) Case A              (b) Case B 

 

(c) Case C 

図 3.1.2-46 J 積分値と弾塑性破壊荷重の関係 

 

 

図 3.1.2-47 弾塑性破壊荷重のヒストグラム（確率密度分布） 
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3) 低延性模擬材によるき裂先端破壊基準の検討 

(a) 試験片 

 SUS316 オーステナイト系ステンレス鋼を用いる。照射劣化による硬化を模擬するため、

冷間加工率 20%と 40%の 2 種類の冷間加工材を低延性模擬材として使用する。試験片はき裂

面が圧延方向に直交するように（L-T 方向に）採取した。CT 試験片の形状を図 3.1.2-48

に示す。板厚は 3 mm と 20 mm の 2 種類とし、冷間加工率 20%と 40%の材料で、それぞれ 2

本ずつ、合計 8本の試験片を実験に使用した。後述の通り、本研究では画像相関法により、

試験片表面のひずみ場を計測する。通常の破壊靱性試験では、厚板の CT 試験片を用いる必

要があるが、き裂は拘束の強い内部から進展するため、表面のき裂進展は内部から進展の

影響を大きく受ける。よって、き裂先端の破壊基準の検討に、厚肉試験片は適さない。そ

こで、内部と表面で差が出にくく、き裂前縁が同時に進展開始する薄板の CT 試験片を用意

した。厚板 CT 試験片は、通常の破壊靱性試験における表面のひずみを確認するためのもの

である。CT 試験片はワイヤーカット放電加工により、図 3.1.2-48 の形状に切り出したのち

に、疲労負荷を与え、1 mm の U 字ノッチ先端から更に 3 mm の予き裂を導入した。予き裂

の状態と試験片番号を表 3.1.2-38 にまとめる。 

 

 

(a) 薄板 CT 試験片 

 

(b) 厚板 CT 試験片 

図 3.1.2-48 CT 試験片の形状 
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表 3.1.2-38 試験片番号と疲労予き裂の状態 

No. 冷間加工率 [%] 厚さ [mm] 疲労予き裂の状態 
CW20-2, CW20-3 20 3.0 正常 
CW20-5, CW20-6 20 20.0 正常 
CW40-2, CW40-3 40 3.0 正常 
CW40-4, CW40-5 40 20.0 CW40-5 は裏面の予き裂が長い 

 

(b) 実験方法 

 き裂先端のひずみ場を、非接触の全視野計測法であるデジタル画像相関法により計測す

る。計測には Correlated Solutions 社 デジタル 3D コリレーションシステム VIC-3D を用

いる。本システムは 2つのカメラにより、立体的な表面計測が可能である。実験の様子を

図 3.1.2-49 に示す。また、撮影例を図 3.1.2-50 に示す。カメラの画素数は 2448×2048 

pixels である。変形前後の物質点を特定するため、試験片には予め白と黒のランダム模様

（speckle pattarn）を描いておく。具体的には、まず白のスプレーを前面に塗布し、その

上から黒のスプレーを斑に塗布する。その際、黒点の寸法が計測の解像度となるので、ラ

ンダム模様が十分細かくなるように、スプレーを試験片から離して塗布した。破壊試験に

は島津製作所 引張試験機 AG-100kNG を用いた。 

 

  

(a) 薄板 CT 試験片        (b) 厚板 CT 試験片 

図 3.1.2-49 破壊靱性試験とカメラ計測の様子 

 

    

(a) 左側カメラ画像          (b) 右側カメラ画像 

図 3.1.2-50 2 台のカメラによる撮影例 
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図 3.1.2-51 画像相関領域 

 

 破壊靱性試験を上記のカメラでビデオ撮影し、指定した時間間隔で静止画像を取り出し、

画像相関法に用いる。本実験では、1秒毎に画像を取り出し、ひずみを計算した。引張試

験機のクロスヘッド速度を 2.0 mm/min としたので、クロスヘッド変位 U を 0.033 mm ごと

に計測したこととなる。ひずみ計測にはまず、図 3.1.2-51 に示すように、画像内のひずみ

計測領域を赤塗のように指定し、更に変位場を特定するためのパターンマッチングを行う

正方形領域（subset）の１辺の画素数を決める。本実験では、サブセットサイズを 41×41 

pixels とし、相関を取るピッチを 1 pixel とした。よって、41×41 pixels のサブセット

を 1 pixel ずつ相関領域内を走査し、1 pixel 間隔のグリッドで変位が得られ、その変位

場からひずみ場が求められる。なお、ひずみは Green-Lagrange ひずみで計算される。 

 

(c) 実験結果と考察 

 8 本の破壊靱性試験から得られた荷重と荷重点変位の関係を図 3.1.2-52 に示す。CW20

試験片より CW40 試験片の方が、最大荷重が高く、ピークの鋭い曲線となった。これは、CW40

の方が冷間加工率が高いため、硬化量が大きく、材料が脆化傾向を示した結果である。な

お、CW40-5 は疲労予き裂が平行に入らず、奥側のき裂が長かったため、CW40-4 と比して低

い最大荷重となった。 

 

  

図 3.1.2-52 荷重と荷重点変位の関係 
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 画像相関法から得られた荷重軸方向引張ひずみ EYYの分布の例として、薄板 CT 試験片の

結果を図 3.1.2-53 に、厚板 CT 試験片の結果を図 3.1.2-54 に示す。赤い部分がひずみの高

い部位である。ひずみ計測の基準となる画像として、試験片に荷重が掛かり始める瞬間の

画像を指定し、そのときのクロスヘッド変位を U = 0 mm とした。このときの物質点の配置

（初期配置）を基準配置とした。図には、疲労予き裂が確認できるようになった開口点、

き裂先端が丸く鈍化した点、き裂が進展を開始した点、そして安定に進展し始めた点のひ

ずみ分布を示した。参考までに、画像に対応する変位 U も示した。面外拘束の無い表面で

計測しているため、塑性変形の 45°滑り面の影響により、鈍化後のき裂から上下にき裂が

分岐することがある。しかしながら、最終的には、いずれかが主き裂となり、安定成長を

開始する。また、図 3.1.2-53 と図 3.1.2-54 の比較から、厚板 CT 試験片の方が、き裂開口

量が大きく、き裂が進展開始する際の変位も大きいことがわかる。 

 き裂先端からき裂延長線上のひずみを数値で取り出し、ひずみ分布を描く。ひずみ計測

システム VIC-3D において、ひずみ分布のカラーコンター上で、直線を引くと、その線状の

ひずみや座標値などを数値として取り出せる。ただし、座標はその物質点の初期配置を意

味する。き裂先端のひずみを評価する観点から、ひずみ分布は変形後の現在の座標系で描

く必要があるので、座標値に変位を足すことにより、現在の座標（現配置）を得る。しか

しながら、き裂先端は変形が激しく、相関が取れないため、ひずみだけでなく座標値も取

り出せない。そこで、き裂先端から最も近い可計測点までの距離を、画像の画素数と解像

度から計算し、この距離からき裂先端の現配置を得た。 

 現配置での、き裂先端からき裂延長線上のひずみ分布を、薄板 CT 試験片の結果は図

3.1.2-55に、厚板CT試験片の結果は図3.1.2-56に示す。左側が計測されたGreen-Lagrange

ひずみ EYY の分布で、右側がそれを対数ひずみに換算した分布である。薄板 CT 試験片の

方は、クロスヘッド変位で 0.5 mm 毎（15 秒毎）、厚板 CT 試験片の方は、1.0 mm 毎（30 秒

毎）に示した。図中、ひずみが 0になっている部分は、相関が取れなかった箇所である。

CW20-3 試験片の結果は、ひずみ分布が不自然で、計測できていない点が多いが、これは試

験中に試験片がずれてしまったため、カメラの焦点がずれて、画像がぼやけてしまったせ

いである。 

 今ここで検証すべきは、破壊靱性値であるので、き裂が進展開始したときの、き裂先端

のひずみが重要である。薄板から見ていくと、CW20-2 のき裂進展開始は、変位が 3.5 mm

程度の時であったので、図 3.1.2-55 (b)の分布から縦軸に外装すると、概ね 0.8 のあたり

がき裂先端の対数ひずみとなる。また、CW40-2 と CW40-3 のき裂進展開始はそれぞれ約 3 mm

と約 4 mm であったので、図 3.1.2-55 (f)と(h)でそれぞれ縦軸に外挿すると、概ね 0.6 の

あたりがき裂先端の対数ひずみとなる。一方、厚板を見てみると、CW20-5 と CW20-6 の

き裂進展開始はそれぞれ 9 mm と 11 mm であったので、図 3.1.2-56 (b)と(d)でそれぞれ縦軸

に外挿すると、概ね 0.8 となる。また、CW40-4 と CW40-5 のき裂進展開始はそれぞれ 6 mm

と 7 mm であったので、図 3.1.2-56 (f)と(h)でそれぞれ縦軸に外挿すると、概ね 0.6 となり、
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(a) 試験開始（U = 0 mm）      (f) 試験開始（U = 0 mm） 

   

(b) き裂開口（U = 1.00 mm）    (g) き裂開口（U = 1.33 mm） 

   

(c) き裂鈍化（U = 2.50 mm）    (h) き裂鈍化（U = 2.50 mm） 

   

(d) 進展開始（U = 3.50 mm）    (i) 進展開始（U = 3.17 mm） 

   

(e) 安定成長（U = 4.17 mm）    (j) 安定成長（U = 4.17 mm） 

CW20-2               CW40-2 

図 3.1.2-53 薄板試験片のき裂先端の軸方向引張ひずみ EYY分布 
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(a) 試験開始（U = 0 mm）      (f) 試験開始（U = 0 mm） 

   

(b) き裂開口（U = 3.00 mm）    (g) き裂開口（U = 3.00 mm） 

   

(c) き裂鈍化（U = 9.35 mm）    (h) き裂鈍化（U = 5.35 mm） 

   

(d) 進展開始（U = 11.18 mm）    (i) 進展開始（U = 6.18 mm） 

   

(e) 安定成長（U = 12.0 mm）    (j) 安定成長（U = 8.01 mm） 

CW20-6               CW40-4 

図 3.1.2-54 厚板試験片のき裂先端の軸方向引張ひずみ EYY分布 
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      (a) CW20-2 の Green-Lagrange ひずみ        (b) CW20-2 の対数ひずみ 

   
      (c) CW20-3 の Green-Lagrange ひずみ        (d) CW20-3 の対数ひずみ 

   
      (e) CW40-2 の Green-Lagrange ひずみ        (f) CW40-2 の対数ひずみ 

   
      (g) CW40-3 の Green-Lagrange ひずみ        (h) CW40-3 の対数ひずみ 

図 3.1.2-55 薄板 CT 試験片のき裂延長線上引張ひずみ分布 
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      (a) CW20-5 の Green-Lagrange ひずみ        (b) CW20-5 の対数ひずみ 

   
      (c) CW20-6 の Green-Lagrange ひずみ        (d) CW20-6 の対数ひずみ 

   
      (e) CW40-4 の Green-Lagrange ひずみ        (f) CW40-4 の対数ひずみ 

   
      (g) CW40-5 の Green-Lagrange ひずみ        (h) CW40-5 の対数ひずみ 

図 3.1.2-56 厚板 CT 試験片のき裂延長線上引張ひずみ分布 
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(a) 冷間加工率 20%           (b) 冷間加工率 40% 

図 3.1.2-57 SUS316CW 低延性模擬材の真応力‐真ひずみ曲線 

 

薄板と厚板に関わらず、CW20 は約 0.8、CW40 は約 0.6 がき裂進展開始時のき裂先端の対

数ひずみであった。比較のため、同じ材料の引張試験から得られた真応力‐対数ひずみ曲

線を図 3.1.2-57 に示す。これは、画像相関法によるネッキング部のひずみ計測と、有限要

素解析による応力同定により評価された曲線である。これらの結果より、CW20 の真破断

ひずみは 1.2～1.3 程度であるのに対し、CW40 の真破断ひずみは 0.9～1.2 程度である。よ

って、CW40 の方が CW20 に比べて真破断ひずみが 0.2 ほど低いと言える。破壊靱性試験

においても、き裂先端の破断ひずみは CW20 と CW40 で 0.2 程度の差があり、引張試験の

結果と整合するが、絶対値としては、き裂先端の方が引張試験より 0.4 ほど低い破断ひず

みであった。 

 以上より、図 3.1.2-53 と図 3.1.2-54 で示したように、薄板と厚板で、き裂進展時のき裂

開口量は大きく異なったが、図 3.1.2-55 と図 3.1.2-56 で示した通り、き裂進展時のき裂先

端ひずみに関しては、薄板と厚板で、ほとんど差が無いことが明らかとなった。更に、き

裂進展開始後のひずみ分布は、ほぼ定常状態になることが、図 3.1.2-55 と図 3.1.2-56 より

わかり、このひずみ分布がき裂進展とともに移動していることが示された。これらのこと

より、き裂先端の局所的なひずみ（あるいは応力）が、き裂の破壊基準と成り得ることが

証明された。ただし、画像相関法により厳密にき裂先端のひずみを計測することは困難で

あるため、破壊基準を定量的に定めることはできなかったが、次に示すように、有限要素

解析によって定量的な検証を試みた。 

 

(d) 有限要素解析による妥当性の検証 

 上述のひずみ計測結果の妥当性を検証するため、CT 試験片の弾塑性大変形有限要素解

析を実施した。ただし、対象は薄板 CT 試験片のみとした。解析には汎用コード Abaqus

を使用した。要素には 8 節点 6 面体 1 次要素を使用し、図 3.1.2-58 に示すように要素分割

した。き裂先端は半径 1 m の半円形の U 字ノッチとし、放射状に要素分割した。板厚方
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向と上下方向の対称性を利用して、1/4 モデルを使用し、リガメント面と中央面は対称境

界条件（単純支持）とした。ただし、剛体変位を固定するため、き裂前縁の中心点は完全

拘束とした。また、引張荷重はピン穴の上端に一様強制変位として与え、変位 U = 3.0 mm

を 3000 ステップの等分割で計算するように設定した。材料特性には、図 3.1.2-57 (a)に示し

た CW20 の結果を用いた。 

 有限要素解析は強制変位 U = 1.6 mm まで計算できたが、次のステップで発散した。原因

はき裂先端の要素が大きく引き伸ばされ、一部の要素が反転したためである。よって、強

制変位 U = 1.5 mm のところで、ひずみを実験値と比較する。参考までに、強制変位 U = 1.5 

mm のときの変形を図 3.1.2-59 に示す。ポアソン比の効果により、き裂先端の表面側は大

きく窪んでいる。このときの、表面側のき裂延長線上のひずみを抽出し、ひずみの分布を

みる。変形後のき裂先端からの距離に対する荷重軸方向ひずみ EYY の分布を、図 3.1.2-60

に示す。比較のため、クロスヘッド変位 U = 1.5 mm に対する CW20-2 試験片と CW20-3 試

験片のひずみ分布を併せて示した。有限要素の分割が不十分であったため、詳細な比較は

できないが、画像相関法で計測したひずみ分布は、有限要素解析の結果と概ね一致してお

り、ひずみ計測の妥当性が示された。その一方で、画像相関法で計測できない、き裂先端

の微小領域では、非常に高いひずみが生じていることが明らかとなった。 

 参考までに、有限要素解析から得られた、同じ場所の変形後のき裂先端からの距離に対

する、荷重軸方向応力 SYYとミーゼス相当応力の分布を図 3.1.2-61 に示す。要素分割が不十

分であったため、要素サイズが切り替わる境界で鋭いピークの応力が現れているが、数値

的な誤差である。また、き裂先端の要素が引き伸ばされて潰れている部分では、応力が真

破断応力 1340MPa（図 3.1.2-57 (a)参照）を超えており、き裂の鈍化とともに、き裂先端で

は塑性すべりによる局所的な損傷が進展していることが推察される。今後、要素分割を最

適化し、詳細な検討を行う必要があることが明らかとなった。 

 

 
図 3.1.2-58 薄板 CT 試験片の有限要素モデル 
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図 3.1.2-59 き裂先端まわりの変形図（U = 1.5 mm） 

 

 

図 3.1.2-60 表面のき裂延長線上のひずみ分布（U = 1.5 mm） 

 

 

図 3.1.2-61 表面のき裂延長線上の応力分布（U = 1.5 mm） 
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4) まとめ 

 モンテカルロ法による確率論的弾塑性破壊評価法に関する検討と、画像相関法によるき

裂先端ひずみ場計測とき裂先端破壊基準に関する検討を行った。確率論的破壊評価法の検

討から、以下の知見を得た。 

 

1. 本事業の照射材データベースに基づき、新たな応力-ひずみ曲線予測式を作成し、

それに基づいて、材料特性のばらつきを表す数理モデルを提案した。 

2. 数値計算例として、降伏応力、破壊靱性値、照射量、更にき裂長さのばらつきを考

慮した確率論的弾塑性破壊評価を行い、手法の有効性を示した。 

3. 数値計算例より、10 dpa 以下の照射量の場合、弾塑性破壊荷重のばらつきは照射の

影響により増加するが、硬化により弾塑性破壊荷重の平均値も増加するため、変動

係数で見ると 10%程度のばらつきに落ち着いた。 

4. 破壊靱性値のばらつきは、ほとんど弾塑性破壊荷重のばらつきに影響せず、弾塑性

破壊荷重のばらつきは降伏応力のばらつきに大きく依存した。ただし、10 dpa 以上

の高照射域については、更に検討が必要である。 

5. 降伏応力、破壊靱性値、照射量、き裂長さのばらつきをそれぞれ正規分布で表した

場合、弾塑性破壊荷重のばらつきは概ね正規分布になるが、詳細な検討には、更に

モンテカルロシミュレーションの試行回数を増やす必要がある。 

 

また、破壊靱性試験のひずみ計測と、それに対応した弾塑性大変形有限要素解析より、以

下の知見を得た。 

 

1. 冷間加工率 20%（耐力 660 MPa）の場合、き裂先端の局所ひずみが対数ひずみで 0.8

程度になると、き裂は進展を開始した。 

2. 冷間加工率 40%（耐力 860 MPa）の場合、き裂先端の局所ひずみが対数ひずみで 0.6

程度になると、き裂は進展を開始した。 

3. 薄板 CT 試験片と厚板 CT 試験片では、き裂進展時のき裂開口量は大きく異なるが、

き裂進展時のき裂先端の局所ひずみは、板厚に依存せず、ほぼ一定であった。よっ

て、き裂先端の局所ひずみはき裂先端破壊基準と成り得る。 

4. き裂進展開始後のき裂先端ひずみ場はほぼ定常になった。 

5. 有限要素解析との比較から、画像相関法によるひずみ計測は十分な精度を有してい

た。 

6. き裂進展開始時の応力を評価するため、有限要素分割を最適化した上で、き裂先端

の大変形を解析する手法を確立する必要がある。 
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まとめ 

  炉内構造物の経年劣化評価法高度化に関して H25 年度事業により以下の成果を得た。 

・ ステンレス鋼照射材について、引張特性、破壊靭性、IASCC、応力緩和、スウェリング

について MS Excel 形式のデータベースの作成を完了した。 

・ 引張特性、応力歪関係については dpa をパラメータとした傾向式を作成し、破壊靭性

については引張特性に基づくモデル式を検討した。また、照射炉や材料の異なるデー

タの共通傾向式の基礎検討を行った。 

・ 画像相関法等を適用した照射材試験を行い12dpaまでの真歪真応力データを拡充した。

また、ヤング率が照射量にほとんど依存しないことを確認した。 

・ 画像相関法等によるステンレス鋼の局所歪・応力測定を行い、破壊機構検討のための

結晶塑性解析モデルが妥当であることを確認し、破壊挙動のばらつき要因となりうる

局所応力の範囲が照射量の増加により大きくなることを再確認した。 

・ 低延性模擬のステンレス鋼加工材の破壊靭性試験により、強度と破壊靭性の関係を把

握した。また、画像相関法によるき裂先端局所歪測定に成功し延性き裂発生条件の検

討に見通しを得た。 

・ 維持規格を念頭に置いた照射材の破壊評価法案を検討し、作成した照射材特性傾向式

を用いて破壊強度の解析を行い、照射量の増加に伴う破壊強度の変化に関する結果を

得た。 

・ 照射量、材料特性に加えてき裂寸法のばらつきを考慮したモンテカルロシミュレーシ

ョンによる破壊強度のばらつきへの影響を検討し、照射量の増加に伴いばらつきが増

加する結果を得た。 

 

 


